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はしがき 

 

今は消滅したソ連（と帝政ロシア）における工業生産の大きさの推移を明らかにするこ

とが本書の目的である。多少なりともソ連の経済に関心をもっていた人にとっては常識に

属することかもしれないが，ソ連の公式統計は信頼性に欠けていた。公開された統計情報

には，経済状況を客観的に描き出そうとするよりも，社会主義体制の優越性を誇示しよう

とする意図が強く作用していた。したがって誇張があるという点で研究者は一致していた

のだが，その誇張の程度については研究者で見解が異なり，意見はさまざまに分かれてい

た。1970 年代以降，米国の中央情報局（CIA）の研究能力に対する評価が高まり，ついに

はその推計が西側におけるソ連マクロ経済統計の独占的提供者となったが，ソ連崩壊前後

にはその推計に対する信頼性も大きく揺らいだ。つまり，ソ連経済あるいはソ連工業が一

体どの程度の実績をあげたのか，依然として未確定であるというのが実情といえよう。こ

のような状況を踏まえ，改めてソ連工業の実質生産を示す指数（インデクス）の推計を試

みたのが本書である。 

本書の構成は，以下のとおりである。 

「第 1 章 バイアス」では，ソ連の公式経済統計とりわけ工業生産統計をめぐって主と

して西側で展開された議論が紹介される。西側においては，ソ連成立当初から公式統計に

対する疑念が表明されたが，とりわけ世界全体に占めるソ連の重要性が増した第 2 次世界

大戦直後およびこれまた世界的な衝撃をもたらしたソ連崩壊前後には，ソ連統計の信頼性

に関する議論が盛んに行われた。その中で明らかとなった公式生産統計における成長過大

評価（上方バイアス）の原因についても，総括が行なわれる。 

 「第 2 章 方法」では，ソ連工業統計に関する諸概念の解説が行なわれるとともに，第 1

章の議論を踏まえたわれわれの工業生産指数推定の方法が説明される。われわれの指数は，

推計の基礎に個別生産物の物量単位生産データをおく。その推計の第一段階では，それら

を基礎に工業各部門の生産指数が推計され，第二段階ではそれらの部門指数が集計されて

工業全体に関する指数が導出される。暫定的ながらも軍需生産が考慮された指数も推計さ

れるが，その方法についてもここで説明が加えられる。 

 「第 3 章 価格」では，われわれの指数推計第一段階においてウェイトとして利用され

るソ連工業製品の価格についての議論が行なわれる。計画経済の下では，価格も国家によ

ってコントロールされるはずであったが，現実は必ずしもそのようではなかった。この章

では，ソ連工業製品価格の変動についての簡単な回顧と，多くの工業製品についていくつ

かの基準年における実際の価格が算定される。 

 「第 4 章 付加価値」では，われわれの推計第二段階でウェイトとして利用されるソ連

工業各部門の付加価値生産の大きさが推計される。ソ連では，一般にいう付加価値概念に

対応するものとして純生産という概念が存在したが，これに関する統計が公表されていた

のはほぼ 1920 年代だけで，それ以降は公式統計からほとんど姿を消した。したがってこれ

を推計しようとするには多くの困難が伴う。ここではとりあえず利用可能な数字を算出し

たが，大きな不確実性を伴う数字であることは断っておかねばならない。 

 「第 5 章 結果」では，前章までに示された方法とデータによる推計結果が示される。

もちろん推定された実質生産の推移すなわち工業生産指数は，予想どおり公式の生産指数
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を大きく下回るものであった。この点においてわれわれの推計は他の独自推計と変わると

ころはないが，ソ連の誕生からその崩壊までの長期にわたる生産指数を一つの方法によっ

て統一的に測定した試みはこれまでなかったといえよう。 

 「第 6 章 比較：ソ連前半期」では，前章で明らかとなったわれわれの指数を，公式指

数およびこれまでに作成された多くの独自推計と比較する。本章は，ソ連の前半期すなわ

ち 1960 年までの工業生産指数の比較を試みる。もちろんわれわれの指数は，公式統計にく

らべればはるかに低い成長率をもつが，この期間に関する独自推計の中ではほぼ中位ある

いは若干高めの成長率を示している。 

 「第 7 章 比較：ソ連後半期」では，1960-90 年のソ連後半期の工業生産について，他の

指数との比較検討が行われる。この期間については CIA 推計が最も権威ある推計とされて

きたが，われわれのソ連工業生産指数はそれよりも低い成長を示している。 

 「第 8 章 帝政期」では，ソ連工業の生産指数を推計した方法を帝政ロシアの工業に適

用して，1860-1913 年の生産指数が推計される。この期間に関する推計としては，これま

でゴールドスミスによって作られた指数が標準的となっていたが，その批判的検討が行わ

れるとともに新たな指数が提示される。 

 「第 9 章 国際比較：結びに代えて」では，前章までの推計結果を米国などの主要国の

歴史的な工業発展過程と比較しながら，ソ連（ロシア）工業の盛衰が総括される。 

 

本来であれば，本書で推計されたようなソ連工業における実質生産の推移を基礎として，

たとえば生産への要素投入を明らかにしてその生産効率を明らかにするといった分析が必

要であろう。しかし残念ながら，少なくとも私にはその準備が整っていない。また，実質

生産を明らかにしただけの本書でさえもすでにかなりの分量となってしまった。本書を基

礎とした分析の展開は，今後の課題としたい。 

ソ連崩壊後，一般的に経済の分野では旧社会主義諸国がいわゆる市場経済化を成功裏に

達成できるかどうかに主要な関心が向けられ，ソ連時代のことは等閑に付される傾向にあ

る。しかし本書の末尾でガーシェンクロンの著作の一節を引いて示唆したように，歴史研

究は現在を理解する鍵を提供する。若いロシア経済研究者がソ連あるいは帝政ロシアの経

済にも関心を払ってくれるよう望むものであり，本書がその一助となってくれれば著者と

しての喜びこれにすぎるものはない。 

本書では著者の理解不足や不注意から，ロシア語や英語の翻訳，データの解釈など多く

の点で思わぬ誤りを犯しているかもしれない。読者のご指摘を頂ければ幸いである。 

なお，本書は平成 22 年度から 3 年間にわたる文部科学省科学研究費補助金（基盤研究 C，

課題番号 22530280）による研究成果の一つである。 
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表 4-24 所得分配率（労働：資本）1933-85 年（％） 

表 4-25 生産部門別労働力・賃金シェア（％） 

図 4-1 工業生産要員 

 

第 5 章 

表 5-1 最終全工業生産指数の推計結果（軍需生産を含む，生産指数は 1928 年指数=100） 

表 5-2 電力工業部門生産指数（1960 年指数=100）および年平均成長率（％） 
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表 5-3 燃料工業部門生産指数（1960 年指数=100）および年平均成長率（％） 

表 5-4 製鉄工業部門生産指数（1960 年指数=100）および年平均成長率（％） 

表 5-5 非鉄金属工業部門生産指数（1928 年指数=100）および年平均成長率（％） 

表 5-6 化学工業部門生産指数（1960 年指数=100）および年平均成長率（％） 

表 5-7-1 民生機械工業部門生産指数（1960 年指数=100）および年平均成長率（％） 

表 5-7-2 機械工業部門諸グループの生産指数（1960 年指数=100） 

表 5-7-3 軍需生産考慮機械工業部門生産指数（1960 年指数=100）および年平均成長率（％） 

表 5-8 木材・製紙工業部門生産指数（1960 年指数=100）および年平均成長率（％） 

表 5-9 建設資材工業部門生産指数（1960 年指数=100）および年平均成長率（％） 

表 5-10 軽工業部門生産指数（1960 年指数=100）および年平均成長率（％） 

表 5-11 食品工業部門生産指数（1960 年指数=100）および年平均成長率（％） 

表 5-12 部門別年平均成長率（％）：1928-90 年 

表 5-13 全工業生産指数（1928 年指数=100）とその年平均成長率（％） 

表 5-14 総生産額増加倍率：1928-90 年 

表 5-15 工業各部門付加価値生産シェア（％） 

表 5-16 全工業生産指数（軍需品生産を考慮した総合指数，1928 年指数=100） 

表 5-17 総合指数と民生品指数（1928 年指数=100） 

表 5-18 各指数の年平均成長率（％） 

表 5-19 付加価値シェアと雇用シェアの違い（％）（1927/28 年，1955 年，1985 年） 

図 5-1 ソ連工業対前年成長率（1928-90 年，％） 

図 5-2 ソ連工業生産指数（1928 年指数=100，縦軸は対数目盛） 

図 5-3-1 部門別生産指数（1928 年指数=100，縦軸は対数目盛）その 1 

図 5-3-2 部門別生産指数（1928 年指数=100，縦軸は対数目盛）その 2 

図 5-4 民生機械生産指数および 2 つの総合機械生産指数（1928 年指数=100，縦軸は対数

目盛） 

図 5-5 全工業生産指数（1928 年指数=100，縦軸は対数目盛） 

図 5-6 全工業生産指数（1928 年指数=100，縦軸は対数目盛） 

図 5-7 最終全工業生産指数と他の指数との比較（1928 年指数=100，縦軸は対数目盛） 

 

第 6 章 

表 6-1 公式指数と S 指数（1913 年指数=100） 

表 6-2 公式指数と S 指数の年平均成長率（1928-60 年，％） 

表 6-3 部門別生産指数―公式指数と S 指数（1913 年指数=1） 

表 6-4 公式指数と S 指数の期間年平均成長率（1913-60 年，％） 

表 6-5 公式指数と S 指数の期間年平均成長率（1913-38 年，％） 

表 6-6 さまざまな指数（1913-55 年，1928 年指数=100） 

表 6-7 各指数に基づく工業生産年平均成長率（％） 

表 6-8 クラークによる工業生産指数の推計（単位：100 万 IU（国際単位）） 

表 6-9 クラーク指数と S 指数の生産量データ比較 

表 6-10 S 指数の生産量データによるクラーク指数の再構成 
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表 6-11 ガーシェンクロンによる機械工業生産指数および他の系列との比較 

表 6-12 ホッジマンによる部門分類とサンプル品目数 

表 6-13 指数計算における品目数の比較 

表 6-14 修正前指数と修正後指数 

表 6-15 ホッジマン指数と S 指数の部門別付加価値ウェイトの比較 

表 6-16 ジャスニー指数：S 指数・ホッジマン指数との比較 

表 6-17 シムキン=リーディ（S=L）指数 

表 6-18 K=M 指数と S 指数の比較：全工業および各工業部門（1928 年指数=100） 

表 6-19 工業各部門の集計ウェイト：1950 年（％） 

表 6-20 部門指数の集計：参照基準年の違い 

表 6-21 ウェイトの影響 

表 6-22 非鉄金属部門の考慮 

表 6-23 K=M 指数と S 指数の比較：リンク・レラティヴ 

表 6-24 ナターによる 1927/28 年における部門別付加価値生産推計 

表 6-25 ナターによる部門分類とその修正 

表 6-26 ナターによる部門指数と栖原による部門指数の比較 

表 6-27 修正されたナター全民生工業生産指数および栖原による全民生工業生産指数 

表 6-28 1928 年部門別付加価値：帰属ウェイトと直接ウェイト 

表 6-29 直接ウェイト指数と帰属ウェイト指数：1928 年ウェイト指数 

表 6-30 平均形式およびウェイト・システムの違いによる指数の変化 

図 6-1 公式指数と S 指数（全工業，1928-60 年，1913 年指数=100，縦軸は対数目盛） 

図 6-2 公式指数と S 指数の対前年成長率（1928-60 年，％） 
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表 7-1 公式指数と S 指数（1960 年指数=100） 

表 7-2 公式指数と S 指数の年平均成長率（1950-90 年，％） 

表 7-3 部門別生産指数：公式指数と S 指数（1950-90 年） 

表 7-4 公式指数と S 指数の期間年平均成長率（1950-90 年，％） 

表 7-5 成長率の部門別順位比較 

表 7-6 さまざまな指数（1950-90 年：1960 年指数=100） 

表 7-7 グリーンスレード指数（1960 年指数=100） 

表 7-8 グリーンスレード指数と S 指数：部門別年平均成長率（1950-75 年，％） 

表 7-9 S 指数とグリーンスレード指数：部門別年平均成長率（1950-68 年，％） 

表 7-10 デサイ指数と他の指数（1955-73 年，全工業，1955 年指数=100） 

表 7-11 CIA 指数におけるセクターとプロダクト数 

表 7-12 CIA 指数と S 指数（全工業，1950-90 年，1960 年指数=100） 

表 7-13 CIA 指数と S 指数の年平均成長率とその差：全工業（％） 

表 7-14 CIA 指数と S 指数の年平均成長率とその差：部門別（％） 

表7-15 CIA指数における生産部門別プロダクト・サンプル・シェア（1972年付加価値，％） 

表 7-16 建設資材部門：CIA 指数と S 指数の比較（1970-79 年，1970 年指数=100） 
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表 7-17 ハーニンによる年平均成長率（％） 

表 7-18 ハーニンによる機械部門生産指数の推計（リンク・レラティヴ） 

表 7-19 ソ連統計当局による工業生産指数の見直し：1988 年指数（1960 年指数=100） 

表 7-20 ホロジリン指数と S 指数（1950-90 年，1950 年指数=100） 

表 7-21 ホロジリン指数と S 指数の年平均成長率とその差：全工業（％） 

表 7-22 ホロジリン指数と S 指数の年平均成長率とその差：部門別（％） 

表 7-23 ホロジリン指数と S 指数：燃料・電力部門 

表 7-24 ヴァリトゥフらの生産指数 

図 7-1 公式指数と S 指数（全工業，1950-90 年，1950 年指数=100） 

図 7-2 公式指数と S 指数の対前年成長率（全工業，1950-90 年，％） 

図 7-3 工業生産指数（全工業，公式・CIA・S 指数，1950-90 年，1950 年指数=100） 

図 7-4 対前年生産成長率（CIA 指数と S 指数，％） 

図 7-5 ホロジリン指数と S 指数（1950-90 年，1950 年指数=100） 
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表 8-1 帝政ロシアに関する工業生産指数推計 

表 8-2 コンドラチェフ指数におけるサンプル生産物とそのウェイト 

表 8-3 ゴールドスミス指数における各部門帰属調整付加価値・未調整付加価値ウェイト 

表 8-4 ゴールドスミス指数による年平均成長率（％） 

表 8-5 ゴールドスミスによる指数の接続：1888 年 

表 8-6 生産量データの比較 

表 8-7 工業各部門の生産物価格（単位：ルーブル） 

表 8-8 指数の導出方法 

表 8-9 集計指数の求め方：1900-05 年の場合 

表 8-10 工業各部門の労働力（単位：1000 人） 

表 8-11 サンプル品目の代表性（％）：1908 年 

表 8-12 1900 年および 1908 年における付加価値と労働力 

表 8-13 帝政ロシア工業各部門生産指数：1860-1913 年（1900 年指数=100） 

表 8-14 各部門の年平均成長率（％） 

表 8-15 帝政ロシア工業生産指数（全工業）：1860-1913 年（1900 年指数=100） 

表 8-16 帝政ロシア工業生産指数（全工業）：1860-1913 年（1900 年指数=100） 

表 8-17 生産指数の比較（年平均成長率，％） 

表 8-18 算術平均による 2 つの S 指数（1900 年指数=100） 

表 8-19 生産物生産量（1860-1913 年） 

図 8-1 S 指数とゴールドスミス指数の比較（1900 年指数=100） 
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表 9-1 国際連盟による主要国の製造業生産の世界シェア（％） 

表 9-2 バイロックによる主要国の製造業生産の世界シェア（％） 

表 9-3 1990 年以降の米国と CIS の工業生産指数（1990 年指数=100） 
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表 9-4 2005 年における工業生産の米ソ比較（単位：10 億米ドル） 

表 9-5 1860-1913 年における主要国の工業生産指数（1913 年指数=100） 

表 9-6 1860-1913 年における主要国工業生産の成長率（％） 

表 9-7 バイロックによる 1860-1913 年における主要国工業生産の成長率（％） 

表 9-8 1928-60 年における主要国の工業生産指数（1928 年指数=100） 

表 9-9 1928-60 年における主要国工業生産の成長率（％） 

表 9-10 1960-90 年における主要国の工業生産指数（1960 年指数=100） 

表 9-11 1960-90 年における主要国工業生産の成長率（％） 

図9-1 想定されるソ連工業生産の対米比率：1913年比率＝15％のケース（1913-2005年，％） 

 

付表 

付表 1 ソ連工業生産物生産量 

付表 2 ソ連工業部門別・全工業生産指数推計結果 

付表 3 公式ソ連工業生産指数 
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1 章 バイアス 

 

1-1．はじめに 

ソ連の公式統計によれば，十月革命の年である 1917 年以降の 70 年間で，ソ連はその国

民所得を 149 倍に，また工業生産を 330 倍に増大させたという（Госкомстат СССР, 1987, 

стр. 5）。しかし西側の研究者は，ソ連統計当局が公表してきたこの種の数字を，額面どお

りには受けとってこなかった。フランスの社会主義経済研究者マリー･ラヴィーニュの評価

によれば，「ソビエトや東欧の統計数字をそのまま使う西側の専門家は，しっかりとした批

評眼の欠如を疑われた」（ラヴィーニュ, 2001, 55 ページ）。つまりそうした西側専門家は，

時代によって程度の違いはあるかもしれないが，ソ連の公式統計にはほぼ終始一貫して経

済成長の過大評価があるという点で一致していたのである。ソ連末期のペレストロイカの

時代には，ソ連内部からもこうした統計数字に対する疑問の声が聞こえ始めた（第 7 章 7-2

を参照）。現在では，おそらくロシアの多くの研究者もこの見解に同意することだろう。そ

れでは，このようなソ連統計当局による成長過大評価は，一体どのようにして生じたのだ

ろうか。本章では，特に公式工業生産指数における成長率の過大評価すなわち上方バイア

スの原因を巡る議論を跡づけ，本書第 2 章以下の序論としよう。以下本章第 2 節では，第 2

次大戦後まもなく西側で行なわれたソ連公式統計の信頼性をめぐる議論の概略を述べ，第 3

節では，特に個別工業生産物の物量単位生産量統計をめぐるグロスマンの議論を紹介する。

さらに第 4 節では，工業生産指数に上方バイアスをもたらした可能性のあるいくつかの問

題点を個別に検討し，その原因を探ることにしよう。 

 

1-2．西側における論争 

1-2-1．疑惑 

ソ連の第 1 次および第 2 次五カ年計画（それぞれ 1928 年 10 月-1932 年 12 月，1933 年

1 月-1937 年 12 月）は，公表された数字によれば，前代未聞のすばらしい成果を示した。「生

産国民所得」は，1928 年を 100 として，第 1 次五カ年計画が終わった 1932 年には 182，

さらに第 2 次五カ年計画終了年の 1937 年には 385 へと上昇したというのである（表 1-1 参

照）。この生産指数の上昇を年平均成長率に直すと，第 1 次五カ年計画期が 16%，第 2 次五

カ年計画期が 21%となる。「工業総生産」もまた，生産国民所得以上に増大した。「大規模

工業」の生産は，1928 年の生産を 100 とすると，1932 年および 1937 年には，それぞれ

218，534 へと急伸した。こうした数字が，特に大恐慌時代の経済不振に苦しんでいた資本

主義諸国の関心を惹いたのは当然のことであった。資本家を放逐して搾取をなくし，経済

を計画的に運営することによって，本当にこのような魔術的高成長を達成することができ

るのだろうか。ソ連政府が主張するように，「ボリシェヴィキに攻略できない要塞はない」

のだろうか。しかし，常識からかけ離れたこれらの数字に対する疑惑もまた，同時に生ま

れることになった1。 

                                                   
1 この段落における「生産国民所得」，「工業総生産」および「大規模工業」という用語は，社会主義経済

特有の言葉であり，注意が必要である。社会主義経済における「国民所得」は，西側における「国民所得」

とは異なり，「不生産的」な活動が生み出す価値を含まない。詳しくは，第 4 章 4-2-1 参照。「工業総生産」
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表 1-1 ソ連の公式統計 

 生産国民所得 大規模工業生産 

 指数 

1928 年=100 

年間平均成長率
（％） 

指数 

1928 年=100 

年間平均成長率
（％） 

1928 100  100  

1932 182 16.1 218 21.6 

1937 385 16.2 534 18.4 

注：生産国民所得指数の 1928 年， 1932 年は，ЦУНХУ（1935a, стр. ХХ），1937 年は Госплан（1939, стр. 

70），大規模工業生産の 1928 年，1932 年は Госплан（1933, стр. 254），1937 年は ЦУНХУ при СНК СССР

（1939, стр. 32）の数値から，それぞれ計算した．年間平均成長率の 1932 年は，1928-32 年の 4 年間の平

均値，1937 年は 1932-37 年の 5 年間の平均値を意味し，上記指数から計算した．ただし，1928-1932 年の

大規模工業とは「センサス工業」を指し，1932-1937 年の大規模工業とは多少カヴァレッジが異なる．セ

ンサス工業とは，大規模工業から漁業，林業および鉄道修理を除いた部分を意味する．詳しくは，本章 1-5-5

を参照のこと．上表大規模工業生産指数の基礎となった 1928 年および 1932 年の生産額，すなわちそれぞ

れ 157 億ルーブルおよび 343 億ルーブルは，上記出所資料公刊の翌年には，それぞれ 158 億 1,800 万ルー

ブル，368 億 0,800 万ルーブルへ，さらに 1936 年には 1932 年の値が 368 億 7,800 万ルーブルへと上方修

正され（ЦУНХУ, 1934, стр. 2-3; 1936, стр. 3），さらに最終的には表 1-9 に示した数字となって確定した．

この場合には，1928 年を 100 とした 1932 年の指数は 231，1937 年の指数は 536 となる． 

 

 

トレムルとクドロフ（Тремль, Кудров, 1997, cтр.30）によれば，ソ連の公式統計の信頼

性に対する疑念を最初に表明したのは，1917 年の「臨時政府」における工業相で，1930

年代にはプラハで亡命生活を送ったセルゲイ･N･プロコポーヴィチであるという。彼は，

1920 年代に関するソ連の国民所得指数は，1913 年に生産された同様の生産物の品質と比較

した際のソ連生産物の品質低下を考慮しておらず，したがって過大評価されていると批判

した。さらに彼は，ソ連の経済紙などの記事から，第 1 次五カ年計画期における工業生産

の 30％が使用不能であり，材料と労働の無駄遣いとなったとみなした（Jasny, 1947, p. 303）。

公式統計に対する疑念は，別の観点から，レオナード･E･ハバードによっても表明された。

彼は，「ソ連政府および共産党の指導者や要人には内密に（正しい）統計が配布されている

かもしれないが，今日公表されている統計は，決して客観的でもなければ信頼できるもの

でもない」（Hubbard, 1938, p. 368）と主張した。このように，外部に公表されることのな

い正確な統計と宣伝用の粉飾された統計の二種類があるという考え方は，のちにバーグソ

ンによって，ソ連経済統計に関する「二重帳簿説」と呼ばれるようになった。 

第 2 次世界大戦前に，このようなソ連の公式統計に対する疑念を具体的な独自推計によっ

                                                                                                                                                     
は，工業部門に属する企業の生産額および他部門に属する企業の工業生産物生産額を，企業ごとに合計し

た金額であり，付加価値生産額を意味するものではない。詳しくは，本章 1-3-1 および第 2 章 2-3-2 参照。

また「大規模工業」の厳密な定義は，本章 1-5-5 参照。表 1-1 に示した資料によれば，1928 年，1932 年，

1937 年の生産国民所得は，1926/27 年不変価格でそれぞれ 250 億ルーブル，455 億ルーブル，963 億ルー

ブルであった。過大評価が疑われるこうした数字が，その後において見直されることはなかった。ただし

1960 年前後に，1930 年代からのソ連の領土変化を考慮し，国民所得額の公表の仕方を変更したため，指

数の値はそれまでと若干変化した。詳しくは，本章 1-5-5 を参照。また，「1926/27 年」の意味については，

脚注 2 を参照。 
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て裏づけようとしたのは，産業構造の変化に関するペティ=クラークの法則で著名なコーリ

ン･クラーク（Clark, 1939）であった。ただし彼は，二重帳簿説論者らと違って，ソ連統計

の夢のような数字がまったくの作り物であるとは考えていなかった。「ソ連の統計家を，自

国の経済的成果を誇張するためにその数字を意図的にゆがめていると非難するのは，許し

難いことである。もしもこうしたことが彼らの目的ならば，1929 年から 1932 年までの農

業生産の落ち込みを示す数字を，書き換えるか発表を差し止めるであろう。しかし，すで

にわれわれが見たように，彼らはそのような試みを行なわなかったのである」（Clark, 1939, 

p. 46）。彼の考えによれば，ソ連公式統計の作成手続きの中に，バイアスが作り出される原

因があるはずだった。こうして彼は，1913 年，1927/28 年2，および 1934 年についてソ連

の国民所得を推計したのだが，その推計方法は，それぞれの年においてソ連で生産された

財とサービスを，基準年である 1934 年の英国において一般的であった市場価格で評価する

というものであった3。たとえばのちのバーグソンのソ連国民所得推計にくらべれば，クラ

ークの推計方法は大雑把に過ぎるかもしれないが4，一貫した方法に基づいてソ連国民所得

の変化を独自に測定するというアイディアをはじめて実行に移したという事実は評価に値

するだろう。彼は推計の結果，1928-34 年のソ連国民所得の伸びは公式統計がいうような

2.23 倍ではなく 22％にすぎないとした。しかしこの結果は，その後の他の推計例からする

と，経済成長を若干過小評価しているように思われる（表 1-2 参照）。 

 

 

表 1-2 ソ連国民所得に関する公式統計と初期の独自推計（1928 年指数=100） 

 
公式統計 

クラーク 
(1939) 

クラーク 
(1947) 

クラーク 

(1951) 

ワイラー 

(1946) 

ジャスニー 

(1951) 

1913 84    99    99    99      

1928 100    100    100    100    100    100    

1934 223    122    103    89    130     

1937 385         122    187    191    

1938 420     154    126      

1940 513      151    223    225    

注：公式統計は，ソ連の定義する生産国民所得．その他の独自推計は，西側概念による国民所得．公式統

計のウェイトは，1926/27 年不変価格に，クラーク（1939）は，1934 年英国市場価格に，クラーク（1947）

およびクラーク（1951）は，国際単位（1925-34 年における平均的米国ドル価格）による．またワイラー

は，1940 年米国市場価格に，ジャスニーは，彼のいう「真」の 1926/27 年価格による．表の数字は，以下

の出所より参照基準年（指数を 100 とおく年）を 1928 年に変更して比例計算した．公式統計：ワインシ

ュテイン（Вайнштейн, 1969, стр. 102）, クラーク：Clark （1939, p. 40）, Clark （1947, p. 216）, ク

ラーク（1953, 上, 176 ページ）, ワイラー：Wyler （1946, p. 510）, ジャスニー：Jasny （1951a, “Errors 

and Omissions” in p. 85）． なお，1940 年の国民所得の大きさについてソ連当局は公表していない．筆者

                                                   
2 1927/28 年とは，当時の財政年度を意味し，1927 年 10 月-1928 年 9 月を意味する。この財政年度の区

切り方は 1930 年まで続き，1930 年第 4 四半期を｢特別四半期｣としたのちに 1931 年からは暦年と一致さ

せた。脚注 1 にある 1926/27 年も同様の意味である。 
3 その後クラーク（Clark, 1947; 1951）は，表 1-2 に示したように，実質的には 1925-1934 年の米国にお

ける平均的ドル価格である｢国際単位｣を用いて，ソ連の国民所得推計を試みている。 
4 クラークの推計方法に対しては，バーグソン（Bergson, 1961, pp. 203-206; バーグソン, 1965, 266-271

ページ）の批判がある。 
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の知る限りで二種類の数字が流布している．上記ワインシュテインの著書では，モスクヴィンの著作から

それを 1283 億ルーブルであるとしている．またジャスニー（Jasny, 1947, p. 300）も，1946 年のヴォズ

ネセンスキー（ゴスプラン議長）の演説に基づいて同じく 1283 億ルーブルとするなど，多くの場合この数

字が使われているが，バラン（Baran, 1947, p. 227）は，1941 年のヴォズネセンスキーのパンフレットか

ら引用して 1,255 億ルーブルとしている．上表の指数は，1,283 億ルーブルという値に基づいて指数を計

算した． 

 

 

クラークが，ソ連の価格を用いずに 1934 年の英国における価格を用いたというのは，ソ

連の価格が，当局によって恣意的に設定されたものであるという理由からであった。つま

り，ソ連政府当局によって，主として消費財に対して課せられた取引税が，価格を生産コ

ストから切り離されたものとしていたということである。「ソ連では，ある財やサービスが，

恣意的に低い価格で，またある財は恣意的に高い価格で供給されるから，これらの恣意的

に決定された価格ですべての財やサービスの生産額を合計しても，国民所得の測定という

ことにはならないだろう。･･･ロシアでは，消費財は，非常に高率の取引税が課せられてい

るために，生産コストよりもはるかに高い価格で売られ，取引税の収入は，国家による投

資をまかなうために使われる。ロシアの国民所得を正しく測定するためには，生産された

財やサービスの数量を，計画体制がスタートする以前に一般的であった価格，あるいはど

こか他の国で一般的であるような価格で評価する必要がある」（Clark, 1939, p. 3）という

わけである。適正な価格で評価することが必要であるというクラークの考えは，その後，

たとえばジュリアス･ワイラー（Wyler, 1946）による 1940 年米国ドルを基準としたソ連国

民所得推計，あるいはジャスニー（Jasny, 1951a）による，「真」の 1926/27 年価格を使っ

たソ連国民所得推計などに受け継がれている（表 1-2 参照）。またガーシェンクロン

（Gerschenkron, 1951）は，米国の価格を用いたソ連機械工業の生産指数推計を行ない，

後述するように注目すべき結果を抽出した。 

しかしながら，クラークが指摘してような恣意的な価格体系が，ソ連公式統計における

過大評価の直接的な原因となっているということは考えにくい5。取引税の課税によって高

くなった消費財価格と，補助金によって安くなった原材料･投資財価格を用いて生産物を評

価したとすれば，少なくとも工業生産指数には成長率にむしろ下方バイアスが生じるだろ

う。というのは，よく知られているように，消費財生産の成長率は生産財生産の成長率を

大きく下回っていたからである。それでは実際のところ，ソ連公式統計における上方バイ

アスはどのようにして生じたのだろうか。 

 

1-2-2．第 2 次世界大戦直後の論争 

ソ連公式統計の信頼性をめぐる西側の議論が本格化したのは，第 2 次世界大戦後のこと

                                                   
5 クラークが，ソ連公式統計における過大評価の原因についてどのように考えていたか，1939 年の著書で

は必ずしも明確ではない。ただし彼は，恣意的な価格付けのほかに，「ロシアの状況下において 11 年前に

一般的であった価格に基づく指数を使用することは，農業生産の測定には問題ないかもしれないが，工業

生産の変化の測定のためにはまったく不適当である」と述べている（Clark, 1939, p. 46）。おそらくこれは，

機械のような工業製品が割高であった 19276/27 年価格を，国民所得や工業生産の実質成長率計算の際のウ

ェイトとして用いたことを批判したものと思われる。 
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であった。大戦におけるソ連の勝利と戦後の影響力の拡大は，ソ連統計評価の問題の重要

性を高めた。社会主義体制の経済実績を知るという学術的な興味ばかりでなく，新たな競

争相手の経済的実力を測ろうとする戦略的な関心も大きかったに違いない。ところがその

一方で，ソ連政府から公表される統計は，その分量においてますます乏しくなっていった

のである。この間の事情を見るために，ソ連統計機関と統計資料公開の歴史をごく簡単に

振り返っておこう。 

1918 年に，政府内の他の機関から独立した統計組織として「ツェエスウー（中央統計局，

Центральное статичтическое управление, ЦСУ）」が設立され，同年 7 月 25 日の人民委

員会議布告によって，この組織に国家統計に関する収集と編纂および各国家機関に対する

指導と監督の権限が与えられた（Grossman, 1960, p. 13）。ツェエスウーは，早くも同年

10 月には全ロシア工業センサスを実施している6。1920 年代になると，ツェエスウーは，

工業センサスの実施とその整理などに注意を集中し，工業諸部門の経常的な管理に必要な

統計を扱うようになったヴェセンハ（最高国民経済会議，ВСНХ）とのあいだで分業体制を

築くようになった。したがってこの時期には，ツェエスウーが発行する統計集と並んで，

ヴェセンハも数多くの統計集を発行し，また他の人民委員部（のちの省）等もさまざまな

統計集を作成した。このように多種多様な統計集が出版された 1920 年代は，少なくともの

ちの時代との比較の上でソ連統計の黄金時代といってもよいかもしれない7。 

1927 年 11 月に左翼反対派のリーダーであったトロツキーを党から追放したスターリン

は，その直後に穀物調達危機に直面し，いわゆる「左旋回」を開始して攻撃の矛先を右派

に向けた。集権化の傾向が強まり，さまざまな経済分野における自然発生性は排撃される

ようになった。本格的な計画経済の実現が日程にのぼるにつれて，計画と統計とのあいだ

の緊張が高まっていったが，いわゆる発生論者と目的論者による計画編成の基本原理をめ

ぐる論争はこの頃のものであった。この論争において，発生論者は現に存在する諸条件，

たとえば市場需要，収益性，生産要素や原材料の存在量とその相互関係等を計画編成の際

の重要な指標と考えた。それに対して目的論者は，できるだけ高い成長を実現するような

計画を望み，それを制約するのは物的条件だけであるとみなした。実際に五カ年計画が始

まると，計画を担当するソ連邦国家計画委員会（ゴスプラン）8が統計の統括も行なうよう

になり，ツェエスウーは 1930 年 1 月にはゴスプランに吸収されてその一部局，すなわちゴ

スプラン経済統計課（Экономико-статистический сектор Госплана）へと格下げされた。

しかし，まもなく計画と統計の二機能の統一の困難性が再認識されるようになり，1931 年

12 月にはゴスプラン経済統計課は昇格して，「ツンフー（ゴスプラン付属中央国民経済会計

                                                   
6 当初このセンサスは，全工業企業を対象とする予定であったが，ヴェセンハの決定によって大規模企業

のみが対象とされ，また内戦のためにウクライナ，ウラル，シベリア，北カフカス，ザカフカスその他の

諸県では実施されなかった。センサスの集計と編纂に約 8 年を要し，1926 年になってようやく結果が公表

された（Ежов, 1966, стр. 397-398）。 
7 「かくしてソ連統計発展の第一段階は，統計年鑑や同種出版物の多様性，出版物の形態や方法の特質，

内容のヴァラエティと個性によって特徴づけられていた」（Симчера и др., 2001, стр. 145）。 
8 ゴエルロ（ロシア電化国家委員会）の後身として 1921 年に創設された国家機関。1920 年代においては

最高国民経済会議（ヴェセンハ）とともに経済管理機関として機能し，主として長期計画の作成を受け持

った。1928 年の五カ年計画開始後はその重要性を増し，1932 年のヴェセンハの廃止に伴って計画の作成･

実施にかかわる作業全体を受け持つこととなり，その後計画経済体制の中心的な機関として機能した。1930

年から 1948 年までは，統計当局もかねていた。この点については，本文後述参照。 
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局，Центральное управление народнохозяйственного учета при Госплане, ЦУНХУ）」

となった9。新たな統計当局の名称から「統計」の文字が消え，代わりに「会計（учет）」と

いう言葉が付されるようになっていたことが目につく。この名称は，「統計」とは生産が無

政府的に行なわれる社会における不規則な個別要素を扱うものであって，意識的な計画が

行なわれる社会主義経済には適合せず，したがってそれは単なる「会計＝記帳（учет）」に

置き換えられるべきであるという当時のスターリン派のドグマに沿うものであった10。上述

の発生論者と目的論者の論争にもけりがつけられ，前者を代表したウラジーミル･グローマ

ンおよびウラジーミル･バザロフら「メンシェヴィキ」はゴスプランを追われ，同時に多く

の有能な統計家がそれまでの職を失った（Car & Davies, 1969, pp. 787-801）11。 

このような1930年代初めの機構上の改変に伴い，公表されるソ連統計にも変化が生じた。

特にインフレーションの問題は社会主義経済にとって屈辱と考えられたのか（初期五カ年

計画では，価格低下が見込まれていた），価格，通貨，家計に関する統計はほとんど公表さ

れず，たとえば最も重要なマクロ経済指標である生産国民所得や工業生産も，1926/27 年価

格表示のいわば実質値のみが公表され，物価の上昇が明らかとなる名目値は秘密とされる

ようになった12。それでもツンフーは，1932-39 年において 4 冊の『社会主義建設

（Социалистическое строительство）』というタイトルの年鑑を含む 12 の包括的統計集

を刊行している。特に 1934，35，36 年に刊行された『社会主義建設』は，それぞれ 700

ページ前後の大部の年鑑であった。 

ソ連における統計公表の状況が明確に悪化したのは，スターリン体制の完成あるいは「大

粛清」の時期と重なる 1930 年代後半以降であったといえるだろう。たとえば，上述のよう

に 30 年代半ばに 3 年続けて刊行された『社会主義建設』の出版はその後しばらく中断され，

1939 年になって公刊された『社会主義建設 1933-1939 年』は，それまでの版を大幅に下回

る 200 ページをわずかに超えるほどの分量しかなかった13。さらに 1939 年の大戦の勃発は，

                                                   
9 グロスマンによれば，「付属」という言葉は，一定程度の自立性の存在を意味するという。しかし 1939

年 2 月にはツンフーは完全にゴスプランに吸収され，名称も「ゴスプラン付属」から「ゴスプランの」と

なった。ただし，ゴスプランとは別個の組織としてのツンフーはそのまま残された。以上の記述はグロス

マン（Grossman, 1960, pp. 16-17）に従ったが，1939 年にツンフーから出版された『社会主義建設 1933-39

年』には，ソ連人民委員部付属ツンフー発行とある。人民委員部とは，当時の閣僚会議（内閣）である。 
10 本項のここまでの記述は，Grossman（1960, pp. 13-16），山口（2003, 第 5 章，第 6 章）を参照した。 
11 ツンフーが再びツェエスウー（ЦСУ при Госплане）という名に戻ったのは 1941 年，さらにゴスプラ

ンから独立して閣僚会議に直属する機関（ЦСУ при Совете Министров）となったのは 1948 年のことで

あった。 
12 このほかの変化として，シムチェラらによると，1929 年に『統計通報（Вестник статистики）』『労働

統計（Статистика труда）』『景気変動研究所通報（Бюллетень Конъюнктурного института）』が，ま

た 1930 年には『統計評論（Статистическое обозрение）』といった定期刊行物が刊行を中止した。また

ヴェセンハ等の機関の発表する統計データの方法論的な説明が粗雑になり，社会，運輸，金融，保健等の

分野の統計が少なくなった（Симчера и др., 2001, стр. 146-147）。 
13 その後ソ連において包括的な統計集が公刊されることがなかったが，1956 年，フルシチョフによるス

ターリン批判の直後に『ソ連国民経済（Народное хозяйство СССР）』という包括的統計集が久々に公刊

された。この統計集は，翌年から『19xx 年におけるソ連国民経済（Народное хозяйство СССР в 19xx г.）』

というタイトルとなって年鑑化され，ソ連崩壊直前の 1990 年版まで続いた。また，ソ連を構成する 15 共

和国についても，同様のタイトルの年鑑が公表されるようになった。本書では，ソ連版の国民経済統計年

鑑をナルホーズ（Нархоз）と略称し，これを文献として引用する場合もこの名（Нархоз в 19хх г.）を使

うこととする。 
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ソ連統計情報の流れをほぼ完全に止めることとなった14。1940 年代に入ると，統計年鑑や

個別統計集に代わってソ連の新聞が西側にとっての統計情報の主要な源泉となり，たとえ

ば 1941 年 2 月の Н. А.ヴォズネセンスキー（ゴスプラン議長）による演説，あるいは第 4

次五カ年計画（1945-49 年）などに関する『プラウダ』紙の記事が最も重要な包括的統計情

報となったのである（Schwartz, 1947, p. 402）。 

こうしたソ連による統計供給の枯渇が，かえって西側におけるいっそうの関心を掻き立

てたことは想像に難くない。たとえば終戦 2 年後の 1947 年には，Review of Economic 

Statistics 誌（翌年，Review of Economics and Statistics に改名）が，11 月に公刊された

その第 29 巻第 4 号において「ロシア経済統計の評価（Appraisals of Russian Economic 

Statistics）」と題する特集を組み，コーリン･クラーク，アレクサンダー･ガーシェンクロン，

ポール･バラン，エイブラム･バーグソン，アーロン･ユーゴウの論文を掲載した。さらに同

誌は，翌年 2 月の第 30 巻第 1 号において，前号の続編として同じくソ連の経済統計に関す

るモーリス･ドッブおよびハリー･シュワルツの論文を発表した。あるいは，American 

Statistical Association は 1952 年 12 月に「ソ連統計の信頼性と利用可能性（Reliability and 

Usability of Soviet Statistics）」と題するシンポジウムを開催し，そこに提出された論文を

機関誌であるAmerican Statistician誌の第7巻第2号および第3号に掲載した。寄稿者は，

スチュアート･ライス，ハリー･シュワルツ，フランク･ロリマー，アレクサンダー･ガーシ

ェンクロン，ラーザー･ヴォーリン，エイブラム･バーグソンである。こうした特集以外に

も，数多くの研究者が専門誌に多くの論文を発表したが，中でもその論争的な態度でひと

きわ異彩を放っていたのは，後述するようにナウム･ジャスニーであった。 

さて，論争における第一の論点は，西側で知ることのできるソ連公式統計の数字が，本

来の数字に手を加えて見栄えのよくなるように書き改めたものであるかどうかということ

であった。前述したハバードの言葉が示唆するように，ソ連の公式統計は二重帳簿の原則

に基づいて作成されており，政府指導者には信頼できる秘密データが渡され，信頼のでき

ない，粉飾された数字が公表されてプロパガンダに使われるのだろうか。しかし議論に参

加した研究者のほとんどは，このような「ニヒリスティック･ポジション」（Grossman, 1960, 

p. 126）はとらなかった15。それどころか，大半の西側研究者は，ソ連公式統計は鵜呑みに

はできないけれどもまじめに研究する価値のある資料であるという点で一致していた。た

とえば，上で触れたReview of Economics and Statistics誌の特集に寄稿した研究者のうち，

クラーク（Clark, 1947）は，さまざまな公式統計のうち比較的に信頼性が高いと考えられ

るデータを選んで，それをもとに支出面からソ連の国民所得を推計している（表 1-2 参照）。

あるいはガーシェンクロンは，公表された工業生産指数（1926/27 年不変価格に基づく指数）

を，電力，原油，石炭，銑鉄，粗鋼といった基礎的工業製品および貨物輸送に関する物量

単位の生産データと比較し，それによって指数のバイアスの大きさを測定しようと試みて

                                                   
14 グロスマンは，1930 年代末において経済統計の公開が激減した理由を，急速な軍事拡大と，多くの経

済分野における生産の減速ないしは悪化の二つであるとしている（Grossman, 1957, p. 231）。 
15 グロスマンによる「ニヒリスティック･ポジション」の説明は，以下のとおり。「これは，ソ連で公表さ

れるどのようなデータも政治的な目的に奉仕するまったくのごまかしに過ぎず，下からソ連当局に提出さ

れる報告は大量の虚偽を含み，あるいは完全な作り物であるため，すべてのソ連の統計はどのような真剣

な考慮にもまったく値しないという見解である」。このような「ニヒリスティック･ポジション」をとった

者の多くは，亡命したかつてのソ連の政府当局者･経済官僚であるという（Grossman, 1960, p. 126）。 
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いる。またバラン（Baran, 1947）は，ソ連国民所得に関する公式統計に基づき，1940 年

におけるドル評価による西側概念のソ連国民所得を推計した。一方バーグソン（Bergson, 

1947）は，公表されたソ連の賃金総額に関する二系列指標の不一致について合理的な説明

を与えるとともに，そこから統計当局のデータ収集にかかわる欠陥を指摘した。さらにド

ッブ（Dobb, 1948）は，上述のクラーク，ガーシェンクロン，バラン，バーグソンの諸論

文にコメントを加え，とりわけガーシェンクロンとバランが主張した 1926/27 年不変価格

に基づく生産指数の上方バイアスについて，品質の向上，1935-36 年の価格改革などいくつ

かの根拠から，そのバイアスが両者の主張するほど大きなものでない可能性を主張した。

またシュワルツ（Schwartz, 1948）は，ソ連統計当局が編纂した『社会経済統計辞典』に

基づき，バーグソンが指摘した労働統計の不一致とは，カヴァレッジの異なる二系列であ

って，その差は軍人および非自発的労働者（強制収容所における労働者等）に対する賃金

である可能性を示唆している。 

このように，当時の多くの研究者は，ソ連公式統計に懐疑的な目を向けながらも，その

中から信頼できると考えられる部分を選択しつつそれをもとに分析を進めれば，ソ連経済

について何らかの意味のある結論を導くことができることを具体的に示した。バーグソン

は，ソ連統計に一定の信頼を置く理由を以下の六点に要約している（Bergson, 1953b, pp. 

15-16）。第一に，公式統計によって示される各種のデータは，その内的整合性に関するチ

ェックを大体においてクリアすると考えられるからである。ここでいう内的整合性とは，

たとえばソ連家計の貨幣所得変動に関する資料の数字が，家計の貨幣支出の動態を示す別

のデータとかなり密接に符合しているという意味である。第二に，統計データが示唆する

状況が，ソ連経済に関する他の情報と整合的であることである。具体的には，特定部門に

関する計画目標の未達成に関するデータの発表のあとに，当該部門の責任者の交代が報道

されるというような例がしばしばみられることである。第三に，ソ連消費財生産に関する

増産の報道が，外国人による消費財市場の改善についての観察と基本的に整合するという

ように，外国の観察者によって集められた情報が統計データと一致しているということで

ある。第四に，第 2 次大戦におけるソ連の戦闘実績は，大体において発表された統計と一

致するということである。たとえば，ソ連の統計によれば 1942-45 年における毎年の平均

的粗鋼生産は 1000 万トン程度であるが，戦闘実績に照らしてこれが過大評価であるとは考

えられない。第五に，ソ連当局はある時点から統計情報の公表を差止めることがしばしば

ある。これは，もちろん不都合な情報を秘匿するためであるが，別の観点からいえば彼ら

が情報の偽造をこととしているわけではないことを意味する。さらに彼らは，のちになっ

て不利な情報を公表することがある。第 1 次五カ年計画実績報告における家畜頭数公表の

差止めとその後の公表は，その一例である。第六に，前述の「二重帳簿説」，すなわち指導

者向けのコンフィデンシャルな数字と外部公表用の粉飾された数字という二種類の統計系

列があるという考え方が，実例によって否定されことである。これは，図らずも次のよう

な事情によって判明した。すなわち，たまたま戦争の混乱に乗じて西側が入手した 1941 年

計画に関するソ連極秘文書の数字が16，ヴォズネセンスキーによる同年の計画目標に関する

                                                   
16 Государственный （1941）. タージョン（Turgeon, 1952, p. 75）によると，この極秘文書は，大戦中

にドイツ軍がソ連において入手したが，のちに西側のスパイによってドイツ軍から獲得したものだという。 
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演説において引用された数値とほとんど一致していたことであった。両者の照合を行なっ

たリン･タージョンは，まわりくどい言い回しながら，次のように結論している。「公表さ

れたソ連のデータとコンフィデンシャルなデータのこの密接な対応を，ソ連の統計当局が

データを公表するやり方がどんなにミスリーディングであろうと，それはまったくの作り

話に基づいているのではなく，何らかの意味と価値をもっていると信じる西側の経済学者

の立場を強めるものであるということを認めないのは，実際のところ困難であろう」

（Turgeon, 1952, p. 76）。 

このようなことからバーグソンは，ソ連公式統計に「外部者を欺こうとする積極的な意

図は見えない」し，「データが偽造されたものでもない」（Bergson, 1947, p. 241）という結

論を導き，公式統計を「二重帳簿制に基づく勝手なでっち上げという意味でのまったくの

偽造（outright falsification in the sense of free invention under double bookkeeping）」

と考えてはならないことを明確に主張した。 

ところが，ソ連統計に関するこのような主流派の評価，とりわけガーシェンクロンやバ

ーグソンの評価に反対して，挑戦的な態度で多くの批判を加えたのは，ナウム･ジャスニー

であった。ジャスニーの指摘したソ連統計の「欺瞞」の一つに，農業生産統計の問題があ

った。これは，穀物の収穫量にかかわる問題で，ジャスニーは次のように説明している。

1933 年まで，ソ連当局は標準的な方法で，すなわち穀物量の生産を収穫時のロスを考慮し

たバーン（納屋）ベースで報告していた。しかし同年から，収穫時のロスを 10％以内と想

定しつつ収穫に先立って報告することとし（いわゆる「生物学的収量」―栖原注），さらに

1930 年代末には収穫時のロスを考慮しないままの数量を生産量として報告するようになり，

しかもこの方法を他の作物にも適用するようになっていったというのである。「1933-39 年

における穀物などの農産物生産についての注意深い分析によれば，公式統計は実際の農産

物収穫をおよそ25％過大に評価して」おり，「この方法によって1937年の国民所得は10％，

1940 年のそれは 20％以上引き上げられた」（Jasny, 1947, pp. 302-303）17。しかも測定方

法の異なる生産量が，あたかも比較可能であるかのように改定以前の方法による収穫量と

同一系列として示された。これは明らかに意図的な統計上の欺瞞ではないのか。ジャスニ

ーは次のように主張する。「ガーシェンクロンの意見によれば，『ロシア経済をまじめに研

究する者であれば，不都合な統計情報に手を加える（falsify）のではなくそれを差し止める

のがロシアの慣行であることに同意する』という。･･･同様の見解は，エイブラム･バーグ

ソンによってたった 7 ヶ月のうちに三度も表明されている。･･･ハリー･シュワルツも同じ

意見を開陳して二人の陣営に加わった。･･･このような研究者がその主張を正当化するため

には，私の示した見解が誤りであることを証明しなければならないだろう」（Jasny, 1950, p. 

98）。 

このようなガーシェンクロンやバーグソンらとジャスニーの意見の対立を整理するため

には，のちにグロスマンが提出した文脈上の歪曲（descriptive distortion）と数字の歪曲

（numerical distortion）という区別が有効であるように思われる（Grossman, 1960, Ch. 7）。

                                                   
17 1933 年における生物学的収量の導入は，農村におけるコルホーズの管理機関である MTS（機械トラク

ター･ステーション）に対するコルホーズの支払いを増加させるためであったとされる（ノーヴ, 1982, 208

ページ）。生物学的収量に基づく生産統計はスターリンの死まで続き，1953 年 8 月になってマレンコフが，

収穫が生産物的収量によって大きく誇張されていたことを認めた（同書, 393 ページ）。 
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すなわち後者は純然たる数字の書き換えを意味するのに対して，前者は，公表データにお

けるカテゴリーやデータが提出されるコンテクスト，あるいはそれに伴う意図的な曖昧性

によって，読者を意図的にミスリードすることを意味する。ジャスニーは，ソ連公式統計

に文脈上の歪曲があることを強調してその欺瞞性を告発するのに対して，ガーシェンクロ

ンらは数字上の歪曲がみられない様子であることを重視してその有効性を主張したといえ

るのではないか18。しかし，ソ連統計当局が数字上の歪曲をしなかったからといって，自国

の統計数字の見栄えを良くしようとして文脈上の歪曲を行なったことは確かであり，その

点からすれば，たとえば上で引用したバーグソンの「外部者を欺こうとする積極的な意図

は見えない」，あるいはガーシェンクロンの「故意の歪曲は存在しない（free from deliberate 

distortion）」（Gerschenkron, 1947a, p. 217），またシュワルツの「ソ連統計の基本的誠実

さに対する信頼（confidence in the basic honesty of Soviet statistics）」（Schwartz, 1948, p. 

38）等々の表現は，実際のところソ連当局に対してあまりに寛大であるように思われる。 

ただしソ連当局の意図について主流派と鋭く対立したジャスニーも，ソ連当局が統計数

字を直接的に書き換えるという意味での偽造を行なっているとは考えていないようだ。他

方主流派も，公式統計を額面どおりに受け取っていないのは明らかで，たとえばガーシェ

ンクロンは前に引用した論文（Gerschenkron, 1947a）で，「ロシアの物量単位工業生産指

数には上方バイアスがある」と考えたからこそ，その上方バイアスの大きさを測定しよう

とした。つまり，ソ連統計が利用可能であること（usability）については両者の認識のあ

いだに実質的な差はそれほどないと考えられる。しかし 1883 年生まれのジャスニーは，同

じ亡命者ではあっても世代の異なるガーシェンクロン（1904 年生まれ），さらに若いバーグ

ソン（1911 年生まれ）らのソ連観に危惧を覚えたのかもしれない。またジャスニーは，「ロ

シア的なるものとソビエト的なるものを峻別し，ソ連体制を「ロシア」と呼ぶことに強く

反対した」（Richter, 1964, p. 218）と伝えられるから，「ソビエト」と「ロシア」を互換的

に使うガーシェンクロンやバーグソンに不快を感じたということも考えられるだろう。い

ずれにしてもジャスニーは，その後も彼らを弾劾し続けている19。 

さて，もしも多数派が主張するように公式統計の数字がまったくの作り物でないとする

と，そこには統計を水ぶくれさせるような客観的なメカニズムがなければならない。以下

では，焦点を工業生産指数に絞り，生産増加の過大評価をもたらす原因について考えてみ

よう。次節では，まず指数作成の基礎となる個別製品に関する物量単位生産データの信頼

性の問題を考えてみよう。 

 

1-3．生産指数と物量単位生産データ 

1-3-1．生産データの処理 

一般に西側諸国においては，生産指数は，統計当局が個別企業からの聞き取り調査など

                                                   
18 ただしグロスマンは，二つの種類のdistortionの境界があいまいであることを指摘している。また彼は，

ジャスニーが numerical distortion の存在を主張したとしている（Grossman, 1960, p. 107）。 
19 「ある会議では，ジャスニー教授は当時まだ若かったバーグソンの報告を遠慮会釈なく辛辣に批判し，

会議の出席者にショックを与えた」（Тремль, Кудров, 1997, стр. 30）。彼の晩年の著作，たとえばジャス

ニー（Jasny, 1962）においても，バーグソンらを批判するジャスニーの立場が揺らぐことはなかった。た

とえば，Jasny（1962）参照。 
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の方法で生産データを収集し，それを集計し，一定の計算式に適用することによって得ら

れる。ソ連の方法は，このような方法とはだいぶ異なっていた。そもそも，基礎となる個

別企業の生産データは，統計用に集められたものではなかった。周知のように，計画経済

の運営においては，計画当局が，企業に対して生産目標を設定してそれを周知し，それに

対して企業が，その生産目標に対する生産実績を報告するという情報の流れが基本となっ

ていた。この生産実績報告が，そのまま生産統計となったのである。すなわち企業は，個

別生産物の物理的生産量を確認し，与えられた価格リストに記載された価格を生産量に適

用して各生産物の生産額を計算し，上級管理機関へ報告することが義務づけられていた。

その際企業は，同時に，それらの同じデータを統計機関へも提出することになっていた。

生産データを受けとった統計当局は，それを集計して年々のソ連工業総生産額を算出した。

工業生産指数は，このようにして計算された。他方，計画当局は，こうした統計機関の作

成する資料をもとに次期の計画を作成した。つまり生産指数は，計画経済というシステム

が機能するための必要不可欠なサブシステムを構成していたのである。 

企業が上級管理機関および統計当局に提出する生産額のデータは，二種類の価格すなわ

ち比較価格（сопоставимые цены）および現行卸売価格（действующие оптовые цены）

によって計算されることになっており，生産指数の計算にはここでいう比較価格が用いら

れた20。すなわち比較価格とは，ある一定期間については不変に保たれる企業卸売価格21で

あり，1950 年までの指数について使われたいわゆる「1926/27 年不変価格」がその一例で

あった（Словарь-справочник, 1944, стр. 61; Социально-экономическая, 1981, стр. 39, 

85）。比較価格は，一般の生産指数でいえば基準年の価格であり，したがってソ連の生産指

数はラスパイレス型の生産指数であった。 

このような比較価格は，実質生産の尺度としてのみならず，計画当局による生産企業の

管理のために導入されたものでもあった。すなわち当時，計画当局は工業企業に対して，

いくつかの重要品目については物量単位で生産指令を出したが，多種多様な生産物からな

る機械，設備，あるいは消費財生産企業などに対してはルーブルで目標を与えることとな

った。しかし，生産目標を現行価格で表示するわけにはいかなかった。インフレーション

が進行していた当時の経済環境の中では，企業は単に製品価格を引き上げるだけで容易に

生産目標を達成することが可能であったからである。売り手市場における企業のこうした

機会主義的行動を防ぐには，ルーブル表示の計画目標に「ノミナル･アンカー」（Harrison, 

1998, p. 1039）が必要だった。そしてそのために使用されたのが，1926/27 年不変価格だ

ったのである。生産指数は，したがって計画当局による企業管理の道具でもあった22。 

さらにソ連における生産指数計算の特徴として，その指数が西側のようにいくつかの代

表的生産物の生産額に基づいているのではなく，すべての生産物の生産額によっていた点

                                                   
20 この仕組みの起源は，1927 年あるいは 1928 年にある。すなわち，「1927 年夏以降，現行価格および

1926/27 年価格の両方で計算された計画の提出が義務づけられ，また 1928 年以降は，同様に現行価格およ

び 1926/27 年価格による統計報告書も提出されるようになった」（Carr & Davies, 1969, p. 937）。 
21 企業卸売価格とは，取引税抜きの卸売価格をいう。詳しくは，第 3 章 3-3-1 を参照。 
22 ただし，計画経済形成期，すなわち 1930 年代半ばまでの実態は，以上のような教科書的な説明とはか

なり異なっていたようだ。たとえば，第 1 次五カ年計画期においては経済管理が行き届かず，それぞれの

企業がそれぞれ独自の 1926/27 年不変価格を用いていたという。これらのことについては本章 1-5-7 を参

照のこと。 
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をあげることができる。つまり生産指数は，すべての工業企業の生産額の合計から計算さ

れていたのである。こうした悉皆計算によるグローバルな生産指数の集計は，それが企業

ごとに計算されるということから，「工場法（заводский метод）」という名で呼ばれていた。

ただし，工場法によって企業の実質生産額を計算する場合には，企業における個別生産物

に比較価格を掛けた合計ではないことに注意が必要である。つまり，ソ連統計でいう総生

産額とは，完成品ばかりでなくすべての半製品（および機械工業などにあっては仕掛品）

の価値をも含む合計額から，「企業内部における工業生産の必要のために費消された自己生

産物の価値を控除した」額を意味した（Нархоз в 1959 г., стр. 831）。この場合の企業の生

産額には，生産に使われた原材料や燃料の価値は控除されていないから，生産額を付加価

値と称することはできないが，たとえばみずから粗糖を生産し，さらにそれを原料として

精製砂糖を生産した場合の粗糖の生産額，あるいはみずから銑鉄を生産してさらにそれを

粗鋼とした場合の銑鉄の生産額は，この企業の総生産には含まれない。すなわち企業の生

産物については二重計算を排除しており，このことが「工場法」の名の由来となっている。

つまり，「工場」内の生産物については二重計算が排除されるというのである。したがって，

同様の意味で「部門法」あるいは「全工業法」などの総生産額を考えることができる。す

なわち前者は，一つの工業部門内において，また後者は工業全体で二重計算を排除した生

産額の計算方法を意味する23。ナルホーズの解説は次のように述べて，自国の計算法を誇っ

ている。「米国をはじめとする資本主義諸国では，年々の実質工業生産指数は，データの悉

皆計算によってではなく，サンプル商品のセットをもとにして計算される。部門指数およ

び全工業指数を作成する際の個別指数のウェイトづけは，通常，純生産（付加価値を意味

する―栖原注）に基づいて行われる。サンプル商品のセットによる指数が反映するのは，

すべての生産量の動きではなく，多くの場合その代表性が問題となる商品セットの動きに

過ぎない。したがって指数の信頼性が十分でなく，しばしば見直しが行なわれる」（Нархоз 

СССР в 1963 г., стр. 687）。 

 

1-3-2．グロスマンの分析 

前項の説明から明らかなように，企業が統計当局にわたす生産データは，単なる生産額

の報告ではなく，それに基づいて目標を超過達成した場合には報奨が，目標を達成できな

かった場合にはペナルティが与えられる，いわば企業の生産実績に関する自己申告であっ

た24。つまり，企業は，自分の通信簿をみずからつける立場にあったのである。確かにこの

事実は，「偽りの報告に対する厳しいペナルティや制度的チェックによってその大きさが限

定されているとはいえ，おそらくソ連統計システムにおける最大の欠点といえるだろう」

（Grossman, 1960, p. 24）。こうしたことからすれば，企業には，個別生産物の生産量を過

大に報告する十分な誘因があったといえる。実際，物理的な生産量について，虚偽の水増

し報告のあったことが知られている。たとえば，ペレストロイカ時代におけるソ連公式統

計の告発としてもっとも影響力のあったセリューニンとハーニンの論文「狡猾な数字」の

中には，「最近ウズベキスタンの綿花調達量に関する大規模な水増しが暴かれた」との記述

                                                   
23 ナルホーズの説明とは異なり，実際にすべての工業部門の企業で｢工場法｣が用いられていたわけではな

いようだ。このことを含む「工場法」のより詳細な説明は，第 2 章 2-3-2 参照。 
24 企業にとっての「成功指標」としての生産実績については，ノーヴ（1971, 216-230 ページ）を参照。 
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がある（Селюнин, Ханин, 1987, стр. 181）。おそらくこれと同様の例であろうが，クドロ

フは，1986 年に採択されたソ連共産党中央委員会の特別決議「インチキと水増しの根絶に

関するソ連共産党中央委員会決定の，モルダヴィア共産党中央委員会，ウクライナ共産党

キロヴォグラード州委員会，ソ連邦自動車工業省による不満足な遂行について」の例を示

している（Кудров, 2004, стр. 59-60）。その決議の名称が明らかにしているように，党指導

部や経済管理機関指導部が虚偽報告を手助けしており，またそれを指導していたというの

である。こうした生産量の直接的書き換えは，ソ連経済において一体どの程度の広がりを

見せ，また生産指数をゆがめていたのだろうか。このような物量生産データの信頼性につ

いて，その出発点となる工業企業における生産報告からそれが加工されて公表される統計

数字まで，綿密な考察を行なったのは，グレゴリ―･グロスマンの著作『ソ連工業生産物の

物量生産統計（Soviet Statistics of Physical Output of Industrial Commodities: Their 

Copilation and Quality）』（Grossman, 1960）であった。しばらく彼の分析に依拠しなが

ら，個別生産物の物量単位生産統計について考えてみよう。 

グロスマンはまず，企業における物量生産データの水増し（write-ups）の可能性を，労

働者による水増しと，経営者による水増しに分けて考察する。前者についての彼の結論は，

次のとおりである。たしかに，バーリナー（Berliner, 1957, pp. 172-174）が指摘するよう

に，労働者による生産記録の水増しは大きな広がりをみせているようにみえるが，工業企

業における完成品の生産実績報告に与えるその影響は，一見して考えられるほど意義をも

っていない（Grossman, 1960, p. 61）。というのは，第一に，完成品の記録は，品質検査や

倉庫における正式な受領手続きといった複雑な操作を伴い，たとえば中間部品の生産記録

にくらべて実行が困難である。また第二に，労働者による水増しには，通常上司の黙許あ

るいは協力が必要だが，上司の立場を考えると，水増しが行なわれるにしても，たとえば

建設業のようにその生産量について明確な証拠が残らないタイプの作業が多いと思われる。

したがって工業企業の場合には，補助的，中間的な仕事に関する労働者の水増しは多いか

もしれないが，企業の物理的生産量に直接影響するような労働者による水増しは，それほ

ど多いとは考えられないのである。 

これに対して，企業経営者による水増しは，その立場上実行可能性が大きいように思わ

れる（Grossman, 1960, pp. 63-99）。グロスマンは，実際に行なわれているいくつかの水増

しのテクニックを紹介しながら，それが生産統計の信頼性に与える影響について考察する。

第一に，報告する数字を直接的に書き直して偽造する可能性がある。ソ連で一般的である

とされているのは，今期の生産が十分でない場合に，次期の生産の一部をいわば「借りて

きて」今期の生産を水増しするというやり方である。確かに，「この方法はほとんどすべて

のソ連の企業において実践されている」（Berliner, 1957, p. 161）。しかしながら，それがソ

連の物量統計に影響を与えるほどであるとはいい難い。というのは，生産の一部を来期か

ら借りてくれば，いずれにせよその分だけ来期の生産が減ることになる。さらに来期から

あまりに多くを借りすぎると，来期に計画が達成できないことになるだろう（Berliner, 

1957, pp. 167-169）。「来期からの借用」よりももっと安全で一般的な水増し方法は，完成

品の報告にブラーク（不合格品）を混入させることである。またそれに近い方法として，

生産物の品質を意図的に引き下げるという方法がある。もちろん，品質規準違反は重大な

刑法上の犯罪で，違反者には懲役刑が課せられる。しかし，こうした罰則もそれほどの効
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果はもっていなかったようだ。ソ連の報道を見ると，工業生産物の低品質と未完成品の引

渡しが非常に深刻な問題であることがわかる。さらに品質の低下と同様の手段として，計

画達成のための不適切な商品アソートメントの選択の問題がある。すなわち，買い手の需

要を無視して物量測定単位の生産量を最大化しようとするやり方で，古典的な例として釘

の話が有名である。この例によれば，計画が数量でたてられると，小さな釘のみがたくさ

ん作られ，計画の測定単位が重量に変更されると，大きな釘のみが作られた。計画が金額

で表示されると，同じサイズの製作が容易なものばかりが作られる。そこで，それぞれの

タイプの釘が計画に明記されると，今度は過度の官僚的集中の例だということになる。以

上はグロスマン（Grossman, 1960, p. 73）が引用したノーヴの論文の一部であるが25，役

に立たない釘をどれほど作っても実質的に生産が増加したことにはならないから，これも

生産水増しの一方法といえるだろう。 

もちろん，こうした生産の水増しをチェックする機構も存在する。企業内部においてそ

のようなチェック機能を果たすと期待されるのは，企業長，ショップ･チーフ（職長），会

計主任，計画部長，品質監督部，倉庫管理者，企業内の党書記，労働組合書記などである。

また企業を管理する上級管理機関（トラスト，グラフク，省）や，外部機関（党，警察，

統計機関）も，企業による虚偽の生産報告をチェックする立場にあると考えられる。しか

し全体として，これらのチェック機構はうまく機能しなかった。というのは，これらの多

くが，その利害関係を企業とともにしているからである。また生産物の取引相手や運輸企

業によるチェックも，全体として売り手市場であるソ連経済にあっては，働きが鈍く，時

には虚偽の報告に関する企業同士の共謀さえ行なわれる。したがって，企業段階における

経営者の虚偽の報告は，ソ連の工業生産統計における過大評価の源泉の一つとなっている

と考えられる。 

しかしながら，その一方で虚偽の過大評価を抑える要因も存在する。実際グロスマン

（Grossman, 1960, pp. 78-84）は，生産の水増しばかりでなく，逆に過少報告（write- downs）

の例についても紹介している。これは，将来の計画達成のための「安全パイ」の確保のた

め，生産物の違法な流用や横流しを隠すため，あるいは税その他の国家への義務的負担を

逃れるために行なわれる。同様の趣旨の説明がバーリナーにもある。バーリナーによれば，

今期の計画目標の超過達成が次期の過大な生産目標をもたらす可能性があるために，経営

者は計画の過大な超過達成に対して慎重にならざるを得ないという（Berliner, 1957, pp. 

164-165）。とすると，経営者による生産の過大報告は，考えられるほど大きな広がりをも

っていなのかもしれない。 

物量生産データの，公表段階における虚偽の可能性はどうか。前に述べたように，この

点においてグロスマンは，数字上の歪曲と文脈上の歪曲を区別する。前者の可能性につい

ては，他の多くの西側研究者と同様，グロスマンもやはり否定的な立場をとる。すなわち，

「少なくとも公表された数字は，ソ連当局の手中にある公表されない統計集にあるデータ

と同じであると考えてもそれほど大きな誤りはないだろう」（Grossman, 1960, pp. 

115-116）。その一つの論拠は，バーグソンらと同様に，ソ連統計当局は，生産の低下など

                                                   
25 同様の話が，ノーヴ（1971, 220 ページ）にある。それは，ソ連のユーモア雑誌『クロコジール』に掲

載された漫画で，「釘を製造する一工場が，その一ヶ月の産出高計画全体を，天井から作業場の高さ一杯に

つりさげられた巨大な一本の釘を製造することによって遂行した」というジョークである。 
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があった場合には，虚偽の数値を発表するのではなく，発表を差し止めることにしている

と考えられるからである。彼は，その一つとして数多くの例から 1950 年代における「靴」

の生産量の発表をとりあげ，いかに当局が状況を糊塗しようとしたかを示している（表 1-3

参照）。 

すなわち表に見られるように，1950 年代半ばまで，「革靴」，「革靴（消費財工業省分）」，

「ゴム靴」，「フェルト靴」，「履物全種類」，「履物」など，靴に関するさまざまな生産物の

生産量のうちのいくつかが，年によって選択的に公表されていた。その際には，一つ一つ

の言葉が何を意味するか，まったく説明がなかった。1956 年になってナルホーズが刊行さ

れるようになり，その説明からそれまでの統計数字の不思議な公表の仕方の謎が判明した。

すなわち当局は，靴の生産量が芳しくないときには，公表を取り止めるか，もっとも見栄

えのよい生産量を選んでその数字を公表していたのである。たとえば，1952 年には公表さ

れず，1953 年には，「消費財工業省分の革靴」という不自然なカテゴリーが登場している。

また 1955 年，1956 年のように「革靴」の生産が思わしくなかった年には，多少なりとも

見栄えのする数字のみが公表されている。さらに，意味が不明であった「履物全種類」お

よび「履物」は，前者が「革靴」，「ゴム靴」，「フェルト靴」の合計，後者が「革靴」と「フ

ェルト靴」の合計と知れた。さらに「革靴」は，普通その言葉で想像される全体が天然革

で作られている靴のほかに，人工皮革の靴，あるいは部分的に天然皮あるいは人工皮革が

使われている靴をも意味することも判明したのである。ただし発表された数字自体に偽り

はなかった。もちろん，これによって公表されたすべての数字が正しいものといえるわけ

ではないが，「このような処置が公表段階におけるあからさまな数字の書き換えの代替策と

して行なわれている可能性を強く示唆している」（Grossman, 1960, p. 111）と考えられる

のである。さらにグロスマンは，別の discriptive distortion の例として，公式統計におけ

るそれと明記しない定義の変更，実際には比較できないカテゴリーの比較，領土変化の無

視等々をあげている（ibid., p. 117）。 

 

 

表 1-3 当局による「靴」の対前年生産量増加率の公表（％） 

 1949 1950 1951 1952 1953 1954 1955 1956 1957 1958 

革靴 22 24 17 (-1) (-0.7) 7 (6) (5) 10 12 

革靴(消費財工
業省分) 

    4      

ゴム靴 28 18 11 (-0.6) (-9.5) 3 (13) 8 (4) (5) 

フェルト靴       (-10) (-1) 8 8 

履物全種類       7    

履物        5   

注：1955 年までの数値は，経常的に発表されていた生産実績報告．1956 年からは，ナルホーズ各年版に

よる．（  ）内の数字は，のちにナルホーズによって判明したもので，当初は公表されなかった． 

出所：Grossman（1960, p. 109）． 

 

 

グロスマンは，このように工業生産物に関する物量単位生産量データの信頼性について

述べたうえで，次のような結論を導く。上述のように，たしかに企業による報告の偽造，
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あるいは公表の際の歪曲は存在するが，だからといってソ連の統計が虚偽の塊であってま

ったく信ずるにたりないというような nihilistic position をとるべきではない。その理由は，

以下のとおりである。第一に，公表された生産データは，これまで行なわれてきた数々の

内的･外的な一貫性に関するラフなテストに，全体として合格したと考えることができる。

第二に，たとえば容易な計画の追求といったよく知られたソ連経営者の機会主義的な行動

原理は，企業レベルにおける虚偽の報告に明確な限界のあることを示している。第三に，

企業からの報告の中で，重要性が低くまた誤った報告が行なわれたとしても発覚しにくい

種類のデータについては虚偽があるかもしれないが，物量生産データは，そのような種類

のデータではない，などの理由である（ibid., pp. 127-128）。 

以上のことからすると，われわれは，個別生産物に関する物量単位生産統計における過

大報告はそれほどのものと考えなくともよさそうである。実際グロスマンはソ連の工業生

産物量データについて，慎重な態度ながらも，分析のための資料として十分に役立つとい

う立場を表明している。実は，公式統計にとりわけ厳しい目を向けていたジャスニーも，「物

量単位の統計は，価値単位の統計にくらべれば比較的に良好である。物量単位の工業生産

統計は，ソ連初期の大規模工業の生産が後年における全工業の生産と注釈なしに比較され

る場合，･･･などのケースを除いて，正確であるように思われる」（Jasny, 1950, p. 93）と

グロスマンと同様の見解を開陳している。 

 

1-4．独自推計の歴史 

 前節で引用したグロスマンの著作が公刊されたのは 1960 年であったが，それ以前から，

ソ連公式統計とは独立に，ソ連のマクロ経済指標を推計する試みが始まっていた。もっと

も有力であったのは，ハーヴァード大学のエイブラム・バーグソンを中心とした米国の研

究者達によるソ連の GNP 算定の試みであったといえようが26，ソ連工業についても同様の

試みが始められていた。本節ではこのようにして始められた工業生産指数に関する独自推

計の歴史を，ソ連崩壊前後にいたるまで概観する。のちに第 6 章および第 7 章で，われわ

れが作る指数との比較の上でこれらの推計を個別に取り上げて検討するから，ここでは大

まかな流れを追うこととしよう。 

 

1-4-1．西側におけるソ連工業生産指数の推計 

これまで本章第 2 節，第 3 節でみてきたように，西側においてソ連の公式統計をめぐっ

て行なわれた論争によって，限定的なものにしろソ連統計に対して一定の信頼性が生まれ

てくると，そうした公式統計をヒントにしながら何とかより正確な工業生産の大きさと推

移を測定しようとする試みが行なわれるようになった。その嚆矢といえるのは27，これまで

                                                   
26 バーグソンによる最初のソ連経済に関する数量的研究は，『1937 年におけるソ連の国民所得と生産』

（Bergson, 1953a）であった。 
27 多くの西側文献で指摘されているように（たとえば，Gerschenkron （1951, p. 9）, Jasny（1955, p. 1）

など），すでに 1940 年にドイツの経済研究所のクルト・ワーゲンフューア（Kurt Wagenführ）がソ連工

業総生産指数を独自に推計した（Wochenbericht des Instituts für Konjunkturforschung, April 30, S. 

41-46, 1940）。これは，47 品目の工業製品生産量と，固定資本と労働力を組み合わせたウェイトを用いて

行なわれたとされる推計であるが，ガーシェンクロンによると「その方法の詳細は明らかではない」。残念

ながら，ワーゲンフューアの推計は筆者には未見である。またコーリン・クラークは，彼の国際的国民所
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にもしばしば本書に登場したハーヴァード大学のガーシェンクロン（Gerschenkron, 1951）

によるソ連機械生産指数の推計であり，またハーヴァード大学における彼の弟子であった

ホッジマン（Hodgman, 1954）によるソ連大規模工業生産指数の推計であった。さらにま

たこの時期における一連の独自推計の掉尾を飾ったのは，ヴァージニア大学のウォーレ

ン・ナター（Nutter, 1962）による工業生産指数推計であったといってよいだろう。 

ガーシェンクロンは，1951 年の著作の中で以下のようにソ連工業生産指数の欠陥を指摘

している。すなわち，その主要な欠陥は，第一に指数作成の際のウェイトとしてとられて

いる基準年が 1926/27 年という工業化初期の時期であること，第二に，基準年に価格をも

たない新製品についての価格評価付けが恣意的なことである（Gerschenkron, 1951, p. 1）。

前者は，のちにガーシェンクロン効果として知られるようになったウェイト基準年の問題

であり，後者は，基準年以降に生産されるようになった新製品については，結局のところ

それが登場した時期の価格をウェイトとして用いるようになっているという問題である。

これらの問題については，節を改めて論ずることとして，ここではまず，このガーシェン

クロン推計の方法と結果について簡単に紹介しよう。ガーシェンクロン推計の基本的な方

法は次のとおりである。すなわち彼は，ソ連の具体的な機械製品 128 品目について

1928-1937 年28のそれぞれの年における物量単位の生産量をソ連統計資料から収集し，それ

に1939年の米国における同種の機械の価格を掛けて毎年のドル表示実質総生産額を計算し

た上で，それを指数化した29。要するに彼は，ソ連の公式統計の中でもっとも信頼できる現

物単位の生産量データを基礎に，それをさまざまな歪みをもつとされたソ連の価格で評価

した生産額でなく，ソ連製機械の品目別の生産指数に 1939 年における米国の価格を適用し

た場合のそれぞれの生産物の生産額をウェイトとして，ラスパイレス指数を作成したので

ある30。その際ガーシェンクロンは，価格評価について非常に周到な準備を行なっている。

彼自身の説明は次のとおりである。「問題となる代表生産物の価格づけに関する限り，過去

にソ連産の機械についてよく知りうる機会のあった人々，あるいは少なくともこの分野に

おいて必要な技術的・商品的な経験をもっている人々の専門的判断に，可能な限り依拠す

る努力がなされた。これらの情報提供者には，ロシア製設備について見いだせるかぎり正

確で完全な仕様書が渡された。ある場合には，個別モデルの写真も利用に供された。この

ような情報，情報提供者の過去の知識，1939 年における同様な米国製設備との比較という

三つの基礎の上に，もしもそれがその年に米国で作られたと仮定した場合のロシア製設備

の貨車渡し工場卸売1939年ドル価格が推定されたのである」（Gerschenkron, 1951, p. 17）。 

このガーシェンクロンの著作がランド・コーポレーション31から出版されたことと考え合

                                                                                                                                                     
得比較研究の一環として，ソ連工業についての独自の生産指数を 1951 年に発表している。第 6 章，6-2-1

参照。 
28 推計の起点の年は，正確にいえば 1927/28 年であった。ここでは財政年と暦年の違いを無視して単純化

する。 
29 ガーシェンクロンは，次のような方法で付加価値生産指数も推計している。すなわち，1939 年の米国

における総生産額に対する付加価値生産額の比率を機械製品 22 部門ごとに計算し（Gerschenkron, 1951, 

pp. 80-83），その値を個々の生産物の生産額に掛けることによって総付加価値生産額を推計するというも

のである（ibid., pp. 19-22）。 
30 年々の個別生産物の生産量に同一の価格ヴェクトルを掛けて総生産額を計算しそれを指数化しても，個

別生産物の生産指数を基準年の総生産額ウェイトで集計しても，得られる指数は同一である。 
31 ランド・コーポレーションは，かつての米国陸軍航空軍（現在の米国空軍）が 1946 年に創設したシン
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わせると，以上の引用は，この研究が純粋な学問的研究以外の，いわば戦略的側面をもっ

ていたことを示唆する記述ではある。しかしそのようなことを考慮したとしても，このガ

ーシェンクロンの研究は学術的な面からみても，この分野のその後の研究の一つのモデル

となりうるものだったと評価することができよう。何よりも計算手続きが明確であり，使

われた生産量データの出所も明らかにされている。価格については上に引用したような事

情があったが，価格そのものは明示されている。そして，その計算結果に対する評価も妥

当なものだと考えられる。結果は，もちろん公式統計よりもずっと成長率が低く，推計の

起点である 1928 年の指数を 100 とした 1937 年の値は 525 と算定された。公式統計では

1415 と示された値である。ソ連機械工業の生産指数を米国機械価格で測定すること，ある

いは測定期間外である 1939 年の価格を利用することなどに問題はあるかもしれないが，ガ

ーシェンクロンと同じ手続きを踏めばだれもが同じ結論に達することは明確である。これ

までその過大評価があるとされはしたものの，その大きさが不明であったソ連公式統計に

ついて，それを始めて一定の数字で示した功績は大きい。 

ガーシェンクロンが機械工業について行なったことをソ連工業全体に拡大したのがホッ

ジマンであった。ホッジマンの推計は，ガーシェンクロンと同様に数多くの個別生産物の

生産指数を一定のウェイトを用いて集計することによって工業全体の生産指数を求めると

いう方法論に基づいて行なわれた西側で最初の本格的工業生産指数推計といってよいもの

である32。ホッジマンの推計の基本となるのは，137 品目のソ連工業生産物の 1928-51 年に

ついての生産量である。ホッジマンはこれらのデータを，ソ連の統計集ばかりでなく新聞

に掲載された記事からも集めている。ただし前述したように，1930 年代後半からソ連当局

の秘密主義が強まったために，推計期間の後半になるにしたがって収集可能な生産量デー

タは乏しくなっていく。またこれらのデータは，ソ連工業全体に関するものではなく主と

してその大規模工業についてのものであった。そこでホッジマンは，（謙遜して？）自らそ

れを大規模工業生産指数と呼んだ。ただしのちに見るように（第 6 章 6-3-3 参照），彼の指

数は実質的には工業生産指数と呼びうるものである。またホッジマンは，集計ウェイトに

工夫を凝らし，それを「1934 年付加価値ウェイト」とした。しかしこの場合には，過大宣

伝のそしりを免れないだろう。というのは，それはつまるところ 1934 年において生産物の

生産に携わったとされる労働者の賃金ウェイトだからである。そうはいっても，この賃金

データの加工にホッジマンは相当な苦心を強いられている。なぜなら，集められた賃金デ

ータは 23 の工業部門ごとのそれであり，これを部門内の個別生産物に割り振るという作業

が残されていたからである。彼はさまざまな方法を使って何とかこれを行ない，各代表生

産物の賃金ウェイトを求めている。以上のような推計作業の結果求められたソ連工業生産

指数は，1928 年を 100 とすると 1940 年の指数が 430，1950 年の指数が 646 であり，これ

は対応する公式統計によるそれぞれの指数，すなわち 646，1119 に比較するとずいぶんと

低いものであった。 

このホッジマンの指数は，公表されるや直ちに大きな反響を呼んだ。前に見たように，

                                                                                                                                                     
クタンクで，軍事戦略が主たる研究対象であるといわれる。バーグソンなど多くのソ連研究者がランド・

コーポレーションに関係していた。 
32 ソ連工業の生産指数を初めて独自に測定したのは，前述のとおり（脚注 27 参照）ドイツのワーゲンフ

ューアであろうと思われるが，詳しい測定方法などについては知られていない。 
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ガーシェンクロンやバーグソンの研究を大いに批判していたジャスニーも，直ちにホッジ

マンの研究に対するコメントともいうべき著作（Jasny, 1955）を公表した。もちろんジャ

スニーは，いくつかの点でホッジマンを批判している。たとえばホッジマンの指数は，1930

年代の機械生産について過大評価があり，この点でガーシェンクロンの指数のほうが優れ

ているという点（ibid., p. 51），また 1937 年以降は指数計算のための代表生産物の数が 22

品目あるいはそれ以下になるために，推計された生産指数が不正確になっている点等々で

ある。しかしながら，全体としてジャスニーは，「この重要な分野に大きな進歩があったこ

とは疑いえない」（ibid., p. 38）と述べて，ホッジマンの研究を高く評価しており，またそ

れに基づいて自分の研究にも反省を加えるとともに，この分野にさらなる研究が必要であ

るという点を強調している。その後西側では，ホッジマンの研究に続いて多くの工業生産

指数独自推計の試みが行なわれたが，そのほとんどの著作にホッジマンの研究への言及が

あるという点にも，ホッジマンの著作の影響の大きさをみてとることができよう。 

さて，ホッジマンの著作が発表されてからしばらくして，ソ連の経済統計をめぐる状況

は劇的に変化した。すなわち 1956 年 2 月の第 20 回党大会におけるフルシチョフのスター

リン批判に前後して，統計情報の公開が行なわれたからである。同年 5 月には，その後年

鑑の形で刊行されることになる『ソ連国民経済（ナルホーズ）』が出版され，また 1957 年 3

月には，ソ連工業に関する 400 ページを超える統計集が出版された。このような状況は，

当時の西側の研究者を大いに刺激したことだろう。経済的に黄金時代を迎えていたソ連経

済についての一般的な関心が深まるとともに，工業生産指数についても多くの独自推計が

行なわれた。この時期のもっとも精緻を極めた研究として，米国の NBER の資金援助を得

たナター（Nutter, 1962）の推計をあげることができるだろう。 

この 700 ページを超える著作の特徴として，利用した資料の多さ，推計の微細な点にい

たるまでの配慮，そして詳細なデータ出所の説明を挙げることができるだろう。ナターも，

ホッジマンと同様にラスパイレス型の生産指数を推計するのであるが，彼は自分の問題意

識に従って三種類の生産指数を算定する。すなわち工業原材料生産指数，民生最終生産物

生産指数，全民生品生産指数であり，実験的な試みとして全民生品生産指数に軍需品生産

指数をあわせた全工業生産指数も推計している。ここでは全民生品の生産指数の作り方を

簡単に説明し，詳細な解説は第 6 章 6-3-8 に譲ることとしよう。ナターが生産指数を推計し

ようとする主たる期間は 1913-55 年であるが，全民生品指数のウェイト基準年は 1928 年と

1955 年である。1928 年ウェイト指数の代表生産物の品目数は 101，1955 年ウェイト指数

の品目数は 119 である。特にその作成にナターが苦心を払った 1928 年ウェイトは，ホッジ

マンの場合と異なって通常の意味で付加価値ウェイトと呼べるよう最大限の努力が払われ

たものである。ナターは付加価値計算のために必要なデータを，自ら発掘したと思われる

1920 年代ソ連の統計資料に見出している。1955 年についてはこのような付加価値に関する

データを得ることができないので，生産物価格と雇用のデータで代用している。価格を得

る際には，当時広い範囲の工業製品に課されていた取引税を可能な限り控除するような操

作が施されている。1913-37 年については，作成された 1928 年ウェイト指数がそのまま使

われ，また 1940-55 年については 1955 年ウェイト指数がそのまま使われる。また途中の

1937-40 年については，二つの指数の幾何平均が採用される。ナターによる生産指数は，こ

の時期の生産指数の推計としてはもっとも低い部類に入る。その理由の究明は，第 6 章で
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行なうこととしよう。 

もう一度繰り返すが，ナターの著書が後続の研究者にとってもっともありがたいのは，

利用した資料の出所が細かく記載され，また詳細な計算手順が示されているという点であ

る。そのため，資料さえ手に入れればナターの推計作業の後を追うことができる。これは，

ガーシェンクロンおよびホッジマンの研究にも当てはまる点であるが，ナターの研究は利

用した資料が広範囲に及んでいるために特にその恩恵を感ずることができるのである。 

 さて，西側におけるソ連工業生産指数の独自推計は，ナターの著書の後は下火になった

ように思われる。ナターの推計によってこの問題に一応のけりがついたように考えられた

という点もあろうが，そのほかにもっと重要な二つの理由をあげることができる。第一点

は，ソ連経済の成長率の鈍化が次第に明らかになっていたったことである。ソ連工業の生

産指数推計が研究者の興味を引いた理由の一つは，ソ連経済の高度成長であった。今から

振り返れば，1950 年代はソ連経済の黄金時代であったということができよう。華々しい公

式統計の公表はおくとしても，何よりも 1957 年のスプートニクの打ち上げは象徴的な出来

事であった。スプートニクは，ソ連工業の高い技術水準を実物によって全世界に示す形と

なった。鉄のカーテンの向こうにおける大国の生産の秘密は，西側研究者の興味を掻き立

てたのである。しかし 1960 年代に入ると，次第にソ連経済の問題点が明らかになっていっ

た。経済成長の鈍化を集権型経済の欠陥のあらわれと考えた当時のソ連改革派研究者は，

経済的意思決定の分権化が必要と考えるようになり，この考えは1965年からの経済改革（い

わゆるコスィギン改革）となって具体化した。こうした事態の推移を前に，西側研究者の

関心もソ連経済の停滞の原因究明や改革の是非に移り，生産の増大は直接的な興味をひか

なくなったのである。 

独自推計が下火となった第二の理由は，米国中央情報局（CIA）によって行なわれたソ連

経済の統計的分析への信頼の高まりのためであった。第二次大戦後間もない 1947 年に創設

された情報機関である CIA は，当然のことながらソ連の軍事力に関心をもち，それゆえ軍

事力の基礎としてのソ連経済の現状と将来性の分析をその本来的な任務の一部としていた。

特にその情報収集能力によってソ連経済について細かい経済情報を得るとともに，専門の

エコノミストを抱えて組織的にソ連経済の研究を行なうようになった CIA は，1950 年代か

らときには大学の研究者と協力してソ連経済についての報告書を刊行するようになり，ま

た米国議会の求めに応じてその研究成果を，たとえば上下両院合同経済委員会などに報告

した。また特にバーグソンらのソ連 GNP 推計を引き継ぐ形でさらにその研究を深化させて

いった。こうして「1970 年代，80 年代において，西側におけるソ連 GNP の変動に関する

主要な計算は米国の CIA によって行なわれた。その他の研究者は，この指標に関する限り

自分の推計作業を停止した。この点で，さまざまな研究者がそうした推計を行ない，それ

らの相互比較が行なわれたそれまでの時代から，状況は一変したのである」（Ханин, 1993, 

стр. 94）。 

CIA は，1982 年に刊行された合同経済委員会への報告書で，1970 年をウェイト基準年

とするソ連長期 GNP 推計を行なっているが（JEC, 1982），その中には付加価値発生部門

としてのソ連工業の生産指数の 1950-80 年についての推計も示されている。また 1980 年以

降の指数については，1982 年基準の工業生産指数が公表されている（JEC, 1990, 1993）。

たとえば現在でも，主要な国際歴史経済統計書には，ソ連（ロシア）の GNP や工業生産の
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統計としてこれらの CIA 推計が引用されている（Maddison, 2003, p. 99）。このことからわ

かるように，CIA の工業生産推計は現在でも権威にある統計の取り扱いを受けているので

ある。しかしながら，この CIA 推計の妥当性については，実はわれわれがチェックするこ

とはできない。その一つの理由は，一般にはアクセスできないような軍事生産についての

推計がおこなわれ，それがブラックボックスのまま民生工業品の生産指数に接続されてい

るからであるが，そればかりではない。たとえばわれわれは，生産指数の推計に使われる

代表生産物の価格データをどのようにして得たのか，あるいは公表されていないはずの非

鉄金属部門の生産物の生産量をどのようにして知りえたのかを知りたいと思うが，それら

については示されていないし，そもそもそのような生産量データ自体も示されていないの

である。このようになっている理由は，単に出所等の表記を忘れたのか，紙幅の制限があ

ったのかもしれないが，もしかすると情報活動の機微に触れる問題であるのかもしれない。

いずれにしても，生産指数を実際に計算しようとしている外部の研究者にとっては不親切

なことである。もしも意図的なことであるとすると，情報機関が学問的な研究成果を公表

するということ自体に無理があるといえるのかもしれない。 

 

1-4-2．ソ連崩壊前後の独自推計 

 ロシアの経済学者グリゴリー（ギルシュ）・ハーニンは，CIA の推計について前項に引い

たコメントに続いて次のように述べている。「さらにまずいことに，CIA の推計が批判にさ

らされることは非常にまれであり，西側の経済学者のほとんど大部分はそれをソ連経済の

変動に関するデータのもっとも信頼できる典拠として利用した」（Ханин, 1993, стр. 94）。

しかしペレストロイカの時期になると，それは二つの方向から批判を受けることになる。 

 まず最初にとりあげるべきは，米国33のマイケル・ボレツキーによる CIA 批判（Boretsky, 

1987）である。簡単にいうと，ボレツキーは CIA のソ連 GNP 評価がソ連経済の成長を過

小評価しているというのである。ボレツキーが批判の対象としたのは，1982 年に CIA が米

国議会両院合同経済委員会に提出した報告書（JEC, 1982）における 1980 年にいたる 30

年間の GNP 推計であるが，この CIA による推計自体は，いわゆるデュアル・アプローチ

をとっている。つまり，年々の付加価値発生部門別 GNP 成長の側面と最終需要部門別 GNP

成長の側面の両面から評価され，この二つの評価が整合的であるように構成されている。

すなわち，最初にウェイト基準年である 1970 年の GNP が詳細に推定されて各部門（付加

価値発生部門および最終需要部門）のウェイトが測定される。またそれとは別にそれらの

経済各部門の実質生産指数が推定され，それらの指数シリーズにそれぞれのウェイトを掛

けて集計することに年々の GNP の大きさを計算するという手法である。それゆえボレツキ

ーの批判はすべての経済部門にかかわるが，ここでは主として重要な付加価値発生部門で

ある工業の生産指数についての彼の批判を見てみよう。 

 ボレツキーが指摘する CIA による工業生産指数における成長過小評価の原因は，主とし

て二つである。第一点は，指数計算に使われたサンプル生産物の代表性（レプリゼンタテ

ィヴネス）が十分でないことから過小評価が生ずるということであり，第二点は，物量生

                                                   
33 論文掲載雑誌（Journal of Comparative Economics）の表記によればワシントン DC の The Catholic 

University of America 所属ということになっている。論文内容などからして，ドイツ人であるかもしれな

い。 
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産データへの依拠が品質改善等による実質生産上昇を無視しているということである。第

一点からみていこう。CIA の工業生産指数における代表品目数は「たった」312 品目であ

るが，このうちの 30％以上を占めるのは自動車・トラックの 68 モデル，エクスカヴェータ

9 モデル，機関車 19 モデルである。これではとてもサンプル品目の代表性が十分に確保さ

れているとはいえない。第二点についていえば，ほとんどすべての工業製品について物量

単位生産量データに依存するとすれば，ソ連経済にまったく技術進歩がないと仮定しない

限り必然的に下方バイアスを含むことになる。 

ボレツキーは，以上の主張の成否を確認するために，実際に CIA の方法を用いて米国と

（当時の）西ドイツ経済の GNP を計算し，それをそれぞれの国の公式統計と比較してみた。

その結果，CIA の方法による GNP 成長率は，米国の公式統計を 13％，西ドイツの公式統

計を 32％下回った。工業をソ連式の定義（製造業に加えて鉱業等を含む）34に修正して工

業生産を測定した結果も，やはり CIA の方法による成長率は米国で 19％，西ドイツで 21％

公式統計を下回ったというのである。この結果から，ボレツキーは自分の主張が確められ

たと考えた。たとえばサンプル製品に含まれている 23 品目の非電気機械の生産は，西ドイ

ツの非電気機械部門における 1970 年総生産額の 35.5％を占めるにすぎず，しかも 23 品目

以外の製品のほうが総生産の伸びが高かった。これは，少なくとも西ドイツの場合には，

この部門のサンプル品目の代表性が十分でなかったことを示している。また 1970-80 年で

41.1％の伸びを示した西ドイツの電気機械・設備部門の成長を物量生産指標のみで測定する

と 24.8％の伸びにすぎなかった。つまり CIA は，ソ連経済にはほとんど技術進歩が存在し

ないと仮定しているが，ソ連における研究開発に携わる研究者は質量ともに米国や西ドイ

ツに劣らない。ボレツキーは以上のように主張して，CIA 推計はソ連の経済成長を過小評

価していると結論づけたのである。 

このような主張に対して，ソ連 GNP 推計をまとめた CIA の当のエコノミストであるジ

ョン・ピツァー（Pitzer, 1990）の反論は，大体予想される範囲に収まっているようにみえ

る。すなわちピツァーは，ボレツキーがとりあげている問題点の多くはすでに CIA 報告書

の中で議論されている問題であるとする。第一にサンプル生産物の代表性について，ボレ

ツキーはソ連の生産を代表するサンプル品目はやはり米国や西ドイツの生産を代表する生

産物であると仮定しているが，この主張はソ連と西側の生産構造の違いを考えれば誤りで

ある。第二に，ソ連の技術進歩に対して十分な考慮を払っていないという点については，

ソ連においてかなりな技術進歩がみられる領域があるとしても（たとえば，コンピュータ，

精密機械など），それらの生産を原材料生産や基礎的製品生産に比較するとソ連経済に占め

るウェイトが小さく，したがってそのような批判はソ連経済ではあまり意味をもたない。

また第三に，ソ連の価格データあるいは指数データはインフレートされていて不正確であ

るから，これらをそのまま米国や西ドイツのデータを同様に扱うことはできない，などと

反論しているのである。 

ボレツキーはこのようなピツァーの反論に納得せず，再反論して CIA がソ連経済に対す

る先入観に支配されていると主張しているが（Boretsky, 1990），結局その直後にソ連が崩

壊したことから，彼の議論から導出される「CIA はソ連指導部が直面している最近の経済

                                                   
34 ソ連式による工業の定義の詳細は，第 2 章 2-3-1 参照。 
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困難を過大視している」（Boretsky, 1987, p. 533）という結論の妥当性は損なわれてしまっ

た。しかし彼の論文は，CIA 推計に対する批判という形をとりつつ，逆の面から，すなわ

ちソ連経済が米国あるいは西ドイツの経済といかに異なっているかという面からその特徴

を明らかにした一つの例であると考えることもできるだろう。 

CIA 推計に対するもう一つの挑戦は，当然のことながら，それがソ連経済成長を過大評

価しているという立場からの批判である。実際のところ 1980 年代後半からソ連崩壊まで，

特にペレストロイカの失敗によってソ連経済の混乱が進むと，前述のとおりそれまで西側

においてほとんど唯一の信頼できる経済指標の提供者とされた CIA による推計が，成長率

について上方バイアスをもっているとの批判にさらされるようになった。「広く利用された

CIA の評価によれば，1985 年におけるソ連の GNP は米国のおよそ 55％，一人あたりベー

スでおよそ 47％と見積もられていた。ロバート・キャンベルはもっと低い割合，すなわち

1980 年において一人あたりベースで米国のおよそ 37％と推定した。本書においてアスルン

ドはさらに低い大きさ，すなわち 1980 年代後半で米国の一人あたり GNP のおよそ 30％と

算定している。この見積もりでも高すぎるかもしれない」（Rowen & Wolf, 1990, p. 4）。こ

れは，1990 年に出版された『疲弊した超大国（The Impoverished Superpower）』と題さ

れた著書の中の一節である。おそらくこのような西側の見方を後押しするような働きを示

したのは，これまでその声が西側に届かなかったソ連国内のいわゆる改革派の経済学者の

声だろう。中でもグリゴリー・ハーニンは，1987 年にその研究成果をヴァシリー・セリュ

ーニンとの一般向け共同論文（Селюнин, Ханин, 1987）で発表して国内外に衝撃を与えた。

彼は，ソ連公式統計に代わって正しい長期的な成長率を測定するという明確な意識をもっ

てソ連のマクロ経済指標を推計していたのである。ハーニンの推計結果を，冷静に CIA 推

計と比較すればそれほど大きな差はないといえるかもしれないが（表 1-4 参照），当時にお

いてソ連経済の成長率を体系的かつ長期的に代替推計したソ連の経済学者が彼のほかに存

在しなかったことも，彼を著名にした一つの要因といえるだろう。 

 

 

表 1-4 国民所得成長推計の比較：CIA とハーニン 

 CIA 指数 ハーニン指数  CIA 指数 ハーニン指数 

1950 100 100 1975 344 354 

1960 174 200 1980 393 372 

1965 222 248 1985 428 383 

1970 287 303 1990 456 369 

注：表の値は，1950 年の国民所得を 100 とした時の指数．CIA 指数のうち，1950-80 年については 1970

年要素費用表示 GNP 推計（JEC, p. 1982, pp. 52-54），1980-85 年については 1982 年要素費用表示 GNP

推計（JEC, 1990, p. 57）から指数を計算し，1990 年については同じく 1982 年要素費用表示 GNP 成長率

（JEC, 1993, p. 14）から指数を計算した．ハーニン指数は，物的純生産（生産国民所得）の指数．このう

ち，1950-85 年については Ханин（1988, стр. 85）の指数を使い，1990 年については Ханин（1991, стр. 

29）の指数を使って計算した． 

 

 

 いずれにしてもハーニンは 1993 年の著作で，CIA 推計における上方バイアスを批判し，
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それをもたらした原因として，とりわけ工業生産指数などにおいて物量単位の生産統計で

なく価値タームの指標を利用していることを強く批判している。「（これまでの西側におけ

る推計との）最大の違いは，（工業など）ソ連 GNP のさまざまな構成要素の変動の推定に

際して，公式統計の価値指標の変動を広範に利用していることである。……CIA 推計以前

の西側の研究者が当然の原則としていたのは，このような統計には過大評価があるからそ

れを決して使わないということだった。そもそも，まさにこのような過大評価の認識があ

ったからこそ西側の独自推計が始まったのである」（Ханин, 1993, стр. 95）。このようにハ

ーニンが現物指標の使用を主張するのは，当時のソ連経済において技術進歩がほとんど存

在していないという認識があったからであった。彼は，ボレツキーの論文にふれて次のよ

うにコメントしている。「ボレツキーは，ソ連における技術進歩率がかなり高いと考えてい

る。その証拠として彼がもちだすのは，1965-80 年における就業者 1 万人当たりの科学者・

技術者数，GNP に占める研究開発費のシェア，GNP に占める固定投資支出のシェア等に

関するデータである。……ボレツキー（そして多くの西側のソ連研究者）の欠点は，当時

のソ連に生じていた経済的・社会的プロセスの性格を十分に認識していないということで

ある。同一の指標でも，ソ連と他の国々では違う意味をもつ。たとえばボレツキーがとり

あげた科学技術進歩の指標には，一方では，経済における科学技術の進歩にはほとんど影

響を与えずしかし科学投資の大きな部分を占める巨大な軍事工業コンプレクスの存在が，

そして他方では，そのほとんどが何の科学的成果もあげない科学機関の膨大なスタッフの

存在が隠されているのである。……ボレツキーが，品質改善の問題についてソ連の文献に

あたったり，実際にソ連を何回か訪れてソ連製工業製品を使ったりすれば，……消費財に

も投資財にも品質の低下が生じていたことに気がついたであろう」（там же, стр. 115-116）。 

 実際ハーニンは，第 7 章でみるように自分の推計において過大評価の疑われる価値指標

の使用を避け，できるだけ現物表示のデータを使うようにしている。ソ連崩壊に前後して，

ハーニンのほかにも幾人かのソ連の研究者が，ハーニンほど体系的ではないにしても，工

業生産あるいは GNP の独自推計を発表している。たとえば，ヴァリトゥフとラヴロフスキ

ー（Вальтух, Лавровский, 1986, стр. 29），ファリツマン（Фальцман, 1987, стр. 72），

ホロジリン（Холодилин, 1997, стр. 72-73）などである。ヴァリトゥフらとホロジリンは，

物量単位の個別生産物の生産指数を単純に平均することによって，たとえば機械部門，あ

るいは工業部門の生産指数を計算している35。またファリツマンは，1971-82 年において 11

の省が管理する動力機械生産は，価値単位では年率 8％で増加したことになっているけれど

も，エネルギー出力総計でみると 3％でしか増加していないと指摘している。こうして，実

質生産の大きさを求めようとするこれらの試みは，いずれも物量単位の生産データによる

推計という特徴をもつ。クシニルスキーは，このようなソ連（ロシア）の経済学者の傾向

を指摘した上で次のように述べている。「こうした例は，ソ連の経済成長を測定する上で，

ソ連の経済学者が品質の変化にほとんど考慮を払っていないことを示している。もしも同

様の状況であれば，西側の研究者なら決して品質変化を無視しないだろう。ソ連の人々は，

概して質よりも量を問題にする。しかしこれを，ソ連の人々にとって品質は重要でないと

                                                   
35 ハーニンの推計については，第 7 章 7-2-4 で，またホロジリンの推計については第 7 章 7-2-6 で取り扱

う。 
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いうことを意味するととってはならない。反対に，彼らの日常生活の多くの部分は，品質

の良い製品を求めることに費やされる。しかし，彼らが国内生産物の品質改善に出会うこ

とはほとんどない。それゆえ彼らは品質向上という要素をしばしば無視するのである」

（Kushnirsky, 1988, p. 19）。このような実情を考えるならば，われわれもわれわれ自身の

生産指数を作成する場合には，物量単位の生産データを基礎にしなければならないという

ことだろう36。. 

 

1-5．上方バイアスの諸原因 

本節では，これまで折りにふれて述べてきたソ連工業生産指数における過大評価の原因

に関する議論を直接の主題としよう。さきにみたグロスマンの分析によれば，ソ連統計当

局による生産指数作成の基礎データである物量生産データについては，企業レベルにおけ

る多少の歪曲を伴うとしても，それが全体の指数作成に大きな影響を及ぼすものではない

ことが示された。だとしたら，公式指数の上方バイアスはどのようにして生じたのか。こ

こでは，これまでのバイアスの原因をめぐる議論の論点を 7 つにまとめた。それを順次論

じていこう。 

 

1-5-1．ガーシェンクロン効果 

1940 年代後半から 50 年代前半の西側における議論において，ソ連工業生産指数に上方

バイアスをもたらす原因として最もしばしばとりあげられたのは，指数作成におけるウェ

イト，すなわち「1926/27 年不変価格」をめぐる問題であった。以下でみるように，このテ

ーマにはさまざまな側面があるのだが，まず最初に指数基準年の問題を取り上げよう。 

多くの場合生産指数は，ある一定の年（これを基準年という）におけるウェイト（ソ連の

公式指数の場合は価格）をとりあげ，そのウェイト（価格）で年々の生産量を評価して作

成する。ソ連ではこれを，前述したとおり「物量生産指数」といいならわしてきた。すな

わち，ラスパイレス型の生産指数である。ここでの論点は，指数の基準年が長期にわたっ

                                                   
36 ソ連の消費財の品質についてのレポートとしては，アスルンド（Åslund, 1990, pp. 51-54）の観察が興

味深い。そのいくつかを紹介しよう。1986 年の春に当時のモスクワ党第一書記のエリツィンは，モスクワ

でフレッシュ・ミルクとして売られているものの 60％は粉乳であると述べた。フレッシュ・ミルクは買っ

て 1 日もたたないうちにすえた臭いがするようになるが，それでも買えない日がある。購入可能な果物と

野菜のうち，多くが腐っているか凍っているか，あるいは極めてよごれている。1987 年の政府の経済レポ

ートによれば，商業機関が受け取るジャガイモ，果物，イチゴ，キャベツ，メロン，玉ねぎの 10-17％，

トマトの 26％，ブドウの 29％は不満足な品質である（つまり，腐っている）。衣類の品質は極めて悪い。

ラツィスによると，1986 年において購入された衣類と靴の六分の一から三分の一が，家計調査において購

入者の不平の種になった。1987 年以前においては，15 年間にわたって大衆車にニュー・モデルが導入さ

れなかった。したがってほとんど何の品質改善もみられなかった。1987 年に導入された新型ラーダ・スプ

ートニクと新型モスクヴィチは，特に失敗作とみなされている。住宅の質は，フルシチョフによる建設ラ

ッシュ以降向上したが，建設作業が適正に終了していない。住宅の竣工が公式にアナウンスされるとすぐ

に建設労働者がやってきて，工事を完成するためといってかなりの金額をゆすりとる。ソ連製の綿織物は

米国製の綿織物とほぼ同じ品質である。したがって，ソ連製綿織物は高級ではないとしても輸出が可能で

ある。しかしソ連製既製服の品質とディザインは非常に嘆かわしい状態にあるので，稀にしか，それも割

引価格でしか輸出できない。ソ連製商品の相対的品質は，加工の段階ごとに低下する。それが国内で売れ

るのは，極端な保護主義と飽くことなき需要のおかげである，等々。ただし，このようなアスルンドのコ

メントには，ペレストロイカ末期の経済混乱が作り出した印象が混入して実情をやや誇張している傾向が

含まれているかもしれない。 
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て固定されていたという問題である。実際，ソ連の場合には，いわゆる 1926/27 年不変価

格が指数算定の基準になっていたが，この価格が，1950 年の指数算定まで用いられたので

ある。とりわけ重要なのは，この時期がソ連経済の激烈な工業化の時期であり，大きな構

造変動の時代であるということであった。 

一般にラスパイレス型の生産指数は，基準年から遠ざかるにしたがって，成長を過大評

価する傾向が生ずる。これは，基準年において相対的に稀少な生産物は，その後生産が増

加して価格が下落するのが普通であるから，後年の価格を用いて作成される指数（たとえ

ばパーシェ型指数）にくらべると，その値が相対的に大きくなるからである。このように

して生ずる偏倚は，一般にラスパイレス･バイアスと呼ばれる。特にソ連の場合には，1920

年代半ばといえば，工業はまた十分に発達していない段階にあり，したがって鋼鉄，機械，

化学製品等の，いわゆる工業製品は稀少であった。ジャスニーによれば，ソ連は特にその

傾向が著しかったという（Jasny, 1951a, p. 4）。それゆえこの時期におけるこれらの製品の

相対価格は，急速な工業化が進展してこれらの製品がゆきわたった時の相対価格よりもは

るかに高いと想像される。工業化のプロセスで高い成長率を記録するのは，まさにこうし

た工業製品であるから，そのような製品に高いウェイトを与える価格体系で生産量を評価

すれば，後年の相対価格を用いた指数よりも生産指数は大きくなろう。つまり，ラスパイ

レス･バイアスがよりはっきりと姿を現すことになる。 

 

 

表 1-5 ガーシェンクロン効果（米国の生産指数のケース） 

       機械         自動車を除く機械 

 1899 1909 1923 1939 1899 1909 1923 1939 

1899 年価格 100    1501    100    413    

1923 年価格 100    420    100    149    

1899 年価格 100     1542   100     555   

1939 年価格 100     198   100     70   

1909 年価格  100   994     100   164    

1923 年価格  100   425     100   116    

1909 年価格  100    1017    100    287   

1939 年価格  100    269    100    57   

注：上記の指数の比較は，たとえば 1899 年の品目が 1899 年：1923 年の比較の場合と 1899 年：1939 年

の比較の場合で異なっている，などの意味で厳密なものではない． 

出所：Gerschenkron（1951, pp. 52-53）． 

 

 

事実ガーシェンクロンは，これを米国の実例で確認した（表 1-5 参照）。彼によれば，い

くつかの機械部門製品を用いて米国の1899年と1923年の機械生産指数を計算したところ，

1899年価格を用いると，1899年を 100とした 1923年の生産指数は 1501であるのに対し，

1923 年価格を用いると，1923 年の指数は 420 であったという。また同様に，1899 年を 100

とした 1939 年の値は，1899 年価格で 1542 であるのに対し，1939 年価格ではわずかに 198

に過ぎないという。このような結果は，1909 年と 1923 年，あるいは 1909 年と 1939 年を

同様のやり方で比較しても，またこの結果に大きな影響をおよぼしたと思われる自動車の

生産を除外しても成立する。あるいは，表 1-5 には示されていないが，英国の 1907 年と 1924
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年の工業生産を比較しても，同様のことが生じるという。つまり，1907 年を基準に同年価

格で 1924 年の生産を評価すると 125 になるのに，1924 年価格を用いると 89 にしかならな

いのである（Gerschenkron, 1951, pp. 51-54, and Appendix Ⅵ）。ガーシェンクロンが明

らかにしたこのような現象は，しばしばガーシェンクロン効果と呼ばれるようになった37。 

ガーシェンクロン効果が一般的な法則であるとするならば，ソ連公式指数において

1926/27 年価格が基準価格として使われたことが，工業生産指数の上方バイアスに関係して

いるのは間違いないと思われる。もちろんラスパイレス型の生産指数を計算するには，い

ずれかの年を基準年に選ばねばならないのだから，1926/27 年価格を基準にしたこと自体を

統計の偽造ということはできない。この点は，ソ連公式統計を批判してやまなかったジャ

スニーも認めるところである（Jasny, 1950, p. 94）。ソ連統計の問題は，五カ年計画開始以

前の価格を，産業構造に大きな変化の生じた時期において長期にわたって使い続けたこと

であった38。 

その後ソ連工業の公式生産指数では，「1950 年から 1955 年までは 1952 年 1 月 1 日の企

業卸売価格（すなわち，取引税を含まない価格）39が，1955 年から 1967 年までは 1955 年

7月 1日の企業卸売価格が，1967年から1975年までは 1967年 7月 1日の企業卸売価格が，

1975 年から 1981 年までは 1975 年 1 月 1 日の企業卸売価格が，1981 年以降は 1982 年 1

月 1 日の企業卸売価格」が，基準価格となっている（Нархоз в 1987 г., стр. 689）。したが

って，1950 年以降は，一つの基準年が長期間にわたって利用されることに伴う指数の上方

バイアスの問題は，かなり小さくなったと考えられる。また，1950 年以降は，ソ連経済が

それまでのような激しい構造変化を見せなくなったことも，生産指数における基準年問題

の重要性を小さくしている。ただし，ソ連の公式統計では，1926/27 年価格を基準とした生

産指数の見直しは行なわれず，単にそれが新指数にリンクされただけだった。したがって，

1926/27 年価格の指数は今も生きているといえるだろう。 

 

1-5-2．グローバル指数における新製品評価 

生産指数計算における「1926/27 不変価格」の長期間にわたる使用は，もう一つの問題を

もたらした。それは，基準年においては生産されず，その後に生産が開始された新生産物

の評価の問題である。ラスパイレス型の指数では，基準年のウェイトでその後の生産の変

化を測るが，時間の経過とともに基準年ウェイトをもたない生産物が増加する。それらを

                                                   
37 ガーシェンクロン効果は，たとえば先進国の価格体系を途上国に当てはめる場合にも同様に妥当すると

考えられる。コーリン･クラークによる前述のソ連国民所得推計（表 1-2 参照）がその成長を過小評価した

結果となったとしても不思議はない。事実ガーシェンクロンは，このことを考慮せずに推計を行なったク

ラーク，さらにクラークの推計結果を評価したジャスニーを批判している（ibid., pp. 55-56）。 
38 この問題は，すでにソ連国内でも研究者によって指摘されていた。たとえばクラスノロボフは，次のよ

うに述べている。「1926/27 年不変価格は，かつて使用されていた戦前価格にくらべれば多くの長所をもっ

ているが，我が国の経済文献でしばしば指摘されるように多くの欠点をもっている。たとえば 1926/27 年

不変価格による工業総生産の評価についていえば，その欠点の一つは現在生産される生産物のアソートメ

ントを 1926/27 年における生産物のアソートメントと対比することができないという点であり，これによ

って 1926/27年不変価格によって総生産額を計算した場合に歪みがもたらされてしまう。たとえば 1926/27

年不変価格による工業生産と農業生産についていえば，1937 年における工業製品価格と農業製品価格の関

係は 1926/27 年価格とは全く別のものになっており，このことがソ連邦国民所得の生産における工業と農

業のウェイトを全く変えている」（Краснолобов, 1940а, стр. 78）。 
39 ソ連における価格の構造については，第 3 章，図 3-1 参照。 
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どのようにして生産指数の中に取り込んだらよいのだろうか。とりわけ急速な工業化が進

み，新たな生産物が次々と姿を現した時期のソ連において，そうした新製品の処理が大き

な問題をもたらしたのである。 

新生産物問題は，必ずしもソ連の場合だけでなく，このような生産物が出現するときに

は必然的に生じる問題である。西側諸国で通常使用されるラスパイレス型の生産指数にお

いて，この問題はどのように解決されているのか。通常の取り扱い方は，以下のとおりで

ある。すなわち考察する一定期間，たとえば 5 年間の生産指数を測定する際には，まず生

産量データの得られる一定数の生産物が定められる。これらのサンプル生産物は，工業各

部門から満遍なく選ばれ，それぞれ自己の所属する部門を代表するものとされる。重要な

ことは，これらの生産物は，考察する期間において一定に定められることである。さらに

ある一定の年における各サンプル生産物の生産額（あるいは付加価値生産額）が，部門指

数を得るためのウェイトとして用いられる。最後に，こうして計算された部門指数に，あ

る年における工業全体に占める各部門の付加価値シェアなどの適当なウェイトが適用され

て工業全体の生産指数が得られる。この考察期間中に，新製品が誕生したとしても，もち

ろんこの新製品は当該期間においては生産指数の計算に含められない。かりにそれが指数

計算に含まれるとすれば，それは 5 年を経過した次期の生産指数においてである。すなわ

ち次期には当該期間とは異なる一定数の新たなサンプル生産物が選ばれ，また新基準年に

おける各生産物の価格（あるいは付加価値）がウェイトとして用いられて部門指数が計算

される。新製品が重要であると判断されれば，それはこの新サンプル生産物グループに加

えられることになろう。こうして次期には新たな部門指数が算定され，それらに再び部門

ウェイトが適用されて工業全体の生産指数が計算される。これが通常の市場経済における

慣行である（Desai, 1978, pp. 55-56）。 

しかしソ連の指数は，幾種類かのサンプル生産物に関する指数ではなく，すべての生産

物を包含するグローバル指数であった。とすれば，新製品は，それが登場したときから生

産指数に含めなければならないことになる。この事実が，西側の通常の方法による指数と

の乖離を大きくした。すなわち，生産指数を算定する期間には一定とされるべき生産物の

数が増大し，それに伴って実質生産が増えていくということである。とりわけ「1926/27 年

不変価格」を基準価格とした時期はソ連の産業構造が激しく転換した時代にあたり，工業

化に伴って新製品の急激な増加を見た時期であった。したがって，それに応じて西側の指

数との乖離も大きくなったはずであった。 

このことからすると，ソ連統計当局が行なっていたような，すなわち前項 1-5-1 の最後の

段落においてナルホーズから引用したような生産指数の基準価格についての説明は，まっ

たくの誤りとはいえないまでも，正確さを欠いた説明と言わざるを得ない。すなわち公式

の説明によれば，生産物は基準年の価格に基づいて評価されるはずであるが，生産指数の

中には基準年の価格をもたない新製品が混入しているはずだからである。 

それでは，ソ連では新製品にはいったいどのような価格を与えていたのか。少なくとも

1936 年に価格改革が行なわれるまでは，あるいはどうやら，基準価格として 1926/27 年不

変価格が使われた 1950 年までは，さらには後述するような「暫定価格」制度の悪用を考え

れば実質的には体制崩壊まで，以下で述べるように新製品導入時点での価格がそれらの製

品に与えられたケースが多かったと思われる。すなわち，ロトシュテインによれば，「新た
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に誕生した製品および修理作業（これは常に個別的な性格をもっている）については，重

要な技術的便法が導入された。それはつまるところ，1926/27 年の品目表の中に同種の製品

が存在しない場合には，固定価格として，この種類の生産物の大量生産が始められた時点の

価格，あるいはその生産の最初の 3 ヶ月の平均の価格の使用が認められたということである

（強調は原文）」（Ротштейн, 1936, стр. 241）。これは，上で述べた通常の生産指数におけ

る基準価格の約束事に反している。しかも，問題はそればかりではない。すなわち，「新製

品の評価は，当局の指示によって，製品が誕生した段階において，つまり大量生産が開始

された時期のデータに基づいて決定された価格によって行なわれなければならない。とこ

ろがどの製品の価格も，それがあらわれた時点においては，通常の価格，とりわけ大量に

シリーズ生産が行なわれる時期の価格よりも高い。･･･かくして，実質総生産額も新生産物

に与えられるウェイトも，人為的に過大評価されることになる」からである（Ротштейн, 

1936, стр. 242-243）。同様にトレツキーは，次のように指摘している。「社会主義工業の巨

大な成長，以前には生産されていなかった新しいタイプの生産物の大量の生産，生産物の

品質の向上，生産力配置における地域的変動等々，これらすべての現象は，広範に展開さ

れる新技術の開発過程において多くの点で 1926/27 年不変価格による生産評価に関する根

本的修正の必要性を喚起した。新製品のウェイトが急速に増大することによって，すでに

第 2 次五カ年計画の初期には，不変価格による生産物評価の原則の妥当性が喫緊の問題と

なった。この分野においては，恣意的な行為が広く観察された。つまり新製品が相対的に

高価格で，すなわちスタート･アップ期の原価で評価されたのである。この価格が，一年目

あるいは二年目のスタート･アップ期の高いコスト水準を反映しているとすれば，それは物

量単位の生産を表すものではない」（Трецкий, 1939, стр. 125）40。 

 

 

表 1-6 1930 年代半ばの工業製品価格（トン当たりルーブル） 

 見積りコスト 販売価格 

石炭  19.12  9.65 

鉄鉱石  10.20  5.70 

粗鋼 120.00 83.00 

セメント  46.31 27.13 

出所：Институт экономики Академии наук СССР （1963, стр. 75）． 

 

 

上で触れたように，1935-36 年に，五カ年計画開始後最初の価格改革が行なわれた。この

ときまでに工業製品価格は徐々に引き上げられていたのだが，賃金などのコストはそれを

上回る率で上昇し，多くの重工業部門で赤字が常態となっていた（表 1-6 参照）。そのため

この改革では，重工業の収益性を回復し，財政を圧迫していた補助金を廃止するために，

                                                   
40 この点は，西側における戦後の議論でも指摘されている。たとえば，「生産開始一年目における生産は

相対的に非効率的であり，コストは不当に高い。したがってその後の生産の増加により，大規模生産二年

目，三年目の価格が使用される場合にくらべて価値指数の値はより大きなものとなろう」（Gerschenkron, 

1947, p. 220）。あるいは，「1926/27 年価格の上方バイアスは，1926/27 年に生産されていなかった財が，

それが新製品として導入された年における各企業の現行価格生産コストをそのまま 1926/27 年価格と見な

されて指数に加えられるという慣行に原因があった」（Jasny, 1951b, p. 96）。 
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工業製品価格の引き上げが行なわれた（Столяров, 1969, стр. 56）41。またこれまで個別企

業が決定していたためにバラバラであった製品価格が全連邦で統一され，ここに始めて

1926/27 年不変価格の統一的リストが作られた。さらに，企業はこの価格リストに基づいて

報告を行なうことが義務化された42。この価格改定において特別の注意が払われたのが，新

たに出現した生産物の評価であった。すなわち，こうした生産物の価格は，それぞれの部

門統一価格リストに添付された特別規定に基づいて企業自身が決定することとなった。そ

の規定によれば，新製品の価格は，1935 年価格すなわち現行価格を基礎とし，リストの注

に掲載されている一定の係数によって 1926/27 年価格に転換することが定められた。また

該当する適当な係数が存在しない場合には，リストにある構造と品質において近接した製

品の係数に基づいて1935年卸売出荷価格を1926/27年価格の水準に変換しなければならな

いとされた。さらに，こうして新たに決定された価格は，毎年 6 月 1 日までに人民委員部

（後年の省）に伝えられ，最終的にツンフーが決定して公開することとなった（Ротштейн, 

1936, стр. 247- 248）43。しかしながら，ロトシュテインが予想しているとおり，これらの

規定を文言どおりに実行することは困難であった。すなわち彼は，次のような実施上の困

難を指摘している。まず，「構造および品質」上類似した生産物を見つけることは実際問題

として難しく，企業によって恣意的な判断がなされる可能性がある。また，ツンフーによ

って価格が決定されるまでに時間がかかり，その間に価格が変化する可能性がある。さら

には，新生産物と「類似した」生産物がいつ生産され始めたかによって，係数に差が出て，

たとえば類似生産物の生産が 1926/27 年に始まった場合には割引係数の値が大きく，また

それが 1934 年あるいは 1935 年に始まった場合には現行価格がほとんどそのまま 1926/27

年価格と見なされるなどの不合理が生ずることなどの問題点である（Ротштейн, 1936, стр. 

248-249）44。実際のところ，改革も事態の改善をもたらさなかった。つまり，「1935 年が

過ぎるとすぐに生産物のアソートメントに大きな変化が起こって多くの部門で新たなタイ

プの製品の製造が始まり，1939 年には，改革で作成された新たな 1926/27 年価格表はすっ

かり役に立たなくなってしまった。近々にも，大幅な追加と改定が必要となっている」

（Трецкий, 1939, стр. 125）という状況となったのである。 

1926/27 年不変価格による新製品の評価については，それが開発コストを含む一時的高価

格をもっているということのほかに，さらにもう一つの問題があった。それは，1926/27 年

価格が使われていた時期は，ソ連における持続的インフレーションの時期と重なったとい

うことである（第 3 章 3-2-2 参照）。このことが，新製品の名目価格さらに上昇させ，生産

                                                   
41 この改革の結果，全工業卸売価格は，1926/27 年価格を 87％上回った。しかしその後も続いたコスト上

昇の結果，1940 年には，工業卸売価格は 1926/27 年価格の 2.2 倍となった（Столяров, 1969, стр. 57）。 
42 しかし実際には，これらのルールの厳格な実施は，以下の本文に示したロトシュテインの予想どおり困

難であった。いわゆる「1926/27 年不変価格」による生産指数といわれるものの初期における内実がいか

に粗雑なものであったかについては，本章 1-5-7 参照。 
43 しかしこうしたルールは，必ずしも直ちに実施されたわけではなかったようだ。たとえば，新たな規定

によって生産報告を行なったのは工業人民委員部によって管理される企業に限定され，多くの工業協同組

合等は，しばらくは 1932 年価格あるいは現行価格で生産額を報告したという（Hodgman, 1954, p. 6）。 
44 ドッブは，1936 年の改革が新生産物の価格づけにおける従来の歪みを取り除いたとして改革を高く評

価しているが，これは改革の成果を過大評価しているように思われる（Dobb, 1948, pp. 35-36）。実際ノー

ヴは，1936 年の工業成長率（約 30％。表 1-9 参照）のジャンプを，改革がもたらした混乱を企業が利用

して価格を上方に修正した結果であるとしている（Nove, 1957, pp. 120-121）。 
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指数の上方バイアスをいっそう強めることになったと考えられる。第 3 章表 3-2 に引用し

たホルツマンの資料によると，1928-1937 年に生産財価格は 2.2 倍，消費財価格は国営商店

店頭で 7.0 倍，またバーグソンが推計した GNP から計算されるインプリシット･デフレー

タは，同じ期間に 1937 年ウェイトで 3.3 倍，1928 年ウェイトで 5.6 倍の上昇を示している

45。このことは，「1926/27 年不変価格」リストに載っているような既製生産物の価格が固

定されているのに対して，新生産物の価格は，導入される時点のインフレーションを反映

して旧生産物に対して割高になっていったことを意味する。こうして急激に生産が増大す

る新生産物は，生産増加が相対的に遅い旧生産物に対してオーバーウェイトとなって生産

指数をインフレートさせた。計画当局は，企業に対して，インフレーションを考慮して新

生産物価格を割引くようたびたび要求したが，情報の乏しい計画当局に対し，企業はでき

るだけ小さい割引率を選択することが可能だった。かくして新製品に与えられるウェイト

は，二つの点で過大評価されることになった。第一に，新製品価格は，結局のところ初期

費用に基づく名目価格であり，それは開発に伴う一時的なコストを含む割高なものであっ

た上に，一度設定された価格は 1926/27 年不変価格と見なされ，その後のコスト低下にも

かかわらず一定に維持された。第二に，この時期におけるインフレーションにより，後か

ら生産される新製品ほど相対的に高い名目価格をもつようになっていったことである。 

前述したとおり，1926/27 年不変価格の使用は 1950 年まで続いた。したがって基本的に

この年まで，上で述べたような要因が生産指数に上方バイアスを与え続けたと思われる。

このような状況は，1950 年以降どのように変化したか。上記二要因のうち，第二の持続的

インフレーションについては，1947 年末の通貨改革，また 1949 年の工業製品価格改定な

どの措置により，1950 年以降ほとんど姿を消し，あるいは制御可能な水準に抑えられた（第

3 章 3-2-3 参照）。しかしながら，第一の要因については，計画当局と生産企業とのあいだ

の非対称な情報が惹き起こす社会主義経済の特質に根ざしたものであり，次項で見るよう

な関連した問題をも引き起こしながら，その後も持続したと考えられる。 

 

1-5-3．擬似「新製品」 

ソ連における新製品問題には，市場経済には見られない，社会主義計画経済独特の問題

があった。一般に市場経済では，個別経済主体に対して競争圧力が働き，それぞれの主体

における資源の効率的な利用を促す。市場で評価されるような結果を挙げた主体には多大

な超過利潤がもたらされるが，通常「新製品」とはこのような超過利潤をもたらす可能性

のある技術革新を体化した製品をいう。他方，技術革新に失敗した主体には損失という罰

が与えられる。市場経済では，このような「アメと鞭」の仕組みが非常に効果的に機能し，

その結果として技術革新がもたらされる。経済主体は，基本的にその生存を市場による評

価に依存することを強制されるから，このような仕組みに敏感にならざるを得ない。つま

り市場経済は，このようなインセンティヴ･システム全体を受け入れるようなタイプの人間

の作り出すことによって，さらにそのシステムをいっそう効果的にしているといえるだろ

う。 

それに対して，社会主義経済は競争が欠如しており，したがってそれが生み出すような

                                                   
45 バーグソン（Begson, 1961, pp. 46, 48, 130）の Table 3, Table 4, Table 23 から計算した。 
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技術進歩を促す内在的圧力を，本来的にもっていない。そのため計画当局は，生産企業に

対して，現物単位あるいは価値単位で与えられた生産計画ばかりでなく，費用節減や労働

生産性の向上あるいは直接的な新製品の導入といった計画指標を与えることとなった。そ

して，これらの指標の達成あるいは超過達成を，企業長その他に対する物質的（そして精

神的）報酬とリンクさせることによって技術革新を促したのである。 

しかしながら，このようなインセンティヴ･システムは，よく知られているようなさまざ

まな歪みをもたらした。本章 1-3-2 で述べた生産量データの水増しなどの事例はその一端で

あるが，技術革新とそれに伴う新製品の生産についても同様の問題があった。一般に，計

画当局と生産者とのあいだには，生産物の具体的な生産について圧倒的な情報量の差があ

った。たとえば企業がある新生産物を開発した場合，それに要した資源やコスト，あるい

はその生産物の真の性能について，確実な情報をもっていたのは，それを開発した企業だ

けであった。ソ連工業企業は，このような情報の非対称性を利用した機会主義的な行動を

とりがちであった。すなわち企業は，旧製品をわずかに改良しただけで，あるいはほんの

表面上の変化を付け加えただけで，あるいはアソートメントに手を加えただけで，これを

「新製品」として当局に報告したのである。実際，ソ連企業がおかれた環境において，真

の技術革新に乗り出すにはリスクが多すぎた。第一に，多くの新しい工夫の実行には，工

具の付け替えや機械の入れ替えなどが必要であり，それは企業にとってもっとも重要な生

産量の確保に悪影響を及ぼすことになる。第二に，新技術の導入に伴って必要となる投資

には資金が必要であり，それを獲得するには上級管理機関の承認が必要であった。第三に，

新技術の導入に伴うリスク負担には何の報酬も伴わないかった。こうして技術革新は，最

も重要な義務指標である生産量，コスト削減などに否定的な影響を与えるおそれがあった。

つまり，「イノヴェーションは面倒を引き起こすかもしれないのである」（ノーヴ, 1971, 233

ページ）。したがって経営者は，多くの場合，従来と同じ方法で同じ製品を作っていくこと

を選んだ。この点で，旧製品に表面的な変更を施しただけの擬似新製品は企業長にとって

好ましいものだった。また買い手企業も，ソ連経済に固有の売り手市場という状況から，

実質的に値上がりした生産物を受け入れた。したがって，市場経済においてはその名に値

しないような，たとえば表面的な意匠を改めただけの製品が，計画経済においては，「新生

産物」として通用し，それに対して不当に高い価格が与えられた。そしてそのインフレー

トされた価格が，生産指数を押し上げたのである。 

この擬似「新製品」問題は，時期による大きさに違いはあっても，ソ連経済に絶えず存

在したことと思われる。たとえばノーヴは，1930 年代前半のソ連工業企業の状況を，次の

ように描写している。「コストは上昇し，それに伴って新製品につけられる価格も上昇し

た。･･･生産物につけられる『1926/27 年価格』が高ければ高いほど，そのような価格によ

って表現された計画目標を超過達成することが容易になった。かくしてどの企業経営者も，

どのような生産物であろうとそれを「新製品」と呼び，その製品に対して可能な限り高い

「基準年」価格を受け入れてくれるよう監督当局を説得しようとする強力なインセンティ

ヴをもった」（Nove, 1957, p. 119）。そして報告を受けた上級管理機関も，進んでこの評価

を認めた。計画目標の達成という点では，管理機関も企業と利害関係をともにしていたか

らである。さらに，上級機関がかりに本来の意味での技術革新を望んだとしても，報告さ

れた新生産物が真にそれを体現しているかどうかを判断することはできなかった。 
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それでも，前半期（1950 年代まで）のソ連については，全体としてその工業製品に技術

革新による品質の向上が見られたと評価することができるかもしれない。このような肯定

的な評価の例をいくつかあげてみよう。マーク･ハリソンは，少なくとも 1937 年までのソ

連経済の機械工業部門の生産に関する公式指数は，比較的正しく実質生産の動きを示して

おり，この指数は時には，品質の向上を過小評価していることを主張している（Harrison, 

2000; Харрисон, 2002）。その根拠は，彼が西側の独立推計の中でも比較的バイアスが少な

いと判断するムーアスティンの指数（Moorsteen, 1962, pp. 106-107）である。ハリソンの

判断によれば，機械部門の公式指数における隠されたインフレーション，すなわち上方バ

イアスが生じたのは，少なくとも 1937 年以降，おそらく戦後になってからであるという。

またハリソンは，品質改善のもうひとつの例として，第 2 次世界大戦開始前後から戦争中

のソ連の軍需生産を挙げ，「1944 年におけるソ連の爆撃機，タンク，火器は，それが 1941

年に配備されたものとはまったく別のもの（すなわち，品質のよいもの――栖原，注）に

なっていた」と指摘している（Harrison, 1990, p. 583）。 

あるいはグロスマンは，ソ連企業が計画達成を装うために行なういくつかの手段につい

て論じた後で，次のように総括している。「他の事情が変わらなければ」，計画経済におい

ては，品質を犠牲とした数量の追求やもっとも有利な商品内アソートメントの追求によっ

て，一定単位における生産物の使用価値の低下が生じるであろう。しかし，「もちろん他の

事情が一定でないため，われわれは以上の分析から，ソ連工業生産物の品質が常に低下し

てきたと結論づけることはできない。逆に，ソ連の歴史において，工業生産物の品質が全

体として向上した期間が，間違いなく存在したのである」（Grossman, 1960, pp. 77-78）。

出版年から判断すれば，グロスマンのこのような判断には，1957 年のソ連による人類初の

人工衛星の打ち上げが西側に与えた衝撃，すなわちいわゆるスプートニク･ショックが関係

していると思われる。たしかにスプートニクの打ち上げ以外にも，1950 年代のソ連におい

ては，その急速な技術革新を示す「世界初」の具体例を挙げることができる。たとえば原

子力発電所の操業開始，超音速旅客機の運行，鉄鋼生産における連続鋳造法の開発などで

ある。ハーニンは，これらを「数多くの，米国をしのぐ技術上の業績」と評価している（Khanin, 

2003, p. 1194）。もしもこうした「新製品」が真の技術革新を表すものであったとすれば，

それをもたらしたのは，企業間の競争に基づく「アメと鞭のシステム」であったはずはな

い。考えられる要因としては，間近に迫った戦争のもたらす緊迫感，あるいはスターリン

のテロルによる威嚇といった非経済的な圧力であろう。このような非経済的誘因による技

術進歩のメカニズムが十分に機能する場合には，ソ連体制にあっても上で述べたような内

実を伴う新製品を生み出すことができるかもしれない。しかし，スターリン時代が過ぎ去

り，緊張の時代が去ると，技術進歩を生み出す内在的な圧力が欠如しているという社会主

義の本来的な欠陥が表面化した。したがって，擬似「新製品」問題は，とりわけスターリ

ン死後のソ連経済で大きな問題となっていったと考えられるのである（栖原, 1995, 56 ペー

ジ）。 

実際このようなポスト･スターリン期は，ソ連において次第に経済的刺激が重視されてい

く時期と重なり合っている。「経済的刺激の重視」という傾向は，価格の不合理性をできる

だけなくしていく傾向といってもよいだろうし，第 1 次五カ年計画期に決定された企業に

関するホズラスチョート制（経済計算制，独立採算制）を内実化していく傾向ということ
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も可能である。たしかに，不合理な価格形成が行なわれ，その結果生じる企業の損失が国

家補助金でまかなわれるかぎり，企業は技術革新への真に積極的な志向をもつことができ

ないだろう。以下で述べる「暫定価格制度」は，補助金を削減するとともに企業に新製品

導入のインセンティヴを与える目的で行なわれた改革と捉えることができよう。 

そもそも五カ年計画が開始された当初は，ソ連工業における補助金の額はごく小さかっ

た。ハフディングは，1928 年の工業補助金を 5000 万ルーブル，すなわち同年の工業総生

産の 0.2％程度と見積もっている（Hoeffding, 1954, p. 44）。しかし前項で述べたとおり，

その後補助金は重工業製品低価格政策のために膨れ上がり，1936 年には価格改定を余儀な

くされた。この改定によって，ほとんどの重工業部門は利潤が出るようになり，その後 1940

年の改定でさらに補助金の削減が図られた。この結果，ソ連における工業製品価格の原則

である部門平均コスト＋ミニマムの利潤が達成されたという（Moorsteen, 1962, pp. 9-10）。

しかし第 2 次世界大戦が始まると再び補助金の支給が増大し始め，その状態は 1949 年まで

続いた。そこで同年に再び大幅な価格改定が行なわれて重工業製品価格が引き上げられた。

その後さらに 1955 年にかけて，今度はコストの全体的低下傾向を反映した価格引下げが行

なわれ，このように「引き続いて行なわれた価格改定によって，補助金は当時の既製品の

価格から実質的に姿を消した」（Berliner, 1976, p. 278）。 

しかしこのまま手をこまねいていると，以前の価格改定と同様，コスト構造が変わって

損失を出す企業が増え，したがって補助金の支出を余儀なくされる可能性があった。さら

に何よりも，補助金がなければ，初期投資にコストの必要な技術革新を体化した新製品の

生産が困難になるだろう。そこで 1955 年に導入されたのが「暫定価格」制度であった。す

なわち，暫定価格（временные цены）とは，新たな生産物の導入とともにその生産物に

与えられる一時的な価格であり，この価格は試運転を初めとするあらゆるスタートアップ･

コストを含む開発初期の高い費用に対応した価格であった。そして一定期間（通常 2 年間，

Социально-экономическая, 1981, стр. 425）を経過してスタートアップ･コストが消滅し，

平均コストが長期的正常レベルに近づくと，暫定価格に代わって新たなもっと低い，通常

の恒常価格（постоянные цены）が割り当てられた。かくして，既製品の場合に適用され

た恒常価格の原則は，新製品の場合に限って廃棄されたのである（Berliner, 1976, p. 278）。 

暫定価格制度は，導入されるや広く普及した。「1964 年において，機械部門の製品価格の

中に占める暫定価格の比率は 32％であり，鉱山用設備では 40％，繊維工業用設備では 41％，

建設機械設備では 45％等々であった」（Комин, 1971, стр. 117-118））。また「若干の機械

部門では，50％以上の製品が暫定価格で販売されている」（Комин, 1966, стр. 10）。暫定価

格の使用は新製品の登場によるものであるから，このような状況は技術革新の進展を意味

するのだろうか。もちろん，そうはいえなかった。「1955 年の新しい卸売価格の導入後，機

械部門における収益性が急速に上昇した。企業の関心を新製品の開発と生産に向かせるた

めに，暫定価格制度が導入されたからである。暫定価格は新製品開発期に定められ，その

後価格当局が決定する恒常価格に移行することになっていた。しかしながら，短い期間に

その数が増えたために，価格当局は暫定価格の有効期間を延長せざるを得なくなった。そ

の結果，暫定価格は恒常価格となり，そのために機械製品の価格水準の全般的上昇と生産

収益性の根拠のない増大が生じた。設備価格の上昇は，資本建設額の増加をもたらし，技

術進歩という課題の解決に新たな矛盾を生み出した。というのは，新たに生産されたタイ
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プの生産物の効率性が，時として古い機械や設備に比較して劣っていたからである」

（Комин, 1971, стр. 150）。以上に引用したコミン（国家価格委員会副議長）の文章が，問

題点の所在を明らかにしている。つまり暫定価格制度は，企業によって濫用されたのであ

る。実際，暫定価格の導入は価格当局の負担を大幅に増加させ，そのため本来であれば価

格見直しの時期が来たのちもそのまま暫定価格が使われた。また暫定価格承認に時間がか

かり，企業は非合法ではあっても未承認の暫定価格で新製品を販売するようになった。さ

らに，暫定価格は新製品を開発した企業からの費用見積りに依存していたから，企業は見

積りを水増しした。以上の結果，新製品を生産する企業の利潤率は，正常利潤と認められ

るレベルを上回ることになった。そしてさらには，既製品にわずかばかり手を加えただけ

の新製品，つまりは「偽りの技術革新」が盛んに行なわれるようになったのである（Berliner, 

1976, pp. 279-283）。 

容易に企業業績を向上させることのできる「新製品」の導入に対する志向は，1965 年の

経済改革以後においていっそう強まった。同年の「経済改革の本質は，個別企業内部にお

けるいっそう効率的な運営を刺激すること」であり，したがって「企業全体そして企業ス

タッフとりわけ経営者にとってのインセンティヴを強化することに主眼がおかれた」が，

「そうしたインセンティヴの源泉は企業の利潤であり」（Grossman, 1977, p. 131），そのた

めのもっとも安全で容易な手段の一つが，この暫定価格制度を利用することであったから

だ。もちろん管理当局は，こうした濫用を防ぐために，いくつかの改革を行なった。1966

年には，暫定価格が適用される生産物を，「ソ連で始めて導入された」製品に限ることとし

た。しかし，このルールも「ソ連で始めて生産された」製品が拡大解釈されるようになっ

たほか，早くも翌年には暫定価格適用の生産物が拡大される決定がなされたという

（Плотников, Гусаров, 1971, стр. 124）。さらに 1969 年に導入されたルールによると，新

製品は既存製品との違いに応じて三つのカテゴリーに分類されることになった。第一のカ

テゴリーは，既存製品を単に代替するにすぎない「代替製品」，第二のカテゴリーは，既存

製品に新たな技術的特性を加えることによって従来の生産物グループの枠を拡大するよう

な「改良製品」，第三のカテゴリーは，これまでにソ連において生産された生産物にいかな

る対応製品も見出すことのできないような「根本的に新しい製品」であった。そしてこの

第三のグループに属すると認定された生産物についてのみ，企業の申請に基づいてその企

業を監督する省が暫定価格を決定することが認められた（Borenstein, 1978, p. 475）。しか

し，このルールも厳格には適用されなかったようだ。まず，第三のカテゴリーである「根

本的に新しい製品」の定義があいまいだったからである。ルールからの逸脱に対する取り

締まりは，第一に国家価格委員会の責任であり，また実際に同委員会は査察部門をもって

いたが，それが経済全体の査察をもれなく行なうことは不可能であった。取り締まり機能

は共和国･地方レベルの価格当局，省そして企業自身に委ねられることになって，結局のと

ころ実効性を失っていった （Bornstein, 1978, pp. 484-488）。 

以上のような暫定価格制度以外にも，ある種の財･サービスについては，企業が直接に価

格を決定することができた。それは第一に，他企業からの一回限りの特別注文（разовые 

заказы）であり，第二に企業自らが使用するための生産物であった。これらもまた，価格

引き上げに利用された。特別注文価格の場合には，売り手市場というソ連経済の一般的環

境の中で，企業は標準的生産物との表面的な差などを強調することによって買い手に不当



53 

 

に高い生産物価格を強要することができた。また自家用生産物の生産の場合には，それら

も企業の総生産という重要な計画指標に含めることができたからである（Bornstein, 1978, 

pp. 475-476）46。 

ソ連経済という環境において高い価格を得ることができる擬似新製品問題をめぐる状況

は，工業の各部門について大きく異なっていたと考えられる。たとえば電力工業のように

生産物が同質かつ不変のものであれば，このような問題が生じることはなかろうが，生産

物の種類が多く生産物構成が多様であるような部門，たとえば機械工業のような部門にお

いて問題は最も激しかったとみなすことができるだろう。実際のところ「（ソ連のメディア

や文献において）公表されている過大な新製品価格に対する不満のほとんどは，機械や設

備に関するものである」（Grossman, 1977, p. 141）。しかしながら，実際問題としてこのよ

うな部門における擬似新製品の大きさを正確に示すことは，不可能に近い。この問題に関

する唯一の数量的研究として挙げることのできるのは，米国 CIA による論文であろう（CIA, 

1979）。この研究は，時期，部門などの点で非常に限られたものではあるが，ソ連工業製品

価格における隠されたインフレ率の測定を試みたものである。以下で，その分析方法と結

果の概要を紹介しよう。 

一般に価格上昇は，純粋な価格の引き上げばかりでなく，品質の改善によっても生じる。

そこで CIA は，1960-73 年におけるソ連の建設機械（スクレーパー，ブルドーザー，ロー

ラー，地ならし機，掘削機の 5 種類の生産物からなる），トラック，工作機械，クレーンを

とりあげ，まずこの期間におけるそれらの価格上昇を調査した。次に，それらの価格上昇

の中に占める品質改善に基づく価格上昇分を，ヘドニック法と呼ばれるテクニックを使っ

て分離し，純粋な価格引き上げの大きさの測定を試みた47。上記生産物についてしか推計が

                                                   
46 このセンテンスは，上掲ボーンステイン論文からのそのままの引用であるが，前に述べたように（1-3-1

参照），みずから原材料として使用する目的で企業内において生産された生産物は「総生産」には含まれな

い。ただしそのような生産物も，企業実績を判断する一つの成功指標であった。ここでのボーンステイン

の言葉は，その意味だろう。 
47 ヘドニック法では，価格をそれぞれの生産物がもつ品質特性の反映であると想定する。たとえば，自動

車のトラックの場合であれば，その各種モデルの価格は長さ，重さ，エンジン排気量等々の特性を反映し

てと考えるのである。CIA（1979）は，この方法を用いて次のように分析を進めた。すなわち，ある一定

のタイプの機械（たとえばトラック）について，そのモデル i の時点 t における価格を pitとし，それをそ

の品質特性（x1it, x2it,･･･,xnit）の関数であるとすれば， 

),....,( 21 nitititit xxxfp   

と書くことができる。分析の第一段階は，価格に影響を与える品質特性を分離することである。そのため

に，最小二乗法を用い，価格の，さまざまな品質特性上への回帰を求める。CIA（1979）では，具体的な

回帰式として以下のような半対数形が選ばれた。 

     nitnititit xxxp .......ln 21  

分析の第二段階は，品質特性の変化に基づく価格変化と純粋な価格変化とを分離するための新たな方程式

を推定することである。すなわち，上記回帰によって価格に有意な影響を与えると判断された品質特性に

加えて，1960 年から 1975 年の各年についてのダミー変数を加えた以下のような回帰式を推定する。 

itndndnitnititit DDxxxp    ......ln 1121  

このようにして推定された品質特性変数の回帰係数は，品質の改善に基づく価格変化を示す。そしてこの

ような品質と価格との関係が 1960-75 年において不変であるとすれば，純粋な価格変化は関数の上方シフ

トを引き起こし，その大きさはダミー変数の回帰係数によって示されることになる。こうして，品質の改

善によって正当化される以上の価格変化を示す価格指数を得ることができる。以上，CIA（1979, pp. 11-14）

を要約した。また一般的なヘドニック指数については，たとえば『指数の作成と利用』（2005, 223-227 ペ

ージ）を参照のこと。 
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行なわれていないのは，資料の制約によるものである。すなわち，ヘドニック法による価

格指数作成に必要な価格や品質特性に関するデータを得られることのできる機械というこ

とで，このような限られた生産物になったのである。それにもかかわらず，この論文は CIA

の組織的調査能力を遺憾なく発揮したものといえるだろう。結果は，表 1-7 に示したとおり

である。 

 

 

表 1-7 ヘドニック価格指数 

 建設機械 トラック 工作機械 クレーン 

1960 100.0 100.0 100.0 100.0 

1967 130.9 149.0 128.7 139.7 

1970 133.0 149.0 128.7 148.3 

1973 132.2 140.6 n.a. 135.3 

出所：CIA（1979, p. 17）． 

 

 

この表に示された価格上昇を，これらの機械を生産する企業が売り手市場というソ連経

済の一般的状況を利用して行なった正当化されざる価格上昇，すなわち擬似新製品問題の

指標と解釈すれば，確かにこの表は，ソ連経済にはそのようなインフレーションが存在す

る証拠と考えることができよう。しかしながら，表に示された数字の正確性については，

いくつも問題点を指摘できる。第一に，ここに挙げられているのはごくわずかな機械であ

って，これが機械部門全体を代表するものであるかどうかは明らかでない。第二に，表の

ヘドニック指数を導出するために用いられた品質特性はごく限られたものであり，もっと

重要な特性が存在する可能性がある。たとえばトラックの価格に有意に影響を与えるとさ

れた特性は，トラックの重量（連続変数），馬力（連続変数），全輪駆動（ダミー変数）で

あるかどうかの三つであるが，これ以外に重要な品質特性があるかもしれない。第三に，

そしてもっとも重要な問題点として，この回帰分析における従属変数である価格は，ヘド

ニック法が前提とする競争価格でない。すなわちヘドニック法では，新モデルと旧モデル

の価格比は，それぞれの限界生産力に比例しなければならないが，ソ連の状況においては

この条件が満たされることはない48。したがって，このような CIA の試みも参考程度と考

えざるを得ないのである49。 

この項の最後に，擬似新製品を含む新製品一般の生産規模を知るための簡単な試算とそ

の結果を示そう。表 1-8 は，ソ連末期の 1981-1990 年における機械部門の生産物 47 品目50

について，その物量単位の生産量から各生産物について 1981 年の生産量を 100 とする指数

を作り，それらの単純平均を求めて，それを公式機械部門生産指数と比較したものである。

1981 年と 1990 年の生産量を物量単位でくらべると，それらの 47 品目中 33 品目が減少し

                                                   
48 この点については，CIA 論文自身も認めている（CIA, 1979, pp. 19-20）。 
49 これまでの記述から明らかなように，CIA はソ連工業生産物に正当化されざる価格引き上げ以外に，品

質の向上に基づく価格の引き上げがあったとみなしているが，ハーニンは逆に生産物の品質は低下してい

たと主張する。「生産数量を追求したために，消費財にも生産財にも，むしろ品質の低下が生じていたので

ある」（Ханин, 1993, стр. 116）。 
50 これらは，第 2 章以下のわれわれの生産指数推計に使われた生産物である。 
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ているのに対し，増加しているのは 14 品目にすぎない51。個別製品に関する物量単位生産

指数を単純平均すると，表に示したように 1981 年に 100 であった指数は，1986 年まで毎

年わずかながらも増加するが，同年をピークとして急速に減少し始め，1990 年には 91.1

となる。それにもかかわらず公式の生産指数は単調に増加して 1990 年で 157.0 である。前

にも述べたとおり，ナルホーズは，1981 年以降の生産指数は 1982 年 1 月 1 日現在の企業

卸売価格で計算されていると主張する52。試算に使った 47 品目が十分に機械部門を代表し

ているかどうかは疑問だが，それにしても 1986 年までの両指数の乖離は顕著であるし，そ

れ以降に多くの生産物の物理的生産量がかなりの速度で減少しているのに対して，公式生

産指数が逆に上昇しているのはまことに奇妙である。47 品目に含まれていない軍需品生産

が指数を押し上げているとは考えにくい。米国 CIA によれば，ソ連政府による軍需品の調

達は 1984 年まではほとんど一定水準，1985-1987 年において年率 5％で「急速に増加」，

しかし1988-1990年において年率マイナス7.6％で「急速に減少」しているという（Firth and 

Noren, 1998, p. 101）。おそらく 1981 年において既製品であった軍需生産の公式指数への

影響は，多く見積もっても中立的といえるだろう。したがって，この期間の公式生産指数

の不可思議な上昇の多くの部分が，1981 年以降に登場した新製品によって説明されること

になるだろう53。そしてそのような新製品のうちの相当の部分が，擬似新製品によって占め

られているのではないかと疑われるのである。 

 

 

表 1-8 機械部門の物量単位生産指数と公式生産指数（1981 年指数＝100） 

 1981 1982 1983 1984 1985 1986 1987 1988 1989 1990 

平均物量生産指数 100.0 100.2 100.9 102.9 103.9 105.0 98.3 97.1 92.4 91.1 

公式生産指数 100.0 104.7 111.3 118.9 127.4 136.8 144.3 151.9 155.7 157.0 

注：物量単位平均生産指数は，本書生産指数推計に用いられた機械部門製品のうち，1981-1990 年の各年

における物量単位生産量を知ることのできる 47 品目について，個別生産量を指数化してそれらの単純幾何

平均を求めたもの．公式生産指数は，ナルホーズ（Нархоз в 1988 г., стр. 337; в 1990 г., стр. 402）より，

比例計算で求めた． 

 

 

1-5-4．生産額ウェイトと付加価値ウェイト 

ソ連における工業生産指数について西側で問題となったプロセスに，指数作成の際のウ

ェイトとして付加価値が使われておらず，価格が使用されているということがあった。す

なわち，ソ連の生産指数が，付加価値生産指数ではなくて総生産指数であり，これが実質

成長過大評価の一因となっているのではないかという指摘である。 

                                                   
51 生産量が増加しているのは，「自転車」「電球」「テレビ」「ラジオ」「家庭用洗濯機」「家庭用冷蔵庫」「電

気アイロン」「カメラ」「時計」など耐久消費財がほとんどで，「工作機械」などの工業用機械，「トラクタ

ー」などの農業用機械，「掘削機」などの建設用機械では大半の製品の生産が減少している。 
52 ナルホーズ（Нархоз в 1987 г., стр. 689）。ただし，そのように明記されているのは，ナルホーズ 1987

年版までで，1988-1990 年の各版においては詳細な説明が省かれている。もちろん，計算方法が変更され

たとの記述もない。 
53 のちに説明するように，この時期において新製品以外の要因が上方バイアスに大きく作用したとは考え

にくい。 
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前述したとおり，公式統計の工業生産指数は，すべての工業企業の生産額を合計するこ

とによって作成される。したがって，中間生産物の価値は，中間生産物が生産の各段階で

原材料の項目としてあらわれるたびに，繰り返し算入される。もちろんこの二重計算は，

各生産物をその付加価値で評価すれば避けることができる。つまり総生産は，繰り返され

る二重計算の分だけ付加価値合計よりも大きいが，その差は，工業における垂直的統合の

度合いが低ければ低いほど，つまり相互に取引のある工場が，統計報告上別個の企業と見

なされればされるほど，大きくなる。しかしこれは，生産総額における付加価値合計から

の乖離に関するもので，成長率には影響しない。生産総額による成長率が影響されるのは，

企業の統合度合いが変化する場合である。つまり，もしも企業組織上，統合の動きが生ず

れば，総生産額に基づく指数はそれまでよりも過小評価の傾向が出るであろうし，逆に企

業の個別化･専門化が進めば，あるいはまた原料加工の技術的連鎖が長くなれば，過大評価

の傾向が出てこよう。そしてロシアの経済学者クドロフによれば，まさに後者のような動

きが，とりわけ 1930 年代のソ連に見られたという（Кудров, 2004, стр. 59）。あるいはホ

ッジマンは，同じ 1930 年代に，企業および管理当局が，その成功指標である生産総額を人

為的に増やすために，企業を分割して生産の報告主体を増加させる傾向のあったことを指

摘している（Hodgman, 1954, pp. 4-5）54。またシートンは，最近 10 年間（論文の初出は，

1957 年）においては，「専門化と協働」を強化するという原則が打ち出され，以前ならば統

合された大生産単位の一部門であった専門化された作業場が，母体から切り離され独立し

た企業として設立される傾向が強まっていることを指摘した上で，「おおよそ1950年以降，

二重計算に基づく上方バイアスを新たに（あるいは今までよりもいっそう）含むに至った」

（Seton, 1958, p. 5）と述べている55。あるいは CIA は，1970 年代あるいはそれ以前にお

いて盛んにいわれた企業分割による専業化のキャンペインから，「このことが二重計算を増

加させ，総生産の上方バイアスを促した」ことを主張する（JEC, 1982, p. 185）。 

実際に報告主体である企業の数の推移を知るのは，容易ではない。それでも，次のよう

なことがいえそうである。すなわち，1934 年工業センサスの結果によると，1933 年のソ連

における工業企業数は，大規模工業が 37,238，小規模工業が 282,401，合計 319,639 であ

った（ЦУНХУ, 1935a, стр. 13）56。ただし，これには林業企業あるいは漁業企業は含まれ

                                                   
54 ホッジマンの主張の根拠の一部は，ロトシュテイン（Ротштейн, 1936, стр. 325）の記述である。すな

わち，「プチロヴェツ･トラクター工場」は，1926/27 年には年間 700 台のトラクターを生産したが，1931

年には数万台を生産するようになった。これらは当然のことながら，総生産に加えられるが，1931 年まで

に同工場は分割を重ね，傘下に部品を製作する 16 の小工場を抱えるようになっていた。そしてこれらの小

工場による部品生産も，1931 年の総生産に加えられたという。しかしホッジマン自身も指摘しているよう

に，ロトシュテインは，企業の組織的な統合が進んだ逆の例も挙げており，こうした現象が全体として生

産指数を押し上げる働きをしたのか逆に引き下げる働きをしたのかは定かでない。いずれにしてもホッジ

マンによれば，企業の分割あるいは統合は，たとえば 3-2 で挙げた要因にくらべればバイアスの発生に大

きな役割を果たしてはいないという（Hodgman, 1954, pp. 4-5）。 
55 シートンは，以上のような見解がガーシェンクロン（Gerschenkron, 1953）の見解と異なると述べてい

る。ただしガーシェンクロンは，必ずしも報告主体である企業数の問題には言及していない。シートンの

言葉は，ガーシェンクロンが，1950 年前後の価格改定などによって，「（1950 年から導入された）新しい

（生産）指数は工業生産成長率を過大評価するよりは過小評価する可能性が大きいと思われる」

（Gerschenkron, 1953, p. 20）と述べていることをさしていると思われる。 
56 1934 年工業センサスは，1933 年において活動していた原動機を持つすべての工業企業，および原動機

のない場合には 3 人以上の労働者を持つすべての企業が対象になった。コルホーズあるいはソフホーズに
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ていない。またわれわれが次に企業数を知ることができるのは1954年であると思われるが，

同年においては，大規模･小規模の国有企業が 212,000，協同組合企業が 114,000 以上，消

費協同組合企業が約 28,000，コルホーズ企業が約 400,000，総計で 754,000 以上の工業企

業があった（ЦСУ, 1956a, стр. 42）。もしも 1933 年の 319,639 と 1954 年の 754,000 が比

較可能なものであり，またこれが統計上の報告単位を表しているとすれば，たしかにこの

期間においては相当な企業数の増加があったといえる。しかし，この増加のうちのどれだ

けが実質的な生産の増加に対応するものであり，またどれだけが単なる報告単位の分割に

よるものかを明言することはできない。その後，企業数の統計はナルホーズから姿を消し

たが，再びナルホーズからその数を知ることのできる 1966 年には，46,900 あまりとなっ

ていた57。この数字は，1954 年における 354,000 以上に対応すると考えられるので，企業

数はこの間（1954-1966 年）に激減したものと判断される。つまりこの間に，おそらくは

計画作成を容易にしようとする計画当局の意志によって，大きな企業統合の波があったと

いうことである。その後企業数に，多少の変動は見られたが，1990 年の 46,700 まで，大

きく変化したということはなかった（Нархоз в 1990 г., стр. 348）。以上を考慮すると，1930

年代および 1950 年代には，総生産額に基づく生産指数は，多少の過大評価の傾向をもって

いたかもしれないが，その後 1966 年まではむしろ過小評価の傾向を生み出し，その後は，

総工業生産指数に対してほとんど中立的であったといえるのではないかと思われる。 

ソ連の生産指数が，付加価値生産の指数でなく総生産の指数であることに関連して，も

う一つ別のタイプの批判が存在する。工業化に伴って，原料集約的工業部門（機械工業，

化学工業等）の生産は，要素集約的部門（鉱業，製鉄工業，非鉄金属工業等）の生産より

も伸び率が高くなると考えられるが，もしそうであるとすれば，価格（それは，当然なが

ら原料コストを含む）をウェイトとする指数は，原料コストを含まない付加価値をウェイ

トとする指数よりも，原料集約的産業の成長をいっそう強調することになるはずである。

したがって，ソ連の総生産指数は，付加価値指数に比べると上方へのバイアスを含むはず

である，という批判である（JEC, 1982, p. 186; Кудров, 2004, стр. 59）。しかしながらこ

の議論に対しては，シートンの反論が当てはまるように思われる。すなわち，一般に消費

財工業（軽工業および食品工業）は，機械工業あるいは化学工業と同様，あるいはそれ以

上に原材料集約的であるが，この消費財工業の伸びが異常に緩慢であったことがソ連工業

化における特徴の一つとなっているから，総生産指数は，成長率の高い機械工業や化学工

業とともに，成長率の低い軽工業や食品工業の趨勢も強調されることになり，必ずしも付

加価値ウェイト指数にくらべて上方バイアスを含むとはいえないという反論である（Seton, 

1958, p. 4）。かくして，ソ連の生産指数が総生産指数であるということが，その上方バイア

スの原因であるという説は，少なくとも 1960 年以降のソ連経済にとっては必ずしも大きな

説得力をもたないと考えられる。 

 

                                                                                                                                                     
ついては，1 人あるいは 2 人の労働者のいる修理工場も対象とした（ЦУНХУ, 1935a, стр. 13）。 
57 ナルホーズ（Нархоз в 1970 г., стр. 132）によれば，1966 年において計画化と経済的刺激に関する新

システムに移行した工業企業の数は 704 で全体の 1.5％であった。本文の工業企業数は，これにより計算

した。なおこのほかに，コルホーズ企業等があり，その数は 1974 年においては 30 万以上を数えた（Нархоз 

в 1974 г., стр. 167）。 
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1-5-5．カヴァレッジの変化 

ジャスニーは，初期の公式工業生産統計のカヴァレッジが十分でなく，それが十分にカ

ヴァーされていく過程において工業生産成長の過大評価が生じたと指摘した。たとえば，

初期においては小規模工業における生産が当局によって十分に把握されなかった。そのた

め，のちに小規模工業が国営化されて大規模工業に編成されるに従って，その分だけ生産

が拡大した外観を与えることになる（Jasny, 1947, p. 302）。近年でもクドロフは，統計の

出発点である1913年の生産をできるだけ小さくすることによってその後の成長を大きく見

せようとする統計当局の意思の存在を示唆している（Кудров, 2004, стр. 56）。また，領土

の変更についても同じことが当てはまる。すなわち，1945 年以降の生産を 1913 年の生産

と比較する場合，1913 年の数字は，帝政時代の版図を 1922 年のソ連成立時の縮小した領

土にあわせて下方修正したものであるのに対して，1945 年以降のデータは第 2 次大戦など

によって拡大した領土の数字をそのまま修正せずに用いている。したがって，領土拡大に

よる生産増大が真の生産増大と混在しているという指摘である（Jasny, 1950, p. 93; 1962, p. 

48）。 

最初に，大規模工業と全工業の生産統計についてとりあげよう。そもそも帝政ロシアの

統計では，「工業」とは鉱業および製造業を意味したが，ソ連期における工業の定義には，

鉱業および製造業（電気およびガスの生産を含む）に，漁業，林業（木材伐採，製材）お

よび「工業的性格の労働（すなわち修理など）」の活動が加わった58。工業はいくつかの方

法で部門分類されるが，特に 1930 年代半ばまでにおいて重要であったのは，上述の大規模

工業と小規模工業の区別であった。この区分も帝政時代に由来しているが，1918 年に行な

われたソ連期最初の工業センサスにおいてもこの区分が踏襲され，大規模工業のみが調査

の対象となった。ここでいう大規模工業に属する企業とは，機械動力を利用する場合は 16

人以上を雇用する企業，機械動力を利用しない場合は 30 人以上を雇用する企業をさす。こ

の 16 人あるいは 30 人という区分はその後も維持されたが，このほかに部門によって付加

的な条件がつくようになった。このようにセンサスの対象となる企業の集合は，センサス

工業と呼ばれた。したがって大規模工業とセンサス工業とはほぼ同義語であったが，通常

センサス工業という場合には，漁業，林業および修理工場は除外されていた59。 

表 1-9 に，1950 年代に発表された公式統計およびその発表以前の 1940 年代にガーシェ

ンクロンが編集した，大規模工業と全工業の生産増加を示す60。公式統計の数字に示されて

いるように，生産増加率は大規模工業のほうがかなり高い。小規模工業に比較すると，大

規模工業は，内戦期にはとりわけ落ち込みが激しかったが61，1920 年代半ばに戦前レベル

                                                   
58 ソ連における「工業」の厳密な定義については，第 2 章 2-3-1 参照。 
59 大規模工業，センサス工業のほかに当時の統計集にしばしば登場する言葉として，「工場工業

（фабрично-заводская промышленность）」という用語がある。この言葉は，ほとんどの場合「大規模

工業」と互換可能ではないかと思われる。 
60 表 1-9 に示した全工業の生産額および生産指数は，1939 年 9 月 17 日よりも前のソ連領土における 1913

年の生産額に基づくものである。ソ連統計当局は，1960 年版のナルホーズまではこの数字を用いていたが，

本文で後述する通り 1961 年版以降のナルホーズにおいては，第 2 次大戦前後に拡張した新領土を含めた

ソ連領における 1913 年の生産を基準とした指数を公表するようになり，かつての指数の公表は取りやめら

れた。ただし新たな生産系列については指数のみの公表であり，しかも 1913 年から 1940 年に至る期間の

中間年については，旧系列の指数をそのまま用いている。この点については，第 6 章，6-2 も参照のこと。 
61 この時期の生産の落ち込みと統計の混乱については，ノーヴ（1982, 72-75 ページ）参照。グフマンは，
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を回復し62，五カ年計画期には小規模工業をはるかに超える成長を示した。またこの間に小

規模工業の実質生産額にそれほど大きな変化はなく，したがって 1913 年では全工業の 68％

であった大規模工業の生産額シェアは63，1928 年には 78％，1932 年には 90％，1937 年に

は 94％へと伸びていった。 

確かに 1920 年代には，工業生産統計の多くは大規模工業に関するもので，それにくらべ

ると小規模工業に関する統計は質量ともに見劣りがした。ツェエスウーは，1925/26 年以降

毎年大規模工業について調査を行なうようになり，1930 年までには統一的な形式による年

次統計報告のシステムを導入したが，小規模工業については 1929 年まで定期的な報告シス

テムをもたず，その統計は，税務機関のデータと 1925 年に行なわれた小規模工業センサス

の際に得られた古い情報に依存していた。工業全体に関する統計の必要性が感じられるよ

うになった 1929年には私的部門を含めた小規模工業のセンサスが行なわれ，さらに 1931，

1932 年にはアンケート形式による調査が行なわれたものの，ツェエスウー（1931 年 12 月

からはツンフー）の地方組織がうまく機能せず失敗に終わった。この経験を生かす形で大

規模･小規模をあわせた 1933 年に関するセンサスが行なわれ，結果は，1935 年版の統計年

鑑『社会主義建設』（ЦУНХУ, 1935a）などに掲載された。それをきっかけに小規模工業に

ついて隔年でセンサスが実施されるようになり，ようやく小規模工業統計も整備されるよ

うになったのである（Ежов, 1966, стр. 399-400; Grossman, 1960, pp. 14-15）。 

 

 

表 1-9 大規模工業と全工業の生産 （公式生産額：100 万 1926/27 年不変ルーブル） 

 大規模工業 全工業 

公式生産額 公式指数 
ガーシェン
クロン指数 

公式生産額 公式指数 
ガーシェン
クロン指数 

1913 11,045 100 100 16,249 100 100 

1921 2,319 21 20 5,037 31 ― 

1925 8,325 75 75 11,825 73 ― 

1926 11,895 108 108 15,895 98 ― 

1927 13,492 122 124 17,992 111 ― 

1928 16,833 152 154 21,433 132 111 

1929 21,025 190 194 25,725 158 158 

1930 27,477 249 252 31,377 193 196 

1931 33,903 307 315 37,803 233 238 

1932 38,843 352 359 43,343 267 266 

1933 42,030 381 381 45,724 281 281 

1934 50,477 457 457 54,477 335 336 

1935 62,137 563 527 66,782 411 412 

1936 80,929 733 733 85,929 529 529 

1937 90,166 816 816 95,532 588 589 

1938 100,602 911 909 106,834 657 654 

1939 116,083 1051 ― 123,980 763 763 

1940 129,447 1172 ― 138,441 852 852 

                                                                                                                                                     
1920/21 年には工業生産は戦前の 15％まで落ちたと述べている（Гухман, 1929, стр. 172）。 
62 デイヴィスによれば，1926/27 年に 1913 年レベルの工業生産を回復したというのは，過大評価である

という。さらに，少なくとも大規模工業の生産のピークは 1913 年ではなくて 1916 年であるから（1913

年から 1916 年のあいだに資本財および軍需品の生産が伸びた），これらの部門の生産回復の指標としてふ

さわしいのは 1913 年であるよりは 1916 年の生産であろうとしている（Davies, 1994, p. 135）。 
63 1913 年における大規模工業のシェアについては，のちに触れる。 
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注：公式指数の出所は，ЦСУ СМ СССР（1956a, стр. 45），公式生産額の出所は，Бузлаева（1969, стр. 

111）．ただし，1921 年，1939 年，1940 年については，同書に記載がないので，公式指数から計算した．

ブズラエヴァによると，生産額は 1938 年全連邦工業センサスの結果であるという．なお，R. W. デイヴィ

スらによると，1932 年の公式指数は，過大評価であるという（Davies, Harrison and Wheatcroft, 1994, p. 

294）．“―”は，ガーシェンクロンが指数を編集したときには不明であったことを意味する．また大規模工

業に関するガーシェンクロン指数の 1913-1932 年は，林業および漁業を除く大規模工業，つまりセンサス

工業の生産指数．ガーシェンクロン指数の出所は，Gerschenkron（1947a, p. 218）．なおガーシェンクロ

ンは，次の資料から指数を編集した．大規模工業 1913- 1932：ЦУНХУ（1936a, стр. 3），1933-1938：ЦУНХУ 

при СНК СССР（1939, стр. 34）．全工業 1928, 1931, 1932：ЦУНХУ（1934, стр. 24），1929, 1933, 1938：

ЦУНХУ при СНК СССР（1939, стр. 36），1935, 1936, 1937：League of Naitons（1942, p. 159），1930：

1929 年および 1931 年の指数の幾何平均，1934：Госплан СССР, Основные показатели народно- 

хозяйственного плана на 1936 год, Москва, 1936, стр. 8，1939：S. N. Prokopovicz, Russlands 

Volkswirtschaft unter den Soviets, Zurich – New York, 1944, pp. 176, 181, 195，1940：Н. А. 

Вознесенский, «Закон о пятилетнем плане восстановления и развития народного хозяйства СССР 

на 1946-1950 году», Правда, 21 марта, 1946, стр. 3．なお，Gerschenkron（1947a, p. 218）には，

1913-1932 年に関する大規模工業指数の出所として，ЦУНХУ（1935a, стр. 3），1928，1931，1932 年に

関する全工業指数の出所として ЦУНХУ（1934, стр. 36）とあるが，誤りと思われるので上記のように改

めた． 

 

 

このような事情で，ガーシェンクロンが工業生産指数を編集した 1940 年代には，表 1-9

に見られるように，1927 年以前の全工業生産指数は公表されていなかった。したがって，

大規模工業生産の伸びがソ連工業全体の伸びであるかのような印象を与えたかもしれない。

しかしながら，公式統計では，大規模工業の生産統計である場合には必ずその旨明記され

ていたのであって，ソ連統計当局がそれを全工業の数字であると偽ったことはない。おそ

らくジャスニーの主張に意味があるとすれば，初期において小規模工業の生産が統計当局

に十分に捕捉されていなかったという点だろう。確かに，1920 年代における小規模工業の

生産統計については，大いに疑問がある。たとえば，表 1-9 の全工業に関する生産額は 1956

年になって初めて公表されたものだが，その数字，とりわけ小規模工業についてのそれが

どのようにして得られた数字であるのか，詳しい説明は付されていない。ジャスニーは，

ガーシェンクロンの1928年の指数が私的生産を除く小規模工業生産に基づく数字であるこ

とを指摘して（このことは，ЦУНХУ（1934, стр. 24）の注から確認できる），「ガーシェン

クロンは十分注意深くはなかった」と批判し，正しい全工業生産額は，ガーシェンクロン

が依拠した 180 億ルーブルではなく 218 億ルーブルであったとしている（Jasny, 1950, p. 

94）。これに対してガーシェンクロンは，自分の示した数字はソ連統計当局が示した数字を

基にしたものであることはすでに論文中で断っていると反論しているが（Gerschenkron, 

1950, p. 251），確かに当時公表されていた統計にはこのような混乱を惹き起こすだけの曖

昧さがあった64。 

                                                   
64 それにしても，1950 年の時点でジャスニーはどのようにして 218 億ルーブルという数字を得たのだろ
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またジャスニーは，「（参照基準年となる）1913 年の生産額を当年価格から 1926/27 年不

変価格に変換する際に低い係数を用いることによって」（Jasny, 1950, p. 94），その後の生

産指数の伸びを大きく見せていると主張した。このことの当否は不明だが，1913 年におけ

る大規模工業の生産額が同年の小規模工業生産額に比して小さくなっているのは確かなよ

うに思われる。すなわち，公式統計では 1913 年の大規模工業生産を，表 1-9 に示したよう

に 1926/27 年価格表示で 110 億 4500 万ルーブル，小規模工業生産を 52 億 400 万ルーブル

としている。すなわち大規模生産は小規模生産の 2.1 倍の大きさである。しかしこの比率は，

他の多くの統計が示しているものよりもだいぶ小さい。たとえばファルカスは，その比率

を 2.5 倍（減価償却を考慮しなければ 2.6 倍）と見積もっているし（Falkus, 1968, pp. 55, 66），

グフマンは 3.1 倍（Гухман, 1929, стр. 187），プロコポーヴィチは 3.3 倍（Falkus, 1968, p. 

53）と推定している。ソ連統計当局による見積りが意図的なものかどうか，さらには大規

模工業生産のウェイトの相対的な小ささが1913年の全工業生産の低評価につながるもので

あるかどうかは不明だが，ジャスニーの疑惑ももっともであるといえよう。 

次に，ソ連領土の拡大と生産指数との関係について述べよう。ソ連の版図は，1939 年か

ら 1940 年にかけて急激に拡大した。表 1-10 に示したように，面積で 45 万 3300km2，人

口で 2200 万人の増加である65。1939 年よりも前に公表された工業生産統計は，ソ連邦成立

後については，それぞれの年におけるソ連の版図によるものであったが66，帝政期の 1913

年についても，1939 年 9 月以前の版図における生産が推計されていた。したがって，対象

地域の一貫性が保たれていたという意味では，1939 年以前の統計についてはほとんど問題

ないといっていいだろう。問題は 1940 年以降の統計であるが，領土の変更をどのように処

理するかについてはそれぞれに根拠のあるいくつかの方法が考えられる。そのうちソ連当

局のとったやり方は，「ソ連期におけるデータは，それぞれの年のソ連領土に基づく」（ЦСУ, 

1956a, предисловие）というものであった。ジャスニーがいうように，何の注釈もなしに

これを行なえば統計の偽造といえるかどうかはともかく不正直なやり方といえるだろうし，

実際にもそれが行なわれていた（Jasny, 1950, p. 93, footnote 4）。しかし，1956 年に統計

年鑑（ナルホーズ）が刊行されるようになると，その序文に上述の但し書きが見られるよ

うになり，また 1913 年についても，「何の注釈もない場合，1913 年のデータは 1939 年 9

月 17 日よりも前のソ連国境に基づく」と明記されるようになった67。これは，説明の明瞭

性という点で大きな進歩といえるだろう68。 

                                                                                                                                                     
うか。1956 年に公表された 1928 年の総生産額は，表 1-9 にあるように 214 億ルーブルであった。 
65 ジャスニーの見積りによれば，このときの領土拡大によって，1940 年の工業生産は約 6％増大した

（Jasny, 1951a, p. 22）。 
66 中央アジアにおいては，1924 年 10 月にウズベク共和国およびトルクメン共和国がソ連邦に加盟した。

この 1924 年 10 月以降は，これら 2 共和国の生産統計が統計集に見られる（たとえば，ЦСУ（1927, стр. 

215 ）参照）。カザフ共和国およびキルギス共和国は，ロシア共和国から独立する形で 1936 年に成立した。

またタジク共和国は，ウズベク共和国から独立する形で 1929 年に成立した（『新版 ロシアを知る事典』

980, 985, 988, 992, 997 ページ）。 
67 1939 年 9 月 17 日は，同年 8 月に締結された独ソ不可侵条約の「秘密議定書」に基づき，ソ連がポーラ

ンドに侵攻を開始した日である。 
68 これについてもジャスニーは，「この問題は最近の統計集においては以前よりも正しく取り扱われるよ

うになったが，まだ完全ではない。･･･このような注釈は，ほとんど誰も読まない序文においてなされてい

るからだ」（Jasny, 1962, p. 4, footnote 3）と不満を漏らしている。 
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表 1-10 ソ連領土の拡大（1939-1940 年） 

併合された地域 併合の日付 
      面積 

    (1000km2) 

    人口 

     (1000 人) 

ポーランド諸県 1939 年 11 月 1-2 日 194.8  12,500  

フィンランド諸県 1940 年 3 月 12 日 35.2  ―   

ルーマニア諸県 

 ベッサラビア 

 ブコヴィナ 

 

1940 年 8 月 2 日 

1940 年 8 月 2 日 

 

44.3  

6.0  

 

3,200  

500  

リトアニア 1940 年 8 月 3 日 59.9  2,925  

ラトヴィア 1940 年 8 月 5 日 65.8  1,951  

エストニア 1940 年 8 月 7 日 47.4  1,122  

合計 453.3  22,200  

注：出所は，League of Nations （1943, p. 20）． ソ連に併合されたフィンランド諸県の人口（約 45 万人）

の大部分は，当時フィンランドに疎開していた． 

 

 

なお，ナルホーズ 1961 年版からは，1913 年のデータが，「1939 年 9 月 17 日よりも前の

ソ連領土」ではなく，「現在のソ連領土」すなわち最終的なソ連領土に基づくものとなった

（Нархоз в 1961 г., предисловие）。それに伴って，従来公表されていた工業生産指数にも

変更が生じた。すなわち，1940 年以降を指数の参照基準年（指数を 100 とおく年）69とす

る場合には変化がないが，たとえば 1913 年を参照基準年とおく指数系列においては，1940

年の値が，従来の 852 から 769 に縮小し，以下の年についても同様の変化が生じた（表 1-11

参照）。しかしながら，ソ連統計当局は，1914 年以降 1939 年までの年について最終的なソ

連領土に基づく工業生産額を計算することは断念したようで，たとえばナルホーズ（Нархоз 

в 1962 г., стр. 117）には，1913 年を 100 とした 1917 年，1921 年，1924-1940 年，1944-1962

年の生産指数が掲載されているが，1917 年，1921 年，1924-1939 年については，1939 年

9 月 17 日よりも前の領土に基づく指数（すなわち表 1-11 の指数 A）の値がそのまま記載さ

れているのに対し，1940 年以降は最終的なソ連領土に基づく指数（すなわち表 1-11 の指数

B）である。すなわち公式統計においては，異なる系列の指数が，何の調整もされずに 1940

年で連結されていることになる。 

 

 

表 1-11 1913 年の生産額変更に伴う生産指数の変化 

 指数 A 指数 B  指数 A 指数 B 

1913 100 100 1950 1476 1332 

1940 852 769 1955 2729 2463 

1945 782 705 1960 4471 4032 

注：指数 A は，1913 年の生産額を，1939 年 9 月 17 日より前のソ連領土について計算した場合，指数 B

は，1913 年の生産額を，最終的なソ連領土について計算した場合．出所は，ナルホーズ（Нархоз в 1961 

г., стр. 169）．ただし指数 B の 1960 年の値は，ナルホーズ（Нархоз в 1962 г., стр. 117） に従って，4035

を 4032 に改めた． 

                                                   
69 本書では，指数を 100 とおく年を「参照基準年」と呼ぶこととする。指数のウェイトがとられる年であ

る「ウェイト基準年」と別の年である場合も多い。 
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同じ 1940 年の実質工業生産を A 系列では 852 と評価し，また B 系列では 769 と評価し

ているのだから，1913 年における新領土を含めたのちのソ連領土における生産は，旧領域

による生産を 10.8％程度上回っていることになる。また，1961 年版ナルホーズから 1913

年におけるこの新領域における基準とした B 系列生産指数を公表し始め，A 系列指数の公

表を取りやめたということは，全体として指数の成長率を若干ながら小さくする方向への

変化ということになる。この点からすれば，ソ連当局は，常に経済成長を大きく見せる方

向にばかり気を配っていたわけではないということの一つの証拠といえるかもしれない70。 

 

1-5-6．軍需工業 

クドロフは，ソ連公式統計における上方バイアスの原因として，しばしば軍需工業の重

要性をとりあげている（Кудров, 1993, стр. 124; 2004, стр. 61）。彼の主張の要点は，次の

とおりである。ソ連工業生産の大きな部分は軍事工業コンプレクスの生産であった。この

生産部門における生産額の評価は，秘密のヴェールに覆い隠され，それが適正なものであ

るかどうかはチェックされてこなかった。したがってこの部門においては，統計における

恣意的な要素は特に大きかった。特に，ソ連の軍需製品の価格は，当初から伝説的に低か

ったことが知られている。この部門における生産の更新は顕著であり，したがってこの部

門の製品における価格引き上げの効果は，他の部門よりも大きかったといえるだろう。 

軍需工業における新製品問題は，バーグソンも指摘している。「（このような近年のソ連

における価格設定方式は）より好ましい西側のやり方に多少なりとも近いものであるが，

もしもかりに出発点としてとられる当初価格が，以前のように生産のきわめて初期段階の

価格であるとするなら（そして実際その可能性が強いのであるが），当然のことながら若干

の疑念が残る。実際のところ，生産量が急速に増大する多くの生産物は，依然として相対

的に高い価格をつけられていると思われる。新製品は，かつての時期ほど多くはないかも

しれないが，そのような生産物は今でも重要であり，特に民生機械製品および軍需の部門

ではそれがあてはまる」（バーグソン, 1965, 245 ページ; Bergson, 1961, p. 190; 訳文変更）。 

しかし，全体として，特に軍需生産がソ連工業の生産指数を上方にゆがめているかどう

かは，判断が難しい。表 1-12 には，CIA が推計した軍需装備調達と機械生産に関する指数，

さらに機械生産に関する公式の指数を示した。軍需調達は軍需品生産とほぼ一致すると考

えてもよいだろう。また軍需品のほとんどすべてが機械部門に属すると考えられる。CIA

の推計によれば，機械生産全体の伸びに比べ，軍需調達の伸びの低さが目を引く。たしか

に，表に示した CIA による機械生産指数の推計に，同様に表に示した軍需調達指数が用い

られたかどうか，またそもそも CIA の推計が正しいかどうかは明らかでないが，軍需品生

                                                   
70 なお，上述の新領土以外のソ連の新領土として，トヴァ共和国，カリーニングラード，南樺太・千島列

島があるが，これらについてもそれらがソ連領となったときから，公式統計がカヴァーしていると思われ

る（たとえば，ロシア版 1965 年ナルホーズ年序文（Нархоз РСФСР в 1965 г., Предисловие）を参照の

こと）。上述の地域中，トヴァ共和国がソ連領となったのは 1944 年，カリーニングラード 1945 年，南樺

太・千島列島は 1946 年である（『新版ロシアを知る事典』, 2004, 153，509，697 ページ）。 
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産は少なくとも CIA 推計の中では，全体としての機械生産をむしろ引き下げる働きをして

いるように思われる。ソ連の公式統計においてもこのことが当てはまるかどうかはまった

くわからないが，機械生産指数を引き上げる方向に作用しているとは必ずしもいえない。

たしかにバーグソンがいうように，軍需品に新製品が多いかもしれないが，それは機械一

般に当てはまることであって，特に軍需品に限られるわけではない。またクドロフがいう

ように，その価格付けには恣意的な要素が大きいかもしれない。しかし全体として軍需生

産が生産指数の上方バイアスの原因となっているかどうかは，判然としないというのが冷

静な判断であろう。 

 

 

表 1-12 ソ連の軍需装備調達と機械生産の指数（1960 年指数=100） 

 CIA 推計 公式統計 

機械生産 

 CIA 推計 公式統計

機械生産  軍需装備 

調達 
機械生産 

 軍需装備 

調達 
機械生産 

1955 99   68   52   1975 191   292   545   

1960 100   100   100   1980 189   379   807   

1965 134   143   180   1985 197   413   1090   

1970 173   200   314   1990 171   429   1342   

注：軍需装備調達とは，ソ連政府による地上兵器，軍事用船舶，航空機，ミサイル，電気設備，弾薬，汎

用目的車両，管理目的設備の調達を意味する．指数は，下記出所の，期間ごとの実質増加率から計算した．

なお CIA の定義によれば，ソ連の軍事費とは，軍需装備調達に加えて，人的支出（軍人給与･食料･衣服･

医薬品），軍事行動･維持費（石油等燃料･設備維持･運輸･通信等），施設建設費（飛行場･海軍基地･ミサイ

ルサイト等），研究開発その他からなる（Firth & Noren, 1998, p. 15）．CIA による軍需装備調達指数の出

所は，Firth & Noren （1998, pp. 101-102）, CIA による機械生産指数の出所は，JEC （1982, pp. 191-192; 

1993, p. 114），公式統計機械生産指数は，下記出所から得たデータを比例計算した．公式統計に関するデ

ータの出所は，ナルホーズ各年版（Нархоз в 1967 г., стр. 256; в 1974 г., стр. 173; в 1982 г. стр. 116; в 

1987 г., стр. 86; в 1990 г., стр. 355）． 

 

 

1-5-7．初期の混乱 

 本節の最後に，過大評価の原因をめぐる西側の論争にはあまり登場しなかった計画経済

開始直後の混乱という要因を指摘しておこう。これまでにも若干語ってきたことだが，新

たなシステムの形成期に当たる 1920 年代末から 30 年代前半においては，生産指数作成に

ついて多くの混乱があったことと思われる。たとえば，五カ年計画開始後しばらくは，名

目価格についても，また実質生産を計測するはずの 1926/27 年不変価格についても，個々

の生産物に全連邦的統一価格のリストは存在しなかった。全国の各企業は，それぞれの企

業ごとあるいは地域ごとに別々の価格を使っていたのである。この状況を当時の権威ある

統計書は次のように述べる。 

 

固定価格による生産額評価が実際に行なわれる際の問題点の解決を一層困難にしているの

は，現行価格と同様，固定価格が一部において工場出荷価格の原則によって形成されている

ということである。この問題は，たとえばレンガや釘のように，統一的な全連邦価格が定め
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られていなかった初期の生産物に特に当てはまる。このため，ある場合には同じ生産物がい

ろいろな地域の価格で 1926/27年価格に基づく全連邦生産総額に含まれている。この際には，

上で述べた「自己秤量」が生じており，そのためこの種の生産物の生産変動がその生産物の

物量単位の生産量のみならず，その生産物（同じではあるがいろいろな地域において生産さ

れ，したがって異なる価格で評価された生産物）に対するウェイトの違いによっても決定さ

れることになる。（Ротштейн, 1936, стр. 247）。 

 

このような状況が改善されたのは，ようやく 1936 年の価格改革においてであった。引用

を続けよう。 

 

上で述べられた状況，とりわけ全連邦的統一不変価格の欠如，さらにはすでに指摘した相

互に関連した様々な製品の価格間の不相応が，1926/27 年不変価格見直しの根拠となった。こ

の見直しの結果，1936 年にすべての工業部門について全連邦統一価格集成が作成された。こ

の価格リストは，年次計画作成に際しても，また報告文書・書類における生産物評価に際し

ても準拠すべきものである。さまざまな部門に関する価格リストは，基本的生産物の生産に

ついても補助的・副次的生産物の生産についても適用されなければならない。こうして，さ

まざまな部門のしかるべき価格リストに基づいて，一つ一つの種類の生産物について 1926/27

年全連邦統一不変価格が決定されることになろう（там же）。 

 

上述の文章は 1936 年に出版された書物からの引用であり，したがってようやく統一価格

が規定された時の様子である。それまでは，企業がそれぞれ生産物の評価のために自ら設

定した価格を用いており，しかもロトシュテインによれば「（1926/27 年）固定価格を適用

できる生産物の範囲が非常に小さく，したがって生産物のかなりの部分が単に現行の価格

あるいは前年の価格で評価づけされ」（там же, стр. 246）ていたのであるから，実質生産

の評価も過大に行なわれたであろうことは容易に想像がつく。実際，のちに紹介するよう

に，われわれが独自に作成した工業生産指数とソ連当局による公式生産指数との乖離の最

も激しい時期の一つが，第 1 次五カ年計画期なのである。この初期の混乱の中で計測され

た生産指数は，のちになっても修正されることがなく以後の生産指数はその基礎の上に積

み重ねられていった。 

次の引用は，1944 年に出版された資料からである。 

 

第 1 次五カ年計画期すなわち 1933 年にいたるまで，どの工業企業も自分の 1926/27 年不変

価格を用いており，新製品については不変価格を自分で決定していた。それ以後すなわち第 2

次・第 3 次五カ年計画期においては，ソ連国民経済の発展と社会主義的会計・計画システム

の強化に伴って，統一的 1926/27 年価格システムが導入された。別々の企業で生産された同

一タイプの生産物は，このシステムに基づいて同じ 1926/27年価格で評価されねばならない。 

統一的 1926/27 年価格は，特別な価格集成（便覧）で確定されている。現在これらの価格

は，実質生産変動指数の計算，あるいは個別企業・部門・人民委員部・省庁あるいは工業全

体についての総生産計画の実行の手段として用いられている。 

林業協同組合，採取業協同組合，および身体障害者協同組合の生産物は，1932 年不変価格
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で計算され，また計画される。1932 年価格による協同組合生産データは，1926/27 年価格に

よる年間工業生産の総額を得るために，ツェエスウーによって特別な係数に基づいて 1926/27

年価格に変換される（Словарь-справочник, 1944, стр. 54）。 

 

 上の引用の林業生産については，生産指数の計算のために他の部門で利用された 1926/27

年価格でなく，別の価格システムが用いられていたことが述べられている71。この事実もま

た，生産の過大評価につながった可能性がある。その影響の大きさは不明であるが，以上

のような計画経済初期の混乱や不統一が，生産指数の上方バイアスをもたらしたことは間

違いないように思われる。すでに引用したように（本章，1-2-1 参照），ジャスニーによれ

ば S. N. プロコポーヴィチは，「ソ連の経済誌に公表されたデータに基づき，第 1 次五カ年

計画の期間における工業生産の 30％が使用不能であり，材料と労働の無駄であった。それ

にもかかわらずそれは工業生産と国民所得に算入された」（Jasny, 1947, p. 303）と推測し

ている。統一的 1926/27 年不変価格の不在を考えれば，当時の計画当局が工業企業をすべ

て掌握しておらず，したがって生産実績の報告も企業自体の報告に依存する部分が大きか

ったと想像される。この時期における生産統計の上方バイアスがもっとも大きかったとし

ても，当然であるかもしれない。 

 

1-6．若干の結論 

さて，本章でこれまで述べてきたことから，ソ連工業生産統計について以下のようない

くつかの結論を導くことができるだろう。 

 

1．ソ連工業に関する公式生産指数には，実質成長の過大評価（上方バイアス）が存在す

る。しかしそれらの生産指数は，統計当局がでまかせに作り出した虚偽の数字ではなかっ

た。それらは，最小限の意味で「正しい数字」と主張することも可能な数字であり，ソ連

統計の「二重帳簿説」は誤りであった。とはいえこのことは，統計当局ができるだけソ連

経済の実情をできるだけ客観的に評価できる数字を示そうとしたということを意味しない。

実際にはむしろ逆に，ソ連経済の成果をできるだけ華々しいものとするための努力が払わ

れ，それに反するような統計は秘匿された。特にそのような傾向が著しかったのはスター

リン期であって，スターリン批判以降はこの点で一定の改善が見られたといえるが，その

傾向が消失することはなかった。 

2．生産指数における上方バイアスは，特に第 2 次世界大戦までの時期において激しかっ

たと考えられる。そもそも，生産指数算定の基準価格となった「1926/27 年不変価格」が統

一的な価格となったのがようやく 1936 年であったというような初期の混乱を別としても，

この時期には上方バイアスをもたらすようないくつかのメカニズムが作動した。第一に，

基準価格である「1926/27 年不変価格」の長期にわたる使用により，生産指数にガーシェン

クロン効果が生じたと考えられる。第二に，生産指数にすべての生産物を含めたことによ

り，基準価格をもたない新製品に対する評価の問題が生じた。結局これらの製品は，その

                                                   
71 別の解説書によると，この 1932 年価格は協同組合企業だけでなく地方企業にも導入され，1949 年まで

続いていたという（Ежов, 1966, стр. 86）。なお，ソ連式の工業の定義では，林業も工業に含まれることに

ついては前に述べたとおりである。 
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誕生時点での価格で生産指数に加えられることとなった。その価格は，開発費用を含み，

また導入時の少数生産に対応した割高なものであって，その後のシリーズ生産移行に伴う

費用低下は評価に反映されなかった。しかも戦前期にはインフレーションが進行していた

から，「1926/27 年価格」をもつような既製品とくらべて新製品の評価はいっそう割高とな

った。当局は，このような過大評価を抑えようとして，新製品の評価価格を割り引くよう

企業に要請したが成功しなかった。第三に，「擬似新製品」の問題があった。ここでいう擬

似新製品とは，若干の表面的な改良を施しただけで新製品として不当に高い価格づけを獲

得した新製品をいう。ただし，戦前期のソ連においてこれがどの程度の大きさで存在した

かについては，明確な証拠がない。ハリソンは擬似新製品の存在について否定的であるし，

グロスマンは実際に品質の改善が明白であるような生産物も多いと述べている。おそらく

この問題が本格化するのはポスト･スターリン期であったろうが，当局と企業との情報の非

対称性はいつの時期にもあったと考えられるから，戦前期にこの問題がなかったとはいえ

ないように思われる。第四に，生産単位の急増によって，総生産の増大が付加価値の増大

にくらべて過大に評価された可能性がある。第五に，ソ連成立前後は公式統計のカヴァレ

ッジが十分でなく，生産量の見積りが十分でなかったと想像され，それに対応してその後

の成長が過大評価される結果となったと考えられる。また各年の生産量はその年の領土に

おける生産量とするというソ連当局の方針も，わずかではあっても生産指数の増加に貢献

したことだろう。 

3．ポスト･スターリン期においては，以上に述べた問題点の多くが消失した。おそらく

この時期の統計における上方バイアスを生んだ主たる原因は，おそらく前項で列挙した問

題点のうちの第二および第三，すなわち新製品にかかわる問題点であったと推定される。

第 2 次世界大戦が終わって切迫した戦争の脅威が消え，またスターリン体制下における緊

張が薄れて，技術革新に対する非経済的圧力が弱まった。その反面，企業に対する補助金

が削減されるなどして経済合理性が強調され，特に 1965 年改革によって利潤の重要性が高

まることによって，企業は何らかの手段によって収益を確保する必要に迫られた。そうし

た企業（およびそれを監督する上級官庁）によってとられた手段が擬似新製品の生産であ

ったと考えられる。こうした新製品の価格づけが過大評価とならないようなルールが作ら

れたが，それは次第に実効性を失っていった。ソ連当局も，公式生産指数が過大評価の傾

向をもつことに気づいていたことだろうが，それが経済実績の見栄えをよくするものであ

る以上，あえて正しい数字を求めることはしなかった。 

4．ソ連工業生産指数は，一般に望ましいとされる付加価値指数でなく，生産額の重複計

算を含む総生産の指数であった。したがって，この指数は生産額を報告する企業数によっ

て重複計算の回数が増減する。そのような計算単位となるソ連の工業企業数は，1960 年前

後に激減し，1960 年代半ばからはほとんど変化がなかったことを考慮すると，総生産指数

は 1960 年代半ばまでは付加価値生産指数よりも小さく出る傾向をもち，その後は，付加価

値指数と並行的な変動を示したと想定しても大きな誤りはないように思われる。 

5．一般に情報の公開されていない軍事生産が，工業生産指数の過大評価の原因となって

いるとしばしば指摘される。たしかに軍事品に対してどのような価格づけがなされている

かは明らかでなく，したがって恣意的な要素も大きかったであろう。またこれは，上述の

新製品問題の一変種とも考えられる。ただしそれをもって，直ちに軍事生産が指数の上方
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バイアスの原因となっていると主張することはできないだろう。政府あるいは外国が主要

な買い手である軍事品には，より厳しい評価がなされるということも考えられる。また CIA

によれば，軍事品の生産増加は工業製品一般の増加よりも小さかった。こうしたことから，

少なくとも，軍事生産が上方バイアスの原因となっているかどうかは判然としないの述べ

ておくのが妥当なように思われる。 

6．最後に，上で列挙された上方バイアスの原因の多くは，生産指数を導出する過程にお

ける価格ウェイトにかかわるものであった。これに対し，ソ連公式統計に登場する個別工

業生産物の物量単位生産統計は価格問題とは様相を異にし，その歪曲の程度はずっと少な

いと考えられる。もちろんあからさまな虚偽の例はあったかもしれないが，数字の偽造が

それほどの規模にのぼるとは考えられない。 

 

 確かにソ連の公式統計は，陥穽に満ちている。その陥穽のうちのいくつかは，統計当局

によって意図的に作られたものであった。世界に示されるソ連経済の実績をできるだけ

華々しいものとするため，公表されるデータは慎重に選ばれ，都合の悪いものは隠された。

この傾向は，スターリン体制の成立とともに顕著になったといえるだろう。1920 年代のネ

ップ期における豊富な統計は，スターリン時代が進むにつれて秘密のヴェールに隠されて

いった。フルシチョフによるスターリン批判の秘密報告は事態を一変させ，好調な経済を

背景として多くの統計が公表されるようになった。とはいえ，政治的配慮から公表される

統計を選択しようとする当局の姿勢は，依然として変わりなかった。このことは，公表さ

れる統計の分量の推移からも推し量ることができるだろう。経済が好調な時期には多くの

資料が公開されたが，経済が変調となるにつれて，公表されるデータは少なくなりナルホ

ーズは薄くなっていった。バーグソンの，ソ連統計に「外部者を欺こうとする積極的な意

図は見えない」という評価は，統計当局に対して甘すぎるのではないかと思われる。 

 とはいえ，統計当局あるいは共産党指導層自体も，みずからが作成する不正確な統計に

手を焼いていたように見える。たとえば，彼らは生産の増加と減少の実態を正しくに知る

ことができなかった。生産現場である企業が，当局に対して生産の実情を隠そうとし，そ

れを見栄えのよいものにしようと努めたからである。もちろん市場経済体制をとる諸国に

あっても，生産に関する情報が偏在するかぎり同様の問題が生ずるであろう。しかしなが

ら，計画経済においてはそれが著しかった。ソ連で企業の生産努力を評価するのは市場あ

るいは顧客でなくて計画当局であったが，評価の基礎となる生産データは，実質的に企業

自身が作るものであったからである。結果として得られるデータがソ連経済の実績を美し

く飾り立てるものであるかぎり，当局もあえて真実の数字を求めようとはしなかった。わ

ずかながらもペレストロイカ期において，そのような試みが統計当局内部において行なわ

れた形跡があるが（Эйдельман, 1992. また第 7 章 7-2-5 参照），体制転換期の混乱のうち

に過去の見直しは等閑に付されてしまった。ソ連経済が生み出した成果に関する客観的な

統計評価という課題は，依然として曖昧模糊たる霧の中にあるといえるだろう。 
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第 2 章 方法 

 

2-1．はじめに 

すでに第 1 章で示したように，ソ連公式工業生産指数において相当程度の成長の過大評

価が存在することは明らかである。そのために，西側では古くからそうしたバイアスを排

除した独自の推計が作られてきた。なかでも米国 CIA による推計は，西側において公式統

計に代わる絶大な権威を保っていた。しかしその CIA 推計も，ソ連崩壊前後には過大評価

であるとの批判を受けた。何よりも，ソ連の草創期からその崩壊にいたるまでの全体をカ

ヴァーする期間を統一的な方法で推計した独自生産指数は存在していない。ロシアのハー

ニンの推計はそれに当たるかもしれないが，彼の指数は 1928 年，1941 年，といったベン

チマーク年のついての指数であって，その途中の年についての指数は算定されていない。

したがってここでのわれわれの目標は，可能なかぎり長期にわたるソ連工業の年々の生産

をカヴァーする指数を，統一的な方法によって推計することである。以下本章では，ソ連

工業統計の基本的諸概念を説明しながら，われわれのソ連工業生産指数の推計方法を述べ

る。その際には，まず推計方法の概略を述べ，続いて各推計段階における注意点を述べる

こととしよう。 

 

2-2．推計方法の概略 

ソ連は，実質的に 1917 年の革命によって誕生し，1991 年末における 15 の国家への分裂

によって消滅した。したがってわれわれの指数も，1917 年から 1991 年までの期間につい

ての生産指数となるのが当然であるかもしれない。しかしながら，資料のアヴェイラビリ

ティはそれを許さない。実際われわれの指数は，1913 年を開始点とし，1990 年を終末点と

する指数である。1913 年は，社会主義革命の年である 1917 年よりも前，すなわち帝政ロ

シアの時代に属するが，1920 年代，30 年代の多くの統計が，平時の生産における基準とし

て 1913 年の生産を参照している。また第二次大戦後となっても，1913 年がソ連統計の基

点となってきた。それゆえ，同年についての生産量に関するデータが豊富に存在する。そ

れが，この年が推計の最初の年として選択された理由である。他方 1990 年はソ連解体の前

年であるが，われわれの推計のもっとも基本的なデータの出所であるソ連版のナルホーズ

が1990年版を最後として出版されず，したがって1991年の工業生産データが得られない。

それゆえ，1990 年が推計の最後の年となった。また 1914-1927 年については，個別生産物

の系統的な生産量データがほとんど得られない。したがって，この期間についての生産指

数の計算を断念することとした。わずかな生産物の生産量から指数を計算しても正しい指

数といえるのか，心もとないからである。その代わりに，これまで行なわれたソ連工業に

関するほとんどすべての代替推計と違って，1940-45 年の各年における指数の推計も行なわ

れた。これはソ連解体に前後して刊行されたこの期間に関する統計集（Госкомстат СССР, 

1990）が，本推計において利用可能となったからである。 

またわれわれの推計では，第 1 章での議論で示されたように，相対的に信頼性の高いと

考えられる個別的な工業製品の品目別物量単位生産データ，たとえば，原油××トン，金

属工作機械××台，革靴××足，等々に依拠することとし，それらのデータがソ連統計当
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局によって加工され，たとえば生産額のデータやそれを基礎とした指数の形で公表された

データは利用しないこととする。われわれの推計に利用された生産物の具体的な生産量は，

すべて本書巻末の付表に示されている。実際のところ，第 1 章でみたように，これらの公

式生産量データに依拠し，またソ連当局が加工を加えたデータには依拠しないことが，公

式生産指数の過大評価を排除するもっとも妥当な方法であると考えられる。というわけで，

本書が利用した生産量データは，すべて直接間接に，ソ連公式統計から得られたものであ

る72。ここで「直接」というのは，「ナルホーズ」などの公式出版物から筆者が直接得たこ

とを意味し，「間接」というのは，これらの公式データを利用した西側研究者の著作から筆

者がそれを得たという意味である。われわれが推計する生産指数は，もちろん公式指数の

ようなグローバル指数（すべての工業生産物が考慮されている指数の意）ではなく，いく

つかの代表的な生産物の生産量から計算されるサンプル指数である。したがって，計算に

利用される生産物は本書の中ではサンプル生産物あるいは代表生産物と呼ぶこととする。

ただし，一般にサンブルという場合には，母集団からの無作為抽出によって選ばれたもの

という意味をもつものであろうが，本書におけるサンプルはそうではなく，ソ連工業生産

物の中からソ連統計当局が生産量を公表しているものという意味にすぎない。実際，生産

量の公表には統計の見栄えを良くしようとするソ連当局の意志が働いていたと考えられる

のは，第 1 章でみたとおりである。 

さまざまな工業生産物の個別的な生産量データは，1930 年代前半までは盛んに公刊され

たが，スターリン体制が確立するにつれて公表が抑えられるようになった（第 1 章 1-2-2 参

照）。第二次大戦後しばらくこの種の資料はまったく公表されなかったが，1956 年 3 月の

スターリン批判ののち，同年 5月に公刊された最初のナルホーズ（ЦСУ СМ СССР, 1956a）

73，および 1957 年に公刊された統計集『ソ連工業』（ЦСУ СМ СССР, 1957）で，戦後初

めてこうしたデータが公開された。その後この種のデータは，毎年のナルホーズ等に定期

的に掲載されるようになった。 

さて，このような物量単位生産データを利用するわれわれの推計は，二つの段階から成

る。第一段階は，ソ連工業各部門についての，部門別生産指数の推計である。本書で「部

門」という場合は，ソ連統計において通常用いられてきた電力，燃料，製鉄，非鉄金属，

化学，機械，木材･製紙，建設資材，軽，食品の 10「部門」をさす。これらの部門ごとに，

いくつかのサンプル生産物の物理的生産量に一定基準年におけるそれぞれの生産物の価格

を掛けて，部門生産額を算出する。これが各部門の生産指数となる。以上の記述から明ら

かなように，これは生産額ウェイトのラスパイレス型生産指数である。指数推計には，1928

年の価格74，1955 年の価格，および 1997 年の価格が利用される。もちろん，たとえば日本

                                                   
72 ここでいうソ連公式統計とは，ナルホーズ（Нархоз СССР в 19хх г.）のほかに，ЦСУ СМ СССР （1957; 

1964）, Госкомстат СССР （1988b）のような，政府刊行統計集を意味する。 
73 この著作は，ナルホーズ 1955 年版と呼ばれることがある。 
74 この場合の 1928 年価格とは，以下のような広い意味で用いている。もちろん，ある生産物の 1928 年

の生産額を生産量で割って同年の平均価格を算出しこれを 1928 年価格と称している場合もあるが，得られ

る資料の都合上，たとえば 1928 年でなく 1927/28 年における生産額を生産量で割って価格を算出する場

合，あるいは 1928 年のある一定時点の価格を利用する場合なども，ここでは 1928 年価格と呼ぶこととす

る。なお 1927/28 年とは，当時の経済年度である 1927 年 10 月-1928 年 9 月を意味する。ソ連の経済年度

は，1931 年から暦年と一致する。脚注 2 参照。1928 年価格と同様 1955 年価格，1997 年価格もさまざま
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の鉱工業生産指数に見られるように，ウェイト基準年は 5 年などの比較的短い間隔で更新

されるのが望ましい。しかしながら，ソ連の多くの工業製品価格を 5 年ごとに収集するの

は，ソ連統計当局の外部にいる者にとって不可能である。実際のところ，上述の 3 つの年

の価格を収集あるいは推計するのさえ，第 3 章で示すように多くの困難を伴った。こうし

て，部門指数として，三組の価格ヴェクトルを使った三種類の指数が計算される。最終的

に部門指数とするのは，これらの三種類の指数を適当に合成して得られる指数である。軍

需生産については不明確な部分が多いが，参考のために，既存研究から軍需生産指数を構

成し，それを本推計で得られた機械部門の生産指数と合成して，軍用品を含めた機械部門

生産指数とした。 

指数計算の第二段階は，第一段階で計算された各部門指数を総合して，工業全体の生産

指数を推計する段階である。部門指数を集計する際のウェイトとしては，各部門の工業全

体における付加価値生産額シェアが用いられた。ただし，付加価値生産額シェアの推計に

は不確定要素が多く，比較のため，もっと直接的にデータの得られる部門別の賃金シェア

あるいは労働力シェアを用いた生産指数も計算された。本書の場合には推計対象期間が長

期に及ぶから，できるだけ多くの年の部門別付加価値シェアを利用したいところであるが，

資料の制約により，1913 年，1926/27 年，1933 年，1940 年，1950 年，また 1950 年以降

は，1985 年まで 1955 年，1960 年というように，5 年ごとに合計 12 のベンチマーク年に

ついての部門別シェアを推計し，それをウェイトとして全工業生産指数を求めた。つまり，

ベンチマーク年ごとに集計ウェイトが変更されるわけである。以上の説明から明らかなよ

うに，われわれの部門生産指数と全工業生産指数とではウェイト基準年が異なることにな

る。これはもちろんデータの制約によるものである。 

筆者が得たさまざまなデータからソ連工業生産指数を計算しようとすれば，本書でとら

れた方法とは別の方法も考えられるかもしれない。たとえば，ここでいう推計の第一段階

と第二段階を統合し，ウェイト基準年における生産物 i の価格（pi０）と各年の生産量（qit）

を掛け合わせた実質生産額の合計の基準年のそれとの比率（



00

0

ii

iti

qp

qp
 ）の系列

をもって，そのまま全工業の生産指数とすることも可能である。こうすれば 1928 年価格ウ

ェイト指数75，1955 年価格ウェイト指数，1997 年価格ウェイト指数の 3 つのシリーズがで

                                                                                                                                                     
な方法で推計されたものである。詳しくは，第 3 章 3-3-2，3-3-3，3-3-4 参照。 
75 ラスパイレス数量指数は，品目の符号 i を省略すると， 
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の合計である。この意味で，指数のウェイトは基準年における総生産額に占める当該生産物の生産額シェ
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きることになる。この場合には，全工業生産指数には，単に指数というばかりでなく金額

の裏付けがあることになる。あるいはさらに，たとえば 1928 年前後，1955 年前後，1997

年前（後）についてはそれぞれのシリーズを用い，それらの中間の年は 2 つの指数の（幾

何）平均を用いるとすれば，移動ウェイトの合成指数が得られる。しかしこうした場合に

は，最終的な指数において，たとえばサンプル生産物の多い工業部門の生産は，それが少

ない部門に比べて過大評価されていることになる。このような一部部門の過大評価や過小

評価をなくすために，本書では，上述のように工業部門の段階でウェイト調整が行なわれ，

付加価値生産シェア（帰属ウェイト）に従った評価が各部門に与えられるようにしたわけ

である76。 

あるいは，帰属ウェイトを用いるということであれば，1928 年，1955 年，1997 年の生

産額ウェイト年における部門別の付加価値生産額を求め，それらをウェイトとして部門指

数を集計するという方法も考えられる。こうすれば，生産額と付加価値額の二つのウェイ

トが同一年であるという意味で，真の意味での 1928 年ウェイト指数，1955 年ウェイト指

数，1997 年ウェイト指数の 3 つのシリーズが計算されることになろう。しかし残念ながら，

1928 年における部門別付加価値生産額を直接に得ることは難しい。その代わり，上述した

ような多くのベンチマーク年について，各部門の付加価値生産シェアが得られるのである

とすれば，それらをウェイトとして取り込んだ生産指数を作成することにも意味があるだ

ろう。特に，本書の場合には推計対象期間が 80 年近くに及ぶから，ウェイト基準年が 3 つ

であるよりは，できるだけ多くの年の部門別付加価値シェアを統計情報として盛り込んだ

指数のほうが好ましいとも考えられる。以上のような理由で，ここで説明されているよう

な指数計算方法がとられたが，念のために，以上にあげられた代替的指数算定方法による

結果も第 5 章に示されている。 

一般に工業活動を総合的に評価する場合には，第 1章 1-5-4で論じたように，総産出（gross 

output）から消費された原材料や燃料を差し引いた付加価値生産の指数がふさわしいと考

えられる。付加価値指標であれば，総生産における二重計算を回避することができるし，

非工業部門による貢献を除外することができる。また生産組織における垂直的統合あるい

は分解の影響を受けずに済むという利点がある。しかし残念ながら，個別生産物の生産か

ら出発してこのような指数を作成することは，他の多くの場合と同様ソ連工業についても

不可能である。つまり，個別生産物について付加価値を計算するだけのデータが十分にそ

ろっていないのである。このような条件下では，本推計がとったような付加価値ウェイト

の指数を付加価値生産指数の近似とみなすことは，次善の策として認めるべきであると考

えられる。 

ただし，生産額ウェイトによる部門生産指数において特に気になるのは，部門内の二重

                                                                                                                                                     

アであるが，本書ではこれをさして生産額ウェイトとも価格ウェイトとも称することとする。 

76 ある工業部門，たとえば燃料部門の生産指数は，本書の場合には原油，天然ガス，石炭，褐炭，オイル

シェール，泥炭の 6 種類の生産物によって与えられる。実際には，たとえばガソリンや重油など石油製品

も燃料部門の生産物であり，これらの生産物をも考慮した生産指数は，上記 6 種類の生産物から導かれる

生産指数と同一であるとは限らない。しかし本書では，全工業の生産指数を算出する際に，上記 6 種類の

生産物から作られる指数を燃料部門の生産指数と見なし，それに燃料部門生産全体の付加価値生産シェア

を与えている。このように，一部の生産物から計算される指数に部門全体のウェイトを与えることを，帰

属（imputation）と呼ぶ。 
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計算である。厳密な意味での生産物付加価値でなくとも，部門内部における二重計算を排

除したという意味の付加価値を推計する可能性はどうだろうか。たとえば，本書推計では，

製鉄工業部門は「鉄鉱石」，「マンガン鉱石」，「コークス」，「銑鉄」，「粗鋼」，「圧延鋼材」，

「鋼管」の 7 種類の生産物生産によって代表されている。実際の生産過程では，これらの

生産物のうちの鉄鉱石，マンガン鉱石およびコークスは，高炉に装入されて銑鉄を生み出

す。また生産された銑鉄のかなりの部分は，粗鋼の原料として使用される。さらに粗鋼は，

加工されて圧延鋼材あるいは鋼管となる。このような生産工程を考えれば，本書のような

生産額ウェイトによる指数には，生産物の原材料となる部分について数多くの二重計算が

含まれていることになる。他の部門でも，たとえば木材・製紙工業部門における「産業用

木材」，「材木」，「合板」，軽工業部門における「堅い革」と「革靴」，あるいは食品部門に

おける「粗糖」，「精製砂糖」，「菓子」など，同様の事例がいくつも考えられる。また，こ

うした一見して明らかな場合以外にも，多くの細かな生産物の連鎖があるに違いない。 

このような部門内部における原材料＝製品関係を控除した部門生産指数を推計すること

は可能であろうか77。一部ではあるが，実際にこうした事情を考慮した独自指数推計もいく

つか存在する。その一例はウォーレン・ナターによる推計（Nutter, 1962）で，そこでは一

部生産物の評価額として，価格ではなく，ナターのいう「付加価値」が使われる。ただし

この場合の「付加価値」は厳密な意味ではない。実例をあげてみよう。ナターは製鉄工業

については「鉄鉱石」「銑鉄」「粗鋼」「圧延鋼材」の 4 品目を代表生産物としているが，こ

れらの生産物を集計する際の単位価値として，「鉄鉱石」の場合にはその価格，「銑鉄」の

場合には銑鉄価格マイナス鉄鉱石価格，「粗鋼」の場合には，粗鋼生産額から銑鉄生産額を

控除した額を粗鋼生産量で割った額，「圧延鋼材」の場合には，圧延鋼材生産額から圧延鋼

材生産に使用された粗鋼の金額を控除した額を圧延鋼材で割った額がそれぞれ使われる

（ibid., p. 540）78。ただし，このような「付加価値」による生産額集計はすべての生産物

について行なわれるわけではない。軽工業生産物と食品工業生産物については，原材料が

工業以外の部門で生産されるからという理由で「付加価値」の推計が行なわれるが，それ

以外の多くの工業生産物については，価格が用いられる。 

同一部門内部において，第一生産物（その価格を p1，生産量を q1とする）が第二生産物

（同様にそれぞれ p2，q2 とする）の原材料として利用される場合に，生産額の二重計算を

避けることを考えてみよう。その場合には，第二生産物の生産額（p2q2）から第一生産物の

生産額（p1q1）のうち第二生産物の原材料として使用された部分（α）を控除する必要があ

ろう。したがって第二生産物の単位評価額は p2－αp1q1/q2となる。上で示したナターの「付

加価値」のすべてがこの式に従っているわけではないのは明らかである。たとえばナター

は，「銑鉄」の付加価値として，単に p2－p1を用いているし，「粗鋼」の場合には p2－p1q1/q2

を用いている。実際問題として上述のαを求めるのは難しいし，同一部門内にはほかにも

原材料として用いられる生産物があるかもしれない。ナターのように，一部の生産物は二

                                                   
77 このようにして測定された生産額は，後述のとおり「部門法」による生産額と呼ばれる。本章 2-3-2 を

参照。 
78 ただしこれは，ナターの一つのウェイト基準年である 1928 年の場合である。もう一つのウェイト基準

年である 1955 年の場合の「粗鋼」と「圧延鋼材」の求め方は 1928 年の場合と若干異なる（Nutter, 1962, 

pp. 547-548）。ナターの指数推計についての詳しい説明は，第 6 章 6-2-8 を参照。 
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重計算を排除し（それもかなり不確かな方法で），その他の生産物には二重計算を許容する

というのも一貫しないように思われる。 

別の例としては，ラッシュ・グリーンスレード（Greenslade, 1972）による工業生産指

数推計の例をあげることができる。グリーンスレードによれば，「諸部門内の生産物は卸売

価格によってウェイトを与えられるから，（生産指数計算のためには）できるだけ多くの部

門について最終生産物が選択された。部門内において連続的な生産段階をもつ生産物は指

数計算に含まれていない」（ibid., p. 157）。すなわち，「たとえば精製された石油生産物の価

値が指数計算に含まれているから，精製に使用された原油は除かれ，成型コンクリートか

ら原料となるセメントは除かれている」（ibid., p. 162）という。しかし，すべての部門につ

いてこのような手続きを正確に行なうことができるかどうかは疑わしい。基本的に，ナタ

ーの方法に対する上述のコメントは，グリーンスレードの方法にもそのまま当てはまるの

ではないかと思われる。また，そもそも基準年価格で評価した総生産に対する原材料消費

の比率が時間の経過において変化するとすれば，基準年における付加価値ウェイトによる

評価も，付加価値生産指数の近似にすぎない（Kaplan & Moorsteen, 1960a, pp. 21, 71）。

以上のような理由で，本書における部門指数推計ではすべて生産額ウェイトで推計するこ

ととした。 

 

2-3．推計第一段階 

2-3-1．ソ連における工業の定義 

ソ連における工業（промышленность）の定義は独特のものであるので，最初にそれを

説明しておこう。あるソ連の統計事典では，工業は次のように定義されている。すなわち

工業とは，「働き手の労働が，主として，自然に存在し人工的に再生産されない物質的財貨

の獲得，およびそうした財貨の加工あるいは農業生産物の加工であるような物質的生産の

部門」である（Социально-экономическая, 1981, стр. 73）。ここでいう「自然に存在し人

工的に再生産されないような物質的財貨」とは，主としていわゆる鉱産物を意味すると考

えられる。すなわち，この定義が示すとおり，ソ連でいう工業にはわれわれが通常工業と

考える原料や製品の加工産業のほかに，鉱業が含まれるのである。このように工業に鉱業

を含ませるのは，ソ連になってからで始まったことでなくて，帝政ロシアの時代からの慣

行である。帝政時代には，鉱業は鉱山工業（горная промышленность, горнозаводская 

промышленность）と呼ばれていた。この場合のロシア語の鉱業という語の中にすでに工

業（промышленность）という語が入っていることからすると，ロシアで工業という場合

に鉱業を含めるのは，語の感触からいって当然なのかもしれない。 

また別の統計事典によれば，工業部門企業とは，（1）金属･非金属の有用鉱物および人工

的に再生産されない植物･動物原料の獲得（材木および林業製品の調達および漁業）に従事

する企業，あるいは（2）工業および農業原料･資材の加工（ただし，一つの部門として区

分される建設活動，および「その他の生産」に分類されている住民の副業経営としての原

料の加工（たとえば，家畜の屠殺等々）を除く）に従事する企業である（Словарь-справочник, 

1944, стр. 36-37）。上の（1）が，採掘工業（добывающая промышленность），（2）が加

工工業（обрабатывающая промышленность）に対応するものであろうが，われわれにと

っては（1）に属する企業に，いわゆる林業企業あるいは漁業企業が含まれているのが奇異
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に感じられる。しかし実際，ソ連の工業には，林業と漁業が含まれているのである79。おそ

らくこれらの二つの産業を工業に含むのはソ連になってからの分類法と考えられるが，こ

れもロシア語の工業という言葉の意味からすると，それほどおかしなことではないのかも

しれない。すなわち，промышленность という言葉は，工業あるいは産業，という意味以

外に，古くは，生業，狩猟業あるいは漁業を意味したからである80。なお，上で二番目に引

用した統計事典において，工業でないとされた「その他の生産」とは，（1）出版業，（2）

狩猟，（3）金属くず収集，住民の副業経営としての工業原料の採集（住民による森林，薪

の調達，きのこ，自生するイチゴや果実の採集，自給のための漁労），（4）それらの副業経

営における原料の加工（たとえば，肉･乳製品の生産等々）である（Словарь-справочник, 

1944, стр. 37）。 

上で見たように，工業は，採掘工業と加工工業に分類される。ナルホーズによれば，採

掘工業に属するのは鉱石，石炭，石油，ガス，その他の種類の天然資源および燃料の採掘

に関する企業のほかに，水力発電所，木材供給や漁獲および海産物の捕獲に関する企業，

水道供給企業であり，加工工業に属するのは，鉄･非鉄金属の生産，プロカート（圧延材），

化学･石油化学製品，機械設備，木材加工製品およびセルロース製紙工業，セメントその他

の建設資材，軽工業，食品工業に関する企業，さらに工業製品の修理に関する企業および

熱電併給発電所である（Нархоз в 1969 г., стр. 806）。このように，発電･送電･配電を行な

う電力企業や水道供給業，あるいは修理業など一般にサーヴィス業と考えられる部門も，

ソ連では工業に含まれるのである。工業の意味をさらに明確に示す具体的な部門分類につ

いては，2-3-4 の項に譲ろう。 

 

2-3-2．工業総生産 

ソ連の工業生産統計における価値タームでの「生産」の定義には，いくつかの種類があ

った。特にソ連初期の統計には，少なくとも以下の三つの異なる概念が並行して用いられ

ていた81。すなわち，「工業総取扱（валовой оборот промышленности）」82，「工業総生産

（валовая продукция промышленности）」，そして「工業純生産（чистая продукция 

промышленности）」の三つである。最初に，これらの概念を簡単に説明しておこう。「工

                                                   
79 統計事典によると，林業とは，「あらゆる種類の森林生産物に対する国民経済と国民の需要を完全に満

たすために，森林の創出，育成，維持，改良に従事する国民経済の独立した一部門」であり，「林業企業は，

森林の回復と保護に関する基本的活動と並んで，工業的活動すなわち木材調達とその加工を行なう」とあ

る（Социально-экономическая, 1981, стр. 127）。もしもこの定義が正しいとすると，工業部門に属する

のは，「森林の回復と保護に関する基本的活動」を含まないという意味で，林業の一部ということになるの

かもしれない。 
80 たとえば岩波のロシア語辞典によれば，промышленность の意味として，（1）工業，産業，という意

味のほかに（2）《廃》生業，狩猟業，漁業，とある。ロシア語の промышленность によく似た言葉に，

промысел という言葉があるが，岩波ロシア語辞典によればこれは，（1）生業，副業，（2）狩猟，漁労，

（3）採取企業，採掘企業，採取場，採掘場，を意味する。 
81 ここにとりあげた三つの概念と並んで，「商品生産（товарная продукция）」という概念も説明すべき

であると思われる。通常の統計書では，これら四つの概念が並行して論じられることが多い（たとえば，

Ежов, 1966, стр. 89-108）。しかし，商品生産はわれわれの指数とは直接関係しないので，のちに簡単にふ

れるにとどめることとする。 
82 この言葉は総取引，あるいは総流通とも訳せるが，取引あるいは流通というと生産という概念から離れ

る響きがあるのでこのように訳した。 
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業総取扱」というのはもっとも広い生産の概念で，ごく初期には，「語の広い意味での総生

産（валовая продукция в широком смысле слова）」と呼ばれていた。この概念に，「あ

る一定期間における工業企業のすべてのショップにおける工業的性格の生産と労働の価値

の総合計」（Социально-экономическая, 1981, стр. 39）という意味内容が正式に与えられ

たのは，1924 年 2 月にツェエスウーで開かれた工業統計に関する会議であった（Львова, 

1955, стр. 222）。この定義に出てくるショップ（職場，作業場，цех）とは，企業（工場）

内における管理上独立した単位であり，別個のプロムフィンプラン（生産財務計画）が与

えられる単位である83。したがって企業総取扱とは，工業企業内の作業場単位の生産量の総

合計，すなわち企業において生産されたすべての製品，半製品，未完成品および修理の合

計額を意味する。この場合の半製品とは，企業内のあるショップにおける加工を完了した

が，同じ企業の別のショップにおいて次の加工の対象となる労働生産物を意味する。これ

に対して，あるショップ内での加工が完了していない労働生産物は未完成品と呼ばれる

（Социально-экономическая, стр. 80）。たとえば，製鋼工場において生産された鋼の原

料としての銑鉄，あるいは砂糖工場における精製砂糖の原料としての粗糖が，半製品と呼

ばれるものである。以上の説明から明らかなように，企業総取扱には，作業場から作業場

へと移転される生産物の価値の二重計算が含まれる。つまり，ある作業場で完成された半

製品は，その作業場の生産額であるとともに，さらに同じ工場の別の作業場でそれを原料

に作られた生産物の生産額の中にも含まれることになる。さらにまた工業総取扱は，工場

内と同様の意味で，企業間の移転における二重計算も含んでいる。つまりある企業の総取

扱として一度数えられた生産物が，別の企業の製品の原材料として使われれば，その新し

い生産物の価値としてもう一度数えられることになるからである。本書では，ソ連初期の

工業部門別付加価値生産額を計算するときに（第 4 章 4-3-2 参照），この総取扱額のデータ

を利用している。なおここでいう工業企業という場合には，通常の工業企業のほかに84，建

設，商業，農業その他の非工業部門の企業に付属した副次的工業企業が含まれる。 

第二の概念である「工業総生産」は，ごく初期には「語の狭い意味の総生産（валовая 

продукция в тесном смысле слова）」と呼ばれていたが，上述した同じ 1924 年の会議で，

総取扱から工場のショップ間で移転された半製品を除いたものとして定義された（Львова, 

1955, стр. 222-223）。この狭い意味の総生産はツェエスウーにおいて，当時からのちに「工

場法（заводсткий метод）」と呼ばれるようになった計算方法で計算されており，その方法

がソ連崩壊まで引き続いて使用された。工場法に基づく工業企業の総生産とは，「ある工業

企業において，一定の報告期間内に産出されたすべての完成品および半製品から，同一期

間中に企業内部における工業生産の必要のために費消された自己生産物の価値を控除した

額に，他企業あるいは自己企業内の非工業的経営･組織からの注文に基づく工業的性格をも

                                                   
83 しかし，全体としての企業と違ってショップには完結した収支計算は存在しなかった

（Словарь-справочник, 1944, стр. 56）。 
84 工業企業は，管理の統一性，独立収支，法人格，上級機関からの計画目標の受け取りなどによって特徴

づけられる（Социально-экономическая, 1981, стр. 70）。なお，単一の収支計算を行なう企業が，いく

つかの工業部門にまたがる生産を行なっている場合，たとえば製鉄企業が，同時にコークス化学製品とセ

メントを生産するような場合には，この企業を，それぞれが独立した収支単位であるような製鉄企業，化

学企業，セメント企業という三つの工業企業の集合体と見なすこととしていた（Словарь-справочник, 

1944, стр. 56）。 
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つ作業の価値を加えたものである」（Нархоз в 1959 г., стр. 831）。ただし，総生産への算

入が計画によって見込まれていた場合には，みずから生産した未完成の製品･半製品･道具･

装 置 の 在 庫 増 減 分 の 価 値 も 工 業 企 業 総 生 産 に 含 ま れ る こ と に な っ て い る

（Социально-экономическая, стр. 39）。工業総生産の場合には，工業総取扱と異なって，

企業内の二重計算は排除されているが，企業間取引における半製品の二重計算を含むもの

になっている。ソ連公式統計の工業生産指数は，この工場法による工業総生産を指数化し

たものである。また，総生産と似た概念に「商品生産」がある。これは，企業から外部に

販売された，または販売されることを意図した生産の全体を意味し，具体的には総生産か

ら未完成品の純増と企業内で使用されることを意図しているがまた使用されていない半製

品の純増を除外することによって計算された（Социально-экономическая, стр. 71-72）。 

第三の生産概念は，「工業純生産」である。工業純生産は，工業部門において新たに作ら

れた価値の全体であり，総生産から原材料，燃料，生産において使用された資本すなわち

減価償却を控除したものである。このように，総生産から原材料，燃料，減価償却を控除

して純生産を計算する方法は，ソ連では「生産法」と呼ばれた。純生産に減価償却を含め

るかどうかについては議論があったようだが，結局 1925/26 年からそれも控除されること

になった（Львова, 1955, стр. 227）。また減価償却を含んだ純生産指標は，「粗・純生産

（условно-чистая продукция）」と呼ばれた。減価償却を含むにしても含まないにしても，

この純生産概念はソ連統計において二重計算を排除した唯一の生産指標であり，われわれ

の指数を算定する際にも，1920 年代までの工業各部門の付加価値生産シェアの算定にこの

純生産データを利用している（第 4 章参照）。 

このように，ソ連には生産についてのさまざまな概念があり，1920 年代まではこれらの

各種概念に基づく生産統計が公表されていたのだが，1930 年代に入ると少なくとも公表さ

れる生産はほとんどすべてが総生産概念に基づくものとなった。その他の生産概念による

ものとしては，わずかに工業部門における純生産総額すなわち工業生産国民所得が公表さ

れるにすぎない。たとえば工業部門別の純生産についてのデータは全く公表されていない

し，総取扱についてはまったく統計集においてまったく見ることはできない。 

前述のとおり，総生産を計算する場合の「工場法」という名称の由来は，工場（企業）

が，生産物を計上する際の基準となるというところからきている。生産に関する上記三概

念を再確認するためにも，この「工場法」を簡単な数値例で説明しておこう。 

たとえば，ある機械製作工場（企業）内のあるショップで銑鉄を 20 万ルーブル生産した

とする。次のショップでは，前のショップで生産された 20 万ルーブルの銑鉄のうちの 19

万ルーブル分を原料として，25 万ルーブルのさまざまな機械部品を製作する。残余の 1 万

ルーブルの銑鉄は，在庫として蓄積され，あるいは外部に販売される。さらにその次のシ

ョップでは，25 万ルーブルの部品のうち 23 万ルーブル分を使って 32 万ルーブル分の機械

を組み立てる。残余の 2 万ルーブルの部品は，在庫として蓄積され，あるいは外部に販売

される。以上のような企業の例を考えてみよう。この場合の企業の総生産は，ショップご

とに生産額を合計した 20 万ルーブル（の銑鉄）＋25 万ルーブル（の部品）＋32 万ルーブ

ル（の機械）＝77 万ルーブルではなく，1 万ルーブル（の銑鉄）＋2 万ルーブル（の部品）

＋32 万ルーブル（の機械）＝35 万ルーブルである。ショップごとの合計，つまり機械とい

う製品の価値に，銑鉄，部品という半製品の価値を加えた 77 万ルーブルは，総取扱額であ



78 

 

る。つまり，前述したとおり総生産とは，総取扱額から製品の生産に使われた半製品の価

値を控除した金額を指し，工場（企業）を基準に考えたときのネットの生産をあらわす。

この金額は，銑鉄を生産するための原材料が控除されていないから付加価値とはいえない

が，工場（企業）内部における二重計算は排除されているわけである。 

工業総生産とは，このようにして算出された工業企業総生産を企業ごとに合計したもの

である。したがってその場合には，同じ生産物が何回か繰り返して加算されるから，その

分だけ二重計算を含んでいることになる。このような総生産の計算方法を，「工場法」によ

る工業総生産と呼ぶが，その名前の由来は，前述したように工場内部における二重計算を

排除し，工場を生産物の計算単位とするということである。ただし実際に総生産を計算す

る場合には，いくつかの部門で例外があった。すなわち，製肉コンビナートでソーセージ･

缶詰を生産する部門に送られる屠殺部門の生産物，泥炭企業でさらなる加工にまわされる

泥炭等々は，総生産から控除されなかったという85。 

 

 

表 2-1 さまざまな計算法による総生産（仮設例） 

部門 
トラ 
スト 

工場 
生産 
物 

総取 
扱高 

原材料となった半製品 種々の方法による総生産 

自己 
生産 

用 

同一 

トラ 
スト 

他企 
業用 

同一 
部門 

他ト 
ラス 

ト企 
業用 

他部 
門企 

業用 

工場 

法 
（5）-

（6） 

トラ 

スト 
法 

（10）
-（7） 

部門 

法 
（11）
-（8） 

工業 

法 
（12）
-（9） 

（1） （2） （3） （4） （5） （6） （7） （8） （9） （10） （11） （12） （13） 

A 

I 

[1] 
A 100 70 30   

230 

260 

370 

770 

B 200    30 

[2] 
A 50 30    

80 
C 60  20 10  

II 

[3] 
C 100 50  30  

80 

210 
F 30   10 10 

[4] 
D 200 50 40 50  

180 
J 40 10 10  10 

B 

III 

[5] 
E 60  20  10 

160 

210 

490 

F 150 50 40   

[6] 
E 100  30 20 20 

140 
G 50 10  10  

IV 
[7] 

F 80  20   
170 

330 H 100 10  20 10 

[8] J 300 100 20   200 

Total                      1620 380 230 150 90 1240 1010 860 770 

出所：Ежов（1966, стр. 96）． 

 

 

                                                   
85 以上の記述は，数値例も含めて Ежов（1966, стр. 92-95）による。このほか，Словарь-справочник （1944, 

стр. 64-65）あるいは Социально-экономическая （1981, стр. 39）なども参照のこと。なおクドロフに

よると，「（ソ連工業の）多くの部門において，総生産の計算は工場法ではなくショップ法（цеховой метод）

によって行なわれていた」（Кудров, 1993, стр. 123）という。すなわち，総生産でなく総取扱が生産額の

計算に使われていたというのである。もしかすると，本文に述べた部門以外でも，工場法でなくショップ

法に基づく計算が行なわれていたのかもしれない。 
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「工場法」と同様の意味で，総生産の計算法として「トラスト」86，個別的な「工業部門」

あるいは「工業全体」を基準として二重計算を排除する方法もありえよう。表 2-1 は，さま

ざまな計算法による総生産を示したものである。表に示されているとおり，総生産額は二

重計算の排除の程度によって異なる。たとえばトラスト法の場合には，工場法による総生

産から同一トラスト内の生産物の移動は控除され，その分だけ総生産が減ることになる。

表によれば，工場法による工業総生産は 1240 であるが，トラスト法によれば 1010，部門

法によれば 860，工業法によれば 770，またショップ法によれば 1620 となる。実際，漁業，

バター･チーズ製造，乳製品製造の各部門では，総生産の計算方法として，工場法ではなく

トラスト法が用いられていたという（Ежов, 1966, стр. 95）。 

以上のように，厳密に工場法に従って計算されていたかどうかに疑問の残る部分はある

が，基本的に工場法に基づくとされる総生産額を基準として計算された公式統計としての

工業生産指数は，当然のことながら，本書のようにサンプル生産物の生産量を基礎として

計算される生産指数とは一致しないだろう。次項では，本書推計の基礎となった個別生産

物の生産量データについて注意すべき点を検討しよう。 

 

2-3-3．物量単位生産量データ 

前述したとおり，われわれの生産指数推計の基礎となるのは個別工業生産物の物量単位

生産統計である。ソ連工業統計では，その初期の段階からこのようなタイプのデータが公

表されていた。第 1 章で述べたとおり，他の統計に比較してこの種の統計は信頼性が高い

と見なしうるが，それは，その数字の正確性が高いという意味ばかりでなく，加工がなさ

れていないという点で生産指数推計の基礎として適当であるという意味をも含む。このよ

うな物量単位生産量統計について，注意すべき点をいくつか述べよう。第一に，このよう

なデータを基礎として作成されるわれわれの生産指数と，ソ連公式統計の生産指数との違

いについてである。まず，物量単位で表現された生産統計には，企業がみずからの生産の

ために使用した半製品の生産量も含まれる。すなわち，「現物で表現された生産量の記帳の

際には，当該企業においてさらなる加工に使われた生産物を含むすべての生産物量が示さ

れねばならない」のである（Словарь-справочник, стр. 59）。したがって，たとえばわれ

われが指数計算に利用する現物表示の「銑鉄」の生産量には，粗鋼の生産のために費消さ

れた「銑鉄」が含まれ，「粗糖」の生産量には「精製砂糖」の生産に費消された「粗糖」の

生産量が含まれる（Нархоз в 1959 г., стр. 833-834）。換言すれば，われわれの指数は総生

産ではなく総取扱の指標である。これに対して公式統計の生産指数は，基準価格で評価し

た工業総生産額であり，その計算方法は前項で述べたような工場法に基づく。つまり，た

とえばみずから生産した銑鉄のうち同じ企業の粗鋼生産のために費消された部分は控除さ

れている。このような二つの統計シリーズの違いは，のちにわれわれの生産指数のカヴァ

レッジを確認しようとする場合に大きな問題となる（本章 2-6-1 参照）。さらに，公式統計

の生産指数には，未完成の製品･半製品在庫増減および修理などのサーヴィスの価値額が含

まれるが，これらはわれわれの生産指数には含まれていない。これらの詳細を知ることは，

                                                   
86 トラストとは，具体的にはいくつかの同種の企業の集合体，あるいはそれを管理する部門別工業省の中

の一つの管理組織を意味する。 
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外部にいる者にとって不可能なことである。 

 

 

表 2-2 物量単位生産データのチェック 

 1921 1922 1923 1924 1925 1926 1927 1928 1929 1930 1931 

電力（100 
万 kwh） 

- - - - 2925 3507 4173 5093 6386 8231 11762 
520 775 1146 1562 2925 3508 4205 5007 6224 8368 10686 

    0 1 32 -86 -162 137 -1076 

原油 

（1000 
トン） 

4001 4912 5666 6491 7483 8821 10957 12316 14477 18622 22942 

3781 4658 5277 6064 7061 8318 10285 11625 13684 18451 22392 
-220 -254 -389 -427 -422 -503 -672 -691 -793 -171 -550 

石炭 

（1000 
トン） 

8530 9040 10782 16211 16957 26044 32333 35808 41668 47050 53543 

7500 9318 10524 14584 14903 23353 29452 32453 36589 43289 50741 
-1030 278 -258 -1627 -2054 -2691 -2881 -3355 -5079 -3761 -2802 

泥炭 
（1000 

トン） 

2280 2137 - - - - - 5344 5450 5854 9593 
2020 2160 2430 2860 2720 3550 4910 5320 6910 8080 12360 

-260 23      -24 1460 2226 2767 

銑鉄 

（1000 
トン） 

116 188 309 700 1326 2269 3050 3375 4347 5001 4856 

117 180 314 670 1390 2203 2961 3282 4021 4964 4871 
1 -8 5 -30 64 -66 -89 -93 -326 -37 15 

粗鋼 

（1000 
トン） 

- - - 1408 2236 3104 3779 4253 4878 5798 5415 

220 318 615 993 1868 2911 3592 4251 4854 5761 5620 
   -415 -368 -193 -187 -2 -24 -37 205 

圧延鉄材 
（1000 

トン） 

- - - - 1464 2327 2789 3523 3905 4993 4404 
165 259 474 690 1390 2259 2762 3433 3930 4561 4287 

    -74 -68 -27 -90 25.4 -432 -117 

鉄鉱石 

（1000 
トン） 

129 245 506 1096 2190 3487 5019 6024 7849 10245 10612 

140 190 410 940 2220 3430 4810 6133 7997 10663 10591 
11 -55 -96 -156 30 -57 -209 109 148 238 -21 

トラク 

ター（台） 

0 0 2 11 538 910 874 1491 4569 12591 40883 

0 0 2 11 600 900 900 1300 3300 9100 37900 
0 0 0 0 62 -10 26 -191 -1269 -3491 -2983 

用材 
（1000m3） 

1710 3057 5093 6249 8904 10843 12347 13633 16585 21884 23569 
       13600 17000 21900 23800 

       -33 415 16 231 

紙 

（1000 
トン） 

32.2 40.2 62.1 120.0 217.8 268.3 298.4 299.3 379.7 464.5 476.0 

 31.7 61.0 107.8 211.0 254.0 268.0 284.5 384.9 495.3 505.2 
 -8.5 -1.1 -12.2 -6.8 -14.3 -30.4 -14.8 5.2 30.8 29.2 

厚紙 

（トン） 

1941 3669 11755 16612 23545 30253 46609 45447 51883 83893 63423 

 2500 10400 18500 23500 33000 44500 47100 62500 77000 62000 
 -1169 -1355 1888 -45 2747 -2109 1653 10617 -6893 -1423 

セメント 
（ 1000 ト
ン） 

63.9 141.6 225.6 372.3 726.9 1331.5 1617.8 1902.9 2367.3 3115.2 3302.1 
64 142 271 392 872 1403 1574 1850 2232 3006 3336 

0.1 0.4 45.4 19.7 145.1 71.5 -43.8 -52.9 -135.3 -109.2 33.9 

レンガ 

（100 
万個） 

94.1 129.5 165.3 254.8 510 987.2 1522.9 1999.6 2593.9 4132.4 - 

       2790 3755 4750  
       790.4 1161.1 617.6  

木綿糸 

（1000 
トン） 

21.8 71.5 87.4 116.2 196.9 252.1 283.6 329.3 353.8 261.6 281.7 

       324.0  287.4 313.8 
       -5.3  25.8 32.1 

毛糸 
（トン） 

6790 13745 15875 20733 29653 36303 44348 53063 64179 72754 73336 
       49500 57300 71000 73000 

       -3563 -6879 -1754 -336 

亜麻糸 

（トン） 

8378 20803 32736 43013 45328 64495 64140 63776 77289 78231 57030 

       61600 70400 78200 57000 
       -2176 -6889 -31 -30 

革靴 

（1000 足） 

3361 3442 4528 5066 9095 12010 18895 24371 39323 61130 67731 

       58000 77000 75400 86700 
       33629 37677 14270 18969 
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粗糖 

（1000 
トン） 

50.2 185.7 190.2 362.3 451.5 1044.1 955.0 1221.2 957.9 1489.5 1525.2 

51 210 378 457 1064 873 1333 1283 823 1507 1486 

1 24 188 95 613 -171 378 
 

62 
-135 18 -39 

塩 

（1000 
トン） 

983 743 1185 1256 1345 1553 2082 2453 2868 3205 2849 

       2336 2670 3158 3182 
       -117 -198 -47 333 

石鹸 

（1000 
トン） 

- 13.65 24.78 46.62 100.00 126.44 146.02 195.50 211.19 226.57 236.54 

       311.00    
       115.50    

注：上記 21 品目のそれぞれについて，第 1 段目の数字は，1932 年に公表された物量単位生産量，第 2 段

目の数字は，後年（主として第 2 次大戦後）の資料に公表された最終的な物量単位生産量，第 3 段目の数

字は，最終的な生産量－1932 年公表生産量．空欄は，不詳．第 1 段目の数字の出所は，ЦУНХУ（1932, стр. 

6-9），第 2 段目の数字の出所は，以下に示す以外は Нархоз в СССР 各年版．原油：ЦСУ СМ СССР （1957, 

стр. 153），泥炭：ЦУНХУ（1936a, стр. 130），鉄鉱石 1921-1927：Nutter（1962, p. 431），用材 1929-1931：

ЦУНХУ（1934, стр. 126），紙 1922-1924：Nutter（1962, p. 426），厚紙 1922-1924：Nutter（1962, p. 426），

木綿糸 1930-1931：Nutter（1962, p. 455），毛糸 1929：Иоффе（1939, стр. 191）; 1930-1931：ЦУНХУ

（1936b, стр. 199），亜麻糸 1929-1931：Nutter（1962, p. 456），粗糖：1921-1927：ЦСУ СМ СССР（1957, 

стр. 373），塩 1928-1931：ЦУНХУ（1936a, стр. 174）． 

 

第二に，時期による個別生産物生産量統計の信頼性の違いについてである。すなわち，

第 1 章で述べたように第 2 次世界大戦以前の統計については，小規模工業における生産量

が十分に捕捉されておらず，したがって信頼性に欠ける。とりわけ 1933 年に関する小規模

工業センサス以前にはこの問題があると考えられる。後年になって発表された物量単位生

産統計は，この問題を十分考慮しているのだろうか。表 2-2 には，21 の工業生産物につい

て，1932 年に公表された物量単位の生産量統計を主としてスターリン批判以降に発表され

た後年における同様の統計と比較した結果が示されている。この表において，各生産物の

1931 年までの生産量は，1932 年に公表された大規模工業のみの値である。もしも後年の統

計において小規模工業の生産量が考慮されたとすれば，当然のことながら生産量は増加す

るはずである。そのようなことが予想される生産物は，表の品目の中では，製鉄部門の銑

鉄，粗鋼，圧延鋼材，木材加工･製紙部門の用材，軽工業部門の毛糸，革靴，食品部門の塩，

石鹸であるが87，それらの生産物の中で上記のような傾向が読みとれるのは，革靴と（わず

かに 1928 年に関するデータだけではあるが）石鹸のみである。他の生産物については，生

産量が増えている年もあれば減っている年もあり，特に鉄鋼製品および毛糸については多

くの年で減少している。表 2-2 に示されたわずかな生産物からの結論ではあるが，後年のソ

連統計当局は，生産物によって小規模工業生産量を考慮した場合もあれば，考慮しなかっ

た場合もあるのではなかろうか。なお，表に示されているように，初期ソ連の現物生産量

統計は，後年になって大幅な数字の見直しが行なわれている。全体として数字を下方に修

正する場合が多く，たとえば石炭のような重要な生産物についても多くの年で 10％を超え

る生産量の減少が見られる。いずれにしても後年による生産量データの変更は，統計当局

による生産量のチェックが過去にさかのぼって行なわれているこのことのあらわれである

                                                   
87 1927 年および 1929 年に関する資料（ЦСУ СССР, 1929, стр. 482-487; ЦУНХУ СССР, 1932, стр. 

84-85）から判断した。 



82 

 

と思われる。 

第三に，ソ連初期の統計については，財政年度の表示にも注意が必要である。前に述べ

たように，ソ連においては 1930 年まで暦年の 10 月からその翌年の 9 月までを区切りとす

る財政年度が使われていた。この制度は 1930 年に廃止され，1930 年の第 4 四半期を「特

別四半期」としたのち 1931 年度からは暦年と一致させることとした。1930 年までの公式

統計集においては，古い年度の区切りに基づく生産量統計が掲載されていたが，旧財政年

度の廃止に伴ってそれまでの統計についても再計算が行なわれ，新たな統計集では，過去

にさかのぼってそれぞれの年の 10-12 月の生産量データを調整して新財政年度に修正した

数字が掲載されることとなったと思われる。たとえば石炭を例にとると，表 2-3 のようにな

る。すなわち，1929 年に刊行された統計集における旧年度表示の毎年の生産量に対し，1932

年に刊行された統計集における新年度表示の生産量はそれを少しずつ上回っている。おそ

らく，旧年度表示の生産量から前年 10-12 月分を削り当年 10-12 月分を加えた結果と思わ

れる。他の生産物についても，このような結果を見てとることができる。さらに，1930 年

代前半に出版された統計集では両方の年度の併用が見られるが，それらの統計集において

新旧年度の表示は明確に区別されている（たとえば，ЦУНХУ СССР（1932）を参照）。こ

のようなことから，初期ソ連統計における新旧年度の区別は，そのまま信頼してよいよう

に思われる。 

 

 

表 2-3 新旧財政年度と生産量の表示：石炭の場合（1000 トン） 

  1920 1921 1922 1922/23 1923/24 1924/25 1925/26 1926/27 1927/28 

石炭  8555 8530 9040 10646 16006 16741 25714 31923 34513 

  1920 1921 1922 1923 1924 1925 1926 1927 1928 

石炭  n.a. 8530.0 9040.0 10782.3 16210.9 16956.8 26044.2 32332.8 35808.4 

出所：上は，ЦСУ СССР （1929, стр. 302-303），下は，ЦУНХУ СССР （1932, стр. XXXIV-XXXV）． 

 

 

2-3-4．代表生産物 

さて，ナルホーズなどの公式統計集からその現物単位による生産量を知ることのできる

工業製品は，おそらくは 1000 品目以上にのぼることだろう。しかし，われわれの生産指数

推計のためにサンプルとして用いることのできる製品は，相当の長期にわたってその生産

量が公表されているものでなければならない。さらに重要な基準は，ウェイトとして用い

る 3 つの年，すなわち 1928 年，1955 年，1997 年における価格が判明している生産物でな

ければならないということである。このような条件をクリアして，本推計でサンプルとす

ることのできた工業製品の品目数は，表 2-4 に示したような 184 品目であった88。これらの

生産物の具体的な生産量については，巻末の付表 1 に示した。 

 

                                                   
88 E.2.1 リン肥料と E.2.2 リン肥粉をそれぞれ 1 品目と数えた。1 品目と数えられている E.7 タイヤは，

1997 年価格シリーズでは，E.7.1 トラック用，E.7.2 乗用車用，E.7.3 トラクター用に分類されて指数が計

算されている。また FA.2.1 スティーム・ガス・タービンと FA.2.2 水力タービンは，あわせて FA.2 タービ

ンとして，1 品目として数えた。 
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表 2-4 本書推計で利用された生産物 

部門 

（品目数） 

品目 

番号 

品目 1928 

年 

指数 

1955

年 

指数 

1997

年 

指数 

全年 

デー 

タ 

欠落 

10 

以下 

推定 

A. 電力（1） A.1 電力 ★ ★ ★ ★   

B. 燃料（6） B.1 原油 ★ ★ ★ ★   

 B.2 天然ガス ★ ★ ★  ★  

 B.3 石炭 ★ ★ ★ ★   

 B.4 褐炭 ★ ★  ★   

 B.5 オイル・シェール ★ ★   ★ ★ 

 B.6 泥炭 ★ ★  ★   

C. 製鉄（7） C.1 銑鉄 ★ ★ ★ ★   

 C.2 粗鋼 ★ ★  ★   

 C.3 圧延鋼材 ★ ★ ★ ★  ★ 

 C.4 鋼管 ★ ★ ★ ★   

 C.5 鉄鉱石 ★ ★ ★ ★   

 C.6 マンガン鉱石 ★ ★  ★   

 C.7 コークス ★ ★ ★    

D.非鉄金属 D.1 銅 ★ ★ ★    

（3） D.2 鉛 ★ ★ ★    

 D.3 亜鉛 ★ ★ ★    

E.化学 E.1 窒素肥料 ★ ★ ★  ★ ★ 

（15） E.2 リン肥料（リン肥粉を含む） ★ ★ ★  ★ ★ 

 E.2.1 リン肥料 ★ ★ ★  ★ ★ 

 E.2.2 リン肥粉（a） ★ ★ ★  ★  

 E.3 カリ肥料 ★ ★  ★   

 E.4 硫酸 ★ ★ ★ ★  ★ 

 E.5 ソーダ灰 ★ ★  ★  ★ 

 E.6 苛性ソーダ ★ ★ ★ ★  ★ 

 E.7 自動車用タイヤ（b） ★      

 E.8 合成染料 ★ ★     

 E.9 鉛丹 ★ ★     

 E.10 亜鉛華   ★    

 E.11 人造繊維･糸   ★    

 E.12 合成繊維･糸   ★    

 E.13 合成樹脂･プラスチック   ★    

 E.14 合成洗剤 ★ ★ ★  ★ ★ 

F.機械 FA.1 スティーム・ボイラー ★ ★   ★ ★ 

（90） FA.2 タービン ★ ★ ★  ★ ★ 

 FA.2.1   スティーム･ガス･タービン       

 FA.2.2  水力タービン       

 FA.3.1 ディーゼル ★ ★   ★  

 FA.4 タービン用発電機 ★ ★     

 FA.5 交流モーター ★ ★ ★  ★ ★ 

 FA.6 送電用変圧器 ★ ★   ★  

 FB.1 鉱山用荷積み機   ★    

 FB.2 石炭用コンバイン  ★     

 FB.3 コール・カッター  ★     

 FB.4 鉱山用電気機関車  ★   ★  

 FB.5 ターボドリル  ★     

 FB.6 大規模電動機   ★    

 FB.7 金属工作機械 ★ ★ ★ ★   

 FB.8 電気炉  ★     

 FB.9 紡績機 ★ ★ ★  ★  

 FB.10 糸巻き機  ★     

 FB.11 織機 ★ ★ ★  ★  
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 FB.12 梳綿機 ★ ★     

 FB.13 靴下製作機   ★    

 FB.14 靴用皮革なめしつり込み機  ★     

 FB.15 皮革加工機  ★     

 FB.16 植字機 ★ ★     

 FB.17 平版印刷機 ★ ★     

 FB.18 工業用ミシン ★ ★     

 FB.19 鍛冶プレス機 ★ ★   ★ ★ 

 FC.1 幹線用電気機関車 ★ ★ ★    

 FC.2 幹線用ディーゼル機関車 ★ ★ ★    

 FC.3 幹線用蒸気機関車 ★ ★  ★   

 FC.4 幹線用貨車 ★ ★ ★  ★  

 FC.5 幹線用客車 ★ ★ ★    

 FC.6 路面電車車両（c） ★ ★ ★    

 FC.7 地下鉄車両（d） ★ ★ ★    

 FC.8 トロリーバス   ★    

 FC.9 トラック（e） ★ ★ ★    

 FC.10 バス（f） ★ ★ ★    

 FC.11 トラック用トレーラー   ★    

 FC.12 トラクター用トレーラー   ★    

 FD.1 トラクター ★ ★ ★ ★   

 FD.2 トラクター用プラウ ★ ★ ★  ★  

 FD.3 トラクター用粗耕機 ★ ★     

 FD.4 馬用プラウ ★ ★     

 FD.5 トラクター用ハロウ ★ ★     

 FD.6 馬用ハロウ ★ ★     

 FD.7 トラクター用耕運機 ★ ★   ★  

 FD.8 馬用耕耘機 ★ ★     

 FD.9 トラクター用播種機 ★ ★ ★  ★ ★ 

 FD.10 馬用播種機 ★ ★     

 FD.11 トラクター用ｼﾞｬｶﾞｲﾓ植付け機  ★   ★  

 FD.12 苗植付け機  ★     

 FD.13 穀物収穫用コンバイン  ★ ★ ★   

 FD.14 その他のコンパイン  ★ ★    

 FD.15 列状刈取り機  ★     

 FD.16 馬用刈取り機 ★ ★     

 FD.17 綿花摘みとり機  ★     

 FD.18 トラクター用草刈機 ★ ★   ★  

 FD.19 馬用草刈機 ★ ★     

 FD.20 トラクター用レーキ  ★     

 FD.21 馬用レーキ ★ ★     

 FD.22 トラクター用脱穀機 ★ ★     

 FD.23 馬用脱穀機 ★ ★     

 FD.24 穀物篩い分け機       

 FD.25 馬用唐箕 ★ ★     

 FD.26 馬用伝動装置 ★ ★     

 FD.27 わら･マグサ・カッター ★ ★     

 FD.28 農業用汎用積み下ろし機   ★    

 FD.29 搾乳装置   ★    

 FE.1 掘削機（エクスカヴェータ） ★ ★ ★ ★   

 FE.2 自走式地ならし機  ★     

 FE.3 コンクリートミキサー ★ ★     

 FE.4 トラクター用スクレーパ  ★     

 FE.5 ブルドーザ  ★ ★    

 FE.6 鉄道クレーン  ★   ★  

 FE.7 橋形電気クレーン  ★ ★    

 FE.8 塔状クレーン  ★     



85 

 

 FE.9 自動車クレーン  ★ ★    

 FE.10 エレヴェータ  ★   ★  

 FF.1 乗用車 ★ ★ ★ ★   

 FF.2 オートバイ･スクーター ★ ★ ★  ★ ★ 

 FF.3 自転車･モーター自転車 ★ ★ ★  ★ ★ 

 FF.4 電球 ★ ★ ★    

 FF.5 蓄音機 ★ ★     

 FF.6 ラジオ ★ ★   ★  

 FF.7 家庭用洗濯機   ★   ★ 

 FF.8 家庭用冷蔵庫   ★   ★ 

 FF.9 電気アイロン   ★    

 FF.10 テレビ   ★    

 FF.11 カメラ ★ ★   ★  

 FF.12 時計  ★   ★  

 FF.13 家庭用ミシン ★ ★   ★  

G. 木材加 G.1 産業用木材 ★ ★ ★ ★   

工 （11） G.2 薪材 ★ ★   ★  

 G.3 材木 ★ ★ ★  ★  

 G.4 ファイバーボード   ★   ★ 

 G.5 合板 ★ ★ ★    

 G.6 合成樹脂パーティクルボード   ★   ★ 

 G.7 マッチ ★ ★     

 G.8 紙 ★ ★ ★ ★  ★ 

 G.9 厚紙 ★ ★ ★ ★   

 G.10 テーブル   ★    

 G.11 椅子･肘掛け椅子   ★    

H.建設資 H.1 セメント ★ ★ ★ ★   

材 （12） H.2 組立式鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ構造･部品   ★    

 H.3 建設用石灰 ★ ★ ★    

 H.4 建設用石膏 ★ ★ ★    

 H.5 建設用レンガ ★ ★ ★ ★   

 H.6 屋根下張り用素材 ★ ★ ★ ★   

 H.7 マグネシウム金属粉 ★ ★     

 H.8 ルーフィング･アイアン ★ ★     

 H.9 ルーフィング･タイル  ★   ★ ★ 

 H.10 スレート ★ ★  ★   

 H.11 レール ★ ★     

 H.12 リノリウム   ★   ★ 

I. 軽 （15） I.1 木綿糸   ★    

 I.2 綿織物 ★ ★ ★  ★ ★ 

 I.3 亜麻糸   ★    

 I.4 亜麻織物 ★ ★ ★  ★  

 I.5 毛糸   ★    

 I.6 毛織物 ★ ★ ★ ★  ★ 

 I.7 絹・レーヨン織物 ★ ★   ★  

 I.8 ニット（メリヤス）製品（g） ★ ★ ★  ★  

 I.9 靴下類 ★ ★ ★  ★  

 I.10 コート・半コート・レインコート   ★    

 I.11 堅い革製品 ★ ★ ★   ★ 

 I.12 柔らかい革製品（h） ★ ★ ★   ★ 

 I.13 革靴 ★ ★ ★ ★   

 I.14 フェルト靴 ★ ★   ★  

 I.15 ゴム靴 ★ ★     

J.食品 J.1 粗糖 ★ ★ ★ ★   

（24） J.2 精製砂糖 ★ ★  ★   

 J.3 肉（i） ★ ★ ★    

 J.4 ソーセージ･ハム   ★    
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 J.5 漁獲量・海獣・鯨捕獲量 ★ ★  ★   

 J.6 バター ★ ★ ★ ★   

 J.7 乳製品  ★ ★    

 J.8 チーズ･羊乳チーズ  ★ ★   ★ 

 J.9 植物油 ★ ★ ★  ★  

 J.10 マーガリン・混合脂肪 ★ ★     

 J.11 缶詰 ★ ★ ★ ★   

 J.12 菓子類 ★ ★ ★  ★ ★ 

 J.13 マカロニ･パスタ類 ★ ★ ★ ★   

 J.14 穀粉 ★ ★ ★    

 J.15 スターチ･シロップ ★ ★     

 J.16 ソフト･ドリンク   ★    

 J.17 原アルコール ★ ★ ★    

 J.18 ウォッカ･ウォッカ類 ★ ★ ★    

 J.19 ビール ★ ★ ★ ★   

 J.20 ワイン   ★    

 J.21 塩 ★ ★  ★   

 J.22 巻きタバコ ★ ★ ★  ★  

 J.23 マホルカ（低級タバコ） ★ ★     

 J.24 石鹸（j） ★ ★   ★ ★ 

注：部門および生産物の前の符号は，われわれの推計のためのもの．「1928 年指数」欄に★印のある生

産物は，1928 年価格を使って計算された部門指数作成に利用された生産物を意味する．「1955 年指数」，

「1997 年指数」欄の星も同様の意味である．「全年データ」欄に星のある生産物は，指数推計期間の 1913

年から 1990 年のすべての年（1914-27 年を除く）について，生産量データがある生産物を意味する．「欠

落 10 以下」欄に星のある生産物は，生産量データの得られない年が，10 以下であることを示す．したが

って，「全年データ」および「欠落 10 以下」欄に星のない品目は，11 以上の生産量データ欠落年をもつ生

産物である．「推定」欄に星のある生産物は，生産量の一部を，推定によって得ていることを示す．具体的

な推定方法については，本文および本書末の付表 1 の注を参照． 

(a) ただし 1997 年価格シリーズでは，リン肥料とリン肥粉の合計生産量に，リン肥料とリン肥粉の

1997 年生産量ウェイトつき平均価格を適用した． 

(b) ただし 1997 年価格シリーズでは，トラック用，乗用車用，トラクター用タイヤの価格を，それぞ

れの生産量に適用した．また，これら用途別タイヤの生産量については，一部で推計が必要とな

った（付表 1 注参照）． 

(c) ただし 1928 年価格シリーズでは，路面電車と地下鉄車両の合計生産量に，両者の推定平均価格を

適用した． 

(d) ただし 1928 年価格シリーズについては，路面電車車両の注を参照． 

(e) ただし 1928 年価格および 1955 年価格シリーズについては，トラックとバスの合計生産量に，両

者の 1928 年あるいは 1955 年生産量ウェイトつき平均価格を適用した． 

(f) ただし 1928 年価格および 1955 年価格シリーズについては，トラックの注を参照． 

(g) ただし 1955 年価格シリーズについては，下着用ニットと上着用ニットを合わせたニット製品推定

平均価格を適用した．1928 年シリーズおよび 1997 年価格シリーズは，下着用ニットと上着用ニ

ットの価格を，それぞれの生産量に適用した． 

(h) ただし 1928 年価格および 1955 年価格シリーズについては，クロム革製品とロシア革製品を合わ

せた I.12 柔らかい革の推定平均価格を適用した．1997 年価格シリーズは，クロム革製品，ロシア

革製品のそれぞれの価格を生産量に適用した． 

(i) ただし 1928 年価格および 1955 年価格シリーズについては，牛肉，豚肉，鶏肉の合計生産量に，
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生産量ウェイト付き平均価格を適用した．1997 年価格シリーズは，三種の肉の価格を，それぞれ

の生産量に適用した． 

(j) 本文にあるように，石鹸は，1913-1970 年については食品工業部門の製品，1970-1990 年につい

ては化学工業部門の製品として指数を計算した． 

 

 

もちろん，これら 184 品目のすべてが指数計算に利用できたわけではない。表 2-4 に示

したように，1928 年価格シリーズ作成にあたっては，1928 年指数欄に星のある 126 品目，

1955 年価格シリーズについては 156 品目，1997 年価格シリーズについては 105 品目が使

われた。これらの生産物は，それぞれの年の価格が明らかになったために利用可能となっ

たものである。 

本章第 2 節で，われわれの生産指数の推計期間は 1913-1990 年であると述べたが，正確

には，1913 年および 1928-1990 年の各年である。1914-1927 年については，第 1 次世界大

戦，革命，内戦，新経済政策と続く変動の時代であって，前に述べたようなさまざまな理

由により生産統計が不完全であり，またかなりの生産物について生産量が明らかでない。

したがってこの時期については指数の計算を断念した。もっとも，表 2-4 に掲げられている

生産物の多くについても，上述の推計期間のすべての年について生産量が明らかになって

いるわけではない。むしろ，すべての推計年について生産量が明らかである生産物は例外

的であって，表の「全年データ」欄に星が付されている生産物がそれであるが，品目数は

38，サンプル生産物全体の 20.7％である。原材料製品が多く，20 世紀後半になって登場し

た重要品目である石油化学製品，輸送機器，電気機器などは，これに該当していない。欠

落年が 10 以下の生産物にも，星印が付されているが，42 品目ある。したがって，残りの

103 品目は，11 以上の生産量データ欠落年をもつことになるが，これらの生産物の多くは，

いくつかのいわばベンチマーク年の生産量については，公表されている場合が多い。これ

らのベンチマーク年とは，1913 年，1928 年，1932 年，1937 年，1940 年，1945 年，1950

年，1955 年，1960 年，1965 年，1970 年，1975 年，1980 年，1985 年，1990 年の各年で

ある。したがって，これらのベンチマーク年の生産指数は，その作成に利用される生産物

の数が多いだけ信頼性が高いといえる。実際，本書の指数作成の際は，まずこうしたベン

チマーク年の指数が計算され，そのあとにそれよりもサンプル生産物の少ない中間年の指

数が計算された。中間年の指数は，ベンチマーク年と共通する生産物の生産額に基づいて

算出された（具体的方法は，第 8 章表 8-9 参照）。 

ある生産物の場合には，直接に生産量データが得られない場合でも，何らかの手がかり

から生産量を推定することができる。本推計で用いられたおもな欠損データの推定方法と

しては，次のようなものがある。まずもっとも単純な例は，異なる測定単位からの推定で

ある。たとえば「オイル･シェール」は，1945 年以降の多くの年について，実際の生産量で

なく基準燃料換算生産量しか公表されていない。このような場合は，両者が判明している

直近の年の比を用いて実際の生産量を求めた。また，1982 年以降の「窒素肥料」，「リン肥

料」，「カリ肥料」については，実際の生産量ではなく基準栄養物質換算量しか判明してい

ない。これらについても，「オイル･シェール」と同じ方法で生産量を求めた。同様の例と

しては，「綿織物」，「毛織物」，「堅い革製品」などがある。 
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いくつかの品目については，統計当局によって過去の生産量の見直しが行なわれ，その

結果その品目の生産量データがさかのぼって訂正された場合がある。そうした場合に，過

去のある年については改訂された数字が得られないというケースがある。たとえば「ソー

ダ灰」は，ナルホーズの 1971 年版において，表 2-5 のような生産数字の見直しが行なわれ

た。しかし，表に示したベンチマーク年以外の年については，生産量がどのように変更さ

れたかについては不明である89。そのような年については，比例計算によって生産量を推定

した。たとえば，1929-31 年の各年については，1928 年と 1932 年における新旧生産量の

数字の比を平均した値を，旧い数字に掛けて新たな生産量とした。1933-36 年，1938-39 年，

1946-49 年等々の各年についても，同様である。「ソーダ灰」のほかにこのような推計方法

を用いたものに，「苛性ソーダ」，「ファイバーボード」，「合成樹脂パーティクルボード」，「紙」

などがある。 

 

 

表 2-5 「ソーダ灰」の生産量の改定（1000 ﾄﾝ） 

 1913 1928 1932 1937 1940 1945 1950 1955 1960 1965 1970 

‘70 年版以前 160 217 288 528 536 235 749 1473 1887 2871 3668 

‘71 年版以後  206 273 502 509 224 711 1365 1793 2728 3485 

注：70 年版以前の公式統計によって，上記ペンチマーク年以外の年の生産量もわかっている．しかし，71

年版以降に改定された生産量は，上記ベンチマーク年についてしかわからない．生産量データの出所は，

ナルホーズ各年版． 

 

 

さらに，ある品目については，ある年以降その品目に含まれる一部の製品しか生産量が

わからなくなったものがある。たとえば，「オートバイ･スクーター」は，1970 年以降，「オ

ートバイ」の生産量しか公表されなくなった。このような場合は，両者の生産量がわかる

最後の年である 1969 年の比を，その後の「オートバイ」の生産量に掛けて，「オートバイ･

スクーター」の生産量とした。同様の推定方法を用いたものに，「自転車･モーター自転車」，

「トラクター用播種機」，「家庭用冷蔵庫･冷凍庫」，「チーズ･羊乳チーズ」などがある。 

以上に例示したような方法によって，その一部の生産量に推定数字を含むサンプル品目

は，全 184 品目中，29 品目であった。このような品目は，表 2-4 の「推定」欄に星印を付

した。 

サンプル品目のリストを一見すれば明らかなように，この中には，一般にいわゆる軍需

製品と呼ばれるものは含まれていない。これはもちろん，そのような製品の生産量データ

が公表されていないからである。軍需製品の欠如は，われわれの推計を含めたすべての独

自推計に共通する問題点で，そのためにいくつかの独自推計では，別に軍需生産の指数を

推計している例もある。われわれの推計では，軍需生産について十分な準備がないため，

過去に行なわれた軍需生産に関する独立推計のいくつかを利用する形で軍需生産を考慮し

た（本章 2-5 参照）。ただし，われわれの推計のサンプル生産物の中でも電力や製鉄などの

                                                   
89 この場合には，おそらくは，95％ソーダ灰による重量を 100％による重量表示に改めたためと思われる。

この例のように，ナルホーズ等において数字に変更があった場合に，何の注釈もつけられていないことが

多いが，これはソ連公式統計の問題点の一つである。 
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中間生産物生産部門の製品は，当然のことながら軍需工業製品の原材料となっている。ま

た，たとえばソ連で生産されたトラックのおよそ半分は軍が購入していたといわれるから，

その意味では，サンプル生産物にも多少の軍需製品も含まれている。逆に，民生用の船舶

や航空機は品目リストにない。これらの製品の生産量が公表されていないのは，軍需製品

生産秘匿の方針の影響を受けているのではないかと思われる。なお，1965 年改革以降に軍

需工業省とされた部門別工業省は，航空工業省，国防工業省，一般機械製作省，通信機器

工業省，普通機械製作省，造船工業省，化学工業省，電子工業省，電気工業省の 9 省（い

わゆる「9 人組（девятка）」）であるが，この他にも多くの省が軍需製品の生産にかかわっ

たと推測される（Быстрова, 2004, стр. 246）。 

第 1 章 1-5-5．で述べたように，ソ連はその歴史においてたびたび領土を拡大した。特に

1939-40 年には，フィンランドの一部，エストニア，ラトヴィア，リトアニア，東ポーラン

ド，東ガリツィア，ベッサラビアを得た。これにより，ソ連は 2,220 万人の人口を獲得し

たから，この領土拡大は無視できる変化ではない（表 1-10 参照）。また第二次大戦後は，

千島列島やサハリンの南半分を獲得した。こうした領土の変化とサンプル生産物の生産量

との関係は，次のとおりである。 

本推計におけるデータは，革命前の 1913 年を例外として，それ以外の年はすべてそれぞ

れの年における国境に基づく。この意味で，各年のデータは，多少の不連続性を伴ってい

る。また 1913 年の生産量については，最終的なソ連の領土に基づくデータが判明している

場合にはそれを採用するようにした。大部分のサンプル生産物はこれに属するが，原資料

に明記されていない場合もあるので，1939 年 9 月 17 日以前のソ連の領土に基づく生産量

データを使っている場合があるかもしれない。確実に後者といえるケースは G.9 厚紙であ

る。以上のような事情で，本推計による1913年の指数には若干の不正確性があるといえる。 

 

2-3-5．部門分類 

すでに述べたように，ソ連の産業部門分類方法は国連が勧告する国際標準産業分類（ISIC）

とは異なっていたが，本書では，推計の便宜上，ソ連で使われていた産業分類（ОКОНХ, 

Общесоюзный классификатор отраслей народного хозяйства）をそのまま用いた。ソ

連では，すでに革命直後の 1918 年に工業部門分類が行なわれたが，そのときには工業は

29部門に分類された。その後 1931年および 1936年に見直しが行なわれて部門数は減少し，

さらに 1939 年の修正で 14 部門となった。その後 1950 年代後半のソヴナルホーズ改革に

伴って部門数が 19 部門に増加するなどの変化ののち（Ezhov, 1960, pp. 28-32），1960 年代

には再び 14 部門に戻った。その後数年おきに細かい変化があったようだが，1976 年 1 月

以降は，16 部門の分類となってそれが標準的な分類となった（Статистика, 1986, стр. 34）。

表 2-6 に，ソ連における工業部門分類の変遷を示したが，ナルホーズをはじめとする公式統

計集においては，1956 年以降ほぼ一貫して，簡略化された 10 部門分類による工業統計の

提示が一般的であった。その 10 部門とは，すでに表 2-4 に示したように，「電力」「燃料」

「製鉄」「非鉄金属」「化学」「機械」「木材加工･製紙」「建設資材」「軽」「食品」の各部門，

すなわち表 2-6 の「1976.1～2002.12」の欄の I．II．III．IV．V．VI．VII．VIII．X．XI．

である。われわれの推計も，これらの 10 部門および工業全体についての生産指数を求める

こととするが，表 2-6「1976.1～2002.12」の欄の V．は「化学」，VI．は「機械」，VII．
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は「木材･製紙」などと略称することとする。表 2-6 からもうかがえるように，1920 年代か

ら 1990 年に至るまで，ソ連における工業部門分類に基本的な変更はなかったといってよい

だろう。その上で，当初は細かく分かれていた工業各部門が次第に統合されていったと見

ることができよう。これらの 10 部門で，1913 年には総労働力の 95.8％，1927/28 年には

94.8％，1940 年には 94.5％，1960 年には 95.9％，1990 年には 93.1％を占めた（後掲表

2-11; Госкомстат, 1988а, стр. 49-50; Нархоз в 1990 г., стр. 386）。 

本章 2-3-1 で述べたように，鉱業はソ連における「工業」に含まれるが，燃料部門のほか

に，採掘された鉱物がどの部門において加工されるかによって，それらの生産物が製鉄，

非鉄金属，化学，建設資材などの各部門に振り分けられた。たとえば鉄鉱石の生産は，製

鉄工業部門に属する。また林業は木材加工･製紙部門に，漁業は食品工業に分類されていた。

以上のようなソ連時代の産業分類は，ソ連崩壊後のロシアになってからもしばらく使われ

ていたが，2003 年 1 月 1 日を期して EU の経済活動形態統計分類に則った ОКВЭД 

（Общероссийский классификатор видов экономической деятельности）への移行が開

始された（РСЕ 2004, приложение, стр. 6）。  

 

 

表 2-6 ソ連工業部門分類の変遷 

1936 年現在 1966 年現在 1976.1～2002.12 

I．発電 

II．燃料 

III．鉱石採掘 

IV．化学原料鉱石採掘 

V．その他鉱物原料 

VI．冶金 

VII．機械製作･金属加工 

VIII．化学 

XI．建設資材 

X．ガラス 

XI．陶磁器 

XII．林業･木材加工 

XIII．製紙 

XIV．印刷 

XV．繊維一次加工（紡績） 

XVI．織物 

XVII．縫製 

XVIII．メリヤス 

XIX．雑貨 

XX．革靴製造･毛皮 

XXI．文化サーヴィス制品 

XXII．出版 

XXIII．食料品製造 

XIX．その他 

I．製鉄 

II．非鉄金属 

III．燃料 

IV．電力・熱エネルギー 

V．機械製作･金属加工 

VI．研磨材・雲母・黒鉛工業 

VII．化学 

VIII．林業・製紙・木材加工 

IX．建設資材 

X．ガラス･陶磁器 

XI．軽 

XII．食品 

XIII．薬品 

XIV．その他 

 

I．電力 

II．燃料 

III．製鉄 

IV．非鉄金属 

V．化学･石油化学 

VI．機械製作･金属加工 

VII．林業･木材加工･セルロース･
製紙 

VIII．建設資材 

IX．ガラス･陶磁器 

X．軽 

XI．食品 

XII．微生物 

XIII．製粉･挽割･配合飼料 

XIV．医療 

XV．印刷 

XVI．その他 

 

 

出所：1936 年現在：Ротштейн（1936, стр. 337-341），1966 年現在：Ежов（1966, стр. 42-50）， 

1976.1-2002.12：Социально-экономическая （1981, стр. 56）． 

 

 

ソ連工業分類の基本は変わらなくとも，各部門の境界線は，細部においてたびたび変更



91 

 

されていたように思われる90。われわれがそれを間接的に知ることができるのは，特に労働

統計によってである。たとえば一度明らかにされた各工業部門の労働者の数が，後年のナ

ルホーズによって変わっている場合がしばしばある。もちろんそれ以外の理由もあろうが，

このような統計集における数字の変更は，部門分類の変更による場合が多いと考えられる

（Feshbach, 1972, p. 197）。しかし，その詳細は明らかでない場合が多い。本推計に関係

するような部門分類変更の具体例を，以下に二つあげよう。 

ナルホーズには，1959 年版から，巻末に簡単な用語解説が付されるようになった。同書

1963 年版には，「化学･ゴム･アスベスト工業」（化学工業に対する当時の名称）の解説とし

て，同部門に属する企業が具体的に上げられた最後に，「ゴム･アスベスト工業の企業（ゴ

ム靴生産を除く）」とあり，また「軽工業」の解説には，同部門に属する企業として「製靴

工業企業（ゴム靴の生産を含む）」と記載されている（Нархоз в 1963 г., стр. 689, 690）。

事実，「ゴム靴」の生産量データは，ナルホーズ本編の軽工業部門に掲載されていた。とこ

ろがナルホーズ 1967 年版になって，「化学および石油化学工業」（化学工業に対する当時の

名称）の解説の最後が，「ゴム･アスベスト工業の企業（ゴム靴の生産を含む）」と変更され，

また「軽工業」の解説では，「ゴム靴の生産を除く」と注記されるようになった。つまり，

ゴム靴の生産は，従来の軽工業部門から化学工業部門へと変更されたことになる。1969 年

版にも同じ解説が掲載されたのちに91，このような個々の工業部門の解説は掲載されなくな

ったから，その後の変化は明らかではない92。ところが，1967 年頃から部門変更されたは

ずのゴム靴の生産量データは，ナルホーズ本編では 1967 年版以降も一貫して「軽工業」部

門に，その重要品目として掲載され，それは最後の 1990 年版まで変わることがなかった。

一体「ゴム靴」は，本当に化学部門の製品とされたのかどうか，迷うところである。われ

われの推計では，「ゴム靴」は，計算上の便宜も考えて一貫して軽工業部門の製品として取

り扱うこととした。 

おそらく「石鹸」についても，1970 年前後に，ソ連の統計当局において分類部門が変更

された可能性がある。それは，次のような事情から知られる。すなわち石鹸は，ソ連の公

式統計集においてはその原料から食品工業の製品として分類され，その生産量も，1969 年

版のナルホーズまでは，同書の食品工業の部に記載されていた（Нархоз в 1969 г., стр. 266）。

しかし 1970 年版のナルホーズにおいては，石鹸生産量の記載は食品工業の部から消え，同

書の「工業概観」の部の工業最重要品目生産量統計に，「合成洗剤および石鹸」としてあら

われるようになる（Нархоз в 1970 г., стр. 144）。さらに 1976 年度版において，工業概観

の部で「工業最重要品目生産量」統計が掲載されなくなる代わりに，化学工業の部に，「合

成洗剤および石鹸」の生産量があらわれた（Нархоз в 1976 г., стр. 217）。そしてこの形が，

年鑑の最終版である 1990 年版まで続くのである。もちろん，「合成洗剤」が化学工業の製

品として分類されているのは明らかであるが，石鹸についても，遅くとも 1976 年版から，

                                                   
90 後述するように，ナルホーズには巻末に解説編がついていたが，その中にも，たとえば「工業諸部門，

特に化学･石油化学工業，機械製作工業，セルロース製紙工業，建設資材工業，軽工業における分類変更に

伴い，総生産（成長率），平均労働者数，労働の電力装備率（成長率）に関するデータは，多くの場合以前

の数字が変更されている」（Нархоз в 1967 г., стр. 925）とある。 
91 ナルホーズ 1968 年版は，巻末の解説編がなかった。 
92 ナルホーズ 1979 年版からは，巻末の解説編も省略された。その後解説編は，ゴルバチョフ時代の 1996

年版から復活したが，以前に比べるとずっと短かくなっていた。 
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また「工業最重要品目生産量」統計掲載の形からおそらくは 1970 年版から，化学工業の一

製品として分類されている可能性がある。しかしナルホーズには，このことに関する記述

はないし，またソ連当局が生産指数の計算においてこれをどのように処理したかも明らか

ではない。こうした事情から，本推計では「石鹸」を，1970 年までは食品工業の製品とし

て，また 1970 年以降は化学工業の製品として推計を行なうこととした。 

以上のほかにも，たとえば「製粉引き割配合飼料」部門の問題，「窓ガラス」の問題など

の細かい問題がある。前者は，ナルホーズにおいては 1978 年版より「食品工業」部門から

「製粉ひきわり配合飼料」部門が分離した形で掲載されるようになった（たとえば，Нархоз 

в 1978 г., стр. 121）という問題であり，後者は，「窓ガラス」を建設資材部門の生産物とし

て扱ってよいかどうかの問題である。本書の推計では，たとえば「穀粉」は一貫して食品

工業部門の生産物として扱い，また「窓ガラス」は建設資材部門の生産物から（すなわち

指数計算から）除外している。 

非鉄金属工業部門の問題についても，ここで触れておこう。同部門の生産物は，1930 年

代半ばまでは通常の生産物と同様，生産データ量が公表されていた。たとえば 1935 年に出

版された統計集『社会主義建設』には，1933 年までのプライマリ･アルミニウム，銅，鉛，

亜鉛の生産量が記載されている。しかし翌年の『社会主義建設』には，すでにこれらの非

鉄金属の生産量データの記載はない。戦後になって出版された公式統計集には，もちろん

非鉄金属の生産データは一切ない。こうした状況は，実は現在も続いている。ロシア連邦

の統計集は，個々の非鉄金属の生産量について，対前年の伸び率しか示していないのであ

る。 

非鉄金属の生産データが秘匿されている第一の理由は，それが軍需生産に密接に関連し

ているからであろう。たとえばニッケルは，主として高品質ステンレスの製造に用いられ

るが，この高品質ステンレスは，装甲車両など装甲された武器の生産のための必需品であ

る。こうしたことが情報秘匿の主たる理由と考えられるが，もう一つ別の理由があるのか

もしれない。それは，非鉄金属の生産が，矯正労働収容所（ラーゲリ）における労働と強

く結びついているということである。たとえばノリリスクにおける巨大ニッケル･コンビナ

ートの建設は，実質的に 1935 年から開始されたが，当初から収容所における強制労働の利

用が計画され，内務省矯正労働収容所管理総局（ГУЛАГ НКВД）が直接に鉱山の開発を担

当した（Эртц, 2004, стр. 140-176）。このような事情も，非鉄金属生産の秘匿に関係がある

と考えられる。そのためわれわれの推計も，1955 年以降の非鉄金属については，生産量を

推定する手がかりをもたず，しがって指数推計が行なわれていない。換言すれば，非鉄金

属は，工業全体と同一の成長率で生産を増大させたと仮定せざるを得なかった。代替的な

方法として，1955 年以降の非鉄金属生産を，たとえばカプラン=ムーアスティーン指数に

おける非鉄金属の生産のように，それを製鉄部門の生産に帰属させることが考えられる（第

6 章 6-3-7 参照）。しかし 1955 年以降の製鉄部門の生産増加率と工業全体の増加率はほとん

ど同じであるので，どちらにしてもそれほど問題ない。すなわちわれわれの推計結果では，

1990 年の生産は製鉄部門で 1955 年の 3.47 倍，工業全体では 3.51 倍である。ただし，そ

れまでの非鉄金属生産の増加率はかなり高く，その傾向が 55年以降も続いていたとすれば，

非鉄金属生産の経済全体への帰属はわれわれの指数に下方バイアスを与えることになるの

かもしれない。 
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2-3-6．生産物価格 

ソ連における価格体系のゆがみは，常に研究者を悩ませてきた問題であった。それは，

単に価格が行政的に決定されていて必ずしもコストが反映されていないということばかり

でなく，特に価格形成における間接税（取引税）のウェイトが非常に大きいことから生じ

た。このようなソ連の価格システムを用いて計算された公式指数は，この点だけからも不

正確なものと考えられたのである。そこで，当然のことながら西側では，公式指数とは独

立にソ連の生産指数を計算しようとする動きがおこった。しかしその際，どのような価格

を使うべきなのか。独立推計を試みたものは誰でも，それぞれ自前の解答を見つける必要

があった93。前章でみたように，コーリン･クラークは，1934 年の英国における価格構造を

そのまま，1913 年，1927/28 年，1934 年のソ連（ロシア）に適用し，したがって各年のソ

連の国民所得を，1934 年英国ポンドで示したのである。同様にナウム･ジャスニーは，ソ連

に本格的な計画経済が形成される以前の，1926/27 年のルーブル価格を使い，その後のソ連

の経済成長を測定した。彼らがこのような方法をとった理由は，1934 年の英国あるいは

1926/27 年のソ連が，市場経済であり，価格が行政的に決定されていたわけではないという

ことであった。なぜ，市場経済において決定された価格が，指数作成の際のウェイトとし

て望ましいのか。いうまでもなくそれは，市場価格が，生産物の国民全体にとっての有用

性，あるいは希少性の指標となっていると考えられるからである。すでに述べたように，

われわれは工業部門別の生産指数を算定するときに，1928 年，1955 年，1997 年の三種類

の価格体系を用いるわけであるが，これら三年の価格が利用されるのは，本章 2-2 で述べた

とおり，端的にいってこれらの年以外の価格を入手することができなかったためである。

ただ上記の市場価格との近接性を考えると，1928 年価格および 1997 年価格は，ほぼその

時期の市場価格そのものであるといえよう。つまり 1928 年はソ連の経済史において，ネッ

プ期が終わり，第 1 次五カ年計画が始まる年にあたる。つまり同年は，社会主義計画経済

が本格的に開始される年，あるいは価格が市場的な諸関係の中で形成された最後の年であ

ったということができる。他方 1997 年は，1991 年秋以降のソ連邦崩壊後の急速な市場化

政策に伴う混乱が，やっと一段落した時期の，すなわちようやく経常的な市場関係が形成

され始めた時期の価格であるといえよう。もちろん 1997 年価格はソ連時代のそれではない

という点で奇異の感を与えるかもしれないが，このようにある年の価格を過去にさかのぼ

って適用するのは，資料の利用に大きな制約のある歴史統計においては認められることで

あろう。これに対して1955年は，第二次世界大戦前から続いたインフレーションが終息し，

社会主義的な諸関係が安定した経済システムを作り始めた時期にあたる。そこで形成され

た価格は，1940 年代末まで財政の負担となっていた補助金を一掃し，どの部門にも一応の

利潤が生まれるように設定したという意味で基本的に生産コストを反映した価格であった

といえよう。ただしこの 1955 年価格の利用については，取引税が問題となろう。われわれ

の推計に用いられた同年価格は，十分ではないかもしれないができるだけ取引税を控除し

                                                   
93 ソ連国民所得の独立推計を促した理由として，さらにマルクス経済学による生産的労働と不生産的労働

の区別から生じるサーヴィス活動の国民所得からの除外（生産的活動のためのサーヴィス活動を除く）を

挙げることができるだろう。ただし本稿は，工業生産指数を念頭においているので，この問題は脇におい

ておこう。 
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た価格となることをめざして算出されたものである。また 1928 年価格は間接税込みの値段

であるが，同年の間接税は 1955 年における取引税とは規模が異なるので無視した。1997

年価格は，ロシア統計当局が発表した税抜きの価格データをそのまま使っている。 

表 2-7 には，実際にわれわれの推計に使われた三つの価格体系と 1955 年価格については

その生産物に同年に課せられていた推定取引税率を示した。これらの価格の導出方法，お

よびこのような三つの年の価格に関する意味付けについては，あらためて次章で，もう一

度考えることにしよう。 

 

 

表 2-7 ソ連（ロシア）における生産物価格（単位：ルーブル，1997 年価格は 1000 ルーブ

ル，取引税率は％） 

部門 
品目
番号 

品目 単位 
1928 年価

格 

1955 年価
格 

1955 年 

推定 

取引税率 

1997 年価
格 

電力 A.1 電力 kwh 0.09 0.13  0.25 

燃料 B.1 原油 ton 28.4  57.8   369    

 B.2 天然ガス m3 0.06 0.12  0.04 

 B.3 石炭 ton 10.4  92.8   122    

 B.4 褐炭 ton 7.08 57.7    

 B.5 オイル・シェール ton 5.66 52.9    

 B.6 泥炭 ton 8.80 41.4    

製鉄 C.1 銑鉄 ton 55.2  345     1,252    

 C.2 粗鋼 ton 118    531      

 C.3 圧延鋼材 ton 176    770     2,596    

 C.4 鋼管 ton 226    991     3,628    

 C.5 鉄鉱石 ton 5.46 29.2   101    

 C.6 マンガン鉱石 ton 13.1  70.0    

 C.7 コークス ton 18.8  167     558    

非鉄 

金属 

D.1 銅 ton 995    5,950     11,735    

D.2 鉛 ton 675    7,173     4,629    

 D.3 亜鉛 ton 700    3,093     7,799    

化学 E.1 窒素肥料 ton 100    340     178    

 E.2 
リン肥料（リン肥粉を含
む） 

ton 37.0  117     206    

 E.2.1 リン肥料 ton 39.9  135      

 E.2.2 リン肥粉 ton 12.0  42.0    

 E.3 カリ肥料 ton 62.4  210     154    

 E.4 硫酸 ton 102    181    1.0  

 E.5 ソーダ灰 ton 73.0  272    1.0 694    

 E.6 苛性ソーダ ton 195    1,089    1.0  

 E.7 自動車用タイヤ unit 92.7  673    5.0 512    

 E.7.1  トラック用タイヤ   928a     901    

 E.7.2  乗用車用タイヤ   217a     219    

 E.7.3  農業車両用タイヤ   326a     1,177    

 E.8 合成染料 ton 4,251       

 E.9 鉛丹 ton 830    7,227    1.0  

 E.10 亜鉛華 ton 850    2,772    1.0  

 E.11 人造繊維･糸 ton    16,511    

 E.12 合成繊維･糸 ton    25,951    

 E.13 合成樹脂･プラスチック ton    2,974    

 E.14 合成洗剤 ton    5,805    

機械 FA.1 スティーム・ボイラー m2 119    177    1.0  
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 FA.2 タービン kw 30.6  125    1.0  

 FA.2.1   ｽﾃｨｰﾑ･ｶﾞｽ･ﾀｰﾋﾞﾝ kw 34.3  147    1.0 1,579,544  

 FA.2.2  水力タービン kw 14.7  63.2  1.0  

 FA.3 ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ・ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電機 unit    179,646    

 FA.3.1 ディーゼル hp 192    504    1.0  

 FA.4 タービン用発電機 kw 24.3  53.3  1.0  

 FA.5 交流モーター kw 101    108    1.0 1,708    

 FA.6 送電用変圧器 kva 18.8  11.1  1.0  

 FB.1 鉱山用荷積み機 unit    282,068    

 FB.2 石炭用コンバイン unit  66,785    1.0  

 FB.3 コール・カッター unit  31,809    1.0  

 FB.4 鉱山用電気機関車 unit  24,957    1.0  

 FB.5 ターボドリル unit  11,999    1.0  

 FB.6 大規模電動機 unit    87,675    

 FB.7 金属工作機械 unit 2,580    24,656    1.0 93,294    

 FB.8 電気炉 unit  10,197    1.0  

 FB.9 紡績機 unit 4,702    36,059    1.0 222,301    

 FB.10 糸巻き機 unit  30,154    1.0  

 FB.11 織機 unit 1,223    7,892    1.0 63,815    

 FB.12 梳綿機 unit 5,933    11,710    1.0  

 FB.13 靴下製作機 unit    23,453    

 FB.14 皮革なめし機 unit  13,956    1.0  

 FB.15 皮革加工機 unit  16,058    1.0  

 FB.16 植字機 unit 10,655    28,413    1.0  

 FB.17 平版印刷機 unit 10,000    73,375    1.0  

 FB.18 工業用ミシン unit 125    1,042    1.0  

 FB.19 鍛冶プレス機 unit 1,180    3,448    1.0  

 FC.1 幹線用電気機関車 unit 235,000    1,034,800  0.5 6,129,167  

 FC.2 幹線用ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ機関車 unit 235,000    1,034,800  0.5 7,133,875  

 FC.3 幹線用蒸気機関車 unit 100,585    847,408    0.5  

 FC.4 幹線用貨車 unit 5,418    36,601    0.5 193,755    

 FC.5 幹線用客車 unit 17,076    219,597    0.5 1,854,265  

 FC.6 路面電車車両 unit 7,800    135,320    0.5 772,113    

 FC.7 地下鉄車両 unit 7,800    219,597    0.5 2,160,882  

 FC.8 トロリーバス unit    437,500    

 FC.9 トラック unit 11,028    18,032     63,760    

 FC.10 バス unit 16,636    27,200     58,449    

 FC.11 トラック用トレーラー unit    39,930    

 FC.12 ﾄﾗｸﾀｰ用トレーラー unit    12,335    

 FD.1 トラクター unit 5,352    14,806     171,260    

 FD.2 トラクター用プラウ unit 163    2,512    1.0 4,074    

 FD.3 トラクター用粗耕機 unit 198    3,044    1.0  

 FD.4 馬用プラウ unit 22.5  347    1.0  

 FD.5 トラクター用ハロウ unit 96.9  2,277    1.0  

 FD.6 馬用ハロウ unit 22.4  347    1.0  

 FD.7 トラクター用耕運機 unit 105    2,164    1.0  

 FD.8 馬用耕耘機 unit 25.0  423    1.0  

 FD.9 トラクター用播種機 unit 226    2,650    1.0 20,006    

 FD.10 馬用播種機 unit 151    985    1.0  

 FD.11 
ﾄﾗｸﾀｰ用ｼﾞｬｶﾞｲﾓ植付け
機 

unit  4,356    1.0  

 FD.12 苗植付け機 unit  7,277    1.0  

 FD.13 穀物収穫用コンバイン unit  20,295    1.0 211,077    

 FD.14 その他のコンパイン unit  14,246    1.0  

 FD.15 列状刈取り機 unit  4,158    1.0  

 FD.16 馬用刈取り機 unit 162    832    1.0  

 FD.17 綿花摘みとり機 unit  22,473    1.0  
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 FD.18 トラクター用草刈機 unit 165    6,638    1.0  

 FD19 馬用草刈機 unit 128    525    1.0  

 FD.20 トラクター用レーキ unit  2,653    1.0  

 FD.21 馬用レーキ unit 77.4  688    1.0  

 FD.22 トラクター用脱穀機 unit 2,272    4,425    1.0  

 FD.23 馬用脱穀機 unit 317    617    1.0  

 FD.24 穀物篩い分け機 unit  4,876    1.0  

 FD.25 馬用唐箕 unit 317    617    1.0  

 FD.26 馬用伝動装置 unit 276    941    1.0  

 FD.27 わら･マグサ・カッター unit  1,440    1.0  

 FD.28 
農業用汎用積み下ろし
機 

unit    15,260    

 FD.29 搾乳装置 unit    13,249    

 FE.1 掘削機 unit 150,558    111,086    2.0 224,970    

 FE.2 自走式地ならし機 unit  67,320    1.0 270,833    

 FE.3 コンクリートミキサー unit 3,500    7,018    2.0  

 FE.4 ﾄﾗｸﾀｰ用スクレーパ unit  27,897    2.0  

 FE.5 ブルドーザ unit  16,655    2.0  

 FE.6 鉄道クレーン unit  159,407    6.0  

 FE.7 橋形電気クレーン unit  76,510    6.0 275,009    

 FE.8 塔状クレーン unit  116,854    6.0  

 FE.9 自動車クレーン unit  101,477    6.0 278,929    

 FE.10 エレヴェータ unit  20,962    6.0  

 FF.1 乗用車 unit 10,527    14,998    2.0 30,729    

 FF.2 オートバイ･スクーター unit 1,572    3,522    3.0 4,732    

 FF.3 自転車･モーター自転車 unit 130    522     453    

 FF.4 電球 unit 0.45 0.40 64.1 0.98 

 FF.5 蓄音機 unit 230    282    7.7  

 FF.6 ラジオ unit 159    270      

 FF.7 家庭用洗濯機 unit    512    

 FF.8 家庭用冷蔵庫 unit    1,452    

 FF.9 電気アイロン unit    45.8  

 FF.10 テレビ unit    618    

 FF.11 カメラ unit 113    551    15.0  

 FF.12 時計 unit  46.6  70.0  

 FF.13 家庭用ミシン unit 30.3  598      

木材 

加工 

製紙 

G.1 産業用木材 m3 17.4  78.0   131    

G.2 薪材 m3 5.66 34.8  0.5  

G.3 材木 m3 32.3  154    0.5 341    

 G.4 ファイバーボード m3    4.23 

 G.5 合板 m3 140    900     2,004    

 G.6 合成樹脂ﾊﾟｰﾃｨｸﾙﾎﾞｰﾄﾞ m3    744    

 G.7 マッチ crate 12.2  27.0  64.0  

 G.8 紙 ton 444    1,981    2.0 2,934    

 G.9 厚紙 ton 275    1,786    1.0 2,982    

 G.10 テーブル unit    337    

 G.11 椅子･肘掛け椅子 unit    118    

建設 

資材 

H.1 セメント ton 33.5  114     236    

H.2 
組立式鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ構造･
部品 

m3    873    

 H.3 建設用石灰 ton 14.6  103    0.5 228    

 H.4 建設用石膏 ton 11.0  102    0.5 358    

 H.5 建設用レンガ thous. 38.0  234    0.5 610    

 H.6 屋根下張り用素材 m2 0.36 0.86 0.5 3.09 

 H.7 マグネシウム金属粉 ton 287    121    0.5  

 H.8 ルーフィング･アイアン ton 192    1,324    1.0  

 H.9 ルーフィング･タイル thous.  670    0.5  
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 H.10 スレート thous. 147    353    0.5  

 H.11 レール ton 127    563    0.5  

 H.12 リノリウム m3    23.8  

軽 I.1 木綿糸 ton    16,467    

 I.2 綿織物 m 1.04 2.11 64.6* 3.93 

 I.3 亜麻糸 ton    11,514    

 I.4 亜麻織物 m 1.43 6.83 38.0 15.4  

 I.5 毛糸 ton    28,119    

 I.6 毛織物 m 5.09 35.9  65.7 37.5  

 I.7 絹・レーヨン織物 m 9.49 11.4  60.0  

 I.8 ニット（メリヤス）製品 unit 3.35 7.90 62.8 17.4  

 I.9 靴下類 pair 0.83 3.90 36.3 4.83 

 I.10 
コート･半コート・レイ
ンコート 

unit    363    

 I.11 堅い革製品 ton 2,928    19,528     1,154    

 I.12 柔らかい革製品 m2 111    737     729    

 I.13 革靴 pair 6.26 41.8  25.0 125    

 I.14 フェルト靴 pair 7.48 51.5  35.0  

 I.15 ゴム靴 pair 3.10 5.27 86.0  

食品 J.1 粗糖 ton 302    564    84.0* 2,649    

 J.2 精製砂糖 ton 364    642    84.0*  

 J.3 肉 ton 847    4,022    65.2* 11,745    

 J.4 ソーセージ･ハム ton    18,024    

 J.5 漁獲量･海獣・鯨捕獲量 ton 289    1,985    44.3* 4,233    

 J.6 バター ton 2,145    17,220    30.0* 20,308    

 J.7 乳製品 ton  797    60.0* 2,252    

 J.8 チーズ･羊乳チーズ ton  8,846    60.0* 16,872    

 J.9 植物油 ton 463    6,071    60.0* 3,696    

 J.10 マーガリン・混合脂肪 ton 1,200    3,699    60.0*  

 J.11 缶詰 can 0.45 1.79 18.6 3.78 

 J.12 菓子類 ton 1,623    13,762    9.1* 11,929    

 J.13 マカロニ･パスタ類 ton 442    1,936    51.1 4,179    

 J.14 穀粉 ton 135    224    33.2 1,969    

 J.15 スターチ･シロップ ton 239    1,102    34.8*  

 J.16 ソフト･ドリンク kl    20.7 

 J.17 原アルコール kl 3.76 11.0  43.4 

 J.18 ウォッカ･ウォッカ類 kl 2.82 26.6 90.0* 52.4 

 J.19 ビール kl 2.66 12.6 65.0* 28.2 

 J.20 ワイン kl    68.6 

 J.21 塩 Ton 7.17 5.25 86.6*  

 J.22 巻きタバコ thous. 2.98 5.44 81.5*   25.7  

 J.23 マホルカ（低級タバコ） Crate 11.4  48.9  70.0*  

 J.24 石鹸 Ton 370    1,264    62.3  

注：取引税率の空欄は，課税なしを意味する．また同欄の*は，小売価格に対する税率，それ以外は卸売価

格に対する税率である．それぞれの価格の導出方法，また取引税率については，第 3 章 3-3-1, 3-3-2, 3-3-3

参照． 

 

 

2-3-7．部門指数の推計 

本推計では，前述したとおり，ソ連工業の各部門について，1928 年価格に基づく指数（以

下，1928 年価格指数と略記），1955 年価格に基づく指数（1955 年価格指数と略記），1997

年価格に基づく指数（1997 年価格指数と略記）の 3 種類の長期指数が作成される。 
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ここで，BIjは第 j 部門の部門生産指数，pij，qijはそれぞれ第 j 部門の第 i 番目の生産物と

価格，k は価格基準年，t は当年を示す。 

これをもとに，どのようにして単一の長期部門指数を作成するかという問題がある。も

ちろん，三つの指数のうちの一つを選択して単一指数とすることは，明らかに問題がある。

われわれの推計は，80 年近くにわたるから，単一の基準価格を適用するにはあまりに長す

ぎる期間であり，三つの指数を組み合わせて利用するのは当然であろう。たとえば，1913

年から 1945 年までについては 28 年指数，1945 年から 1970 年までは 55 年指数，1970 年

以降は 97 年指数を採用することとし，これらを比例計算によって接続して単一指数とする

ことが考えられよう。しかし，これには実際上，次のような問題が生ずる。ソ連は，1920

年代末から五カ年計画を実施し，急速な勢いで工業化を開始した。これに伴い，工業内部

にも大きな構造変化が生じた。このような時期に，工業化開始時点の価格である 1928 年価

格を長期にわたって基準価格とするのは，前章でみたいわゆるガーシェンクロン効果によ

る過大評価のおそれが生じて好ましくない。実際，のちにみるようにわれわれの指数にお

いても，たとえば機械工業部門について，1913 年から 1940 年において 1928 年価格指数で

は生産が 12.8 倍に伸びているのに対し，1955 年価格指数では 4.8 倍の伸びしか示さない。

同様に，市場化の改革が次第に落ち着いてきた 1997 年の価格を，社会主義時代の 1970 年

にまでさかのぼって適用することに対しても疑問が生ずる。 

こうした問題を解決するための一つの方法であると思われるのは，二つの指数の組み合

わせを適宜利用して，単一の指数を合成することである。たとえば，基準年である 1928 年

と 1955 年のあいだの適当な期間については，1928 年指数と 1955 年指数の平均をその期間

の部門指数とするのである。実際，われわれの指数と同様に 1928 年指数と 1955 年指数の

二つのシリーズを作成したナターは，1937-1940 年の期間については，両者の幾何平均を

それぞれの年の生産指数とするような指数を作成し（Nutter, 1962, pp. 113-117），それを

彼の指数推計の最終的な結論としている。 

われわれの推計においても，こうしたやり方を採用することとした。ただしわれわれの

やり方は，対象とする推計期間が長いだけに，表 2-8 に示したようなもう少し複雑な方式を

とることとした。つまり，1913-1932 年については，1928 年価格指数をそのまま採用する

が，1932-1945 年については，1928 年価格指数と 1955 年価格指数を等しいウェイトで幾

何平均した数値を各年の指数とする。また 1945-1965 年については，1955 年価格指数をそ

のまま採用する。さらに 1965-75 年については，1955 年価格指数を 2，1997 年価格指数を

1 のウェイトで幾何平均した数値を各年の指数とする。1975-85 年については両指数を同じ

ウェイトで幾何平均し，1985-90 年は 1955 年価格指数を 1，1997 年価格指数を 2 というウ

ェイトで幾何平均する，という形でウェイトをシフトさせていく。このウェイトの大きさ

や期間の区切り方は，まったく筆者による恣意的なものであるが，我々の手持ちのデータ

からすると，まず妥当なものではなかろうか。，また，生産量データが 1955 年までしかな

い非鉄金属部門の生産指数も，同じ方式で 1955 年まで計算された。このような方式に従っ
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て作成された部門指数を，「最終部門指数」と呼ぶことにする。 

 

 

表 2-8 部門別生産指数の推計 

期間 指数平均方式 期間 指数平均方式 

1913-1932 1928 年価格指数 1965-1975 1955 年価格指数 2：1997 年価格指数 1 

1932-1945 1928 年価格指数 1：1955 年価格指数 1 1975-1985 1955 年価格指数 1：1997 年価格指数 1 

1945-1965 1955 年価格指数 1985-1990 1955 年価格指数 1：1997 年価格指数 2 

注：「指数平均方式」欄中の数字は，平均時のウェイト．平均は，幾何平均． 

 

 

2-4．推計第二段階 

2-4-1．全工業生産指数の推計 

次の段階は，以上のようにして得られた部門指数をまとめて全工業の生産指数を作るこ

とである。前に述べたように，われわれは（1913-55 年までの非鉄金属部門の生産指数を含

めて）10 の部門指数をウェイトつきで平均（あるいは同じことだが合計）した指数を，全

工業指数の指数とすることとした。そのウェイトとして，各部門の工業全体における付加

価値生産額シェアが推計された。できるだけ多くの年についての付加価値生産情報を得た

かったのであるが，資料の制約で実際に推計に使われたのは，1913 年，1926/27 年，1933

年，1940 年，1950 年，1955 年，1960 年，1965 年，1970 年，1975 年，1980 年，1985

年の付加価値である。部門指数を推計する際のベンチマーク年とは若干異なっているが94，

これはデータの欠如によってそれらの年の付加価値シェアを計算できなかったためである。

そのため部門指数推計の際のベンチマーク年にできるだけ近い年の付加価値シェアが計算

されている。指数推計に使われた各部門の具体的なシェアは表 2-9 に示した通りであり，推

計の際にはこれらの 10 部門（9 部門）の合計が 100％となるよう正規化した形で利用した。

部門別付加価値生産シェアの推計方法については第 4 章で詳しく述べることとしよう。 

 

 

表 2-9 工業各部門の付加価値生産シェア（％） 

 1913 1927 1933 1940 1950 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 

電力 1.6 1.2 3.3 3.4 3.4 4.9 5.9 7.4 9.0 8.4 7.6 7.1 

燃料 11.2 9.2 8.0 8.9 13.1 13.5 13.9 11.7 10.0 9.1 9.2 9.9 

製鉄 6.4 3.6 5.2 5.8 7.3 7.0 7.5 7.7 7.4 6.9 6.4 6.1 

非鉄金属 1.6 0.3 1.8 2.1 4.9        

化学 7.5 2.1 3.8 4.7 3.9 3.9 4.2 6.2 6.9 7.0 7.1 7.0 

機械 13.6 9.5 26.9 30.9 30.1 29.1 27.6 28.9 30.1 32.6 35.2 36.5 

木材・製紙 8.6 11.2 14.1 10.9 10.8 10.3 9.0 8.0 7.2 6.9 6.3 6.1 

建設資材 1.9 1.6 3.9 2.9 3.9 4.8 6.0 6.2 6.1 6.1 5.7 5.4 

軽 20.2 26.1 17.3 15.6 10.5 10.1 9.0 8.7 8.8 8.5 8.6 8.1 

食品 24.2 27.2 9.5 9.8 7.9 7.9 7.9 8.6 7.9 7.6 7.1 6.9 

以上合計 96.9 92.1 93.8 95.0 95.6 91.7 91.0 93.2 93.4 93.2 93.2 93.1 

注：上表の 1927 年は，正確には 1926/27 財政年度．出所は，第 4 章，表 4-22． 

                                                   
94 部門指数推計の際にベンチマーク年と呼ばれたのは，1913，1928，1932，1937，1940，1945，1950

年，1950 年以降は末尾が 5 と 0 の年である。本章 2-3-4 参照。 
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表 2-9 を一瞥するだけで，ソ連の草創期からその崩壊までの工業部門の生産構造の変化の

おおよその傾向をみてとることができるだろう。帝政末期のロシア工業は，軽工業および

食品工業が中心であった。この傾向はネップ期の終わり頃に当たる 1927 年にはかえって強

まっている。つまり，ネップ期におけるロシアの経済回復が軽工業・食品工業中心であっ

たことがわかる。しかし 1928 年からの第 1 次五カ年計画を経て，第 2 次五カ年計画が始ま

った 1933 年には，すでに生産構造は激変している。それまで有力だった部門の生産シェア

は減少し，代わって機械製作が工業の中心となった。その後，半世紀にわたるソ連工業の

基本的構造は，すでにこの頃に成立していたといえるだろう。1940 年代以降のソ連工業に

おける部門間生産変動はもっとずっとゆっくりとしたものであったが，たとえばフルシチ

ョフ期の住宅建設ブームに伴う建設資材部門のシェアの増加もみてとることができる。お

およその傾向として電力，化学部門が着実にシェアを増大させているのに対し，逆の動き

を示しているのは木材・製紙工業，軽工業，食品工業であるといえよう。 

このような工業全体における構造変化を指数に反映させるために，時代を追って変化し

ていく生産各部門の付加価値シェアをウェイトとして部門指数を集計（平均）することと

する。すなわち，表に示したそれぞれのウェイト基準年から次の基準年にいたるまでの期

間について，その期間の最初の基準年の各部門シェアをウェイトとして部門指数を平均す

ることとする。ただし 1927 年についての生産指数は存在しないから95，この年のシェアは

1928 年から 1933 年までの部門指数を平均する際のウェイトとして用いられる。具体的に

述べれば，1913 年から 1928 年における全工業の生産指数は，1913 年を参照基準年とした

1928 年の各部門の指数（リンク・レラティヴすなわち接続用指数）を，1913 年における工

業各部門付加価値生産シェアをウェイトとして幾何平均する，次に 1928-33 年までの全工

業生産指数は，1928年を参照基準年とした1929-33年における各年の各部門の指数を，1927

年における工業各部門付加価値生産シェアをウェイトとして幾何平均する，さらに 1933-40

年における全工業生産指数は，1933 年を参照基準年とした 1934-40 年における各年の各部

門の指数を，1933 年における工業各部門付加価値生産シェアをウェイトとして幾何平均す

る……，といった具合である。 

 

 

表 2-10 算術平均と幾何平均（仮設例） 

 

注：2005 年の「5 年間の増加率」は 2000-05 年の，2010 年の「5 年間の増加率」は 2005-10 年の増加率

を意味する． 

                                                   
95 既述のとおり，個別生産物の生産量データが少ないために，生産指数が計算できなかった。 

2000年 2005年 2010年 2000年 2005年
指数1 50 100 200 100 200
指数2 80 100 125 100 125
算術平均 65 100 162.5 100 162.5
　5年間の増加率 53.8 62.5 62.5
幾何平均 63.2 100.0 158.1 100.0 158.1
　5年間の増加率 58.1 58.1 58.1
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この場合の平均の形式としては，算術平均でなくて幾何平均を用いることとした。われ

われが扱う生産指数の場合には，指数であらわされた成長率が重要であるが，幾何平均は，

算術平均と違って成長率を維持するという性質をもっている。幾何平均を用いる理由は，

幾何平均のこの性質を重視したためである。のちに登場する議論にも関係があるので，こ

こで数値例を使って説明しておこう。表 2-10 は，指数 1，指数 2 という二つの指数を，算

術平均する場合と幾何平均する場合の違いを示したものである。二つの指数の参照基準年

はいずれも 2005 年におかれている。指数 1 の 2000-05 年における増加率は 100％，2005-10

年における増加率も 100％である。同様に指数 2 については両者ともに 25％である。この

二つの指数を 1：1 のウェイトで平均することを考える。算術平均の場合には，3 つの年に

ついて指数の平均は表に示したとおりとなり，したがって 2000-05 年の増加率は 53.8％，

2005-10 年の増加率は 62.5％となる。もとの指数の増加率は，これらの二つの期間につい

ていずれも同じであったにもかかわらず，算術平均すると異なる値となる。幾何平均の場

合にはこのようなことは起こらず，二つの期間の増加率は 58.1％となって一致する。この

ように，参照基準年よりも前の増加（減少）とそのあとの増加（減少）を同等に評価する

点を幾何平均の長所とみなしてこの平均の形式を使うこととしたわけである。 

以上の説明では二つの指数を 1：1 のウェイトで平均することとしたが，かりにそのウェ

イトをどのようにとろうと，また指数の値がいくつであっても，算術平均の値は幾何平均

の値を上回る96）。したがって，時間とともに指数の値が増加していく場合には，算術平均

は参照基準年の後であれば（表 2-10の 2010年の欄に書かれた 2005-10年の場合のように）

幾何平均の示す増加率よりも高い増加率となり，基準年の前であれば（表 2-10 の中央 2005

年の欄に書かれた 2000-05 年の場合のように）幾何平均の増加率よりも小さくなる。 

かりに，指数 1，2 の参照基準年を 2000 年および 2005 年とするリンク・レラティヴを

作ると（表 2-10 右側参照），この問題は解消するようにみえる。この場合には，算術平均

の 2000-05 年の増加率は 62.5％となって，2005-10 年と等しくなる。確かに指数 1，2 のウ

ェイト基準年が 2000 年および 2005 年であればこの両年を参照基準年としてリンク・レラ

ティヴをつくる意味もあろうが，われわれの推計でこの場合の指数 1，2 に相当するのは個

別部門指数であり，それはいくつかの指数の合成指数であってウェイト基準年がいつと特

定することはできないような指数である。したがって，参照基準年をどのようにおいたと

しても一定の増加率が生み出されるような平均の形式すなわち幾何平均を採用することが

望ましいと思われる。さらにわれわれが扱っているような歴史統計では，ウェイト（価格，

付加価値など）のデータをとるが難しく，長期にわたって同一ウェイトを使うことがある。

たとえばわれわれが第 8 章で行なう帝政ロシアの工業生産指数推計では，1880 年代のウェ

イトを 1860 年代までさかのぼって適用せざるを得ない。このようなことを考えると，幾何

平均の成長率を保存するという性質は重要なものと考えられる。ただしわれわれのソ連期

における全工業生産指数の推計の場合には，リンク・レラティヴはいずれも期間の最初の

年を参照基準年とするようおかれるから，幾何平均を用いたわれわれの指数の値は算術平

                                                   
96 両者が一致するのは，指数の値が一致する場合に限られる。ここに述べたような一般的な場合について

常に算術平均の値が幾何平均の値を上回ることの証明は，Hardy, Littlewood & Polya（1988, pp. 18-20）

参照。 
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均を用いた場合よりも若干小さくなる。実際のところ，われわれの推計において 1960 年を

100 とした全工業生産指数の 1990 年の値は 245.9 であるのに対して（巻末付表 2 参照），

算術平均を用いた場合のそれは 250.9 となっている。 

幾何平均を使ったわれわれの工業全体の生産指数（TII）を式の形で書いておこう。第 j

部門の最終部門指数を BIjとすると， 


 j

u
j

u
j

w

j

w

jBITII        （1） 

ここで基準年 u の第 j 部門のウェイト
u

jw は， 




j

u

j

u

ju

j VA

VA
w  

ここで，
u

jVA は基準年 u における第 j 部門の付加価値シェアである。 

 これまでの説明からわかるとおり，われわれの生産指数推計は図 2-1 に示したような構造

をもっている。まず，個々の工業部門のそれぞれに関する生産指数として 4 種類の指数が

考えられる。すなわち，1928 年固定価格指数，1955 年固定価格指数，1997 年固定価格指

数，そしてこれら 3 種類の指数を混合した移動価格指数である。この移動の仕方について

はすでに表 2-8 に示した。最後の移動価格指数が結論的な部門指数と考えられるから，これ

を「最終部門指数」と呼ぶことにしよう。以上の 4 種類の部門指数を，部門別の付加価値

生産シェアをウェイトとして適当に組み合わせることによって全工業生産指数を作るが，

少なくとも理論の上からは，複数の指数を考えることができる。まず，付加価値ウェイト

を固定するか移動させるかに大別できるだろうが，付加価値を固定するとしたら，価格を

とっている 1928 年，1955 年，1997 年のいずれかだろう。すなわち，固定付加価値指数と

して，1928 年価格・1927 年固定付加価値指数，1955 年価格・1955 年付加価値指数，1997

年価格・1997 年付加価値指数を考えることができる。またすでに表 2-9 に示した付加価値

をベンチマーク年ごとに移動させて指数を作る場合にも，1928 年固定価格・移動付加価値

指数，1955 年固定価格・移動付加価値指数，1997 年固定価格・移動付加価値指数の 3 種

類の指数が想定できる。そして最後に，上で述べた移動価格部門指数すなわち「最終部門

指数」について移動付加価値を適用する移動価格・移動付加価値指数が可能である。この

指数を，「最終全工業生産指数」と呼ぶことにしよう。もちろんわれわれの推計作業の第一

義的な目標は，最終部門指数および最終全工業指数を推計することであるが，その結果の

意味合いを考えるために，ここに掲げたそれぞれの指数がどのような値をとるのかについ

ても，簡単に検討することとしよう（第 5 章参照）。なお，われわれの最終全工業指数は，

図に示したように移動価格部門指数に移動付加価値ウェイトを適用することによって作成

することができるが，同じ指数は 3 種類の固定価格・移動付加価値指数に対して表 2-8 の

価格スライド方式を適用しても作ることができる。 
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図 2-1 われわれの推計作業の概略 

 

       1928 年固定価格部門指数 

部門指数   1955 年固定価格部門指数 

       1997 年固定価格部門指数 

       移動価格部門指数＝最終部門指数 

 

       固定付加価値指数 

           1928 年固定価格・1927 年固定付加価値指数 

全工業指数      1955 年固定価格・1955 年固定付加価値指数 

           1997 年固定価格・1997 年固定付加価値指数 

       移動付加価値指数 

           1928 年固定価格・移動付加価値指数 

           1955 年固定価格・移動付加価値指数 

           1997 年固定価格・移動付加価値指数 

           移動価格・移動付加価値指数＝最終全工業指数 

 

出所：本文参照． 

 

 

2-4-2 労働力・賃金ウェイト 

 

 

表 2-11 工業各部門労働力･賃金シェア（％） 

 
1913 

1927/ 

28 
1933 1940 1950 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 

電力 0.3 0.5 0.9 1.4 1.3 1.4 1.7 2.1 2.1 2.1 2.1 2.2 

燃料 5.3 7.3 6.8 8.2 12.1 10.9 11.7 9.9 7.5 6.5 6.7 7.0 

製鉄 5.0 4.5 4.1 4.8 6.8 6.2 6.0 5.5 5.0 4.7 4.6 4.4 

非鉄 2.2 0.7 1.5 1.4 4.7        

化学 1.2 1.8 2.7 3.7 3.3 3.2 3.7 4.8 5.2 5.3 5.2 5.1 

機械 10.2 12.1 28.0 32.0 31.0 31.9 32.7 36.0 38.4 41.1 42.9 43.9 

木材 18.2 14.1 17.2 12.7 12.3 12.5 11.1 9.7 8.9 8.4 7.5 7.2 

建設 3.9 4.0 3.7 2.5 3.8 4.7 6.6 6.0 6.5 6.4 5.9 5.8 

軽 31.3 35.1 19.7 18.8 12.6 13.1 12.2 11.8 12.3 11.5 11.4 10.6 

食品 18.2 14.7 8.4 9.3 7.5 7.8 7.1 8.1 7.8 7.6 7.3 7.1 

合計 95.8 94.8 93.0 94.5 95.4 91.8 92.7 94.0 93.6 93.5 93.5 93.4 

出所：第 4 章表 4-25． 

 

 

上で述べたように，部門指数を集計する際のウェイトとして付加価値を用いるが，第 4

章で述べるように，実際問題として工業部門別の付加価値生産シェアを求めることは極め

て困難であり，したがって十分な信頼性に欠けていると判断されるかもしれない。すでに

第 1 章 1-4-1 でみたように，たとえばホッジマンは付加価値の代わりに 1934 年における生
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産物別の賃金を用いている。そこでわれわれも，部門別の賃金を付加価値の代用として用

いることを考える。しかしそれでも，特に第 2 次世界大戦以前の時期について，正確な部

門別賃金データを発掘することは難しく，結局部門別付加価値生産と同じような不確実性

のあるデータを使わざるをえなくなる。多少なりとも信頼性を求めるとすれば，1940 年ま

では賃金でなく労働力で代用したほうがよいと思われる。そのようなわけで，代替的なウ

ェイトとして表 2-11 に示したような数字を用いることとした。すなわち，1913-1940 年の

ウェイト基準年については，各部門の雇用労働力シェア，そして 1950 年以降は各部門の賃

金のシェアをウェイトするということである。これらの数字の具体的な導出方法は，第 4

章で述べる。この表の数字をウェイトした全工業生産指数と付加価値をウェイトとしてみ

た場合の比較については，第 5 章で述べられている。 

 

2-5．軍需生産の考慮 

以上のようにして求められる工業生産指数には，前掲表 2-4 に示されているように，直接

的な意味での軍事生産物の生産量は考慮されていなかった。したがってこの指数は，民生

工業生産の指数と呼ぶべきだろう。しかしながらソ連は，軍事大国として知られ，また実

際にも，特に 1930 年代以降数多くの軍事生産物を生産してきた。したがって，軍事生産物

を考慮していない工業生産指数は，正確な工業生産動向を反映していないおそれがある。

とはいえ，容易に想像できるように特に機密性の高いソ連軍事生産データの入手は困難で

あり，現在の筆者には長期にわたる軍事品生産指数を独自に推計することは不可能である。

そこで暫定的解決策として，過去の研究者による複数の軍事生産指数の中から適当と思わ

れるものを接合して 1930 年代から 1990 年にいたる一つの生産指数を構成し，それをこれ

までの民生工業生産指数と結合することによって軍事生産を含む工業生産指数を作成する

こととした。以下では，この軍事品生産指数の作成方法と，それを民生工業生産指数に接

続する方法を説明しよう。 

のちに詳述するように，ここでわれわれの軍事品生産指数にとりいれられる軍事生産指

数とは，ウォーレン･ナター，マーク･ハリソン，および米国 CIA（中央情報局）によって

過去に推計された指数である。もちろん，これらの生産指数はいずれも確定的というには

程遠い推計値であり，したがってそれらから作られた筆者の指数も大きな不確実性をもっ

ていることはいうまでもない。なお，1940 年代の軍事生産については，ナターと代替的な

公式資料による生産指数がある。これは，ロシアの専門家である И. В. ブィストロヴァ

（Быстрова, 2004）がソ連崩壊後に公文書館に保存されていた文書から得たデータである。

これはナターのシリーズにくらべればやや断片的なデータであるけれども，この数字を考

慮した場合の指数ものちに示すこととする。 

 

2-5-1.  1933-1940 年および 1945-1952 年 

上で述べたとおり，1933-1940 年および 1945-1952 年については，ナターの指数を採用

することとした。具体的には，ナター（Nutter, 1962, pp. 315-328）における軍事品生産指

数のうち，同書表 A-10（p. 322）の Estimate A （Deflated Value of Output） 指数であ

り，その指数が，表 2-12 における実質生産指数として示されている。ナターによる推定方

法の詳細は表に付された注に示したとおりであるが，推計は表の各列に示したように，ま
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ず名目軍事品生産額を推定した上でそれを価格指数によって実質化するという手順で行な

われている。名目軍事品生産額の算出には，いくつかの方法が使われている。ソ連政府に

よる公式の軍事品生産資料を直接利用したのは，1937-1939，1941 の各年である。特に 1941

年については，偶然に西側が入手したソ連の内部資料（Государственный, 1941）からそ

のまま軍事品の名目生産額を得ている97。ただしこの年に関する数字は実際の生産額ではな

く，その計画値である。また 1945-1946 年については，ナターが自ら計算した民生品生産

推計額を，工業総生産額から控除することで軍事品生産額を得ている。以上の中で 1941 年

以外の軍事品生産額は，名目価格でなく 1926/27 年価格表示の額として得られる。それを

現行価格表示に変更するために，1937-39 年については 1941 年における両者の比が用いら

れ，また 1945-1946 年については両者が同一であると仮定されている。 

上記以外の年，すなわち 1933，1940，1947-1952 年における軍事品生産額は，基本的に

国家予算に基づく。つまり，各年の国家予算における名目国防支出総額からその中に含ま

れているはずの軍事品購入額を推定し，それを同年の軍事品生産額と見なした上で，価格

指数によってそれらを実質値に換算するという方法である。 

ナターは自ら推定した軍事品生産指数について，「生産の大まかなトレンド以上のものを

示していると考えるのは愚かなことであろう。この指数の主たる長所は，何もしないより

ましであるという点にある」（Nutter, 1962, p. 318）と控えめに述べている。実際のところ

この指数は，彼自身が指摘しているとおり，推測に基づく部分が大きく不確実性も高い98。

しかしながらこの指数は，この時期に西側がもっていた情報を活用して作成されたほとん

ど唯一の軍事品生産指数推計であると思われるので，われわれもこの推計に依拠すること

とした。 

 

 

表 2-12 ナターによる軍事品生産指数の導出（名目額：10 億ルーブル；指数：1937 年指

数=100） 

 名目 

生産額 

名目生 

産指数 

価格 

指数 

実質生 

産指数 

 名目 

生産額 

名目生 

産指数 

価格 

指数 

実質生 

産指数 

1933 0.17    2  57   4 1946 6.8    61  66  92 

1937 10.7   100 100 100 1947 5.1    46  66  70 

1938 14.6   136 103 132 1948 4.9    44  66  67 

1939 21.4   200 115 174 1949 13.2   119 178  67 

1940 31.0   290 132 220 1950 16.8   152 147 103 

1941 40.3   377 137 275 1951 27.9   256 146 175 

1945 44.6   414  66 627 1952 42.6   393 140 281 

出所：Nutter（1962, p. 319, Table A-9; p. 322, Table A-10）． 

                                                   
97 この文書の西側への流出経緯については，第 1 章 1-2-2 で述べた。すなわちタージョン（Turgeon, 1952, 

p.75）によると，この「非公開」文書は，第 2 次世界大戦中にドイツ軍がソ連において押収したものであ

り，その後西側のスパイがドイツ軍から入手したものであるという。タージョンは，「この文書がソ連計画

当局の外部において利用に供されると考えられていなかったことは明らかといえよう」と述べて，信頼で

きるものであることを強調している。 
98 ナター自身は，1941 年までの推計の問題点として特に，生産物のカヴァレッジについて明確な証拠が

欠如している点と，生産額データを 1926/27 年価格から現行価格に変更する際の不確実性を挙げている。

さらに 1945 年以降の推計は，特に民生生産と軍事生産の分割に関する直接的な統計的証拠がないことから，

1941 年までの推計よりもさらに確実性が落ちるとしている（Nutter, 1962, pp. 318-325）。 
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注：1941 年は，生産計画値．以下の説明は，Nutter（1962, pp. 319-324, 616-621）による． 

[名目生産額] 

1933 年：資料 From the First to the Second Five Year Plan （translated from the Russian, New York, 

1933, p. 410）から得られるという同年のソ連国家予算における現行価格表示総軍事支出額（14 億ルーブ

ル）に，国際連盟資料（League of Nations, 1933, p. 724）から得られる総軍事支出額に対する軍事品購入

額の比率（0.119）を適用． 

1937 年：1926/27 年価格表示の軍事品総生産額推計値に，係数 1.26 を掛けて現行価格表示に変換．前

者すなわち軍事品総生産額は，1938 年生産額（1938 年の項参照）に，ソ連の研究者ハーヴィン（Хавин, 

1959, стр. 21）による 1937-38 年における防衛産業人民委員部総生産伸び率（36.4％）を適用．後者すな

わち係数 1.26 は，本文で言及したソ連の非公開文書（Государственный, стр. 9）における 1926/27 年価

格表示と現行価格表示の比率から（1941 年の項参照）． 

1938 年：ジャスニー（Jasny, 1951b, p. 115）による 1926/27 年価格表示防衛産業人民委員部総生産額

（116 億ルーブル）に，係数 1.26 を適用（1937 年の項参照）．ジャスニーは生産額を雑誌 Плановое 

хозяйство （1940, стр. 10）からとっている．なお，上記「防衛産業人民委員部」とは，航空工業人民委

員部，弾薬人民委員部，軍備人民委員部，造船工業人民委員部の 4 つの人民委員部を指す． 

1939 年：1926/27 年価格表示総生産推計額に，係数 1.26 を適用．前者は，1938 年の値に，ハーヴィン

（Хавин, 1959, стр. 21）による 1938-39 年における防衛産業人民委員部総生産伸び率（46.5%）を適用．

この伸び率は，雑誌 Плановое хозяйство （1940, стр. 10）の数字と一致する．なおジャスニー（Jasny, 

1951b, p. 115）は，これを計画値と解釈しているが，Плановое хозяйство （там же）の書き方からする

と，いわば速報値といったものであろう． 

1940 年：グロスマン（Grossman, 1957, p. 233）によるソ連国家予算軍事支出額に，1939 年の軍事支

出における軍事品購入額のウェイト（0.546）を掛けて算出．以上はナターによる説明であるが，グロスマ

ンは，ソ連国家予算軍事支出額をホルツマン（Holzman, 1953, p. 242）から，さらにホルツマンはそれを，

ソ連の研究者プロトニコフの著書 Бюджет социалистического государства （Москва, 1948）から得て

いる． 

1941 年（計画値）：『1941 年計画』（Государственный, стр. 9）に示された市場価格評価生産額．1926/27

年価格表示による生産額は，同書に 319 億ルーブルと示されている．1937-39 年の数値の算出に使われた

係数 1.26 は，1941 年総生産の現行価格表示 403 億ルーブル（本表参照）と 1926/27 年価格表示 319 億ル

ーブルとの比． 

1945 年： 公式統計から推定される軍事品を含めた 1926/27 年価格表示機械設備総生産額 528 億ルーブ

ルから，ナター自身の推計による民生品総生産額 82 億ルーブルを差し引いた額．1945 年においては，

1926/27 年価格と現行価格とは一致していたと想定している．528 億ルーブルという数字は，『1941 年計

画』から算出された 1940 年の数値に，公式統計による機械生産指数（ЦСУ, 1957, стр. 203）を適用した． 

1946 年：План（1935, №7, стр. 41-49）に示されている 1933 年における 1926/27 年価格表示工業総生

産額に公式統計工業生産指数（ЦСУ, 1957, стр. 32）を適用して得られた 1946 年における工業総生産額

（1069 億ルーブル）から，ジャスニー（Jasny, 1955, p. 25）が引用している新聞『プラウダ』記事（1947

年 1 月 21 日）に示されている対前年比工業民生品生産伸び率（20％）を 1945 年民生品生産額に適用して

得られた 1946 年民生品生産額（1001 億ルーブル）を差し引いた額．1945 年民生品生産額は，同年の工業

総生産額から軍事品生産額を差し引いて求められた．1946 年においても，1926/27 年価格は現行価格と一

致していたと想定されている． 
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1947 年：ワシントン DC のソ連大使館が発行した資料 USSR Information Bulletin 1947 によると，1947

年国家予算における軍事支出計画額（670 億ルーブル）は，1946 年支出額から実質で 24％の減少という．

したがってバーグソンら（Bergson, Blackman, & Erlich, 1949, p. 67）による 1947 年の実際の支出額（664

億ルーブル）は，実質でおよそ 25％の減少を意味する．そこで軍事品価格に変化がなく，また 25％の減少

が軍事品にも当てはまると仮定して，1946 年軍事品生産額（68 億ルーブル）に 0.75 を掛けた． 

1948 年：資料 USSR Information Bulletin 1948 に述べられた「1948 年国家予算における軍事支出計画

額（661 億ルーブル）は 1947 年支出額より比較データで 25 億ルーブルの減少となる」という言明を，実

質支出でおよそ 4％の減少を意味すると考え，また実際の支出も計画額とほぼ同じと想定する．さらに 1947

年と同様に，軍事品価格に変化がなく，また軍事支出全体の 4％の減少が，軍事品生産にも当てはまると

仮定して表の数字を得た． 

1949 年：1949 年国家予算について資料 USSR Information Bulletin 1949 に付された説明によれば，同

年の予算の伸びのかなりの部分は卸売価格および鉄道運賃の引き上げによるものであるという．詳細につ

いては具体的な情報がないので，1949 年の軍事品実質生産については前年と同様と仮定し，さらに石油を

除く基本的工業製品価格指数（Bergson, Bernaut, & Turgeon, 1956, p. 322）による対前年比 169％を適用

して算出． 

1950-1952 年：O. Hoeffding & N. Nimitz, “Soviet National Income and Product, 1949-1955,” RAND 

Corporation, RM-2101, 1959 による現行価格表示国家予算軍事支出額から，各年について 660 億ルーブル

と推定される軍事品購入額を除く支出を差し引いて算出． 

[名目生産指数] 

名目軍事品生産額を，1937 年生産を 100 として指数化． 

[価格指数] 

1933-1941 年についての指数，1941-1945 年についての指数，および 1945-1952 年についての指数から

合成． 

1933-1941 年：バーグソンら（Bergson, Bernaut, & Turgeon, 1956, p. 322）による石油を除く基本的

工業製品価格指数． 

1941-1945 年：ジャスニー（Jasny, 1951a, pp. 51-55）による記述から，1941 年から 1945 年において

軍事品価格が 50％低下したと仮定． 

1945-1952 年：バーグソンら（Bergson, Bernaut, & Turgeon, 1956, p. 322）による石油を除く基本的

工業製品価格指数． 

[実質生産指数] 

[名目生産指数]を[価格指数]で割って算出． 

 

 

 さて上で言及したブィストロヴァは，ソ連の軍需生産について次のように述べている。

「公式資料によれば，1940 年における軍需生産は 240 億ルーブルであり，また 1944 年は

740 億ルーブル，1945 年は 505 億ルーブル，1946 年は 145 億ルーブルで，1947 年は 1946

年とほぼ同じ水準（1946 年の 97％）であった。しかしながらこの数字には注意が必要であ

る。それはいわば全体の傾向であって，信頼のおける数字ではない。というのは，軍需製

品の価格は 1941 年以降再三切り下げられたからである」（Быстрова, 2004, стр. 242）。全

体としてブィストロヴァは，1940 年代後半における軍需製品の削減は限定的なものであっ
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たことを強調している。もしもこれが正しいとすると，ナターの数字はかなりの変更を余

儀なくされる。ブィストロヴァの金額は，おそらくいわゆる 1926/27 年不変価格によるも

のと思われるが，1940 年における 240 億ルーブルをナターの指数 220 に読みかえると，そ

の他の年は，表 2-13 に示した通りとなる。つまり，1945 年の生産については指数がかなり

小さくなるが，1946，1947 年については逆に大きくなる。ブィストロヴァが示した公式統

計の数字はごく限られた年についてのものであり，またそれをそのまま受け入れることに

ついては問題もあると思われるので，ここではナターの数字を基本とするけれども，ブィ

ストロヴァの数字を考慮した場合に指数が全体としてどのように変化するかについても，

2-5-4 の項で検討することとしよう。 

 

 

表 2-13 軍事品生産指数 

 1940 1941 1944 1945 1946 1947 

ナター指数 220 275  627 92 70 

ブィストロヴァ指数 220  678 463 133 129 

出所：ナター指数は，表 2-12，ブィストロヴァ指数は，Быстрова（2004, стр. 242）より計算． 

 

 

2-5-2.  1940-1945 年 

 

 

表 2-14 ハリソンによる軍事品生産指数 

  ハリソン  ナター ブィストロヴァ 

 
空陸軍用
生産 

海軍用生
産 

総合指数 指数（1） 指数（2） 指数（1） 指数（2） 

1940 100 100 100 220 100 220 100 

1941 164 76 148 275 125   

1942 355 96 307     

1943 423 115 365     

1944 449 129 389   678 308 

1945 285 168 263 627 285 463 210 

注：ハリソン生産指数は，1940 年=100，出所は Harrison（1996, pp. 190, 191）．ナター指数（1），ブィ

ストロヴァ指数（1）は，1937 年=100，ナター指数（2）ブィストロヴァ指数（2）は，それを 1940 年=100

に直したもの．出所は表 2-13． 

 

 

次に，ナターが推定を行なっていない第 2 次世界大戦期の各年（1940-45 年）については，

マーク･ハリソンの推定を利用することとした。ハリソンによる推計方法の概略は以下のと

おりである（Harrison, 1996, pp. 179-193）。まず，すべての軍事品を空中･陸上用軍事品と

海軍用軍事品に分割し，前者には生産面から，後者には支出面からアプローチする。前者

すなわち空陸用軍事品については，最初にできるだけ多くの個別軍事品のこの期間におけ

る生産量とその価格が集められる。実際に生産量の判明した軍事生産物は 105 種類だが，

そのうちのかなりの数の生産物の価格は得られていない。生産量および価格のデータの出
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所は，ソ連研究者の論文およびソ連崩壊後に公開されたアーカイヴ資料である。集められ

た個別軍事品は，軍用機（aircraft），装甲車両（armoured vehicles），砲（guns），小火器

（small arms），砲弾（shells, etc.），小火器弾薬（cartridges）の 6 種類の軍事品グループ

に分類される99。次に，集められた生産量をもとに，6 つのグループごとの生産指数を作成

するが，その際の価格基準年としては 1942 年が選ばれた。この年について，もっとも多く

の生産物価格情報が存在するからである。また直接的に価格が得られない多くの軍事品に

ついては，非常に大胆な価格推定が行われている100。 

さらに次の段階として，これら 6 つの軍事品グループの生産指数を全体的な空･陸用軍事

品生産指数に統一するのだが，ハリソンは各グループのウェイト推定を断念し，単純にサ

ンプル生産物の生産額を合計することで統一指数を計算している。その結果が，表 2-14 に

示された空中･陸上軍用品生産指数（第 1 列）である。偶然であろうが，1945 年の数値が

ナター指数と同じ値となっている。 

海軍用軍事品については，空中陸上用軍事品と異なり，生産面における資料の制約から

支出アプローチがとられる。すなわち，海軍人民委員部（海軍省）の軍事品支出（現行価

格表示）データを基礎に，それをソ連の研究から導出された海軍用軍事品価格指数によっ

てデフレートすることによって実質支出指数を得るが，それを生産指数と見なすのである。

この指数と前述の空中陸上用軍事品生産指数とを統合する際のウェイトとしては，1940 年

におけるそれぞれの指数の 1937 年価格による評価額を用いる。すなわち，空陸軍事品の

1940 年における生産額は，赤軍向けと内務省軍向けを合計して 147億ルーブルと想定され，

海軍軍事品は国防人民委員部名目支出を 1937 年価格に転換することによって 34 億ルーブ

ルと見なすことができる。この金額をウェイトとして両指数を結合することによって軍事

品生産についての総合指数を求めることができる。それが，表 2-14 のハリソン総合指数で

ある。 

このハリソン指数（表 2-14）を前に紹介したナター指数およびブィストロヴァ指数と比

較すると，1940-45 年におけるハリソン指数の伸びは，ナター指数よりもやや低く，ブィス

トロヴァ指数よりも高い。ナター指数は，表 2-12 の注に述べたように，この期間における

軍事品価格指数の変化を概算でマイナス 50％と見積もって計算されたものであるのに対し

て，ハリソン指数は各年の生産の推定額から導出されたものであること，またブィストロ

ヴァが 1941 年の軍需製品の価格低下に言及していることなどを考慮すると，ハリソン指数

の信頼性がやや高いように思われる。したがってわれわれは，この期間の各年の生産指数

については，ハリソンの見積りを採用することとし，1945 年以降は再びナターの推計に戻

ってその指数の伸び率をわれわれの軍事品生産指数に取り入れることとする。 

 

 

                                                   
99 これらの訳語が適切でない可能性もある。なおハリソンの著書の中では，砲と小火器はあわせて武器

（armament），砲弾と小火器弾薬はあわせて弾薬（ammunition）と呼ばれている。 
100 たとえば多くの軍用機価格は，価格の知られている他の軍用機モデルとの性能，エンジン数，エンジ

ン能力の比較から得られている。装甲車両については，価格と重量とのあいだに線形の関係を想定し，ま

た砲･小火器については，価格（P）と弾径（C）とのあいだに対数線形の関係（ln（P）=0.5+2･ln（C））

を想定している。さらに，価格情報のまったく得られない弾薬については，基本的に砲弾のコストを小火

器弾薬の 100 倍と見積もって計算している（Harrison, 1996, p. 186）。 
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2-5-3.  1952-1990 年 

 

表 2-15 公表されたソ連国家予算と国防支出（10 億ルーブル） 

 歳出 国防支出 ％  歳出 国防支出 ％ 

1940 174.3 56.8 32.6 1971 164.2 17.6 10.9 

1950 413.2 82.8 20.0 1972 173.2 17.9 10.3 

1952 460   109   23.7 1973 184.0 17.9 9.7 

1953 514.7 107.8 20.9 1974 197.4 17.7 9.0 

1955 539.5 107.4 19.9 1975 214.5 17.4 8.1 

1956 563.5 97.3 17.3 1976 226.7 17.4 7.7 

1957 607.3   1977 242.8 17.2 7.1 

1958 642.7 93.6 14.6 1978 260.2 17.2 6.6 

1959 704.0 93.7 13.3 1979 276.4 17.2 6.2 

1960 73.1 9.3 12.7 1980 294.6 17.1 5.8 

1961 76.3 11.6 15.2 1981 309.8 17.1 5.5 

1962 82.2 12.7 15.5 1982 343.1 17.1 5.0 

1963 87.0 13.9 16.0 1983 354.3 17.1 4.8 

1964 92.2 13.3 14.4 1984 371.2 17.1 4.6 

1965 101.6 12.8 12.6 1985 386.5 19.1 4.9 

1966 105.6 13.4 12.7 1986 417.1 19.1 4.6 

1967 115.2 14.5 12.6 1987 430.9 20.2 4.7 

1968 128.6 16.7 13.0 1988 459.5 20.2 4.4 

1969 138.5 17.7 12.8 1989 482.6 75.2 15.6 

1970 154.8 17.9 11.6 1990 513.2 69.1 13.5 

注 ：1959 年までは 1961 年のデノミ実施前，1960 年以降はデノミ実施後の金額で表示されている．1957

年の国防支出は不詳．また 1989年および 1990年の国防支出が急増している理由については脚注 101参照． 

出所：ナルホーズ（Нархоз в 1958 г., стр. 900; в 1959 г., стр. 801; в 1962 г., стр. 635; в 1964 г., стр. 770; 

в 1967 г., стр. 886; в 1969 г. , стр. 769; в 1974 г., стр. 756; в 1979 г., стр. 553; в 1982 г., стр. 520; в 1984 

г., стр. 573; в 1990 г., стр. 16）． 

 

 

本書推計は，1952 年以降の生産について，前述したとおり米国 CIA の見積りを参考にす

ることとした。ソ連当局は，ナルホーズの 1956 年版から年々の国家予算（決算）の掲載を

始め，したがって国家歳出の一部としての国防支出に関する数字も公表されるようになっ

た。しかし，西側は当初からこの数字の信憑性に疑問を抱いた。さまざまな証拠から明ら

かになるソ連の軍備増強の程度が，予算に示された数字とはまったく一致しなかったから

である。特に，ソ連の軍備拡大が持続したと考えられる 1969-1984 年の時期において公表

された国防支出が判で押したように毎年 170 億ルーブル台（現行価格表示）であったこと

から（表 2-15 参照），西側では，予算に記された数字は実態とはほとんど何の関係もない

と考えられるようになった101。そのため，CIA 以外にも多くの西側の研究者がソ連国防支

                                                   
101 1989 年 5 月末，ソ連共産党書記長ミハイル･ゴルバチョフは，同年の「真の」ソ連軍事支出がこれま

で公表されてきた額のおよそ 4 倍にあたる 773 億ルーブルであることを自ら公表した。この線に沿って，

ナルホーズの数字も同年から急増した。すなわち前年において 202 億ルーブルと公表された国防支出は，

1989 年には突如として 752 億ルーブルへと跳ね上がっている。さらにその数字には，次のような注釈がつ

けられている。「1988 年以前の国家予算の表においては，一部の国防支出が『国民経済への支出』として

掲載されていた。すなわち，軍備および軍事技術の調達，研究開発･実験組立作業への支出，軍事関係施設

建設への支出等である。1989 年には，軍備および軍事技術の調達に 326 億ルーブル，研究開発･実験組立

作業に 153 億ルーブル，軍事関係施設建設に 46 億ルーブル，軍人への年金に 23 億ルーブル，その他に 23
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出について独自の推計を行ない，また CIA の数字を批判した。とりわけ著名な批判者とし

て，ウイリアム･リー，スティーヴン･ローズフィールド，フランクリン･ホルツマンらの名

前をあげることができるだろう102。 

このようなさまざまな推計の中で CIA による推計をわれわれの指数に取り入れる理由の

一つは，CIA推計が1950年代から1990年までという非常に長い期間にわたる推計であり，

また一般に軍事支出といわれるものの中で特に軍事品の国家による調達について長期の推

計値を示している事実上唯一の推計であるという実際的な点にある103。もちろん国家によ

る軍事品の購入は，われわれが必要とするデータ，すなわち同じ年における軍事品の国内

生産と同一ではない。生産と購入が別の年になることもあろうし，生産の一部は輸出され，

また購入の一部は輸入品であるかもしれない。しかしここでは，ある年の軍事品購入をそ

の年の軍事品生産と同一視することとする104。そもそも各年の厳密な軍事品生産指数を入

手するのは不可能であり，したがってわれわれはおおよその生産動向を示す指数で満足し

なければならないだろう。それを考えれば，軍事品購入と軍事品生産の同一視もやむをえ

ないといえよう。 

CIA 推計をわれわれが採用するもう一つの根拠として，CIA 以外の研究者が行なう一般

に残差法と呼ばれるソ連軍事生産の推計方法の精度に関する不確実性をあげることができ

る。そもそも，直接的な数字が公表されていないソ連軍事支出あるいはその一部としての

軍事品購入（軍事品生産）を外部から推計する方法として，CIA の用語法を用いれば，ビ

ルディング･ブロック法と残差法の二種類がある。ビルディング･ブロック法とは，軍事支

出を構成するさまざまな項目の一つ一つを推計して積み上げていく方法であり，残差法と

は，全体の支出から公表されている非軍事項目を除いていき，最後に残った残差を軍事支

出とする方法である（Firth & Noren, 1998, p. 11）。ビルディング･ブロック法をとるには，

たとえば武器の一つ一つについて国家によるその購入量や価格，あるいはさまざまな階級

の軍人の人数とそれらの軍人に対する給与等々についての正確な情報が必要である。一般

に西側の研究者はこのような情報を体系的に入手することは不可能であったから，彼らは

必然的に残差法をとることになった。ただ CIA のような特別の組織だけがビルディング･

ブロック法をとることが可能だったのであり，実際，「ビルディング･ブロック法は当初か

ら CIA の軍事･経済分析の主たる方法となり，その後一貫してソ連国防支出に関する CIA

の公式推計の基礎として用いられた」（Firth & Noren, 1998, p. 12）。 

 以下では，国防支出の一部をなす軍事品調達の残差法による推計を，CIA のマトシック

                                                                                                                                                     
億ルーブル支出された」（Нархоз в 1989 г., стр. 612）。しかし，新たに公表された 752 億ルーブルという

国防支出額も，CIA の推計額（1500 億ルーブル超）よりはかなり小さい（Firth & Noren, 1998, pp. 82, 

185-188）。 
102 研究者の CIA によるソ連軍事支出推計に関する評価はさまざまである。たとえばリーおよびローズフ

ィールドは CIA 推計を過小であるとしたのに対し，ホルツマンはそれを過大であるとした。また米国議会

が CIA のソ連経済に関する推計を評価するために組織した外部有識者委員会は，CIA のソ連軍事支出に関

する報告を，その方法論からしてやや過小評価の傾向があるかもしれないが，発表の仕方はソ連の軍事的

脅威を誇張した可能性があったとしている（Berkowitz et al., 1993, pp. 42, 47）。 
103 国防支出は，脚注 101 で述べたように，いくつかの項目に分類される。CIA はそれを，政府による装

備調達，軍事用施設建設費，軍人給与等人件費，作戦行動費，研究開発費，およびその他の支出に分けて

いる。後掲表 2-17 参照。 
104 前に説明したように，ナターも同様の方法をとっている。 
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（Matosich, 1987）の説明にしたがって紹介し，その不確実性の意味を説明しよう。一般

に，残差法では次のようにして軍事品購入を推計する。すなわち典型的な残差法による推

計の第一ステップは，機械のソ連国内における総生産額を確定することである。国家によ

る軍事品調達の中には，機械工業生産物のほかにもたとえばミサイル推進燃料は燃料工業

あるいは化学工業の生産物であると思われるが，それらは少額であると考えて無視する。

続く第二のステップは，機械総生産（最終生産物プラス中間生産物）のうちの最終生産物

部分，つまり最終需要への引渡し分を確定することである。さらに第三のステップとして

機械の純輸入（輸入と輸出の差額）を確定してソ連経済において最終生産物として利用可

能な機械製品の総額を求める。続いて第四のステップとして，そこから民生用耐久生産財，

民生用耐久消費財，民間機械大修理105の各需要項目を控除すれば，残差として軍事用の機

械購入が抽出されるはずである。マトシックによれば，たとえば 1970 年のソ連機械工業部

門の総生産額は 867 億ルーブル，機械製品の最終需要購入は 477 億ルーブル，機械の純輸

入が 2 億ルーブル，したがってソ連国内において最終生産物として利用可能な機械は 479

億ルーブル，このうち民生用生産財購入が 219 億ルーブル，民生用消費財購入が 52 億ルー

ブル，民生用機械大修理が 62 億ルーブルであり，したがって軍事用機械購入は 146 億ルー

ブルになるというのが標準的な計算であるという（Matosich, 1987, p. 437）。 

 

 

表 2-16 1970 年における軍事品購入（残差法） 

 最小推定値 最大推定値 

機械工業部門総生産額（10 億ルーブル） 83.9          86.4          

機械製品最終生産物比率（％）   54          56          

機械純輸入額（輸入－輸出，10 億ルーブル） -1.0          0.5          

耐久生産財民間購入額（10 億ルーブル） 18.6          23.9          

耐久消費財民間購入額（10 億ルーブル）    4.8          5.7          

民間大修理用機械購入額（10 億ルーブル） 5.1          10.0          

軍事品購入額（10 億ルーブル） 4.7          20.4          

注：軍事品購入最小推定値は，83.9×0.54-1.0-23.9-5.7-10.0=4.7，軍事品購入最大推定値は，86.4×

0.56+0.5-18.6-4.8-5.1=20.4．これらの推定値の出所は，Matosich（1987, pp. 447-448）． 

 

 

しかしこのような金額は，表 2-16 に示したように，実はある幅をもって推定される金額

の平均をとったものであって，たとえば上述の最終的な軍事機械購入（146 億ルーブル）は，

実際には 47億ルーブルから 204億ルーブルとして推計される値の中のもっとも蓋然性の高

い金額であるというにすぎない。なぜ推計にこのように大きな不確実性が生じるのか。そ

れは，推計の各ステップにおいて得られる値がある幅をもって推計されるからであり，そ

の積み重ねが最終的にこのように大きな幅を生むのである。たとえば，残差法の第一ステ

ップである機械工業総生産額の推計についてみてみよう。 

通常われわれがソ連の公式統計から直接的に知ることができるのは，工業部門全体につ

いての現行価格表示の総生産額だけであって，機械工業部門など工業各部門の総生産額を

                                                   
105 「大修理」（capital repair, капитальный ремонт）とは，通常のメインテナンスと違って，たとえば

トラックのエンジンの交換など機械の寿命を延ばすような大きな修理を意味する。 
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知ることはできない。そこでいくつかの方法によって機械工業の総生産を推計することに

なる。マトシックは三つの方法を挙げているが（Matosich, 1987, pp. 435-436），それは， 

（1） 全工業総生産額における機械工業部門のシェアから計算する。機械工業部門のシェ

ア（％）は 1975 年および 1982 年についてのみ公表されているから，この方法はこれら二

つの年についてのみ使うことができる106。 

（2） 多くの年について公表されている機械工業部門の労働力の大きさと一人当たり平均

賃金のデータを使う。これらのデータに社会保険料負担およびインセンティヴ支払いを加

えてこの部門の総労働コストを計算できる。一方，機械部門の生産コストに占める労働コ

ストの大きさ（％）が公表されているから，これによって生産コストが計算できる。これ

に同部門の利潤総額を加えることによって総生産額を求めることができる。 

（3） 機械工業部門の減価償却と固定資本データに基づく。公表されている工業全体の減

価償却額から機械工業部門の減価償却を計算する。また工業生産部門における減価償却の

総生産コストに占める大きさ（％）も公表されているから，これによって総生産コストを

計算することができる。それに，（2）と同様に利潤を加えれば機械工業部門の総生産額を

求めることができる。 

以上のような三つの方法で計算される機械工業部門総生産額がそれぞれ異なっており，

いずれの値が正しいものであるかを定めることができない。したがって，総生産額をある

程度の幅をもった値として推定せざるを得ない。しかも，軍事品購入額を推定する各ステ

ップでこのようなことが生じる。このようなことが起こる原因として，上で説明した機械

工業部門総生産額推計の場合のような一見したところ同等の信頼性をもつような複数のデ

ータが存在するケースのほか，たとえば一つの系列について現行価格データと比較価格デ

ータ，あるいは生産者価格データと購入者価格データのような比較可能でないデータしか

存在しないケースがある。さらには，データ･カヴァレッジに不確実性があって，機械工業

部門の残差のほかにも，たとえばミサイル推進燃料が燃料工業あるいは化学工業の製品と

して取り扱われている可能性があるなど，他部門の生産データの中に軍事生産が紛れ込ん

でいる可能性がある等々の問題がある。こうして残差法においては，どうしても推計値に

幅ができる。このようなことから，CIA は自らが採用しているビルディング・ブロック法

の優越を主張するのである。 

われわれとしては，以上のような残差法の欠点はそれとして承認するけれども，だから

といってただちにビルディング・ブロック法，つまり CIA による推計値の正当性を承認す

ることはできない。なにしろ CIA の推計は基本的にブラック・ボックスになっており，外

部の者はその詳細を知ることができないからである。とはいえ，前述の通り CIA 推計以外

に長期にわたるソ連軍事生産に関する数値を得ることができないため，われわれとしては

暫定的ながらも CIA の 1982 年不変価格による推計結果を採用することとする。表 2-17 と

して示したのがその数値であり，その中の「装備調達」をそれぞれの年の生産額とみなし

てわれわれの推計に取り入れることとした。 

                                                   
106 マトシックの論文は，1966 年から 1985 年にいたる軍事品購入の推計を目的としたものであり，この

期間の中で 1975年および 1982 年について機械工業部門の総生産シェアが公表されているという意味であ

る。なおマトシックはこのように書いているが，機械工業部門を含めた工業各部門のシェアは，実際には

1960 年，1965 年および 1970 年以降のすべての年についてナルホーズに公表されている。 
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また表 2-17 に示したように，CIA による軍事支出の増加率推計は毎年の数字ではなく幾

年かの期間についての年平均増加率の形になっている。表に示した数字以外にわれわれに

手掛かりは残されていないので，やむを得ず，軍事生産は CIA によって示されているこれ

らの期間については毎年同一の増加率で変化したと仮定して指数を算定することとした。 

 

 

表 2-17 CIA によるソ連軍事支出年平均増加率（1982 年不変価格，％） 

 1952-59 1960-69 1970-74 1975-84 1985-87 1988-90 

装備調達 -1.2 6.0 2.5 -0.2 5.0 -7.6 

施設建設 22.5 -3.8 -0.8 1.9 2.3 0.2 

人件費 -5.5 3.0 2.4 1.0 0.7 -2.6 

軍事行動･ 

ﾒｲﾝﾃﾅﾝｽ 
-1.6 11.0 5.4 2.4 3.6 -2.6 

研究開発 10.4 11.2 6.1 4.5 6.0 -0.1 

総支出 0.4 5.7 3.3 1.3 4.3 -4.0 

出所：Firth & Noren（1998, p. 101）． 

 

 

2-5-4.  1933-1990 年 

表 2-18 は，上述のようにいくつかの推計を合成して得た軍事品の生産指数である。すな

わち，表の生産指数（1）は，1933-40 年についてはナターの指数（表 2-12），1940-45 年

についてはハリソンの指数（表 2-14），1945-52 年については再びナターの指数（表 2-12），

そして 1952-90 年については CIA の指数（表 2-17）をつなぎ合わせ，1960 年を 100 とし

た一つの系列としたものである。なお 1934-37 年の指数は，この期間には毎年全く同一の

成長率で増加したと仮定して得た数値である。また表の生産指数（2）は，1945 年までは

生産指数（1）とまったく同一だが，1946 年および 1947 年について前述のブィストロヴァ

の成長率をとり入れ，あとは再びナターの指数に戻ってその成長率を利用するという方法

で計算した指数である。したがってこれらの二つの指数で成長率が異なるのは，この 2 年

のみである。この表は，1960 年を参照基準年とした表であるために，二つの生産指数の差

は 1947 年以前についてのみあらわれる形となっている。しかし，もしも 1933 年を参照基

準年として指数を表現すれば，1947 年において指数（2）の値は指数（1）の 2 倍ほどの値

となってそれが 1990 年まで続く形となる点に注意する必要がある。 

表 2-18 によれば，ソ連においては 1930 年代初期には軍事品はほとんど生産されていな

かったことになっているが，これはおそらく誤った仮定だろう。前述のとおり，ナターは

自ら軍需製品生産指数が仮説的計算であることを断わっているが，そのナターの推計をそ

のまま利用したわれわれの推計も同様の欠点を共有しているはずである。こうした点の改

良は，今後の課題である。 

さて，ソ連の軍需生産は 30 年年代において次第に増加し，1941 年の独ソ戦突入ととも

にいっそう急激に増大した。生産のピークは 1944 年であったが，当然のことながら戦争終

結とともに大きく縮小した。しかし朝鮮戦争が開始された1950年前後から再び増加を始め，

50 年代後半にはいったん縮小傾向を示したものの 60 年代にはかなりの増加率を示した。

1960 年代は，キューバ危機あるいはヴェトナム戦争のエスカレーションがあった時期であ
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る。その後ソ連の軍事生産は 1970 年代半ばまで一貫した増加傾向を示したのちに，70 年

代半ばから 80 年代半ばまでの期間には高止まりの高原状態が続いた。ゴルバチョフがソ連

共産党書記長となった 1985 年から 87 年まで一時的に生産が増加したが，その後 80 年代末

にかけて急激な縮小が生じた。以上が，表 2-18 に基づくソ連軍事生産のおおよその状況で

ある。特に第 2 次世界大戦以降については，CIA の見方が反映されている。 

 

 

表 2-18 実質軍事品生産指数（1960 年指数=100） 

 指数
（1） 

指数
（2） 

 
指数
（1） 

指数
（2） 

 
指数
（1） 

指数
（2） 

 
指数
（1） 

指数
（2） 

1933 2 1 1948 24 24 1963 119 119 1978 190 190 

1934 4 2 1949 24 24 1964 126 126 1979 189 189 

1935 8 4 1950 38 38 1965 134 134 1980 189 189 

1936 18 9 1951 64 64 1966 142 142 1981 188 188 

1937 40 20 1952 103 103 1967 150 150 1982 188 188 

1938 52 26 1953 101 101 1968 159 159 1983 188 188 

1939 69 35 1954 100 100 1969 169 169 1984 187 187 

1940 87 44 1955 99 99 1970 173 173 1985 197 197 

1941 129 65 1956 98 98 1971 178 178 1986 207 207 

1942 267 134 1957 97 97 1972 182 182 1987 217 217 

1943 318 159 1958 95 95 1973 186 186 1988 200 200 

1944 339 170 1959 94 94 1974 191 191 1989 185 185 

1945 229 115 1960 100 100 1975 191 191 1990 171 171 

1946 34 26 1961 106 106 1976 190 190    

1947 26 26 1962 112 112 1977 190 190    

出所：本文参照． 

 

 

2-5-5.  民生機械部門生産指数との結合ウェイト 

次に，表 2-18 に示された軍事品生産指数を，民生品工業生産指数と結合する方法につい

て概説しよう。前述したとおり，軍事品生産指数は多くの場合機械生産についての指数で

あるから，これは具体的には，軍需品生産指数をこれまでの機械部門（民生機械部門）生

産指数と結合する方法を述べることになる。まず，1930 年代から 1960 年までの結合につ

いては，ナターの方法によることとした。すなわち，1937 年における機械部門の民需品と

軍事品の生産比率をウェイトとして，両指数を平均するという方法である。 

1937年における民需品機械と軍事品機械の生産額は，次のようにして推定される（Nutter, 

1962, pp. 320, 616-619）。まず，1937 年における機械部門の総生産額は，1926/27 年価格

で 275 億ルーブルである。この数字の出所は，ナターによればホッジマン（Hodgman, 1954, 

p. 86）であるが，ホッジマンはこの数字をゴスプランの『ソ連邦国民経済発展第 3 次 5 カ

年計画（Третий пятилетний план развития народного хозяйства Союза ССР 

（1938-1942）』という公式文書からとっている。機械部門の総生産は，機械製作（machine 

building），金属製品（metal products），修理作業（repair shops）の三つのサブ部門の生

産額の合計であるが，機械製作部門の生産額は 227 億ルーブル，修理作業部門の生産額は

22 億ルーブルと推定され，したがって金属製品部門の生産額は 26 億ルーブルということに

なる。機械製作部門の生産額は，ガーシェンクロン（Gerschenkron, 1951, p. 340）による
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大規模部門生産額と，5 億 6500 万ルーブルと推定される小規模部門生産額の合計である。

この小規模部門生産額は，小規模工業の生産総額の 10％と推定されている。10％というシ

ェアは，1933 年におけるシェアからとられた。この数字は，雑誌『プラン』（План, 1935, 

стр. 41-49）から計算することができる。また修理作業部門の生産額の出所は，やはりガー

シェンクロン（Gerschenkron, 1951, p. 340）である。最後に，1937 年の軍事用機械生産

額は 1926/27 年価格表示で 85 億ルーブルであるが，この金額は表 2-12 の注に示したよう

に，ジャスニー（Jasny, 1951b, p. 115）から得られる 1938 年の軍事機械生産額（116 億ル

ーブル）にハーヴィン（Хавин, 1959, стр. 21）から得られる 1938 年の対前年実質生産増

加率（36.4％）を適用して導いたものである。 

ナターは，このようにして推定された 1937 年についての生産数字から，機械製作部門生

産額（227 億ルーブル）をとりあげ，この中に含まれている軍事機械生産額（85 億ルーブ

ル）と残余の民需用機械製作部門生産額（142 億ルーブル）から，142：85 をウェイトとし

て，彼自身の 1913 年から 1955 年についての民生用機械設備生産指数と軍事機械生産指数

とを結合している（Nutter, 1962, p. 326）107。われわれもこの方法を踏襲するのであるが，

ただし注意すべきは，ナターが機械設備生産指数を軍事機械生産指数と統合しているのに

対して，われわれは機械設備だけでなく，耐久消費財を含むすべての民生用機械生産指数

を軍事機械生産指数と統合するという点である。またわれわれの指数には，修理作業は含

まれていない。したがってわれわれが採用すべきウェイトは，142：85 でなく，1937 年に

おける機械製作および金属製品両部門を合計した生産額から軍事機械生産額を控除した

168 億ルーブル対軍事機械生産額の 85 億ルーブルということになる。この 168：85 をウェ

イトとして，われわれの民生機械生産指数をわれわれの軍事機械生産指数と結合すること

とする。 

1960 年以降について参照するのは，CIA のラッシュ・グリーンスレードの推計である。

グリーンスレードは，1960 年におけるソ連機械部門の総生産を 340 億ルーブルと推定した。

さらに，付加価値ベースで「軍事設備は機械全体の 40％と見積もられる」が，これは「軍

事設備の生産における付加価値部分を除外しようとすると，機械の付加価値ウェイトが

40％減少した」という事実によるものである（Greenslade, 1972, pp. 166-167, 169）。グリ

ーンスレードは付加価値ベースの話しをしているが，これがグリーンスレード自身も想定

しているように総生産にも当てはまるとすると，1960 年における 340 億ルーブル（1955

年企業卸売価格表示）のうち民生機械生産が 204 億ルーブル，軍事用機械生産が 136 億ル

ーブルということになる。これらの数字をわれわれの 1960 年以降の機械部門生産指数に適

用することとする。以上のようにして求められた軍需品生産を考慮した機械部門生産指数

は，第 5 章に示されている。 

 

2-6．サンプル品目の代表性 

本章を終わる前に，われわれの指数推計で利用したサンプル生産物の生産動向が，どれ

ほどその生産物が属する工業各部門の全体としての生産動向を代表しているかという，代

                                                   
107 ナターの指数は，本文に書いたように 1913-1955 年についてのものであるが，この期間のすべての年

に関するものではない。実際に指数が計算されているのは，1913，1928，1933，1937-1940，1945-1955

の各年である。 
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表性の問題を考えてみよう。そのためには，われわれの推計におけるサンプル品目の生産

額の部門合計を，公式統計等における部門総生産額と比較すればよいと考えられる。実際

には以下で述べるようにそう簡単ではないのだが，とりあえずその比率を求めてみよう。

われわれの部門指数は，1928 年価格，1955 年価格，1997 年価格の 3 つのシリーズをもっ

ているから，これらのシリーズの各基準年における推計額を総生産額と比較する。もちろ

ん 1997 年については，ソ連崩壊後の新生ロシアに関するデータに基づく。1928 年におけ

る総生産額を知ることは，当時の統計事情，すなわち公式統計のカヴァレッジの問題があ

って（第 1 章 1-5-5 参照）容易ではない。ここではナターの研究による総生産額推定値を参

照した。これは，大規模工業の総生産額（これは当時の公式統計から直接に知ることがで

きる）に，ナターによる小規模工業総生産額の推計額を加えたものである。1960 年以降の

工業全体の総生産額はナルホーズによって直接知ることができるが，部門別総生産額を知

ることは困難である。しかし，ナルホーズに記載のデータをもとに数種類の方法によって

それを知ることができる。ただしその場合に，利用する方法によって推定される部門総生

産額が異なってしまう。この点については，前節で引用したマトシック（Matosich, 1987, pp. 

435-436）も触れていたとおりである。われわれがここで必要とするのは，われわれの推計

と同様に企業卸売価格（取引税を控除した卸売価格）を使った総生産額の評価であるため，

ナルホーズ記載の工業総生産額およびその部門シェア（％）のデータを利用して部門別の

総生産額を求めた。これらのデータは，いずれも取引税を控除した企業卸売価格に基づく

値である。ただし，この方法で総生産額が得られない製鉄部門については，同部門のコス

ト構成と賃金および利潤のデータを利用して総生産額を求めた（詳しい導出方法は，表の

注を参照）。おそらくここでも取引税は含まれていないものと思われる。また，1997 年のロ

シアにおける部門別の総生産額は，ロシアの統計年鑑によって簡単に知ることができる。

先に述べたように 1997 年にはすでにソ連は存在していないが，われわれが指数計算に使っ

た生産量データの部門代表性を知るために新生ロシアに関するデータを引用することとし

た。表 2-19 には，こうして求めた比率を示した。 

 

 

表 2-19 サンプル品目の代表性 

 1928 年価格シリーズ 1960 年価格シリーズ 1997 年価格シリーズ 

 
総生産 

額（a） 

推計生 

産額（b） 

（b）/

（a） 

％ 

総生産 

額（a） 

推計生 

産額（b） 

（b）/

（a） 

％ 

総生産 

額（a） 

推計生 

産額（b） 

（b）/

（a） 

％ 

電力 431 431 100.0 3.8 3.8 100.0 218.2 206.5 94.7 

燃料 1,187 752 63.4 12.1 6.0 49.1 242.2 155.9 64.4 

製鉄 720 1,447 200.8 13.3 10.9 81.4 109.7 167.6 152.8 

非鉄 95 33 34.7    76.7   

化学 503 115 22.8 6.1 1.7 28.1 100.8 24.6 24.4 

機械 1,696 396 23.3 26.1 4.7 18.1 256.6 54.7 21.3 

木材 1,670 1,444 86.4 10.9 4.8 44.4 51.5 30.6 59.4 

建設 200 321 161.0 6.3 1.6 24.9 57.7 29.8 51.6 

軽 6,634 4,832 75.0 35.4 7.6 21.5 25.4 15.6 61.4 

食品 5,908 6,000 101.6 40.0 11.7 29.2 172.3 160.0 92.9 

全工業 19,511 15,771 80.8 157.4 52.7 33.5 1,601 845.3 52.8 

注：総生産額（a）は，公式統計等による部門総生産額．推計生産額（b）は，われわれの推計による部門
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生産額．1928 年における単位は，100 万ルーブル，1960 年における単位は，10 億新ルーブル（1961 年の

デノミ後のルーブル），1997 年における単位は，1 兆ルーブル（1998 年のデノミ前のルーブル）．いずれ

も経常価格．1928 年における生産額は，1928 年価格表示，1960 年における生産額は，1955 年価格表示，

1997 年における生産額は，1997 年価格表示．1928 年の総生産額の出所は，電力部門を除き，ナター（Nutter, 

1962, pp. 509-517）， 電力部門の総生産額は，われわれのデータによる電力生産量に価格を掛けた額．し

たがって（b）/（a）欄は 100％となる．ナターによる電力部門総生産額が 192（100 万ルーブル）と過小

であると考えられるため，この数字を採った．1960 年の総生産額は，公式統計による工業総生産額に，各

部門の生産額シェア（％）を掛けて算出．工業生産額の出所は，ナルホーズ（Нархоз в 1970 г., стр. 129），

また各部門シェアの出所は，ナルホーズ（Нархоз в 1972., стр. 166），また製鉄部門の総生産額について

は，月間平均賃金から年間賃金を算出し，さらに同部門の総原価に占める賃金の比率（％）についてのデ

ータによって総原価を推計，さらにそれに同部門の利潤を加えて総生産額とした．賃金データの出所は，

ЦСУ СМ СССР（1968, стр. 140），総原価データの出所は，ナルホーズ（Нархоз в 1960 г., стр. 240），

利潤データの出所はナルホーズ（Нархоз в 1965 г., стр. 759）．1997 年の総生産額の出所は，ロシア統計

年鑑（РСЕ 2000, стр. 301, 318-346）． 

 

 

表では，いくつかの箇所で，代表率が 100％を超えているのが目につく。われわれの推計

がサンプル品目に基づく推計であるのに対して他方はすべての生産物を網羅した総生産額

であるから，このような事態はありえないはずである。その中でも簡単に説明がつくのは，

1928 年および 1960 年の電力部門で，両年ともに総生産額と推計生産額が等しくなってい

るが，これはいずれもわれわれが総生産額と生産量から価格データを得たケースであるの

当然のことである。そのほか 1928 年の建設資材部門は，ナターによるこの部門の総生産額

が，主としてセメントとレンガという 2 品目の生産額によるものであるので，ナターが推

計した総生産額自体のカヴァレッジが小さいためにこのような結果となったものと思われ

る。それ以外の，1928 年と 1997 年における製鉄部門および食品部門の場合は，おそらく

は総生産指標における生産データのカヴァーする範囲が，現物表示個別生産物データのカ

ヴァーする範囲と異なっているのが原因ではないかと思われる。すでに述べたように（本

章 2-3-2 参照），工業企業における総生産とは，報告期間中に産出されたすべての完成品お

よび半製品（自己の原材料による場合も注文企業の原材料による場合も）の価値，および

第三者あるいは自分の企業の非工業的経営･組織からの注文に基づく工業的性格をもつ作

業の価値をいう。（若干の例外を除いて）当該企業内部での工業生産の必要のために費消さ

れた自己生産物の価値は，工場法によって計算される工業企業の総生産物には含まれない。

一方，現物表示の生産物の生産に関するデータについては，「当該生産物のすべての（総）

生産を意味する。たとえば，銑鉄の生産に関するデータには，鋼鉄の生産のために費消さ

れた銑鉄の量も含まれる。粗糖の生産に関するデータには，精製砂糖の生産のために費消

された粗糖の量も含まれる」（Нархоз в 1959 г., стр. 833-834）。こうした例は，ナルホー

ズが言及しているように，特に製鉄部門や食品部門に多いと想像される。表 2-19 で，製鉄

および食品部門の比率が高いのは，これが理由ではないかと想像される。 

さらにもう一つ，別の可能性が考えられる。すなわち，部門生産総額が，公式の部門別

生産指数と同様，企業における自部門製品生産にのみ基づいているかもしれないというこ
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とである。CIA のグリーンスレードによれば，公式の部門別生産指数は，企業における総

生産ではなく企業が生産した自部門製品の生産にのみ基づいて計算される。「たとえば，電

力部門の生産指数にカウントされる電力は，その主たる生産物が電力であるような企業（す

なわち電力部門に属する企業―栖原注）によって生産される電力」（Greenslade, p. 173）

のみであって，他部門の企業によって生産される電力は含まない。ところで，ソ連の資材

供給状況が全体としてタイトであったのは周知の事実であり，そのため多くの企業は，割

り当てられた計画目標を達成するために，自己の主たる生産物以外の原材料や燃料をみず

から生産した。たとえば，1960 年代において，電力生産の 15-20％程度は，非電力部門の

企業がみずから発電していたという。このような副次生産物の多くが，非効率的な設備を

使った少量生産であったから，こうした「過度の垂直統合企業」あるいは歪んだ「一貫生

産」は，ソ連経済の大きな問題となっていた。表 2-19 における総生産額が，部門別生産指

数と同様に自部門生産物のデータに基づくとしたら，表のように，推計による部門生産額

が，部門総生産額を上回ることがあるかもしれない。 

ソ連時代には，以上に挙げた企業における生産物の三つの部分，すなわち，総生産に加

えられる自部門製品生産部分，他部門製品の生産部分，および企業自身が生産し，しかも

自己の生産物の原材料としてみずから費消した部分のいずれについても，監督当局に対し

て報告する義務があった。したがって，部門ごとの推計生産額が総生産額を上回る理由と

してあげた上記二つのことがらは，いずれも実際に生ずる可能性があったわけである。 

以上の説明から，表 2-19 の数字を，サンプル生産物の代表性の指標として厳密に受け取

ることができないことが明らかとなった。しかし相対的な意味で，電力，燃料，製鉄，木

材・製紙の各部門は，いずれの年も「代表性」がほぼ 50％を超えており，まずまずの代表

性を確保しているように思われる。他方，化学部門，そして特に機械部門のサンプル製品

の部門代表性に問題のあることは明らかである。ただし表 2-19 では，機械部門の推計生産

額の中に軍需品の生産は含まれていない。これを考慮すれば，同部門の推計生産額は 1960

年で 50％増加し，したがって代表率も 31％程度になるのではないかと思われる。 
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第 3 章 価格 

 

3-1．はじめに 

本章は，タイプの異なる二つの節から構成されている。すなわち次の 3-2 節では，ソ連工

業製品価格の変動に関する簡単な回顧が行なわれる。ここで工業製品価格の歴史を振り返

る主たる目的は，それによって，われわれがわれわれの工業生産指数推計において価格基

準年として選んだ 1928 年，1955 年および 1997 年という 3 つの年が，ソ連あるいはロシア

の工業製品価格史の中でどのような位置を占めているのかを再確認するためである。価格

基準年は，できるならば価格変動の面で比較的に安定的な年であることが望まれるが，こ

れらの 3 つの年はそのような条件を満たすのだろうか。 

続く 3-3 節では，1928 年，1955 年，1997 年における個別工業製品価格の出所あるいは

導出方法が示される。実際のところ，筆者は生産指数の推計に当たってソ連時代の価格デ

ータの入手に苦労した。ソ連において実際に使われていた価格一覧に類する資料（ロシア

語でプレイイスクラント）は日本の図書館には存在しないようだ。これは，今まで日本で

ソ連工業の生産指数あるいは価格指数について実際に推計しようとした試みがなかったこ

とのあらわれなのだろうか。しかし，ソ連崩壊後には工業製品の価格に関する情報もオー

プンなものとなり，ロシアの統計当局から隔年で価格統計集も発行されるようになった。

我々の推計に利用された 1997 年の価格は，そのようにして利用可能なものとなったもので

ある。本章で示された個別工業製品価格の一覧は，第 2 章表 2-7 として掲げられている。 

 

3-2．ソ連工業製品価格変動略史 

3-2-1．内戦期のインフレとその終息 

振り返ってみれば，ソ連（ロシア）は 1917 年の革命以降の 20 世紀において，その程度

や持続期間に違いはあるものの激しいインフレーションの期間を 3 回経験したといってよ

い。最初のインフレーションは，十月革命後の国内戦によって生じたものであって，その

価格上昇の激しさは，世界の経済史上にも残るものであった。第二のインフレは，1930 年

前後から 1940 年代末までの期間であった。この時期の価格上昇は，相対的に見てそのテン

ポこそあまり激しくなかったとはいえ，第 2 次世界大戦をはさんで 20 年間近くにわたって

持続したことに特徴がある。そして第三のインフレは，ソ連崩壊前後から始まった 1990 年

代の価格上昇である。このインフレも，平時の価格上昇としては記録的なものであったと

いってよかろう。 

十月革命後の内戦期（1918-1921 年）におけるインフレは，伝説的なものである。あま

りの急激な物価の上昇によって貨幣が用をなさなくなって経済が現物化し，ボリシェヴィ

キはそれを共産主義の到来と見誤ったというエピソードが今に伝えられている。インフレ

の程度について正確な統計は残されていないが，1922 年に作成された同年 1-9 月の予算は

戦前ルーブルで計算され，当時のルーブル価値は戦前の六万分の一であるとされた（ノー

ヴ, 1982, 102 ページ）。もしもこのような価値の低下が，1913 年から 1922 年まで 9 年間

にわたって平均的に生じたとすれば，1 年間におけるインフレ率は 240％（すなわち 1 年間

に物価が 3.4 倍となる）となるし，これが 1918 年からの 4 年間において生じたとすれば，
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年間上昇率は 1500％（すなわち 16 倍）ほどにもなる。おそらく内戦期の年間平均インフ

レ率は，この二つの中間の率ということになろうが，いずれにしても空前の物価上昇であ

ったといってよいだろう。 

ナウム･ジャスニー（Jasny, 1951a, pp. 3-5）によれば，ロシアの価格体系がその独特の

性格，すなわち生産財･投資財の相対的低価格と消費財の相対的高価格という特性を帯びる

ようになったのは，1930 年頃に計画経済が開始されてからのちのことであって，それ以前

においては他の工業発展の遅れた諸国の価格体系と異なるところはなかったという。すな

わち，先進諸国に比較して，一般的に工業製品あるいは建設コストが割高であるのに比較

して，農産物の価格が低かったのである。とはいえロシアの場合には，この特徴が特に強

く現れていたのであって，帝政期において存在していたこのような傾向は，1917 年の革命

以降いっそう強まった。第 1 次世界大戦と革命後の内戦により，工業生産がほとんど壊滅

状態となったためである。このような状況は，特に 1923-24 年における工業製品価格水準

と農産物価格水準の急速な乖離，すなわち鋏状価格差（シェーレ）として知られている108。

1920 年代前半の貨幣改革と新経済政策（NEP）による工業復興で，とりあえず鋏状価格差

が収束した 1926-27 年においては，ジャスニーによると，ソ連における農産物価格は同時

期の米国に比べておよそ 30％低く，また農産物を原料とする工業製品の価格は，両国にお

いてほぼ同じであった。その一方で，工業製品価格はソ連が 2/3 ほど高く，また工業建設の

コストは米国のほぼ 2 倍であったという（Jasny, 1951a, p. 5）。 

 

 

表 3-1 1920 年代後半の小売価格指数（1913 年指数＝100） 

 

全製品 工業製品 農産物 

全商業 
社会化
商業 

私的 

商業 
全商業 

社会化
商業 

私的 

商業 
全商業 

社会化
商業 

私的 

商業 

1925/26 年平均 210 202 224 220 210 242 194 187 202 

1926/27 年平均 201 191 226 210 199 242 186 176 207 

1927/28 年平均 197 184 244 198 188 242 194 177 278 

1928/29 年平均 210 192 308 203 191 269 222 192 367 

 

 

 食料 工業製品 

 自由価格 公定価格 自由価格 公定価格 

1926 年（12 月） 198 181 251 208 

1927 年（12 月） 232 175 240 188 

1928 年（12 月） 293 184 253 190 

1929 年（6 月） 450 200 279 192 

出所：Carr & Davies（1969, pp. 964-965）． 

 

 

鋏状価格差が収束していった 1920 年代半ばからは，生産回復を背景として経済全体で価

格水準が下がり始めた。しかしこのデフレーションも長くは続かず，1920 年代末には価格

                                                   
108 上昇する工業製品価格と低下する農業製品価格の様子をグラフに描くと，鋏の刃が広がっていくよう

に見えるのでこのように呼ばれる。 
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がじりじりと上昇し始めた。筆者が基準価格として採用した 1928 年価格は，価格低下が価

格上昇へと切り替わる時期であったことが知られている（表 3-1 参照）。ジャスニーは，

1927/28 年にも，前年と同様に多少の価格低下が見られたとしているが（Jasny, 1951a, p. 

13），表 3-1 によればすでに 1926/27 年には，少なくとも自由市場における価格上昇が始ま

っているように思われる。 

一般に，工業化過程にある国の生産指数の計算において，工業化開始以前の相対的に高

価な工業製品価格および相対的に安価な農業製品価格が用いられることによって，実質生

産指数が上方に偏倚する現象をガーシェンクロン効果と呼ぶが，第 1 章でも述べた通り，

ソ連の公式統計にもやはりこの現象があらわれていたと考えられる。すなわちソ連の国民

所得等に関する公式統計では，1952 年価格が基準価格と変更されるまで，長い間いわゆる

｢1926/27 年不変価格｣が用いられていた。このことは，ソ連の国民所得成長に関する公式統

計における過大な成長評価の一つの原因になったと考えられる。 

国民所得統計の一部をなす工業生産統計においても，おそらく同様の事態が起こってい

たことであろう。すなわち，農産物を原料とするような工業部門における製品は相対的に

低く，それ以外の工業部門の製品は相対的に高く評価されることによって，実質成長率が

高く示された可能性がある109。とはいえ，ラスパイレスが他の指数を採用する限りは，こ

のバイアスが出るのはやむを得ない。すなわち，その内部にどのような特徴があろうと，

1928 年価格は，その当時のロシアにおけるさまざまな生産物の希少性を大体において反映

した価格，すなわち市場価格といってよいものであり，生産指数を計算するときの基準価

格として不適格というわけではない。第 1 章で述べたとおり，問題は，ソ連当局が基準年

を長い間変更せず，したがって新規生産物を適正な価格で指数に組み込むことをしなかっ

たという点にあったといえるだろう。 

他方，われわれの生産指数がその基準価格年として 1928 年価格を用いることはどのよう

に評価できるだろうか。この項でみてきたように，1928 年が，ネップ期前半のシェーレに

よる価格体系の一時的な混乱が収まった時期であること，また計画経済に入る直前の時期

で物価が比較的安定していた時期であったことを考慮すれば，同年価格を基準に生産指数

を測定することは妥当な措置といえるのではないかと考えられる。 

 

3-2-2．持続的インフレとその終息 

1928 年 10 月から，第 1 次五カ年計画が実施されることとなった。五カ年計画が開始さ

れて以降の全体的な価格水準の動きを特徴づけたのは，長期にわたった意図せざるインフ

レーションであった（表 3-2 参照）。たしかに計画経済期に入り，ソ連の価格は市場経済に

おけるそれのような自然発生性を失い，計画当局によって人為的に設定される計画経済の

一用具となっていった。とはいえ当局は，価格形成における自然発生的な価格上昇をコン

トロールすることはできなかった。このことは，第 2 次大戦以前の 3 回の五カ年計画にお

いて，いずれも物価の安定あるいは低下が予定されていたにもかかわらず，実際にはそれ

が大きく上昇したことに示されている。第 1 次五カ年計画が開始された 1929 年初めには，

                                                   
109 ただし，後述するように（本章 3-2-5 参照）工業製品を生産財（中間財），投資財，消費財と分類する

と，1928-55 年における価格上昇率にそれほどの差はみられなかった。 
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早くもパンの配給制度が導入され，同年末までに配給はほとんどすべての食料品に広がっ

たとされる（ノーヴ, 1982, 234 ページ）。 

ところが，1930年から 1950年代までのソ連における物価水準の推移を示す統計資料は，

ほとんど公表されていない。すでに第 1 章で述べたように，1930 年前後はソ連の経済統計

にとって一つの大きな曲がり角だった。統計と計画とのあいだに緊張が高まり，当時の圧

倒的な主意主義的雰囲気の中で統計は計画に従属させられた。統計に，社会主義体制にと

って有利な宣伝上の価値ありと認められるような場合には，その統計は積極的に公表され

たが，逆に不利な場合にはそれは秘匿された。たとえばインフレーションの存在は，社会

主義にとって不名誉なこととみなされたのであろう。直接的な価格水準あるいはその上昇

率のデータばかりでなく，実質値と名目値の双方がそろって公表されることもなかった。，

1920 年代に実施されたさまざまな価格指数の作成は，統計当局においてもそのほとんどが

中止された。一部では，計画経済の運営手段として実情を正しく反映する価格指数の必要

性が強調されたが（Турецкий, 1939, стр. 126），実際には，当局において計算されていた

のは国営･協同組合･コルホーズ市場における小売価格の指数だけであったという。また，

そうした値も公表されることはなかった（Bornstein, 1972, p. 356）。表 3-2 に示した価格

指数は，フランクリン･ホルツマンがさまざまな出所から収集したものである。 

この時期，すなわち 1920 年代末あるいは 1930 年代初期から 1950 年前後のソ連におけ

る価格形成の混乱を示す事態として，インフレーション以外に，さらに二つの点を指摘で

きる。第一に，同一製品に対して，大きく乖離した複数の価格がつくというような事態が

広範に進展したことである。表 3-2 に示されているように，食料品について国営商店のほか

にコルホーズ市場と呼ばれる自由市場が存在していたのは，ソ連の歴史を通して見られた

ことであったが，とりわけこの時期に，両者の価格差が拡大した。このほか，国営商店以

外に，協同組合商店が国営のそれと異なる価格で販売することを認められ，また国営販売

機関内部においても，さまざまなタイプの国営商店が，同一製品を異なった価格で販売す

るという事態が広く見られた（Jasny, 1951a, p. 8）。第二に，各種の製品価格が，個別的に

さまざまな時期に設定されたことによって，それらの価格の相対関係が時期によって大き

く変動したことである。 

 

 

表 3-2 ソ連の価格動向：1928-1955 年（1928 年指数=100） 

 
基本的工業製品 

価格 
平均賃金 

消費財価格 

国営商店 コルホーズ市場 

1928 100   100    100   100+  

1932 97   203    200   3,000（max）  

1937 220   432    700   700+  

1940 266   579    1,200a)  1,780（年初）  

1943 280   n.a.    n.a.   31,220   

1945 282   822b)    2,545   13,575   

1947 282   992    3,895c)  11,530c)  

1948 282   n.a.    3,235   4,175   

1949 667   n.a.    2,770   2,880   

1950 563   1,128d)    2,215   2,770   

1955 502   1,204    1,640   2,855   

a)：1 月の指数と 7 月の指数の平均値． b)：1944 年の値． c)：第 4 四半期．d)：1951 年の値． 
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出所：Holzman（1960, pp. 168-169）． 

 

 

表 3-2 によれば，1928-1940 年の国営商店における消費財価格上昇率は，およそ 12 倍で

あった。ホルツマンは，この上昇のおよそ半分を，同じ時期におよそ 6 倍の上昇を示した

賃金に，また残りの半分を，国家による取引税の課税，すなわち投資，国防，教育，保健

その他への国家支出の拡大に帰している（Holzman, 1960, pp. 173-174）。厳しい生産目標

を与えられた企業は，稀少な労働力をできるだけ確保するために賃金を引き上げざるを得

ず，上昇した賃金がそのまま消費財需要となって発現する一方，国家による需要も拡大し

てこのようなインフレーションが生じたのであった。価格に対する取引税の平均税率は，

1928-29 年の 21.5％から，1940年には 60.5％へと上昇したという（1928-29 年については，

消費税。取引税の導入は，1930 年 10 月）。また，国営商店において十分に満たすことので

きなかった家計の消費財需要は，そのままコルホーズ市場へとあふれ出て，この市場の価

格を上昇させた。国営商店とコルホーズ市場の価格の乖離した時期には，配給制度の導入

が不可避となった。 

同じ時期に，生産財（基礎的工業製品）価格の上昇率は，およそ 2.5 倍から 3 倍であった。

生産財価格の上昇が相対的に小さかった理由として，ある程度の労働生産性の上昇が見ら

れたということのほかに，もちろん，これらの財の配給制度が厳格に実施され価格統制が

機能した点を挙げることができる。生産財価格の低位安定化は，ソ連政府の基本方針であ

った。それでも，前述したようにこの時期におよそ 6 倍に上昇した賃金というコスト要因

は，生産財価格に反映させざるを得なかった。たしかに労働者の賃金は政府によって設定

されていたが，前述したように，たとえば企業のボーナス支給などによる実質的な賃金引

き上げは黙認された。企業に与えられる計画が非常にタイトであり，その達成のために労

働力が非常に稀少な資源となったからである。生産財の多くは，コスト上昇のために原価

をカヴァーできなくなり，したがって生産の持続のために，生産財製造企業に対する補助

金の支給が常態となっていった。 

第 2 次世界大戦に入り，表 3-2 のコルホーズ市場の価格指数に見られるようにインフレ

圧力はさらに強まり，おそらく 1943 年頃にピークを迎えたように思われる。この間，生産

財価格が相対的に安定して推移したのは，もちろん政府による直接的な価格コントロール

が強化されたためにほかならない。しかし，こうした長期的なインフレーションは第 2 次

大戦後の 1940 年代末には終息し，その後は若干の価格低下ののち，1950 年代半ばには安

定化の時期を迎える。価格安定化の原因は，ようやく賃金の上昇を生産性の上昇以下にコ

ントロールすることができるようになったということであろう。つまり，工業化や国防力

の強化といった国家の優先事項の緊急性が次第に低下し，それに応じて計画が現実的とな

って企業にとっても対処しやすいものになり，したがって労働力に対する需要が相対的に

減少したということである。1947 年末には，戦時インフレを最終的に一掃するために通貨

改革が行なわれた。従前のルーブル紙幣は 10：1 の割合で新ルーブル紙幣と交換されるこ

ととなった。それゆえ現金はその価値の多くを失った。また預金は，3000 ルーブルまでは

額面どおりの新ルーブルと交換されたが，それを超える額については低い率が適用された。

このような乱暴な改革の代償として，配給は終息し，通貨は安定化した。 
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この第二次世界大戦をはさむ長期的インフレーションの間生じた生産財と消費財の相対

価格の変化は，非常に大きなものであった。1948 年における鋼鉄の価格は，1926/27 年価

格の 3 倍にも満たないほどであったが，通常のパンの価格はほとんど 40 倍に達していたと

いうエピソードが示すように（Jasny, 1951a, p. 18），生産財に比較した消費財の急速な相

対価格上昇のために，1947 年通貨改革の頃には，先に記した 1926/27 年頃とはすっかり逆

転した状況に至った。前述したとおり，生産財は全体として，コストの上昇のために原価

をカヴァーできなくなっていき，そうした財の生産に対する補助金の支給が常態となった。

こうした事態を正すために，1949 年 1 月 1 日を期して，すべての生産財（および貨物運賃）

に関する価格改定が行なわれた。ソ連中央統計局の資料によると，重工業製品価格（工業

卸売価格）110は全体として 58％引き上げられたが，特に不採算部門であった木材工業の製

品価格は 303％（4.03 倍），石炭工業製品価格は 210％（3.10 倍），製紙工業製品価格は 187％

（2.87 倍），製鉄工業製品価格は 175％（2.75 倍），建設資材工業製品価格は 123％（2.23

倍）という規模で引き上げられた。逆に，重工業部門で引き上げ率の小さかったのは，石

油精製部門の 21％上昇，機械工業部門の 30.4％上昇などであり，軽工業製品価格および食

品工業の製品価格については，従来とほとんど変わりがなかった111。ただし，多くの消費

財製品には取引税がさまざまな税率で課せられていたから，全体として価格は生産コスト

を反映したものではなかった。 

1949 年の卸売物価改革で大幅に引き上げられた重工業製品の価格は，その翌年の 1950

年，1952 年，1955 年と，再び徐々に引き下げられた。ナルホーズの記述によれば，引き下

げを可能にしたのは，｢労働生産性の上昇｣であり，それによって｢1952 年にはほぼ 1948 年

水準に戻り｣（Нархоз в 1962 г., стр. 146），安定化した。｢1949 年以来の価格改革により，

その当時の既製品について実質的に補助金はほとんど廃止された。1955 年までには，新た

に設定された恒常価格はコスト＋正常利潤をカヴァーするようなレヴェルに設定された｣

（Berliner, 1976, p. 278）。すなわち新しい工業製品価格体系は，こうした安定化の追認で

あったといえよう。本推計では，この 1955 年の価格が，工業各部門生産指数計算のウェイ

トの一つとなっているが，このように見てくると，第二次大戦前から続いた持続的インフ

レーションが終息し，価格が全体として落ち着いたと考えられる 1955 年は，基準年として

適当であるように思われる。 

 

3-2-3．価格安定期 

1956 年のフルシチョフによるスターリン批判は，統計公表の歴史にとっても一つの画期

となった。同年には，1930 年代末以来途絶えていた包括的な統計集が刊行されるようにな

った。価格統計の面においては，1958 年から卸売価格と農業調達価格の計測が行なわれる

ようになり，前者については 1962 年版のナルホーズから公表が開始された。 

ナルホーズに掲載されている公式の価格指数から判断すると，1955 年以降のソ連の工業

                                                   
110 工業生産物価格には，企業卸売価格と工業卸売価格の二種類がある。企業卸売価格は，生産物原価と

企業利潤とからなり，それに取引税と工業内卸売機関の販売マージンをくわえたものが工業卸売価格であ

る。すなわち工業卸売価格とは，工業製品が工業部門から別の部門へと出るときの価格を意味する。本章

第 3 節図 3-1 参照。 
111 以上の価格上昇率は，ナルホーズ（Нархоз в 1967 г., стр. 227）のデータから計算した。 
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卸売価格（取引税を含めた価格）は，わずかな変動はあったけれども，驚くほどの安定性

を保ったといってよいようにみえる。表 3-3 に示したように，公式統計によれば，1955 年

価格水準を 100 とした全工業の卸売価格水準は，1979 年においても 102 という水準であっ

たのだから。当局も，価格安定に十分の自信をもったからだろうか，すでに 1961 年初には，

従来の 10 ルーブルを 1 ルーブルとするデノミネーションを実施している。1955 年以降の

時期に関する公式統計において価格水準に実質的な変化が生じたといえるのは，1967 年の

卸売価格改定であった。この改定は，1960 年代後半に行なわれた経済改革の一環として実

施されたもので，改革による経済的刺激を期待通りに機能させるために，相対価格におけ

る不均等をできるだけ排除し，損失を出している部門をなくして利潤率を均等化させる目

的で行なわれたものであった112。この結果，表 3-3 に見るように，特に石炭，製鉄などの

部門の価格が引き上げられる一方，化学，機械部門の価格が平均してやや引き下げられ，

工業全体としては 7％の引き上げとなった。価格を引き上げられた部門の多くは，1949 年

の卸売改革時にも，価格を引き上げられた部門であった。特に石炭部門は，49 年改革以降，

他の部門の製品価格が引き下げられたのに対し，相対的に高い価格のままであったが，67

年改革でさらに引き上げられた。これは，同部門の生産性の伸びが他の部門に比較して低

位にとどまったということを意味しているだろう。同じことが，木材製紙，あるいは製鉄

部門についてもいえる。結局，表で見るように，1948 年との比較で 1967 年価格では，石

炭と木材部門が 5 倍程度の価格上昇，製鉄と製紙が 2 倍以上の価格上昇，他方 50％近く下

落したのが機械部門ということになる。 

 

 

表 3-3 公式工業卸売価格指数（1955 年指数＝100） 

 
1955 1960 1965 1967 

1967 

(1948=100) 

1967 

(1965=100) 
1970 1975 1979 

全工業 100 100 98 105 75 107 105 103 102 

 重工業 100 100 95 108 104 114 108 102 100 

  電力 100 95 95 108 123 114 108 108 108 

  燃料 100  101 142 170 141 158 155 174 

   石油精 

   製 
100 122 102 109 86 108 140 134  

   石炭 100 100 100 181 471 181 181 185  

  製鉄 100 100 100 147 242 147 147 147 152 

  化学 100 100 99 93 108 94 93 88 88 

  機械 100 90 83 81 55 98 77 67 62 

  木材製紙 100  119 141  119 141 140 143 

   木材 100 126 126 147 502 117 148 147  

   製紙 100 100 100 123 229 123 122 120  

  建設資材 100 100 100 119 151 119 119 118 118 

 軽･食品工 

 業 
100 94 102 100 61 98 102 105 105 

  軽工業 100 100 96 96 71 100 97 101 101 

  食品 100 95 107 103 57 97 105 107 107 

注 ：1967（1948=100） および 1967（1965=100） とある列のみ，1948 年および 1965 年価格を 100

                                                   
112 1967 年価格改革以前の最も高い利潤率は，機械部門の 16.7％，最も低い利潤率は石炭工業部門のマイ

ナス 17.0％であった。価格改革では，工業各部門は平均 15％，最も低い石炭工業部門でも 8.0％の利潤が

確保されるよう価格決定がなされた（Berliner, 1976, pp. 242-245）。 
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とした指数．その他の列は，1955 年価格を 100 とした指数．空欄は，不詳． 

出所：ナルホーズ（Нархоз в 1962 г., стр. 145; 1963, стр. 137; 1964, стр. 155; 1965, стр. 167; 1967, стр. 

228; 1968, стр. 226; 1969, стр. 190; 1970, стр. 177; 1972, стр. 199; 1973, стр. 252; 1974, стр. 213; 1975, 

стр. 233; 1976, стр. 199; 1977, стр. 143; 1978, стр. 139; 1979, стр. 165）より計算． 

 

 

1967 年の価格改定以降の動向としては，さらに 1973 年，1975 年，1978 年，1982 年に

価格改定があった。1973 年改定は，機械部門の卸売価格の 6％低下と軽工業部門の 5％の

上昇，1975 年は，石炭部門と食品部門の価格引き上げ，また 1978 年改定は，ガソリン価

格引き上げによる燃料工業部門の価格引き上げであったが，表 3-3 の全工業卸売価格の推移

に見られるように，価格水準にそれほど大きな変化をもたらすものではなかった。たびた

びの価格引き下げにもかかわらず，機械部門は，1970 年代を通じて，固定資本と流動資本

の合計に対する利潤額で計った利潤率でほぼ毎年 15％以上を確保した。それに対して石炭

部門は 1977 年から，また木材部門は 1979 年から，利潤を生み出すことができず赤字を計

上するようになった（たとえば Нархоз, 1980, стр. 506 参照）。1950 年代以降の価格改定

は，生産原価を価格に反映させることをねらいとしていたが，その結果，全体として生産

性の上昇が相対的に後れた部門の価格引き上げを容認することとなり，いわば斜陽部門の

救済という色彩が濃いものとなったということができよう。 

しかしながら，このような公式価格指数が実際の価格の動きを正しく映し出したものか

どうかについては大きな疑問がある。前述したとおり，ソ連統計当局は 1958 年に卸売価格

指数の作成を再開し，またナルホーズ 1962 年版からその公表を始めたのであるが，戦前か

ら続く価格統計に関する秘密主義は払拭されたわけではなかった。とりわけ価格指数の具

体的な作成方法については，曖昧さがつきまとった。たとえばナルホーズ各年版の最後に

付いている解説では，次のように説明されている。まず，ナルホーズ 1962 年版の記述には，

｢1960 年までの卸売価格指数は，それぞれの年の年末時点において，各工業部門の代表的商

品セットによるサンプル･データをもとに計算された。ただし機械部門については，現行価

格表示と不変価格表示の総生産額によって計算された。･･･1961 年から，年平均卸売価格指

数は，それぞれの年の価格による商品生産総額（стоимость всей товарной продукции）

に基づいて計算されるようになった｣（Нархоз в 1962 г., стр. 668）とある113。しかし 1963

年版以降では，上の引用の後半部分が次のように改められた。｢1961 年までは，サンプル･

データのセットには 278 の代表的商品が含まれていた。1961 年からは，その数が（機械部

門の製品も含めて）961 品目に拡大された。1961 年の工業部門商品生産総額におけるそれ

らの品目のウェイトは 56％である｣（Нархоз в 1963 г., стр. 689; в 1964 г., стр. 804-805; в 

1965 г., стр. 818; в 1967 г., стр. 923）。1962 年版の説明のように，価格指数はすべての生

産物に基づいて計算されているのか，1963 年版以降のようにサンプルに基づくのかは重要

な違いであるが，どのような理由で説明が変更されたのかは不明である。また，上述のよ

うに 1967 年版までは，サンプルの 961 品目が 1961 年の商品生産総額の 56％を占めると書

かれているが，その数字が 1969 年版および 1970 年版においては 60％へと変わった

                                                   
113 「商品生産」の意味については，第 2 章 2-3-2 参照。 



128 

 

（Нархоз в 1969 г., стр. 804; в 1970 г., стр. 768）。ウェイトの違いが何に由来するのかに

ついても説明がない。 

さらに，価格指数のタイプも不明であった。西側では，ラスパイレス型と考えられてい

たようだ。ボーンステインもベッカーも，出所に言及してはいないが（ストリャロフ？），

1960 年までの 278 のサンプル生産物価格は，1956 年における商品生産額によってウェイ

トづけされたラスパイレス指数であったと説明している（Bornstein, 1972, p. 358; Becker, 

1974, p. 364）。またボーンステインは，1961 年以降についても，1961 年を基準年とする

ラスパイレス型価格指数が用いられたと述べている（Bornstein, 1972, p. 359）。ところが，

1972 年版ナルホーズの解説において，次のような説明があらわれた。｢工業各部門別卸売価

格指数については，当年価格と前年価格で評価された生産額をもとに得られる年々の指数

を掛けていく連鎖法（チェイン･インデクス）によって計算される｣（Нархоз в 1972 г., стр. 

772; в 1973 г., стр. 825; в 1974 г., стр. 805; в 1975 г., стр. 787）114。もしも部門別指数だ

けが連鎖法によるとしたら，工業全体の価格指数はどのようにして計算されるのか，また

この方法が1972年から使われ始めたのかそれ以前からなのか等々の疑問に対する答えは得

られない。さらに，もしも計算方法が変更されたのだとしたら，1956 年の生産額をウェイ

トとして用いていた 1960 年までの価格指数を含め，以前に公表された指数に連鎖法で計算

された指数をそのまま接続したのか。というのは，一度ナルホーズに公表された指数は，

その後ほとんどまったく修正されずそのまま掲載され続けたからである。 

さらに米国 CIA は，次のような点を指摘している。ソ連統計当局は，卸売価格指数をラ

スパイレス指数あるいは連鎖指数と説明しているが，実際には総生産額データから，すな

わち現行価格表示の工業総生産額を，比較価格表示の総生産額データで割ることによって

価格指数を得ているのではないか。実際に現行価格表示の機械部門総生産額から得られる

生産指数を，比較価格表示の機械部門実質生産指数で割った値は，公表されている機械部

門企業卸売価格指数とほとんど同一である。すでに本書第 1 章にも指摘があるように，機

械の生産指数は上方バイアスをもっているから，上の方法で導出される価格指数は下方バ

イアスをもち，価格上昇を過小評価しているに違いない。さらには，公式統計における生

産指数と価格指数の独立性にも疑義が生ずる。これが CIA の主張であった（CIA, 1979, pp. 

2-3）。たしかにその可能性は大きいと思われるが，CIA の議論の根拠をなす現行価格表示

工業総生産額は，ソ連当局が秘匿していたデータであった。CIA はそれをどのようにして

知りえたのだろうか。残念ながらわれわれはその数字が確実なものであるかどうかを判断

できない。したがってまた，CIA の主張が妥当であるかどうかについても不分明であると

いわざるを得ない。 

公式の価格指数の問題は，以上のような計算方法の曖昧性から生ずるものにとどまらな

かった。さらに重要であったのは，実際には生産物価格にインフレーションの傾向がある

                                                   
114 1977年版および1978年版のナルホーズでは，さらに次のような説明へと変わった。｢卸売価格指数は，

当年価格と前年価格で評価された生産額をもとに得られる年々の指数を掛けていく連鎖法によって計算さ

れる。1958 年まで卸売価格指数は，代表的生産物のセットに関するサンプル法に基づき，各年末に計算さ

れた｣（Нархоз в 1977 г., стр. 605; в 1978 г., стр. 581）。工業全体の指数も，連鎖法で計算されるという

ことなのだろうか。，また，いったいどのような理由で 1958 年という数字が出てきたのか。なお，1979

年版以降のナルホーズからは巻末の解説も消えた。その後，解説は革命 70 周年記念号（Госкомстат СССР, 

1987）で復活したが，そのヴォリュームは 1978 年版以前よりも少なくなった。 
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のに，公式統計はそれを反映していないという指摘であった。たとえばソ連の経済学者ク

ヴァシャとクラソフスキーは，｢設備（機械･機器）価格に隠れた上昇｣があることを指摘し

（Кваша, Красовский, 1964, стр. 12），それが資本投資における見積価格と実際の価格と

の乖離の原因になっていることを示した（Кваша, Красовский, 1965, стр. 4-5）。彼らは，

機械工業部門の製品価格が実際には上昇しているにもかかわらず，その公式価格指数が低

下している原因を次のように説明している。価格指数は，961 のサンプル製品の価格動向に

基づいて作成される。これらのサンプル品目は，すべて 1961 年の時点ですでに既製品であ

った生産物であり，その価格は生産を繰り返すにつれて下がっていったかもしれない。し

かしながらその後，機械部門には数多くの新製品が誕生した。比較的値段の高いこれらの

製品は，価格指数の計算には使われていない。特に問題であるのは，｢古いタイプの製品に，

価格カタログ（プレイスクラント）の固定価格から目をそらすためにとるに足りない変更

を加えられた数多くの製品｣（Кваша, Красовский, 1968, стр. 77）の存在である。企業に

は，こうした｢新製品｣に対し，高価な｢暫定価格｣をほとんど自由に設定できる権限が与え

られている。こうして機械部門の企業は，｢新製品あるいは部分的に改良されたにすぎない

旧製品に根拠のない高価格を大規模に設定することによって，超過利潤を引き出している｣

（Кваша, Красовский, 1968, стр. 79）。 

ここでクヴァシャとクラソフスキーが言及している｢暫定価格（временные цены）｣と

は，1955 年に新たに導入された仕組みである。前述したとおり，1955 年に決められた恒常

価格（постоянные цены）は，コスト･プラス正常利潤をカヴァーするような水準に設定さ

れており，したがってそれまでの補助金は実質的にほとんど廃止することができた。しか

し，1955 年以降に導入される新製品について，導入時点での高い価格を恒常価格として与

えれば，その後の大量生産に伴って見込まれるコストの低下により，開発企業には利潤の

急激な上昇がもたらされるだろう。そしてそれは，1955 年にようやく形成された価格と利

潤の正常な関係を再び破壊することになるだろう。このような理由で，従来の恒常価格の

原則は一部放棄され，新製品に対する暫定価格の制度が導入されたのである。暫定価格は，

正常利潤に加えてスタートアップ･コストをカヴァーする。一定期間後にスタートアップ･

コストが消滅し，平均コストが長期的正常レヴェルに近づくと，暫定価格に代わってもっ

と低い価格が割り当てられる。これが，通常の恒常価格となるはずであった（Berliner, 1976, 

p. 278）。 

しかしこの制度は，前に引用したクヴァシャとクラソフスキーの記述から明らかなよう

に，企業によって濫用されることになった。暫定価格制の導入によって，価格当局の負担

は大幅に増加した。当局にとって，企業が申請する暫定価格が適正であるかどうかを判断

するのは難しかった。そのため，価格決定を機械部門の監督官庁である省に丸投げするこ

とも広く行なわれた（Ситнин, 1968, стр. 35）。また本来であれば価格見直しの時期が来た

のちも，従来の暫定価格がそのまま使われた。かくして暫定価格は，｢実質的に恒常価格と

なってしまった｣（Комин, 1971, стр. 150）。また，価格当局が暫定価格の承認に手間どっ

ているあいだに，非合法ではあっても企業は暫定価格で製品を販売した。ソ連経済は全体

的な売り手市場であったから，買い手はそれを飲まざるを得なかったのである。さらにも

っとも問題であったのは，企業がこの機会を捉えて，既製品にわずかばかりの変更を加え

てそれを新製品として申請するようになったことだろう。｢この種の偽りの技術革新は，暫
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定価格制のもとで非常に大きな割合に達したが，それを当局が突き止め，また抑制するの

は非常に困難であった｣（Berliner, 1976, p. 282）。 

もちろん，こうした暫定価格制に伴う欠陥の是正が試みられた。1964 年には，暫定価格

の適用期間を最大 3 年間とし（Кваша, Красовский, 1968, стр. 77），また 1966-67 年の価

格改革時にはその期間を 9 ヶ月から 15 ヶ月とした。同時に，機械部門における暫定価格の

使用を｢ソ連で始めて導入される｣製品に限定し，標準利潤は平均コストの 10％を上限とす

ることになった。しかしこうした規制も，時がたつにつれて拡大解釈され，実効があがら

なくなっていった。1970 年代には，暫定価格適用期間についてもコストや利潤マークアッ

プの見積りについても，弛緩が見え始めた115（Berliner, 1976, pp. 288-289）。ちなみに，

1981 年に刊行されたソ連の統計辞典の｢暫定価格｣の項目には，この価格の適用は最大 2 年

までとある（Социально-, 1981, стр. 425）。 

以上に述べてきたことから明らかなように，表 3-3 に示した価格指数の推移は，額面どお

り受け取ることはできない。実際に工業製品価格はどの程度上昇したのだろうか。これを

突き止めることは非常に難しい。表 3-4 は，ソ連および西側の研究者による機械工業製品の

価格指数の推計をまとめたものである。 

 

 

表 3-4 機械価格指数の独自推計（1960 年指数=100） 

 ミトロファ

ノヴァ 

ベッカー デサイ  ミトロファ

ノヴァ 

ベッカー デサイ 

1958  92 106 1968  113 144 

1959  98 101 1969  114 143 

1960 100 100 100 1970 135 115 146 

1961  102 126 1971 131  142 

1962  104 125 1972 143  142 

1963  106 131 1973 142  132 

1964  108 128 1974 158   

1965  110 128 1975 161   

1966 103 113 134 1976 165   

1967  113 139 
年平均 

上昇率 
3.17 1.88 1.48 

注：空欄は，不詳．平均年率欄は，ミトロファノヴァ：1960-76 年，ベッカー：1958-70 年，デサイ 1958-73

年の平均年間価格上昇率（％）を意味する．ミトロファノヴァの指数については，比例計算によって準拠

基準年（指数を 100 とおく年）を 1970 年から 1960 年に変更した．彼女の論文には，機械･設備の 7 つの

商品グループの卸売価格に基づくとあるだけで，価格指数の詳しい計算方法は示されていない．ベッカー

とデサイの指数の算出方法は，本文参照．デサイの指数についても，準拠基準年を 1955 年から 1960 年に

変更した．またデサイ指数は，企業卸売価格指数．出所は，Митрофанова（1978, стр. 103）, Becker（1974, 

p. 378）, Desai（1978, pp. 68-69）． 

 

 

表からわかるように，ミトロファノヴァは 1960-1976 年における年平均上昇率を 3.2％と

計算しているが，計算方法は明示されていない。ベッカーは，1958-1970 年における年平

                                                   
115 この項の記述については，第 1 章 1-5-3 を参照。 
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均上昇率を 1.9％と見積もっているが，その方法はソ連の専門家の論文に記載された断片的

な推定を編集したものであり，彼自身，年々の指数で表示するよりも｢正しくは，1960- 1965

年の 5 年間で 10％，1965-1970 年の 5 年間で 5％上昇したというべきだろう｣と控えめに述

べている（Becker, 1974, p. 378）。またデサイは，1958-1973 年における年平均上昇率を

1.5％と推定しているが，この推定方法も確実なものとは思われない。彼女の価格指数推定

方法は，現行価格表示の工業総生産および各部門総生産をそれぞれの実質生産指数で割る

ことによって導出するというものだが（Desai, 1978, pp. 61-67），公表されていない現行価

格総生産は，そのコスト面から，すなわち原材料購入，賃金，利潤，減価償却から推定さ

れ，実質生産指数は，公表されている公式指数とグリーンスレードによって推定された生

産指数の調和平均として計算される。前者の推定も，彼女自身が認めるように不確定要素

が多く，後者における調和平均の使用もそれほど説得力があるとは思われない。とはいえ，

おそらく機械部門価格指数を正確に計算するのは資料の面から不可能に近く，また上記 3

人の推定がこの時期の上昇率を 1.5-3.2％としていることにもそれなりの重みがあろう。こ

のほかにも，たとえばパルチェロヴィチは，生産設備の価格の上昇が年率 2％ほどであると

述べていることからして（Палтерович, 1973, стр. 49）116，実際の上昇率はほぼこの近辺

であったと考えてもよいのかもしれない。 

機械部門以外の工業各部門製品の価格上昇率についてはどうだろうか。価格上昇の主た

る原因が，前述した新製品問題であるとすると，製品の性質からして容易に新製品である

と主張することのできる機械部門にこの問題が集中的にあらわれたことが想像されるから，

他の部門の生産物価格のインフレは機械部門ほどひどくはなかったと考えられる。ベッカ

ーは，化学工業部門の指数も同様のインフレがあったとしているが（Becker, 1974, p. 367），

デサイが推計した価格指数によると，その公式価格指数との乖離幅が抜けて大きい（つま

り公式統計が価格上昇を過小評価している）のは機械部門であり，その他の部門はそれほ

ど大きくはない。工業全体では，両者の乖離幅は機械部門の半分あるいはそれ以下であっ

た（Desai, 1978, pp. 68-69）。このデサイによる結果は，機械部門にインフレが集中的にあ

らわれたというわれわれの想定を裏づけている。いずれにしても，ソ連工業における製品

価格の上昇は，原材料価格や賃金の増大によるものではなかった。むしろ，企業が自己の

収益率を上げようとした結果であった。ソ連経済は全体として売り手市場であり，生産者

が価格決定においても有利な立場にあった。シトニン（国家価格委員会議長）は次のよう

に述べている。｢経験の示すところによれば，このような供給者と購入者の交渉は，往々に

して生産者による価格の押し付けに終わり，買い手はそれを受け入れざるを得ない。多く

の場合，買い手は価格に反対しもしないが，それはそのような価格が見積もりに算入され

投資資金で賄われるからである。買い手を価格引下げのために闘わせるような経済的に意

味のある刺激は，現在のところ存在しない｣（Ситнин, 1968, стр. 36）。 

こうした状況下にあったことを考えると，工業生産物価格が上昇していったのは，むし

ろ当然であったと考えられる。かりに毎年 2％の価格上昇があったとすると，20 年間で価

格水準は約 50％上昇するが，この程度の上昇であれば，とりわけ当時の西側の価格上昇と

                                                   
116 これがいつの時期における価格上昇率であるか示されていないが，すぐ後に｢最近 10 年間における労

働用具の生産増加率は･･･｣という記述があることから，論文発表（1973 年）前 10 年間ほどの上昇率と思

われる。 
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比較すれば，ソ連工業製品価格のインフレは，公式価格指数のバイアスを度外視するとす

れば，取り立てて問題とするには当たらない程度であったと評価することができるかもし

れない。 

工業卸売価格指数の公表は，表 3-3 に示したように，1979 年までであったから117，その

後ソ連崩壊にいたるまでの推移は明らかでないが，崩壊前の混乱期を除けば，全体として

工業製品価格に大きな変動はなかったように思われる。1982 年の卸売価格改定の具体的な

内容は明らかでないが，企業利潤統計によると，1982 年に石炭を含む燃料部門および木材

部門の収支が，大幅に向上している（Нархоз в 1982 г., стр. 512）。おそらくこれは，価格

改定によって，これらの部門の価格が引き上げられたことを示唆していると思われる。そ

の他に，製紙，建設資材，製鉄，繊維等の部門の利潤率が増加している。逆に，機械部門

の利潤率は，1981 年の 15.3％から 1982 年には 11.1％に減少しているが，これは同部門製

品価格の引き下げを示唆していよう。これは，上述した機械部門の価格上昇を斟酌したの

かもしれない。全体として 1982 年の改定も，それまでの改定と同様，石炭，木材を中心と

する低生産性部門の価格引き上げがその主たる内容であったといってよかろう。ただし工

業製品価格全体としては，それほど大きな変化をもたらすような改定ではなかったと思わ

れる。それぞれ 1970 年価格と 1982 年価格を用いた CIA（JEC, 1990）による（GNP 推計

の一部としての）工業生産指数の二つの推計結果にそれほど大きな違いがなかったことも，

その傍証といえるかもしれない。全体としてソ連の工業製品の相対価格は，1920 年代に一

般的であった，生産財が高く消費財が安いという状況が，第二次大戦をはさむインフレー

ション期間中に，逆に生産財が安く消費財が高いという状況となり，それがソ連崩壊まで

続いたということができるだろう。 

以上の記述は，取引税を含む工業卸売価格に基づいた説明であった。取引税を除いた工

業製品価格は，企業卸売価格と呼ばれたが，公式統計によると，これもおおよそ工業卸売

価格と同様の傾向を示している。ただ，1949 年価格改定以後の動きについて企業卸売価格

が工業卸売価格と異なるのは，軽工業および食品工業の価格が，むしろ 1949 年水準よりも

高くなっていったことである。おそらくこれは，それまでこれらの部門の製品の原材料と

なる農産物の調達価格が次第に引き上げられ，結果として製品価格が上昇したのに対し，

小売価格が変化せず，結果として製品に対して課せられていた取引税の税率が，次第に引

き下げられていったことを意味するものではないかと思われる。取引税は，特に第二次大

戦以前は，国家収入の過半を占める重要な財源であった。前述したとおり，税率が 60％に

達した 1940 年には，歳入のほぼ 6 割を占めた。しかし，大戦後には次第に重要性を低下さ

せていった。1952 年には歳入の 50％を切り，1960 年には 40.6％，1970 年には 31.5％と

なり，その後しばらく 30％を維持していたが,1980 年代には再び縮小して，1988 年には，

21.5％へと減少した（ナルホーズ各年版による）。1960 年代の比率縮小は，1965 年経済改

革に伴う企業利潤の増加（したがって利潤納付金の増加）が関係しているように思われる。 

公式統計によると，1955 年以降あまり大きな変化のなかった卸売価格と同様，国営商店

の小売価格にも，1980 年代に入るまでほとんど変化が見られなかった118。資本主義世界で

                                                   
117 企業卸売価格の公表は，ナルホーズの最後の版である 1990 年版で復活したが（Нархоз в 1990 г., стр. 

159），1985 年からの指数が示されているだけであったので，空白期間についての動きは明らかでない。 
118 小売価格指数については，サンプル品目の固定など，卸売価格の説明の際に指摘した欠点が同様に当
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は，とりわけ第 1 次石油ショック以降，スタグフレーションの存在が盛んに議論された時

代であるだけに，インフレの抑制は，社会主義の利点であると指摘されたこともあった。

確かにこの時代のソ連政府の価格政策は，一つの成功例として評価できると考えられる。

ただし，国民の所得向上に伴う需要増大が消費財購入の大幅な増加となって実現されたと

はいえない。むしろ行列の増加や貯蓄の増加，あるいはコルホーズ市場の価格上昇などと

いう潜在的なインフレとなって発現していたように思われる。たとえば，1955 年から 1980

年までで，国民の貯蓄総額は 30 倍の増加を示している（Нархоз в 1980 г., стр. 408）。こ

の間，ほとんど物価上昇がなかったことを考えれば，毎年の貯蓄残高平均実質増加率は 14％

を超えることになる。このような貯蓄の増加は，生活の豊かさというよりは，ソ連経済が

魅力的な消費財を国民に提供できなかったことを示しているようだ。国民の増加した所得

をわずかに吸収したコルホーズ市場の価格統計によれば，コルホーズ市場の平均価格が国

営商店のそれを上回る比率は，1970 年の 1.68 倍から，1985 年には 2.63 倍へと増加してい

る119。1980 年代に入って小売価格も上昇傾向を見せたが，80 年代半ばまでの価格上昇は，

アルコール価格の引き上げに伴う，意図的な上昇であった。それに対して 80 年代後半のそ

れは，ペレストロイカ政策の失敗が招いた，政府のコントロールの及ばない意図せざる価

格上昇であったということができるだろう。 

 

3-2-4．体制崩壊インフレとその終息 

ソ連崩壊前後からの，ソ連およびその後継諸国における価格上昇は，最近の出来事であ

るだけに，まだわれわれの記憶にも新しい。前に述べたように，十月革命後の内戦期のイ

ンフレーションは空前の価格上昇率を示したが，ソ連崩壊前後から数年間続いた（あるい

は，現在も続いている）旧ソ連諸国のインフレも，それに近い規模をもつものであった。

特に，平時におけるインフレだけに，その異常さが強く印象づけられる。表 3-5 に，ロシ

アにおける価格上昇の様子を示したが，特に大部分の製品価格が自由化された1992年にお

ける価格の増加ぶりが目につく。しかし高率の物価上昇は，その後もやむことがなかった。

その原因として，巨額の財政赤字が続き，それを中央銀行からの借り入れでまかなったこ

と，さらにそうした政府の政策によって国民のあいだに根強いインフレ期待が生まれたこ

とを指摘できよう（栖原，2001, 14-15 ページ）。1995 年からの引締め政策の強化によっ

て，価格は 1997 年までにいったん落ち着いたが，周知のように 1998 年の経済危機によっ

て再び上昇した。ただしその後は，再び沈静化の方向に向かっている。 

表 3-5 には，消費者価格の他に，生産者価格，および各種工業製品価格の指数も掲げた。

工業製品の，生産財（中間生産物），投資財，消費財への分類，あるいはその三タイプの財

の価格指数計算は，表の注に示したように，大まかなものに過ぎないが，それでも一応の

目安となろう。それによると，今回の体制転換インフレにおいては，消費者価格にくらべ

て生産者価格の，また消費財価格にくらべて生産財･投資財価格の上昇率が高い。これは，

                                                                                                                                                     
てはまるが，卸売価格の作成が中止されていた時期（1930-1958 年）にも，作成が続けられていたこと，

基本的にラスパイレスではなくパーシェ指数であることなどの点で，卸売価格指数と異なっている（ボー

ンステイン（Bornstein, 1972, pp. 370-375）参照）。 
119 コルホーズ市場の価格統計は，1962 年版を最後にナルホーズから姿を消していたが，ペレストロイカ

の時代になって復活した。本文の記述は，ナルホーズ（Нархоз в 1987 г., стр. 485）に基づく。 
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前に見たように社会主義体制下で人為的に引き下げられていた生産財･投資財価格が，市場

関係の復活に伴って本来の価格水準に復帰する動きであると特徴づけられよう。ソ連解体

後のロシア経済においては，特に投資活動が極端に低調であった。体制転換によって不確

実性が増大したから，特に将来展望に左右される投資の水準が落ち込むのは当然であるか

もしれないが，投資財価格の急上昇も投資低下の原因の一つといえるかもしれない。 

 

 

表 3-5 ロシアの体制転換期におけるインフレーション 

 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 

消費者価格 

上昇率(％) 
160 2,509 840 215 131 21.8 11.0 84.4 36.5 20.2 

同 

(1991 年=1) 
1 26 245 773 1,787 2,177 2,416 4,455 6,081 7,310 

生産者価格 

上昇率(％) 
240 3,280 900 230 170 25.6 7.5 23.2 67.3 31.6 

同 

(1991 年=1) 
1 34 338 1,115 3,012 3,783 4,066 5,010 8,381 11,029 

工業生産財価格 

(1991 年=1) 
1 43 411 1,418 3,850 4,756 5,087 6,190 10,337 13,592 

工業投資財価格 

(1991 年=100) 
1 27 286 942 2,639 3,272 3,557 4,596 6,875 8,800 

工業消費財価格 

(1991 年=100) 
1 19 189 613 1,595 1,929 2,139 3,178 5,061 6,095 

注：各年 12 月の，対前年 12 月指数に基づく．消費者価格は，ロシア統計年鑑（РСЕ, 2000, стр. 561; 2003, 

стр. 611）より計算．生産者価格は，ロシア統計年鑑（РСЕ, 2000, стр. 567; 2003, стр. 623）より計算．

工業生産財（中間財）価格は，工業各部門生産者価格のうち，電力，燃料，製鉄，非鉄金属，化学，石油

化学，木材加工，建設資材の各部門の価格指数の単純幾何平均より計算．工業投資財価格は，機械部門の

指数により計算．工業消費財価格は，軽工業と食品工業の指数の単純幾何平均より計算．したがって，工

業製品の三つのグループへの分類は大雑把なものであり，一応の目安に過ぎない点に注意．工業各部門生

産者価格指数の出所は，ロシア統計年鑑（РСЕ, 2000, стр. 567; 2003, стр. 623）． 

 

 

表 3-5 からは読み取りにくいが，1997 年以降は，消費者価格と生産者価格，あるいは生

産財，投資財価格，消費財価格の上昇率に，それほど大きな乖離は見られない。たとえば

1997 年の価格水準を 1 とすると，2002 年における生産財価格はその 3.43 倍，投資財は 3.19

倍，消費財は 3.40 倍となっている（財の分類基準は，表 3-5 と同様，ロシア統計年鑑（РСЕ）

によって計算した）。いずれのグループも，ほぼ同様のテンポで上昇している。体制転換に

伴う相対価格の変化は，1997 年付近で一応の終止符が打たれたように思われる。 

 

3-2-5．価格構造の変化 

以上，本書における推計で基準年となる 1928 年，1955 年，1997 年を中心に，工業製品

価格の動向を示してきたが，これらの三つの年が，ソ連･ロシアの価格形成史上どのような

位置にあるか，おおよその確認ができたかと思う。表 3-6 は，筆者が推計に用いた工業製品

価格を，表の注にあるように生産財（中間生産物），投資財，消費財の三種類に分類し，そ
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れぞれの上昇率をフィッシャー指数によって表したものである。1955 年の価格については，

取引税を抜いた価格（企業卸売価格）とそれに取引税を加えた価格（出荷価格）のそれぞ

れを区別して計算した120。表の計算に用いられた工業製品の数は，生産指数の推計に使わ

れた製品の数よりもだいぶ小さい。それぞれの指数の計算には，基準年と比較年のそれぞ

れについて，価格と生産量が明らかになっている製品しか用いることができないからであ

る。したがって表の指数は，ここでも一応の目安を示すに過ぎないものではあるが，三つ

のタイプの工業製品のソ連時代を通した相対的な変動の傾向を知るには十分であろう。 

同表においては，第一に取引税を考慮するかしないかによって消費財価格上昇率の大き

く異なることが目につく。取引税を含めた価格でみると，社会主義時代の消費財価格は相

対的に高く，したがって社会主義経済崩壊後の消費財の価格上昇率は他の財に比べて小さ

い。第二に，社会主義時代には人為的に低く抑えられていた非消費財価格とりわけ投資財

価格は，市場経済への転換に伴って急激に上昇した。投資財価格の相対価格が非常に高価

になったのに対して，生産財についてはそれ程の相対価格の上昇が見られず，とりわけ燃

料および化学製品の伸びが鈍かった。第三に，1928 年から 1955 年において取引税を考慮

しない場合には，生産財，投資財，消費財の価格上昇率にそれほど大きな差はなく，した

がって，前述の公式実質生産指数におけるガーシェンクロン効果による過大評価は，それ

ほど大きなものであったとは思われない。ソ連公式統計による実質生産指数のウェイトに

は，取引税を抜いた企業卸売価格が使われているからである。 

さて，以上からわれわれの推計における三つの基準年のソ連価格史上の位置が明らかと

なった。すなわち 1928 年は，革命から内戦にいたる混乱とその余波がようやく収まり，ま

た本格的な計画経済が始まる前のわずかな価格安定期にあたる。1955 年は，1930 年代から

続いた持続的インフレーションが収束し，また工業部門全体においてその製品価格がコス

ト＋正常利潤の原則に従って改定された時期である。さらに 1997 年は，ソ連解体後の激烈

なインフレーションが収束の傾向を示し，また工業生産物の相対価格にも安定化がうかが

えるようになった時期に相当する。このようなことからして，われわれの価格基準年はそ

れに必要な条件をクリアしているといえるのではないかと思われる。もしもわれわれが，

これらの各年に加えてたとえば1967年における卸売価格改定後の水準を知ることができれ

ば，より一層正確な生産指数の推計が可能になったことであろうが，現在のところわれわ

れにとって多くの工業製品の価格水準を入手することができるのは上述の三つの年に限ら

れている。さらなる価格情報の収集は，今後の課題である。 

 

 

表 3-6 フィッシャー価格指数に基づく工業製品相対価格の変化 

 1955 年価格：取引税抜き 1955 年価格：取引税込み 

1928 年→1955 年 1955 年→1997 年 1928 年→1955 年 1955 年→1997 年 

生産財(中間財) 4.28 倍 19.78 倍     4.38 倍     19.44 倍     

投資財 3.66 倍 44.08 倍     3.71 倍     43.58 倍     

消費財 3.57 倍 21.39 倍     12.19 倍     7.19 倍     

全工業製品 3.79 倍 21.44 倍     8.40 倍     12.88 倍     

注：筆者が工業生産指数推計に用いた工業製品を上記三種類に区分けし，それぞれのグループに属する製

                                                   
120 さまざまな価格概念あるいは工業製品価格の構造については，本章 3-3-1 の説明を参照のこと。 
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品価格からグループごとのフィッシャー式価格指数を計算した．フィッシャー指数は，ラスパイレス指数

（基準年ウェイト）とパーシェ指数（比較年ウェイト）の幾何平均．1928 年→1955 年のウェイトはソ連

の生産量，1955 年→1997 年のウェイトはロシアの生産量．生産財は，電力，燃料，製鉄，非鉄金属，化

学，木材加工，建設資材（｢窓ガラス｣を含む）の各部門の製品，投資財は，耐久消費財を除く機械製品，

消費財は，機械製品のうちの耐久消費財，軽工業，食品工業の各製品を意味する．1997 年価格は，名目

価格からゼロを 3 つとって表示されているから，本来の倍率は，上表の 1000 倍ということになるが，簡

略化して上のような表記とした．なお，ロシアにおいては 1998 年にゼロを 3 つとるデノミネーションが

行なわれているから，上表の 1997 年価格は，1998 年以降の現行価格と考えてもよい． 

 

 

3-3．ソ連における工業製品価格：1928 年，1955 年，1997 年 

3-3-1．工業製品価格の構造 

本節では，われわれのソ連工業部門別生産指数推計においてウェイトとして用いられる 

1928 年におけるソ連工業製品価格，1955 年におけるソ連工業製品価格，および 1997 年に

おけるロシア工業製品価格の具体的な数値とその出所あるいは推計方法を示す。 

一般に，ソ連工業製品の価格は第 3-1 図のような構造をもっていた。図で示されているよ

うに，卸売価格といわれるものには二種類あり，一つは｢企業卸売価格｣と呼ばれ，もう一

つは｢工業卸売価格｣と呼ばれた。前者は生産物原価（原材料･燃料費，減価償却，保険支払

い等のほか，賃金を含む）と企業利潤とからなり，後者は，それに取引税および工業部門

内に位置づけられる卸売企業の販売マージン（сбытовая скидка，以下ではこれを卸売マー

ジンと呼ぶこととしよう）を加えたものであって，これは工業製品が工業部門外に販売さ

れるときの価格である。工業卸売価格にさらに小売マージン（торговая скидка с 

розничной цены）を加えたものが小売価格となる。 

 

 

第 3-1 図 ソ連工業製品価格の構造 

生産物原価 企業利潤 

取引税 

卸売マージン 小売マージン 

企業卸売価格 
卸売販売 

経費 

補給販売 

機関利潤 流通経費 商業利潤 

工業卸売価格 

小売価格 

出所：Назаров и др. 1981, стр. 422）． 

 

 

このほかに，ソ連の価格統計集にはしばしば｢出荷価格（отпускная цена）｣という概念

が登場する。この出荷価格には，工場倉庫渡し（франко склад завода），あるいは着駅貨

車渡し（франко вагон станция назначения）などの言葉が伴うのであるが，これは生産

企業が輸送費をどの程度負担するかを示すものであって，生産物の種類によってさまざま

である。ノーヴ（1971, 181 ページ）によれば第二次大戦後しばらくは，｢着駅渡し｣が普通

であったが，次第に｢発駅渡し｣への移行が進んだという121。企業が負担する輸送費は卸売

                                                   
121 筆者の印象では，1955 年 1 月からの新価格を記載した Справочник цен （1956a; 1956b; 1956c）で
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価格の中に含まれるが，重要なのは，出荷価格という場合にはその中に取引税も含まれる

ということである122。したがって，実質的に出荷価格は企業卸売価格に取引税を加えたも

のであるということができるだろう。以上の諸価格のうち，生産指数のウェイトとして適

当であるのは，工業卸売価格からさまざまな税率で課せられた取引税等を控除した企業卸

売価格であり，また実際に公式生産統計も企業卸売価格を使っていた123。われわれも，各

工業製品の企業卸売価格を求めることとしよう。 

以下に示したように，価格データの多くはソ連政府（1997 年価格の場合にはロシア政府）

が発行した価格リスト（プレイスクラント）あるいは価格統計集等の経済統計集によるも

のであるが，1928 年価格および 1955 年価格の場合には西側研究者による二次データも利

用した。1955 年の工業製品の改革にいたるまで，公式のソ連価格リストはかなり広範に流

通していたようだ。米国においてさえ，それを所蔵している図書館もある。しかしながら，

1967 年の価格改革以降，ソ連政府は価格リストの流通を大幅に制限した（CIA, 1979, p. 10, 

footnote 29）。したがって，外国人がそれを入手することは非常に困難になったと思われる。

残念なことに，現在の日本には，いずれの時期に関してもこのような公式価格集は存在し

ない。筆者は，ロシア国立図書館（通称レーニン図書館），ロシア連邦国立公文書館付属図

書館，および米国議会図書館に所蔵されている資料を利用した124。 

1928 年および 1955 年の工業製品価格の算定については，以下に示すように，多くの製

品について，直接間接にウォレン・ナター（Nutter, 1962, pp. 540-558）の価格算定方式を

参考にした。この著作は，各種データの出所や導出方法が詳細に記されていて大変参考に

なる。今後も，本書のようなテーマの研究をする際の必読文献となろう。以下に，個別的

な価格の出所あるいは算定方法について，具体的に説明する。 

 

3-3-2．1928 年価格 

以下の 1928 年価格は，いずれも各工業製品の卸売価格，より詳しくは工場倉庫出荷価格

または発駅貨車渡し価格（f.o.b.価格），あるいはできるだけそれに近い価格となるように推

計されたものである。その場合に，当時課せられていた間接税（消費税，特別税等）の控

除が必要となるが，税率等については明確なデータがないので残念ながらそれについては

無視せざるを得なかった。ただし，これらの間接税の多くは消費財に付加されていたとさ

れるが，以下に記したように，軽工業部門製品価格および食品工業製品価格の多くは間接

税を含んでいないと考えられる。したがって，本書で推計された価格は，全体として間接

税の問題をほぼクリアしていると評価しうるように思われる。 

一般にある生産物の 1928 年価格という場合に，そのもっとも適切な決定方法は，おそら

                                                                                                                                                     
は，すでに工場倉庫渡しあるいは発駅貨車渡しの事例が多いように思われる。 
122 たとえば，Kaplan & White （1955, p. 11），あるいはノーヴ（1982, 234-235 ページ）などを参照。

ノーヴは，出荷価格を工業卸売価格の旧名であると説明している（Nove, 1955, p. 263）。 
123 ナルホーズ各年版巻末の解説（たとえば，Нархоз в 1967 г., стр. 921）あるいは，ストリャロフ

（Столяров, 1969, стр. 21）を参照。 
124 米国におけるソ連の経済統計資料収集は日本よりもはるかに充実していると思われるが，2008 年夏に

筆者が米国議会図書館を訪れた際には，以前に閲覧できたソ連価格統計集の一つが行方不明とのことで閲

覧できなかった。マディソン（Maddison, 1998）が懸念しているソ連経済統計資料の散逸は，たしかに始

まっているようだ。 
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く同年の当該生産物の総生産額を総生産量で割った金額であろう。しかし以下にみるよう

に，ここでこの方法によって計算された生産物価格の例は多くはない。たとえば当時の政

府機関から出版された価格便覧に記載された価格をそのまま利用した場合が相当の数に上

るが，これらの多くは 1928 年のある一定時点の価格水準である。またわれわれの推計で利

用している生産物分類よりもさらに細かい分類による価格データしか得られない場合があ

るが，そのような場合はできる限りその下級分類による個別生産物の 1928 年における生産

量をウェイトとした平均価格を求めることとした。しかしそれが不可能である場合には，

単に個別生産物の単純平均をとった場合もある。また生産額を生産量で割って価格を算出

する場合でも，それらのデータが 1928 年でなく財政年度の 1927/28 年（1927 年 10 月-1928

年 9 月）である場合もある。以上で挙げたデータの多くはソ連政府機関による調査結果で

あるが，それらが欠如している場合には，当時のソ連の研究者あるいは後年の西側の研究

者による価格推計をそのまま利用した例もある。したがって，以下に示した｢1928 年価格｣

は，さまざまな性格の価格を含んでいることになる。価格を求める際に利用した各種デー

タの出所はできるだけ詳しく示したが，出所の表記のない生産量データの出所は，いずれ

もナルホーズ（Нархоз СССР）各年版からとったものである。 

 

1.A．電力工業部門 

(1A.1) 電力(электроэнергия)：0.086 ﾙｰﾌﾞﾙ/kwh。価格データの出所は，ВСНХ (1930, стр. 

334)。 

 

1.B．燃料工業部門 

(1.B.1) 原油(нефть)：28.4 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。アストラハンおよびスターリングラードにおける f.o.b.

価格。出所は，Jasny (1952a, p. 151)。同所には，上記価格以外に，レニングラードにお

ける卸売価格として 48.1 ﾙｰﾌﾞﾙとあるが，これは例外的に高い価格であるように思われる

ので除外した。 

(1.B.2) 天然ガス(естественный газ)：0.06 ﾙｰﾌﾞﾙ/m3。出所は，Nutter (1962, p. 530)。 

(1.B.3) 石炭(каменный уголь)：10.4 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。ドンバスにおける平均価格(10.65 ﾙｰﾌﾞﾙ)と

クズバスにおける平均価格(7.32 ﾙｰﾌﾞﾙ)の 1927/28 年生産量ウェイトによる平均価格。価

格データの出所は，ВСНХ (1930, стр. 195)。生産量データの出所は，ЦУНХУ (1935a, стр. 

132-133)。 

(1.B.4) 褐炭(бурый уголь)：7.08 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。褐炭の主産地であるモスクワ炭田の К(8.00 ﾙｰﾌﾞ

ﾙ)，О(7.70 ﾙｰﾌﾞﾙ)，РМ(5.55 ﾙｰﾌﾞﾙ)の三品種の単純平均価格。価格データの出所は，

Универсальный (1928, стр. 720)。 

(1.B.5) オイル・シェール(сланцы)：5.66 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。Nutter (1962)にならって，｢薪材｣と同価

格とした。｢薪材｣の価格の出所は，Всекопромлессоюз (1935, стр. 7)。 

(1.B.6) 泥炭(торф)：8.80 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。出所は，Nutter (1962, p. 530)。 

 

1.C．製鉄工業部門 

(1.C.1) 銑鉄(чугун)：55.2 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。製鋼用銑鉄価格(53 ﾙｰﾌﾞﾙ)と鋳物用銑鉄価格(63 ﾙｰﾌﾞﾙ)

の，1928 年生産量ウェイトによる平均。価格データの出所は，Turgeon, Bernaut & 
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Bergson (1955, p. 82)。生産量データの出所は，ЦСУ СМ СССР (1957, стр. 109)。 

(1.C.2) 粗鋼(сталь, стальные слитки)：118 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。鉄鋼業総生産額(12 億 8670 万ﾙｰﾌﾞﾙ)

から，銑鉄生産額(1 億 8113 万ﾙｰﾌﾞﾙ)，圧延鋼材生産額(5 億 6,571 万ﾙｰﾌﾞﾙ)，および鋼管

生産額(3,872 万ﾙｰﾌﾞﾙ)を引いた額を，粗鋼生産量で割って算出｡鉄鋼業総生産額の出所は，

Nutter (1962, p. 540)。銑鉄生産額，圧延鋼材生産額および鋼管生産額の算出には，(1.C.1)

銑鉄価格，(1.C.3)圧延鋼材価格，および(1.C.4)鋼管価格を用いた｡ 

(1.C.3) 圧延鋼材(прокат)：176 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。通常圧延鋼材(170 ﾙｰﾌﾞﾙ)と高級圧延鋼材(407 ﾙｰﾌﾞ

ﾙ)の 1927/28 年生産量ウェイトによる平均。価格データの出所は，Bergson & Turgeon, 

(1952b, p. 5)，生産量データの出所は，ЦУНХУ (1936a, стр. 133)。 

(1.C.4) 鋼管(стальные трубы)：226 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。圧延鋼材完成品価格(1.C.3)に，1955 年におけ

る鋼管と圧延鋼材の価格比(990.5/770.4，(2.C.4)，(2.C.3)参照)を適用。 

(1.C.5) 鉄鉱石(железная руда)：5.46 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。生産額を生産量で割って算出。出所はとも

に，ВСНХ (1930, стр. 234)。 

(1.C.6) マンガン鉱石(манганцевая руда)：13.1 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。ウクライナの三鉱山(コミンテル

ン，マクシモフスキー，マリエフスキー)のそれぞれの出荷価格(14.93 ﾙｰﾌﾞﾙ, 11.13 ﾙｰﾌﾞﾙ, 

12.1 ﾙｰﾌﾞﾙ)の 1927/28 年出荷量ウェイトによる平均。出所はともに，ВСНХ ГГУ (1930, 

стр. 101)。 

(1.C.7) コークス(кокс)：18.8 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。ドネツ炭田の出荷価格(18.89 ﾙｰﾌﾞﾙ)とクズネツク炭

田の出荷価格(15.88 ﾙｰﾌﾞﾙ)の 1927/28 年生産量ウェイトによる平均。価格データの出所

は，Turgeon (1955, p. 77)，生産量データの出所は，ВСНХ (1930, стр. 189)。 

 

1.D．非鉄金属工業部門 

(1.D.1) 銅(медь)：995 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。ウラルメチにおける 1927 年 10 月 1 日の出荷価格(1,007.3

ﾙｰﾌﾞﾙ)と，1928 年 10 月 1 日の出荷価格(982.0 ﾙｰﾌﾞﾙ)の単純平均価格。価格データの出所

は，Жуковский (1928, стр. 64)。 

(1.D.2) 鉛(свинец)：675 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。アルタイポリメタルおよびアネガルスキー･ザヴォード

における1928年10月1日の出荷価格。価格データの出所は，Жуковский (1928, стр. 64)。 

(1.D.3) 亜鉛(цинк)：ﾙｰﾌﾞﾙ 700/ton。アネガルスキー･ザヴォードにおける 1928 年 10 月 1 日

の出荷価格。価格データの出所は，Жуковский (1928, стр. 64)。 

 

1.E．化学工業部門 

(I.E.1+2+3) 鉱物肥料(минеральные удобрения)：42.3ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。(I.E.1)窒素肥料価格，(I.E.2.1)

リン肥料価格，(I.E.2.2)リン肥粉価格，(I.E.3)カリ肥料価格の，1927/28 年生産量ウェ 

イトによる平均価格。 

(1.E.1) 窒素肥料(азотные удобрения)：100 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。基準単位トンあたり表示。出所は，

Nutter (1962, p. 531)。 

(1.E.2) リン肥料(リン肥粉を含む)(фосфатные удобрения, включая фосфоритную муку)：

37.0 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。基準単位トンあたり表示。(1.E.2.1)のリン肥料価格と(1.E.2.2)のリン肥粉価

格の，1927/28 年生産量ウェイトによる平均価格。 

(1.E.2.1) リン肥料(фосфатные удобрения)：39.9 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。基準単位トンあたり表示。出所
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は，Nutter (1962, p. 531)。 

(1.E.2.2) リン肥粉(фосфоритная мука)：12.0 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。基準単位トンあたり表示。Nutter 

(1962, p. 531)。 

(1.E.3) カリ肥料(калийные удобрения)：62.4 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。基準単位トンあたり表示。Nutter 

(1962, p. 531)。 

(1.E.4) 硫酸(серная кислота)：102 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。モスヒムオスノーヴァの出荷価格。52％ベー

スを 100％ベースに換算。出所は，Универсальный (1928, стр. 709)。 

(1.E.5) ソーダ灰(кальцинированная сода)：73.0 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。出所は，Универсальный (1928, 

стр. 711)。 

(1.E.6) 苛性ソーダ(каустическая сода)：195 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。ヒムシンジカートの出荷価格。出所

は，Жуковский (1928, стр. 65)。また Универсальный (1928, стр. 711)。 

(1.E.7) 自動車用タイヤ(шины автомобильные)：92.7 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。«бортовой»タイプ 16 製品

価格の単純平均価格。出所は，Универсальный (1928, стр. 448)。 

(1.E.8) 合成染料(синтетические красители)：4,251 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。アゾ染料価格(6,690 ﾙｰﾌﾞﾙ)，

硫化染料価格(3,303 ﾙｰﾌﾞﾙ)，ニグロシン染料価格(4,106 ﾙｰﾌﾞﾙ)の，1927/28 年産出量ウェ

イトによる平均価格。このうち，アゾ染料価格は，直接染料価格(6,874 ﾙｰﾌﾞﾙ)，酸性染料

価格(6,032 ﾙｰﾌﾞﾙ)，基礎染料価格(5,388 ﾙｰﾌﾞﾙ)の 1927/28 年生産量ウェイトによる平均価

格。また，硫化染料価格は，12 製品の単純平均価格。ニグロシン染料価格は，4 製品の

単純平均価格。さらに，直接染料価格は，23 製品の単純平均価格，酸性染料価格は，25

製品の単純平均価格，基礎染料価格は，2 製品の単純平均価格。すべての価格データの出

所は，Универсальный (1928, стр. 707)，生産量データの出所は，ЦУНХУ (1936a, стр. 

177)。 

(1.E.9) 鉛丹(сурик, свинцовый сурик)：830 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。出所は，Универсальный, (1928, стр. 

701)。 

(1.E.10) 亜鉛華(велила цинковые сухие)：850 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。出所は，Универсальный, (1928, 

стр. 701)。 

 

1.F．機械工業部門 

(1.FA.1) スティーム･ボイラー(паровые котры)：119 ﾙｰﾌﾞﾙ/m2。23製品の単純平均価格(12,832

ﾙｰﾌﾞﾙ)を 1 台あたりの平均キャパシティ(87,900m2/815 台=107.85m2)で割って算出。平均

価格の出所は，Универсальный (1928, стр. 235)。平均キャパシティの出所は，ЦУНХУ 

(1936a, стр. 154)。 

(1.FA.2) タービン(турбины)：30.6 ﾙｰﾌﾞﾙ/kw。(1.FA.2.1)のスティーム･ガス･タービン価格と，

(1.FA.2.2)の水力タービン価格の，1927/28 年生産量ウェイトによる平均価格。 

(1.FA.2.1) スティーム･ガス･タービン(паровые и газовые турбины)：34.3 ﾙｰﾌﾞﾙ/kw。1 台当た

りの平均価格 (72,133 ﾙｰﾌﾞﾙ )を，1 台あたりの平均キャパシティ (35,700kw/17 台

=2,100kw)で割って算出。平均価格は，1927 年 10 月-1928 年 9 月の総生産額を総生産台

数で割って算出。月ごとの生産額と生産台数の出所は，ВСНХ ЦОС (1928-1929, окт. 

1927 г. стр. 31, нояврь стр. 33, дек. стр. 35, янв. 1928 г. стр. 33, февр. стр. 33, март 

стр. 41, апр. стр. 85, май стр. 38, июнь 40, июль 82, авг. стр. 38, сент. стр. 40)。平均
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キャパシティに関するデータの出所は，ЦУНХУ (1936a, стр. 154)。なお，1927/28 年に

おけるスティーム･ガス･タービンの生産台数は，ВСНХ ЦОС (1928-1929)によれば 15

台，ЦУНХУ (1936a)によれば 17 台となっている。のちのナルホーズ(Нархоз СССР)の

データでは，同年のタービン生産台数は，スティーム･ガスと水力をあわせて 47 台とな

っているので，17 台が正式なデータと思われる(水力タービンの生産台数は，ВСНХ ЦОС 

(1928-1929)，ЦУНХУ (1936a)ともに 30 台)。しかし上の 1 台あたりの平均価格算出に

際しては，ВСНХ ЦОС (1928-1929)のデータどおり，スティーム･ガス･タービンの生産

台数を 15 台として計算した。 

(1.FA.2.2) 水力タービン(водяные турбины)：14.7 ﾙｰﾌﾞﾙ/kw。1 台当たりの平均価格(5,887 ﾙｰ

ﾌﾞﾙ)を，1 台あたりの平均キャパシティ(12,000kw/30 台=400kw)で割って算出。平均価

格は，1927 年 10 月-1928 年 9 月の総生産額を総生産台数で割って算出。月ごとの生産額

と生産台数の出所は，ВСНХ ЦОС (1928-1929, там же)。平均キャパシティに関するデ

ータの出所は，ЦУНХУ (1936a, стр. 154)。 

(1.FA.3.1) ディーゼル(дизели)：192 ﾙｰﾌﾞﾙ/hp。1 台当たりの平均価格(37,247 ﾙｰﾌﾞﾙ)を，1 台

あたりの平均馬力(38,900hp/201 台=193.53hp)で割って算出。平均価格は，1927 年 10

月-1928 年 9 月の総生産額を総生産台数で割って算出。月ごとの生産額と生産台数の出所

は，ВСНХ ЦОС (1928-1929, там же)。平均馬力に関するデータの出所は，ЦУНХУ 

(1936a, стр. 154)。 

(1.FA.4) タービン用発電機(турбогенераторы)：24.3 ﾙｰﾌﾞﾙ/kw。出所は，Nutter（1962, p.  

533）。 

(1.FA.4.1) 水力発電機(гидрогенераторы)：70.4 ﾙｰﾌﾞﾙ/kw。タービン用発電機の価格((1FA.4)

参照)に，1955年における水力発電機とタービン用発電機の価格比(155.92/53.83。(2.FA.4)，

(2.FA.4.1)参照)を適用して算出。 

(1.FA.5) 交流モーター (электродвигатели переменного тока)：101 ﾙｰﾌﾞﾙ/kw。出所は，

Nutter（1962, p.533）。 

(1.FA.6) 送電用変圧器(силовые трансформаторы)：18.8 ﾙｰﾌﾞﾙ/kva。出所は，Nutter（1962, 

p. 533）。 

(1.FB.7) 金属工作機械(металлорежущие станки)：2,580 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。金属加工用機械の総生

産額を生産量で割って算出。生産額，生産量データの出所は，ともに，ВСНХ (1930, стр. 

261)。 

(1.FB.9) 紡績機(прядильные машины)：4,702 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。1927 年 10 月-1928 年 9 月におけ

る総生産額(1,500,000 ﾙｰﾌﾞﾙ)を総生産台数(319 台)で割って算出。月ごとの生産額と生産

台数の出所は，ВСНХ ЦОС (1928-1929, там же)。 

(1.FB.11) 織機(ткацкие машины)：1,223 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。1927年 10月-1928年 9月における総生

産額(7,380,200 ﾙｰﾌﾞﾙ)を総生産台数(6,033 台)で割って算出。月ごとの生産額と生産台数

の出所は，ВСНХ ЦОС (1928-1929, там же)。 

(1.FB.12) 梳綿機(гребнечесальные машины, чесальные машины для хлорка)：5,933 ﾙｰﾌﾞ

ﾙ/unit。1927 年 10 月-1928 年 9 月における総生産額(1,246,000 ﾙｰﾌﾞﾙ)を総生産台数(210

台)で割って算出。月ごとの生産額と生産台数の出所は，ВСНХ ЦОС (1928-1929, там же)。 

(1.FB.16) 植字機(наборные машины, линотипы)：10,655 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。6 タイプの単純平均価
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格。価格データの出所は，Универсальный (1928, стр. 341)。 

(1.FB.17) 平版印刷機(плоскопечатные машины)：10,000 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。2タイプ(価格はそれぞ

れ，8,500 ﾙｰﾌﾞﾙおよび 25,000 ﾙｰﾌﾞﾙ)のうち，二回転式機械は少数であると想定した。こ

れらの価格データの出所は，Универсальный (1928, стр. 341)。 

(1.FB.18) 工業用ミシン(промышленные швейные машины)：125 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。23 タイプの単

純平均価格。これらの価格データの出所は，Универсальный (1928, стр. 369)。 

(1.FB.19) 鍛冶プレス機(прессы)：1,180 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。13 タイプの単純平均価格。これらの価格

データの出所は，ЦК инвентаризации (1929, стр. 171-172)。 

(1.FC.1+2) 幹線用電気・ディーゼル機関車(тепловозы и электровозы)：235,000 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。

(1.FC.1)および(1.FC.2)参照。 

(1.FC.1) 幹線用電気機関車(электровозы)：235,000 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。ディーゼル機関車と同一と

仮定。 

(1.FC.2) 幹線用ディーゼル機関車(тепровозы)：235,000 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。出所は，Nutter (1962, p. 

532)。なおこの価格は，次のようにして導出された。1927/28 年における蒸気機関車タイ

プ Э の価格は，94,950 ﾙｰﾌﾞﾙである(推定値，出所は Moorsteen (1954, p. 7 ))。また 1949

年における平均的蒸気機関車(タイプ СО)とタイプ Э との価格比は，1.25:1。したがって，

1927/28 年におけるタイプ СО の価格は，118,688 ﾙｰﾌﾞﾙと推定される。さらに，第 4 次

五カ年計画期におけるディーゼル機関車の推定価格は，700,000 ﾙｰﾌﾞﾙで，同時期のタイ

プ СО の蒸気機関車の価格(340,633 ﾙｰﾌﾞﾙ)のおよそ 2 倍。この関係を，1927/28 年にも適

用し，ディーゼル機関車の価格を СО タイプ蒸気機関車のおよそ 2 倍とすると，上記の

価格が得られる。以上のデータの出所は，Moorsteen (1954, pp. 52-55)。 

(1.FC.3) 幹線用蒸気機関車(паровозы)：100,585ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。蒸気機関車タイプЭ(94,950ﾙｰﾌﾞ

ﾙ)，タイプ М(79,083 ﾙｰﾌﾞﾙ)，タイプ СУ(116,544 ﾙｰﾌﾞﾙ)の，1927/28 年生産量ウェイト

による平均価格。タイプ Э の価格の出所は，Moorsteen (1954, p. 7)。タイプ М の価格は，

Э の 1927/28 年価格に，1949 年におけるタイプ Н とタイプ Э の価格比を掛けて算出。

ただし，タイプ М とタイプ Н は同価格と仮定した。タイプ СУ の価格算出方法も，タイ

プ М と同様。1949 年における価格データの出所は，Moorsteen (1954, p. 55)。1927/28

年における生産量データの出所は，ЦУНХУ (1936a, стр. 163)。 

(1.FC.4) 幹線用貨車(вагоны товарные)：5,418 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。2 車軸無蓋車(3,071 ﾙｰﾌﾞﾙ)，4 車

軸無蓋車(3,358 ﾙｰﾌﾞﾙ)，4 車軸有蓋車(8,856 ﾙｰﾌﾞﾙ)，2 車軸タンク車(7,223 ﾙｰﾌﾞﾙ)，4 車

軸タンク車(12,106 ﾙｰﾌﾞﾙ)の 1927/28 年生産量ウェイトによる平均価格。無蓋車，有蓋車

についての価格データは，Винокуров (1929, стр. 59)。タンク車の価格は，1937 年にお

けるタンク車の他の貨車に対する価格比から。1937年の価格データの出所は，Moorsteen, 

1954, p. 24)。生産量データの出所は，ЦУНХУ (1936a, стр. 163-164)。 

(1.FC.5) 幹線用客車(вагоны пассажерские)：17,076 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。遠距離用 2 車軸車(15,200 ﾙ

ｰﾌﾞﾙ)と遠距離用 4 車軸車(25,460 ﾙｰﾌﾞﾙ)の，1927/28 年生産量ウェイトによる平均。価格

データの出所は，Винокуров (1929, стр. 61)。生産量データの出所は，ЦУНХУ (1936a, 

стр. 164)。 

(1.FC.6) 路面電車車両(трамвайные вагоны)：7,800 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。出所は，Nutter (1962, p. 

532)。 
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(1.FC.7) 地下鉄車両(метро-вагоны)：7,800 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。(1.FC.6)の路面電車車両と同一と仮

定。 

(1.FC.9+10) トラック･バス(грузовые автомобили и автобусы)：11,390 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。(1.FC.9)の

トラック価格と，(1.FC.10)のバス価格の，1927／28 年生産量ウェイトによる平均。 

(1.FC.9) トラック(грузовые автомобили)：11,028 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。1927 年 10 月-1928 年 9 月にお

ける各月の生産量と生産額を合計した総生産量(468 台)と総生産額(516 万 1,200 ﾙｰﾌﾞﾙ)

から算出。データの出所は，ВСНХ ЦОС (1928-1929, там же)。なお，1927/28 年にお

けるトラックの生産台数は，上記のように ВСНХ ЦОС (1928-1929, там же)によれば

468 台となっているが，のちの公式統計(Народное хозяйство СССР)では 740 台とされ

ている。しかし上のトラック価格算出にあたっては，ВСНХ ЦОС (1928-1929, там же)

のデータどおり生産台数を 468 台として計算した。 

(1.FC.10) バス(автобусы)：16,636 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。(1.FC.9)のトラック価格に，1955 年におけるバ

スとトラックの価格比(27200/18032，(2.FC.9)，(2.FC.10)参照)を適用して算出。 

(1.FD.1) トラクター(тракторы)：5,352 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。総生産額を生産数量で割って算出。生産額

および生産量データの出所は，ВСНХ (1930, стр. 261)。 

(1.FD.2) トラクター用プラウ(плуги тракторные)：163 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。馬用プラウの価格((1.FD.4)参

照)の価格に，1955 年におけるトラクター用プラウ価格((2.FD.2)参照)と馬用プラウ価格

((2.FD.4)参照)の比(2537/350)を掛けて算出。 

(1.FD.3) トラクター用粗耕機(лущильники тракторные)：198 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。馬用プラウの価格

((1.FD.4)参照)の価格に，1955 年におけるトラクター用粗耕機価格((2.FD.3)参照)と馬用プ

ラウ価格((2.FD.4)参照)の比(3075/350)を掛けて算出。 

(1.FD.4) 馬用プラウ(плуги конные)：22.5 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。63 タイプの単純平均価格。価格データ

の出所は，Универсальный (1928, стр. 499-500)。 

(1.FD.5) トラクター用ハロウ(бороны тракторные)：96.9 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。ディスク･ハロウ8タイプ

の単純平均価格。価格データの出所は，Универсальный (1928, стр. 790)。 

(1.FD.6) 馬用ハロウ(бороны конные)：22.4 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。32 タイプの単純平均価格。価格デー

タの出所は，Универсальный (1928, стр. 500-501)。 

(1.FD.7) トラクター用耕運機(культиваторы тракторные)：105 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。«Волонтер»タイプ

の価格。価格データの出所は，Универсальный (1928, стр. 791)。 

(1.FD.8) 馬用耕運機(культиваторы конные)：25.0 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。19 タイプの単純平均価格。価

格データの出所は，Универсальный (1928, стр. 790- 791)。 

(1.FD.9) トラクター用播種機(сеялки тракторные)：226ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。31タイプの単純平均価格。

価格データの出所は，Универсальный (1928, стр. 791-792)。 

(1.FD.10) 馬用播種機(сеялки конные)：151 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。26 タイプの単純平均価格。価格デー

タの出所は，Универсальный (1928, стр. 501)。 

(1.FD.16) 馬用刈取機(жатки конные)：162ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。簡易刈取機(лобогрейка)5タイプの単

純平均価格(158 ﾙｰﾌﾞﾙ)と集束式刈取機(самоскидка)3 タイプの単純平均価格(167 ﾙｰﾌﾞﾙ)

の，1927/28 年生産量ウェイトによる平均価格。価格データの出所は，Универсальный 

(1928, стр. 502)。生産量データの出所は，ЦУНХУ (1936a, стр. 162)。 

(1.FD.18) トラクター用草刈機(сенокосилки тракторные, косилки тракторные)：165 ﾙｰﾌﾞﾙ
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/unit。12 タイプの単純平均価格。価格データの出所は，Универсальный (1928, стр. 793)。 

(1.FD.19) 馬用草刈機(сенокосилки конные)：128 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。2 タイプの単純平均価格。価格

データの出所は，Универсальный (1928, стр. 502)。 

(1.FD.21) 馬用レーキ(грабли конные)：77.4 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。7 タイプの単純平均価格。価格デー

タの出所は，Универсальный (1928, стр. 794)。 

(1.FD.22) トラクター用脱穀機(молотилки тракторные)：2,272 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。23 タイプの単純平

均価格。価格データの出所は，Универсальный (1928, стр. 786)。 

(1.FD.23) 馬用脱穀機(молотилки конные)：317 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。34 タイプの単純平均価格。価格

データの出所は，Универсальный (1928, стр. 502-503)。 

(1.FD.24) 馬用篩い分け機(веялки конные)：317 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。(1.6.71)の馬用脱穀機と同価格と

仮定。 

(1.FD.26) 馬用伝動装置(приводы конные)：276 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。12 タイプの単純平均価格。価格

データの出所は，Универсальный (1928, стр. 504)。 

(1.FE.1) エクスカヴェータ(экскаваторы)：150,558 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。1955 年におけるシングル･バケ

ット･タイプのエクスカヴェータ価格(119,333 ﾙｰﾌﾞﾙ)とマルチ･バケット･タイプのエクス

カヴェータ価格(76,091 ﾙｰﾌﾞﾙ)の単純平均値を，ナターの算出した，エクスカヴェータに

関する 1955 年価格の 1927/28 年価格に対する比(0.649)で割って算出。1955 年の価格に

ついては，(2.FE.1)の項，参照。価格比の出所は，Nutter (1962, p. 545)。 

(1.FE.3) コンクリート･ミキサー(бетономешалки)：3,500 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。価格帯の中心値。価格デー

タの出所は，Универсальный (1928, стр. 380)。 

(1.FF.1) 乗用車(легковые автомобили)：10,527 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。1936 年における乗用車 Газ-А

の価格(5,064 ﾙｰﾌﾞﾙ)と М-1 の価格(8,670 ﾙｰﾌﾞﾙ)の単純平均に，1927/28 年におけるトラ

ック価格と 1936 年のトラック価格の比を掛けて算出。このトラック価格の比とは，次の

ようにして算出されたものである。ЦУНХУ (1936a, стр. 165)によれば，1927/28 年にお

けるトラックの生産台数は，1.5 トントラックが 580 台，5 トントラックが 91 台の計 671

台であった。また，同じく 1936 年における 1.5 トントラック Газ-АА の価格は，5,878.26

ﾙｰﾌﾞﾙ，5 トントラック ЯГ-4 の価格は，15,580.50 ﾙｰﾌﾞﾙである。したがって，もしも 1936

年に，1927/28 年と同様，1.5 トントラックを 580 台，5 トントラックを 91 台製造する

とすれば，その生産額は，4,827,216 ﾙｰﾌﾞﾙとなり，トラック 1 台あたりの平均価格は 7,194

ﾙｰﾌﾞﾙとなる。そこで，1927/28 年トラック価格(1.FC.8)と 1936 年トラック価格の比は，

11,028/7,194 ということになる。上記 1936 年の価格データの出所は，Трест - Мосгортоп 

(1936, стр. 7)。 

(1.FF.2) オートバイ･スクーター(мотоциклы и мотороллеры)：1,572 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。オートバイの

価格(1.FF.2.1)と同一と仮定。 

(1.FF.2.1) オートバイ(мотоциклы)：1,572 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。9 タイプの単純平均価格。価格データの

出所は，ЦК инвентаризации (1929, стр. 143)。 

(1.FF.3) 自転車･モーター自転車(велосипеды и мотовелосипеды)：130 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。自転車の

価格(1.FF.3.1)と同一と仮定。 

(1.FF.3.1) 自転車(велосипеды)：130 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。総生産額を生産台数で割って算出。データ

の出所は，ВСНХ (1930, стр. 261)。 
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(1.FF.4) 電球(электрические лампы)：0.45 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。出所は，Nutter (1962, p. 536)。 

(1.FF.5) 蓄音機(патефоны, граммофоны)：230 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。電球の価格((1.FF.4)参照)に，

1937 年における蓄音機と電球の価格比(353.00/0.69)を掛けて算出。1937 年の価格データ

の出所は，Chapman (1952 , p. 11)。 

(1.FF.6) ラジオ(радиоприемники)：159 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。真空管式ラジオ 12 タイプの単純平均価

格。価格データの出所は，Универсальный (1928, стр. 205)。 

(1.FF.11) カメラ(фотографические аппараты)：113 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。25 タイプの単純平均価格。

価格データの出所は，Универсальный (1928, стр. 437)。 

(1.FF.13) 家庭用ミシン(швейные машины бытовые)：30.3 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。1927年 10月-1928年

9 月における各月の生産量と生産額を合計した総生産量(28 万 5,791 台)と総生産額(864

万 6,000 ﾙｰﾌﾞﾙ)から算出。データの出所は，ВСНХ ЦОС (1928-1929, там же)。なお，

総生産量データは，のちの公式統計(Народное хозяйство СССР)と 200 台あまり差があ

るが，価格計算には ВСНХ ЦОС (1928-1929, там же)のデータを用いた。 

 

1.G．木材加工･製紙工業部門 

(1.G.1) 産業用木材(вывозка деловой древесины)：17.4 ﾙｰﾌﾞﾙ/m3。1926/27 年における｢薪

材｣を除く産業用針葉樹木材 13 タイプの単純平均価格。1927/28 年価格は，1926/27 年価

格と同価格と仮定した。価格データの出所は，Всекопромлессоюз (1935, стр. 7)。 

(1.G.2) 薪材(дрова)：5.66 ﾙｰﾌﾞﾙ/m3。出所は，Всекопромлессоюз (1935, стр. 7)。ただし，

1926/27 年における価格で代用。 

(1.G.3) 材木(пиломатериалы)：32.3 ﾙｰﾌﾞﾙ/m3。出所は，Jasny (1952a, p. 160)。 

(1.G.5) 合板(фанера)：140 ﾙｰﾌﾞﾙ/m3。出所は，Jasny (1952a, p. 158)。 

(1.G.7) マッチ(спички)：12.2 ﾙｰﾌﾞﾙ/crate。出所は，ВСНХ (1930, стр. 69)。 

(1.G.8) 紙(бумага)：444 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。新聞用(260 ﾙｰﾌﾞﾙ)，印刷･便箋用(495 ﾙｰﾌﾞﾙ)，壁紙用(330

ﾙｰﾌﾞﾙ)，タバコ用(326 ﾙｰﾌﾞﾙ)，貼り合せ板紙用(300 ﾙｰﾌﾞﾙ)，包装用(380 ﾙｰﾌﾞﾙ)，その他

630 ﾙｰﾌﾞﾙ)の 1927/28 年生産量ウェイトによる平均価格。価格データの出所は，Конар 

(1929, стр. 54)。 

(1.G.9) 厚紙(картон)：275 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。出所は，Конар (1929, стр. 54)。 

 

1.H．建設資材工業部門 

(1.H.1) セメント(цемент)：33.5 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。1927 年 10 月 1 日および 1928 年 10 月 1 日時点で

のモスクワおよびノヴォロシースクにおけるポートランド･セメント価格の単純平均。出

所は，Жуковский (1928, стр. 66)。 

(1.H.3) 建設用石灰(строительный известь)：14.6 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。4 つのタイプの単純平均価格。

価格データの出所は，Универсальный (1928, стр. 553)。 

(1.H.4) 建設用石膏(строительный гипс)：11.0 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。出所は，Универсальный (1928, 

стр. 533)。 

(1.H.5) 建設用レンガ(строительный кирпич)：38.0 ﾙｰﾌﾞﾙ/thous.。出所は，Универсальный 

(1928, стр. 533)。 

(1.H.6) 屋根下張り用素材(мяфкая кровля) ：0.36 ﾙｰﾌﾞﾙ/m2。出所は，Nutter (1962, p. 531)。 
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(1.H.7) マグネシウム金属粉 (металлургический порошок)：287 ﾙｰﾌ ﾞﾙ/ton。出所は，

Универсальный (1928, стр. 551)。 

(1.H.8) ルーフィング･アイアン(кровельное железо)：192 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。出所は，Bergson & 

Turgeon (1952a, p. 28)。 

(1.H.10) スレート(шифер, шифер кровельный)：147 ﾙｰﾌﾞﾙ/thous.。出所は，Nutter (1962,  p. 

531)。. 

(1.H.11) レール(рельсы)：127 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。出所は，Bergson & Turgeon (1952a, p. 28)。 

(1.H.13) 窓ガラス(стекло оконное)：2.58 ﾙｰﾌﾞﾙ/m2。：Стекло бемское, Ординарное 2 сорт, 

9 タイプ 1m2 あたりの平均価格。出所は，Справочник цен (1928, стр. 24)。 

 

1.I．軽工業部門 

(1.I.2) 綿織物(хлопчатобумажные ткани)：1.04 ﾙｰﾌﾞﾙ/m。総生産額を総生産量で割って算出。

生産額データの出所は，Nutter (1962, p. 513)。 

(1.I.4) 亜麻織物(льняные ткани)：1.43 ﾙｰﾌﾞﾙ/m。総生産額を総生産量で割って算出。この値

は，ВСНХ (1930, стр. 68)における亜麻織物価格に近い。生産額データの出所は，Nutter 

(1962, p. 513)。 

(1.I.6) 毛織物(шерстяные ткани)：5.09 ﾙｰﾌﾞﾙ/m。総生産額を総生産量で割って算出。この値

は，ВСНХ (1930, стр. 68)における毛織物価格の平均額に近い。生産額データの出所は，

Nutter (1962, p. 514)。 

(1.I.7) 絹･レーヨン織物(ткани шелковые и из искусственного шелка)：9.49 ﾙｰﾌﾞﾙ/m。総生産

額を総生産量で割って算出。生産額データの出所は，Nutter (1962, p. 514)。 

(1.I.8) ニット（メリヤス）製品(трикотажные изделия)：3.35 ﾙｰﾌﾞﾙ/piece。インナー・ニット製

品価格(1.I.8.1)とアウター・ニット製品価格(1.I.8.2)の，生産量ウェイト平均価格。 

(1.I.8.1) ニット製品(インナー)：1.80 ﾙｰﾌﾞﾙ/piece。Фуфайка(2.07 ﾙｰﾌﾞﾙ)綿製品, Кальсоны 

(2.29 ﾙｰﾌﾞﾙ), Трусы(1.05 ﾙｰﾌﾞﾙ) の 3 種類の製品の単純平均価格。Фуфайка 価格は，16

タイプの製品(製品番号 66-69，74-79，86-91)の単純平均価格。 Кальсоны 価格は，同

じく 16 タイプの製品(製品番号 70-73，80-85，92-97)の単純平均価格。 Трусы 価格は，

12 タイプの製品(製品番号 147-158)の単純平均価格。価格データの出所は，Справочник 

неизменных цен (1934, стр. 29-31)。この資料の性格から，上記価格は消費税抜きの価

格と思われる。後述の 1.J．食品部門の冒頭部分参照。 

(1.I.8.2) ニット製品(アウター)：11.0 ﾙｰﾌﾞﾙ/piece。63 タイプの製品の単純平均価格。価格デー

タの出所は，Справочник неизменных цен (1934, стр. 31-32). 

(1.I.9) 靴下類(чулочно-носочные изделия)：0.83 ﾙｰﾌﾞﾙ/pair。63 タイプの製品の単純平均価

格。価格データの出所は，Справочник неизменных цен (1934, стр. 28-29)。 

(1.I.11) 堅い革製品(жесткие кожтовары)：2,928 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。28 タイプの 2 級製品の単純平均

価格。価格データの出所は，Универсальный (1928, стр. 597-598)。 

(1.I.12) 柔らかい革製品(мягкие кожтовары)：111 ﾙｰﾌﾞﾙ/m2。21 タイプの 2 級製品の単純平均

価格。価格データの出所は，Универсальный (1928, стр. 598)。 

(1.I.13) 革靴(кожаная обувь)：6.26 ﾙｰﾌﾞﾙ/pair。総生産額を総生産量で割って算出。生産額デ

ータの出所は，Nutter (1962, p. 515)。 
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(1.I.14) フェルト靴(валяная обувь)：7.48 ﾙｰﾌﾞﾙ/pair。カリャージン，ヤロスラヴリ，ユリエヴ

ェツ，イワノヴォのそれぞれにおける女性用 2 タイプのフェルト靴，計 8 種類の価格の

単純平均。価格データの出所は，Универсальный (1928, стр. 609)。 

(1.I.15) ゴム靴(резиновая обувь)：3.10 ﾙｰﾌﾞﾙ/pair。出所は，Nutter (1962, p. 536)。 

 

1.J．食品工業部門 

以下で示されているように，本推計においては多くの食品工業部門製品の価格推計に資

料 Наркомпещепром СССР (1935)を使っている。そこに明記はないけれども，1926/27

年不変価格の性格から，同資料に記載された価格には間接税は含まれていないと思われる。

たとえば，同様に 1926/27 年価格に関する資料 Всекопромлессоюз (1935, стр. 4)には，掲

載価格に取引税が含まれていないことが明記されている。 

(1.J.1) 粗糖(сахар-песок)：302 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。出所は，Nutter (1962, p. 546)。これは，ナター

による消費税抜きの価格である。 

(1.J.2) 精製砂糖(сахар-рафинад)：364 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。出所は，Nutter (1962, p. 546)。 

(1.J.3) 肉(мясо)：847 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。1926/27 年における牛肉(800 ﾙｰﾌﾞﾙ)，羊肉(910 ﾙｰﾌﾞﾙ)，豚

肉(1,330 ﾙｰﾌﾞﾙ)の，1932 年生産量ウェイトによる平均価格(861 ﾙｰﾌﾞﾙ)に，1926/27 年に

対する 1927/28 年の食肉工業製品販売価格指数の比(0.984)を掛けて算出。1927/28 年に

おける牛肉，羊肉，豚肉のそれぞれの生産量が不明であるため，内訳のわかっている直

近の年である 1932 年の生産量をウェイトとした。1926/27 年に関する価格データの出所

は，Наркомпещепром СССР (1935, стр. 11)。食肉工業製品販売価格指数の出所は，

Нифонтов (1929, стр. 66)。 

(1.J.5) 漁獲量・海獣・鯨捕獲量 (улов рыбы, добыча морского зверя, китов и море- 

продуктов)：289 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。出所は，Nutter (1962, p. 535)。 

(1.J.6) バター(масло животное)：2,145 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。1926/27 年の価格(2,000 ﾙｰﾌﾞﾙ)に，

1926/27 年に対する 1927/28 年のバターの価格指数を掛けて算出。1926/27 年に関する価

格データの出所は，Наркомпещепром СССР (1935, стр. 37)。バターの価格指数の出所

は，Нифонтов (1929, стр. 66)。 

(1.J.9) 植物油(масло растительное)：463 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。1926/27 年における 3 つのタイプのひ

まわり油の単純平均価格(496 ﾙｰﾌﾞﾙ)，2 つのタイプの綿油の単純平均価格(324 ﾙｰﾌﾞﾙ)，亜

麻仁油の価格(519 ﾙｰﾌﾞﾙ)，2 つのタイプのひまし油の単純平均価格(1,150 ﾙｰﾌﾞﾙ)の，1937

年生産量ウェイトによる平均価格。1927/28 年価格は，1926/27 年価格と同一と仮定。

1927/28 年の各植物油の生産量が不明であるため，それらの知られている直近の年である

1937 年の生産量をウェイトとして用いた。価格データの出所は，Наркомпещепром 

СССР (1935, стр. 19)。 

(1.J.10) マーガリン・混合脂肪(маргарин)：1,200 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。1926/27 年における食卓用マーガ

リン･混合植物油の価格。1927/28 年価格は，1926/27 年価格と同一と仮定。価格データ

の出所は，Наркомпещепром СССР (1935, стр. 41)。 

(1.J.11) 缶詰(консервы)：0.45 ﾙｰﾌﾞﾙ/can。1926/27 年における，20 タイプの肉缶の単純平均

価格(0.86 ﾙｰﾌﾞﾙ)，27 タイプの魚缶の単純平均価格(0.53 ﾙｰﾌﾞﾙ)，11 タイプの野菜缶の単

純平均価格(0.28 ﾙｰﾌﾞﾙ)，1 タイプのトマト缶の単純価格(0.19 ﾙｰﾌﾞﾙ)，7 タイプの果物缶
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の単純平均価格(0.50 ﾙｰﾌﾞﾙ)の，1932 年生産量ウェイトによる平均価格。1927/28 年価格

は，1926/27 年価格と同一と仮定。1932 年の生産量をウェイトとして用いた理由は，(1.J.3)

と同様。価格データの出所は，Наркомпещепром СССР (1935, стр. 9, 13, 34)。 

(1.J.12) 菓子類(кондитерские изделия)：1,632 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。1926/27 年における 5 タイプの堅

いキャンディ類の単純平均価格(1,480 ﾙｰﾌﾞﾙ)，7 タイプの柔らかいキャンディ類の単純平

均価格(2,571 ﾙｰﾌﾞﾙ)，3 タイプのプリャーニク(スパイス入り糖蜜菓子)･クラッカー類の単

純平均価格(900 ﾙｰﾌﾞﾙ)，5 タイプのペチェーニエ(ビスケット･クッキー類)の単純平均価

格(1,780 ﾙｰﾌﾞﾙ)の，1932 年生産量ウェイトによる平均価格。1927/28 年価格は，1926/27

年価格と同一と仮定。1932 年の生産量をウェイトとして用いた理由は，(1.J.3)と同様。

価格データの出所は，Наркомпещепром СССР (1935, стр. 35- 36)。 

(1.J.12.1) キャンディ(конфеты)：1,671 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。1926/27 年における 5 タイプの堅いキャン

ディ類の単純平均価格(1,480 ﾙｰﾌﾞﾙ)，7 タイプの柔らかいキャンディ類の単純平均価格

(2,571 ﾙｰﾌﾞﾙ)の，1932 年生産量ウェイトによる平均価格。1927/28 年価格は，1926/27

年価格と同一と仮定。1932 年の生産量をウェイトとして用いた理由は，(1.J.3)と同様。

価格データの出所は，Наркомпещепром СССР (1935, стр. 35)。 

(1.J.13) マカロニ･パスタ類(макаронные изделия)：442 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。1926/27 年における 7 タ

イプのマカロニ･パスタ類の単純平均価格。1927/28 年価格は，1926/27 年価格と同一と

仮定。価格データの出所は，Наркомпещепром СССР (1935, стр. 43)。 

(1.J.14) 穀粉(мука)：135 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。1926/27 年における 17 タイプの穀粉の単純平均価格。

1927/28 年価格は， 1926/27 年価格と同一と仮定。価格データの出所は，

Наркомпещепром СССР (1935, стр. 47)。 

(1.J.15) スターチ･シロップ(крахмал и патока)：239 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。1926/27 年における 9 タイプ

のスターチ･シロップの単純平均価格。1927/28 年価格は，1926/27 年価格と同一と仮定。

価格データの出所は，Наркомпещепром СССР (1935, стр. 43)。 

(1.J.17) 原アルコール (спирт-сирец)：37.6 ﾙｰﾌﾞﾙ/hectoliter。1926/27 年における価格。

1927/28 年価格は， 1926/27 年価格と同一と仮定。価格データの出所は，

Наркомпещепром СССР (1935, стр. 18)。 

(1.J.18) ウォッカ・ウォッカ類(водка)：28.2 ﾙｰﾌﾞﾙ/hectoliter。総生産額を総生産量で割って算出。

データの出所は，ВСНХ (1930, стр. 577)。 

(1.J.19) ビール(пиво)：26.6 ﾙｰﾌﾞﾙ/hectoliter。1926/27 年における 6 タイプのビールの単純平

均価格。1927/28 年価格は，1926/27 年価格と同一と仮定。価格データの出所は，

Наркомпещепром СССР (1935, стр. 44)。 

(1.J.21) 塩(соль)：7.17 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。1928 年 4 月 1 日におけるアストラハン州バスクンチャク

湖の塩の価格。出所は，ВСНХ (1930, стр. 69)。 

(1.J.22) 巻きタバコ(папиросы)：2.98 ﾙｰﾌﾞﾙ/thous.。1926/27 年における 2 等級タバコ(3.64 ﾙｰ

ﾌﾞﾙ)と 3 等級タバコ(2.32 ﾙｰﾌﾞﾙ)の単純平均価格。1927/28 年価格は，1926/27 年価格と同

一と仮定。価格データの出所は，Наркомпещепром СССР (1935, стр. 36)。 

(1.J.23) マホルカ(махорка，低級タバコ)：11.4 ﾙｰﾌﾞﾙ/crate。1926/27 年における価格。1927/28

年価格は，1926/27 年価格と同一と仮定。価格データの出所は，Наркомпещепром СССР 

(1935, стр. 37)。 
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(1.J.24) 石鹸(мыло)：370 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。1926/27 年における価格。1927/28 年価格は，1926/27

年価格と同一と仮定。価格データの出所は，Наркомпещепром СССР (1935, стр. 21)。 

 

 

3-3-3．1955 年価格 

1955 年価格も，1927/28 年価格と同様，各工業製品の工場出荷価格，あるいはそれにで

きるだけ近くなるように推計された価格である。ここで問題となるのは，間接税および補

助金である。残念ながら補助金については，個別製品価格におけるその大きさを知ること

は不可能であるので，無視せざるを得なかった。ただし，1955 年にいたる何回か価格改定

で，補助金が大幅に縮小されたことは前節で述べたとおりである。他方，1955 年において

間接税の大きな部分を占めたのは，取引税である。取引税は，1930 年にそれまでの多様な

国内消費税に代えてソ連に導入された税で，そのとき以来政府の主要な財源の一つとなっ

てきた。取引税は，主として消費財の取引に対して大きな税率で課せられ，消費抑制，投

資促進の手段として機能していたことが知られているが，実はその他の財にもまた広く賦

課されていた。われわれが知りたいと思うのは，1955 年における取引税を控除した製品価

格であるが，前述したとおり，通常ソ連時代の価格表(プレイスクラント)に記載されていた

製品価格すなわち出荷価格(отпускная цена)は，取引税込みの価格であった。ソ連時代に

おいては，一般に取引税率の詳細は明らかでなく，また賦課対象となる財あるいはその税

率も時期によって変わる場合もあり，1955 年現在の税率を現在において正確につかむのは

非常に難しい。本推計では，主として『ソ連における価格形成史』という表題をもつ文献

の第 2 巻および第 3 巻(История (1973), История (1975))によって 1955 年時点における取

引税率を調査したが，決して完璧なものではないことを記しておきたい125。 

上で述べたように，取引税率は時期によって変化した上に，生産企業の所在地や買い手

によって異なった税率が与えられ，また製品のタイプによっても異なった税率が適用され

る場合があった。いくつか具体例を示そう。たとえば，｢粗糖｣に対する取引税率は，少な

くとも次のように変わった。1931 年 12 月 19 日付けのソ連人民委員会議決定｢社会化セク

ター企業の取引税率について｣で，税率は企業卸売価格の 48%と定められたが(История, 

1973, стр. 47)，1932 年 1 月 28 日付けの決定｢若干の取引税率の変更について｣で，都市部

向け販売に対しては 59.9%，農村部向け販売に対しては 66.3％と引き上げられた(История, 

1973, стр. 502)。さらにまた 1933 年 2 月 5 日付けの決定｢若干の商品に対する取引税率の

変更について｣で都市部向け 77.5%，農村部向け 86.5％と変更された(История, 1973, стр. 

521)。ただしこの場合の税率は，小売価格に対するものである可能性がある。次に 1940 年

4 月 14 日付けの決定｢砂糖工業生産商品の取引税率について｣で，すべての購入者について

小売価格の 73％とされ(История, 1973, стр. 583)，さらに 1949 年 2 月には同じく小売価格

の 84%と変更された(История, 1975, стр. 811)。本書では，この 84%という取引税率を用

いて｢粗糖｣価格を計算した。またたとえば｢塩｣の場合には，1949 年 4 月 21 日付のソ連邦

閣僚会議決定｢塩に対する取引税率について｣で定められた税率は，次のようなものであっ

た。粉末塩 No.0：93.0％，粉末塩 No.1：92.0％，粉末塩 No.2：88.5％，粉末塩 No.3：88.0％，

                                                   
125 われわれが推定した 1955年における工業製品に対する取引税率の一覧については，第 2章表 2-7参照。 
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非粉末塩：84.0％，ロシア（RSFSR）共和国･地方所管工場で製造されたものでない煮詰め

て製造された塩：85.0％，煮詰めて乾燥させた塩あるいは｢エクストラ｣：87.0％，ロシア

（RSFSR）共和国･地方所管工場で製造された煮詰めて製造された塩：75.0％(История, 

1975, стр. 585)。これらのタイプの｢塩｣の生産比率が不明であるので，本書ではこの場合に

は，上述の 8 種類の税率の単純平均を｢塩｣に対する取引税率とした。 

さらに，取引税率がどのような価格に対するものであるかにも注意が必要である。生産

財の場合の取引税率は，工場出荷価格(通常は，発駅価格)126に対してであると考えられるが，

消費財の場合には，卸売価格に対するものだけでなく，小売価格に対する税率，あるいは｢小

売マージンを除いた小売価格｣127に対する税率である場合もあった。資料に明記されていれ

ば問題ないが，明記されていない場合には文脈などから推定するほかはなかった。以上の

ように，取引税については問題が多い。本書では，なるべく正確な税率を適用すべく努力

したが，残念ながら改善の余地が大きいといわざるを得ないだろう。なお，以上のすべて

の場合について，取引税率とは税込価格に対する税率であって，税抜き価格に対するもの

ではない。つまり，上述のように出荷価格あるいは小売価格の中にはすでに取引税が含ま

れているのである。 

最後に，本節の記述で出所の記載のない生産量データの出所は，いずれもソ連邦ナルホ

ーズ(Нархоз СССР)各年版である。 

 

2.A．電力工業部門 

(2.A.1) 電力(электроэнергия)：0.130 ﾙｰﾌﾞﾙ/kwh。1955 年価格表示の 1960 年生産額を，1960

年生産額で割って算出。ただし生産額は，電力工業部門の生産額であるので，電力生産

のほかに熱供給額も含まれている。後者の金額は相対的に少額であるので無視したが，

上記価格は，実際の金額よりもやや高いと思われる。なお，1955 年現在において，電力

については取引税が賦課されていなかったようだ(История, 1975, стр. 811)。生産額デー

タの出所は，Greenslade (1972, p. 166)。 

 

2.B．燃料工業部門 

 1955 年現在で，いくつかの例外を除いて，一般に燃料工業製品に取引税は賦課されてい

なかったようだ(История, 1975, стр. 810-811)。例外に該当すると思われるのは，天然ガス

およびオイル・シェールである。前者は 3.0%(История, 1975, стр. 339)，後者は 0.5％

(История, 1973, стр. 138)の取引税がかかっていた可能性がある128。しかし，本書の手順で

導出された製品価格には，以下に示すように取引税は含まれていないと考えられる。 

(2.B.1) 原油(нефть)：57.8 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。次のような手順で算出した｡①まず，基準燃料トン表示

                                                   
126 これは，企業卸売価格に取引税を加えたものと考えられる。したがって，たとえば出荷価格が 100 ル

ーブル，取引税率が 30％であれば，取引税額は 30 ルーブル，企業卸売価格は 70 ルーブルということにな

る。 
127 ｢小売マージンを除いた小売価格｣という概念は，1939 年から 1940 年の税制改革に伴って導入された

もののようだ。ノーヴ（1982, 300 ページ）参照。 
128 以下本書では，税率が出荷価格に対するものである場合には，出荷価格に対するものであるという注

記を省略することとし（脚注 126 の例では，税率 30％と書くこととする），それ以外の場合，たとえば税

率が小売価格に対するものである場合などには，その旨注記することとする。 
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の石炭の生産量(3 億 1,080 万トン)と，(2.B.3)で算出した石炭の総産出額とから，基準燃

料 1 トンあたりの石炭価格(103.82 ﾙｰﾌﾞﾙ)を算出する｡基準燃料トン表示の生産量データ

の出所は，ЦСУ СМ СССР (1957, стр. 132)。②基準燃料 1 トンあたりの原油と石炭の採

掘コストの比は，0.39(正確には，0.389545)であることから，原油の基準燃料 1 トンあた

りの価格を，103.82×0.39＝40.44 ﾙｰﾌﾞﾙと想定する｡基準燃料換算による採掘コストの比

の出所は，Пробст (1956, стр. 23)。③基準燃料表示の原油の生産量(1 億 120 万トン)に，

同じく基準燃料 1 トンあたりの価格を掛けて，総生産額(40 億 9,272 万ﾙｰﾌﾞﾙ)を算出する｡

④こうして求めた原油総生産額を生産量で割る｡ 

(2.B.2) 天然ガス(естественный газ)：0.12 ﾙｰﾌﾞﾙ/m3。算出手順，生産データの出所等は，原

油(2.B.1)とまったく同じ｡ただし，基準燃料 1 トンあたりの天然ガスと石炭の採掘コスト

(輸送コストを含む)の比は，0.88 である。この値の出所は，Пробст (1956, стр. 23)。 

(2.B.3) 石炭(каменный уголь)：92.8 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。次のような手順で算出した｡①ドネツ，モス

クワ，クズネツク，ペチョラ，カラガンダ，ウラル，極東の各炭田における褐炭も含め

た種々のタイプの石炭の単純平均価格を算出する｡それぞれ，95.9 ﾙｰﾌﾞﾙ，53.2 ﾙｰﾌﾞﾙ，69.2

ﾙｰﾌﾞﾙ，90.8 ﾙｰﾌﾞﾙ，63.2 ﾙｰﾌﾞﾙ，59.3 ﾙｰﾌﾞﾙ，168.6 ﾙｰﾌﾞﾙである。価格データの出所は，

Справочник цен (1956a, ч.I, стр. 691-694)。②上記の各炭田における石炭価格を，それ

ぞれの炭田ごとの 1955 年生産量でウェイトづけした，褐炭も含めた石炭の平均価格(82.5

ﾙｰﾌﾞﾙ)を算出する。生産量データの出所は，ЦСУ СМ СССР (1957, стр. 142)。③この平

均価格を，褐炭も含めた石炭の総生産量に掛けて，総生産額(322 億 6,671 万ﾙｰﾌﾞﾙ)を求

める｡④一方，(2.2.4)で算出した褐炭価格に，褐炭の生産量を掛けて褐炭の総生産額(66 億

1,043 万ﾙｰﾌﾞﾙ)を求め，それを，褐炭を含めた石炭の総生産額から引く｡⑤このようにし

て求めた石炭の総生産額(256 億 5,628 万ﾙｰﾌﾞﾙ)を総生産量(2 億 7,662 万 ton)で割る｡ 

(2.B.4) 褐炭(бурый уголь)：57.7 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。38 タイプの褐炭の単純平均価格。価格データの

出所は，Справочник цен (1956a, ч. I, стр. 692-693)。 

(2.B.5) オイル・シェール(сланцы)：52.9 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。算出手順，生産データの出所等は，(2.B.1)

原油とまったく同じ｡ただし，基準燃料 1 トンあたりのオイル・シェールと石炭の採掘コ

ストの比は，1.67 である。この値の出所は，Пробст (1956, стр. 23)。 

(2.B.6) 泥炭(торф)：41.4 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。算出手順，生産データの出所等は，(2.B.1)原油とまった

く同じ｡ただし，基準燃料 1 トンあたりの泥炭と石炭の採掘コストの比は，0.97 である。

この値の出所は，Пробст (1956, стр. 23)。 

 

2.C．製鉄工業部門 

 製鉄部門の製品については，1955 年現在においても，1936 年 2 月 11 日のソ連邦人民委

員会議決定第 246 号によってすべての製品に 0.5％の取引税が課せられていたと思われる

129。もしもそうであれば，以下の製鉄工業製品の価格からその 0.5％を差し引かなければな

らない。ただし本書では，それが確実であるかどうかが不明であり，また税率も低く，さ

らにわれわれの生産指数推計において問題となるのは，部門内の各製品に関する相対価格

                                                   
129 ただし製鋼用の銑鉄については，1949年 2月現在，課税が免除されていた。История （1975, стр. 810）

による。 
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であるという理由から，0.5％の控除をしないままで以下の価格を掲げることとした。 

(2.C.1) 銑鉄(чугун)：345 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。製鋼用銑鉄価格(325 ﾙｰﾌﾞﾙ)，鋳物用銑鉄価格(385 ﾙｰﾌﾞﾙ)，

フェロマンガン価格(992 ﾙｰﾌﾞﾙ)，フェロシリコン価格(445 ﾙｰﾌﾞﾙ)，スピーゲル価格(564

ﾙｰﾌﾞﾙ)の，1955 年生産量ウェイトによる平均価格｡価格データの出所は，Turgeon & 

Bergson (1957, p. 31)。生産量データの出所は，ЦСУ СМ СССР (1957, стр. 109)。

Turgeon & Bergson (1957)の価格データの原典は，ソ連の価格統計集。以下米国研究者

による推定価格も，同様にソ連価格統計集の価格を基礎としている。 

(2.C.2) 粗鋼(сталь, стальные слитки)：531 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。計算方法は，次のとおり｡①まず，圧

延鋼材および鋼管に使われない粗鋼生産額(42 億 9,891 万ﾙｰﾌﾞﾙ)を算出する｡そのため，

粗鋼生産量から圧延鋼材生産量および鋼管生産量を引き，それに価格(鋳物用銑鉄価格と

同一と仮定。385 ﾙｰﾌﾞﾙ。出所は，Turgeon & Bergson (1957, p. 31))を掛ける。②次に，

圧延鋼材に使われた粗鋼生産額(171 億 6,029 万ﾙｰﾌﾞﾙ)を算出する｡そのため，圧延鋼材の

生産量に，圧延鋼材の価格((2.3.3)参照)を掛け，さらに圧延鋼材生産における原材料費比

率(0.729。出所は，Nutter (1962, pp. 547-548))を掛ける。③鋼管に使われた粗鋼生産額

(25億 6,264 ﾙｰﾌﾞﾙ)を算出する。そのため，鋼管の生産量に鋼管の価格((2.3.4)参照)を掛け，

さらに，鋼管生産における原材料比率を圧延鋼材と同様 0.729 であると仮定してこの数

値を掛ける。④ ①で求めた圧延鋼材に使われない粗鋼生産額，②で求めた圧延鋼材に使

われた粗鋼生産額，および③で求めた鋼管に使われた粗鋼生産額を合計し，粗鋼総生産

額(240 億 2,184 万ﾙｰﾌﾞﾙ)を算出した上で，それを粗鋼生産量で割る｡ 

(2.C.3) 圧延鋼材(прокат)：770 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。通常圧延鋼材(572 ﾙｰﾌﾞﾙ)と高級圧延鋼材(1,459 ﾙｰ

ﾌﾞﾙ)の，1955 年生産量ウェイトによる平均価格。生産量データの出所は，ЦСУ СМ СССР 

(1957, стр. 110)。通常圧延鋼材の価格は，形鋼(542 ﾙｰﾌﾞﾙ)，ビーム･溝型鋼(525 ﾙｰﾌﾞﾙ)，

鋼板(603 ﾙｰﾌﾞﾙ)，軌条(644 ﾙｰﾌﾞﾙ)，ワイヤ･ロッド(559 ﾙｰﾌﾞﾙ)の，1955 年生産量ウェイ

トによる平均価格｡価格データは，Turgeon & Bergson (1957 , p. 29)。なお，上記 5 タイ

プの価格は，さまざまな品種の価格を単純平均した｡生産量データの出所は，ЦСУ СМ 

СССР (1957, стр. 110)。高級圧延鋼材の価格は，4 つのタイプの製品の単純平均価格｡価

格データの出所は，Turgeon & Bergson (1957, p. 30)。 

(2.C.4) 鋼管(стальные трубы)：991 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。2 タイプの鋼管の単純平均価格。価格データ

の出所は，Turgeon & Bergson (1957, p. 29)。 

(2.C.5) 鉄鉱石(железная руда)：29.2 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。出所は，Nutter (1962, p. 532)。 

(2.C.6) マンガン鉱石(манганцевая руда)：70.0 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。出所は，Nutter (1962, p. 532)。 

(2.C.7) コークス(кокс)：167 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。63 の品種の単純平均価格。価格データの出所は，

Справочник цен (1956a, ч. I, стр. 697-698)。 

 

2.D．非鉄金属工業部門 

 非鉄金属製品には，1955 年以前においては，2.0％(История, 1973, стр. 44)，あるいは

0.5％(История, 1973, p. 138)の取引税率がかかっていた時期があるが，1955 年現在では取

引税は賦課されていなかったと思われる130。 

                                                   
130 История (1975, стр. 810)参照。ただし，ここに亜鉛についての記載はないが，他の非鉄金属製品と同
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(2.D.1) 銅(медь)：5,950 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。出所は，Turgeon & Bergson (1957 , p. 35)。 

(2.D.2) 鉛(свинец)：7,173 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。6 つの品種の単純平均価格。価格データの出所は，

Справочник цен (1956a, ч. I, стр. 438)。 

(2.D.3) 亜鉛(цинк)：3,093 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。6 つの品種の単純平均価格。価格データの出所は，

Справочник цен (1956a, ч. I, стр. 438)。 

 

2.E．化学工業部門 

 本推計で取り上げた化学工業製品の 1955 年現在の取引税率については，肥料(2.E.1～

2.E.3)は非課税131，基礎化学製品(2.E.4～2.E.6)は 1.0％，自動車用タイヤ(2.E.7)は 5.0％，

染料関係製品(2.E.9, 2.E.10)は 1.0％であったと考えられる。 

(2.E.1+2+3) 鉱物肥料(минеральные удобрения)：205 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。(2.E.1)窒素肥料価格，

(2.E.2.1)リン肥料価格，(2.E.2.2)リン肥粉価格，(2.E.3)カリ肥料価格の，1955 年生産量ウェ 

イトによる平均価格。 

(2.E.1) 窒素肥料(азотные удобрения)：340 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。基準単位トンあたり表示。出所は，

Nutter (1962, p. 531)。 

(2.E.2) リン肥料(リン肥粉を含む) )(фосфатные удобрения, включая фосфоритную муку)：

117 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。基準単位トンあたり表示。(2.E.2.1)のリン肥料価格と(2.E.2.2)のリン肥粉価

格の，1955 年生産量ウェイトによる平均価格。 

(2.E.2.1) リン肥料(фосфатные удобрения)：135 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。基準単位トンあたり表示。出所

は，Nutter (1962, p. 531)。 

(2.E.2.2) リン肥粉(фосфоритная мука)：42.0 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。基準単位トンあたり表示。出所は，

Nutter (1962, p. 531)。 

(2.E.3) カリ肥料(калийные удобрения)：210 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。基準単位トンあたり表示。出所は，

Nutter (1962, p. 531)。 

(2.E.4) 硫酸(серная кислота)：181 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。税込価格から，取引税(税率 1.0％)を控除して

算出。価格データの出所は，Nutter (1962, p. 530)。取引税率の出所は，История (1973, 

стр. 138)。 

(2.E.5) ソーダ灰(кальцинированная сода)：272 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。税込価格から取引税(税率 1％)

を控除して算出。価格データの出所は，Turgeon & Bergson (1957 , p. 56)。取引税率の

出所は，История (1973, стр. 138)。 

(2.E.6) 苛性ソーダ(каустическая сода)：1,089 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。税込価格から取引税(税率 1％)を

控除して算出。価格データの出所は，Turgeon & Bergson (1957 , p. 56)。取引税率の出

所は，История (1973, стр. 138)。 

(2.E.7) 自動車用タイヤ(шины автомобильные)：673 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。トラック用タイヤの税込平

均価格(928 ﾙｰﾌﾞﾙ，28 タイプの単純平均)，農業車両用タイヤの税込平均価格(326 ﾙｰﾌﾞﾙ，

10 タイプの単純平均)，乗用車用タイヤの平均価格(217 ﾙｰﾌﾞﾙ，10 タイプの単純平均)，

オートバイ用タイヤの税込平均価格(63.8 ﾙｰﾌﾞﾙ，6 タイプの単純平均)の，生産量ウェイ

                                                                                                                                                     
様と仮定した。 
131 取引税率を示すさまざまな資料に肥料の税率の記載がないことから，そのように想定される。 
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トによる平均価格から，取引税(税率 5.0％)を控除して算出｡生産量は，1955 年のデータ

が得られないため，データの得られる直近の年である 1960 年の生産量を用いた｡価格デ

ータの出所は，Справочник цен (1956a, ч. I, стр. 808-809)。取引税率の出所は，История 

(1973, стр. 47)。 

(2.E.9) 鉛丹(сурик, свинцовый сурик)：7,227 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。3タイプの鉛丹の税込単純平均価格

から，取引税(税率 1.0％)を控除して算出。価格データの出所は，Справочник цен (1956a, 

ч. I, стр. 678)。取引税率の出所は，История (1973, стр. 138)。 

(2.E.10) 亜鉛華(велила цинковые сухие)：,2,772 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。2 タイプの亜鉛華の税込単純平

均価格から，取引税(税率 1.0％)を控除して算出｡価格データの出所は，Справочник цен 

(1956a, ч. I, стр. 678)。取引税率の出所は，История (1973, стр. 138)。 

(2.J.24) 石鹸(мыло)：1,264 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。小売価格(3,724 ルーブル)に，卸売マージン･小売マー

ジンを除いた出荷価格を得るため 0.9 を掛け132，さらに取引税(税率 62.3％)を控除して算

出。小売価格は，総販売額(洗濯石鹸および化粧用石鹸の合計，36 億 1,000 万ﾙｰﾌﾞﾙ)を総

販売量(総生産量の 90％と仮定)で割って算出した。取引税率は，出荷価格に対してであ

ろうと思われる(История (1973, стр. 522)参照)。販売額データの出所は，ЦСУ СМ СССР 

(1956b, стр. 68)。取引税率の出所は，Yugow (1942, p. 131)。 

 

2.F．機械工業部門 

たとえば(2.FF.4)電球，(2.FF.11)カメラ，(2.FF.12)時計のような耐久消費財はもとより，多く

の機械工業製品にも取引税が賦課されていたようだ。しかし耐久消費財を除く工業製品の

取引税率は，以下で示すように非常に小さかったと思われる。 

(2.FA.1) スティーム･ボイラー(паровые котры)：177 ﾙｰﾌﾞﾙ/m2。13 タイプの製品の 1 台あたり

の税込単純平均価格(45,631 ﾙｰﾌﾞﾙ)を，1 台あたりの加熱面面積の単純平均値(255.6m2)で割

って算出した 1m2あたりの税込価格から，取引税(税率 1.0％)を控除して算出。価格データ

の出所は，Справочник цен (1956b, ч. II, стр. 939)。以下(2.FC.7)地下鉄まで，取引税率の

出所は，История (1973, стр. 138)。 

(2.FA.2) タービン(турбины)：125 ﾙｰﾌﾞﾙ/kw。(2.FA.2.1)のスティーム･ガス･タービン価格と

(2.FA.2.2)の水力タービン価格の，1955 年生産量ウェイトによる平均価格。 

(2.FA.2.1) スティーム･ガス･タービン(паровые и газовые турбины)：147 ﾙｰﾌﾞﾙ/kw。出力

25,000kw 未満の 14 タイプのタービンの kw あたりの税込単純平均価格(180 ﾙｰﾌﾞﾙ)，

25,000-50,000kw の 9 タイプの kw あたりの税込単純平均価格 (66.5 ﾙｰﾌﾞﾙ )，

50,000-100,000kw の 2 タイプの kw あたりの税込単純平均価格(52.5 ﾙｰﾌﾞﾙ)，100,000-kw

の 1 タイプの kw あたりの税込価格(29.0 ﾙｰﾌﾞﾙ)を，それぞれの出力帯の 1955 年生産台

数によるウェイトによって平均して算出した価格から，取引税(税率 1.0％)を控除して算

出。価格データの出所は，Справочник цен (1956b, ч. II, стр. 1072-1073)。生産量デー

タの出所は，ЦСУ СМ СССР (1957, стр. 216)。なお，1 台あたりの税込平均価格は，

1,102,297 ﾙｰﾌﾞﾙとなる。 

                                                   
132 この比率（0.9）は，筆者の推定による。その根拠となったのは，肉についての小売マージンが 6.5％

ということである。(2.J.3)肉の項参照。 
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(2.FA.2.2) 水力タービン(водяные турбины)：63.2 ﾙｰﾌﾞﾙ/kw。1927/28 年における，水力ター

ビンとスティーム･ガス･タービンの価格比(14.7/34.4，(1.FA.2.2)および(1.FA.2.1)参照)を，

(2.FA.2.1)のスティーム･ガス･タービン価格に適用して算出。 

(2.FA.3.1) ディーゼル(дизели)：504 ﾙｰﾌﾞﾙ/hp。14 タイプのディーゼルの 1 台あたりの税込単

純平均価格(248,571 ﾙｰﾌﾞﾙ)を，1 台あたりの単純平均馬力(487.9hp)で割って得た価格か

ら，取引税(税率 1.0％)を控除して算出。価格および馬力に関するデータの出所は，

Справочник цен (1956b, ч. II, стр. 983)。 

(2.FA.4) タービン用発電機(турбогенераторы)：53.3 ﾙｰﾌﾞﾙ/kw。10タイプの発電機の１機あた

りの税込単純平均価格(253,020 ﾙｰﾌﾞﾙ)を，１機あたりの単純平均出力(4,700kw)で割って

得た価格から，取引税(税率 1.0％)を控除して算出。価格および出力に関するデータの出

所は，Справочник цен (1956b, ч. II, стр. 533)。 

(2.FA.4.1) 水力発電機(гидрогенераторы)：154 ﾙｰﾌﾞﾙ/kw。26タイプの発電機の税込単純平均

価格(200,712 ﾙｰﾌﾞﾙ)を，１機あたりの単純平均出力(1,287.3kw)で割って得た価格から，

取引税 (税率 1.0％ )を控除して算出。価格および出力に関するデータの出所は，

Справочник цен (1956b,ч. II, стр. 534)。 

(2.FA.5) 交流モーター (электродвигатели переменного тока)：108 ﾙｰﾌﾞﾙ/kw。税込価格から，

取引税(税率 1.0％)を控除して算出。価格データの出所は，Nutter (1962, p. 533)。 

(2.FA.6) 送電用変圧器(силовые трансформаторы)：11.1 ﾙｰﾌﾞﾙ/kva。税込価格から，取引税

(税率 1.0％)を控除して算出。価格データの出所は，Nutter (1962, p. 533)。 

(2.FB.2) 石炭用コンバイン(угольные комбайны)：66,785 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。Донбасс-1 タイプ，

Горняк-1 タイプ，УКМГ-2М タイプの税込単純平均価格から，取引税(税率 1.0％)を控

除して算出。価格データの出所は，Справочник цен (1956c, ч. III, стр. 4-6)。 

(2.FB.3) コール・カッター(врубовые машины)：31,809 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。КМП-2 タイプ，ГТК-35М

タイプの税込単純平均価格から，取引税(税率 1.0％)を控除して算出。価格データの出所

は，Справочник цен (1956c, ч. III, стр. 6)。 

(2.FB.4) 鉱山用電気機関車(электровозы рудничные)：24,957 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。鉱山用電気機関車

8 タイプの税込単純平均価格から，取引税(税率 1.0％)を控除して算出。価格データの出

所は，Справочник цен (1956c, ч. III, стр. 11)。 

(2.FB.5) ターボドリル(турбобуры)：11,999 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。ターボドリル 5 タイプの税込単純平均

価格から，取引税(税率 1.0％)を控除して算出。価格データの出所は，Справочник цен 

(1956c, ч. III, стр. 49)。 

(2.FB.7) 金属工作機械(металлорежущие станки)：24,656 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。旋盤 60 タイプの税込

単純平均価格(24,013 ﾙｰﾌﾞﾙ。ただし，価格が飛びぬけて高いネジ切り盤 4 タイプおよび

立旋盤 2 タイプは計算より除いた)，タレット旋盤 7 タイプの税込単純平均価格(10,669 ﾙ

ｰﾌﾞﾙ)，自動旋盤 17 タイプの税込単純平均価格(38,213 ﾙｰﾌﾞﾙ。ただし，価格の飛びぬけ

て高い 2 タイプは計算より除いた)，フライス盤 41 タイプの税込単純平均価格(42,675 ﾙｰ

ﾌﾞﾙ。ただし，価格の飛びぬけて高い 5 タイプは計算より除いた)，ギア切り盤 32 タイプ

の税込単純平均価格(49,876 ﾙｰﾌﾞﾙ。ただし，価格と飛びぬけて高い 4 タイプは計算より

除いた)，縦引き平削り盤 8 タイプの税込単純平均価格(188,033 ﾙｰﾌﾞﾙ。ただし，価格の

飛びぬけて高い 1 タイプは計算より除いた)，横引き平削り盤 10 タイプの税込単純平均
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価格(2,966 ﾙｰﾌﾞﾙ)，ほぞ穴切り盤 6 タイプの税込単純平均価格(26,245 ﾙｰﾌﾞﾙ。ただし，

価格の飛びぬけて高い 1 タイプは計算より除いた)，ブローチ盤 8 タイプの税込単純平均

価格(40,173 ﾙｰﾌﾞﾙ。ただし，価格の飛びぬけて高い 1 タイプは計算より除いた)，研磨盤

63 タイプの税込単純平均価格(45,738 ﾙｰﾌﾞﾙ。ただし，価格の飛びぬけて高い 5 タイプは

計算より除いた)，工具研削盤 13 タイプの税込単純平均価格(8,357 ﾙｰﾌﾞﾙ)，垂直ボール盤

13 タイプの税込単純平均価格(14,599 ﾙｰﾌﾞﾙ)，放射ボール盤 5 タイプの税込単純平均価格

(43,196 ﾙｰﾌﾞﾙ)，以上 13 タイプの工作機械の，1955 年生産量ウェイトによる平均価格か

ら，取引税(税率 1.0％)を控除して算出。価格データの出所は，Справочник цен (1956b, 

ч. II, стр. 56-86]。生産量データの出所は，ЦСУ СМ СССР (1957, стр. 208-209)。 

(2.FB.8) 電気炉(электропечи)：10,197 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。税込価格から取引税(税率 1.0％)を控除し

て算出。価格データの出所は，Nutter (1962, p. 534)。 

(2.FB.9) 紡績機(прядильные машины)：36,059 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。27 タイプの紡績機の税込単純平

均価格から，取引税(税率 1.0％)を控除して算出。価格データの出所は，Справочник цен 

(1956b, ч. II, стр. 220-222)。 

(2.FB.10) 糸巻き機(мотальные машины)：30,154 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。22 タイプの糸巻き機の税込単

純平均価格から，取引税(税率 1.0％)を控除して算出。価格データの出所は，Справочник 

цен (1956b, ч. II, стр. 233)。 

(2.FB.11) 織機(ткацкие машины)：7,892 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。12 タイプの織機の税込単純平均価格か

ら，取引税(税率 1.0％)を控除して算出。ただし，価格の飛びぬけて高い 4 タイプは計算

より除いた。価格データの出所は，Справочник цен (1956b, ч. II, стр. 238- 239)。 

(2.FB.12) 梳綿機(гребнечесальные машины, чесальные машины для холопка)：11,710 ﾙｰ

ﾌﾞﾙ/unit。5 タイプの梳綿機の税込単純平均価格から，取引税(税率 1.0％)を控除して算出。

価格データの出所は，Справочник цен (1956b, ч. II, стр.218-219)。 

(2.FB.14) 皮革なめし機(затяжные машины, кожевенные)：13,956 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。3 タイプの皮

革なめし機の税込単純平均価格から，取引税(税率 1.0％)を控除して算出。価格データの

出所は，Справочник цен (1956b, ч. II, стр. 254)。 

(2.FB.15) 皮革加工機(мездрильные машины, кожевенные)：16,058 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。2 タイプの

皮革加工機の税込単純平均価格から，取引税(税率 1.0％)を控除して算出。価格データの

出所は，Справочник цен (1956b, ч. II, стр.255-256)。 

(2.FB.16) 植字機(наборные машины, линотипы)：28,413 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。5 タイプの植字機の税

込単純平均価格から，取引税(税率 1.0％)を控除して算出。価格データの出所は，

Справочник цен (1956b, ч. II, стр. 288-289)。 

(2.FB.17) 平版印刷機(плоскопечатные машины)：73,375 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。6 タイプの平版印刷機

の税込単純平均価格から，取引税(税率 1.0％)を控除して算出。価格データの出所は，

Справочник цен (1956b, ч. II, стр. 294)。 

(2.FB.18) 工業用ミシン(промышленные швейные машины)：1,042 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。23 タイプの

工業用ミシンの税込単純平均価格から，取引税(税率 1.0％)を控除して算出。価格データ

の出所は，Справочник цен (1956b, ч. II, стр. 250-252)。 

(2.FB.19) 鍛冶プレス機(прессы)：3,448 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。3 タイプの鍛冶プレス機の税込単純平均

価格から，取引税(税率 1.0％)を控除して算出。価格データの出所は，Справочник цен 
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(1956b, ч. II, стр. 252)。 

(2.FC.1+2) 幹線用電気・ディーゼル機関車(тепловозы и электровозы)：1,034,800 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。

ТЭ-2 シリーズ幹線用ディーゼル機関車の税込価格から，取引税(税率 0.5％)を控除して算

出。価格データの出所は，Справочник цен (1956b, ч. II, стр. 878)。 

(2.FC.1) 幹線用電気機関車(электровозы)：1,034,800 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。ディーゼル機関車と同一と

仮定。 

(2.FC.2) 幹線用ディーゼル機関車(тепровозы)：1,034,800 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。(2.FC.1+2)に同じ。 

(2.FC.3) 幹線用蒸気機関車(паровозы)：847,408 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。シリーズ Л 幹線用蒸気機関車，

シリーズ ЛВ 幹線用蒸気機関車，2-4-2タイプ幹線用蒸気機関車の税込単純平均価格から，

取引税(税率 0.5％)を控除して算出。価格データの出所は，Справочник цен (1956b, ч. II, 

стр. 877)。 

(2.FC.4) 幹線用貨車(вагоны товарные)：36,601 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。保冷貨車 5 タイプの税込単純平

均価格(115,040 ﾙｰﾌﾞﾙ)，有蓋車 2 タイプの税込単純平均価格(36,950 ﾙｰﾌﾞﾙ)，無蓋車 4 タ

イプの税込単純平均価格(28,000 ﾙｰﾌﾞﾙ)，高く囲った無蓋車 3 タイプの税込単純平均価格

(31,300 ﾙｰﾌﾞﾙ)，タンク車 4 タイプの税込単純平均価格(44,900 ﾙｰﾌﾞﾙ)，セメント運搬車 4

タイプの税込単純平均価格(42,100 ﾙｰﾌﾞﾙ)の，1955 年生産量ウェイトによる平均価格から，

取引税(税率 0.5％)を控除して算出。価格データの出所は，Справочник цен (1956b, ч. II, 

стр. 879-880)。生産量データの出所は，ЦСУ СМ СССР (1957, стр. 222)。 

(2.FC.5) 幹線用客車(вагоны пассажирские)：219,597 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。2 タイプの二等客車の税込

単純平均価格から，取引税(税率 0.5％)を控除して算出。なお，一等客車 2 タイプの税込

単純平均価格は，307,700 ﾙｰﾌﾞﾙ，郵便客車 2 タイプの税込単純平均価格は，235,700 ﾙｰ

ﾌﾞﾙ，貨客車 2 タイプの税込単純平均価格は，194,700 ﾙｰﾌﾞﾙである。価格データの出所は，

Справочник цен (1956b, ч. II, стр. 882-883)。 

(2.FC.6+7) 路面電車･地下鉄車両(трамвайные вагоны и метро-вагоны)：147,020 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。

(2.FC.6)の路面電車価格と，(2.FC.7)の地下鉄価格の，1955 年生産量ウェイトによる平均価

格。生産量データの出所は，ЦСУ СМ СССР (1957, стр. 220)。 

(2.FC.6) 路面電車車両 (трамвайные вагоны)：135,320 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。5 タイプの路面電車の税

込単純平均価格から，取引税(税率 0.5％)を控除して算出。価格データの出所は，

Справочник цен (1956b, ч. II, стр. 883-884)。 

(2.FC.7) 地下鉄車両 (метро-вагоны)：219,597 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。(2.FC.5)の鉄道用客車と同価格と

仮定。 

(2.FC.9+10) トラック･バス(грузовые автомобили и автобусы)：18,287 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。(2.FC.9)の

トラック価格と(2.FC.10)のバス価格の，1955 年生産量ウェイトによる平均価格。 

(2.FC.9) トラック(грузовые автомобили)：18,032 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。38 タイプのトラックの単純平

均価格。価格データの出所は，Справочник цен (1956b, ч. II, стр. 902-904)。トラック

に対する取引税は，1949 年の価格改定時に廃止された(История (1975, стр. 810))。 

(2.FC.10) バス(автобусы)：27,200 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。3 タイプのバスの単純平均価格。価格データの

出所は，Справочник цен (1956b, ч. II, стр. 904)。バスに取引税は賦課されていなかっ

たようだ(История (1975, стр. 810))。 

(2.FD.1) トラクター(тракторы)：14,806 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。9 タイプのトラクターの単純平均価格。価
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格データの出所は，Справочник цен (1956b, ч. II, стр. 908)。なお 1949 年の価格改定

時に，トラクターに対する取引税は廃止されたようだ(История (1975, стр. 810-811))。 

(2.FD.2) トラクター用プラウ(плуги тракторные)：2,512 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。14 タイプのトラクター用

プラウの税込単純平均価格から，取引税(税率 1.0％)を控除して算出。価格データの出所

は，Справочник цен (1956c, ч. III, стр. 160)。取引税率の出所は，История (1973, стр. 

138)。なお，以下の(2.FD.27)わら･マグサ切断機まで，取引税率の出所は，История (1973, 

стр. 138)。 

(2.FD.3) トラクター用粗耕機(лущильники тракторные)：3,044 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。2 タイプのトラク

ター用粗耕機の税込単純平均価格から，取引税(税率 1.0％)を控除して算出。価格データ

の出所は，Справочник цен (1956c, ч. III, стр. 161)。 

(2.FD.4) 馬用プラウ(плуги конные)：347 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。税込価格から，取引税(税率 1.0％)を控

除して算出。価格データの出所は，Справочник цен (1956c, ч. III, стр. 160)。 

(2.FD.5) トラクター用ハロウ(бороны тракторные)：2,277 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。3 タイプのトラクター用

ハロウの税込単純平均価格から，取引税(税率 1.0％)を控除して算出。。価格データの出所

は，Справочник цен (1956c, ч. III, стр. 161)。 

(2.FD.6) 馬用ハロウ(бороны конные)：347 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。馬用プラウと同価格と仮定。 

(2.FD.7) トラクター用耕運機(культиваторы тракторные)：2,164 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。11 タイプのトラ

クター用耕運機の税込単純平均価格から，取引税(税率 1.0％)を控除して算出。価格デー

タの出所は，Справочник цен (1956c, ч. III, стр. 161-162)。 

(2.FD.8) 馬用耕運機(культиваторы конные)：423 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。3 タイプの馬用耕運機の税込

単純平均価格から，取引税 (税率 1.0％ )を控除して算出。価格データの出所は，

Справочник цен (1956c, ч. III, стр. 162)。 

(2.FD.9) トラクター用播種機(сеялки тракторные)：2,650 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。12 タイプのトラクター

用播種機の税込単純平均価格から，取引税(税率 1.0％)を控除して算出。価格データの出

所は，Справочник цен (1956c, ч. III, стр. 163)。 

(2.FD.10) 馬用播種機(сеялки конные)：985 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。4 タイプの馬用播種機の税込単純平

均価格から，取引税(税率 1.0％)を控除して算出。価格データの出所は，Справочник цен 

(1956c, ч. III, стр. 163)。 

(2.FD.11) トラクター用ジャガイモ植付け機(тракторные картофелесажалки)：4,356 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。

税込価格から，取引税(税率 1.0％)を控除して算出。価格データの出所は，Справочник 

цен (1956c, ч. III, стр. 164)。 

(2.FD.12) 苗植付け機(рассадопосадочные машины)：7,277 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。2 タイプの苗植付け

機の税込単純平均価格から，取引税(税率 1.0％)を控除して算出。価格データの出所は，

Справочник цен (1956c, ч. III, стр. 163)。 

(2.FD.13) 穀物収穫用コンバイン(комбайны зерновые)：20,295 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。2 タイプの穀物収

穫用コンバインの税込単純平均価格から，取引税(税率 1.0％)を控除して算出。価格デー

タの出所は，Справочник цен (1956c, ч. III, стр. 165)。 

(2.FD.14) その他のコンバイン(прочие комбайны)：14,246 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。トウモロコシ収穫用コ

ンバインの税込価格(14,900 ﾙｰﾌﾞﾙ)，ジャガイモ収穫用コンバインの税込価格(14,850 ﾙｰﾌﾞ

ﾙ)，ビート収穫用コンバインの税込価格(10,900 ﾙｰﾌﾞﾙ)，牧草用コンバインの税込価格
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(16,600 ﾙｰﾌﾞﾙ)の，1955 年生産量ウェイトによる平均価格から，取引税(税率 1.0％)を控

除して算出。ジャガイモ収穫用コンバインについては，2 タイプの単純平均価格。価格デ

ータの出所は，Справочник цен (1956c, ч. III, стр. 165-168)。生産量データの出所は，

ЦСУ СМ СССР (1957, стр. 230-231)。 

(2.FD.15) 列状刈取り機(виндроуеры, жатки рядковые для раздельной уборки)：4,158 ﾙｰﾌﾞ

ﾙ/unit。税込価格から，取引税(税率 1.0％)を控除して算出。価格データの出所は，

Справочник цен (1956c, ч. III, стр. 166)。 

(2.FD.16) 馬用刈取り機(жатки конные)：832 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。税込価格から，取引税(税率 1.0％)

を控除して算出。価格データの出所は，Справочник цен (1956c, ч.III, стр. 166)。 

(2.FD.17) 綿花摘みとり機(хлопкоуборочные машины)：22,473 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。税込価格から，取

引税(税率 1.0％)を控除して算出。価格データの出所は，Справочник цен (1956c, ч. III, 

стр. 168)。 

(2.FD.18) トラクター用草刈機(сенокосилки тракторные, косилки тракторные)：6,638 ﾙｰﾌﾞﾙ

/unit。4 タイプのトラクター用草刈機の税込単純平均価格から，取引税(税率 1.0％)を控除

して算出。価格データの出所は，Справочник цен (1956c, ч. III, стр. 164)。 

(2.FD.19) 馬用草刈機(сенокосилки конные)：525 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。税込価格から，取引税(税率

1.0％)を控除して算出。価格データの出所は，Справочник цен (1956c, ч. III, стр. 164)。 

(2.FD.20) トラクター用レーキ(грабли тракторные)：2,653 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。2タイプのトラクター用

レーキの税込単純平均価格から，取引税(税率 1.0％)を控除して算出。価格データの出所

は，Справочник цен (1956c, ч. III, стр. 164)。 

(2.FD.21) 馬用レーキ(грабли конные)：688 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。2 タイプの馬用レーキの税込単純平

均価格から，取引税(税率 1.0％)を控除して算出。価格データの出所は，Справочник цен 

(1956c, ч. III, стр. 164)。 

(2.FD.22) トラクター用脱穀機(молотилки тракторные)：4,425 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。3タイプのトラクタ

ー用脱穀機の税込単純平均価格から，取引税(税率 1.0％)を控除して算出。価格データの

出所は，Справочник цен (1956c, ч. III, стр. 167)。 

(2.FD.23) 馬用脱穀機(молотилки конные)：617 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。1927/28 年におけるトラクター

用脱穀機(2,272 ﾙｰﾌﾞﾙ。(1.FD.22)参照)と馬用脱穀機(317 ﾙｰﾌﾞﾙ。(1.FD.23)参照)の価格比率

を，1955 年トラクター用脱穀機価格(2.FD.22)に適用して算出。 

(2.FD.24) 穀物篩い分け機(зерночистильные машины)：4,876 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。2 タイプの穀物篩

い分け機の税込単純平均価格から，取引税(税率 1.0％)を控除して算出。価格データの出

所は，Справочник цен (1956c, ч. III, стр. 166)。 

(2.FD.25) 馬用唐箕(веялки конные)：617 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。(2.FD.23)馬用脱穀機と同価格と仮定。 

(2.FD.26) 馬用伝動装置(приводы конные)：941 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。税込価格から，取引税(税率

1.0％)を控除して算出。価格データの出所は，Справочник цен (1956c, ч. III, стр. 166)。 

(2.FD.27) わら･マグサ・カッター(соломорезки и силосорезки)：1,440 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。2 タイプの

わら･マグサ切断機の税込単純平均価格から，取引税(税率 1.0％)を控除して算出。価格デ

ータの出所は，Справочник цен (1956c, ч. III, стр. 168)。 

(2.FE.1) エクスカヴェータ(экскаваторы)：111,086 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。シングル･バケットタイプの税

込価格(119,333 ﾙｰﾌﾞﾙ)とマルチ･バケット･タイプの税込価格(76,091 ﾙｰﾌﾞﾙ)の 1955 年生
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産量ウェイトによる平均価格から，取引税(税率 2.0％)を控除して算出。シングル･バケッ

ト･タイプ価格は，15 タイプの単純平均価格。マルチ･バケット･タイプ価格は，11 タイ

プの単純平均価格。価格データの出所は，Справочник цен (1956b, ч. II, стр. 3, 4, 10, 11, 

779)。生産量データの出所は，ЦСУ СМ СССР (1957, стр. 235)。取引税率の出所は，

История (1973, стр. 45)。 

(2.FE.2) 自走式地ならし機(автогрейдеры)：67,320 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。3 タイプの自走式地ならし機

の税込単純平均価格から，取引税(税率 1.0％)を控除して算出。価格データの出所は，

Справочник цен (1956b, ч. II, стр. 20)。取引税率の出所は，История (1973, стр. 138)。 

(2.FE.3) コンクリート･ミキサー(бетономешалки)：7,018 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。13 タイプのコンクリー

ト･ミキサーの税込単純平均価格から，取引税(税率 2.0％)を控除して算出。価格データの

出所は，Справочник цен (1956b, ч. II, стр. 26-28)。取引税率の出所は，История (1973, 

стр. 138)。 

(2.FE.4) トラクター用スクレーパ(скреперы тракторные)：27,897 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。3 タイプのトラク

ター用スクレーパの税込単純平均価格から，取引税(税率 2.0％)を控除して算出。価格デ

ータの出所は，Справочник цен (1956b, ч. II, стр. 19)。取引税率の出所は，История 

(1973, стр. 45)。 

(2.FE.5) ブルドーザ(бульдозеры)：16,655 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。10タイプのブルドーザの税込単純平均

価格から，取引税(税率 2.0％)を控除して算出。価格データの出所は，Справочник цен 

(1956b, ч. II, стр. 19, 20, 53, 54, 779)。取引税率の出所は，История (1973, стр. 45)。 

(2.FE.6) 鉄道用クレーン(железнодорожные паровые краны)：159,407 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。11 タイプ

の鉄道用クレーンの税込単純平均価格から，取引税(税率 6.0％)を控除して算出。価格デ

ータの出所は，Справочник цен (1956b, ч. II, стр. 12-14)。取引税率の出所は，История 

(1973, стр. 45)。 

(2.FE.7) 橋形電気クレーン(мостовые краны электрические)：76,510 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。125 タイプ

の橋形電気クレーンの税込単純平均価格から，取引税(税率 6.0％)を控除して算出。価格

データの出所は，Справочник цен (1956b, ч. II, стр. 998-1003)。取引税率の出所は，

История (1973, стр. 45)。 

(2.FE.8) 塔状クレーン(башенные краны)：116,854 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。16 タイプの塔状クレーンの税

込単純平均価格から，取引税(税率 6.0％)を控除して算出。価格データの出所は，

Справочник цен (1956b, ч. II, стр. 14-16)。取引税率の出所は，История (1973, стр. 45)。 

(2.FE.9) 自動車クレーン(краны на автомобильном ходу)：101,477 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。11 タイプの自

動車クレーンの税込単純平均価格から，取引税(税率 6.0％)を控除して算出。価格データ

の出所は，Справочник цен (1956b, ч. II, стр. 12, 14)。取引税率の出所は，История 

(1973, стр. 45)。 

(2.FE.10) エレヴェータ(электрические элеваторы, лифты)：20,962 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。8 タイプのエ

レヴェータの税込単純平均価格から，取引税(税率 6.0％)を控除して算出。価格データの

出所は，Справочник цен (1956b, ч. II, стр. 45-46)。取引税率の出所は История (1973, 

стр. 45)。 

(2.FF.1) 乗用車(легковые автомобили)：14,998ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。12タイプの乗用車の税込単純平

均価格から，取引税(税率 2.0％)を控除して算出。ただしここで，ЗИС モデル(リムジン，
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税込平均価格 84,333 ﾙｰﾌﾞﾙ)3 タイプおよび ЗИМ モデル(タクシー，税込平均価格 31,567

ﾙｰﾌﾞﾙ)3 タイプは，これら 6 タイプの単純平均価格を用い，1 タイプとした。量産車種で

ある Победа および Москвич にくらべ，上記 2 モデルの生産数量が少ないことを考慮し

たためである。価格データの出所は，Справочник цен (1956b, ч. II, стр. 904-905)。取

引税率の出所は，Jasny(1951b, p. 167)。 

(2.FF.2) オートバイ･スクーター(мотоциклы и мотороллеры)：3,522 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。オートバイ･

スクーターおよび自転車･モーター自転車の総小売販売額(24 億 9,600 万ﾙｰﾌﾞﾙ)，オート

バイ･スクーターの販売量(216,000台)，自転車･モーター自転車の販売量((2,801,000台)，

および自転車･モーター自転車小売価格(580 ﾙｰﾌﾞﾙ，(2.FF.3)参照)から，オートバイ･スク

ーターの小売販売単価(4,034 ﾙｰﾌﾞﾙ)を計算し，さらに卸売マージン･小売マージンを除い

て出荷価格を得るために 0.9 を掛け，また取引税(税率 3.0％)を控除して算出。販売額デ

ータの出所は，ЦСУ СМ СССР (1956b, стр. 69)，販売量データの出所は，ЦСУ СМ СССР 

(1956b, стр. 57)。取引税率の出所は，История (1973, стр. 46)。同価格と仮定。 

(2.FF.3) 自転車･モーター自転車(велосипеды и мотовелосипеды)：522 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。小売価格

(580 ﾙｰﾌﾞﾙ)に，卸売マージン･小売マージンを控除して出荷価格を得るため 0.9 を掛けて

算出。小売価格データの出所は，Nutter (1962, p. 536)。なお 1949 年の価格改定で， 

(2.FF.2.1) オートバイ(мотоциклы)：3,522 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。(2.FF.2)のオートバイ・スクーターと 

自転車･モーター自転車に対する取引税は廃止されたようだ(История (1975, стр. 811))。 

(2.FF.3.1) 自転車(велосипеды)：522 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。(2.FF.3)の自転車･モーター自転車と同価格

と仮定。 

(2.FF.4) 電球(электрические лампы)：0.40 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。1954年 9月現在のモスクワにおける

小売価格(1.25 ルーブル/unit)に，卸売マージン･小売マージンを除いて出荷価格を得るた

めに 0.9 を掛け，さらに取引税(税率 64.1％)を控除して算出。ただし，1955 年価格は 1954

年と同一と仮定。価格データの出所は，”Les Fluctuations,” (1955, p. 379)。取引税率の

出所は，История (1975, стр. 811)。 

(2.FF.5) 蓄音機(патефоны, граммофоны)：282 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。1954年 9月現在のモスクワにお

ける小売価格(340 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit)に，卸売マージン･小売マージンを除いて出荷価格を得るた

めに 0.9 を掛け，さらに取引税(税率 7.7％)を控除して算出。ただし，1955 年価格は 1954

年と同一と仮定。価格データの出所は，”Les Fluctuations,” (1955, p. 379)。取引税率の

出所は，История (1973, стр. 45)。 

(2.FF.6) ラジオ(радиоприемники)：270ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。1952年における真空管3本式ラジオの小

売価格(300 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit)に，卸売マージン･小売マージンを除いて出荷価格を得るために

0.9 を掛けて算出。ただし，1955 年の価格は 1952 年と同一と仮定。価格データの出所は，

Wainstein (1954, p. 48)。なおラジオに対する取引税は，1949 年価格改定時に廃止され

たようだ(История (1975, стр. 811))。 

(2.FF.11) カメラ(фотографические аппараты)：551 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。1954 年 9 月現在のモスクワ

における小売価格(720 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit)に，卸売マージン･小売マージンを除いて出荷価格を得

るために 0.9 を掛け，さらに取引税(税率 15.0％)を控除して算出。ただし，1955 年価格

は 1954 年と同一と仮定。価格データの出所は，”Les Fluctuations,” (1955, p. 379)。取

引税率の出所は，История (1973, стр. 47)。 
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(2.FF.12) 時計(чисы всех видов)：46.6 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。総販売額(33億 1,300万ﾙｰﾌﾞﾙ)を総販売量

(1,919 万 3,000 unit)で割って小売価格(173 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit)を算出し，さらに卸売マージン･

小売マージンを除いて出荷価格を得るために 0.9 を掛け，さらに取引税(税率 70.0％)を控

除して算出。販売額データの出所は，ЦСУ СМ СССР (1956b, стр. 69)，販売量データの

出所は，ЦСУ СМ СССР (1956b, стр. 57)。取引税率の出所は，Jasny (1951b, p. 165)。 

(2.FF.13) 家庭用ミシン(швейные машины бытовые)：598 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。総販売額(10 億 9,400

万ﾙｰﾌﾞﾙ)を総販売量(164 万 7,000 unit)で割って小売価格(664 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit)を算出し，さら

に卸売マージン･小売マージンを除いて出荷価格を得るために 0.9 を掛けて算出。販売額

データの出所は，ЦСУ СМ СССР (1956b, стр. 69)，販売量データの出所は，ЦСУ СМ 

СССР (1956b, стр. 57)。なお 1949 年の価格改定時に，家庭用ミシンに対する取引税は

廃止されたようだ(История (1975, стр. 812))。 

 

2.G．木材加工･製紙工業部門 

(2.G.1) 産業用木材(вывозка деловой древесины)：78.0 ﾙｰﾌﾞﾙ/m3。Structural timber と同

一価格であると仮定した。出所は，Turgeon & Bergson (1957 , p. 52)。1949 年の価格改

定に伴って，産業用木材に対する取引税は廃止された(История (1975, стр. 811))。 

(2.G.2) 薪材(дрова)：.34.8 ﾙｰﾌﾞﾙ/m3。税込価格から，取引税(税率 0.5％)を控除して算出。価

格データの出所は，Turgeon & Bergson (1957 , p. 52)。取引税率の出所は，История (1973, 

стр. 138)。 

(2.G.3) 材木(пиломатериалы)：154 ﾙｰﾌﾞﾙ/m3。税込価格から，取引税(税率 0.5％)を控除して

算出。価格データの出所は，Turgeon & Bergson (1957 , p. 52)。取引税率の出所は，

История (1973, стр. 138)。 

(2.G.5) 合板(фанера)：900 ﾙｰﾌﾞﾙ/m3。出所は，Turgeon & Bergson (1957, p. 52)。1955 年

現在，合板に取引税は賦課されていなかったようだ(История (1975, стр. 811))。 

(2.G.7) マッチ(спички)：27.0 ﾙｰﾌﾞﾙ/crate。税込価格から，取引税(税率 64.0％)を控除して算出。

価格データの出所は，Nutter (1962, p. 556)。取引税率の出所は，История (1975, стр. 

811))。 

(2.G.8) 紙(бумага)：1,981 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。印刷用 24 タイプの税込単純平均価格(1,990 ﾙｰﾌﾞﾙ)，平

凹版印刷用 6 タイプの税込単純平均価格(2,423 ﾙｰﾌﾞﾙ)，石版印刷用 10 タイプの税込単純

平均価格(3,490 ﾙｰﾌﾞﾙ)，便箋用 26 タイプの税込単純平均価格(2,809 ﾙｰﾌﾞﾙ)，ケーブル用

4 タイプの税込単純平均価格(2,450 ﾙｰﾌﾞﾙ)，コンデンサ用 16 タイプの税込単純平均価格

(20,014 ﾙｰﾌﾞﾙ)，包装用 64 タイプの税込単純平均価格(1,778 ﾙｰﾌﾞﾙ)，波形紙 6 タイプ税

込の単純平均価格(1,883 ﾙｰﾌﾞﾙ)，袋用 6 タイプの税込単純平均価格(1,391 ﾙｰﾌﾞﾙ)の，1955

年生産量ウェイトによる平均価格から，取引税(税率 2.0％)を控除して算出。価格データ

の出所は，Справочник цен (1956a, ч. I, стр. 859-861)，生産量データの出所は，ЦСУ 

СМ СССР (1957, стр. 269)。取引税率の出所は，История (1973, стр. 138)。 

(2.G.9) 厚紙(картон)：1,786 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。16 タイプの厚紙のそれぞれの税込平均価格の中の中

央値をもつ 2 タイプの平均価格から，取引税(税率 1.0％)を控除して算出。極端な価格を

もつタイプが含まれていると思われるので，中央値をとった。価格データの出所は，

Справочник цен (1956a, ч. I, стр. 862)。取引税率の出所は，История (1973, стр. 138)。 
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2.H．建設資材工業部門 

(2.H.1) セメント(цемент)：114 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。ポートランド･セメント 4 タイプの単純平均価格

(123 ﾙｰﾌﾞﾙ)，ポートランド･スラグの価格(102 ﾙｰﾌﾞﾙ)，ポツォランの価格(117 ﾙｰﾌﾞﾙ)の，

1955 年生産量ウェイトによる平均価格。価格データの出所は，Turgeon & Bergson (1957 , 

p. 72)。生産量データの出所は，ЦСУ СМ СССР (1957, стр. 278)。1955 年現在，セメン

トに取引税は賦課されていなかったようだ(История (1975, стр. 811))。 

(2.H.3) 建設用石灰(строительный известь)：103 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。110 の地域における中間等級の

税込単純平均価格から，取引税(税率 0.5％)を控除して算出。価格データの出所は，

Справочник цен (1956a, ч. I, стр. 5-8)。取引税率の出所は，История (1973, стр. 138)。 

(2.H.4) 建設用石膏(строительный гипс)：102 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。57 の地域における中間等級の税込

単純平均価格から，取引税(税率 0.5％と仮定)を控除して算出。価格データの出所は，

Справочник цен (1956a, ч. I, стр. 4-5)。1955 年における建設用石膏の取引税率は明ら

かでないが，建設用石灰，建設用レンガ等の建設材料と同じであると仮定した。 

(2.H.5) 建設用レンガ(строительный кирпич)：234 ﾙｰﾌﾞﾙ/thous.。全国 143 地域における 100

番レンガの税込平均価格(242 ﾙｰﾌﾞﾙ)と，同じく全国 143 地域における 75 番レンガの税込

平均価格(229 ﾙｰﾌﾞﾙ)の単純平均値から，取引税(税率 0.5％)を控除して算出。価格データ

の出所は，Справочник цен (1956a, ч. I, стр. 9-12)。取引税率の出所は，История (1973, 

стр. 138)。 

(2.H.6) 屋根下張り用素材(мяфкая кровля)：0.86 ﾙｰﾌﾞﾙ/m2。屋根用フェルト 4 タイプの税込

単純平均価格(0.761 ﾙｰﾌﾞﾙ)，被覆付き屋根用フェルト 4 タイプの税込単純平均価格(1.515

ﾙｰﾌﾞﾙ)，被覆付きアスファルト･ルーフィング10タイプの税込単純平均価格(1.349ﾙｰﾌﾞﾙ)，

ペルガミン 4 タイプの税込単純平均価格(0.732 ﾙｰﾌﾞﾙ)の，1955 年生産量ウェイトによる

平均価格から，取引税(税率 0.5％と仮定)を控除して算出。価格は，いずれも第 1 価格帯。

価格データの出所は，Справочник цен (1956a, ч. I, стр. 83-84)。生産量データの出所は，

ЦСУ СМ СССР (1957, стр. 310)。屋根下張り用素材の取引税率については不明だが，こ

こでは建設用レンガ等の建設材料と同じであると仮定した。 

(2.H.7) マグネシウム金属粉(металлургический порошок)：121 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。3 タイプのマグネ

シウム金属粉の税込単純平均価格から，取引税(税率 0.5％と仮定)を控除して算出。価格

データの出所は，Справочник цен (1956a, ч. I, стр. 31)。マグネシウム金属粉の取引税

率は，建設用レンガ等の建設材料と同じであると仮定した。 

(2.H.8) ルーフィング･アイアン(кровельное железо)：1,324 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。税込価格から，取引税

(税率 1.0％)を控除して算出。価格データの出所は，Turgeon & Bergson (1957 , p. 29)。

取引税率の出所は，История (1973, стр. 138)。 

(2.H.9) ルーフィング･タイル(черепица)：670 ﾙｰﾌﾞﾙ/thous.。打抜き式溝型タイル，帯状溝型タ

イル，帯状平型タイルの，ロシア連邦 79 地域における税込価格の単純平均値から，取引

税(税率0.5％)を控除して算出。価格データの出所は，Справочник цен (1956c, ч. III, стр. 

387-388)。取引税率の出所は，История (1973, стр. 138)。 

(2.H.10) スレート(шифер, шифер кровельный)：353 ﾙｰﾌﾞﾙ/thous.。非着色平型 5 タイプの税

込単純平均価格から，取引税(税率 0.5％)を控除して算出。価格データの出所は，
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Справочник цен (1956a, ч. I, стр. 48)。取引税率の出所は，История (1973, стр. 138)。 

(2.H.11) レール(рельсы)：563 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。税込価格から，取引税(税率 0.5％)を控除して算出。

価格データの出所は，Turgeon & Bergson (1957, p. 29)。取引税率の出所は，История 

(1973, стр. 138)。 

 

2.I．軽工業部門 

(2.I.2) 綿織物(хлопчатобумажные ткани)：2.11 ﾙｰﾌﾞﾙ/m。1956 年第 1 四半期の小売価格

(8.32 ﾙｰﾌﾞﾙ)に，卸売マージン･小売マージンを除くために 0.9 を掛け，さらに取引税(小

売価格に対する税率 64.6％)を控除して算出。ただし，1955 年価格は 1956 年第 1 四半期

と同じであると仮定した。取引税率については，上記税率以外に，極北地方および金工

業向け 20％，工業用 3％，人絹入り綿織物 40％，布団用 38％，木綿糸 20％という例外

があったが，ここでは無視した。64.6％という税率は，1954 年においても維持されてい

たと思われる。すなわち，1954 年 10 月の日用品工業省の説明用文書から計算される取

引税率は，小売価格に対して 64.7％であった(История (1975, стр. 654))。小売価格デー

タの出所は，История (1973, стр. 60)。取引税率の出所は，История (1973, стр. 529)。 

(2.I.4) 亜麻織物(льняные ткани)：6.83 ﾙｰﾌﾞﾙ/m。1956年第 1四半期の小売価格(12.24 ﾙｰﾌﾞﾙ)

に，卸売マージン･小売マージンを除いた出荷価格を得るために 0.9 を掛け，さらに取引

税(税率 38.0％)を控除して算出。ただし，1955 年価格は 1956 年第 1 四半期と同じであ

ると仮定した。また税率には，綿織物と同様にさまざまな例外があるが，最も一般的製

品に対する税率と思われる税率を掲げた。価格データの出所は，История (1973, стр. 60)。

取引税率の出所は，История (1973, стр. 559)。 

(2.I.6) 毛織物(шерстяные ткани)：35.9 ﾙｰﾌﾞﾙ/m。1956 年第 1 四半期の小売価格(116.10 ﾙｰﾌﾞ

ﾙ)に，卸売マージン･小売マージンを除いた出荷価格を得るために 0.9 を掛け，さらに取

引税(税率 65.7％)を控除して算出。ただし，1955 年価格は 1956 年第 1 四半期と同じで

あると仮定した。価格データの出所は，История (1973, стр. 60)。取引税率の出所は，

История (1975, стр. 649)。 

(2.I.7) 絹･レーヨン織物(ткани шелковые и из искусственного шелка)：11.4 ﾙｰﾌﾞﾙ/m。1956

年第 1 四半期の小売価格(31.54 ﾙｰﾌﾞﾙ)に，卸売マージン･小売マージンを除いた出荷価格

を得るために 0.9 を掛け，さらに取引税(税率 60.0％)を控除して算出。ただし，1955 年

価格は1956年第1四半期と同じであると仮定した。価格データの出所は，История (1973, 

стр. 60)。取引税率の出所は，История (1975, стр. 611)。 

(2.I.8) ニット(メリヤス)製品(трикотажные изделия)：7.90 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。小売価格(23.6 ﾙｰﾌﾞﾙ)に，

卸売マージン･小売マージンを除くために 0.9 を掛け，さらに取引税(税率 62.8％)を控除

して算出。小売価格は，総販売額(91 億 6,900 万ﾙｰﾌﾞﾙ)を総販売量(総生産量の 90％と仮

定)で割って算出した。販売額データの出所は，ЦСУ СМ СССР (1956b, стр. 68)。取引

税率の出所は，История (1975, стр. 651)。 

(2.I.9) 靴下類(чулочно-носочные изделия)：3.90 ﾙｰﾌﾞﾙ/pair。小売価格(6.81 ルーブル)に，卸

売マージン･小売マージンを除いた出荷価格を得るために 0.9 を掛け，さらに取引税(税率

36.3％)を控除して算出。小売価格は，総販売額(47 億 3,100 万ﾙｰﾌﾞﾙ)を総販売量(総生産

量の 90％と仮定)で割って算出した。取引税率は，靴下の種類によってさまざまに設定さ
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れているが，下記出所にある 7 種類の税率の単純平均とした。販売額データの出所は，

ЦСУ СМ СССР (1956b, стр. 68)。取引税率の出所は，История (1973, стр. 547)。 

(2.I.11) 堅い革製品(жесткая кожа)：19,528 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。1927/28年における｢堅い革製品｣価格

(1.I.11)に，｢革靴｣の 1955 年価格(2.I.13)と 1927/28 年価格(1.I.13)の比(41.77/6.26)を掛けて

算出。 

(2.I.12) 柔らかい革製品(мягкая кожа)：737 ﾙｰﾌﾞﾙ/m2。1927/28 年における｢柔らかい革製品｣

価格(1.I.12)に，｢革靴｣の 1955 年価格(2.I.13)と 1927/28 年価格(1.I.13)の比(41.77/6.26)を掛

けて算出。 

(2.I.13) 革靴(обувь кожаная)：41.8 ﾙｰﾌﾞﾙ/pair。小売価格(61.8 ルーブル)に，卸売マージン･

小売マージンを除いた出荷価格を得るために 0.9 を掛け，さらに取引税(税率 25.0％)を控

除して算出。小売価格は，総販売額(152 億 6,500 万ﾙｰﾌﾞﾙ)を総販売量(総生産量の 90％と

仮定)で割って算出した。また取引税率は，ソ連邦軽工業省の説明用文書の中の｢企業卸売

価格による価額｣と｢取引税額｣より計算した。販売額データの出所は，ЦСУ СМ СССР 

(1956b, стр. 68)。取引税率の出所は，История (1975, стр. 613-614)。 

(2.I.14) フェルト靴(валяная обувь)：51.5 ﾙｰﾌﾞﾙ/pair。小売価格(88.1 ルーブル)に，卸売マージ

ン･小売マージンを除いた出荷価格を得るために 0.9 を掛け，さらに取引税(税率 35.0％)

を控除して算出。小売価格は，総販売額(19 億 4,200 万ﾙｰﾌﾞﾙ)を総販売量(総生産量の 90％

と仮定)で割って算出した。上記取引税率は，協同組合生産のフェルト靴に対する税率で

あるが，国営企業生産のフェルト靴についても同様であると仮定した。また靴の種類に

よって税率はさまざまだが，ここでは｢男性用･女性用標準型フェルト靴｣に対する税率を

掲げた。販売額データの出所は，ЦСУ СМ СССР (1956b, стр. 68)。取引税率の出所は，

История (1973, стр. 551)。 

(2.I.15) ゴム靴(резиновая обувь)：5.27 ﾙｰﾌﾞﾙ/pair。小売価格(41.8 ルーブル)に，卸売マージ

ン･小売マージンを除いた出荷価格を得るために 0.9 を掛け，さらに取引税(税率 86.0％)

を控除して算出。小売価格は，総販売額(49 億 4,200 万ﾙｰﾌﾞﾙ)を総販売量(総生産量の 90％

と仮定)で割って算出した。販売額データの出所は，ЦСУ СМ СССР (1956b, стр. 68)。

取引税率の出所は，Yugow (1942, p. 131)。ここでは，取引税率は卸売価格に対するもの

と想定した。 

 

2.J．食品工業部門 

(2.J.1) 粗糖(сахар-песок)：564 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。1954 年 9 月現在のモスクワにおける小売価格

(9.40 ﾙｰﾌﾞﾙ/kg)に，卸売マージン･小売マージンを除いて出荷価格を得るために 0.9 を掛

け，さらに取引税(小売価格に対する税率 84.0％)を控除して算出。1954 年と 1955 年に

おける｢砂糖｣の小売価格指数は同一である。価格データの出所は，”Les Fluctuations,” 

(1955, p. 377)。価格指数データの出所は，ЦСУ СМ СССР (1956c, стр. 83)。取引税率の

出所は，История (1975, стр. 811)。 

(2.J.2) 精製砂糖(сахар-рафинад)：642ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。1954年9月現在のモスクワにおける小売

価格(10.7 ﾙｰﾌﾞﾙ/kg)に，卸売マージン･小売マージンを除くために 0.9 を掛け，さらに取

引税(小売価格に対する税率 84.0％)を控除して算出。1954 年と 1955 年における｢砂糖｣

の小売価格指数は同一である。精製砂糖に対する取引税率は，ソ連時代の多くの年と同
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じく，粗糖に対する税率と同じと仮定した。価格データの出所は，”Les Fluctuations,” 

(1955, p. 377)。価格指数データの出所は，ЦСУ СМ СССР (1956c, стр. 83)。取引税率の

出所は，История (1975, стр. 811。 

(2.J.3) 肉(мясо)：4,022 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。小売価格(16,197 ﾙｰﾌﾞﾙ)に，卸売マージン･小売マージン

を除くために 0.9 を掛け(なお，肉についての小売マージンは 6.5％という)，さらに取引

税(小売価格に対する税率 65.2％)を控除して算出。小売価格は，1954 年 4 月のモスクワ

における牛肉の小売価格(15.0 ﾙｰﾌﾞﾙ/kg)，羊肉の小売価格(13.5 ﾙｰﾌﾞﾙ/kg)，豚肉の小売価

格(20.1 ﾙｰﾌﾞﾙ/kg)，鶏肉の小売価格(15.4 ﾙｰﾌﾞﾙ/kg)を，1955 年生産量ウェイトで平均し

て算出。1954 年と 1955 年における肉の小売価格指数は同一である。取引税率は，牛肉

(69.0％)，羊肉(64.5％)，豚肉(64.5％)，鶏肉(31.5％)のそれぞれの税率の，1955 年生産量

ウェイトによる平均。価格データの出所は，”Les Fluctuations,” (1955, , p. 377)。生産量

データの出所は，ЦСУ СМ СССР (1957, p. 378)。小売マージン比率の出所は，Мотов и 

Шульц (1956, стр. 112)。価格指数データの出所は，ЦСУ СМ СССР (1956c, стр. 83)。

取引税率の出所は，Jasny (1951b, p. 164)。 

(2.J.5) 漁獲量・海獣・鯨捕獲量 (улов рыбы, добыча морского зверя, китов и море- 

продуктов)：1,985 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。小売価格(12,600 ﾙｰﾌﾞﾙ)に，卸売マージン･小売マージン，

損傷，腐敗等を考慮してに 0.6 を掛けた数値から，さらに取引税(小売価格に対する税率

44.3％)を控除して算出。取引税率は，ニシンを除く魚に対する平均税率(46％)と，カス

ピ海産ニシンに対する平均税率(42.5％)の単純平均。価格データの出所は，Nutter (1962, 

p. 555)。取引税率の出所は，Jasny (1951b, p. 164)。  

(2.J.6) バター(масло животное)：17,220 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。1954 年 4 月のモスクワにおける小売価

格(28.7 ﾙｰﾌﾞﾙ/kg)に，卸売マージン･小売マージンを除くために 0.9 を掛け，さらに取引

税(小売価格に対する税率 30.0％)を控除して算出。1954 年と 1955 年における｢肉｣の小

売価格指数は同一である。価格データの出所は，”Les Fluctuations,” (1955, , p. 377)。価

格指数データの出所は，ЦСУ СМ СССР (1956c, стр. 83)。取引税率の出所は，История 

(1973, стр. 584)。 

(2.J.7) 牛乳換算乳製品(молоко и молочные продукты)：797 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。小売価格(2,655 ﾙｰ

ﾌﾞﾙ)に，卸売マージン･小売マージンを除くために 0.9 を掛け，さらに取引税(小売価格に

対する税率 60.0％)を控除して算出。小売価格は，総販売額(62 億 5,900 万ﾙｰﾌﾞﾙ)を総販

売量(総生産量の 90％と仮定)で割って算出。販売額データの出所は，ЦСУ СМ СССР 

(1956b, стр. 66)。取引税率の出所は，История (1973, стр. 575-576)。取引税率は，出所

に明記されてはいないが，小売価格に対するものと想定。 

(2.J.8) チーズ・羊乳チーズ(сыр)：8,846 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。小売価格(14,744 ﾙｰﾌﾞﾙ)に，卸売マージン･

小売マージンを除くために 0.9 を掛け，さらに取引税(小売価格に対する税率 60.0％)を控

除して算出。小売価格は，総販売額(17 億 2,500 万ﾙｰﾌﾞﾙ)を総販売量(総生産量の 90％と

仮定)で割って算出。異なった税率が適用される羊乳チーズ，クリームチーズ，脱脂チー

ズの生産は少量と考えて無視した。販売額データの出所は，ЦСУ СМ СССР (1956b, стр. 

66)。取引税率の出所は，История (1973, стр. 575-576)。取引税率は，出所に明記されて

はいないが，小売価格に対するものと想定した。 

(2.J.9) 植物油(масло растительное)：6,071ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。1954年9月現在のモスクワにおける
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小売価格(19.4 ﾙｰﾌﾞﾙ/kg)に，1955 年の 1954 年に対する価格指数の比(132/143)を掛け，

さらに卸売マージン･小売マージンを除くために 0.9 を掛けた値から，さらに取引税(｢小

売マージンを除いた小売価格｣に対する税率 60.0％)を控除して算出。｢小売マージンを除

いた小売価格｣は，小売価格の 93.5％とした。価格データの出所は，”Les Fluctuations,” 

(1955, , p. 377)。価格指数データの出所は，ЦСУ СМ СССР (1956c, стр. 83)。取引税率

の出所は，История (1975, стр. 618)。小売マージン率(6.5％)については，(2.J.3)肉の項

参照。 

(2.J.10) マーガリン・混合脂肪(маргарин)：3,699 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。小売価格(13,700 ﾙｰﾌﾞﾙ)に，卸売

マージン･小売マージンを除くために 0.9 を掛け，さらに取引税(小売価格に対する税率

63.0％)を控除して算出。価格データの出所は，Nutter (1962, p. 554)。取引税率の出所

は，Jasny (1951b, p. 164)。 

(2.J.11) 缶詰(консервы)：1.79 ﾙｰﾌﾞﾙ/can。小売価格(2.51 ﾙｰﾌﾞﾙ)に，卸売マージン･小売マー

ジンを除いた出荷価格を得るために 0.9 を掛け，さらに取引税(税率 18.6％)を控除して算

出。小売価格は，総販売額(64 億 500 万ﾙｰﾌﾞﾙ)を総販売個数(総生産個数の 90％と仮定)

で割って算出した。ただし，総販売額の中に，ミルク缶およびジュース缶は含まれてい

ないと考えられるので，生産データからもそれらの缶を除いた。また取引税率は，蒸し

肉缶(鹿肉を除く)20％，その他の肉缶･肉野菜缶･スパゲティ缶･鳥肉缶 1％，豚肉入り豆

缶 17％，野菜･デザート缶 17％，コンデンス･ミルク缶 50％，魚缶 10％の 6 種類の対す

る税率の 1955 年生産個数ウェイトによる平均。販売額データの出所は，ЦСУ СМ СССР 

(1956b, стр. 66)。生産個数データの出所は，ЦСУ СМ СССР (1957, p. 399)。取引税率

の出所は，История (1973, стр. 555)。税率は，出所に明記されてはいないが，卸売価格

に対するものと想定した。 

(2.J.12) 菓子類(кондитерские издедия)：13,762 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。小売価格(16,883 ﾙｰﾌﾞﾙ)に，卸売

マージン･小売マージンを除くために 0.9 を掛け，さらに取引税(｢小売マージンを除く小

売価格｣に対して 9.1％)を控除して算出。ただし小売価格は，総販売額(211 億 700 万ﾙｰﾌﾞ

ﾙ)を総販売量(総生産量の 90％と仮定)で割って算出した。取引税率は，キャンディ 3％，

その他砂糖菓子 17％，プリャーニク･ビスケット･クッキー17％，ケーキ 15％，ウェハー

スその他小麦粉菓子 15％，クラッカーその他非課税の 1955 年生産量ウェイトによる平

均。ただし，課税の場合の製品分類と生産の製品分類が一致しないので，税率はやや不

正確となった。また｢小売マージンを除いた小売価格｣は，小売価格の 93.5％とした。販

売額データの出所は，ЦСУ СМ СССР (1956b, стр. 67)。生産量データの出所は，ЦСУ СМ 

СССР (1957, p. 402)。取引税率の出所は，История (1975, стр. 617)。 

(2.J.13) マカロニ･パスタ類(макаронные изделия)：1,936 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。小売価格(4399 ﾙｰﾌﾞﾙ)に，

卸売マージン･小売マージンを除くために 0.9 を掛け，さらに取引税(税率 51.1％)を控除

して算出。小売価格は，総販売額(37 億 9,300 万ﾙｰﾌﾞﾙ)を総販売量(総生産量の 90％と仮

定)で割って算出した。販売額データの出所は，ЦСУ СМ СССР (1956b, стр. 67)。取引

税率の出所は，История (1973, стр. 502)。 

(2.J.14) 穀粉(мука)：224 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。小売価格(372 ﾙｰﾌﾞﾙ)に，卸売マージン･小売マージンを

除いた出荷価格を得るために 0.9 を掛け，さらに取引税(税率 33.2％)を控除して算出。小

売価格は，総販売額(107 億 2,600 万ﾙｰﾌﾞﾙ)を総販売量(総生産量の 90％と仮定)で割って
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小売価格を算出した。取引税率は，後述する出所に記載された各種穀粉に対する 20 種類

の税率の単純平均。販売額データの出所は，ЦСУ СМ СССР (1956b, стр. 67)。取引税率

の出所は，История (1973, стр. 52)。 

(2.J.15) スターチ･シロップ(крахмал и патока)：1,102ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。｢イースト｣の小売価格(4,800

ﾙｰﾌﾞﾙ)に，1927/28 年における｢スターチ･シロップ｣価格の｢イースト｣価格に対する比

(0.4)を掛けて算出した値を，｢スターチ･シロップ｣の小売価格とする。卸売マージン･小

売マージンを除くためそれに 0.9 を掛け，さらに取引税(｢小売マージンを除く小売価格｣

に対する税率 34.8％)を控除して算出。取引税率は，スターチに対する税率 25％とシロッ

プに対する税率 40％の，1955 年生産量をウェイトとした平均税率。また｢小売マージン

を除いた小売価格｣は，小売価格の 93.5％とした。イースト小売価格の出所は，Горелик 

(1956, стр. 228)。｢スターチ･シロップ｣と｢イースト｣の価格比の出所は，Nutter (1962, p. 

555)。取引税率の出所は，История (1975, стр. 617)。 

(2.J.17) 原アルコール(спирт-сырец)：110 ﾙｰﾌﾞﾙ/hectoliter。ただしこの金額は，原アルコール

の，ナターによる付加価値。ナターは，小売価格から付加価値を算出することによって

同時に取引税を控除している。ただしこの場合の取引税は，概数である(Nutter (1962, pp. 

122-123)。原アルコールに対する取引税額が得られないため，やむを得ずナターの数値

で代用した。数値の出所は，Nutter (1962, p. 551)。 

(2.J.18) ウォッカ・ウォッカ類(водка)：266 ﾙｰﾌﾞﾙ/hectoliter。1954 年 9 月のモスクワにおける小

売価格(45.4 ﾙｰﾌﾞﾙ/ﾘｯﾄﾙ)に，卸売マージン･小売マージンを除くために 0.9 を掛け，さら

に取引税(｢小売マージンを除く小売価格｣に対する税率 90.0％)を控除して算出。1954 年

と 1955 年の小売価格を同一と仮定し，また｢小売マージンを除いた小売価格｣は，小売価

格の 93.5％とした。価格データの出所は，”Les Fluctuations,” (1955, p. 377)。取引税率

の出所は，История (1975, стр. 617)。 

(2.J.19) ビール(пиво)：126 ﾙｰﾌﾞﾙ/hectoliter。1954年9月のモスクワにおける小売価格(4.30 ﾙ

ｰﾌﾞﾙ/ﾘｯﾄﾙ)に，卸売マージン･小売マージンを除くために 0.9 を掛け，さらに取引税(｢小売

マージンを除く小売価格｣に対する税率 65.0％)を控除して算出。1954 年と 1955 年を同

一価格と仮定し，また｢小売マージンを除いた小売価格｣は，小売価格の 93.5％とした。

価格データの出所は，”Les Fluctuations,” (1955, p. 377)。取引税率の出所は，История 

(1975, стр. 617)。 

(2.J.21) 塩(соль)：5.25 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。小売価格(153 ﾙｰﾌﾞﾙ)に，卸売マージン･小売マージンを除

くため 0.9 を掛け，さらに取引税(小売価格に対する税率 86.6％)を控除して算出。小売価

格は，総販売額(7 億 8,300 万ﾙｰﾌﾞﾙ)を総販売量(総生産量の 90％と仮定)で割って算出し

た。取引税率は，後述の出所に記載されている 8 種類の税率の単純平均。販売額データ

の出所は，ЦСУ СМ СССР (1956b, стр. 67)。取引税率の出所は，История (1975, стр. 

585)。 

(2.J.22) 巻きタバコ(папиросы)：5.44 ﾙｰﾌﾞﾙ/thous.。小売価格(64 ルーブル)に，卸売マージン･

小売マージンを除くため 0.9 を掛け，さらに取引税(小売価格に対する 81.5％)を控除して

算出。価格データの出所は，Nutter (1962, p. 556)。取引税率の出所は，Jasny (1951b, p. 

165)。”Les Fluctuations,” (1955, p. 377)によると，1954 年 9 月のモスクワにおいて，25

本入りタバコの価格が 3.50 ﾙｰﾌﾞﾙであったという。これにタバコの販売量(生産量の 90％
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と仮定)を掛けると，販売額は 247.9 億ﾙｰﾌﾞﾙとなり，マホルカを含めた 1955 年の総販売

額が 120.0 億ﾙｰﾌﾞﾙであるという公式統計 ЦСУ СМ СССР (1956b, стр. 68)の 2 倍を超え

ることになる。Wainstein (1954, p. 57)によれば，1949 年 3 月-1950 年 2 月におけるタ

バコの価格は，｢カズベク｣4.32 ﾙｰﾌﾞﾙ，｢カフカス｣9.00 ﾙｰﾌﾞﾙ，｢メトロ｣1.80 ﾙｰﾌﾞﾙであ

ったという。当時のロシアにおいては，販売(生産)されるタバコの多くが，低価格銘柄で

あったということであろう。 

(2.J.23) マホルカ(махорка)：48.9 ﾙｰﾌﾞﾙ/crate。小売価格(244 ルーブル)に，卸売マージン･小

売マージンを除くため 0.9 を掛け，さらに取引税(小売価格に対する税率 70％)を控除して

算出。価格データの出所は，Nutter (1962, p. 556)。取引税率の出所は，Jasny (1951b, p. 

165)。 

(2.J.24) 石鹸(мыло)：1,264 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。小売価格(3,724 ルーブル)に，卸売マージン･小売マー

ジンを除いた出荷価格を得るため0.9を掛け，さらに取引税(税率62.3％)を控除して算出。

小売価格は，総販売額(洗濯石鹸および化粧用石鹸の合計，36 億 1,000 万ﾙｰﾌﾞﾙ)を総販売

量(総生産量の 90％と仮定)で割って算出した。取引税率は，出荷価格に対してであろう

と思われる(История (1973, стр. 522)参照)。販売額データの出所は，ЦСУ СМ СССР 

(1956b, стр. 68)。取引税率の出所は，Yugow (1942, p. 131)。 

 

3-3-4．1997 年価格 

1997 年価格については，価格データの出所はすべて Госкомстат России (1998, стр. 

138-142)である。この資料には，1996 年 12 月，1997 年 3 月，1997 年 6 月，1997 年 9 月，

1997 年 12 月のロシアにおける各種工業製品の平均生産者価格が記されている。本書では，

まず，1996 年 12 月と 1997 年 3 月，1997 年 3 月と同年 6 月，1997 年 6 月と同年 9 月，

1997 年 9 月と同年 12 月を用いて 4 つの平均価格を算出し，さらにこれらの 4 つの平均価

格を平均して 1997 年の平均価格とした。以下では，これ以外の方法によって価格を算出し

た場合に限り説明を付した。本節の価格の単位は，1,000 ルーブル(1998 年のデノミネーシ

ョン以前のルーブル価値)である。したがって，たとえば価格が｢R248/1,000kwh｣とあれば，

1,000kwh あたり 1997 年までの価格表示で 248,000 ルーブルの意味である。 

ロシア連邦国家統計委員会が発表している『統計方法規程』によれば，生産者価格指数

の計算に利用される工業製品生産者価格は，｢付加価値税，消費税，その他の税を除く｣ 

(Госкомстат России, 1996, стр. 457)となっている。つまり，間接税が含まれていないとい

う点は，これまでの 1927/28 年価格および 1955 年価格と同様である。 

 

3.A．電力工業部門 

(3.A.1) 電力(электорэнергия)：0.248 ﾙｰﾌﾞﾙ/kwh。 

 

3.B．燃料工業部門 

(3.B.1) 原油(нефть)：369 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。 

(3.B.2) 天然ガス(естественный газ)：0.041 ﾙｰﾌﾞﾙ/m3。 

(3.B.3) 石炭(каменный уголь)：122 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。 
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3.C．製鉄工業部門 

(3.C.1) 銑鉄(чугун)：1,252 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。 

(3.C.3.1) 圧延鋼材完成品(прокат готовый)：2,596 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。鋼板(2,153 ﾙｰﾌﾞﾙ)，形鋼(2,602

ﾙｰﾌﾞﾙ)，冷延形鋼(3,170 ﾙｰﾌﾞﾙ)，ベルト(5,167 ﾙｰﾌﾞﾙ)の，1997 年生産量ウェイトによる

平均価格。ただし，工業生産統計における低合金圧延鋼材，熱処理補強圧延鋼材，曲線

成型加工鋼の三種類を形鋼とした。生産量データの出所は，РСЕ (версия 1998, стр. 408)。 

(3.C.4) 鋼管(трубы стальные)：3,628 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。 

(3.C.5) 鉄鉱石(железная руда)：101 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。 

(3.C.7) コークス(кокс)：558 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。 

 

3.D．非鉄金属工業部門 

ただし，各非鉄金属製品の生産量は，ソ連については 1930 年代以降 1991 年まで，また

ロシアについては 1955 年以降現在にいたるまで，公表されていない。 

(3.D.1) 銅(медь)：11,735 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。 

(3.D.2) 鉛(свинец)：4,629 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。 

(3.D.3) 亜鉛(цинк)：7,799 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。 

 

3.E．化学工業部門 

(3.E.1+2+3) 鉱物肥料(минеральные удобрения)：174 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。(3.E.1)窒素肥料価格，(3.E.2)

リン肥料価格，(3.E.3)カリ肥料価格の，1997 年生産量ウェイトによる平均価格。 

(3.E.1) 窒素肥料(азотные удобрения)：178 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。表示価格は，1927／28 年価格，1955

年価格と同様，基準単位トンあたりの価格。Госкомстат России (1998, стр. 138)から得

られるのは，100％栄養物質換算トンあたり価格であると考えられるので，基準単位トン

表示の生産量と 100％栄養物質換算トン表示の生産量の双方が判明しているもっとも現

在に近い年である1981年ソ連データ(Нархоз СССС в 1922-1982 гг. стр. 186)をもとに，

両者の比によって基準単位トンあたりの価格に換算した。 

(3.E.2) リン肥料(リン肥粉を含む)(фосфатные удобрения, включая фосфоритную муку)：

206 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。表示価格は，基準単位トンあたりの価格。算出の際には，(3.E.1)の窒素肥

料と同じく 1981 年のソ連生産量データ(Нархоз СССС в 1922-1982 гг. стр. 186)を参考

にした。 

(3.E.3) カリ肥料(калийные удобрения)：154 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。表示価格は，基準単位トンあたりの

価格。算出の際には，(3.E.1)の窒素肥料と同じく 1981 年のソ連生産量データ(Нархоз 

СССС в 1922-1982 гг. стр. 186)を参考にした。 

(3.E.5) ソーダ灰(кальцинированная сода)：694 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。 

(3.E.7) 自動車用タイヤ(шины автомобильные)：512 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。トラック用タイヤの価格

(901 ﾙｰﾌﾞﾙ)，乗用車用タイヤの価格(219 ﾙｰﾌﾞﾙ)，農業車両用タイヤの価格(1,177 ﾙｰﾌﾞﾙ)

の，1997 年生産量ウェイトによる平均価格｡生産量データの出所は，РСЕ (версия 1998, 

стр. 410)。 

(3.E.7.1) トラック用タイヤ(шины для грузовых автомобилей)：901 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。 

(3.E.7.2) 乗用車用タイヤ(шины для легковых автомобилей)：219 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。 
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(3.E.7.3) 農業車両用タイヤ(шины для сельскохозяйственных машин)：1,177 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。 

(3.E.11) 人造繊維･糸(волокна и нити искусственные)：16,511 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。 

(3.E.12) 合成繊維･糸(волокна и нити синтетические)：25,951 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。 

(3.E.13) 合成樹脂・プラスチック(синтетические смолы и пластические массы)：2,974 ﾙｰﾌﾞﾙ

/ton。ポリエチレン(4,277 ﾙｰﾌﾞﾙ)と尿素樹脂(1,671 ﾙｰﾌﾞﾙ)の単純平均価格。 

(3.E.14) 合成洗剤(средства моющие синтетические)：5,805 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。 

 

3.F．機械工業部門 

(3.FA.2.1) スティーム･ガス･タービン(паровые и газовые турбины)：1,579,544 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。 

(3.FA.3) ディーゼル･ディーゼル発電機(дизели и дизель-генераторы)：179,646 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。

(3.FA.3.11)のディーゼルと同じと仮定。 

(3.FA.5) 交流モーター  (электромоторы переменного тока с высотой оси вращения 

63-355 мм)：1,708 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。 

(3.FB.1) 鉱山用荷積み機(машины шахтные погрузочные)：282,068 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。 

(3.FB.6) 大規模電動機(электромашины крупные)：87,675 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。 

(3.FB.7) 金属工作機械(станки металлорежущие)：93,294 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。 

(3.FB.9) 紡績機(прядильные машины)：222,301 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。 

(3.FB.11) 織機(ткацкие станки)：63,815 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。 

(3.FB.13) 靴下製作機(автоматы чулочно-носочные)：23,453 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。 

(3.FC.1) 幹線用電気機関車(электровозы)：6,129,167 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。 

(3.FC.2) 幹線用ディーゼル機関車(тепловозы)：7,133,875 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。 

(3.FC.4) 幹線用貨車(вагоны товарные)：193,755 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。 

(3.FC.5) 幹線用客車(вагоны пассажирские)：1,854,265 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。 

(3.FC.6+7) 路面電車・地下鉄車両(трамвайные вагоны и метро-вагоны)：1,616,774 ﾙｰﾌﾞﾙ

/unit。(3.FC.6)の路面電車車両価格と，(3.FC.7)の地下鉄車両価格の，1997 年生産量ウェイ

トによる平均価格。生産量データの出所は，Госкомстат России (2000, стр. 186)。 

(3.FC.6) 路面電車車両(трамвайные вагоны)：772,113 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。 

(3.FC.7) 地下鉄車両(метро-вагоны)：2,160,882 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。 

(3.FC.8) トロリーバス(троллейбусы)：437,500 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。 

(3.FC.9) トラック(грузовые автомобили)：63,760 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。 

(3.FC.10) バス(автобусы)：58,449 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。 

(3.FC.11) トラック用トレーラー(прицепы и полуприцепы к грузовым автомобилям)：39,930 ﾙ

ｰﾌﾞﾙ/unit。 

(3.FC.12) トラクター用トレーラー(тракторные прицепы)：12,335 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。 

(3.FD.1) トラクター(тракторы)：171,260 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。 

(3.FD.2) トラクター用プラウ(плуги тракторные)：4,074 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。 

(3.FD.9) トラクター用播種機(сеялки тракторные)：20,006 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。 

(3.FD.13) 穀物収穫用コンバイン(комбайны зерновые)：211,077 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。 

(3.FD.28) 農業用汎用積み下ろし機 (погрузчики универсальные сельскохозяйственного 

назначения)：15,260 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。 
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(3.FD.29) 搾乳装置(установки доильные)：13,249 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。 

(3.FE.1) エクスカヴェータ(экскаваторы)：224,970 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。  

(3.FE.5) ブルドーザ(бульдозеры)：270,833 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。 

(3.FE.7) 橋形電気クレーン(мостовые краны электрические)：275,009 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。 

(3.FE.9) 自動車クレーン(краны на автомобильном ходу)：278,929 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。 

(3.FF.1) 乗用車(легковые автомобили)：30,729 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。 

(3.FF.2) オートバイ･スクーター(мотоциклы и мотороллеры)：4,732 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。(3.FF.2.1)オー

トバイと同価格と仮定。 

(3.FF.2.1) オートバイ(мотоциклы)：4,732 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。 

(3.FF.3) 自転車･モーター自転車(велосипеды и мотовелосипеды)：453 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。(3.FF.3.1)

自転車と同価格と仮定。 

(3.FF.3.1) 自転車(велосипеды)：453 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。 

(3.FF.4) 電球(электрические лампы)：0.98 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。 

(3.FF.7) 家庭用洗濯機(стиральные машины бытовые)：512 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。 

(3.FF.8) 家庭用冷蔵庫(холодильники и морозильники бытовые)：1,452 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。 

(3.FF.9) 電気アイロン(электроутюки)：45.8 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。 

(3.FF.10) テレビ(телевизоры)：618 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。 

 

3.G．木材加工･製紙工業部門 

(3.G.1) 産業用木材(вывозка деловой древесины)：131 ﾙｰﾌﾞﾙ/m3。材木加工用針葉樹丸太

(147 ﾙｰﾌﾞﾙ)と材木加工用白樺丸太(115 ﾙｰﾌﾞﾙ)の単純平均価格。 

(3.G.3) 材木(пиломатериалы)：341 ﾙｰﾌﾞﾙ/m3。裁断材木(389 ﾙｰﾌﾞﾙ)と未裁断材木(293 ﾙｰﾌﾞ

ﾙ)の単純平均価格。 

(3.G.4) ファイバーボード(плиты древесноволокнистые)：4.23 ﾙｰﾌﾞﾙ/m2。 

(3.G.5) 合板(фанера)：2,004 ﾙｰﾌﾞﾙ/m3。 

(3.G.6) 合成樹脂パーティクルボード(плиты древесностружечные)：744 ﾙｰﾌﾞﾙ/m3。 

(3.G.8) 紙(бумага)：2,934 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。 

(3.G.9) 厚紙(картон)：2,982 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。 

(3.G.10) テーブル(столы)：337 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。 

(3.G.11) 椅子・肘掛け椅子(стулья и кресла)：118 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。 

 

3.H．建設資材工業部門 

(3.H.1) セメント(цемент)：236 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。 

(3.H.2) 組立式鉄筋コンクリート構造･部品(конструкции и изделия сборные железобетон- 

ные)：873 ﾙｰﾌﾞﾙ/m3。 

(3.H.3) 建設用石灰(строительный известь)：228 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。 

(3.H.4) 建設用石膏(строительный гипс)：358 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。 

(3.H.5) 建設用レンガ(строительный кирпич)：610 ﾙｰﾌﾞﾙ/thous.。 

(3.H.6) 屋根下張り用素材(мяфкая кровля)：3.09 ﾙｰﾌﾞﾙ/m2。 

(3.H.12) リノリウム(линолеум)：23.8 ﾙｰﾌﾞﾙ/m3。 
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3.I．軽工業部門 

(3.I.1) 木綿糸(хлопчатобумажная пряжа)：16,467 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。 

(3.I.2) 綿織物(хлопчатобумажные ткани)：3.93 ﾙｰﾌﾞﾙ/m。 

(3.I.3) 亜麻糸(льняная пряжа)：11,514 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。 

(3.I.4) 亜麻織物(льняные ткани)：15.4 ﾙｰﾌﾞﾙ/m。 

(3.I.5) 毛糸(шерстяная пряжа)：28,119 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。 

(3.I.6) 毛織物(шерстяные ткани)：37.5 ﾙｰﾌﾞﾙ/m。 

(3.I.8) ニット（メリヤス）製品(трикотажные изделия)：17.4 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。ニット製品(インナ

ー)(7.23 ﾙｰﾌﾞﾙ)とニット製品(アウター)(42.2 ﾙｰﾌﾞﾙ)の，生産量ウェイトによる平均価格。

ただし生産量は，インナーとアウターの生産内訳がわかる最後の年である 1985 年のロシ

アにおけるデータ。生産量データの出所は，ロシア版ナルホーズ（Нархоз РСФСР в 1985 

г. стр. 89, 91)。 

(3.I.8.1) ニット製品(インナー)(трикотаж бельевой)：7.23 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。 

(3.I.8.2) ニット製品(アウター)(трикотаж верхний)：42.2 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。 

(3.I.9) 靴下類(чулочно-носочные изделия)：4.83 ﾙｰﾌﾞﾙ/pair。 

(3.I.10) コート･半コート･レインコート(пальто, полупальто и плащи)：363 ﾙｰﾌﾞﾙ/unit。レインコ

ート価格(242 ﾙｰﾌﾞﾙ)の 50%増しと仮定。 

(3.I.11) 堅い革製品(жесткая кожа)：1,154 ﾙｰﾌﾞﾙ/1000 dm2。 

(3.I.12) 柔らかい革製品(мягкая кожа)：729 ﾙｰﾌﾞﾙ/1000 dm2。クロム･レザー(726 ﾙｰﾌﾞﾙ)とロ

シア･レザー(730 ﾙｰﾌﾞﾙ)の 1997 年生産量ウェイトによる平均価格。生産量データの出所

は，РСЕ (версия 1998, стр. 420)。 

(3.I.12.1) ロシア･レザー(юфтевые кожтовары)：730 ﾙｰﾌﾞﾙ/1000 dm2。 

(3.I.12.2) クロム･レザー(хромовые кожтовары)：726 ﾙｰﾌﾞﾙ/1000 dm2。 

(3.I.13) 革靴(обувь кожаная)：125 ﾙｰﾌﾞﾙ/pair。 

 

3.J．食品工業部門 

(3.J.1) 粗糖(сахар-песок)：2,649 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。 

(3.J.3) 肉(мясо)：11,745 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。(3.J.3.1)の牛肉価格(10,867 ﾙｰﾌﾞﾙ)，(3.J.3.2)の豚肉価格

(13,770 ﾙｰﾌﾞﾙ)，(3.J.3.3)の鳥肉価格(11,380 ﾙｰﾌﾞﾙ)の，1997 年生産量ウェイトによる平

均価格。生産量データの出所は，РСЕ (версия 1998, стр. 423)。 

(3.J.3.1) 牛肉(говядина)：10,867 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。 

(3.J.3.2) 豚肉(свинина)：13,770 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。 

(3.J.3.3) 鳥肉(мясо птицы)：11,380 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。 

(3.J.4) ソーセージ･ハム(колбасно-ветчинные изделия)：18,024 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。ハムの価格をソ

ーセージと同額と仮定。 

(3.J.5) 漁獲量・海獣・鯨捕獲量 (улов рыбы, добыча морского зверя, китов и море- 

продуктов)：4,233 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。鮮魚(9,908 ﾙｰﾌﾞﾙ)，冷却魚(5,668 ﾙｰﾌﾞﾙ)，冷凍魚(3,785 ﾙ

ｰﾌﾞﾙ)，塩漬けニシン(8,445 ﾙｰﾌﾞﾙ)の，1997 年生産量ウェイトによる平均価格。生産量

データの出所は，Госкомстат России (2000, стр. 313)。ただし，鮮魚と冷却魚は，一括
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した生産量しか得られないので，計算にあたっては両者の平均価格を用いた。 

(3.J.6) バター(масло животное)：20,308 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。 

(3.J.7) 牛乳換算乳製品(молоко и молочные продукты)：2,252 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。 

(3.J.8) チーズ・羊乳チーズ(сыр)：16,872 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。皺胃固形チーズ(18,534 ﾙｰﾌﾞﾙ)とプロセ

ス･チーズ(13,621 ﾙｰﾌﾞﾙ)の，1997 年生産量ウェイトによる平均価格。生産量データの出

所は，Госкомстат России (2000, стр. 310)。 

(3.J.9) 植物油(масло растительное)：3,696 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。ヒマワリ油の価格。 

(3.J.11) 缶詰(консервы)：3.78 ﾙｰﾌﾞﾙ/can。(3.J.11.1)の魚缶詰(4.24 ﾙｰﾌﾞﾙ)と(3.J.11.2)の野菜缶

詰(2.70 ﾙｰﾌﾞﾙ)の 1997 年生産量ウェイトによる平均価格。生産量データの出所は，РСЕ 

(версия 1998, стр. 423)。 

(3.J.11.1) 魚缶詰(рыбные консервы)：4.24 ﾙｰﾌﾞﾙ/can。 

(3.J.11.2) 野菜缶詰(овощные консервы)：2.70 ﾙｰﾌﾞﾙ/can。 

(3.J.12) 菓子類(кондитерские изделия)：11,929 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。チョコレートつきキャンディ

(16,368 ﾙｰﾌﾞﾙ)とペチェーニエ(ビスケット･クッキー類)(7,406 ﾙｰﾌﾞﾙ)の 1997 年生産量

ウェイトによる平均価格。生産量データの出所は，Госкомстат России (2000, стр. 280)。 

(3.J.13) マカロニ･パスタ類(макаронные изделия)：4,179 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。 

(3.J.14) 穀粉(мука)：1,969 ﾙｰﾌﾞﾙ/ton。小麦粉の価格。 

(3.J.16) ソフト･ドリンク(безалкогольные напитки)：207 ﾙｰﾌﾞﾙ/hectoliter。 

(3.J.17) 原アルコール(спирт-сырец)：434 ﾙｰﾌﾞﾙ/hectoliter。 

(3.J.18) ウォッカ・ウォッカ類(водка)：524 ﾙｰﾌﾞﾙ/hectoliter。 

(3.J.19) ビール(пиво)：282 ﾙｰﾌﾞﾙ/hectoliter。 

(3.J.20) ワイン(вино виноградное)：686 ﾙｰﾌﾞﾙ/hectoliter。 

(3.J.22) 巻きタバコ(папиросы)：25.7 ﾙｰﾌﾞﾙ/thous.。 

 

3-3-5．小括 

前述のとおり，以上の 1927/28 年，1955 年，1997 年の三つの価格体系は，筆者がソ連

およびロシアの工業生産指数を計算する際にウェイトとして用いられたものである。しか

しこれらの価格シリーズは，そのような使い方のほかに，ソ連，ロシアにおける工業製品

価格に関するさまざまな特性の推移を知るためにも，重要な資料となろう。たとえば，工

業製品の長期的な物価上昇のトレンドや時期による変化，あるいはまた，中間生産物，投

資財，消費財のそれぞれの製品グループの相対価格の長期的な変化の傾向を知ることは興

味深いことであろう。そのためにも，たとえば直接に価格を知ることができない場合の価

格推計方法，あるいは 1928 年および 1955 年における間接税率などについて，さらにいっ

そうの調査と吟味が必要である。 

本章 3-2 節で述べたように，五カ年計画が始まった頃から 1935 年頃まで，一般的な物価

と賃金の上昇があったにもかかわらず，卸売価格（1926/27 年不変価格）は一定に据え置か

れ，したがって多くの工業製品の原価を下回るようになった。そのため多くの工業生産物

について補助金が必要となった。このような状況を是正するために，1936 年春に価格改定

が行なわれた。1966-67 年に行なわれた価格改定もまた，平均的生産原価プラス利潤という

ソ連経済における価格形成の原則からの逸脱の是正を目指して行なわれた。さらに同様の
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改定が 1982 年にあった。われわれがこれらの価格改革におけるプレイスクラントを入手す

ることができれば，よりよい工業生産指数を計算する手がかりとなるだろう。 
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第 4 章 付加価値 

 

4-1．はじめに 

本章では，第 2 章で表 2-9 として示した工業各部門の付加価値生産シェアの導出方法を

明らかにしよう。以下の本章第 2 節においては，まずソ連統計における「純生産」概念を

説明し，それが西側の統計における純付加価値に対応することを説明した上で，本章にお

ける推計方法を説明する。続く第 3 節において，それぞれの推計ベンチマーク年における

シェアを推計する。なお本章では，資料のアヴェイラビリティの都合で，これまでのベン

チマーク年のうち 1928 年に代えて 1926/27 年，1932 年に代えて 1933 年のシェアを算出

することとする。また，同様に資料の欠如のために，1937 年および 1945 年についてはシ

ェアを計算することができなかった。本章で推計された工業各部門の付加価値生産シェア

は，われわれの生産指数推計の第二段階で，すでに第一段階で算出された各部門の生産指

数を平均して工業全体の生産指数を算出する際のウェイトとして用いられる。 

 

4-2．推計方法 

4-2-1．純生産 

第 2 章 2-3-2 では，ソ連の経済統計における生産の代表概念としての「総生産（валовая 

продукция）」概念を説明した。ここでは，もう一つの生産についての概念である「純生産

（чистая продукция）」を説明しよう133。たとえば，工業「総生産」とは，第 2 章 2-3-2．

で説明したように，通常は「工場法」に従って工業部門に属するすべての企業の（自己消

費した生産分を除く）生産額を合計したものである。また同様に，社会的「総生産」とは，

物的生産部門に属するすべての企業・生産組織の生産額の合計を意味する。したがってこ

の概念には，一つの中間生産物が企業を越えるごとに何回も数えられるという意味で，数

多くの二重計算が含まれていることになる。これに対して，ある生産部門における「純生

産」とは，当該生産部門の総生産額から生産に要した物的生産経費を控除したものと定義

される。ここでいう物的生産経費とは，その部門が生産に利用したすべての原料，燃料，

その他あらゆる種類のエネルギーおよび減価償却である134。したがって純生産は，基本的

に国民経済計算体系（SNA）にいう純付加価値と同一と考えてよかろう。ソ連の統計でい

う「総」と「純」の区別は，物的生産経費を含むか含まないかという区別であり，SNA に

おける「総」と「純」の区別，すなわち減価償却を含むか含まないかという区別とは異な

る点に注意しよう。 

さらにソ連統計には，国民所得という概念がある。これは，社会的総生産から生産過程

で消費された生産手段を控除した残余，つまりは物的生産部門で新たに創出された価値額

を意味する。すなわち国民所得とは，社会的総生産からすべての二重計算および減価償却

                                                   
133 以下の記述には，Социально-экономическая （1981, гл. XXVIII）などのソ連の統計辞典を参考に

した。 
134 ソ連初期において，純生産に減価償却を含めるかどうかについては議論があったようだが，1925/26

年から正式に減価償却は純生産から除かれることになった（Львова, 1955, стр. 227）。また第 2 章 2-3-2

を参照。 
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を控除したものであり，したがってそれは，前述の純生産をすべての物的生産部門につい

て合計したものということになる。実現された生産額は，一般に間接税込みの価値額であ

るから，純生産概念にも間接税が含まれる135。つまりそういってよければ，国民所得とは，

市場価格で評価された物的生産部門における付加価値の純生産額の総計である。このよう

な国民所得は，次の段階において二つのタイプの所得のいずれかとして分配されることに

なる。すなわち，物的生産部門の労働者の所得（あるいは賃金）および企業の純所得（利

潤，間接税等）である。国民所得は，それを生産局面で捉えられたときには生産国民所得，

また分配局面で捉えられたときには利用国民所得と呼ばれた。 

なお，生産的活動分野として国民所得計測の対象となる物的生産部門の範囲については，

よく知られているようにソ連内外で大きな論争があった。実際ソ連では，鉱工業，農業，

林業，建設業などは当然のこととして物的生産部門に含まれたが，たとえば一般行政，国

防，教育などはもとより，運輸･通信の中でも直接生産に役立たないとされた分野たとえば

旅客運輸や個人用の郵便などは，「不生産的分野」として社会的総生産あるいは国民所得の

範囲から除外されていた。このような不生産的分野の労働者の生活は，国民所得統計上，

上述の利用国民所得の一部をさらに「再分配」することによって賄われるとされたのであ

る。したがって，ソ連における「再分配」は，西側の概念による再分配よりもはるかに大

きなものであった（Nove, 1955, pp. 247-250）。しかし，さしあたってわれわれの関心は工

業分野であり，ソ連でいう「工業」に含まれる製造業，鉱業，林業，漁業，それに関連す

る修理サーヴィスはすべて物的生産部門に含まれるから，この「生産的」と「不生産的」

分野の区分の問題については無視してもかまわないだろう136。以下では，工業各部門にお

ける純生産あるいは工業部門国民所得に注意を集中し，各部門の付加価値額の生産シェア

推定を試みることとする。 

 

4-2-2．純生産の推計 

ソ連統計において，工業全体の純生産額は工業部門の生産国民所得として部分的に公表

されてきたが，工業部門別の純生産額を得るのは容易ではない。多くの場合，何らかの推

計作業が必要となる。ところで，これまでの記述から明らかなように，純生産の大きさは

二つの方法によって確定される。一つは，総生産額から物的生産支出を控除する方法であ

り，もう一つは労働者の所得と企業の所得を合計する方法である。事実，第一の方法は国

民所得決定のための生産法，第二の方法は分配法と呼ばれた137。われわれの推計も，この

二つの方法を適宜使い分けることとしよう。すなわち，ソ連初期については生産法を，そ

                                                   
135 「総生産」概念を厳密に測定する場合には，間接税は除かれた。すなわち，工場法の適用の際には，

価格として「企業卸売価格」（間接税を含まない価格）が使われたからである。 
136 ただし，工業部門の純生産の中に，不生産的分野のサーヴィスの生み出した価値が含まれていること

は大いにありそうである。というのは，上述したとおり工業部門の純生産はその総生産から物的支出およ

び減価償却を控除したものであるから，工業部門が購入したかもしれない不生産的分野のサーヴィスはそ

のまま総生産に，あるいは純生産に，残っている可能性があるからである。そしてこのことが，ソ連にお

ける純生産と西側における付加価値の比較に問題をもたらすこともあるだろう。ただし本書は，ソ連経済

内部の問題を対象としており，またそのような不生産的分野のサーヴィスも相対的に小さいと考えられる

ため，今後この問題は考慮の外に置くことにする。 
137 これらの方法は，古くはそれぞれ実質法（реальный метод），個人法（личный метод）とも呼ばれ

ていたようだ。Словарь-справочник（1944, стр. 40-41）参照。内容は，まったく同じである。 
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れ以降の時期については分配法を利用するのである。実際のところ 1920 年代には，個別工

業生産物あるいは部門ごとの純生産を生産法によって計算した結果が公表されていた。わ

れわれも，そうした統計を編集することによって，部門別の純生産額を計算していくこと

にする。しかし 1930 年代に入る頃から，純生産統計は公表されなくなった。そのため本書

では，1930 年代以降については，上述の分配法による純生産の推計を試みるのである。実

際のところデータのアヴェイラビリティを考慮して，本書では章の冒頭に述べたように

1913，1926/27，1933，1940，1950 年，また 1950 年以降は 1955，1960 というようにし

て 1985 年までの各年について，工業部門別付加価値を推定することとし，本章ではこれら

の年をベンチマーク年と呼ぶこととする。これらのベンチマーク年は，部門別生産指数を

求める時とは若干異なっており，後者の場合の 1928 年，1932 年ではなく，1926/27 年，

1933 年が基準年である。 

さて上で述べたように，ソ連の概念における純生産は西側の純付加価値と同様の概念で

あるが，計画経済が成立してからのソ連経済における純生産は，市場経済における純付加

価値とは実質的にかなり異なる内容となった。その端緒となったのは，取引税の導入であ

った。この税は，それまでの財政年度の区切り（ある年の 10 月から翌年の 9 月まで）を暦

年と一致させることとした 1930 年から 1931 年にかけて，1930 年の最後の四半期（「特別

四半期」と呼ばれた）に，それまでの消費税などの間接税の代わりに導入された。アレク･

ノーヴ（1971, 135 ページ）によれば，取引税は次の三種の税の混合物であったとみなすこ

とができる。その第一は，名前こそ違え，それまでウォッカ，塩，マッチ，砂糖などに課

せられていたと同様の消費税である。その第二は，生産物の品目構成が多様であるような

工業消費財（たとえば繊維製品）に課せられるもので，この場合には，需要と供給に関連

づけて決められる小売価格と，平均原価プラス一定の利潤マージンという原則に基づく卸

売価格の差額としてあらわれる。その第三は，国家による（ある場合には生産原価を割り

込む）低価格の農産物調達価格の結果生ずるものである。たとえば 1936 年には，小麦の国

家強制調達価格がトン当たり 15 ルーブルであったのに対して，同じ小麦が国営製粉工場に

はトン当たり 107 ルーブルで売られたという。この場合の差額，すなわちトン当たり 92 ル

ーブルという取引税は，非常に安価な小麦の供出を余儀なくされた農民が，実質的に負担

していたといえるだろう。しかし慣例によって，すべての取引税は工業部門の生産国民所

得に加えられていた。したがって国民所得統計上，工業部門の純生産は他部門（とりわけ

農業部門）に対して不当に大きかったといえるのである。 

取引税は，1950 年までソ連国家予算の 50％以上を占める最大の歳入項目であった。その

後，漸次的な農産物調達価格引き上げによって歳入に占める取引税のウェイトは次第に小

さくなっていったが，1980 年でも依然として 30％を超えていた（Нархоз в 1980 г. 

стр.523）。このように取引税が巨額に上っていたために，付加価値を構成する要素のウェイ

トも，西側諸国とはかなり異なっていた。たとえばナター（Nutter, 1962, p. 625）は，1955

年の米国の製造業における雇用者所得（労働報酬）が付加価値に占めるウェイトが 56％で

あるのに対して，彼自身が推計した同年のソ連工業部門の雇用者所得が純生産に占めるウ

ェイトは 30％に過ぎないと指摘している。ただし工業部門国民所得から取引税を除けば，

そのウェイトは米国とほぼ同様の 58％になるという。「したがって，米国において測定され

た付加価値は，取引税を除外したソ連の純生産とほぼ同等であるように思われる」（Nutter, 
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1962, p. 625）。表 4-1 および表 4-2 は，1966 年についてソ連の産業連関表をトレムルらが

再構成した表から，工業部門に関する付加価値象限だけを抜き出したものである。この表

によると，取引税を含めた工業部門生産国民所得に占める賃金の大きさは 35.0％であるの

に対して，取引税を除外すると 56.2％となっていた。 

 

 

表 4-1 1966 年産業連関表付加価値象限（1000 ルーブル） 

 
取引税 賃金 

社会保険 

支払 
利潤 その他所得 

工業部門生

産国民所得 

電力 1,458.0 836.4 51.9 907.0 266.6 3,519.9 

燃料 3,283.0 3,258.2 290.0 -560.0 741.9 7,013.1 

製鉄･非鉄 155.0 3,039.1 240.1 2,428.0 -147.6 5,714.6 

化学 448.6 1,382.2 116.1 2,010.0 1,052.6 5,009.5 

機械 1,998.0 14,249.7 1,041.2 8,710.0 1,843.4 27,842.3 

木材･製紙 332.6 3,553.0 167.0 633.0 412.5 5,009.5 

建設資材 234.0 2,391.1 145.9 939.0 959.8 4,669.8 

軽工業 10,869.4 3,860.4 262.5 3,822.0 96.4 18,910.6 

食品 20,420.0 3,095.8 210.5 4,289.0 -4,171.0 23,844.3 

その他 382.3 1,029.1 74.1 1,910.0 -100.0 3,295.5 

全工業 39,580.9 

（37.7%） 

36,695.0 

（35.0%） 

2,599.3 

（2.5%） 

25,088.0 

（23.9%） 

954.6 

（0.9%） 

104,917.6 

（100%） 

注および出所：「工業部門生産国民所得」，すなわち工業部門純付加価値は，「取引税」，「賃金」，「社会保険

支払」，「利潤」，「その他所得」という 5 つの項目の合計．Treml（1977, pp. 52-53）による．  

 

 

表 4-2 工業各部門の利潤率および付加価値シェア：1966 年，（％） 

 

利潤率 
取引税 

シェア 

賃金および
社会保険 

シェア 

利潤その他
シェア 

付加価値 

シェア 

付加価値 

シェア（取引
税を除く） 

電力 3.8 3.7 2.3 4.5 3.4 3.2 

燃料 -2.9 8.3 9.0 0.7 6.7 5.7 

製鉄･非鉄 11.3 0.4 8.3 8.8 5.4 8.5 

化学 19.5 1.1 3.8 11.8 4.8 7.0 

機械 22.8 5.0 38.9 40.5 26.5 39.6 

木材･製紙 7.6 0.8 9.5 4.0 4.9 7.3 

建設資材 8.8 0.6 6.5 7.3 4.5 6.8 

軽工業 57.9 27.5 10.5 15.0 18.0 12.3 

食品 32.7 51.6 8.4 0.5 22.7 5.2 

その他 31.5 1.0 2.8 7.0 3.1 4.5 

全工業 15.9 100 100 100 100 100 

注および出所：利潤率は，表 1 利潤÷固定資本。固定資本額は，表には明示されていない．固定資本額の

出所は，Treml（1977, pp. 52-53）．取引税シェアから付加価値シェアまで，表 1 の数字より計算．「利潤

その他」は，「利潤」，「その他所得」の合計． 

 

 

また，二つの表に示されているように，取引税の多くは消費財に対して課せられており，

生産部門でいえば食品工業および軽工業部門に集中していた。これら二つの部門は，農業

生産物を原材料とする部門であり，ノーヴが指摘したとおり，農業部門に帰せられるべき
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付加価値がこの部門の純生産の一部として記録されていたといえるだろう。また二つの表

に示されている機械工業部門の取引税も，やはり自動車，時計などの耐久消費財に課せら

れたものである。ただし取引税の対象は，消費財に限られるものではなく，電力，石油，

天然ガスなどについても課せられていたほか，多くの生産財･投資財にも，ごく低い税率（0.5

‐2％程度）で広く賦課されていた138。 

ソ連統計における純生産と西側統計における付加価値との実質的な相違は，以上の取引

税の有無にかかわるものだけではない。利潤あるいは資本所得の機能も，社会主義計画経

済と市場経済のあいだではまったく異なっていた。一般に市場経済における各部門の利潤

は，その部門の生産物に対する市場の評価を示す指標である。利潤が大きければ，その部

門の生産物が社会にとって有用であることを意味し，そのような生産物の生産者に対する

社会的評価すなわち金銭的報酬も大きい。したがって生産企業は，利潤という指標に導か

れて生産に関する意思決定を行なうことになる。しかし社会主義経済では，生産計画の達

成が至上命令であり，また生産を担当する企業の第一の目標であった。ソ連における数々

の経済改革にもかかわらず，結局この特質は維持され続けたといえよう。したがって生産

指標の重要性にくらべれば，利潤を含めた他の指標の意味は二義的であった。そもそも価

格形成が市場価格と乖離していたという意味で合理的でなかったのだから，それだけ利潤

指標のもつ意味も限定的であった。ある場合には，あらかじめ損失が計画されている場合

さえあった。実際，表 4-1 の 1966 年産業連関表から計算される利潤の大きさは，表 4-2 第

1 列に示されているように部門によってまちまちであり，部門間の利潤率の差もきわめて大

きい。軽工業部門では 58％の利潤率であるのに対して，燃料部門は－2.9％と赤字を計上し

ている。各部門の付加価値生産シェアを計算するときに，ソ連統計に示されたこのような

利潤をそのまま用いても，それが当該部門における生産に対する資本の貢献を示す信頼で

きる指標となるようには思われない。 

以上のことから，本推計では，1930 年代以降の工業各部門の付加価値シェア推定のため

に以下のような方法を用いることとする。一般に生産された付加価値は，SNA の言葉を用

いれば以下の 4 つの構成要素に分配される。すなわち雇用者所得（賃金等），固定資本減耗，

純間接税（間接税－補助金），営業余剰（利潤）である。つまり， 

付加価値＝固定資本減耗＋（間接税－補助金）＋雇用者所得＋営業余剰 

と書けるが，このように表示された付加価値を市場価格表示の付加価値という。これに対

して純間接税を左辺に移項した（すなわち純間接税を控除した）付加価値は，要素費用価

格表示による付加価値と呼ばれる。ソ連統計における工業部門生産国民所得は，すでに付

加価値生産額から固定資本減耗を控除した額であるから，そこから純間接税を控除すれば，

賃金と利潤とからなる要素費用価格表示の付加価値が得られる。つまり， 

      工業国民所得－（間接税－補助金）＝賃金等＋利潤     (1) 

本推計では，1933 年以降のベンチマーク年については上式を基本として求めることとする。

つまり(1)式の右辺，すなわち工業各部門の賃金等と利潤とから付加価値生産を推定するこ

ととする。前述した，付加価値推計に分配法を利用するというのは，そのような意味であ

る。なお(1)式で「賃金等」としたのは，賃金＋社会保険支払を意味する（表 4-1，4-2 参照）。 

                                                   
138 1955 年において工業製品に賦課された取引税率の詳細については，表 2-7 を参照のこと。 
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まず推定の第一段階として，各ベンチマーク年における工業部門の生産国民所得から取

引税を控除する。すなわち，もしもソ連経済についてもそのような言い方が可能であると

すれば，市場価格表示の工業部門国民所得を，取引税を考慮することによって要素費用表

示の国民所得に変換するのである。ただし，「要素費用表示に変換」するならば，取引税以

外の間接税，あるいは負の間接税である補助金についても考慮しなければならないだろう。

実際，取引税導入後においても，いくつかの間接税が存在していた。たとえば 1932 年の歳

入項目には，取引税（176 億 9330 万ルーブル）のほかに，私的経営部門への営業税（2 億

4520 万ルーブル），関税（2 億 8180 万ルーブル）などの間接税が見られる（ЦУНХУ, 1935a, 

стр. 644）。しかしこれらは，取引税に比べれば小額であり，また 1930 年代後半以降につい

ては詳細なデータが得られないという理由から，考慮の外におくこととした。また上述の

ように，企業補助金についても考慮しなければならないが，これもデータの欠如のために

本書では多くを無視することとした。実際にわれわれが考慮したのは，ベンチマーク年に

おいて利潤でなく損失を計上した部門への補助金のみである。すなわちある部門が赤字で

あるとすれば，それは国家からの補助金によってカヴァーされたに違いないからである。

ただしナルホーズから判明するその金額は赤字の一部であり，またこのほかにも補助金が

あるに違いないが，それらについては考えないこととする139。 

第 2 次世界大戦後のベンチマーク年については，名目価格による工業部門生産国民所得

のデータは容易に入手できる。しかし戦前のベンチマーク年すなわち 1933 年と 1940 年に

ついては難しいので，のちに示すような大胆な方法によって推定することした。他方，取

引税額は各ベンチマーク年について入手可能である。 

次に，各部門の賃金額および社会保険支払額を推定し，その合計を，取引税を控除し（さ

らに補助金を加え）た国民所得からさらに控除する。残余を資本による所得と考え，これ

を各部門の固定資本の大きさに応じて割り振り，それを部門による資本所得とする。そし

て各部門について賃金等と資本所得の合計を計算し，これを各部門が生産した付加価値と

考えてそのシェアを計算するのである。この方式を採用するということは，賃金について

はソ連公式統計を妥当なものとして受け入れる一方で，利潤についてはソ連統計を拒否し，

資本に対する一律の報酬率を想定したうえでそれに基づいて資本所得を計算することを意

味する。資料のアヴェイラビリィも考慮すれば，この方法が生産要素の貢献を示す，簡便

ではあるが適切な方法ではないかと考えられる。 

この方法は，実質的にエイブラム･バーグソンらによって始められた「調整要素費用」概

念（Bergson, 1953a, pp. 42-54; バーグソン, 1965, 47-54 ページ）を用いたソ連 GNP 推計

と同様の方法である。この調整要素費用価格付けについては，ローズフィールドら

（Rosefielde and Pfouts, 1995）による有力な批判がある。彼らによる批判の核心は，次の

とおりである。すなわちバーグソンは，ソ連の国民所得公式統計から取引税を控除し，補

助金を加え，さらに利潤を何らかの形で推定された統一的資本使用料で置き換えるといっ

                                                   
139 1970 年について，米国 CIA が間接税と補助金を推計している（JEC, 1982, p. 160; 栖原, 1997, 38-40

ページ）。それによると，ソ連経済全体で，同年の取引税は 533 億 4600 万ルーブル，その他の間接税が 243

億 8600 万ルーブルで，間接税の合計は，777 億 3200 万ルーブル，一方補助金総額は，225 億 5300 万ル

ーブルであった。また工業部門に限ると，取引税は同じく 533 億 4600 万ルーブル，その他の間接税が 155

億 1500 万ルーブル，間接税の合計は，688 億 6100 万ルーブル，一方補助金総額は，186 億 88 万ルーブ

ルであった。取引税以外の間接税と補助金は，金額についてほぼ見合っている。 
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た調整要素費用概念に基づく推計方法を考案した。つまり彼は，ソ連においても企業がホ

ズラスチョートの原則に従っており，また労働市場が一定程度競争的であるとすれば，調

整要素費用概念の適用はソ連経済における「技術的効率性」概念の適用を可能とすると論

じたのである。しかし，ソ連企業がおかれた条件すなわち恣意的な要素価格やインプット

の固定的供給という制約下では，ソ連企業経営者による最適化行動（費用最小化・利潤最

大化）は期待できず，二財の価格比とそれら二財の限界変換率の一致という新古典派理論

が要請するような理論上の条件は満たされないし，調整要素費用概念の導入も価格比と限

界変換率の乖離を必ずしも縮小させるとはいえない。したがってこの概念に基づく推計と

いえども，信頼するに足る生産実績測定の手段をもたらすものではない。ローズフィール

ドらはこのように批判したのである。しかしながら，この批判に対してバーグソン（Bergson, 

1995）が反論しているように，もともと調整要素費用価格付けは，個別企業における短期

の最適化行動に基づいて導出される条件を満たさない可能性をも包含する，より緩やかな

条件として提起されたものであった。またこれを批判するローズフィールドらが，代替的

なソ連国民所得の測定方法を示しているわけでもない。つまり，ここで用いられる推計方

法は，実行可能であるとともに，現行価格をそのまま受け入れる方法よりもはるかに正し

く生産実績を評価するものであるといえるのではないかと考えられる。 

そこで，以下では上で説明したような方法に基づいて各ベンチマーク年における部門別

付加価値生産のシェアを計算していくこととする。 

 

4-3．ベンチマーク年の部門別シェア 

本節では，1913 年，1927 年，1933 年，1940 年，1950 年，以下五年ごとに 1985 年ま

での各年の工業部門別の付加価値生産シェアを具体的に求める。個別生産量の場合には，

1927 年に代えて 1928 年，1933 年に代えて 1932 年がベンチマーク年であり，また 1937

年と 1945 年もベンチマーク年であった。ここでのベンチマーク年の変更は，すべて推計に

必要なデータのアヴェイラビリティによるものである。 

 

4-3-1．1913 年 

最も古い推計年は，1913 年である。既述のように，初期ソ連すなわち 1920 年代から 30

年代初期の経済統計には，工業部門における純生産に関するデータが公表されていた。た

とえば，1900 年の帝政ロシアにおける第 1 回工業センサス，1908 年の第 2 回工業センサ

ス，および 1912，1913，1915，1920，1925/26 年の工業統計を収めた統計集『ロシア･ソ

連工業動態』（Динамика российской и советской промышленности в связи с 

развитием народного хозяйства за сорок лет （1887-1926 гг.）の第三巻（Базаров и др., 

1930）では，各所で純生産の概念が用いられている。このデータを手がかりに，1913 年に

おける工業各部門の付加価値生産額の推計を試みよう。 

残念なことに，Динамика, часть третья （1930）から，直接 1913 年における工業各

部門の純生産額を得ることはできない。同書から読みとることができるのは，1913 年にお

ける各部門あるいは各生産物の「総生産」額である。一方，1915 年については，部門ごと

あるいは生産物ごとの総生産と純生産に関するデータを得ることができる。そこで，1915

年における純生産と総生産の比率（これを，ここでは付加価値率と呼ぼう）を 1913 年の総
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生産に適用することによって，1913 年の純生産を推計することとする。1915 年は第 1 次

世界大戦中の年であり，この年の数値を平時の 1913 年に適用することには疑問が残るが，

付加価値率が得られる最も近い年であるので同年の数値を使うこととした。ただし，いく

つかの部門や生産物については，1915 年についても純生産の大きさを知ることができない。

その場合には，少し離れた年ではあるけれども，付加価値率を知ることのできる最も近接

した年である 1925/26 年についての付加価値率を利用することとした。 

 

表 4-3 1913 年における付加価値生産の推計（1,000 戦前ルーブル） 

 1915 年 1913 年 

 総生産額 純生産額 付加価値
率（％） 

総生産額 純生産額 純生産 

部門シェ
ア（1） 

（％） 

純生産 

部門シェ
ア（2） 

（％） 

電力 91,513 57,836 63.2 68,384 43,219 1.6 1.7 

燃料 131,325 83,813 63.8 461,083 294,268 11.2 11.5 

製鉄 243,664 123,059 50.5 334,295 168,903 6.4 6.6 

非鉄 24,762 9,446 38.1 109,840 41,901 1.6 1.6 

化学 583,784 215,066 36.8 533,071 196,383 7.5 7.7 

機械 1,330,867 738,365 55.5 646,064 358,436 13.6 14.1 

木材･製紙 198,105 92,100 46.5 260,147 226,758 8.6 8.9 

建設資材 65,154 38,134 58.5 87,407 51,158 1.9 2.0 

軽工業 1,734,276 576,909 33.3 1,597,281 531,337 20.2 20.8 

食品 1,477,024 519,723 35.2 1,812,244 637,678 24.2 25.0 

以上合計 5,880,475 2,454,414 41.7 5,910,058 2,550,041 96.9 100.0 

工業全体    6,098,028 2,631,146 100.0  

注：総生産，純生産の意味は，本文参照．付加価値率は，純生産/総生産．表に示された生産額は，1920

年代末のソ連の版図における生産額であって，帝政ロシア時代の版図によるものではない． 

[1915 年，総生産] 

電力：1912 年における「エネルギーの生産･伝達」部門を構成する二つの生産物，すなわち「電力」（部門

ナンバー82）と「水道」（部門ナンバー83）の総生産額（Базаров и др., 1930, стр. 12. 以下この注に限り，

本書を Динамика と略称）の比を，Динамика（стр. 178）の 1915 年の「エネルギーの生産･伝達」（部

門ナンバー41）の総生産額に適用して算出． 

燃料：Динамика（стр. 190）． 

製鉄：Динамика（стр. 178）の「冶金」（部門ナンバー8）と，Динамика（стр. 190）の「鉄鉱石」（部

門ナンバー9）および「マンガン鉱石」（部門ナンバー10）の合計額． 

非鉄：Динамика（стр. 178-179）の脚注にある総生産額と，Динамика（стр. 190）の「金･プラチナ鉱

石」（部門ナンバー8），「クロム鉱石」（部門ナンバー12）の合計額． 

化学：Динамика（стр. 178）の「化学」（部門ナンバー13）の総生産額から「マッチ」（部門ナンバー18）

の総生産額を除き，Динамика（стр. 190）の「アスベスト鉱石」（部門ナンバー14）を加えて算出．「ア

スベスト鉱石」は，化学部門の生産物と想定した． 

機械：Динамика（стр. 178）の「金属加工･機械製作」（部門ナンバー9）． 

木材･製紙：Динамика（стр. 178）の「木材加工」（部門ナンバー10），化学部門中の「マッチ」，「製紙」

（部門ナンバー38），「タバコ用巻紙」（部門ナンバー39）の合計額．ただし，われわれの推計の部門分類と

の整合性からいえば，この数字にさらに「産業用木材搬出」の生産額が加えられるべきだと思われる． 

建設資材：Динамика（стр. 178）の「セラミクス」（部門ナンバー2），「セメント」（部門ナンバー3），「そ
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の他の生産」（部門ナンバー6）の合計額． 

軽工業：Динамика（стр. 178）の「動物製品」（部門ナンバー29），「綿加工」（部門ナンバー33），「毛加

工」（部門ナンバー34），「絹加工」（部門ナンバー35），「亜麻･大麻加工」（部門ナンバー36），「雑繊維･衣

料」（部門ナンバー37）の合計額． 

食品：Динамика（стр. 178）の「食品」（部門ナンバー20）および Динамика（стр. 190）の「製塩」（部

門ナンバー11）の合計額． 

[1915 年，純生産] 

電力：1912 年における「エネルギーの生産･伝達」部門の二つの生産物，すなわち「電力」（部門ナンバー

82）と「水道」（部門ナンバー83）の総生産額（Динамика, стр. 12）の比を，Динамика（стр. 179）の

1915 年の「エネルギーの生産･伝達」（部門ナンバー41）の純生産額に適用して算出． 

燃料：総生産額に，1925/26 年の「燃料」（部門ナンバー2）の純生産と総生産の比率（付加価値率，Динамика, 

стр. 206-207）を掛けて算出． 

製鉄：Динамика（стр. 178-179）の「冶金」（部門ナンバー8）と，「鉄鉱石」および「マンガン鉱石」の

純生産の合計額．「鉄鉱石」の純生産は，1915 年の総生産額に Динамика（стр. 206-207）から得られる

1925/26 年の付加価値率を掛けて算出（部門ナンバー8）．「マンガン鉱石」についても同様（部門ナンバー

10）． 

非鉄：総生産額に，Динамика（стр. 206-207）から得られる 1925/26 年の付加価値率を掛けて算出（部

門ナンバー25）． 

化学：Динамика（стр. 178-179）の「化学」（部門ナンバー13）の純生産から「マッチ」（部門ナンバー

18）のそれを減じ，さらに「アスベスト鉱石」の純生産を加えて算出．「アスベスト鉱石」の純生産は，1915

年の総生産額に Динамика（стр. 206-207）から得られる 1925/26 年の付加価値率を掛けて算出（部門ナ

ンバー12）． 

機械：Динамика（стр. 178-179）の「金属加工･機械製作」（部門ナンバー9）． 

木材･製紙：Динамика（стр. 178-179）の「木材加工」（部門ナンバー10），化学部門中の「マッチ」，「製

紙」（部門ナンバー38），「タバコ用巻紙」（部門ナンバー39）の合計額． 

建設資材：Динамика（стр. 178-179）の「セラミクス」（部門ナンバー2），「セメント」（部門ナンバー3），

「その他の生産」（部門ナンバー6）の合計額． 

軽工業：Динамика（стр. 178-179）の「動物製品」（部門ナンバー29），「綿加工」（部門ナンバー33），「毛

加工」（部門ナンバー34），「絹加工」（部門ナンバー35），「亜麻･大麻加工」（部門ナンバー36），「雑繊維･

衣料」（部門ナンバー37）の合計額． 

食品：Динамика（стр. 178-179）の「食品」（部門ナンバー20）および「製塩」の純生産の合計額．「製

塩」の純生産は，総生産に Динамика（стр. 206-207）から得られる 1925/26 年の付加価値率を掛けて算

出（部門ナンバー13）． 

[1913 年総生産] 

電力：1912 年における「エネルギーの生産･伝達」部門を構成する二つの生産物，すなわち「電力」（部門

ナンバー82）と「水道」（部門ナンバー83）の総生産額（Динамика, стр. 12）の比を，Динамика（стр. 

177）の 1913 年の「エネルギーの生産･伝達」（部門ナンバー60）の総生産額に適用して算出． 

燃料：Динамика（стр. 176, 部門ナンバー2）． 

製鉄：Динамика（стр. 176）の「製鉄」（部門ナンバー23），「鉄鉱石」（部門ナンバー8），「マンガン鉱石」

（部門ナンバー9），「黄鉄鉱」（部門ナンバー11）の合計額． 
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非鉄：Динамика（стр. 176）の「非鉄」（部門ナンバー24），「金･プラチナ石」（部門ナンバー7），「クロ

ム鉱石」（部門ナンバー10）の合計額． 

化学：Динамика（стр. 176-177）の「化学」（部門ナンバー29）の総生産額から「マッチ」（部門ナンバ

ー33）の総生産額を除き，「アスベスト鉱石」（部門ナンバー12）を加えて算出． 

機械：Динамика（стр. 176）の「金属加工」（部門ナンバー25）． 

木材･製紙：Динамика（стр. 176）の「木材加工」（部門ナンバー26），Динамика（стр. 177）の「マッ

チ」（部門ナンバー33），「製紙」（部門ナンバー56）の合計額．ただし，われわれの生産指数推計における

部門分類との整合性からいえば，この数字にさらに「用材」の生産額が加えられるべきだと思われる． 

建設資材：Динамика（стр. 176）の「セラミクス」（部門ナンバー16），「セメント」（部門ナンバー18），

「その他の生産」の合計額． 

軽工業：Динамика（стр. 177）の「動物製品」（部門ナンバー46），「皮革･毛皮」（部門ナンバー47），「繊

維」（部門ナンバー50），「雑繊維･衣類」（部門ナンバー55）の合計額． 

食品：Динамика（стр. 177）の「食品」（部門ナンバー35）および Динамика（стр. 176）の「製塩」（部

門ナンバー13）の合計額． 

[1913 年，純生産] 

各部門とも，1913 年の総生産に 1915 年の付加価値率を掛けて算出．ただし木材･製紙部門については，

そのようにして計算された純生産額に，「産業用木材搬出」の付加価値額を加えた．後者は，生産数量（2720

万 m3）×価格（4.86 ルーブル）を総生産額とし，それに付加価値率を掛けて算出した．生産数量の出所は，

ナルホーズ（Нархоз в 1965 г. стр. 207），価格は，Всекопромлессоюз（1935, стр. 7）より推計．「薪」

を除く産業用針葉樹材木 13 種類の平均価格（17.38 ルーブル, 1926/27 年価格）に，Nutter（1962, p. 531）

による 1913 年と 1927/28 年の「用材（Lumber）」の価格比を適用した．また付加価値率については，同

じく Nutter（1962, p. 517）に示されている，80%という数字を採用した．この方法による「産業用木材

搬出」の付加価値額は，1 億 581 万 5200 戦前ルーブルであった． 

 

 

このような計算を行なう際のいくつかの留意点を挙げておこう。第一に，Динамика, 

часть третья （1930）における部門分類は，必ずしもわれわれの生産指数推計における生

産指数推計の部門分類と一致しているわけではないので，後者の分類にあわせて生産品目

の移動を図らねばならない。たとえば，Динамика, часть третья （1930）では「マッチ」

は化学工業部門の製品に分類されているが，われわれの推計で「マッチ」は木材･製紙部門

の製品である。したがって「マッチ」に関するデータを化学部門のデータから除いて木材･

製紙部門に加える必要がある。「マッチ」以外にも，多くの生産物についてこのような操作

が必要となる。第二に，いくつかの個別生産物については，適切な数字データの欠如があ

ったために，妥当と思われる方法で生産額の推計を行なった。なお，非鉄金属部門につい

ては，ほとんどの資料において重要品目である「金」の生産データが十分に含まれていな

いように思われる。これについては，データ不足のために追加的な推計を行なわなかった

から，非鉄金属部門の付加価値については過小評価の可能性がある。第三に，上で触れた

ように，燃料部門，非鉄金属部門について，またその他いくつかの生産物については，1915

年についても Динамика, часть третья （1930）に純生産の記載がないので，純生産が判

明している 1925/26 年における付加価値率を 1915 年の総生産（したがって 1913 年の総生
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産）に適用して純生産を推計する必要があった。ただし Динамика, часть третья （1930）

に記されている 1925/26 年の純生産は，粗・純生産（условно чистая продукция） 140で

ある。この概念は，減価償却を控除する前の純生産，すなわち粗付加価値であるので，こ

の額から減価償却を差し引く手続きが必要となる。以上のようにして 1913 年の工業部門別

の付加価値生産を推計した結果を，表 4-3 として掲げた。上に述べたこまごまとした推計手

続きの詳細は，表に付した注を参照願いたい。 

 

4-3-2．1926/27 年 

利用可能な資料の有無を考慮して， 1926/27 年（すなわち 1926 年 10 月-1927 年 9 月）

を次の基準年とし，この 1 年間における工業各部門の付加価値生産額を推計することとし

た。 

 この時期の工業統計の大きな問題として，大規模工業と小規模工業の区分がある。大規

模工業とは，ソ連邦の初期において，工業企業センサスの対象となった企業の全体を指し，

したがってそれらはまたセンサス工業（цензавая промышленность）とも呼ばれる141。

ソ連による最初の工業センサス（1918 年）においてその調査の対象となったのは，原動機

を所有している企業の場合には労働者 16 人以上，原動機を所有していない企業の場合には

労働者 30 人以上の企業であったが，その後大規模工業の範囲は若干改変された。これに対

して，工業センサスの対象とならない企業の総体，すなわち小工業あるいは手工業を小規

模工業という。1930 年代になると，工業の社会主義化が急速に進んで小規模工業の工業全

体に占めるウェイトは急速に小さくなっていったが，ネップ期においては相当に大きな比

重を占めていた。たとえば 1926/27 年の小規模工業における就業者数は 379 万 1,000 人で

全工業に占めるウェイトは 57.1％，総取扱額（意味については，後述）は 45 億 6900 万ル

ーブルで，全工業総取扱額の 22.4%を占めていた（ЦСУ СССР, 1929, стр. 487）。また 1927

年における総生産額でも，25.0％になる（表 1-8 より計算）。にもかかわらず，ソ連初期の

工業統計の多くは大規模工業にかかわるもので，小規模工業とりわけその純生産額に関す

るデータを記載した統計集の数はそれほど多くはないように思われる。ЦСУ СССР （1927）

および ЦСУ СССР （1929）は，そのような数少ない資料である。ここに記載されたデー

タから，1926/27 年における大規模工業と小規模工業をあわせた工業各部門別の純生産額を

推計することとした。ただし 1913 年と異なり，資料の関係から，ここで推計されるのは各

部門が生産した純生産額でなく，前項で説明した粗・純生産すなわち粗付加価値額である

（表 4-4 参照）。 

まず，大規模工業における各部門の純生産額は，ЦСУ СССР （1929）から得ることが

できる。すなわち，そこに記載されている部門別のいわば純･純生産額に減価償却および消

費税を加えて粗・純生産額としたのである。ただし，細かい点でいくつか問題がある。ま

ず燃料部門については，含まれているのが石炭，石油採掘，石油精製の三部門の生産デー

タのみであり，わずかながらも生産されていた天然ガス，それに泥炭は含まれていない。

                                                   
140 粗・純生産については，すでに第 2 章 2-3-2 で言及した。また，たとえば Социально-экономическая

（1981, стр. 399）を参照のこと。 
141 ただし生産統計においてセンサス工業という場合には，通常は大規模工業に含まれる漁業，林業，修

理工場は除外される。第 1 章 1-5-5 参照。 
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また，非鉄金属部門では 1913 年と同様「金」の生産が含まれていないように思われる。さ

らに，表 4-4 の注に示したように，鉱石採掘についてはかなり大胆な推定が行なわれている。

化学部門においては，本書推計の製品分類にあわせて，資料で化学部門に含められている

「石鹸･油脂･香料」の純生産を食品部門に移し，「アスベスト」を加えた。また建設資材部

門には，「セラミクス」，「セメント」のほかに「鉱物採掘一次加工」を加えておいたが，こ

のような分類方法の妥当性については判然としない。 

次に小規模工業部門であるが，ЦСУ СССР （1929）によって明らかになるのは 1926/27

年における小規模工業各部門の「総取扱」額であって，そこに純生産額は示されていない。

ここで「総取扱額（валовой оборот）」というのは，第 2 章 2-3-2 で説明したとおり，ソ連

統計にしばしば登場する概念で，工場法に基づく総生産が自己消費した自己生産物を控除

しつつ企業ごとに生産物価値を合計していくのに対して，企業内のショップ（作業場, цех）

ごとに生産物価値を合計したものである（Социально-экономическая, 1981, стр. 39）142。

ЦСУ СССР（1927）によれば，1924/25 年の小規模工業における総取扱額と粗・純生産額

が知れるので，その比率を前述の ЦСУ СССР（1929）から知られる 1926/27 年の総取扱額

に適用することによって，同年の小規模工業各部門の粗・純生産額を推計することとした。

また，大規模工業と同様に，生産物の部門分類について若干の調整を行なった（表 4-4 の注

参照）。また木材加工･製紙部門については，1913 年と同様に「産業用木材搬出」生産のデ

ータが落ちていると思われるので，それを 1913 年と同様の方法で補った。推定付加価値率

は，1913 年と同様に 80％である。この方法による「産業用木材搬出」の粗・純生産額は 5

億 67 万 7000 ルーブルで，木材加工･製紙部門の粗・純生産額の 79.7％を占めることとな

った。 

なお，表 4-3 における 1913 年の工業部門付加価値額（25 億 6287 万 9000 ルーブル）と

表 4-4 における 1926/27 年の工業部門付加価値額（74 億 744 万 3000 ルーブル）とは比較

可能ではない。これまでの記述に示した推計におけるカヴァレッジの違いや純額と総額の

違い（減価償却を含むかどうか）ばかりでなく，何よりも通貨単位の違いがある。すなわ

ち，表 4-4 は戦前ルーブルで示されているのに対して，表 4-4 はネップ期のチェルヴォーネ

ッツ･ルーブル（通貨改革後のルーブル）表示である。二つのルーブルの価値の相違は，た

とえば次のような例で知ることができる。すなわち С. Г. ストルーミリンなどによると，

1925/26 年において，ソ連経済全体の国民所得は 215 億 4100 万チェルヴォーネッツ･ルー

ブル，工業部門の国民所得は60億7600万チェルヴォーネッツ･ルーブルであったのに対し，

これらを戦前ルーブル（1913 年価格）で表示すれば，それぞれ 137 億 5700 万ルーブル，

34 億 3500 万ルーブルであったという（Вайнштейн, 1969, стр. 93）。よく知られているよ

うに，当時としては，1920 年代半ばになって，ようやく第一次大戦前の生産水準を回復し

たというほどの認識であった。 

 

 

 

                                                   
142 したがって，総取扱額から自己企業内で消費した自己生産部分を控除した額が，（工場法による）総生

産額となる。第 2 章 2-3-2 参照。 
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表 4-4 1926/27 年における付加価値生産額の推計（1000 ルーブル） 

 
大規模工業 

粗・純生産 

小規模工業 

粗・純生産 
合計 

部門シェア 

(1)    

（％） 

部門シェア 

（2）    （％） 

電力 97,704 430 98,134 1.2 1.3 

燃料 736,071 193 736,264 9.2 9.9 

製鉄 289,904 0 289,904 3.6 3.9 

非鉄 26,204 0 26,204 0.3 0.4 

化学 163,643 8,643 172,286 2.1 2.3 

機械 635,237 129,682 764,919 9.5 10.3 

木材･製紙 272,487 628,075 900,562 11.2 12.2 

建設資材 103,627 28,958 132,585 1.6 1.8 

軽工業 1,500,763 600,061 2,100,824 26.1 28.4 

食品 1,723,874 461,885 2,185,759 27.2 29.5 

以上合計 5,549,514 1,857,928 7,407,443 92.1 100.0 

工業全体 6,042,863 1,996,246 8,039,109 100.0  

注：基本的に，ЦСУ СССР（1927）および ЦСУ СССР（1929）による． 

[大規模工業] 

電力：ЦСУ СССР（1929, стр. 355-356），「発電所」（部門ナンバー1）の粗・純生産額．部門ナンバーは

ЦСУ СССР（1929）による．以下同様． 

燃料：ЦСУ СССР（1929, стр. 355-356），「石炭」（部門ナンバー2），「石油採掘」（部門ナンバー3），「石

油精製」（部門ナンバー4）の粗・純生産額の合計． 

製鉄：ЦСУ СССР（1929, стр. 358-359），「鉄鉱石」（部門ナンバー5），「製鉄」（部門ナンバー6）の粗・

純生産額の合計． 

非鉄：ЦСУ СССР（1929, стр. 358），「非鉄」（部門ナンバー7）の粗・純生産額に，「銅鉱石」および「そ

の他鉱石」の粗・純生産額を加えた．「銅鉱石」および「その他鉱石」の粗・純生産は，ЦСУ СССР（1927, 

стр. 204-205）における 1925/26 年の「鉄鉱石」と，「銅鉱石」および「その他鉱石」の総生産の比を，ЦСУ 

СССР（1929, стр. 358-359）における「鉄鉱石」の粗・純生産に掛けて推定した． 

化学：ЦСУ СССР（1929, стр. 361-362），「アスベスト」（部門ナンバー22），ЦСУ СССР（1929, стр. 

364-365），「基礎化学」（部門ナンバー23），「ニス･染料」（部門ナンバー24），「木材化学」（部門ナンバー

24），ЦСУ СССР（1929, стр. 373-374）「化学･薬剤」（部門ナンバー48），「ゴム」（部門ナンバー50）の

粗・純生産額の合計． 

機械：ЦСУ СССР（1929, стр. 358-359），「非鉄金属加工」（部門ナンバー8），「鉄加工」（部門ナンバー9），

「鉄道輸送機械」（部門ナンバー10），「造船」（部門ナンバー11），「農業機械」（部門ナンバー12），「その

他機械」（部門ナンバー13），ЦСУ СССР（1929, стр. 361），「電気機械」（部門ナンバー14）の粗・純生産

額の合計． 

木材･製紙：ЦСУ СССР（1929, стр. 361-362），「用材･合板」（部門ナンバー16），「樹脂･タール」（部門ナ

ンバー17），ЦСУ СССР（1929, стр. 370-371），「木製品」（部門ナンバー47），ЦСУ СССР（1929, стр. 

373-374），「マッチ」（部門ナンバー51），「製紙」（部門ナンバー53），「その他紙製品」（部門ナンバー54）

の粗・純生産額の合計． 

建設資材：ЦСУ СССР（1929, стр. 361-362），「セラミクス」（部門ナンバー18），「セメント」（部門ナン

バー20），「鉱物採掘一次加工」（部門ナンバー21）の粗・純生産額の合計． 

軽工業：ЦСУ СССР（1929, стр. 364-365），「麻ジュート加工」（部門ナンバー26），「綿繰り」（部門ナン

バー27），「綿紡績」（部門ナンバー28），「羊毛」（部門ナンバー29），ЦСУ СССР（1929, стр. 367-368），
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「生糸加工」（部門ナンバー30），「亜麻加工」（部門ナンバー31），「縫製」（部門ナンバー32），「ニット」（部

門ナンバー33），ЦСУ СССР（1929, стр. 370-371），「皮革」（部門ナンバー44），「革靴」（部門ナンバー45），

「毛皮」（部門ナンバー46）の粗・純生産額の合計． 

食品：ЦСУ СССР（1929, стр. 367-368），「製粉ひきわり」（部門ナンバー34），「製糖」（部門ナンバー35），

「製菓」（部門ナンバー36），「製油」（部門ナンバー37），「アルコール飲料」（部門ナンバー38），ЦСУ СССР

（1929, стр. 370-371），「ビール麦芽」（部門ナンバー39），「澱粉シロップ」（部門ナンバー40），「タバコ」

（部門ナンバー41），「マホルカ」（部門ナンバー42），「製塩」（部門ナンバー43），「石鹸･油脂･香料」（部

門ナンバー49）の粗・純生産額の合計． 

[小規模工業] 

電力部門および燃料部門を除く各部門は，1926/27 年の総取扱額に，1924/25 年の総取扱額に対する粗・

純生産額の比率を掛けて算出．前者データの出所は，ЦСУ СССР（1929, стр. 490-492），後者データの出

所は，ЦСУ СССР（1927, стр. 244-255）． 

電力：「エネルギー生産･水道」の総取扱額（ЦСУ СССР, 1929, стр. 492，部門ナンバーXX）に，大規模

工業における「電力」および「水道」の総取扱額に対する「電力」の粗・純生産額の比率を掛けて算出．

大規模工業「電力」部門のデータの出所は，ЦСУ СССР（1929, стр. 355-356），大規模工業「水道」部門

のデータの出所は，ЦСУ СССР（1929, стр. 373-374）． 

燃料：ЦСУ СССР（1929, стр. 490）「鉱業」（部門ナンバーII）の 1926/27 年における総取扱額に，同年

の大規模工業における「燃料」部門（部門の定義については，上記大規模工業の「燃料」部門参照）の総

取扱額に対する粗・純生産額の比率を掛けて算出．大規模工業「燃料」部門のデータ出所は，ЦСУ СССР

（1929, стр. 355）． 

化学：「化学」部門（ЦСУ СССР, 1929, стр. 490, 部門ナンバーVI）および「アスベスト」（ЦСУ СССР, 1929, 

стр. 490, 部門ナンバーI-6）の 1926/27 年における総取扱額に，それぞれの部門の 1924/25 年における総

取扱額に対する粗・純生産額の比率を掛けて算出した粗・純生産額から，同様の手続きで求めた「石鹸･

油脂･香料」（ЦСУ СССР, 1929, стр. 491, 部門ナンバーVI-3）の粗・純生産額を引いて算出．総取扱額に

対する粗・純生産額の比率の出所は，ЦСУ СССР（1927, стр. 244, 248）．ただし，「アスベスト」の総生

産額に対する粗・純生産額の比率は，「石材，土性材料，粘土」のそれ（部門ナンバーI）で代用した． 

機械：「機械製作」（ЦСУ СССР, 1929, стр. 490, 部門ナンバーIV），「金属加工」（ЦСУ СССР, 1929, стр. 

490, 部門ナンバーIII）の粗・純生産額の合計．総取扱額に対する粗・純生産額の比率の出所は，それぞれ

ЦСУ СССР（1927, стр. 245）および ЦСУ СССР（1927, стр. 244）． 

木材･製紙：「木材加工」（ЦСУ СССР, 1929, стр. 490，部門ナンバーV），「製紙」（ЦСУ СССР, 1929, стр. 

492，部門ナンバーXVII），および「産業用木材搬出」の粗・純生産額の合計．「木材加工」および「製紙」

の総取扱額に対する粗・純生産額の比率の出所は，それぞれ ЦСУ СССР（1927, стр. 246）および ЦСУ 

СССР（1927, стр. 255）．「産業用木材搬出」の粗・純生産額は，総生産額に推定付加価値率（0.8）を掛け

て算出．総生産額は，生産量（3600 万 m3）×価格（17.38 ルーブル）．ただし生産量は，1926/27 年のデ

ータが欠如しているため 1928 年のデータで代用．生産数量の出所は，ナルホーズ（Нархоз в 1965 г., стр. 

207），価格は，Всекопромлессоюз（1935, стр. 7）より推計．推計方法は，表 3 注[1913 年，純生産]の項

参照。また推定付加価値率の出所は，Nutter（1962, p. 517）． 

建設資材：「セラミクス」，「セメント」，「鉱物採掘および一時加工」，「その他鉱物製品」の粗・純生産額の

合計．総取扱額の出所は，ЦСУ СССР（1929, стр. 490，部門ナンバーは，それぞれ I-1, I-4, I-5, I-7）．総

取扱額に対する粗・純生産額の比率の出所は，ЦСУ СССР（1927, стр. 244）．ただし，「セラミクス」の
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み「建設用レンガ生産」の総取扱額に対する粗・純生産額の比率を使用し，他の製品については部門ナン

バーI 全体のそれを使用． 

軽工業：「動物製品」，「皮革･毛皮」，「綿加工」，「毛加工」，「絹加工」，「亜麻加工」，「大麻加工」，「雑繊維

加工」，「衣料」の粗・純生産額の合計．総取扱額の出所は，ЦСУ СССР（1929, стр. 491-492，部門ナン

バーは，それぞれ VIII, IX, X, XI, XII, XIII, XIV, XV, XVI）．総取扱額に対する粗・純生産額の比率の出所

は，ЦСУ СССР（1927, стр. 249- 253）．部門ナンバーは，総取扱額と同様． 

食品：「食品」，「漁獲」，「石鹸･油脂･香料」の粗・純生産額の合計．総取扱額の出所は，ЦСУ СССР（1929, 

стр. 491-492, 部門ナンバーは，それぞれ VII, XXI, VI-3）．総取扱額に対する粗・純生産額の比率の出所は，

ЦСУ СССР（1927, стр. 248, 255, 部門ナンバーは，それぞれ VII, XIX-3, VI-2）．ただし，「漁獲」の総取

扱額に対する粗・純生産額の比率は，「漁獲･狩猟」のそれをそのまま用いた． 

 

4-3-3．1933 年 

1930 年代に入ると，ソ連の統計当局から公表される統計資料の数が減少し，したがって

付加価値生産に関する推計も困難の度合いが増す。とりわけ，1920 年代には公表されてい

た純生産に関するデータがほとんど公表されなくなったために，これまでのような推計方

法を適用することは不可能である。そこで 1933 年以降は，第 2 節で述べたとおり，分配法

に従い，付加価値を構成する要素所得から付加価値生産額を推計することとする。1933 年

の部門別付加価値生産に関する推計手順は，以下のとおりである。1933 年については現行

（名目）価格表示の工業部門生産国民所得が明らかでないから，まずそれを推定する。次

に，工業部門生産国民所得から取引税全額を控除する。工業各部門からの間接税あるいは

補助金もあるはずであるが，それらについては詳細が分からないために無視する。さらに，

部門別の賃金額および社会保険料支払を推定し，その総額を工業部門生産国民所得－取引

税から控除する。算出された値を工業部門全体の資本所得（利潤）と考え，部門別固定資

本量データをもとにして部門別資本所得を推定する。ここでは，各部門の利潤率を一定と

考えている。こうして，推計された部門別の賃金プラス資本所得を，各部門において生産

された付加価値額とみなすこととする。 

 

表 4-5 生産国民所得（100 万ルーブル） 

 1927 1928 1929 1930 1931 1932 1933 1934 1935 

生産国民所得 

（26/27 年価格） 
23,000 25,000 28,900 35,000 40,900 45,500 48,500 55,800 65,700 

生産国民所得 

（現行価格，間接 

税控除） 

 26,442 30,136 38,333 47,187     

取引税 （1930 年 

以前は消費税 

その他） 

 2,376 3,146 5,354 10,602 17,148 23,167 30,242  

生産国民所得 

（現行価格） 
23,000 28,818 33,282 43,687 57,789  97,000  185,500 

工業生産国民所 

得（26/27年価格） 
 8,700 10,953 14,800 17,400 20,600 23,000 27,900 34,200 

工業生産国民 

所得シェア（％） 
 34.8 37.9 42.2 42.6 45.3 47.4   

工業生産国民 

所得（現行価格） 
 10,029 12,614 18,436 24,618  46,000   
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出所：「生産国民所得（26/27 年価格）」は，ЦУНХУ（1934, стр. 3; 1936a, стр. XXXII）．「生産国民所得

（現行価格，間接税控除）」は，Вайнштейн（1969, стр. 98）．「取引税」は，ЦУНХУ（1936a, стр. 644）．

1928 年の取引税額は筆者による推定で，営業税，消費税，関税，印紙税，その他諸税の合計額．税額の出

所は，ЦУНХУ（1935a, стр. 644）．これら間接税の算定については，Hoeffding（1954, pp. 40, 147）を

参考にした．「生産国民所得（現行価格）」1929-1931 年は，生産国民所得（現行価格，間接税控除）と取

引税との合計，1933 年の数値は，筆者による推定．1935 年の数値は，Вайнштейн（1969, стр. 109）．「工

業生産国民所得（26/27 年価格）」1928-1929 年は，下の行の「工業生産国民所得シェア」の値を用いて計

算した．1930-1935 年の値の出所は ЦУНХУ（1936a, стр. XXXII）．「工業生産国民所得シェア」は，生産

国民所得中の工業部門シェア．1928-1931 年までの値の出所は，ЦУНХУ（1935a, стр. XX）．1932-1933

年については，表に示された 1926/27 年価格表示の生産国民所得および工業生産国民所得から直接計算し

た．「工業生産国民所得（現行価格）」の数値は，いずれも筆者の推定．なお，工業生産国民所得シェアは，

1926/27 年価格についても現行価格についても同一であると仮定した． 

 

 

まず，生産国民所得の値を確定しなければならないが，筆者が入手した資料から直接知

ることのできるのは，いわゆる 1926/27 年不変価格による国民所得だけである。われわれ

の推計で必要とする 1933 年の現行価格表示生産国民所得は，国民経済全体についても，ま

た工業部門についても明らかでない。しかしながら 1928-1931 年の各年の経済全体に関す

る現行価格生産国民所得については，Вайнштейн （1969, стр. 98）に引用されている（表

4-5 第 2 行参照）。これは，Материалы по балансу народного хозяйства という資料に示

されて数字であるという。これらの数値を，1933 年の数値の推定の根拠として使うことと

する。また，この時期にはかなりの物価上昇があったことが知られている。ノーヴは，「統

計的に最悪の時期であった 1933 年から 1934 年にかけての総合的な物価指数を，ソ連のい

かなる典拠に求めても見つけることはできない」とし，わずかにマラフェーエフが国営商

業と協同組合商業の統計から，1928 年の物価水準を 100としたときの 1932 年のそれを 255

としていることを指摘している（ノーヴ, 1982, 240 ページ；マラフェーエフ, 1968, 159 ペ

ージ）。またホルツマンによれば，同様に 1928 年の水準を 100 とすると，統制されていた

基本的工業製品価格は 1933 年には石油を除くと 100，石油を含めると 124 となり，また賃

金および国営商店における消費財価格はそれぞれ 223 と 400 になる一方，統制されていな

かったコルホーズ市場では前年（1932 年）のピーク時の 3,000 から 1,500-2,000 程度とな

ったという（Holzman, p. 168）。 

ここでは，以上のようなことを総合的に考慮し，1933 年における現行価格表示生産国民

所得額を 970 億ルーブルと推定した。これは，1926/27 年価格表示国民所得のちょうど 2

倍である。表 4-5 に示したように，1928 年の現行価格表示生産国民所得を 288 億 1800 万

ルーブル，1933 年のそれを 970 億ルーブルとすると，この間の実質所得は 1.94 倍になっ

ているから（1926/27 年価格で 250 億ルーブルから 485 億ルーブルへ），国民所得デフレー

タ（価格指数）は 1928 年を 100 とすると 173.5 に上昇したことになる。他方，1928 年か

ら，現行価格表示国民所得額のわかっている 1935 年までを考えると，この間の現行価格表

示国民所得は 6.44 倍の増加，1926/27 年価格表示国民所得は 2.63 倍の増加であるから，価

格指数は 2.45 倍の増加である。これを 1 年間の平均上昇率に直すと 13.7％ということにな
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り，毎年この率で価格が上昇したとすると 1933 年の価格指数は 189.6 となるはずである。

この値は，われわれが想定している 1933 年の価格指数 173.5 よりだいぶ高いが，1934-35

年については価格上昇が著しい期間であることが知られており143，それを考えれば，1933

年に関する現行価格表示の生産国民所得 970 億ルーブルという数字は，妥当なものと考え

ることができるのではなかろうか。 

生産国民所得のうち工業部門で生み出された部分の大きさは，表 4-5 第 6 行の「工業生

産国民所得シェア」の行に示されている。おそらくこれらは 1926/27 年価格表示の生産国

民所得に関する値であるが，現行価格表示の生産国民所得にもそのまま当てはまると仮定

し，現行価格表示の工業生産国民所得を推定した結果，1933 年の値は 460 億ルーブルとな

った。この値は，1928 年の現行価格表示工業生産国民所得の 4.59 倍である。実質工業生産

国民所得（1926/27 年価格表示）の伸び率が 2.64 倍であるから， 1928 年を 100 とした 1933

年の工業生産国民所得デフレータ（価格指数）は，生産国民所得全体の場合と同様 173.5

である。 

次に部門別賃金であるが，残念ながら本書の推計にそのまま適用できるような適当な公

表統計は存在しない。すなわち，後述するように第 2 次世界大戦後の時期については，ソ

連統計当局から工業部門別の労働力統計および賃金統計が公表されており，それを基にし

て部門ごとの賃金額を容易に計算することができる（本章 4-3-5 参照）。しかし，第 2 次世

界大戦以前の時期については，各部門の正確な労働力データおよび賃金データを得るのは

容易ではない。戦後になって公表されたナルホーズや労働統計集（ЦСУ СМ СССР, 1968; 

Госкомстат СССР, 1988a）においても，戦前期に関する労働統計については明確な値が得

られない。以下に示した方法も多くの推計を含んでおり，修正の余地があると思われるが，

とりあえず現在入手できる統計資料に依拠して，部門別労働力を推計してみよう。 

労働力や賃金を推計する前に，まずソ連の労働統計における労働力カテゴリーについて

説明しておこう。ソ連における就業者は，国家･協同組合等による企業･機関･組織の「労働

者および職員（рабочие и служащие）」，コルホーズの公的･個人副業経営に就業する「コ

ルホーズ員（колхозники）」，個人副業農業経営に就業する「労働者および職員の家族」，

および「その他の住民グループ」の四つからなる144。このうち「労働者および職員」とい

う概念は企業･機関･組織の働き手のすべてを含むが，工業部門の場合には特にそれらの

人々は，特に「工業生産要員（промышленный производственный персонал）」と呼ば

れた。さらに「工業生産要員」は，図 4-1 に示したように，通常，「労働者（рабочие）」，

「見習い（ученики）」，「下級サーヴィス要員（младщий обслуживающий персонал）」，

「警備員（работники охраны）」,「技術者（инженерно- технические работники）」，「職

員（служащие）」の六つの種類にカテゴライズされた145。前四者，すなわち「労働者」，「見

                                                   
143 たとえば，大規模工業における平均賃金上昇率は，1933年が9.0％であるのに対して，1934年は19.4％，

1935 年は 22.1％である（ノーヴ, 1982, 292 ページ）。 
144 たとえば，ЦСУ СМ СССР（1968, стр. 327）では，その他の住民グループとして，「個人経営農民（コ

ルホーズに属さない―栖原注），クスターリ等｣とあり，Госкомстат СССР（1988a, стр. 284）では，「個

人労働活動に従事する人｣とある。 
145 場合によっては，この分類にさらに「管理職（руководители）｣が加わることもある。たとえば，

Госкомстат（1988a, стр. 284）参照。「管理職｣が区別されない場合には，それらの人々は「職員｣に含め

られていたと考えられる。 
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習い」，「下級サーヴィス要員」および「警備員」を合わせて「労働者」と称する場合もあ

る。また「技術者」と「職員」を合わせて「職員」という場合もある。つまり「労働者」

と「職員」には，広狭二つの意味があることになる（図 4-1 参照）。両者を区別する必要が

ある場合には，本書でも同様に，広義の「労働者」あるいは狭義の「労働者」ということ

にしよう。「職員」についても，まったく同様に二様の意味があるから，広義の「職員」，

狭義の「職員」として区別することとする。またここでは，「工業生産要員」すなわち「工

業部門労働者･職員」を，工業労働力とも呼ぶこととしよう。 

広義の「労働者」カテゴリーの中で，「下級サーヴィス要員」は 1925 年の統計から，ま

た「見習い」は 1931 年の統計から，狭義の「労働者」から分離されるようになったカテゴ

リーである（ЦУНХУ, 1936a, стр. 704）。このうち「下級サーヴィス要員」とは，工業企業

の労働者・職員に対するサーヴィスに従事する人々，たとえばコートなどを預けるクロー

ク 係 ， 社 用 車 の 運 転 手 ， 文 書 配 布 係 ， あ る い は 掃 除 作 業 員 等 を 指 す

（Социально-экономическая, 1981, стр. 372）。「警備員」というカテゴリーは，1930 年

代にはまだ登場していない。当時の統計には「その他」という項目があるから，おそらく

そこに含まれていたものと思われる。また狭義の「職員」とは会計士を含む管理･事務部門

の要員を意味する。さらに「技術者」は，一定の技術的な資格を必要とするような仕事に

従事する者をいうが，その中には専門の高等･中等教育機関の卒業資格をもたない者が含ま

れる場合もあるという（Ежов, 1966, стр. 127）。 

 

 

図 4-1 工業生産要員 

 

                    労働者（狭義） 

           労働者（広義）  見習い 

                    下級サーヴィス要員（MOP） 

工業生産要員（PPP）                   警備員（RO） 

                    技術者 

           職員（広義）   職員（狭義） 

                    （管理職） 

 

出所：たとえば，Госкомстат СССР（1988a, стр. 284）． 

 

 

さてそこで，まず 1933 年の工業生産要員の総数を確認しなければならないが，これが容

易な作業ではない。説明の都合上，1933 年ではなくて 1932 年に関する工業労働統計を先

に紹介しよう。表 4-6 には，1932 年の「年平均」労働力総数について統計当局が公表した

何種類かの数字を示した146。表 4-6 における第（1）列－第（4）列の数字は 1930 年代の公

                                                   
146 「年平均｣労働力以外にも，たとえば 1933 年 1 月 1 日現在の労働力に関する統計などが公表されてい

るが，ここでは年間労働力を考えているので「年平均｣がもっとも適当な数字と考えられる。「年平均労働

者･職員｣は，12 ヶ月それぞれの月の平均従業員数を合計し，その合計を 12 で割ることによって算出され
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式統計であるが，このようにさまざまな公式統計数字がある。同じ統計年鑑『社会主義建

設 1934 年版』の中においてさえも，「工業」の章における数字と「労働」の章における数

字とは異なっている（表 4-6 第（1）列と第（2）列の数字を比較せよ）。このような違いは，

実は当時のソ連統計当局（ツンフー，中央統計会計局）内部における二つの部局すなわち

「工業部」と「労働部」における大規模工業の定義の違いに由来するものであった。年鑑

においても，全体の調整がなされないままに工業部は年鑑の「工業」の章を担当し，労働

部は「労働」の部を担当したのである。年鑑に付された注によると，この数字の違いは以

下のような理由であるという（ЦУНХУ, 1936a, стр. 708）。 

（1）「工業」の章においては，協同組合に組織されたクスターリが含まれているが，労働

統計においては含まれていない。 

（2）「労働」の章に掲載されているデータは，すべての工業部門について，大規模工業の

共通のセンサス，すなわち機械動力をもつ企業の場合には 16 人以上の労働者をもち，機

械動力をもたない企業の場合には 30 人以上の労働者をもつというセンサス（資格）を満

たすすべての部門の企業を含む。他方「工業」の章に掲載されているデータは，それ以

外に多くの工業部門について特別のセンサスを満たす企業を含む147。 

（3）「労働」の章においては，切り離された経済単位として存在している工場工業の独立

企業に関するデータが掲載されているのに対して，「工業」の章においては，そのような

独立した工業企業ばかりでなく，農業，建設，運輸，商業等の企業･組織において，独立

した記帳単位により分けられておらず，当該企業が属する国民経済所部門（農業，運輸，

建設等々）に関する労働の報告とされている工業的性格の副次的･二次的生産も考慮して

いる。たとえば，独立した記帳･計画単位に分類されていない，ソフホーズあるいは MTS

における農業設備の修理にあたる工場は，労働統計においてはソフホーズあるいは MTS

の統計に含まれることになるが，工業統計では，ソフホーズあるいは MTS のこの部分は

工業企業として登録され，工業統計に含まれることになる。 

（4）「労働」の章においては，木材浮送（лесосплав），木材調達（лесозаготовки），およ

び漁業は大規模工業に含まれていない。 

 

 

 

                                                                                                                                                     
る。ここでいう平均従業員数は，それぞれの月ごとに，その月の週末･祝日を含むすべての日について従業

員リストに基づく人数を合計し，それをその月の日数で割ることによって算出される。週末･祝日の従業員

数については，その前日の労働日のリストに掲載された従業員数に等しいものとする。リストに掲載され

た労働者･職員数には，企業の基本的あるいは派生的な活動に関わる正規･季節･臨時作業に従事するすべて

の従業員が含まれる。またリストに掲載された従業員には，実際に当該日に働いた従業員だけでなく，病

気欠勤者，出張に出ている者，年次休暇をとっている者，妊娠出産休暇をとっている女性等々も含まれる

（ЦСУ СМ СССР, 1968, стр. 327-328）。 
147 次のような企業は，工業統計においていは，16 人以上あるいは 30 人以上という条件を満たさずとも

大規模工業に含まれた（ЦУНХУ, 1936a, стр. 708）。（a）15 キロワットよりも大きい出力をもつ発電所，

（ b）経常的に操業を行なうすべてのレンガ工業企業，（c）すべてのガラス工業企業，（d）機械動力の有

無にかかわらず 15 人より多くの労働者をもつすべての印刷工業，（e）10 より多くのなめし用大樽あるい

は 3 つより多くのなめし用ドラムをもつすべての皮革製造業，（f）3 つ以上のローラーをもつすべての製粉

所，および 3 つ以上のヒキワリ機をもつすべてのヒキワリ作業所，（g）労働者の数にかかわらずすべての

アルコール･ウォッカ蒸留業。 
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表 4-6 1932 年の年平均工業生産要員（1000 人）――さまざまな公式統計数字 

 （1） （2） （3） （4） （5） （6） 

工業生産 

要員 

全工業     8,000  9,374  

大規模工業  6,302.6  6,481.3     

労働者 6,121.4a） 
5,152.8a） 5,152.8a） 

6,951a） 6,007b） 7,047b） 

見習い   560b） 655b） 

MOP および RO  302.4a）   313b） 361b） 

  技術者  
847.4a） 

  420b） 492b） 

  職員    700b） 819b） 

注： （1）：ЦУНХУ （1934, стр. 26）．ただし，「工業」の章の統計数字．a）：大規模工業のみ． 

（2）：ЦУНХУ（1934, стр. 7, 307）．ただし，「労働」の章の統計数字．a）：大規模工業のみ． 

（3）：ЦУНХУ（1935а, стр. 475, 486）．ただし，「労働」の章の統計数字．大規模工業の生産要員に

「林業」の労働力を加えると，7,621.5（千人）となる．a）：大規模工業のみ． 

（4）：ЦУНХУ（1936а, стр. 3）．a）：大規模工業のみ．ただし，「工業」の章の統計数字． 

（5）：Нархоз в 1956 г., стр. 50; в 1958 г., стр. 131．b）：全工業． 

（6）：ЦСУ СМ СССР（1968, стр. 24）．b）：全工業． 

 

 

以上のような理由により，「工業」の章の数字は「労働」の章の数字よりも大きくなるの

だという。つまり，表 4-6 第（1）列に示された 1932 年の大規模工業労働者数 612 万 1400

人という数字は，第（2）列における大規模工業部門の労働者･見習い合計数 515 万 2800

人と矛盾しないというのである。第（3）列の数字は，労働部における前年公表数値（第（2）

列）の見直しと考えられるが，第（4）列に示された工業部による 695 万 1000 人という大

規模工業労働者数は，第（1）列の修正数値としては異常に大きいように思われる。 

第（5）列の数字は，第 2 次大戦後に公表された統計である148。このときにはすでに大規

模工業と小規模工業の区分はなされず，全体としての工業が意識されている。1956 年に刊

行が始まったナルホーズには，しばらくのあいだ 1932 年の労働力統計としてこの第（5）

列の数字が毎年示されていた。しかし 1965 年版のナルホーズにおいて，第（6）列に示し

た数字のように大幅な修正が行なわれ，1932 年の労働力公式統計としてこの数字が確定さ

れたようだ。たとえば第（6）列の数字は，ソ連末期の 1988 年に刊行された労働統計集に

もそのまま記載されている（Госкомстат СССР, 1988a, стр. 30）。ナルホーズの説明が示

唆する第（5）列から第（6）列への変更の理由は，以下のようなものである。すなわち 1956

年および 1960 年になって，それまで産業協同組合（промысловая кооперация）のメン

バーであった労働力が，同組合の国営企業化に伴って工業生産要員に組み込まれた。その

数は，1956 年が約 50 万人，1960 年が約 120 万人である（たとえば，Нархоз в 1961 г., стр. 

181，参照）。1964 年版までのナルホーズは，それぞれの年の工業生産要員の定義に従って

統計を発表していた。したがって工業生産要員の数は，1956 年および 1960 年に急増して

いるようにみえる。しかし統計当局（ツェエスウー，中央統計局）は 1965 年版ナルホーズ

から統計の見直しを行ない，過去にさかのぼって産業協同組合メンバーも工業生産要員に

                                                   
148 1932 年の工業生産要員の総数については，すでに『社会主義建設 1939 年版』に同じ数の記載がある

ので（799 万 9000 人, ЦУНХУ при СНК СССР, 1939, стр. 138），第 2 次大戦後に公表された数字は，す

でに 1939 年には確定していたものと思われる。 
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含めるよう修正をした統計の公表を始めた。したがって1932年についての工業生産要員も，

表 4-6 にみられるように一気に 137 万人も増加したというわけである。確かに新系列によ

る統計においては，旧系列に見られた 1956 年および 1960 年における数字の急増は見られ

なくなっている149。 

 

 

表 4-7 1933 年の年平均工業生産要員（1000 人）――さまざまな公式統計数字 

 （1） （2） （3） （4） （5） （6） 

工業生産 

要員 

全工業    6,556.8   

大規模工業 5,997.3   6,222.1  6,229.4  6,229.4 

労働者 
全工業  7,900.1         

大規模工業  7,039.6 
4,908.8 

4,576.4 6,901  

見習い（大規模工業）   339.1  463.3 

MOP（大規模工業）    476.3   

  技術者（大規模工業）    378.8   

  職員（大規模工業）    458.8   

注：（1）：ЦУНХУ（1934, стр. 7）．ただし，「労働」の章の統計数字． 

（2）：ЦУНХУ（1935а, стр. 13）．ただし，「工業」の章の統計数字． 

（3）：ЦУНХУ（1935а, стр. 475, 486）．ただし，「労働」の章の統計数字． 

（4）：ЦУНХУ（1935b, стр. 3）．ただし，全工業工業生産要員は，大規模工業の生産要員と小規模工

業（非センサス工業）の労働力の合計．MOP には，「その他のカテゴリー」の労働力を含む．こ

の場合の「その他のカテゴリー」が何を意味するのかは不明． 

（5）：ЦУНХУ（1936а, стр. 3）．ただし，「工業」の章の統計数字． 

（6）：ЦУНХУ（1935а, стр. XXVII, стр. 516）．ただし，「労働」の章の統計数字． 

 

 

さて，次に 1933 年の工業生産要員に関する統計（表 4-7）を見てみよう。戦後に公表さ

れた公式統計に，この年の工業生産要員総数に関する数字はない。表 4-7 には，1930 年代

に公表された同年の労働力統計を拾い出してある。前に説明したような経緯があるので，

この表に示された数字はすべて産業協同組合の労働力を除く数字であると想定できる。表

の第（4）列を除く各列は年鑑『社会主義建設』からの数字であり，第（4）列は労働統計

集『ソ連における労働 1935 年版』の（ツンフー「労働」部による）数字である。ここでも，

一般に工業部の数字（第（2）列，第（5）列）は，労働部の数字と比較すると非常に大き

い。ただし，1932 年とそれに対応すると思われる 1933 年の数字（たとえば，1932 年の労

                                                   
149 なお，ソ連統計当局による初期ソ連期の工業生産要員の見積もりは，時期によって異なる。1913 年に

ついては，1960 年版ナルホーズ（Нархоз в 1960 г., стр. 216） には，次のような記述がある。「1913 年

において，かつてのロシア帝国の領土についてみれば，大規模工業および小規模工業におよそ 860 万人の

労働者およびクスターリ（家内手工業者，季節労働者も含む）が働き，また 1939 年 9 月 17 日までの領土

についてみれば，およそ 770 万人が働いていた。後者の数字を年平均労働者数に換算すると，540 万人と

なる｣。これは，本文でいえば旧系列の数字である。それに対して，新系列の数字は 620 万人となっていて

（たとえば，ЦСУ СМ СССР, 1968, стр. 81），80 万人ほど増えている。同様に，旧系列では 1940 年にお

ける工業生産要員は 1096 万 7 千人であるのに対して（Нархоз в 1960 г., стр. 216），新系列では 1307 万

9 千人と，増加している（ЦСУ СМ СССР, 1968, стр. 81）。さらに後年の資料では，1955 年以降の数字に

関して若干の修正がある（Госкомстат СССР, 1988а, стр. 47，参照）。 
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働部による大規模工業工業生産要員数：630 万 2600 人あるいは 648 万 1300 人と，1933

年の労働部による大規模工業工業生産要員数：622 万 2100 人あるいは 622 万 9400 人）を

比べると，1933 年には全体として工業労働力は若干減少したことがわかる。さて，われわ

れはこの中のどの数字を 1933 年の工業生産要員数とすべきか。 

実はナターも同じ問題に直面し，表 4-7 の第（2）列の数字を，文字通り狭義の「労働者」

数であると解釈し，それに労働統計集から得られる工業生産要員と「労働者」の比を掛け

て，1933 年の工業生産要員を 1022 万 6000 人と推定した（Nutter, 1962, p. 504）。しかし

ながらこの数字は，ナターが見ることのできなかった 1932 年に関するナルホーズ 1965 年

版以降の数，すなわち 937 万 4000 人（表 4-6 第（6）列）を大きく上回っている。この 937

万 4000 人という数字は，前述したとおり，当時は工業生産要員に属するとは考えられてい

なかったと思われる産業協同組合メンバーをも勘定に入れた数字であり，それを除けば 800

万人となることからすれば，ナターの数字（1022 万 6000 人）は，かなりの過大評価では

ないかと思われる。 

表 4-6 の第（5）列，すなわちツンフー「工業」部が示した全工業（すなわち大規模工業

と小規模工業の合計）生産要員数である 800 万人に似た数字を表 4-7 に探すと，表の第（2）

列の数字以外には見当たらない。すなわち，表 4-6 第（5）列に示された 800 万人という数

字に対応するのは，表 4-7 第（2）列における 790 万人と考えるほかはないように思われる。

もちろんこれは，1933 年の工業全体における狭義の「労働者」数のはずであるが，これを

1933 年の全工業生産要員数と考えることとしよう。少し数が減っているが，上でふれたよ

うに，さまざまな労働統計は 1932 年から 1933 年にかけての工業労働力のわずかな減少を

示している。なお，この 790 万 100 人の工業生産要員のうち大規模工業におけるそれは，

第（2）列によれば 703 万 9600 人ということであるが，この数字は第（5）列にみるよう

に翌年に 690 万 100 人に改められた。したがって 790 万 100 人という数字にも変更の可能

性があるが，第（2）列の出所には小規模工業について部門別の詳細な統計があってそれが

われわれにとっては非常に有用であるため，第（2）列の数字をそのまま受け入れることと

した。 

 こうしてわれわれが1933年の年平均工業生産要員数として措定した790万100人には，

もちろん産業協同組合の労働力は含まれていない。1932 年についての対応する数字（800

万人）は，前述したとおり 937 万 4000 人に改められて確定した。残念ながらこの数字は

1932 年に関する数字で，われわれが必要とする 1933 年についての数字ではない。産業協

同組合についての公式統計もほとんどないので，以下のように大胆な推定も交えながら，

次の（1）から（4）の 4 つのステップでこの年の労働力および賃金を推計することとした。 

（1）1933 年における部門別工業生産要員総数の決定。 

まず，1933 年について産業協同組合の労働力も含めたソ連工業全体の工業生産要員の数を

確定する必要がある。まず前述のとおり，1965 年版以降のナルホーズから 1932 年の工業

生産要員数が 800 万人から 937 万 4000 人に修正されたが，この増加分が産業協同組合に

おける生産要員数である。そこで，1932 年についての生産要員増加率（17.175％）を，1933

年の工業生産要員数 790 万 100 人に適用し，同年の工業生産要員総数を 925 万 6907 人と

考えることとする。すると，同年の産業協同組合の生産要員は 135 万 6837 人となる。 

 この生産要員を，生産部門別にみる必要がある。大規模・小規模国営企業の生産要員数
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については，当時の年鑑『社会主義建設 1935 年』に掲載された 1933 年工業センサスの結

果をそのまま採用する（表 4-7 の第（2）列）150。われわれの推計は，工業生産物の中に林

業製品や漁業製品を含めるなど，工業の定義としてツンフー工業部門の定義を採用してい

るから，生産要員数についても工業部の数字を採用すべきである。つまりこの点で，この

センサス・データは好都合である。たとえば，1933 年で 87 万人もいた木材調達・木材浮

送部門の労働力（ЦУНХУ, 1935a, стр. 5）は，「労働」部の統計には含まれていないが，こ

の統計には含まれているのである。なおこの工業センサスは，同年から開始された第 2 次

五カ年計画が，大規模工業だけでなく小規模工業をも含む工業全体を視野に入れた計画化

を企図していることから，初めて明確に小規模工業を含む工業全体のセンサスを行なった

ものであった（Демирчоглян, 1935, стр. 9）。調査対象となったのは，原動機を備えたすべ

ての工業企業および原動機のない場合には 3 人以上の労働者のいる工業企業である。また

それ以外に，コルホーズおよびソフホーズにおいては，労働者一人あるいは二人の修理工

場も対象となっている151。 

 それに対して，産業協同組合における生産要員数は次のように推定することとした。ま

ず前述のとおり，1933 年における産業協同組合の年平均生産要員は 135 万 6837 人である

が，この人数を生産部門別に割り振る手掛かりはほとんど存在しない。わずかに考えられ

る方法としては，1940 年に関する修正前と修正後の部門別生産要員数を比較することであ

る。前者については，ナルホーズ 1960 年版（Нархоз в 1960 г., стр. 217）から，後者につ

いては ЦСУ（1968, стр. 84）からデータを得ることができる。これらの数字の比較から，

1940 年においては 168 万 1000 人の生産要員増加があり（すなわち同年には 168 万 1000

人の産業協同組合生産要員がおり），製鉄，石炭部門では増加がなく（すなわち産業協同組

合生産要員はゼロであり），機械部門で新規増加生産要員数の 10.7％に当たる人数の増加が

あった（すなわちそれだけの数の産業協同組合生産要員がいた）ことがわかる。同様に建

設資材部門で 2.6％，軽工業部門で 50.3％，食品工業部門で 6.7％の生産要員数の増加がみ

られた。そこでこれらの増加率をそのまま 1933 年にも適用し，また部門振り分けが不明で

ある 29.8％の増加分については木材・製紙部門であると想定する。以上のようにして推定

された大規模・小規模国営企業および産業協同組合の部門別年平均工業生産要員が表 4-8

にまとめられている。大規模・小規模国営企業の労働力を部門別に集計する際の細かい注

意点などについては，表の注に記した。 

 

 

 

表 4-8 1933 年における工業生産要員数（人） 

                                                   
150 同じデータは，ゴスプランおよびツンフーの機関誌『プラン』（План, 1935, стр. 41-49）にも掲載さ

れている。 
151 しかしながら，このセンサスは産業協同組合を対象とはしていなかったように思われる。1960 年代に

おける変更で統計カヴァレッジが産業協同組合にまで拡大したために，1930 年代の工業生産要員が大きく

増えているからである。当時はこのほかに，協同組合にも加入していなかったクスターリも相当数いたと

思われる。たとえばスミルガは，そのようなクスターリ等の数を，1935 年年初で約 41 万人と見積もって

いる（Смилга, 1936, стр. 14）。当時の統計当局がこのような人々をどの程度把握していたかは明確ではな

い。 
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大規模
国営工業

小規模
国営工業

小計
産業協同

組合
総計

電力 65,303 1,928 67,231 0 67,231
燃料 580,311 292 580,603 0 580,603
製鉄 319,836 0 319,836 0 319,836
非鉄 115,770 0 115,770 0 115,770
化学 190,561 15,163 205,724 0 205,724
機械 1,776,115 286,034 2,062,149 145,289 2,207,438
木材･製紙 1,295,173 110,954 1,406,127 404,387 1,810,514
建設資材 293,059 24,812 317,871 34,708 352,579
軽工業 1,463,098 200,366 1,663,464 682,051 2,345,515
食品 638,815 188,504 827,319 90,402 917,721
以上合計 6,738,041 828,053 7,566,094 1,356,837 8,922,931
全工業 7,039,581 860,489 7,900,070 1,356,837 9,256,907  

出所：大規模国営工業および小規模国営工業は，ЦУНХУ（1935а, стр. 4-13）による 1933 年工業セン

サス結果による．ただし生産要員について，次のような部門分類を行なった．電力：I 発電所。燃料：II

燃料採掘および VIII 燃料精製の合計．製鉄：III 鉱石採掘のうちの鉄鉱石とマンガン鉱石，および XI 冶金

のうちの А 製鉄の合計．非鉄：鉄鉱石とマンガン鉱石を除く III 鉱石採掘，および XI 冶金のうちの Б 非

鉄金属の合計．化学：IV 鉱山化学のうちのリン鉱石とカリ，IX 化学，および XIV ゴム･アスベストの合計．

機械：XII 金属加工．木材加工：VII 林業･木材浮送，XV 木材加工，および XVI 製紙の合計．建設資材：

V 建設資材原料採掘，および X ケイ酸塩･セラミクスのうちの А 建設資材生産の合計．軽工業：XVIII 繊

維，XIX 縫製，および XX 皮革･毛皮･製靴の合計．食品：IV 鉱山化学のうちの製塩，XII 獣脂･石鹸･香料，

および XXII 食品の合計． 

産業協同組合については，本文参照． 

 

 

（2）大規模国営工業部門の賃金の決定 

次のステップは，1933 年に関する工業生産要員各カテゴリー別（「労働者」「見習い」等）・

生産部門別の人数と平均賃金に関するデータを集めて，部門別賃金を計算することである。

ただし，前述したとおり生産要員カテゴリー別の人数およびそれらの平均賃金が得られる

のは，大規模国営工業部門についてのものに限られる。したがって，ここでは大規模国営

工業部分の工業生産要員カテゴリー別・部門別賃金が推定されることになる。またこれら

の調査を行なっていたのはツンフー労働部であるから，その大規模工業の定義は工業部の

定義よりも狭く，第一ステップで集めた工業部のデータにそのまま適用してよいか疑問の

点もあるが，データが限られていることから，第一ステップで得た生産部門別の工業生産

要員数に対して，労働部が公表した生産部門ごとの生産要員カテゴリー比率をそのまま適

用し，各生産部門における生産要員カテゴリー別の人数を算出するという方法をとった。

データの出所は，ツンフー労働部による年鑑『ソ連における労働 1935 年版』（ЦУНХУ, 

1935b）である。表 4-9 に示されている生産部門別のカテゴリー別生産要員数は，そのよう

にして導かれたものである。また，生産要員各カテゴリーの平均月間賃金も同様に労働部

のデータであり，したがって大規模工業部門は工業部の定義よりもカヴァレッジが小さい

が，それを用いて賃金総額を計算している。出所も，カテゴリー別生産要員統計と同様で

ある。なお「見習い」カテゴリーについては，ツンフー労働部による統計にもおいても平
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均賃金データが存在しないので，表の注に記したように「労働者」カテゴリーの半額であ

ると仮定した。 

 

 

表 4-9 1933 年における大規模国営工業部門別賃金（人数の単位は人） 

人数
平均月間
賃金（R)

人数
平均月間
賃金（R)

人数
平均月間
賃金（R)

人数
平均月間
賃金（R)

人数
平均月間
賃金（R)

電力 45,056 158.39 3,137 79.20 5,513 400.99 6,844 188.85 4,753 81.19 135 172.64
燃料 465,353 129.88 26,439 64.94 23,510 386.43 33,048 233.37 31,961 69.31 974 139.87
製鉄 244,132 141.69 22,796 70.85 17,559 445.57 17,944 210.78 17,405 72.77 589 153.45
非鉄 88,368 141.69 8,251 70.85 6,356 445.57 6,495 210.78 6,300 72.77 213 153.45
化学 136,776 136.43 8,876 68.22 16,917 341.69 16,007 200.25 11,986 87.63 352 153.77
機械 1,248,706 151.84 134,060 75.92 167,181 347.55 146,152 184.99 80,016 89.96 3,505 164.47
木材･製紙 998,422 113.56 47,758 56.78 53,881 290.85 97,556 168.82 97,556 84.62 1,878 120.82
建設資材 223,547 112.30 9,873 56.15 14,406 298.76 22,566 179.50 22,667 82.42 431 122.44
軽工業 1,188,853 104.13 80,674 52.06 58,391 291.53 88,673 168.04 46,507 95.28 1,972 112.33
食品 447,010 102.41 19,066 51.21 38,706 273.15 79,593 174.68 54,441 74.94 904 117.89
以上合計 5,086,223 124.06 360,929 64.81 402,420 331.51 514,879 182.03 373,591 83.54 10,953 135.46
全工業 5,296,235 126.08 392,438 63.04 434,679 340.67 539,414 190.25 376,815 82.83 11,693 138.42

平均月間
賃金（R)

労働者 見習い 技師 職員 MOP 年間総賃
金(100万

R)

注：R は，ルーブルの意．MOP は，「下級サービス要員」の意で，ここでは「警備員」を含んでいる．「非

鉄」の賃金は，「製鉄」のそれと同一と仮定した．再右列の平均賃金は，それぞれの生産要員数でウェイト

をつけて平均した． 

出所：ЦУНХУ（1935b, стр. 62-72）から各生産部門についてカテゴリー別生産要員比率を求め，その

比率を，表 4-8 に示した生産部門別大規模工業生産要員数に掛けて，生産要員の各カテゴリーに属する要

員数とした．その際の部門分類は，以下のとおり。電力：I 発電，燃料：II 燃料，製鉄：III 製鉄，および

VI 鉱石採掘のうちの鉄鉱石，化学：VII 化学から，石鹸･獣脂･香料，マッチを控除。機械：IV 機械製作，

および V 電気技術の合計。木材加工：VII 化学のうちのマッチ，IX 建設資材生産のうちの製材･合板，XII

日用品生産のうちの家具生産，および XIII 文化サーヴィス品生産のうちの製紙の合計．建設資材：製材･

合板を除く IX 建設資材生産。軽工業：X 繊維，および XI 衣料･製靴。食品：XIV 食品． 

各部門「労働者」月間平均賃金の出所は，「建設資材」を除いて ЦУНХУ（1936a, стр. 524-525）。ただ

し，「製鉄」部門は，鉱石採掘部門のうちの鉄鉱石の賃金と，製鉄部門の賃金の，労働者数によるウェイト

つき平均。労働者数の出所は，ЦУНХУ（1936a, стр. 4, 7）。「木材加工」部門は，製材･合板部門の賃金と，

製紙部門の賃金の，労働者数によるウェイトつき平均。労働者数の出所は，ЦУНХУ（1936a, стр. 12）。「軽

工業」部門は，繊維，縫製，製靴，皮革･毛皮の各部門の賃金の，労働者数によるウェイトつき平均。労働

者数の出所は，ЦУНХУ（1936a, стр. 13, 15）。また，「建設資材」部門の月間平均賃金の出所は，ЦУНХУ

（1935b, стр. 148）。 

各部門「見習い」の月間平均賃金は，それぞれの部門の「労働者」の半分と仮定。 

各部門「MOP」の月間平均賃金の出所は，電力部門と建設資材部門を除いて ЦУНХУ（1936a, стр. 528）。

ただし，製鉄部門，木材加工部門，軽工業部門については，労働者とまったく同様に，製鉄については鉄

鉱石と製鉄，木材加工については製材･合板と製紙，軽工業については繊維，縫製，製靴，皮革･毛皮のそ

れぞれの賃金を平均した。平均する際のウェイトとなる MOP 数の出所は，ЦУНХУ（1935b, стр. 70-72）

また，電力部門および建設資材部門の MOP の月間平均賃金の出所は，ЦУНХУ（1935b, стр. 166）。 

各部門「職員」の月間平均賃金の出所は，MOP とまったく同様。ただし，電力部門および建設資材部門
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の職員の月間平均賃金の出所は，ЦУНХУ（1935b, стр. 163）。 

各部門「技術者」の月間平均賃金の出所は，MOP とまったく同様。ただし，電力部門および建設資材部

門の技術者の月間平均賃金の出所は，ЦУНХУ（1935b, стр. 159）。 

 

（3）小規模国営工業部門と産業協同組合の賃金の決定 

次に，残された小規模国営工業と産業協同組合の賃金を計算する。しかし工業のこの部

分については，生産要員各カテゴリー別の平均賃金あるいは工業各部門別の平均賃金のデ

ータなどは公表されていない。そこで，ここでは小規模国営工業および産業協同組合の各

生産部門における賃金を同一と仮定し，それぞれの部門の大規模国営工業部分の平均賃金

の 71.5％と仮定して部門別賃金を計算することとした（表 4-10 参照）。この 71.5％という

数字は次のようにして導出した。すなわち，1933 年の工業センサスの結果（ツンフー工業

部発表）によると，大規模国営工業部門の総生産額は 422 億 6083 万 7000 ルーブル，小規

模国営工業部門のそれは 36 億 9430 万ルーブルであり（План, 1935, стр. 49），これをそれ

ぞれの部門の生産要員一人当たりの金額にすると大規模部門では 6003 ルーブル，小規模部

門では 4293 ルーブルとなる。71.5％というのは両者の比であり，つまりこの値は，分子に

総生産額をおいたときの大規模部門と小規模部門の労働生産性の比である。それを，表 4-9

最右列の各生産部門平均月間賃金に掛けた値が，表 4-10 の最左列に示された小規模工業・

産業協同組合平均月間賃金である。このようにして，工業部門全体の賃金が推定された。 

 

 

表 4-10  1933 年における生産部門別年間賃金 

小規模工
業・産業
協同組合
平均月間
賃金

小規模工
業生産要
員数（人）

産業協同
組合生産
要員数
（人）

小規模・
産業協同
組合年間
賃金
（1000R）

大規模工
業部門年
間賃金
（100万R）

年間賃金
（100万R）

電力 123.47 1,928 0 2,857 135.3 138.1
燃料 100.03 292 0 351 974.0 974.4
製鉄 109.74 0 0 0 588.9 588.9
非鉄 109.74 0 0 0 213.2 213.2
化学 109.97 15,163 0 20,009 351.6 371.6
機械 117.62 286,034 145,289 608,808 3,505.4 4,114.2
木材･製紙 86.41 110,954 404,387 534,358 1,877.8 2,412.2
建設資材 87.56 24,812 34,708 62,541 430.6 493.1
軽工業 80.33 200,366 682,051 850,636 1,972.1 2,822.8
食品 84.31 188,504 90,402 282,178 903.7 1,185.9
以上合計 90.08 828,053 1,356,837 2,361,737 10,952.8 13,314.5
全工業 98.99 860,489 1,356,837 2,633,965 11,692.9 14,326.8  

出所：R はルーブルの意．小規模工業・産業協同組合平均月間賃金の出所は，本文参照．小規模工業生産

要員数および産業協同組合生産要員数の出所は表 4-8，大規模工業部門年間賃金の出所は表 4-9． 

 

 

（4）総賃金の決定 

次に，以上のようにして得られた生産部門別賃金に，社会保険料支払を加えて総労働所
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得を算定する。ただし，この社会保険料支払についての部門別データが得られるのは大規

模国営工業に限られ，また他の部分についての社会保険の実情が分からないので，ここで

は大規模工業部門についてのみ社会保険料支払を考慮することとする。 

 社会保険料支払についての基本となるデータは，1933 年における工業企業の部門別コス

ト構造に関する統計である。ソ連統計では，原材料，燃料・電力費，減価償却，その他の

貨幣的支出に加えて，賃金および社会保険料支払を総コストと呼ぶ。これらの各項目が総

コストの何％を占めているかという統計が生産部門ごとに公表されている。1933 年の賃金

および社会保険支払についての数字を拾い集めたのが，表 4-11 の「賃金」比率および「社

会保険支払」比率である。これらのコスト項目のうち賃金についてはすでにわれわれによ

って計算されているから，両者の比から部門別の社会保険支払金額が計算できる。この値

に，すでに計算された賃金額を加えれば，部門ごとの総労働所得が算定され，それを生産

要員総数で割れば平均労働所得となる。そのプロセスが表 4-11 に示されている。表 4-11 で

は，平均月間賃金および平均月間労働所得の部門別順位も示した。 

 

 

表 4-11  1933 年における生産部門別労働所得 

大規模部
門賃金

賃金
社会保険
負担

保険負担 賃金総額
総労働所

得
総生産要

員
平均月額

賃金
順位

平均月額
労働所得

順位

100万R ％ ％ 100万R 100万R 100万R 人 R R 
電力 135.3 20.8 1.3 8.5 138.1 146.6 67,231 171.23 1 181.71 2
燃料 974.0 31.1 4.9 152.9 974.4 1,127.3 580,603 139.85 6 161.80 6
製鉄 588.9 34.2 5.1 87.8 588.9 676.8 319,836 153.45 3 176.33 3
非鉄 213.2 38.4 5.7 31.6 213.2 244.8 115,770 153.45 3 176.23 4
化学 351.6 24.3 5.5 79.7 371.6 451.4 205,724 150.54 5 182.83 1
機械 3,505.4 40.0 6.2 543.3 4,114.2 4,657.6 2,207,438 155.32 2 175.83 5
木材･製紙 1,877.8 24.6 5.9 448.6 2,412.2 2,860.8 1,810,514 111.03 8 131.68 8
建設資材 430.6 30.4 8.6 121.8 493.1 614.9 352,579 116.55 7 145.34 7
軽工業 1,972.1 7.7 1.8 453.6 2,822.8 3,276.4 2,345,515 100.29 10 116.41 10
食品 903.7 10.0 2.3 207.9 1,185.9 1,393.8 917,721 107.69 9 126.56 9
以上合計 10,952.8 2,135.8 13,314.5 15,450.3 8,922,931 124.35 144.29
全工業 11,692.9 2,280.1 14,326.8 16,607.0 9,256,907 128.97 149.50

注：R はルーブルの意．賃金比率および社会保険支払比率の出所は，ЦУНХУ（1935a, стр. 33, 96, 128, 148, 

164, 169, 186, 193, 206, 210, 219, 210, 237, 264, 268）．大規模部門賃金の出所は表 4-9，生産要員数の出

所は表 4-8． 

 

 

以上のようにして，生産部門別の労働所得が推計された。この金額を，工業部門生産国

民所得－取引税から控除することによって，工業における資本所得（利潤）の合計額 62 億

2650 万ルーブルが得られる。これを各部門の固定資本の大きさ（Нархоз в 1958 г., стр. 133）

に応じて配分することによって得られる値を，部門別の資本所得と考える。なお，固定資

本の部門別比率は 1933 年末時点のものである。本来であれば，たとえば 1932 年末時点に

おける比率との平均をとるなどして年間比率を計算することが望ましいが，そのような手

続きはデータ不足のために行なわれていない。上のようにして得られた資本所得に前述の

労働所得を合計することによって，所望の部門別付加価値生産額とそのおのおのが全体に
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占めるシェアが得られることになる。このプロセスが表 4-12 に示されている。 

 

 

表 4-12  1933 年における生産部門別付加価値生産 

固定資本
比率

労働所得 資本所得 付加価値
労働所得

シェア
付加価値

シェア
％ 100万R 100万R 100万R ％ ％

電力 9.6 146.6 597.7 744.3 0.9 3.3
燃料 11.3 1,127.3 703.6 1,830.9 6.8 8.0
製鉄 8.2 676.8 510.6 1,187.3 4.1 5.2
非鉄 2.5 244.8 155.7 400.5 1.5 1.8
化学 6.7 451.4 417.2 868.5 2.7 3.8
機械 23.9 4,657.6 1,488.1 6,145.7 28.0 26.9
木材・製紙 5.7 2,860.8 354.9 3,215.7 17.2 14.1
建設資材 4.5 614.9 280.2 895.1 3.7 3.9
軽 10.8 3,276.4 672.5 3,948.8 19.7 17.3
食品 12.5 1,393.8 778.3 2,172.1 8.4 9.5
以上合計 95.7 15,450.3 5,958.8 21,409.1 93.0 93.8
全工業 100.0 16,607.0 6,226.5 22,833.5 100.0 100.0  

注：R はルーブルの意．固定資本部門別比率の出所は，ナルホーズ（Нархоз в 1958 г., стр. 133）．労働所

得の出所は，表 4-11 ．資本所得の出所は本文参照．付加価値は，労働所得と資本所得の合計． 

 

 

4-3-4．1940 年 

1930 年代後半以降の状況について，ソ連の経済学者のヴァインシュテインは次のように

述べている。「1930 年代から 1940 年にかけて，ソ連国民所得に関する数字は，不変価格

（1926/27 年価格）表示のみが公表されるようになった。･･･そして 1940 年以降およそ 20

年にわたって，国民所得統計は現行価格表示でも不変価格表示でも公表されなくなってし

まった」（Вайнштейн, 1969, стр. 99, 108）。したがって，スターリンの秘密主義が頂点に

達したこの時期における付加価値生産額を推計することは非常に困難である。1940 年につ

いても，われわれが知りうるのは，わずかに工業部門全体の平均賃金と各部門における生

産要員数，同じく固定資本比率，取引税額（105 億 8800 万ルーブル，Нархоз в 1965 г., стр. 

757）152，そして以下の表 4-13 に示すような生産部門の賃金順位などにすぎない。それゆ

えここでは，次のようにして 1940 年における生産部門別付加価値生産を推計することとし

た。 

1940年のソ連工業についてわずかに得られる生産各部門の生産要員数（1307 万 9000人，

ЦСУ СМ СССР, 1968, стр. 81）と工業全体の生産要員平均月間賃金（34.0 ルーブル，ЦСУ 

                                                   
152 この金額は，1961 年にソ連で行なわれたデノミネーション後の金額である。この年のデノミネーショ

ンで，ゼロが一つ消されることとなった。デノミネーション以前の単位でいえば，1940 年の名目利潤額は

168 億 9000 万ルーブルということになる。ところで，1933 年の推定名目利潤額は表 4-12 に示したよう

に 62 億 2650 万ルーブルだった。1930 年代のソ連経済に相当なインフレーションが進行していたことが

知られている。ホルツマン（Holzman, 1960, pp. 168-169）の推定によれば，1932 年から 1940 年の間に

ソ連における賃金で計測した価格指数は 2.85 倍になった。なお，以下の本項の記述では，金額はすべてデ

ノミネーション後の金額とする。 
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СМ СССР, 1968, стр. 140）とから，工業部門における総賃金を計算することができる。社

会保険負担については公式データが得られないので，1933 年における賃金額と保険負担の

比率をそのまま適用する（後者は前者の 15.9％）。したがって賃金額の 15.9％増しを工業部

門における総労働所得（61 億 8550 万ルーブル）と考える。また賃金と利潤との比率につ

いては，1933 年の所得分配率 73：27（表 4-12 参照）がそのまま維持されたと考えること

としよう。 

 

 

表 4-13  1940 年における生産部門別労働所得 

平均月間
賃金

順位 想定順位
1933年賃
金割当て

生産要員
数(1000

人)

年間賃金
(1933年賃
金，100万

R)

実際の総
労働所得
(100万R）

月額労働
所得（R)

年間労働
所得（100
万R）

電力 171.23 1 6 139.85 164 275.2 42.74 84.1
燃料 139.85 6 1 171.23 808 1,660.3 52.32 507.3
製鉄 153.45 3 2 155.32 526 980.4 47.46 299.6
非鉄 153.45 3 2 155.32 149 277.7 47.46 84.9
化学 150.54 5 5 150.54 414 747.9 46.00 228.5
機械 155.32 2 4 153.45 3,519 6,479.9 46.89 1,980.1
木材製紙 111.03 8 9 107.69 1,990 2,571.5 32.91 785.8
建設資材 116.55 7 7 116.55 368 514.7 35.61 157.3
軽 100.29 10 8 111.03 2,853 3,801.1 33.93 1,161.5
食品 107.69 9 10 100.29 1,568 1,887.1 30.65 576.6
以上合計 124.35 124.35 12,359 19,195.7 5,865.7 39.55 5,865.7
全工業 128.97 128.97 13,079 20,242.3 6,185.5 39.41 6,185.5

1940年1933年

注：R はルーブルの意。1933 年の平均月間賃金の出所は表 4．1940 年の想定順位は，Институт экономики

（1963, стр. 83）によった．この想定順位に従って 1933 年の平均月間賃金を当てはめた．生産要員数の出

所は，ナルホーズ（Нархоз в 1975 г., стр. 211）．想定年間賃金総額 202 億 4230 万ルーブルが 1940 年に

おける実際の金額 61 億 8550 万ルーブルとなるために，想定月間賃金に 0.306 を掛け，それを月間労働所

得とみなした． 

 

 

次に，総労働所得を生産各部門に割り振ることを考えるが，各部門の正確な平均賃金を

推計することは断念した。筆者の手元にある資料（Институт экономики, 1963, стр. 83）

には，次のような説明がある。「賃金分野における最重要の問題の一つは，工業の基幹的部

門における高い賃金水準の確保であった。すでに 1928-34 年の期間において，重工業部門

の賃金が大きく引き上げられた。この期間では，工業全体で労働者の平均月間賃金が 2 倍

になったのに対して，石炭，鉄鉱石採掘，石油採掘，製鉄の各部門の賃金は 2.5-3.4 倍とな

った。この規則性は続く第 2 次，第 3 次五カ年計画期にも引き継がれた。表に示したよう

に，1940 年には重工業の主導的諸部門は，賃金水準において上位を占めた」。ここでいう表

では，1940 年における部門別平均賃金が高い順に，燃料，製鉄，非鉄金属，機械，化学，

電力，建設資材，軽，木材・製紙，食品と順位づけられることが示されている153。そこで，

                                                   
153 実際のところ Институт экономики（1963, стр. 83）では，次のような順位付けが示されている。平



205 

 

これらの部門にそれぞれの順位に相当する 1933 年の平均賃金を割り当てることとした。そ

してそれぞれの部門の生産要員数を掛け合わせた賃金総額が，上述の 1940 年賃金総額とな

るよう比例定数を求め，その比例定数を各部門の平均賃金に掛ける。その際には，1933 年

にはこれらの 10 部門で工業全体の賃金の 94.8％になった事実にかんがみて，10 部門の賃

金合計が 61 億 8550 万ルーブルの 94.8％となるよう調節する。こうして求めた各部門の労

働所得が表 4-13 に示されている。この場合の比例定数は，0.306 と計算できる。このよう

にして 1940 年における部門別の労働所得を求めるプロセスが表 4-13 に示されている。 

このように部門別の労働所得が計算できれば，同じく部門別の付加価値生産を求めるの

は容易である。すなわち 1940 年について 1933 年と同じ分配率を適用すると利潤総額は 23

億 1920 万ルーブルとなり，この利潤総額をその固定資本シェアに応じて各部門に配分する

ことによって部門ごとの資本所得（利潤）が算定できる。そうして得た資本所得を労働所

得と合計すれば，各部門の付加価値生産額を求めることができる。これが表 4-14 に示され

ている。 

 

 

表 4-14  1940 年における生産部門別付加価値生産 

労働所得
（100万R）

労働所得
シェア

固定資本
シェア

利潤（100
万R）

付加価値
（100万R）

付加価値
シェア

電力 84.1 1.4 8.9 206.4 290.5 3.4
燃料 507.3 8.2 10.6 245.8 753.2 8.9
製鉄 299.6 4.8 8.5 197.1 496.7 5.8
非鉄 84.9 1.4 3.9 90.4 175.3 2.1
化学 228.5 3.7 7.3 169.3 397.8 4.7
機械 1,980.1 32.0 28.1 651.7 2,631.8 30.9
木材製紙 785.8 12.7 6.1 141.5 927.3 10.9
建設資材 157.3 2.5 3.7 85.8 243.1 2.9
軽 1,161.5 18.8 7.3 169.3 1,330.8 15.6
食品 576.6 9.3 11.1 257.4 834.1 9.8
以上合計 5,865.7 94.8 95.5 2,214.8 8,080.5 95.0
全工業 6,185.5 100.0 100 2,319.2 8,504.7 100.0  

注：R はルーブルの意．労働所得の出所は表 4-13．固定資本シェアの出所はナルホーズ（Нархоз в 1958 г., 

стр. 133）．その他については，本文参照． 

 

 

4-3-5．1950-1985 年 

 第 2 次世界大戦後の部門別付加価値生産については，大戦前と異なって統計資料の数も

増え，したがってこれまでの推計よりも作業が比較的容易になる。生産部門別の生産要員

や賃金等（賃金＋社会保険負担）についてもデータの入手が可能であり，統一的な方法で

推計することができる。あらためて前に 4-2-2 でみた (1) 式を確認しよう。 

      工業国民所得－（間接税－補助金）＝賃金等＋利潤     (1) 

                                                                                                                                                     
均賃金が高い順に，石炭，製鉄，石油，機械，鉄鉱石，化学，電力，印刷，製靴，綿紡績，皮革・毛皮，

木材加工，縫製，製紙，羊毛（製紙と羊毛は同順位），亜麻，食品（亜麻と食品は同順位）。これを本文に

あるような順位を解釈した。 
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この (1) 式において，「間接税」を取引税，「補助金」を工業部門の赤字補填と考えるこ

とにしよう。すると，ベンチマーク年における「利潤」を除く (1) 式の各項，すなわち「工

業国民所得」「間接税」「補助金」「賃金等」は，すべて公式統計から直接データをとること

ができる。したがって，(1) 死期を利用して工業全体の利潤額も確定することができる。こ

のプロセスが，表 4-15 に示されている。なお，ここでいう補助金，すなわち工業諸部門の

損失合計額は，1960 年，1965 年，1985 年については石炭部門のみ，また 1980 年につい

ては石炭部門，泥炭部門，木材調達部門の損失額の合計であり，これらの年以外のベンチ

マーク年については，赤字部門は存在しない。なお，1985 年の赤字部門のうち石炭部門の

み同年の損失額が得られないため，1984 年の損失額で代用させた。 

次に，工業諸部門の部門別付加価値生産を求めよう。まず，部門別の賃金を推定する手

順は，1933 年のそれと変わりがない。 

 

 

表 4-15 工業部門における生産国民所得とその内訳：1950-1985 年（10 億ルーブル） 

1950 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985
工業生産国民所得 42.6 53.3 75.8 100.1 148.3 191.2 238.1 263.1
取引税 23.6 24.2 31.3 38.7 49.4 66.6 94.1 97.7
補助金 0.0 0.0 0.8 1.6 0.0 0.0 1.9 1.5
賃金 13.9 19.0 26.6 36.4 54.1 71.0 87.9 103.1
利潤 5.1 10.1 18.7 26.6 44.8 53.6 58.0 63.7

注：利潤は，工業部門生産国民所得－取引税＋補助金－賃金で計算．工業部門生産国民所得の出所は，

1950-55 年は，Вайнштейн（1969, стр. 111），1960-85 年は，ナルホーズ（Нархоз в 1965 г., стр. 591; 1967, 

стр. 672; 1972., стр. 532; 1976, стр. 486; 1981, стр. 417; 1986, стр. 122）．取引税の出所は，ナルホーズ

（Нархоз в 1965 г. стр. 757; 1975, стр. 742; 1980, стр. 552; 1985, стр. 559）．補助金は，工業各部門の赤

字額の合計．1985 年は，1984 年の値．補助金の出所は，ナルホーズ（Нархоз в 1965 г. стр. 759; 1980, стр. 

505; 1984, стр. 564）．賃金の出所は，表 4-18，表 4-19． 

 

 

 戦後に公表されている平均月間賃金の数字は，工業生産要員に関する数字であるから，

工業要員の各カテゴリーについての賃金を計算するといった細かい作業は必要ない。各ベ

ンチマーク年における部門別工業生産要員数は，表 4-16 に，部門別月間平均賃金は表 4-17

に示した154。それらをもとに計算された部門別年間賃金が表 4-18 に示されている。生産要

員数および賃金についての必要な数字はほとんど公表されたものをそのまま使えばよいが，

一部については公表されていないものがあり，そのため推定が必要となった。それらは，

1950 年の建設資材部門の生産要員数および平均賃金，同じく 1950 年の木材・製紙部門の

平均賃金，および 1955 年の化学部門の生産要員数である。具体的な推定方法については，

                                                   
154 統計に付された注によれば，表 4-17 に示されている月間平均賃金（среднемесячная денежная 

заработная рлата рабочих и служащих）は，賃金フォンド（労働報酬フォンド），物的奨励フォンド，

および両フォンドに含まれないその他の報奨金の総額を年間平均労働者･職員（この場合には，工業生産要

員の意）数で割ったものと定義され，労働者･職員が受け取る社会保険からの支払いは含まないとある

（Госкомстат СССР, 1988a, стр. 288）。 
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表の注に示した。 

 

 

表 4-16 生産部門別年平均工業生産要員 （1000 人） 

 1950 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 

電力 184 249 397 540 633 686 770 858 

燃料 1,243 1,447 1,568 1,579 1,542 1,434 1,648 1,771 

製鉄 743 891 1,047 1,236 1,359 1,369 1,451 1,488 

非鉄 521  526  667 682 732 752 

化学 469 563 792 1,251 1,568 1,753 1,924 1,983 

機械 4,307 5,547 7,206 9,905 12,017 13,816 15,612 16,380 

木材製紙 2,201 2,516 2,684 2,819 2,848 2,795 2,737 2,724 

建設資材 673 1,000 1,582 1,716 2,003 2,160 2,243 2,289 

軽工業 2,653 3,371 3,860 4,308 5,019 5,109 5,218 5,109 

食品 1,534 1,903 2,027 2,592 2,759 2,875 2,978 3,038 

以上合計 14,528 17487 21,163 25,946 29,748 31,997 34,581 35,640 

工業全体 15,317 18,868 22,620 27,447 31,593 34,054 36,891 38,103 

注：下線は，推定を意味する．1950 年の建設資材部門については，Госкомстат（1988a, стр. 50）では不

明となっている．ここでは，ЦСУ СМ СССР（1968, стр. 68）の数字をそのまま用いた．1955 年の化学

部門は，工業生産要員の数字が不明であるので，同年の全工業の「労働者」（狭義）に対する化学部門の「労

働者」（狭義）の比率を，そのまま工業生産要員に適用した。1955-1985 年の「以上合計」欄は，非鉄金属

を除く 9 部門の合計．ナルホーズ等に注があるように（たとえば，Нархоз в 1970 г., стр. 158），この表に

示された工業生産要員の中には，コルホーズ工業企業および一部の小規模補助的工業企業で働く労働者･

職員は含まれていない． 

出所：1950，1960，1970，1975，1980，1985 年は，Госкомстат（1988a, стр. 49-50）．1955 年は，ЦСУ 

СМ СССР（1968, стр. 86-88）．1965 年は，ナルホーズ（Нархоз в 1975 г., стр. 211）． 

 

 

表 4-17 生産部門別月間平均賃金（ルーブル） 

 1950 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 

電力 77.7 85.0 89.1 110.7 138.2 167.3 190.2 210.0 

燃料 104.3 109.3 151.8 174.9 201.0 245.0 271.7 313.0 

製鉄 97.7 102.0 116.8 126.1 153.4 188.0 214.1 236.7 

非鉄 96.7  145.2  196.8 235.7 264.6 299.2 

化学 76.5 83.7 96.3 106.8 136.9 165.2 183.2 204.0 

機械 77.1 84.0 92.8 102.9 134.4 164.1 187.5 214.4 

木材製紙 60.8 73.6 85.8 100.2 135.3 169.3 191.6 218.0 

建設資材 61.0 69.1 85.9 100.7 138.2 165.3 180.2 204.5 

軽工業 51.4 57.6 65.6 77.6 103.3 124.6 149.9 167.5 

食品 53.3 61.0 73.3 89.2 119.0 146.5 167.2 188.4 

工業全体 70.8 78.3 91.6 103.3 133.3 162.2 185.4 210.6 

注：空欄は不詳，下線は推定を意味する．1950 年の木材加工･製紙部門および建設資材部門について，

Госкомстат（1988a）には記載がない．おそらくは不明を意味するものと思われるが，ЦСУ СМ СССР（1968）

の数字をそのまま用いた．1955 年の燃料部門については，次のように推定した．同部門中の石炭工業の賃

金は，1950-55 年に 4.1％増大し，1950-60 年に 38.9％増大した．また燃料部門は，1950-1960 年に 45.5％

増大した．そこで燃料部門の 1950-55 年の増加率を，1950-55 年石炭増加率×1950-60 年燃料増加率÷

1950-60 年石炭増加率として計算した．1965 年も同様にして計算した． 
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出所：1950，1960，1970，1975，1980，1985 年は，Госкомстат（1988a, стр. 189-195）．ただし 1950

年の木材加工･製紙，建設資材部門については，ЦСУ СМ СССР（1968, стр. 140-144）．1955，1965 年は，

ЦСУ СМ СССР（1968, стр. 140-144）． 

 

 

表 4-18 生産部門別年間平均賃金（100 万ルーブル） 

1950 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985
電力 171.6 254.3 424.5 717.3 1,049.8 1,377.2 1,757.4 2,162.2
燃料 1,555.7 1,898.5 2,856.3 3,313.2 3,719.3 4,216.0 5,373.1 6,651.9
製鉄 871.1 1,090.5 1,467.5 1,870.3 2,501.6 3,088.5 3,727.9 4,226.5
非鉄 604.6
化学 430.5 565.3 915.2 1,603.3 2,575.9 3,475.1 4,229.7 4,854.4
機械 3,984.8 5,591.8 8,024.6 12,230.7 19,381.0 27,206.5 35,127.0 42,142.5
木材製紙 1,605.8 2,221.9 2,763.4 3,389.6 4,624.0 5,678.3 6,292.9 7,126.0
建設資材 492.3 829.4 1,630.7 2,073.6 3,321.8 4,284.6 4,850.3 5,617.2
軽 1,636.4 2,330.0 3,038.6 4,011.6 6,221.6 7,639.0 9,386.1 10,269.1
食品 981.1 1,392.7 1,782.9 2,774.5 3,939.9 5,054.3 5,975.1 6,868.3
以上合計 12,334.1 16,174.2 22,903.8 31,984.1 47,334.8 62,019.4 76,719.6 89,918.0
全工業 13,013.3 17,728.4 24,863.9 34,023.3 50,536.2 66,282.7 82,075.1 96,293.9

注：表 4-16，表 4-17 から計算した． 

 

 

表 4-19 生産部門別年間社会保険負担（100 万ルーブル） 

1950 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985
電力 11.6 17.2 28.7 44.5 65.1 85.5 109.1 134.2
燃料 134.0 163.5 245.9 294.9 331.0 375.2 478.2 592.1
製鉄 70.4 88.2 118.6 147.8 197.6 244.0 294.5 333.9
非鉄 48.9
化学 30.4 40.0 64.7 134.7 216.4 291.9 355.3 407.8
機械 333.8 468.4 672.2 893.7 1,416.1 1,987.9 2,566.7 3,079.3
木材製紙 113.5 157.1 195.4 159.3 217.3 266.9 295.8 334.9
建設資材 34.8 58.6 115.3 126.5 202.7 261.4 296.0 342.8
軽 112.3 159.9 208.5 272.8 423.1 519.4 638.2 698.3
食品 64.7 91.8 117.6 188.7 267.9 343.7 406.3 467.0
以上合計 954.5 1,244.7 1,767.0 2,262.8 3,337.3 4,376.0 5,440.0 6,390.1
全工業 920.1 1,253.5 1,758.1 2,410.0 3,579.7 4,695.2 5,813.8 6,821.0

注：導出方法については本文参照． 

 

 

 社会保険負担については，部門別の金額を知ることができない。わずかに 1955 年につい

ては，公式統計（Нархоз в 1956 г., стр. 100）から部門別に総コストに対する社会保険負

担の比率を知ることができる。1950，1955，1960 年についてはこの数字を適用して社会保

険負担の金額を計算した155。1965 年以降については，わずかにソ連経済の 1966 年産業連

関表についてのトレムル（Treml, 1977, pp. 52-53）の研究から同年の保険負担を知ること

                                                   
155 ただしこの場合，燃料部門の比率は石炭工業と原油採掘工業の比率の 1955 年生産額ウェイトによる平

均値とし，また軽工業，食品工業の比率は，それぞれ木綿工業，砂糖工業の数字で代用した。 
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ができる。これ以外に利用できるデータは存在しないように思われるので，この値を 1965

年以降のすべてのベンチマーク年に適用することとした。実際のところ 1955 年と 1966 年

の比率に大きな変化はなく，また部門別としてもそれほどの差があるわけではない156。以

上のような計算の結果，表 4-19 に示した数字が得られた。 

 

 

表 4-20 生産部門別工業固定資本シェア（％） 

 1950 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 

電力 9.3 11.4 11.9 14.7 17.4 16.9 16.0 15.1 

燃料 15.7 18.4 17.0 14.1 13.1 12.6 13.1 14.5 

製鉄 8.7 8.6 9.6 10.7 10.4 9.8 9.2 8.7 

非鉄 5.3 5.6 4.2   4.8 4.7 4.7 

化学 5,4 5.3 4.9 8.1 8.9 9.4 9.9 10.0 

機械 27.7 23.9 20.3 19.1 20.0 21.3 23.5 24.6 

木材製紙 6.4 6.2 5.9 5.7 5.1 4.9 4.5 4.3 

建設資材 4.1 5.1 5.3 6.5 5.7 5.8 5.4 4.8 

軽工業 4.7 4.5 4.5 4.4 4.6 4.5 4.3 4.1 

食品 9.1 8.1 9.1 9.2 8.0 7.7 7.0 6.6 

以上合計 96.4 97.1 92.7 92.2 93.2 97.5 97.4 97.3 

工業全体 100 100 100 100 100 100 100 100 

注：1950，1955，1970 年は，年末時シェア，1965，1975，1980，1985 年は，当該年末と前年末のシェ

アの平均．1960 年は年初時シェア．空欄は不詳を意味する．非鉄部門のシェアはナルホーズ（Нархоз в 1961 

г.）から，また製鉄部門のシェアはナルホーズ（Нархоз в 1974 г.）から，公表されなくなった。しかしペ

レストロイカ期の工業統計集 Госкомстат（1988b）においては，ベンチマーク年についてのみそれらが公

表されている。したがって，1975-1985 年の製鉄部門および非鉄部門のシェアは，当該年末のシェア． 

出所：1950，1955 年は，ナルホーズ（Нархоз в 1958 г., стр. 133），1960 年は，ナルホーズ（Нархоз в 1959 

г., стр. 6），1965 年は，ナルホーズ（Нархоз в 1964 г., стр. 142-143）およびナルホーズ（Нархоз в 1965 

г., стр. 150-151），1970 年は，ナルホーズ（Нархоз в 1974 г., стр. 203），ただし製鉄部門のシェアのみナ

ルホーズ（Нархоз в 1970 г., стр. 166），1975 年は，ナルホーズ（Нархоз в 1974 г., стр. 203）および

Госкомстат（1988b, стр. 70- 71），1980 年は，ナルホーズ（Нархоз в 1979 г., стр. 157）および Госкомстат

（1988b, стр. 70-71），1985 年は，ナルホーズ（Нархоз в 1984 г., стр. 154）および Госкомстат（1988b, 

стр. 70-71）． 

 

 

 生産部門別の利潤額の推定は，1933 年や 1940 年の場合と同様に，工業部門総利潤額（表

4-15）を部門別固定資本シェアに従ってそれぞれの部門に振り分けるという方法による。

1950 年以降のすべてのベンチマーク年について，総利潤額および固定資本シェアは公式統

計の数字をそのまま用いた。部門別固定資本シェアは表 4-20 に，また部門別利潤は表 4-21

に示されている。 

 

 

                                                   
156 1955 年における社会保険負担の労働所得（賃金プラス社会保険負担）全体に占める比率は，電力，燃

料，製鉄，化学，機械，木材・製紙，建設資材，軽，食品部門の順に，6.3，7.9，7.5，6.6，7.7，6.6，6.6，

6.4，6.2 であり，1966 年は 5.8，8.2，7.3，7.7，6.8，4.5，5.8，6.4，6.4％であった。 
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表 4-21 生産部門別利潤（100 万ルーブル） 

1940 1950 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985
電力 206.4 470.2 1149.1 2219.7 3907.9 7792.4 9035.3 9256.3 9625.8

燃料 245.8 793.7 1854.7 3171.0 3735.1 5866.7 6756.4 7602.3 9243.3

製鉄 197.1 439.8 866.9 1790.7 2831.3 4657.5 5255.0 5339.0 5546.0

非鉄 90.4 267.9 564.5 783.4

化学 169.3 273.0 534.2 914.0 2140.1 3985.8 5013.7 5716.3 6342.8

機械 651.7 1400.4 2409.1 3786.6 5077.7 8956.8 11421.5 13637.8 15681.8

木材・製紙 141.5 323.6 625.0 1100.5 1502.0 2284.0 2600.7 2611.5 2709.3

建設資材 85.8 207.3 514.1 988.6 1714.7 2552.7 3110.1 3133.8 3059.9

軽 169.3 237.6 453.6 839.4 1169.7 2060.1 2386.2 2466.4 2613.6

食品 257.4 460.1 816.5 1697.4 2432.5 3582.7 4128.9 4033.3 4175.4

以上合計 2214.8 4873.5 9787.8 17291.4 24511.0 41738.8 49707.7 53796.7 58997.9

全工業 2319.2 5055.5 10080.1 18653.0 26584.6 44784.1 53622.1 58033.1 63747.1

注：工業部門利潤総額を，各生産部門の固定資本シェアに従って割り振った．空欄は不詳．利潤の出所は，

ナルホーズ（Нархоз в 1960 г., стр. 843; 1963, стр. 637; 1980, стр. 505; 1986, стр. 620）．固定資本シェ

アは，表 4-20 から． 

 

 

 以上のようにして計算された賃金，社会保険負担，利潤を生産部門ごとに合計すると，

それぞれの部門の付加価値生産額およびそのシェアが計算できる。以上のようにして計算

された部門別付加価値が，すべてのベンチマーク年について表 4-22 に示されている。表に

示されているように，工業各部門の付加価値生産シェアは，1913 年から 1927 年において

はそれほど大きな変化は見られない。むしろ多くの重工業部門のシェアが低下している一

方で，軽工業部門のシェアが増大しているところから，ネップ期における経済復興の性格

をうかがうことができる。それに対して，1927-1933 年期（第 1 次五カ年計画は 1928-1932

年）におけるシェアの変化は目覚しい。機械部門を中心として重工業化が急速に進み，ま

た電力部門のウェイトも増した。その一方で，帝政期からロシア工業の中心となってきた

軽工業および食品工業のシェアは驚くほど急速に小さくなった。もちろんその後，電力，

化学，機械のように徐々にシェアを伸ばした部門や，木材加工･製紙，軽工業，食品のよう

に徐々にシェアを減らしていった部門はあるが，第 1 次五カ年計画によって作られた生産

構造は，その後数十年にわたって維持された。ソ連工業における付加価値生産シェアの基

本的な構造は，1930 年代前半に形成されたということができるだろう。 

前にふれたように，われわれの付加価値の計算方法は，基本的に A. バーグゾンら米国の

研究者が考案し，その後たとえば CIA によるソ連 GNP 推計に受け継がれた「調整要素費

用」概念に基づく推計と同様の考え方である。表 4-23 は，1960 年，1970 年の工業各部門

付加価値生産シェアについて，CIA（1960 年は CIA のエコノミスト，グリーンスレード）

の推計値と筆者のそれを比較したものである。電力部門および燃料部門に対してわれわれ

の推計の与えるウェイトが，CIA のそれよりもやや大きな傾向がある。しかし実際のとこ

ろ，筆者による単純な方法によって得られる値は，バーグゾンのやり方をいっそう洗練し



211 

 

た CIA による複雑な方法の結果とそれほど大きな違いはないといえるだろう157。 

 

 

表 4-22 生産部門別付加価値生産シェア：1913-1985 年（％） 

1913 1927 1933 1940 1950 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985
　電力 1.6 1.2 3.3 3.4 3.4 4.9 5.9 7.4 9.0 8.4 7.6 7.1
　燃料 11.2 9.2 8.0 8.9 13.1 13.5 13.9 11.7 10.0 9.1 9.2 9.9
　製鉄 6.4 3.6 5.2 5.8 7.3 7.0 7.5 7.7 7.4 6.9 6.4 6.1
　非鉄 1.6 0.3 1.8 2.1 4.9
　化学 7.5 2.1 3.8 4.7 3.9 3.9 4.2 6.2 6.9 7.0 7.1 7.0
　機械 13.6 9.5 26.9 30.9 30.1 29.1 27.6 28.9 30.1 32.6 35.2 36.5
　木材製紙 8.6 11.2 14.1 10.9 10.8 10.3 9.0 8.0 7.2 6.9 6.3 6.1
　建設資材 1.9 1.6 3.9 2.9 3.9 4.8 6.0 6.2 6.1 6.1 5.7 5.4
　軽 20.2 26.1 17.3 15.6 10.5 10.1 9.0 8.7 8.8 8.5 8.6 8.1
　食品 24.2 27.2 9.5 9.8 7.9 7.9 7.9 8.6 7.9 7.6 7.1 6.9
以上合計 96.9 92.1 93.8 95.0 95.6 91.7 91.0 93.2 93.4 93.2 93.2 93.1
全工業 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

注：1913，1927，1933，1940 年の出所は，それぞれ表 4-3，4-5，4-13，4-15．1927 年は，正確には 1926/27

財政年度．1950 年以降は表 4-18，4-19，4-21 から計算した． 

 

 

表 4-23 CIA 付加価値ウェイトとの比較：1960 年，1970 年，（％） 

 1960 年 1970 年 

 CIA (1) S (2) 差 (2)－(1) CIA (1) S (2) 差 (2)－(1) 

電力 4.0 6.5 2.5 6.8 9.8 3.0 
燃料 11.6 15.2 3.6 9.8 10.3 0.5 
製鉄 7.2 8.2 1.0 7.2 7.7 0.5 
非鉄 3.8   3.9   
化学 4.1 4.6 0.5 6.3 7.0 0.7 
機械 31.6 30.3 -1.3 31.4 29.1 -2.3 
木材･製紙 10.2 9.9 -0.3 7.7 7.0 -0.7 
建設資材 6.6 6.6 0.0 6.5 6.1 -0.4 
軽工業 11.6 9.9 -1.7 8.0 8.4 0.4 
食品 9.3 8.7 -0.6 9.5 7.9 -1.6 
以上合計 100 100  97.1 93.4  
全工業    100 100  

注：S は，われわれの推計を意味する．1960 年については，われわれの推計を合計が 100 となるよう正規

化した．1960 年の CIA ウェイトは，Greenslade（1972, p. 166），1979 年の CIA ウェイトは，JEC（1982, 

p. 190）より計算．本書方式ウェイトは，表 4-22 より． 

 

 

 次に，今回の推計の結果明らかとなった工業部門における所得分配率の推移について触

れよう。表 4-24 に，われわれの推計推計から確認できる所得分配率の 1933 年から 1985

年までの推移を示した。この場合の所得分配率は，われわれが推計した「間接税－補助金」

を控除した工業部門付加価値生産額における「賃金等」と「利潤」の割合を意味している。 

                                                   
157 CIA の推計方法については，JEC （1982），栖原 （1997）参照。 
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表の上からは明確なトレンドを認めることができる。すなわち 1933 年から 1950 年におけ

る非常に高い労働分配率と，その後 1970 年までの労働分配率の低下，そして 1970 年以降

1985 年までの労働分配率の若干の上昇である。このトレンドは，工業部門に関することで

必ずしもソ連経済全体に当てはまることではないかもしれないし，特に戦前期についての

分配率推定はかなり大きな誤差を見込まなくてはならないだろう158。しかし，少なくとも

1950 年以降は同一の方法によって求められたものであるだけに，ある程度の頑健性が想定

できるかもしれない。ただしこれ以上のことをいうためには，もう少し調査が必要であろ

う。たとえば一般に，ソ連経済の成長率が 1950 年代において非常に高く，60 年代に入る

と逓減し，さらに 1975 年からさらに一段と低下していったことが知られている。このよう

なソ連経済動態の長期的傾向と所得分配率の関係について云々するためには，もう少し慎

重な検討を加える必要があるように思われる。 

 

 

表 4-24 所得分配率（労働：資本）1933-85 年（％） 

 1933 1940 1950 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 

労働 

分配率 
72.7 72.7 73.4 65.3 58.8 57.8 54.7 57.0 60.2 61.8 

資本 

分配率 
27.3 27.3 73.4 34.7 41.2 42.2 45.3 43.0 39.8 38.2 

注：筆者による推計．工業部門生産国民所得から取引税を控除した部分について推計した．推計方法につ

いては，本文参照． 

 

 

本項の最後に，部門別付加価値生産シェアの代替的なウェイトとして，部門別労働力・

賃金シェアについてみておこう。これまでしばしば述べてきたように，生産指数のウェイ

トとしては後者よりも前者が望ましいとされる。実際に現在のロシアにおいても，工業各

部門の生産指数から工業全体の指数を作成する段階においては，付加価値ウェイトが用い

られている（Госкомстат России, 1996, стр. 577-588）。しかし，本章における付加価値推

計に示されているように，ソ連において生産された付加価値とりわけ工業部門別の付加価

値生産について信頼性の高い数字を得ることは，現在のところ非常に難しい。これが部門

別付加価値生産シェアに代えて部門別の労働・賃金シェアを利用する大きな理由となりう

る。それに加えて，賃金あるいは労働力データの入手は，他のデータに比して比較的容易

であり，さらにたとえば利潤等にくらべると，データの信頼性が相対的に高い。 

しかし，その場合にも大きな問題がある。当然のことながら，付加価値の代理指標とし

てふさわしいのは各部門の労働力シェアでなく賃金のシェアであろう。しかしながら，特

に 1940 年以前の賃金については，われわれの推計から明らかなようにデータの信頼性やカ

ヴァレッジに問題がある。つまりこの時期については，賃金シェアをさらに各部門の労働

                                                   
158 かつてソ連の統計家ストゥルーミリン（Струмилин, 1959, стр. 235）は，1932-55 年のソ連経済につ

いて，利潤を賃金の 75％としている。すなわち彼は，賃金と利潤の比率を 57：43 と考えていた。ただし，

その根拠は示されていない。 
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力シェアによって代理したほうがよいだろう。とはいえこの労働力統計にも，実際には多

くの難点がある。特に問題であるのは，データが，帝政ロシア時代におけるいわゆる工場

工業（фабрично-заводская промышленность），ソ連初期時代における大規模工業にかた

よっていて，帝政時代におけるクスターリあるいはレメースレンニキなどと呼ばれた人た

ちが従事した手工業，あるいはソ連初期に小規模工業と呼ばれた部門に関するデータが少

ないことである。たとえば，1913 年のロシアにおける労働者数については，ソ連統計当局

も，わずかなデータしか公表していない。総数については，最終的なソ連の領土における

同年の総工業労働力は 620 万人で，「工業生産要員」が 413 万人，そのうち「労働者」が

390 万人で，工業生産要員以外の残余がクスターリなどと呼ばれた家内手工業者，というの

が，ソ連統計当局の最終的な数字であるが（たとえば，ナルホーズ（Нархоз в 1968 г., стр. 

84）参照），部門別の「労働者」数については，いくつかの部門についての絶対数あるいは

パーセント表示の数字があるだけである。しかもそれらの数字も，統計資料によって異な

っている。結局，少なくともナルホーズには，1913 年の部門別労働力データが明確に掲載

されることはなかった。全体的な部門別の労働力データは，公表するにはあまりに不確実

な数字であるというのが当局の見解なのだろう。 

というわけで，小規模工業が大規模工業に吸収されて単なる「工業」に一本化された 1930

年代末までは，確定的な数字が存在しない159。実際のところこの時代については，本推計

に用いるナター（Nutter, pp. 499-504）のデータが，われわれが推計に使える形で部門別

の「工業生産要員」の大きさを知ることのできる唯一の統計ではないかと思われる。ただ

し，1933 年の労働力データに関するナターの推計には，すでに本章 4-3-3 で指摘したよう

な過大な見積もりがあると思われる。ここでは，1933 年および 1940 年についてはわれわ

れの推定を用いることとして，1913 年および 1927/28 年について彼の労働力推定を利用す

ることとしよう。これらの年についてもナターの数字の信頼性を明確に述べることはでき

ないが，いずれにしてもその数字は，ソ連当局が 1920 年代，30 年代に公表した統計資料

集の他に，特に小規模工業について当時の専門家の論文などに依拠して推計されたもので

ある（表 4-25 の注を参照）。 

1940 年以降については，1940 年を除けば労働力，賃金ともにソ連の公式統計を利用して

各部門のウェイトを作成することが可能であり，実際われわれはすでに付加価値を推定す

る際に計算済みである。つまり 1950 年以降については，公表されている各部門の「工業生

産要員」に，これも公表されている「平均月額賃金」を掛けて部門別賃金額シェアを算定

できる。1940 年については部門別賃金が明らかでないので，各部門の「工業生産要員シェ

アで代用する。 

もちろん 1940 年以降の労働力に関する公式統計にも，それ以前とは別の形の問題点が存

在することも事実である。たとえばクドロフが指摘するように，農業における労働力の過

小評価および軍事工業に関する情報の秘匿は，特に重要な問題であろう（Кудров, 2004, стр. 

61）。とりわけ軍事工業に関する問題は，本推計に直接関係する。もちろん軍需工業部門の

労働者は，ほとんどが機械工業部門の労働者として統計に含まれていたと考えられるが，

                                                   
159 1939 年から，小規模工業について毎年センサスが実施されるようになり，少なくとも国営部門の小規

模工業企業については，明確に公式統計に加えられるようになった。このあたりの事情については，フェ

シュバック（Feshbach, 1972, pp. 199-203）参照。 
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その存在自体が秘密とされた軍事都市における労働者は，おそらく労働統計から漏れてい

ることだろう。また，囚人や戦後の捕虜の労働が統計上どのように取り扱われていたかは

不明である。しかし実際には，このような問題点があることは承知の上で，公表されてい

る労働力あるいは賃金のデータを使わざるを得なかったというのが実情である。おそらく

これらのデータ以外に，われわれの推計に必要な形で体系的にデータを得ることは不可能

であろう。表 4-25 は，われわれの推計において，各部門指数を総合して全工業生産指数を

推計する際に付加価値生産シェアの代理として使用されたソ連工業各部門の賃金あるいは

労働力シェアの推移をまとめたものである。 

 

 

表 4-25 生産部門別労働力･賃金シェア（％） 

 
1913 

1927/ 

28 
1933 1940 1950 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 

電力 0.3 0.5 0.9 1.4 1.3 1.4 1.7 2.1 2.1 2.1 2.1 2.2 

燃料 5.3 7.3 6.8 8.2 12.1 10.9 11.7 9.9 7.5 6.5 6.7 7.0 

製鉄 5.0 4.5 4.1 4.8 6.8 6.2 6.0 5.5 5.0 4.7 4.6 4.4 

非鉄 2.2 0.7 1.5 1.4 4.7        

化学 1.2 1.8 2.7 3.7 3.3 3.2 3.7 4.8 5.2 5.3 5.2 5.1 

機械 10.2 12.1 28.0 32.0 31.0 31.9 32.7 36.0 38.4 41.1 42.9 43.9 

木材 18.2 14.1 17.2 12.7 12.3 12.5 11.1 9.7 8.9 8.4 7.5 7.2 

建設 3.9 4.0 3.7 2.5 3.8 4.7 6.6 6.0 6.5 6.4 5.9 5.8 

軽 31.3 35.1 19.7 18.8 12.6 13.1 12.2 11.8 12.3 11.5 11.4 10.6 

食品 18.2 14.7 8.4 9.3 7.5 7.8 7.1 8.1 7.8 7.6 7.3 7.1 

合計 95.8 94.8 93.0 94.8 95.4 91.8 92.7 94.0 93.6 93.5 93.5 93.4 

注 ：1913-28 年については，年平均労働力シェア，1933-85 年については，賃金シェア．推計方法につ

いては，下記を参照．ここでいう労働力とは，各部門の工業生産要員（промышленный производственный 

персонал），すなわちソ連公式統計における，労働者，見習い，技術者，職員，下級サーヴィス要員，警

備員，および管理職を指す．おそらくすべてのデータについて，「コルホーズ工業企業」および一部の「小

規模補助的工業企業」の生産要員は含まれていない．1969 年に，建設企業における工業生産活動労働者の

工業部門編入による労働統計の見直しが，過去にさかのぼって行なわれた．上表の 1955 年の数字は，見直

し前のデータに基づくが，1955 年については，それほど大きな修正がなされなかったと思われる（フェシ

ュバック（Feshbach, 1972, pp. 211-214）参照）．1955 年以外は，見直し後の数字に基づく．非鉄金属部

門は，1955 年以降付加価値生産シェアの推計ができないので，この表でもウェイトの計算から除かれた．  

表の数字は，各部門の生産要員数および月額平均賃金データから計算された．1913，1927/28 年の生産

要員の出所については，Nutter（1962, pp. 499-504）．ナターは，1913 年の数字について，大規模工業

2,950,000 人，小規模工業 2,953,000 人，合計 5,903,000 人としている。このうち大規模工業の「労働者」

（広義）の数は 1920 年代の資料（Народное хозяйство в цифрах, 1925）により，また「職員」（広義）

の数は，1918 年工業センサスのデータ（Сборник статистических сведений по Союзу ССР, 1918-1923, 

1924）をもとに推定したものである．また小規模工業の労働力については，1920 年代の資料（Баланс 

народного хозяйства на 1923/24 год, 1926）に依拠しているが，この数字は，小規模工業の平均労働時

間（単位は週で表示）をもとに，それを大規模工業のフル･タイム労働力に換算したものである．ところで，

後年のソ連統計当局の発表によれば，1913 年の工業部門労働力の総数は，ナターが想定した戦間期の領

土について 3,746,000 人，また最終的なソ連領土について 4,130,000 人であり，またクスターリ（家内手
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工業者，季節的労働力を含む）を考慮に入れれば最終的なソ連領土で 6,200,000 人であるという

（Госкомстат СССР, 1988a, стр. 47）．ナターの数字がクスターリを考慮に入れたものであるとすると，

彼の小規模工業に関するデータの導出方法を考慮すれば，1913 年に関するナターの数字と公式統計とは

かなり接近するのかもしれない．ただし残念ながら，部門別工業労働力に関する公式統計は，公表されて

いない． 

1927/28年における労働力は，ナターによれば 5,465,000人であるのに対し，公式統計によれば 1928年

について 4,339,000 人と大きな差がある（Госкомстат России, 1988a, стр. 47）．ナターの数字は，大規模

工業労働力と小規模工業労働力の和であるが，前者のうち「労働者」は，雑誌 Статистическое обозрение 

（ツェエスウー機関誌）1929 年第 12 号に掲載されたデータ，「職員」は雑誌 Статистика труда （全ロ

シア労働組合中央ソヴィエト機関誌）1928 年第 8 号に掲載されたデータによるものであり，後者は

Вестник промысловой коопераций （全ロシア産業協同組合連合機関誌）1931 年第 8 号から得られる小

規模工業における労働時間（単位は週で表示）合計を，著作 Мелкая промышленность СССР по данным 

всесоюзной переписи 1929 года から得られる部門別労働時間シェアに従って各部門に割り振り，さら

にそれを対応する大規模工業各部門の労働者あたり平均労働時間（大規模工業労働者数データと同じ資料

で得ることができる）で割って労働者数に換算したものである．おそらくソ連統計当局も以上の資料は参

照することができたであろうが，ナターとはまったく別の数字を示しているところを見ると，それらの資

料の信頼性に疑問をもったものであろう． 

1933 年以降については，本章の表 4-12，4-14，4-18，4-19 から得た． 

 

 

表 4-25 を表 4-22 と比較すると，いくつかの点で興味深い。両表の比較から一見して明

らかなように，電力，燃料，製鉄，化学などの諸部門に代表される資本集約型産業は，表

4-25 に比較して表 4-22 においていずれもシェアを拡大させているのに対して，木材加工･

製紙，軽工業などの労働集約型産業はシェアを縮小させている。さらに，機械工業は意外

に労働集約的であって，むしろ付加価値のシェアが労働分配所得のシェアを下回る傾向が

みられる。また建設資材および食品部門については，とりわけ第二次大戦後において労働

力･賃金シェアと付加価値シェアとの間にそれほど大きな違いは見られない。全体として，

ソ連工業の中でも比較的高い成長率を示した電力，化学，燃料などの部門のウェイトが高

まることから，労働力･賃金ウェイトに代えて本章で推計された付加価値を部門指数の集計

ウェイトに用いれば，全工業に関する成長率は高まることが予想される。第 5 章では，実

際にこの代替ウェイトをもちいた場合の全工業の生産指数についても示した。また第 6 章

では，ソ連工業生産指数に関する多くの西側の独自推計の例を示したが，この部門別労働

力・賃金シェアはウェイトとして多くの推計で用いられている。 

 

4-4．小括 

 本章の課題は，いくつかのベンチマーク年について，ソ連工業各部門の付加価値生産シ

ェアを推計することであった。現在利用可能であると思われる資料から，各部門の付加価

値生産を計算することによってとりあえずその課題は果たされたが，結果の妥当性につい

ては，未解決の問題が残るといわざるを得ないだろう。推計に生産法が用いられた 1913 年

および 1927 年については，直接的に両年の純生産データが得られたわけではなく，数多く
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の推計を積み重ねて計算されたものであった。また 1933 年以降の分配法による推計では，

生産国民所得から控除されたのは取引税のみであって，その他の間接税および補助金につ

いては正確な調査が及ばなかった。また，とりわけ採掘工業部門の多くの企業が享受して

いたと思われる差額レントはわれわれの付加価値生産推計において一切考慮されていない。

さらにわれわれは，工業各部門の固定資本シェアについてナルホーズ記載のデータをその

まま受け入れたが，固定資本額，たとえば機械価格にインフレーションの傾向のあること

は明らかであり（特に第 3 章 3-2-3 参照），したがって公式データの妥当性に疑問が残ると

いえよう。ここでは，たとえ固定資本の実質額に問題があったとしても，われわれの推計

に必要なのは工業各部門の固定資本シェアであり，それは固定資本のインフレーションと

は別の問題であって，固定資本の大きなの相対的な評価にはそれほど影響を与えないと想

定した。とりわけ問題の多いのは，1933 年および 1940 年の付加価値シェアに関する推計

であろう。これらの両年については，現行価格表示の国民所得額が得られないという問題

があるほか， 1933 年については，特に労働力データに大きな問題があるし，1940 年につ

いては各部門の賃金を正確に計算することができなかった。このようわれわれの推計の欠

点を克服するためには，何といっても必要なデータを入手することが不可欠である。さら

なるデータ発掘に努めなければならない。 
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第 5 章 結果 

 

5-1．はじめに 

本章では，前章までに示した方法とデータによって得られた生産指数の推計結果を報告

する。再掲図 2-1 は，われわれが推計する様々な指数がどのような構造となっているのかを

再度示したものである。第 2 章で述べたように，われわれの部門指数として図 2-1 の移動

価格部門指数を，また全工業指数としては移行価格・移動付加価値指数をもっとも妥当な

指数と考え，これらを最終指数と呼ぶこととする。しかし，これらの指数以外にも，図に

示したようないくつかの指数が考えられる。本章では，これらの指数の推計結果もあわせ

て示すこととしよう。まず次節 5-2 では，上記最終指数の概略を説明する。続く 5-3 では，

10 の工業生産部門別の生産指数について，部門ごとにやや細かくみてみよう。その際には，

それぞれの部門別に，三つの固定価格指数（1928 年価格指数，1955 年価格指数，1997 年

価格指数）を，移動価格指数すなわち最終部門指数と比較する形でコメントしていこう。

さらに 5-4 では，全工業に関する生産指数についてやや細かく検討する。その場合には，上

記三つの固定価格指数をそれぞれ三つの部門別固定付加価値シェアで集計した三つの指数

（1928 年価格 1927 年付加価値指数，1955 年価格 1955 年付加価値指数，1997 年価格 1997

年付加価値指数）および上記三つの固定価格部門指数を移動付加価値で集計した三つの指

数を，移動価格・移動付加価値指数すなわち最終全工業指数と比較する形でコメントしよ

う。なお，推計期間のすべての年に関する全工業生産指数は表 5-1 に示されているが，各部

門の生産指数の詳細は，巻末の付表 2 に掲載した。 

 

 

再掲図 2-1 

 

       1928 年固定価格部門指数 

部門指数   1955 年固定価格部門指数 

       1997 年固定価格部門指数 

       移動価格部門指数＝最終部門指数 

 

       固定付加価値指数 

           1928 年固定価格・1927 年固定付加価値指数 

全工業指数      1955 年固定価格・1955 年固定付加価値指数 

           1997 年固定価格・1997 年固定付加価値指数 

       移動付加価値指数 

           1928 年固定価格・移動付加価値指数 

           1955 年固定価格・移動付加価値指数 

           1997 年固定価格・移動付加価値指数 

           移動価格・移動付加価値指数＝最終全工業指数 
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5-2．推計結果概説 

 

 

表 5-1 最終全工業生産指数の推計結果（軍需生産を含む，生産指数は 1928 年指数=100） 

 
注：推計は筆者による．軍需生産を考慮した指数で，軍需生産については，第 2 章 2-5 で示した方法論に

より，表 2-18 の指数（1），すなわちナター=ハリソン=CIA 指数を用いた． 

 

 

 最初に，軍需生産（第 2 章 2-5 で説明したナター=ハリソン=CIA 指数）を含む工業全体

の生産指数の推計結果を表 5-1 および図 5-1，5-2 から見てみよう。これらの図表が示すと

おり，1928 年から 1990 年までのソ連工業生産は，全体として成長率の漸減傾向をもって

いる。もちろんこれは予想された結果であるが，さらに推計期間の前半と後半とでは成長



219 

 

率にかなり差のあることがわかる。これら二つの期間の転換点は，図 5-2 からみて 1960 年

前後と判断してもよさそうだ。かりに前半を興隆期と名づけるとすれば，それは第 1 次五

カ年計画が開始された 1928 年から第 6 次五カ年計画が終了した 1960 年まで続いたことに

なる。また後半を停滞期と名づけるとすれば，それは 1960 年からソ連解体まで（われわれ

の推計では解体前年の 1990 年まで）ということになる。前半の興隆期には第 2 次世界大戦

による生産低下の期間が含まれているにもかかわらず，年平均成長率は 6.3％とかなり高い

160。さらに第 2 次大戦の期間（ここでは 1940-45 年とする）を除くと，1928-40 年の平均

成長率は 11.5％，1945-60 年のそれは 10.8％にもなる。次章で見るように，これらの成長

率は，かなりの過大評価を含むと思われるソ連公式統計には及びもつかないが，それでも

ソ連前半期においてソ連工業が急速に拡大したことは間違いないといえるだろう。 

 第 2 次世界大戦前後については，特に 1942 年と 1946 年の落ち込みが目立つ。次章で見

るように（図 6-2 参照），公式統計でも同様の傾向が示されているが，おそらく 1942 年の

生産の落ち込みは民生機械生産の急減を，1946 年の落ち込みは軍需機械生産の急減を意味

しているものと思われる。実際，後掲表×で見るように民生工業指数（全工業から軍需機

械生産を除いた部分の指数）は 1942 年には前年の 239 から 84 へと激減しているし（1928

年生産を 100 とした場合），大戦中に急増した軍需機械生産は図 5-4 にみるように 1946 年

には急落した。第 2 次大戦後の 15 年は，戦後復興という要因も重なって前述のとおり大き

な生産の伸びが示されている。 

 

 

図 5-1 ソ連工業対前年成長率（1928-90 年，％） 

 

                                                   
160 最小二乗法を使った対数線形回帰による平均成長率。1928 年と 1960 年の生産指数の値から計算する

と，7.6％になる。二つの計算方式の大きな差は，第 2 次大戦による生産低下によるものと思われる。後述

するように，対数線形回帰による 1960-90 年の平均成長率は 3.1％，1928-90 年では 5.5％となるが，期間

の最初と最後の年の指数から計算すると，それぞれ 3.0％，5.4％である。本章では，対数線形回帰による

成長率を併用する。 
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出所：筆者の推計による． 

 

 

図 5-2 ソ連工業生産指数（1928 年指数=100，縦軸は対数目盛） 

 

 

出所：筆者の推計による．358 は 1940 年，271 は 1945 年，1033 は 1960 年，2166 は 1975 年，2541 は

1990 年の生産指数． 

 

 

ところが 1960 年以降の後半期になると，成長率は急速に小さくなる。この停滞期 30 年

間の年平均成長率は 3.0％であり，第 2 次大戦による生産低下を含めた前半興隆期の成長率

の半分以下となる。この停滞期を，さらにその前半（1960-75 年）と後半（1975-90 年）に

二分すると，前半の平均成長率が 4.7％であるのに対して，後半のそれは 1.1％となってお

り，後半において特に急ブレーキのかかっていることがわかる。特に 1989，90 年にはマイ

ナスの成長率を記録している。このようにソ連工業は，まことに劇的な変転を遂げてきた

といえよう。 

次に，部門別の生産指数に関する推計結果を概観しよう。図 5-3-1 は，電力，燃料，製鉄，

非鉄金属，化学の各部門の生産指数を，全工業指数とともに示した。これらの 5 部門は，

1928-90 年においていずれも工業全体の成長率（5.4％，実際の成長率は後掲表 5-12 参照，

以下同様）を上回るテンポで生産を拡大させた。とりわけ成長率の高かったのは電力部門

（9.2％）および化学部門（8.7％）であった。また測定することのできた期間は 1928-55

年と短いけれど，非鉄金属部門（9.6％）も高い成長率を示した。続く図 5-3-2 には，機械，
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木材製紙，建設資材，軽，食品各部門の生産指数を示した。これらの部門のうち，機械部

門（5.8％）と建設資材部門（6.4％）の成長率は工業全体のそれよりも高かったが，木材製

紙（3.1％），軽（4.1％），食品（4.9％）の各部門の成長率は工業全体よりも低く，重工業

部門に偏ったソ連経済発展の跡を示している。 

 

 

図 5-3-1 部門別生産指数（1928 年指数=100，縦軸は対数目盛）その 1 

 

出所：筆者の推計による． 

 

図 5-3-2 部門別生産指数（1928 年指数=100，縦軸は対数目盛）その 2 
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出所：筆者の推計による． 

 

 

5-3．部門生産指数 

 本節では，ソ連工業のそれぞれの部門について生産指数推計結果を示し，それについて

簡単なコメントを付す。念のために，3 つの価格基準年の生産額のウェイトによる 3 種類の

指数をどのように組み合わせて最終部門指数としたかを示す表 2-8 を再掲しておこう。また

表 5-2 以下で示されているベンチマーク年ごとの成長率は，前ベンチマーク年と当該ベンチ

マーク年の指数から計算された年平均成長率である。さらにこれらの成長率は，表 2-8 に示

された方式に従っていることが，表 5-3 以下に示されたそれぞれの部門指数の成長率から確

認することができる。 

 

再掲表 2-8 部門生産指数の推計 

期間 指数平均方式 期間 指数平均方式 

1913-1932 1928 年価格指数 1965-1975 1955 年価格指数 2：1997 年価格指数 1 

1932-1945 1928 年価格指数 1：1955 年価格指数 1 1975-1985 1955 年価格指数 1：1997 年価格指数 1 

1945-1965 1955 年価格指数 1985-1990 1955 年価格指数 1：1997 年価格指数 2 

注：「指数平均方式」欄中の数字は，平均時のウェイト．平均は，幾何平均． 

 

 

5-3-1．電力工業部門 

 

 

表 5-2 電力工業部門生産指数（1960 年指数=100）および年平均成長率（％） 

 1913 1928 1932 1937 1940 1945 1950 1955 

指数 0.7 1.7 4.6 12.4 16.5 14.8 31.2 58.2 

成長率＊  6.2 28.2 21.7 10.1 -2.2 16.1 13.3 

 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990  

指数 100.0 173.4 253.5 355.4 442.7 528.3 590.5  

成長率＊ 11.4 11.6 7.9 7.0 4.5 3.6 2.3  

注：成長率は，前ベンチマーク年と当ベンチマーク年年の指数から計算された年平均成長率．以下，表 5-11

までのベンチマーク年ごとの平均成長率も同様の方法で計算されている． 

 

電力生産は，1920 年に承認されたゴエルロ計画（ロシア･ソヴィエト連邦社会主義共和国

電化計画）以降，ソ連の工業化の原動力となってきた。以下に示す各部門の生産指数との

比較からわかるように，電力部門は 20 世紀のソ連経済において，もっとも生産増加の顕著

な工業部門であった。すなわち電力部門の 1913 年を 1 とした 1990 年の生産指数は，846

である（第二位の化学工業部門に関する同様の指数は，371）。それでも第 2 次大戦後は，

ほぼ単調に成長率を低下させている。 

電力部門の生産指数の推計は，他の部門にくらべてもっとも問題が少ないといえる。つ

まり，電力部門のサンプル生産物はただ一つであり，したがって，他の工業部門と異なり，

いかなる価格を用いようと生産指数の数値は一定であるからである。しかし実際には，電

力部門の生産物には本推計でサンプル生産物としてとられている「電力エネルギー」に加
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えて，「温熱供給」がある。第 2 章の表 2-18 で示したように，公表されている 1997 年のロ

シアにおける総生産額が，218.2 兆ルーブルであるのに対して，同年の物量単位の電力生産

量に，製品価格を掛けた数字は 206.9 兆ルーブルであり，したがって「電力エネルギー」

の生産額は，電力部門の公表生産額の 94.8％にしかならない。したがってこの 5.2％の差は，

おそらく温熱エネルギーの生産によるものと考えられるが，その生産量に関するデータは

公表されていない。 

 

5-3-2．燃料工業部門 

表 5-3 に見られるように，燃料工業部門の生産指数は，三つの価格シリーズによってその

値にかなりの相違が出ている。このような相違が出るのは，当然のことながらサンプル品

目の価格比が，三つの価格シリーズ間で異なっているからである。 

推計に使われたこの部門の主要代表生産物は，「原油」，「天然ガス」，「石炭」の三品目で

あるが，これらの製品の 1990 年における物理的生産量を 1928 年のそれと比較すると，「原

油」が 49 倍，「天然ガス」が 2681 倍，そして「石炭」が 17 倍となっている。また，1928

年価格におけるこれら三品目の相対価格比を 1955 年価格における相対価格比を比べると，

「原油」と「天然ガス」に関する相対価格は二つの製品についてほとんど同一，すなわち

両者ともに，単位あたり 1955 年名目価格は 1928 年名目価格の約 2 倍であるのに対し，「石

炭」は，約 9 倍となっている（表 2-7 参照）。つまり，1955 年にはそれだけ「石炭」を高く

評価したわけである。表 5-3 において，1928 年価格指数のほうが 1955 年価格指数よりも

はるかに大きな成長率を示しているが，その理由は，1955 年価格指数が，三つの生産物の

中で物理的な生産量の増加速度のもっとも遅い「石炭」を相対的に高く，あるいは 1928 年

価格が「石炭」を低く評価しているからである。 

同様に，1928 年価格シリーズは，1997 年価格シリーズに対しても，相対的に高い成長率

を示している。1928 年価格と 1997 年価格を比較すると，「原油」と「石炭」の価格はほぼ

同様の上昇率を見せているのに対し，「天然ガス」価格の伸びはずっと小さく，97 年の価格

は，「原油」や「石炭」と同様の上昇を見せた場合の価格のおよそ 18 分の一に過ぎない。

すなわち「天然ガス」については，1928 年価格は，1997 年価格に比べてはるかに高く評価

しているが，その「天然ガス」は，物理的な生産量の増加が三品目の中で最も急速であっ

た。これが，1928 年価格指数のほうが 1997 年価格指数よりもはるかに高い成長率を示し

ている理由である。 

上で述べたように，1928 年価格と 1997 年価格における「原油」と「石炭」の相対価格

はほぼ同一であるが，1955 年においては「石炭」の相対価格がかなり高い。この社会主義

時代の「石炭」価格は，政策的に高く維持されてきたと考えられる。実際，第 3 章で見た

ように，石炭工業はソ連における代表的な赤字産業であり，この部門の赤字を解消するた

めに「石炭」価格は 1955 年以降もたびたび引き上げられている。 

1928 年価格および 1955 年価格による生産指数は，代表生産物として，上記三品目のほ

かに，「褐炭」，「オイルシェール」および「泥炭」を含んでいるのに対して，1997 年価格の

指数は，この三者を含んでいない。1928 年価格指数および 1955 年指数から，これら三者

を除いて指数を作成すると，それぞれ数値は大きくなる（1990 年の 1928 年価格シリーズ

による生産指数は，645.3，1955 年価格シリーズによる生産指数は，366.7 となる）。本来
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ならば，これら三者も代表品目として 1997 年価格による指数に加えられるべきであり，こ

の点を考慮すると，1997 年価格指数には若干ながらも過大評価の疑いがある。またわれわ

れの推計には，石油精製部門の製品がサンプルに加えられていない。これは，ソ連期にお

けるガソリンや重油など同部門の製品生産量に関するデータが，まったく公表されていな

いためである。 

1950 年代半ばから 1960 年代半ばには平均 10％を超えるような成長がみられる。西シベ

リアにおける大規模油田あるいはガス田の開発が反映されている。 

 

 

表 5-3 燃料工業部門生産指数（1960 年指数=100）および年平均成長率（％） 

 1913 1928 1932 1937 1940 1945 1950 1955 

指数 

1928 年 

1955 年 

1997 年 

最終 

4.9 

5.6 

7.1 

5.9 

6.1 

6.9 

8.1 

7.3 

11.7 

12.9 

14.6 

13.9 

19.7 

23.8 

23.5 

24.6 

24.6 

30.4 

28.1 

31.0 

19.0 

24.5 

19.0 

24.5 

34.4 

43.9 

36.0 

43.9 

54.9 

67.3 

59.0 

67.3 

成長 

率 

1928 年 

1955 年 

1997 年 

最終 

 

1.5 

1.4 

0.9 

1.5 

17.5 

16.8 

16.0 

17.5 

11.0 

13.1 

9.9 

12.0 

7.6 

8.6 

6.1 

8.1 

-5.0 

-4.2 

-7.5 

-4.6 

12.5 

12.4 

13.6 

12.4 

9.8 

8.9 

10.4 

8.9 

 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990  

指数 

1928 年 

1955 年 

1997 年 

最終 

100.0 

100.0 

100.0 

100.0 

166.0 

134.8 

143.9 

134.8 

229.8 

167.6 

192.3 

171.7 

311.3 

210.6 

253.1 

219.0 

405.6 

250.4 

301.3 

260.6 

502.5 

291.2 

308.6 

284.4 

575.8 

317.9 

303.7 

289.8 

 

成長 

率 

1928 年 

1955 年 

1997 年 

最終 

12.8 

8.2 

11.1 

8.2 

10.7 

6.1 

7.6 

6.1 

6.7 

4.5 

6.0 

5.0 

6.3 

4.7 

5.6 

5.0 

5.4 

3.5 

3.6 

3.5 

4.4 

3.1 

0.5 

1.8 

2.8 

1.8 

-0.3 

0.4 

 

注：1928 年，1955 年，1997 年，最終は，それぞれ 1928 年価格指数，1955 年価格指数，1997 年価格指

数，最終部門指数の意．以下表 5-11 まで同様． 

 

 

5-3-3．製鉄工業部門 

 

 

表 5-4 製鉄工業部門生産指数（1960 年指数=100）および年平均成長率（％） 

 1913 1928 1932 1937 1940 1945 1950 1955 

指数 

1928 年 

1955 年 

1997 年 

最終 

6.9 

7.0 

7.5 

7.1 

6.5 

6.6 

6.8 

6.7 

9.5 

9.9 

10.8 

9.8 

26.7 

27.3 

27.4 

27.3 

27.4 

28.1 

28.3 

28.0 

17.6 

17.9 

17.6 

17.9 

41.3 

41.6 

41.4 

41.6 

69.5 

69.9 

70.4 

69.9 

成長 

率 

1928 年 

1955 年 

1997 年 

最終 

 

-0.4 

-0.4 

-0.7 

-0.4 

10.1 

11.0 

12.1 

10.1 

22.9 

22.4 

20.5 

22.6 

0.9 

0.9 

1.1 

0.9 

-8.5 

-8.6 

-9.0 

-8.5 

18.6 

18.3 

18.7 

18.3 

11.0 

10.9 

11.2 

10.9 

 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990  

指数 

1928 年 

1955 年 

1997 年 

最終 

100.0 

100.0 

100.0 

100.0 

139.7 

138.9 

139.9 

138.9 

180.0 

178.1 

180.4 

178.5 

221.0 

217.9 

219.0 

217.8 

231.0 

227.8 

230.9 

228.7 

245.0 

241.1 

241.3 

240.5 

244.6 

240.6 

245.3 

242.9 
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成長 

率 

1928 年 

1955 年 

1997 年 

最終 

7.6 

7.4 

7.3 

7.4 

6.9 

6.8 

6.9 

6.8 

5.2 

5.1 

5.2 

5.1 

4.2 

4.1 

4.0 

4.1 

0.9 

0.9 

1.1 

1.0 

1.2 

1.1 

0.9 

1.0 

0.0 

0.0 

0.3 

0.2 

 

 

燃料部門と対照的に，製鉄部門の生産指数は，表 5-4 に示されているように，三つの価格

ウェイトのいかんにかかわらずそれほど大きな相違がない。第 2 章表 2-4 に示したように，

1928 年価格シリーズと 1955 年価格シリーズについては，サンプル品目は同じであるが，

1997 年価格シリーズについては，前二者のサンプル品目のうち，「粗鋼」と「マンガン鉱石」

がサンプル品目から除かれている。「マンガン鉱石」については，生産額に占めるウェイト

がそれほど大きくなく，またその他のサンプル生産物については，時代を通じた相対価格

の変化が小さかったために，三つの価格シリーズにおける生産指数の差が小さいものと思

われる。 

 

5-3-4．非鉄金属工業部門 

非鉄金属工業部門のサンプル製品は，「銅」，「鉛」，「亜鉛」の三品目であるが，生産量に

関するデータが，1955 年までしか入手できない。表 5-5 に示したように，1955 年価格によ

る生産指数が最も高い成長率を示し，他の二つの指数を上回っているが，これは，生産量

増加の著しい「鉛」について（1913 年と 1955 年の生産量を比べると，「銅」が 12 倍，「亜

鉛」が 83 倍に対して，「鉛」は 218 倍），1955 年価格の評価が，相対的に高いためであろ

う。逆に，1997 年価格は「鉛」に対する評価が相対的に低く，その結果，成長率が最も低

くなっている。ただし同年の価格に基づく指数は最終部門指数には反映されていない。 

 

 

表 5-5 非鉄金属工業部門生産指数（1928 年指数=100）および年平均成長率（％） 

 1913 1928 1932 1937 1940 1945 1950 1955 

指数 

1928 年 

1955 年 

1997 年 

最終 

103.1 

101.4 

103.8 

103.1 

100.0 

100.0 

100.0 

100.0 

203.0 

219.7 

189.6 

203.0 

583.7 

624.8 

533.4 

580.5 

801.4 

874.6 

728.3 

804.8 

601.5 

627.9 

571.6 

590.7 

1210.6 

1277.0 

1133.6 

1201.5 

2132.2 

2320.1 

1944.1 

2182.8 

成長 

率 

1928 年 

1955 年 

1997 年 

最終 

 

-0.2 

-0.1 

-0.3 

-0.2 

19.4 

21.7 

17.4 

19.4 

23.5 

23.3 

23.0 

23.4 

11.1 

11.9 

10.9 

11.5 

-5.6 

-6.4 

-4.7 

-6.0 

15.0 

15.3 

14.7 

15.3 

12.0 

12.7 

11.4 

12.7 

 

 

5-3-5．化学工業部門 

化学工業部門は，電力部門に次いで，ソ連期における生産増加のもっとも著しい工業部

門である。中でも，表 5-6 に見られるように，1997 年価格による生産指数の数値が大きい。

第 2 次世界大戦後の 1928 年価格シリーズおよび 1955 年価格シリーズにおいては，「タイ

ヤ」と「肥料」がこの部門の主たる生産物であるが，1997 年価格による指数には，この他

に，生産額の上でかなり大きなウェイトを占める「合成繊維」や「合成樹脂･プラスチック」

あるいは「合成洗剤」といった石油化学製品が含まれている。これらの製品は，第二次大

戦前は生産量がゼロあるいはそれに近いものであったが，戦後になって生産が急速に伸び
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たものである。もちろん，たとえば「タイヤ」には石油化学製品である合成ゴムが使用さ

れているので，戦後における石油化学製品の伸びは 1955 年価格シリーズにも反映されてい

るが，これらの製品を多くサンプルに含む 1997 年価格シリーズの生産指数は，いっそう明

確に現実を表現しているものと思われる。この点からすると，われわれの化学工業部門の

最終部門指数には多少の過小評価があるかもしれない。 

 

 

表 5-6 化学工業部門生産指数（1960 年指数=100）および年平均成長率（％） 

 1913 1928 1932 1937 1940 1945 1950 1955 

指数 

1928 年 

1955 年 

1997 年 

最終 

1.8 

1.1 

0.8 

1.4 

3.1 

1.7 

1.3 

2.4 

6.3 

4.5 

4.1 

5.0 

20.9 

18.0 

14.5 

18.0 

23.3 

19.9 

15.7 

20.0 

11.3 

9.7 

6.6 

9.7 

42.3 

41.8 

34.3 

41.8 

66.6 

62.5 

59.8 

62.5 

成長 

率 

1928 年 

1955 年 

1997 年 

最終 

 

3.7 

2.9 

3.1 

3.7 

20.0 

28.0 

34.3 

20.0 

27.0 

31.9 

28.7 

29.4 

3.7 

3.4 

2.7 

3.5 

-13.5 

-13.4 

-15.9 

-13.4 

30.3 

33.9 

39.0 

33.9 

9.5 

8.4 

11.8 

8.4 

 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990  

指数 

1928 年 

1955 年 

1997 年 

最終 

100.0 

100.0 

100.0 

100.0 

168.8 

168.5 

175.2 

168.5 

253.8 

245.6 

258.7 

246.7 

380.3 

370.2 

396.0 

373.7 

439.0 

429.0 

478.7 

442.3 

528.7 

505.0 

570.8 

524.1 

526.5 

508.1 

605.1 

546.0 

 

成長 

率 

1928 年 

1955 年 

1997 年 

最終 

8.5 

9.9 

10.8 

9.9 

11.0 

11.0 

11.9 

11.0 

8.5 

7.8 

8.1 

7.9 

8.4 

8.6 

8.9 

8.7 

2.9 

3.0 

3.9 

3.4 

3.8 

3.3 

3.6 

3.4 

-0.1 

0.1 

1.2 

0.8 

 

 

 

5-3-6．機械工業部門 

まず，民生機械についてみてみよう。表 5-7-1 に示したように，1960 年以前を見ても 1960

年以降を見ても，1928 年価格シリーズの成長率がもっとも高い。これは，いわゆるガーシ

ェンクロン効果からするともっともな現象である。しかし 1955 年価格シリーズと 1997 年

価格シリーズをくらべると，同様に 1960 年の前についてもあとについても 1997 年価格シ

リーズのほうが，成長率は高くなっている（1913年および 1990年の生産指数を比較せよ）。

これは，ガーシェンクロン効果からすると奇妙な結果である。またたとえば，急速に工業

化が進展した 1928-32 年の時期における成長率を比較すると，1997 年価格シリーズの成長

率がもっとも高い。これは，どのように説明されるのだろうか。 

 

表 5-7-1 民生機械工業部門生産指数（1960 年指数=100）および年平均成長率（％） 

 1913 1928 1932 1937 1940 1945 1950 1955 

指数 

1928 年 

1955 年 

1997 年 

最終 

1.3 

4.0 

3.1 

1.6 

2.2 

5.2 

2.3 

2.7 

7.0 

11.3 

14.4 

8.6 

21.6 

26.2 

31.6 

23.0 

16.5 

19.6 

23.5 

17.3 

6.7 

6.3 

7.5 

6.3 

46.1 

44.6 

56.4 

44.6 

65.1 

68.4 

72.2 

68.4 

成長 

率 

1928 年 

1955 年 

1997 年 

最終 

 

3.6 

1.7 

-1.8 

3.6 

33.7 

21.7 

57.7 

33.7 

25.2 

18.2 

17.1 

21.6 

-8.7 

-9.2 

-9.5 

-9.0 

-16.4 

-20.4 

-20.3 

-18.4 

46.9 

48.1 

49.5 

48.1 

7.1 

8.9 

5.1 

8.9 
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 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990  

指数 

1928 年 

1955 年 

1997 年 

最終 

100.0 

100.0 

100.0 

100.0 

140.6 

130.3 

139.6 

130.3 

185.1 

162.9 

177.0 

163.7 

275.6 

221.6 

228.9 

218.9 

301.0 

237.2 

241.2 

232.5 

303.9 

235.2 

246.2 

233.9 

279.6 

215.1 

215.7 

208.0 

 

成長 

率 

1928 年 

1955 年 

1997 年 

最終 

9.0 

7.9 

6.7 

7.9 

7.1 

5.4 

6.9 

5.4 

5.6 

4.6 

4.9 

4.7 

8.3 

6.3 

5.3 

6.0 

1.8 

1.4 

1.1 

1.2 

0.2 

-0.2 

0.4 

0.1 

-1.7 

-1.8 

-2.6 

-2.3 

 

 

 

このような結果の原因を考察するために，機械部門をさらに，原動機・電動機（本推計

における品目番号 FA1「スティーム･ボイラー」から FA6「変圧器」まで）,鉱工業用機械

（品目番号 FB1「鉱山用荷積み機械」から FB19「鍛冶プレス」まで），輸送機器（FC1「デ

ィーゼル機関車」から FC11「トラック用トレーラー」まで），農業用機械（FD1「トラク

ター」から FD29「搾乳装置」まで）, 建設機械（品目番号 FE1「エクスカヴェータ」から

FE10「エレヴェータ」まで）,耐久消費財（品目番号 FF1「乗用車」から FF13「家庭用ミ

シン」まで）の 6 つのグループにわけ，それぞれの指数を示したのが，表 5-7-2 である。 

まず，戦前期の各指数の動きについて考えてみよう。表 5-7-2 から明らかなように，この

時期における 1928 年価格シリーズと 1955 年価格シリーズの相違の主たる原因となってい

るのは，輸送機器と耐久消費財の指数の違いであるが161，これらの諸グループのサンプル

品目は，前掲表 2-4 が示すように，二つの価格シリーズについてほとんど同じであり，した

がって指数の相違は，二つの年における相対価格の違いを反映しているといえる。1928 年

価格においては，「蒸気機関車」「貨車」「客車」「路面電車･地下鉄車輌」等に比較した「ト

ラック」および「バス」の価格がかなり高く，1928-37 年における指数急増のかなりの部分

が，「トラック」「バス」の生産増加によって説明される。一方 1955 年価格シリーズにおい

ては，「トラック」「バス」の相対価格は大幅に低下し，したがって「トラック」「バス」よ

りは生産増加速度の遅い他の製品の影響が強まって，指数の値が小さくなった。耐久消費

財グループについて，1955 年価格シリーズの指数増加が 1928 年価格シリーズのそれより

も遅い原因は，第一に，1955 年価格シリーズは，1928 年価格シリーズのサンプルに加えて，

比較的生産増加の遅い「時計」を含んでいること，第二に，これも比較的生産速度の遅い

「ミシン」の価格が相対的に高いことなどによるものである。 

また，たとえば 1932 年において，輸送機器グループのサンプル生産物の生産額が機械部

門全体のサンプル生産物生産額に占める比率は，1928 年価格シリーズで 36.6％，1955 年

シリーズで 36.7％，同様に，耐久消費財グループの比率は，1928 年シリーズで 5.7％，1955

年シリーズで 16.0％と，かなり高い。これらの結果，機械部門全体に関する 1955 年シリー

ズの成長率が，1928 年価格シリーズの成長率よりもかなり低い結果となった。以上のこと

から，全体としてガーシェンクロン効果があらわれたと考えてよいだろう。 

1997 年価格シリーズの成長率が，とりわけ 1928-32 年の期間において，1928 年価格シ

リーズのそれをはるかに超えているのはどのような理由であろうか。このような高成長の

主たる原因は，1997 年価格シリーズにおける農業用機械の圧倒的な伸び率である。しかも

                                                   
161 建設機械の指数の違いも大きいが，この時期のこのグループの生産金額のウェイトは非常に小さい。 
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農業用機械グループのサンプル生産額全体に占める比率は，1932 年で 57.3％と非常に大き

い。しかし，1997 年価格シリーズのこのグループのサンプル品目は，わずかに 6 品目であ

り，1928 年価格シリーズの 18 品目，1955 年価格シリーズの 27 品目と比較するとはるか

に少ない。したがって，金額的に大きなウェイトを占める「トラクター」の生産額の上昇

が，ほぼそのままグループの増加率に反映される結果となっている。このことからして，

1997 年価格シリーズが変則的である原因は，推計自体の問題であり，同シリーズの信頼性

はこの時期に関して低いといわざるを得ないだろう。 

 

 

表 5-7-2  機械工業部門諸グループの生産指数（1960 年指数=100） 

  1913 1928 1932 1937 1940 1950 1960 1970 1980 1990 

原動機・電動機 

1928 0.2 1.1 5.9 7.1 7.4 32.5 100 183.8 245.3 210.7 

1955 0.3 0.9 4.3 6.6 6.6 33.6 100 176.4 222.0 183.5 

1997 0.2 2.4 7.9 11.8 13.4 71.0 100 190.8 302.9 281.9 

最終 0.2 0.7 4.2 5.7 5.7 33.6 100 180.0 248.8 220.9 

鉱工業用機械 

1928 2.4 2.3 10.4 29.7 34.3 46.4 100 132.8 138.9 91.0 

1955 1.8 1.8 11.0 29.1 34.5 46.4 100 128.1 136.9 91.3 

1997 2.8 2.6 11.3 29.7 34.7 45.6 100 132.6 150.2 109.3 

最終 2.6 2.5 11.3 31.1 36.4 46.4 100 127.3 139.3 97.9 

輸送機器 

1928 2.4 2.2 9.3 47.4 37.4 76.7 100 146.9 218.0 215.1 

1955 8.5 7.3 18.0 46.2 38.3 71.4 100 137.0 184.9 181.7 

1997 8.3 5.3 15.2 41.4 38.3 69.8 100 146.6 192.5 188.3 

最終 2.7 2.5 10.5 37.9 30.7 71.4 100 138.9 185.4 181.5 

農業用機械 

1928 5.9 14.8 26.3 28.3 14.1 51.1 100 189.9 227.5 201.3 

1955 6.8 15.2 22.4 35.6 14.1 34.4 100 177.1 202.0 159.5 

1997 0.0 0.4 20.0 34.8 15.4 55.4 100 185.4 223.2 181.6 

最終 4.2 10.7 18.9 24.8 11.0 34.4 100 180.6 209.5 168.9 

建設機械 

1928 0.0 0.0 0.9 4.3 2.4 28.2 100 244.0 330.6 295.0 

1955 0.0 0.2 2.4 7.7 5.8 37.6 100 226.4 301.6 268.8 

1997 0.0 0.1 1.6 3.1 2.4 36.0 100 241.0 325.3 271.4 

最終 0.0 0.0 3.3 13.2 8.6 37.6 100 230.2 305.7 262.3 

耐久消費財 

1928 0.3 0.4 1.8 14.6 7.8 34.1 100 198.0 489.9 476.6 

1955 1.8 2.1 4.4 14.5 8.0 27.6 100 156.8 331.1 330.4 

1997 0.0 0.2 1.0 8.8 4.2 27.5 100 278.5 588.5 616.2 

最終 0.3 0.5 2.1 10.6 5.8 27.6 100 164.4 346.1 354.0 

 

 

次に，戦後期における指数の乖離の原因を考えてみよう。表 5-7-2 に見られるように，1928

年価格シリーズと 1955 年価格シリーズの違いは，農業用機械および耐久消費財の指数の相

違によるところが大きい。1928 年価格の農業用機械指数は，戦後においては特に金額的に

ウェイトの大きな「トラクター」の生産状況をほぼそのまま反映しているのに対して，1955

年価格シリーズは，「トラクター」の他にも，たとえば「収穫用コンバイン」のような他の

製品もサンプルに含まれており，この意味で信頼性が高いといえよう。また耐久消費財グ

ループの指数の差は，このグループに含まれる「乗用車」に対する評価の差がそのままあ

らわれているとみてよい。すなわち，1928 年価格における「乗用車」の評価は，他の生産
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物にくらべて高い。もしも耐久消費財グループから「乗用車」を除くと，1928 年価格指数

と 1955 年指数の差はほとんどなくなってしまう。しかし，これもガーシェンクロン効果の

一つのあらわれといえよう。その他のグループについても，1928 年価格シリーズが 1955

年価格シリーズを少しずつ上回っているが，たとえば輸送機器については前述したように

サンプル品目はまったく同一であるから，指数の相違は，やはり相対価格の変化を反映し

ていると考えられる。 

しかし，1955 年価格シリーズと 1997 年価格シリーズの指数に，全体として大きな差が

見られないのは，どのような理由によるものであろうか。機械部門全体として見ると大き

な値の差はないが，個別的に見ると，特に耐久消費財グループおよび原動機・電動機グル

ープで 1997 年価格指数の値が大きい。原動機・電動機グループについては，1997 年価格

指数のサンプル生産物数が 4 つと少なく，したがってこの指数はやや信頼性に欠ける。ま

た耐久消費財グループで 1997 年価格指数の値が大きいのは，1955 年価格シリーズが，生

産増加率の相対的に小さい「ラジオ」，「ミシン」，「カメラ」，「時計」等をサンプル生産物

に含んでいる一方，生産増加率の大きい「テレビ」，「冷蔵庫･冷凍庫」，「洗濯機」等を含ん

でいないのに対し，1997 年価格シリーズは，まったく逆に，後者のグループをサンプルに

含んでいるのに対して前者を含んでいないからである。もしも両シリーズが双方の生産物

グループを含んでいたとしたら，1955 年価格指数はもっと大きく，また 1997 年価格指数

はもっと小さくなっていたことだろう。したがってこのグループについては，1955 年価格

に過小評価の傾向が，1997 年価格については過大評価の傾向がありそうだ。つまり，推計

上の欠点によって，ガーシェンクロン効果があらわれていないといえるようだ。 

 次に，軍需品を考慮した機械工業部門についての総合指数をみてみよう。ここで軍需品

生産指数として考慮するのは，第 2 章で示した第一の指数，すなわち，ナター・ハリソン・

CIA 指数，および第二の指数，すなわち 1945 年から 1947 年にかけてナターの推計ほど軍

需生産が落ちないとするブィストロヴァの指数をとりいれた指数である。まず，表 5-7-3 に

よって，民生品指数と第一の指数を比較してみよう。1913 年の指数をみると第一指数のほ

うが，やや値が小さいから，1913-60 年の期間でみると軍需生産を考慮した指数の成長率が

やや高い。二つの指数の顕著な乖離は，当然のことながら第 2 次世界大戦前の 1937 年頃か

ら始まり，1945 年では民需機械生産の指数が 6.1 に対して，軍需品を考慮した生産指数は

65.5 となっている。1950 年でも，軍需生産の落ち込みからこの指数の値が 38.5 まで減少

しているのに対し，民需生産指数は 43.7 にまで伸びている。 

参照基準年の 1960 年以降は，二つの生産指数にそれほど大きな差はみられない。1990

年の指数からわかるとおり，1960-90 年の期間全体についてみれば軍需品生産を考慮した指

数のほうが民需品生産指数よりもわずかに成長率が高くなっているが，この 30 年間のベン

チマーク年の中には，民需生産指数が軍需生産を考慮した指数よりも大きくなっている年

もある。以上にみられるように，われわれの推計によれば軍需生産を含めた機械全体を考

慮しても民生機械だけを考慮しても，その生産指数にそれほど大きな差が生じることはな

い。ソ連が軍事生産大国として知られていたことからすれば，これはわれわれにとってや

や意外な結果であるといえるかもしれない（われわれは，既述のとおり軍需生産のすべて

を機械生産であると想定している。また第 2 章 2-5-5 でみたように，1960 年以降について

は機械生産の全体の 6 割を民需，4 割を軍需として生産指数を計算している）。しかしなが
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ら，そもそも両者の生産指数自体についてたとえば 1950 年と 1990 年の比較による平均成

長率を比較すると，民需機械生産の伸びが年率 3.93％に対して軍需機械生産の伸びが

3.86％と，わずかながらも前者が後者を上回っているのである。民需だけの生産指数と軍需

を考慮した生産指数の値がそれほど変わらなくとも当然であるといえよう。 

次に，軍需品生産を考慮した二つの総合機械生産指数を比較してみよう。大半の期間で

両者の成長率は同じであり，1945-60 年の期間についてのみ成長率の差が生じている（表

5-7-3 参照）。そのような差ができる理由を簡単に述べれば以下のとおりである。前掲表 2-18

について説明したときに述べたとおり，二つの総合機械生産指数が前提としている二つの

軍需品生産指数において成長率が異なっているのは 1946 年および 1947 年だけで，あとは

すべて同一の成長率である。したがって最初の年，すなわちウェイト基準年の 1937 年を参

照基準年とすれば，二つの指数は 1945 年まで同じ値を示し，1946 年，1947 年と異なる成

長率によって異なる値を示したのちは，指数の値は異なるものの成長率は再び同じとなる。

これを民生品生産指数と結合する際には，1937 年における民生品と軍需品の生産比率 168

億ルーブル：85 億ルーブル（1926/27 年不変価格）で集計する。集計の際は，二つの指数

の 1937 年の値をそれぞれ 168 と 85 に置き換えたのち，すべての年の指数を比例計算で

1926/27 年不変価格による金額に直し，それを合計した金額を再び指数化する。したがって，

二つの指数は 1945 年までは同一の値をとるが，1946 年以降は別々の値をとり，したがっ

て成長率も異なってくる。このような状態が 1960 年まで続く。1960 年は新たなウェイト

基準年であり，同年以降は結合比率 3：2 で二つの指数を集計する。すなわち，同年の二つ

の指数を 1955 年企業卸売価格でそれぞれ 204 億ルーブルと 136 億ルーブルとみなし，そ

れぞれの指数を金額に直して合計し，その金額を新たな機械生産指数とみなす。この 1960

年以降においては，二つの指数の成長率は完全に一致しているから，このような手続きの

結果生まれる総合機械指数も全く同じ値をとる。こうして表 5-7-3 にある二つの総合機械生

産指数が得られた。同表の総合指数（1）と（2）の 1950 年の値はたまたま同一となってい

るが，実際には小数点以下は異なる値である。 

これらの総合指数の（1）と（2）のいずれの値がよい値であるかについては判断が難し

いが，さしあたって第 6 章における他の生産指数との比較の際には，ここでいう指数（1）

を機械部門の総合指数と考えていくこととする。 

 

表 5-7-3 軍需生産考慮機械工業部門生産指数（1960 年指数=100）および年平均成長率（％） 

 1913 1928 1932 1937 1940 1945 1950 1955 

指数 

民生 

総合(1) 

総合(2) 

1.6 

1.4 

1.1 

2.7 

2.4 

1.9 

8.6 

7.7 

6.1 

23.0 

30.8 

24.4 

17.3 

38.2 

30.2 

6.3 

65.5 

51.9 

44.6 

38.5 

38.3 

68.4 

74.5 

79.6 

成長 

率 

民生 

総合(1) 

総合(2) 

 

3.6 

3.6 

3.6 

33.7 

33.9 

33.9 

21.6 

31.9 

31.9 

-9.0 

7.4 

7.4 

-18.4 

11.5 

11.5 

48.1 

-10.2 

-5.9 

8.9 

14.2 

15.8 

 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990  

指数 

民生 

総合(1) 

総合(2) 

100.0 

100.0 

100.0 

130.3 

134.3 

134.3 

167.3 

169.8 

169.8 

218.9 

203.3 

203.3 

232.5 

227.6 

227.6 

233.9 

227.8 

227.8 

208.0 

215.4 

215.4 

 

成長 

率 

民生 

総合(1) 

総合(2) 

7.9 

6.4 

5.0 

5.4 

6.1 

6.1 

4.7 

4.7 

4.7 

6.0 

3.6 

3.6 

1.2 

2.2 

2.2 

0.1 

0.0 

0.0 

-2.3 

-1.2 

-1.2 
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注：総合指数（1）は，軍需品生産指数として，第 2 章表 2-18 指数（1），すなわちナター=ハリソン=CIA

による生産指数を考慮した指数，総合指数（2）は，軍需品生産指数として，第 2 章表 2-18 指数（2），す

なわち，総合指数（1）に，さらにブィストロヴァによる指数も考慮した指数。 

 

 

図 5-4 によって民生機械の生産と機械全体の生産を比較すると，前にふれたとおり，両者

の乖離が目立つのはやはり第 2 次大戦前後の時期である。すなわち，民生機械の生産は第 2

次大戦前の 1938 年にピークを迎え，その後急激に減少して 1942 年にはボトムとなってほ

とんど生産が停止し，その状態が終戦まで続く。しかし軍需生産を考慮した機械生産は，

1938 年以降も持続的に上昇して 1944 年にピークにいたる。したがってこの時期の機械生

産のほとんどは軍需ということになる。そして機械全体の生産は，大戦終了後の 1946 年に

ボトムを迎えることになる。 

 

 

図 5-4 民生機械生産指数および 2 つの総合機械指数（1928 年指数=100，縦軸は対数目盛） 

 

注：民生機械指数は表 5-7-3 の民生指数を，軍事考慮機械指数（1）は同じく総合指数（1）を，軍事考慮

機械指数（2）は同じく総合指数（2）を示す．あとの二つの指数は，1945 年までは全く重なっており，ま

た 1960 年以降はたがいに平行移動の関係になっている．民生機械指数は 1938 年にピーク（857）を迎え，

1942 年にボトム（111）に達したあと再び増加に向かう．軍事考慮指数は 1944 年にピーク（3875）を迎

え，指数（1）は 1946 年にボトム（712），指数（2）は同じく 1946 年にボトム（921）に達したあと再び
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増加に向かう． 

 

 

5-3-7．木材・製紙工業部門 

木材・製紙工業部門の三つの価格シリーズによる生産指数は，サンプル品目に多少の入

れ替わりはあるが，いずれのシリーズとも，この部門における主要製品である「木材搬出」，

「材木」，「紙」，「厚紙」の四製品をサンプル品目として含んでいる。木材部門は，三つの

価格シリーズによる指数の相違が，最も少ない部門の一つであるが，これは，部門内の製

品の相対価格が，長期にわたって変化しなかった部門であることのあらわれである162。ま

たこの部門は，もっとも生産増加の小さかった部門であり，特に 1928 年価格および 1955

年価格の指数によれば，1960-90 年の 30 年間における増加率は，20％前後という小ささで

ある。それにくらべると同時期の 1997 年価格指数の値がやや大きいが，これは同指数のサ

ンプルに，「ファイバーボード」や「合成樹脂パーティクルボード」などの新建材，あるい

は「テーブル」，「椅子」などの家具が含まれていることの結果である。これらをのぞいた

指数を計算すると，その値は 1928 年価格あるいは 1955 年価格指数とほぼ同じとなる。少

なくともこの期間については，1997 年価格指数がより適切な指数といえるだろう。 

 

 

表 5-8 木材・製紙工業部門生産指数（1960 年指数=100）および年平均成長率（％） 

 1913 1928 1932 1937 1940 1945 1950 1955 

指数 

1928 年 

1955 年 

1997 年 

最終 

17.9 

21.4 

21.5 

21.6 

17.4 

22.3 

24.4 

21.0 

19.7 

24.4 

27.5 

23.7 

31.6 

38.8 

44.6 

37.9 

36.3 

44.0 

51.1 

43.4 

13.7 

16.1 

18.7 

16.1 

38.9 

46.0 

50.7 

46.0 

72.8 

72.9 

74.0 

72.9 

成長 

率 

1928 年 

1955 年 

1997 年 

最終 

 

-0.2 

0.7 

0.9 

-0.2 

3.1 

1.8 

3.0 

3.1 

9.9 

9.3 

10.2 

9.8 

4.8 

4.2 

4.7 

4.6 

-17.7 

-18.2 

-18.2 

-18.0 

23.2 

23.1 

22.0 

23.4 

13.4 

9.5 

7.8 

9.6 

 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990  

指数 

1928 年 

1955 年 

1997 年 

最終 

100.0 

100.0 

100.0 

100.0 

116.4 

115.3 

115.0 

115.3 

151.9 

145.1 

148.9 

146.5 

171.3 

158.1 

159.0 

158.5 

180.4 

165.3 

166.1 

165.7 

188.9 

170.6 

173.1 

171.9 

198.7 

180.3 

184.3 

182.5 

 

成長 

率 

1928 年 

1955 年 

1997 年 

最終 

6.6 

6.6 

6.2 

6.5 

3.1 

2.8 

2.8 

2.9 

5.5 

4.7 

5.3 

4.9 

2.4 

1.7 

1.3 

1.6 

1.0 

0.8 

0.9 

0.9 

0.9 

0.6 

0.8 

0.7 

1.0 

1.1 

1.3 

1.2 

 

 

 

5-3-8．建設資材工業部門 

 

 

 

                                                   
162 ただし，1955 年以降，何回かの工業卸売価格改定によって，木材部門の価格が全体として上昇したこ

とが知られている。この点については，第 3 章 3-2-3 参照。 
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表 5-9 建設資材工業部門生産指数（1960 年指数=100）および年平均成長率（％） 

 1913 1928 1932 1937 1940 1945 1950 1955 

指数 

1928 年 

1955 年 

1997 年 

最終 

8.3 

10.6 

4.7 

8.6 

7.2 

9.0 

4.1 

7.4 

10.8 

12.4 

7.9 

11.1 

20.2 

23.0 

14.1 

20.8 

19.1 

21.1 

12.3 

19.4 

7.2 

6.7 

3.9 

6.7 

27.9 

28.9 

18.7 

28.9 

58.7 

59.6 

40.6 

59.6 

成長 

率 

1928 年 

1955 年 

1997 年 

最終 

 

-0.9 

-1.1 

-1.0 

-0.9 

10.6 

8.5 

18.0 

10.6 

13.4 

13.2 

12.4 

13.3 

-1.8 

-2.9 

-4.5 

-2.3 

-17.8 

-20.5 

-20.7 

-19.2 

31.1 

34.0 

37.1 

34.0 

16.1 

15.6 

16.8 

15.6 

 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990  

指数 

1928 年 

1955 年 

1997 年 

最終 

100.0 

100.0 

100.0 

100.0 

131.0 

120.4 

147.0 

120.4 

165.2 

149.1 

202.2 

154.4 

204.5 

178.6 

258.2 

189.0 

198.8 

170.9 

264.9 

187.2 

209.0 

177.3 

286.9 

198.5 

221.8 

189.8 

305.8 

211.8 

 

成長 

率 

1928 年 

1955 年 

1997 年 

最終 

11.2 

10.9 

19.7 

10.9 

5.6 

3.8 

8.0 

3.8 

4.7 

4.4 

6.6 

5.1 

4.4 

3.7 

5.0 

4.1 

-0.6 

-0.9 

0.5 

-0.2 

1.0 

0.7 

1.6 

1.2 

1.2 

1.4 

1.3 

1.3 

 

 

 

 建設資材工業部門の生産指数については，1997 年価格による生産指数の値が，他の二つ

の価格によるシリーズよりもはるかに大きくなっている。これは主として，1997 年価格シ

リーズに，「組立て式鉄筋コンクリート構造」が含まれているためであって，この品目を除

いて 1997 年価格シリーズを作ると，その値は 1955 年価格シリーズに非常に近くなり，た

とえば 1990 年における生産指数は，1960 年を 100 として 199.8 となる。この「組立て式

鉄筋コンクリート構造」は，第二次大戦後に急速に生産が伸びた製品であり，これをサン

プル品目として含む 1997 年価格シリーズは，他の二つの価格シリーズよりも，いっそう戦

後の現実を反映していると思われる。他方，戦前については，1928 価格シリーズあるいは

1955 年価格シリーズのほうが，1997 年価格シリーズに比べればサンプル品目も多く，した

がって実態をよくあらわしていると考えられる。 

 1950 年までの戦後復興期に建設資材の生産が伸びるのは当然としても，1950 年代の高成

長は，フルシチョフ時代の住宅建設ブームが反映しているものと思われる。 

 

 

5-3-9．軽工業部門 

 軽工業部門の生産指数は，表 5-10 に見られるように，三つの価格によるシリーズの間に，

それほど大きな差が見られない。主要生産物である「綿織物」，「毛織物」，「絹織物」，「革

靴」などについて，相対価格面では時期によってかなりの変動が見られるが，部門全体と

して生産額に基づく指数を計算すると，表に示されているように三つのシリーズ間にそれ

ほど大きな違いはなくなってしまう。全体としてこの部門の生産増加は鈍く，1960-90 年に

おける成長率はもっとも低い木材・製紙部門に次いで下から 2 番目，1928-90 年についてみ

ると木材・製紙部門よりも小さくなってもっとも低い成長率となる。 
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表 5-10 軽工業部門生産指数（1960 年指数=100）および年平均成長率（％） 

 1913 1928 1932 1937 1940 1945 1950 1955 

指数 

1928 年 

1955 年 

1997 年 

最終 

19.6 

21.0 

21.5 

22.1 

19.8 

23.4 

24.4 

22.3 

21.9 

25.2 

27.5 

24.6 

34.1 

39.4 

44.6 

38.4 

39.1 

44.6 

51.1 

43.7 

14.9 

16.3 

18.7 

16.3 

41.2 

46.1 

50.7 

46.1 

74.6 

72.6 

74.0 

72.6 

成長 

率 

1928 年 

1955 年 

1997 年 

最終 

 

0.1 

0.7 

0.9 

0.1 

2.5 

1.8 

3.0 

2.5 

9.3 

9.3 

10.2 

9.3 

4.7 

4.2 

4.7 

4.5 

-17.6 

-18.2 

-18.2 

-17.9 

22.6 

23.1 

22.0 

23.1 

12.6 

9.5 

7.8 

9.5 

 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990  

指数 

1928 年 

1955 年 

1997 年 

最終 

100.0 

100.0 

100.0 

100.0 

116.9 

114.8 

115.0 

114.8 

151.2 

144.1 

148.9 

145.6 

169.7 

156.6 

159.0 

157.3 

178.0 

163.3 

166.1 

164.2 

186.7 

168.1 

173.1 

170.1 

196.5 

177.5 

184.3 

180.6 

 

成長 

率 

1928 年 

1955 年 

1997 年 

最終 

6.0 

6.6 

6.2 

6.6 

3.2 

2.8 

2.8 

2.8 

5.3 

4.7 

5.3 

4.9 

2.3 

1.7 

1.3 

1.6 

1.0 

0.8 

0.9 

0.9 

1.0 

0.6 

0.8 

0.7 

1.0 

1.1 

1.3 

1.2 

 

 

 

5-3-10．食品工業部門 

 表 5-11 に見られるように，1955 年価格シリーズが最も成長率が高く，1928 年価格シリ

ーズと 1997 年価格シリーズの成長率の差はあまりない。1928 年価格シリーズと比較して

1955 年価格シリーズの成長率の高いのは，この部門のサンプル生産物の中でも比較的生産

額ウェイトの大きな「菓子」，「肉」，「植物油」，「バター」などの相対価格が 1955 年価格に

おいて高まったことによるものであろう。一方，1997 年価格シリーズには，同様に生産増

加率の比較的高い「乳製品」，「チーズ」，「ソフトドリンク」等がサンプル生産物として含

まれているから他のシリーズにくらべると成長率が高まることが考えられるが，逆にたと

えば「穀粉」や「タバコ」など，1997 年価格における相対価格の高まった生産物の生産成

長率が極めて遅いために，1955 年価格シリーズよりも成長率が下がったものであろう。 

1960 年以降 1990 年までの食品部門の生産増加は最終指数で 2.72 倍であるが，他部門と

の比較の上でそれほど悪い実績ではない。また同時期における機械部門全体の伸びが 2.12

倍であったのに対して，耐久消費財グループに限っていは 3.54 倍と，同部門の 6 つの生産

物グループの中では最高の伸び率であった。特に 1960 年以降西側では耐久消費材を中心と

した消費ブームが生じたが，ソ連においてもささやかながら消費財部門の生産上昇がみら

れたわけである。 

 

 

表 5-11 食品工業部門生産指数（1960 年指数=100）および年平均成長率（％） 

 1913 1928 1932 1937 1940 1945 1950 1955 

指数 

1928 年 

1955 年 

1997 年 

最終 

31.3 

22.8 

34.4 

26.9 

25.6 

17.6 

27.3 

21.9 

27.7 

24.0 

27.8 

23.8 

43.9 

37.7 

42.5 

37.5 

47.0 

41.2 

46.0 

40.6 

20.0 

17.0 

21.2 

17.0 

48.0 

45.6 

44.9 

45.6 

73.8 

70.1 

70.1 

70.1 
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成長 

率 

1928 年 

1955 年 

1997 年 

最終 

 

-1.3 

-1.7 

-1.5 

-1.3 

2.0 

8.0 

0.5 

2.0 

9.7 

9.5 

8.8 

9.6 

2.3 

3.0 

2.7 

2.6 

-15.7 

-16.3 

-14.4 

-16.0 

19.1 

21.8 

16.2 

21.8 

9.0 

9.0 

9.3 

9.0 

 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990  

指数 

1928 年 

1955 年 

1997 年 

最終 

100.0 

100.0 

100.0 

100.0 

132.8 

138.5 

130.8 

138.5 

156.4 

169.5 

163.5 

170.7 

188.9 

207.8 

197.9 

208.4 

193.1 

214.2 

202.2 

213.9 

218.2 

240.6 

227.1 

240.2 

245.8 

275.7 

254.9 

271.5 

 

成長 

率 

1928 年 

1955 年 

1997 年 

最終 

6.3 

7.4 

7.4 

7.4 

5.8 

6.7 

5.5 

6.7 

3.3 

4.1 

4.6 

4.3 

3.8 

4.2 

3.9 

4.1 

0.4 

0.6 

0.4 

0.5 

2.5 

2.4 

2.3 

2.3 

2.4 

2.8 

2.3 

2.5 

 

 

 

5-3-11．小括 

最後に，各生産部門の年平均成長率を比較した表 5-12 を見ながら，本節の簡単な総括を

しておこう。1928-60 年においては，いずれの部門も相当の生産増加を示した。特に成長率

の著しいのは電力部門であったが，化学，非鉄，機械の各部門も，年率 9％を超える成長を

示した。さらに製鉄，燃料，建設資材の各部門も，年率 7％前後の成長率を記録している。

全体として，著しい工業生産の増大がみられたと評価することができよう。軽工業，食品

工業という二つの消費財生産部門は，他部門に比較すれば劣るとはいえ，それでも年率 4％

以上の実績を示している。特にこの期間の中に著しい生産低下の時期である第 2 次世界大

戦をはさんでいることを考慮すれば，素晴らしい実績といえるだろう。 

 

 

表 5-12 部門別年平均成長率（％）：1928-90 年 

 1928-60 年 1960-90 年 1928-90 年 

 成長率 順位 成長率 順位 成長率 順位 

電力 10.9 1 5.8 1 9.2 1 

燃料 6.9 7 3.8 3 6.0 5 

製鉄 7.4 5 2.9 5 6.1 4 

非鉄 9.6 3     

化学 9.9 2 5.8 2 8.7 2 

機械 9.1 4 2.7 6 5.8 6 

 民生機械       

木材・製紙 4.1 10 0.9 9 3.1 9 

建設資材 7.0 6 2.5 7 6.4 3 

軽 4.4 9 1.8 8 4.1 8 

食品 4.4 8 3.1 4 4.9 7 

全工業 6.3  3.1  5.4  

注：非鉄金属部門の成長率は，1928-55 年まで． 

 

 

それに比較すると，1960 年以降 1990 年までの実績は随分と見劣りがする。一番成長率

の高い電力部門でも年率 5.8％で，1960 年までの成長率 10.9％の半分程度にすぎない。い

ずれの部門も大きく成長率を下げているが，特に成長率低下の著しいのは，ソ連工業最大

の生産部門である機械工業である。期間平均成長率は 2.7％で，9 部門中 6 位と低迷してい
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る。そうした中にあって，前述したとおり食品部門が健闘しており，3.1％の平均成長率で

全体の 4 位である。1928-90 年を通してみると，電力，化学，燃料など，いわゆる重工業の

成長率が高いけれども，特に後半における機械部門の低迷でソ連工業全体が落ち込んでし

まった印象が深い163。 

 

5-4. 全工業生産指数 

次に，全工業生産指数の推計結果について述べよう。すでに推計期間のすべての年に関

する最終生産指数は表 5-1 に示した。以下では，この最終指数を，考えられるさまざまなタ

イプの全工業生産指数と比較し，その値がどれほど異なっているのかを確かめてみよう。 

 

5-4-1．固定ウェイト指数との比較 

 

表 5-13 全工業生産指数（1928 年指数=100）とその年平均成長率（％） 

 

                                                   
163 機械部門の対数線形回帰に基づく 1928-90 年の年平均成長率は表 5-12 にみるように 5.8％だが，1928

年と 1990 年の生産指数の値から計算すると 7.5％となる（本章 5-2 参照）。成長率のこの大きな差は，機

械部門の生産が当初は非常に急速に伸び，その後大きく伸び悩んだことによることからきていると考えら

れる。年平均成長率を算出する二つの方法の結果がこれほど食い違う部門はほかにない。 
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注：1927/28 年指数，1955 年指数，1997 年指数は，いずれも固定価格・固定付加価値による生産指数．

ここで 1927/28 年ウェイトとは，財政年度としての 1927/28 年ではなく，部門指数計算には 1928 年価格

を用い，全工業指数計算には 1927 年（正確には 1926/27 年）付加価値を用いたということを意味してい

る．最終は，移動価格・移動付加価値によって集計されれた生産指数．いずれの指数も，軍需生産を考慮

している．その際の軍需生産指数は，表 5-7-3 における総合指数（1），すなわちナター=ハリソン=CIA に

よる生産指数．平均成長率は，対数線形回帰によって求めた． 

 

 

われわれの最終指数は，移動価格・移動付加価値ウェイト指数であるが，前掲図 2-1 に示

されているように，部門指数を，移動ウェイトでなく 1928 年，1955 年あるいは 1997 年を

ウェイト基準年とした全工業指数を考えることができる。すなわち，部門指数を全工業指

数に統合する際に，1928 年固定価格部門指数についてはそれらを 1926/27 年における部門

ごとの付加価値シェアをウェイトとして統合し，1955 年固定価格部門指数については 1955

年付加価値シェアを，そして 1997 年固定価格部門指数については 1997 年付加価値シェア

をウェイトとして統合した合計三つの全工業指数を考えることができよう。1928 年固定価

格部門指数の統合に 1926/27 年付加価値（本項では，1927 年付加価値と省略する）シェア

を用いるのは，もちろんデータの得られない1928年付加価値シェアの代替策としてである。

こうして計算された三つの固定価格・固定付加価値ウェイト生産指数を，最終指数と比較

したのが表 5-13 および図 5-5 である。これらの指数はすべて，軍需機械生産指数として，

表 5-7-3 における総合指数（1），すなわちナター=ハリソン=CIA 指数を用いている。 

表 5-13 および図 5-5 にみられるように，四つの生産指数の示す値にはかなりの相違があ

り，1928-90 年における年平均成長率でみると，最大の 6.6％から（1997 年ウェイト指数）

から最小の 5.1％（1927/28 年ウェイト指数）まで，年率で 1.5％の差がある。この結果，

1928 年の生産指数を 100 とすると，1927/28 年ウェイト指数の 1990 年の値が 1989 である

のに対して 1997 年ウェイト指数のそれが 6860 にもなる。われわれの最終指数は，1997

年ウェイト指数よりも生産増加速度がかなり遅く，1928 年ウェイト指数よりもやや速く，

そして 1955 年ウェイト指数を若干下回る速度である。本書でしばしば述べているように，

一般に価格をウェイトに利用した指数の場合には，ウェイト基準年を過去におけばおくほ

ど生産指数の成長率は高くなることが知られているが（ガーシェンクロン効果），ここでは

逆に，ウェイト基準年が古くなるほど成長率は低くなっている。このようなことが生じる

原因としてあげられるのは，以下のようなことである。まず，われわれの推計の第一段階

である部門指数の計算を考えてみよう。この段階でわれわれの 3 つの価格シリーズでとり

あげられた代表生産物は，同じものではない。特に 1997 年ウェイト指数ではソ連後半期に

大きく生産が伸びた耐久消費財や石油化学製品などをサンプルとして含むのに対して，

1928 年・1955 年ウェイト指数にはこれらの生産物が含まれていない。その上もちろん各生

産物に対する価格も，3 つの基準年では大きく異なっている。表 5-14 には，われわれの 3

つの価格基準年に基づく個別各部門の 1928-90 年における生産額増加率を掲げた。同表の

「単純平均」の行には，9 部門の増加率を，ウェイトをつけずに幾何平均した倍率を示した

が，これによるとすでに 1997 年ウェイト指数の倍率がもっとも高くなっており，また 1928

年ウェイト指数よりも1955年ウェイト指数の生産増加率のほうが低くなっている。つまり，
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われわれの指数において後年ウェイト指数の増加率が早期ウェイト指数の増加率よりも高

くなっているのは，一つにはそれぞれの指数を構成する生産物の種類が大きく変わってお

り，特に 1997 年ウェイト指数は他の指数にくらべて生産増加率の大きな品目から構成され

ているからであると思われる。 

 

 

図 5-5 全工業生産指数（1928 年指数=100，縦軸は対数目盛） 

 

注：表 5-13 に示した 4 つの指数をグラフ化した．1927/28 年の意味は，表 5-13 と同じ． 

 

 

次に，推計の第二段階すなわち全工業指数の推計をみてみよう。表 5-14 に示された 3 つ

の部門指数群は，それぞれ 1927 年，1955 年，1997 年の部門別付加価値生産シェア・ウェ

イトで加重平均されて表 5-14 の「全工業」の行の増加倍率，すなわち表 5-13 の 1990 年に

おけるそれぞれの生産指数となるわけであるが，表 5-15 にみられるように 3 つの基準年に

おける付加価値生産シェアはかなり異なっている。表によれば，特に 1997 年にはそれまで

の基準年と異なる大きな変化が生じている。すなわち，1997 年には電力，燃料，製鉄，化

学などの諸部門のウェイトが高くなる一方，木材・製紙，軽工業のウェイトが著しく低く

なっている。この変動は 1927 年から 1955 年への推移においてもみられる傾向であるが，

1997 年には特にそれが強まっている。以上の諸部門のうち，表 5-14 にみるように電力，化

学部門の生産増加率は著しく高く，これらの諸部門の生産動向が 1997 年指数の増加率を大

きく引き上げている。その一方で，木材・製紙，軽工業など生産増加率の相対的に低い部
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門の付加価値生産シェアは後年になるほど小さく，それらの生産動向は 1997 年基準の工業

全体の指数にそれほど影響を与えなくなっている。1928 年指数の場合には，ちょうど逆に，

生産増加率の低い部門の付加価値ウェイトが大きく，これが同年基準の生産指数の増加率

を小さくしている。以上のように，付加価値の構成からしても，後年ウェイトの全工業生

産指数の増加スピードが大きくなったものと考えられる。 

 

 

表 5-14 総生産増加倍率：1928-90 年 

 

出所：筆者による計算． 

 

 

表 5-15 工業各部門付加価値生産シェア（%） 

 
出所：表 2-9． 

 

 

5-4-2．固定価格・移動付加価値指数との比較 

 

1928年
ウェイト指

数

1955年
ウェイト指

数

1997年
ウェイト指

数

電力 344.7 344.7 344.7

燃料 93.7 46.0 37.6

製鉄 37.7 36.7 36.0
化学 172.3 304.0 479.4
機械 136.8 52.8 127.5
木材・製紙 8.5 8.7 10.6
建設資材 30.8 21.2 75.5

軽 11.4 8.1 7.5

食品 9.6 15.7 9.3

単純平均 41.9 38.7 50.6

全工業 19.9 34.1 68.6

1926/27
年

1955年 1997年

電力 1.3 5.3 17.7

燃料 10.0 14.7 19.6

製鉄 3.9 7.7 8.9
化学 2.3 4.3 8.2
機械 10.4 31.8 20.8
木材・製紙 12.2 11.3 4.2
建設資材 1.8 5.3 4.7

軽 28.5 11.0 2.1

食品 29.6 8.6 14.0

以上合計 100.0 100.0 100.0
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再掲表 2-9 工業各部門の付加価値生産シェア（％） 

 1913 1926/27 1933 1940 1950 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 

電力 1.6 1.2 3.3 3.0 3.4 4.9 5.9 7.4 9.0 8.4 7.6 7.1 

燃料 11.2 9.2 8.0 8.7 13.1 13.5 13.9 11.7 10.0 9.1 9.2 9.9 

製鉄 6.4 3.6 5.2 5.6 7.3 7.0 7.5 7.7 7.4 6.9 6.4 6.1 

非鉄金属 1.6 0.3 1.8 1.9 4.9        

化学 7.5 2.1 3.8 4.5 3.9 3.9 4.2 6.2 6.9 7.0 7.1 7.0 

機械 13.6 9.5 26.9 31.2 30.1 29.1 27.6 28.9 30.1 32.6 35.2 36.5 

木材・製

紙 
8.6 11.2 14.1 11.3 10.8 10.3 9.0 8.0 7.2 6.9 6.3 6.1 

建設資材 1.9 1.6 3.9 2.8 3.9 4.8 6.0 6.2 6.1 6.1 5.7 5.4 

軽 20.2 26.1 17.3 16.3 10.5 10.1 9.0 8.7 8.8 8.5 8.6 8.1 

食品 24.2 27.2 9.5 9.7 7.9 7.9 7.9 8.6 7.9 7.6 7.1 6.9 

以上合計 96.9 92.1 93.8 95.0 95.6 91.7 91.0 93.2 93.4 93.2 93.2 93.1 

注：1926/27 年および 1955 年の値が表 5-14 と異なっているのは，表 5-14 が，全体が 100 となるよう正

規化された数字であるため． 

 

 

表 5-16 全工業生産指数（軍需品生産を考慮した総合指数，1928 年指数=100） 

 

注：1928 年ウェイト指数，1955 年ウェイト指数，1997 年ウェイト指数は，それぞれ 1928 年固定価格・

移動付加価値ウェイト，1955 年固定価格・移動付加価値ウェイト，1997 年固定価格・移動付加価値ウェ
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イトによる生産指数を意味する．最終は，移動価格・移動付加価値によって集計されれた生産指数．いず

れの指数も，軍需生産を考慮している．その際の軍需生産指数は，表 5-7-3 における総合指数（1），すな

わちナター=ハリソン=CIA による生産指数． 

 

 

図 5-6 全工業生産指数（1928 年指数=100，縦軸は対数目盛） 

 

注：表 5-16 に示した 4 つの指数をグラフ化した。1928 年ウェイト指数を除く 3 つの指数は非常に接近し

ており，特に最終指数と 1955 年ウェイト指数はほとんど重なっている． 

 

 

 前項ではわれわれの最終指数を，固定ウェイトをもつ三つの指数と比較したが，本項で

は，部門指数の計算には三つの基準年価格のいずれかを用いるが（固定価格ウェイト），全

工業指数を求める段階では部門付加価値生産シェアをスライドさせて利用する（移動付加

価値ウェイト）三つの指数をとりあげ，これらを最終指数と比較してみよう。つまり，前

項とまったく同様に表 5-14 に示された三つの基準価格による部門指数のセットを用いて全

工業生産指数を計算するが，前項のように各々の部門指数セットについてそれぞれ対応す

る 1926/27 年，1955 年，1997 年の固定付加価値ウェイトを用いて集計するのでなく，付
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加価値ウェイトをベンチマーク年ごとにスライドさせながら集計するという方法によって

全工業生産指数を計算するのである。なお，ここでも四つのすべての生産指数においてナ

ター=ハリソン=CIA 軍需生産指数を利用している。 

 図 5-6 から容易に確認できるように，固定付加価値ウェイトを移動付加価値ウェイトに変

えると，1997 年固定付加価値ウェイトの場合にみられたような極端な変動は抑えられ，三

つの固定価格全工業指数は最終指数にかなり接近する。1928 年を参照基準年とした場合の

それぞれの指数の 1990 年における値は，表 5-16 に示したように，最終指数の値が 2502

であるのに対して，1928 年価格指数が 3105，1955 年価格指数が 2485，1997 年価格指数

が 2588 と，1928 年価格指数を除くとほとんど同じ値である。したがって，部門指数を集

計する際に移動付加価値ウェイトを使うメリットは大きく，部門指数の計算に用いる価格

ウェイトのいかんにかかわらず，その集計の際に移動付加価値ウェイトを使えば，最終的

に得られる指数にそれほど大きな差異は生じないということを意味していると考えられる。

表 5-16 下部にみられるように，1928-90 年においてもっとも急速な生産増加を示した 1928

年ウェイト指数の年平均成長率が 5.91％であったのに対し，最も小さな成長率の 1955 年ウ

ェイト指数でも平均成長率は 5.40％，そして最終指数のそれは 1955 年指数を若干上回る

5.45％であった（なお，1997 年ウェイト指数は 5.49%）。 

なお，本項の三つの固定価格・移動付加価値指数を用いて，われわれの最終指数を計算

することができる。最終指数は，まず三つの固定価格による部門指数を計算し，それに第 2

章表 2-8 による指数の組み合わせ方式を適用して最終部門指数を導出した164。その上で，

それらの最終部門指数に移動付加価値ウェイトを適用することによって最終全工業指数を

推計した。すなわち，次の手順である。 

（1）1928 年，1955 年，1997 年の価格を用いて，それぞれ三つの部門指数を計算する。 

（2）これらの三つの部門指数に対して表 2-8 に示した方法（脚注 164 参照）を適用し，最

終部門指数を計算する。 

（3）以上の最終部門指数に対して，表 2-9 に示した移動付加価値をウェイトとして用いた

最終全工業生産指数を計算する。 

しかし以上の手順の（2）と（3）を入れ換え， 

（1）1928 年，1955 年，1997 年の価格を用いて，それぞれ三つの部門指数を計算する。 

（2）これらの三つの部門指数に対して表 2-9 に示した移動付加価値をウェイトとして用い

た三つの固定価格・移動ウェイト指数（表 5-16 の三つの移動付加価値指数）を計算する。 

（3）以上の三つの固定価格・移動ウェイト指数に対して，表 2-8 に示した方法（脚注 164

参照）を適用し，最終全工業生産指数を計算する。 

としても，まったく同一の全工業生産指数を導くことができる。このことは，表 5-16 の数

値をもとにした実際の計算で，容易に確かめることができる165。 

                                                   
164 すなわち，1913-32 年の期間については，1928 年固定価格部門指数をそのまま用い，1932-45 年につ

いては 1928 年固定価格部門指数と 1955 年固定価格部門指数を 1 対 1 のウェイトで幾何平均し，1945-65

年については 1955 年価格指数をそのまま用いた。さらに 1965-75 年については 1955 年指数と 1997 年指

数を 1：2 のウェイトで幾何平均，1975-85 年については 1955 年指数と 1997 年指数を 1：1 のウェイトで，

また 1985-90 年については 1：2 のウェイトで幾何平均することのよって算出した。 
165 ただし，いずれの場合も結合ウェイトの変わる 1932 年，1945 年，1965 年，1975 年，1985 年の各年

においてリンク・レラティヴを作ったうえで幾何平均することを忘れずに行う必要がある。 
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5-4-3．その他の指数との比較 

 本章の最後にわれわれの最終指数を，第一に，軍需生産を考慮した機械部門生産指数と

して表 5-3-7 の総合指数（1）でなく総合指数（2）を用いた指数と，第二に，軍需生産工考

慮しない民生工業生産指数と，そして第三に部門指数を集計する際のウェイトとして付加

価値でなく雇用データを用いた指数と，それぞれ比較してみることにしよう。これらの各

種指数は，表 5-17 および図 5-7 に示されている。 

 

 

表 5-17 総合指数と民生品指数（1928 年指数=100） 

 

注：筆者による計算．最終全工業（2）は，軍需機械生産指数として，表 5-7-3 の総合（2）指数を利用し

た場合，民生工業指数は，軍需機械生産を考慮に入れない場合，雇用ウェイト全工業指数は，最終指数の

部門ごとの付加価値シェアに代えて表 5-19 の部門別雇用データを用いた場合の指数を意味する．  
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 最初に，二つの軍需機械生産指数を用いた場合の全工業指数を比較しよう。本章 5-3-6 で

説明したように，われわれの最終指数に用いた軍需機械生産指数は，ナター，ハリソン，

CIA の推計を組み合わせた指数（表 2-18 における指数（1））であるが，総合指数（2）は，

そのナター=ハリソン=CIA 指数に対し，第 2 次大戦後の軍需生産削減は限定的なものであ

ったいうブィストロヴァの記述に従って 1946，47 年の軍需生産成長率を改め（Быстрова, 

2004, стр. 242），あとは再びナターの指数に戻ってその成長率を受け入れるという方法で

それに修正を施したものである。したがって軍需機械生産指数における両者の差は実質的

に 1946，47 年だけで，あとの年についての成長率は全く同一であり，かりに参照基準年を

両年よりも前におけば，両年以降の指数は両年の修正分だけ高くなるし，両年よりも後に

おけば，両年以前の指数が小さくなる。 

実際，表 5-18 の左側二つの欄に示したように，ブィストロヴァの数字を使った最終全工

業指数（2）は，われわれの最終指数よりも成長率が若干高く，1928-90 年における最終指

数の年平均成長率が 5.45％であるのに対して，5.59％と 0.14％だけ高い。ただし両者の差

はソ連前半期の成長率についてのみ生じているのであり（つまり 1946，47 年の二年間のみ

成長率が異なる），後半期についての成長率は全く同一になっている。すでに述べたように，

二つの軍需機械生産指数の優劣については何の判断材料もないので，われわれの最終全工

業生産指数には，明らかにこの程度の誤差が存在しているということはいえるだろう。 

 

 

表 5-18 各指数の年平均成長率（％） 

 

注：成長率は，対数線形回帰によって計算した． 

 

 

 次に，以上のような軍需生産を考慮しない場合の指数，すなわち民生工業生産指数との

比較をしてみよう。特に図 5-7 に明白に示されているように，第 2 次大戦前後における二

つの指数の乖離が目立っている。すなわち，1930 年代後半における開戦の準備，独ソ戦開

始（1941 年）の衝撃による民生生産の落ち込み（民生生産のボトムは 1942 年），戦争中に

もかかわらず高い軍需生産水準，戦争終了後の軍需生産の縮小（軍需も含めた工業生産の

ボトムは 1946 年），復興期における急速な民生生産の伸びなどが表や図から観察できる。

またソ連後半期には，その軍需生産の負担の大きさが喧伝されたが，実際には前に述べた

とおり，少なくとも成長率という点では工業生産全体の増大とほぼ軌を一にしていたこと

が示されている。表 5-18 にみるように，軍需生産を含む工業生産全体の成長率と民需生産

成長率とにあまり大きな差はなく，1928-90 年全体で考えるとむしろ民需生産の成長率の方

最終全工
業指数

最終全工
業指数
（2）

民生工業
指数

雇用ウェイ
ト指数

1928-60年 6.3 6.7 6.5 6.1

1960-90年 3.1 3.1 3.1 2.7

1928-90年 5.4 5.6 5.9 5.2
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が大きい。 

 

 

図 5-7 最終全工業指数と他の指数との比較（1928 年指数=100，縦軸は対数目盛） 

 

注：表 5-18 をグラフ化した．最終全工業指数は，ソ連前半期においては最終全工業指数（2）あるいは雇

用ウェイト指数と，またソ連後半期においては民生工業指数とほとんど重なり合っている． 

 

 

 本項の最後に，これまでのわれわれが全工業指数を計算する際にウェイトとして用いて

きた工業各部門の付加価値生産シェアに代えて雇用・賃金シェアを用いた場合に，全工業

指数がどの程度変化するかを示しておこう。表 5-19 には，1927 年（1928 年），1955 年，

1985 年という三つのベンチマーク年における工業各部門の付加価値シェアと雇用・賃金シ

ェア（1928 年は就業者数，1955 年，1985 年は賃金・社会保険負担）の違いを示した。第

2 章でも述べたとおり，電力，燃料，鉄鋼，化学等の資本集約的部門では付加価値ウェイト

のほうが大きく，木材・製紙，軽等の労働集約的部門では雇用ウェイトが大きい。概して

資本集約的部門の生産増加率は高く，また労働集約的部門のそれは低いから，集計ウェイ

トを付加価値シェアから雇用シェアに代えれば，全体としての工業の成長率は落ちること
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が予想される。 

 

 

表 5-19 付加価値シェアと雇用シェアの違い（％） 

（1927/28 年，1955 年，1985 年） 

 

注：1928 年の雇用シェアは工業生産要員数，1955 年，1985 年は賃金等のシェア．出所は，表 2-9，2-11． 

 

 

 計算結果はすでに示した表 5-17，5-18，図 5-7 のとおりで，予想どおり雇用ウェイトの

全工業指数は，付加価値ウェイト指数よりも成長率が低かった。すなわち 1928-90 年の期

間では，前者が 5.18％の平均成長率であったのに対し，後者は 5.45％の成長率であった。

特に，ソ連前半期よりもソ連後半期の方が差が大きかった。すなわち雇用ウェイトの全工

業生産指数は，前半期（1928-60 年）の年平均成長率が 6.2％，後半期（1960-90 年）が 2.7％

であるのに対し，対応する付加価値ウェイト指数の成長率はそれぞれ 6.3％，3.1％である

から，雇用ウェイト指数のほうが後半の成長率低下が強調されていることになる。実際の

ところ，われわれが推計した工業各部門の付加価値生産シェアには多くの不確定性がある

のに対して，雇用・賃金のデータは相対的に正確性が高いと思われる。そのため，次章で

みるように，公式統計とは別に行なわれたいくつかの工業生産指数独自推計においてウェ

イトとして雇用関係のデータが使われているが，ここで示したようにそうした推計は成長

率について若干の下方バイアスをもっていると考えられるので注意が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

1927年 1928年 1955年 1955年 1985年 1985年
付加価値 雇用 付加価値 雇用 付加価値 雇用

電力 1.2 0.5 4.9 1.4 7.1 2.2
燃料 9.2 7.3 13.5 10.9 9.9 7.0
  製鉄 3.6 4.5 7.0 6.2 6.1 4.4
  非鉄 0.3 0.7
化学 2.1 1.8 3.9 3.2 7.0 5.1
機械 9.5 12.1 29.1 31.9 36.5 43.9
木材製紙 11.2 14.1 10.3 12.5 6.1 7.2
建設資材 1.6 4.0 4.8 4.7 5.4 5.8
軽 26.1 35.1 10.1 13.1 8.1 10.6
食品 27.2 14.7 7.9 7.8 6.9 7.1
以上合計 92.1 94.8 91.7 91.8 93.1 93.4
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6 章 比較：ソ連前半期 

 

6-1．はじめに 

本章では，われわれの推計結果を公式指数および他の独自推計指数と比較する。第 1 章

1-4 でみたように，ソ連公式統計の信頼性に対する疑問から数多くの工業生産指数推計が独

自に行なわれてきた。それらの紹介を兼ねて，われわれの推計結果との違いの原因などを

考えてみよう。ただしその際には，1913-1990 年というわれわれの指数の全推計期間を二

つに区分し，ソ連前半期すなわちここでは 1913-1955 年あるいは 1960 年と，後半期すな

わちここでは 1950-1990 年に分けて論ずることとする。ここで前半期の区切りを 1955 年

あるいは 1960 年としたのは，前章の推計結果にみるように，1960 年前後がソ連工業生産

の転換点に見えるのであるが，のちに見るように，1960 年前後に一つのピークを迎えた西

側における多くの独自推計が 1950-1955 年頃までの推計であることによる。したがって，

われわれの推計を公式統計と比較する場合には 1960 年頃までを比較し，独自推計と比較す

る場合には 1955 年までを主たる比較対象期間とする。また後半期については，独自推計に

その起点を 1950 年とする例が多いために，比較のための便宜を考えて上記の時期区分をと

ることとする。独自指数は，以下で見るようにそれぞれに工夫を凝らした多種多様な方法

を用いているが，われわれの指数のように 1913-90 年の長期にわたって同一の方法で指数

推定を試みた例はほとんど存在しないといってよい。なお，本章および次章では，われわ

れの推計によって得られた指数を簡単に S 指数（栖原指数を省略した）と呼ぶこととしよ

う。 

 

6-2．公式指数との比較 

最初に，公式指数と S 指数との概念上の相違を簡単に確認しておこう。第一に，二つの

指数は生産物のカヴァレッジが異なる。公式指数は，いわゆる工場法に基づいて，企業ご

とに，基準価格をウェイトとしてすべての生産物を合計した，いわゆるグローバル指数で

あるが，S 指数は，それらの生産物のうち，一部のサンプル生産物によって得られたもので

ある。またその生産量自体も，公式統計の場合には，工場法に従って生産のために自己消

費された生産物は含まれないが，S 指数における生産量には，その部分も含まれる。他方，

公式指数における生産額には，半製品･完成品の在庫増や，修理などのサーヴィス生産も含

まれているが，もちろん S 指数には，それらは含まれていない。 

第二に，両者はウェイトが異なる。公式統計は，1950 年まではいわゆる 1926/27 年不変

価格が指数計算のウェイトを構成し，その後 1950 年から 1955 年までは 1952 年 1 月 1 日

の企業卸売価格，1955 年から 1967 年までは 1955 年 7 月 1 日の企業卸売価格，1967 年か

ら 1975 年までは 1967 年 7 月 1 日の企業卸売価格，1975 年から 1981 年までは 1975 年 1

月 1 日の企業卸売価格，1982 年以降は 1982 年 1 月 1 日の企業卸売価格が使われる。つま

り公式指数は，これらの基準年価格から計算される生産額ウェイトに基づくラスパイレス

指数である。ただし新製品については，実質的にそれが登場した時点における価格が指数

計算に用いられていたという問題があることは，既述のとおりである。これに対してわれ

われの部門別生産指数は，1928 年，1955 年あるいは 1997 年の企業卸売価格を用いたラス
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パイレス指数であり，部門指数におけるウェイト基準年はこの 3 年のみである。また年に

よっては，2 つの指数のウェイトつき合成指数が用いられる。さらにまた工業全体の生産指

数は，それぞれの部門ごとの付加価値生産シェアによってウェイトづけされた部門指数の

幾何平均として計算される。付加価値ウェイトは，部門指数における生産額ウェイトと違

って，多くのベンチマーク年について計算が可能であるであるので，そうしたベンチマー

ク年でウェイトが変更されている。以上が大きな相違であるが，その他にもたとえば部門

分類方法，指数の目的などの点で相違があり，両指数がまったく同一の結果を示すもので

ないことは当然と考えられる。その一方で，対象が同じソ連工業であるから，二つの指数

がかけ離れた数値となることもまた不自然なことである。 

以下ではまず，S 指数を公式指数と比較することとするが，比較を行なう前に公式指数に

ついて若干の説明が必要である。というのは，公表されているソ連工業の生産指数につい

て，以下のような二つの問題点があるからである。第一の問題は，公式統計においては，

基準となる 1913 年の指数がどのような領土における生産量であるかによって，二つの公式

指数系列が存在するという点である。第 1 章で述べたように，ソ連は 1939 年から 1940 年

にかけて多くの新たな領土を獲得した166。フィンランドの一部，エストニア，ラトヴィア，

リトアニア，東ポーランド，東ガリツィア，ベッサラビアなどである。ソ連の統計当局（ツ

ェエスウー，ЦСУ）167は，スターリン批判以後しばらくのあいだは，これらの新領土を含

まないソ連領土の1913年における生産量を100とする全工業に関する生産指数を発表して

いた。この，いわば旧系列によると，たとえば 1928 年の指数は 132，1932 年は 267，1937

年は 588，1940 年は 852 であった168。ところがツェエスウーは，1960 年を過ぎる頃から，

1913 年について第 2 次大戦前後に獲得した領土を含む領域における生産量を 100 とし，あ

とはその時々の領土における生産量を指数に置き換えた，いわば新指数に切り替え始めた。

その際発表されたのは，1913 年を 100 とし，次に途中の時期を飛ばして 1940 年を 769 と

する指数系列であったから，中間の期間における指数については不明のままとなった169。

さらにその後公表された統計では，この中間の期間については旧指数を変更せず，1940 年

からはそれに新系列指数の数字をそのまま接続した指数を公表している（Нархоз в 1962 г., 

стр. 117）。実際，1962 年版のナルホーズの序文には次のような記載がある。 

 

本書に記載されているソヴィエト権力が成立して以降の期間についてのデータは，それぞれの年のソ連

の領土に基づくものであるが，1913 年の場合は，注がない限りは現在のソ連の領土に関するものである。

1913 年のデータが，1939 年 9 月 17 日までのソ連領土に基づいて記載される場合，すなわち 1939 年以降

にソ連の領土に加わったウクライナとベラルーシの西部諸州，リトアニア，ラトヴィア，エストニア，ベ

                                                   
166 ソ連は 1920 年代にも，中央アジアに新たな領土を獲得した（脚注 66 参照）。以下の本文で述べる「旧

系列」指数にこの中央アジアの新領土の生産は含まれていたと考えられる。しかしいずれにしてもこの新

領土における工業生産はわずかであり，生産指数に大きな影響を与えていないと考えられる。 
167 ツェエスウーは，1931 年にツンフー（ЦУНХУ）と改称され，1941 年に再びツェエスウーという名称

に戻った。ここでは，簡単にツェエスウーと呼ぶ。ソ連統計機関の簡単な歴史については，第 1 章 1-2-2

参照。 
168 この指数系列は，たとえばナルホーズ（Нархоз в 1960 г., стр. 219）によって知ることができる。ま

た第 1 章表 1-11 指数 A を参照のこと。 
169 この指数系列は，たとえばナルホーズ（Нархоз в 1961 г., стр. 169）によって知ることができる。ま

た，第 1 章表 1-11 指数 B を参照のこと。 
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ッサラビアその他の地域を除いた部分に基づいて記載される場合には，本書ではその旨注記がなされてい

る。 

本書に記載されている 1913 年に対する成長率は，1917-39 年については 1939 年 9 月 17 日までのソ連

領土に関する 1913 年のデータに基づいて，また 1940-63 年については現在のソ連領土に基づく 1913 年の

データに基づいて計算されている（Нархоз 1962, Предисловие）。 

 

上に引用した部分の前段の最初のセンテンスは，それまでのナルホーズでは「…，1913

年の場合は，注がない限りは 1939 年 9 月 17 日までのソ連領土に関するものである」とな

っていた部分であった（たとえば，Нархоз 1960, Предисловие 参照）。引用後段の文章か

らすると，ソ連統計当局は 1913 年と 1940 年の中間の期間については新系列指数の計算を

断念したように思われる。これが公式指数であるとすると，1913 年を 100 とした 1939 年

の公式統計指数が 763 であるのに対して 1940 年の指数が 769 と，1939 年から 1940 年に

おいてほとんど生産の伸びがないような，やや不自然な形で示されることになる。S 指数は，

1913 年の値について，基本的に新領土を含めた領域の生産量に基づいているから，新系列

の公式指数と比較するのが妥当であるが，1928-1939 年については比較対象となる公式指

数は，正確には存在しない。これが，第一の問題である。 

第二に，ツェエスウーは暫定値として公表した数字の確定値への変更のほかにも，過去

に発表した統計の見直しをしばしば行なってきた。多くの場合，部門分類の改定や新資料

の発見などによると思われるこの見直し自体は，むしろ統計当局による良心的な作業とし

て評価できようが，問題は，見直しの際にほとんど何の注釈もつけられなかったことであ

る。工業生産指数については，特にナルホーズの 1974 年版で，かなり大きな過去の数字の

見直しが行なわれた。この見直しでは，ほとんどすべての工業部門の指数について改定が

行なわれたのだが，それは，どうやら 1940 年における指数の見直しに関係しているように

思われる。見直しの結果，1913 年を 1 とした全工業の 1940 年に関する指数は，以前と変

わらず 7.7 であったから(Нархоз 1974, стр. 172. 従来の指数は，前述の通り 769 だった)，

全体としての生産の大きさには変更がなく，部門ごとの生産に変更があったとしてもそれ

ほど大きな値の変更ではなかったと思われるが，それでも多くの数字が改められた。しか

し，その詳細は不明である。 

本書では，上記二つの問題のうちの第一の問題については，旧系列に 1940 年以降の新系

列をそのまま接続した指数を比較対象としたが，上記したような問題点があることを念頭

に置く必要がある。また第二の問題については，チェックできない多くの旧数字は，詳細

が不明であるので，1973 年版以前の数字をそのままの形で利用することとした。こうして

得られた全工業生産に関する公式指数およびそれに基づく各年の成長率をグラフ化したも

のが，図 6-1 および図 6-2，またベンチマーク年について公式指数と S 指数（軍需品生産を

含む）を比較したのが表 6-1 および表 6-2 である。 

 

 

 

 

図 6-1 公式指数と S 指数（全工業，1928-60 年，1913 年指数=100，縦軸は対数目盛） 
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出所：公式指数の具体的な数値については，付表 3 参照．公式指数は，次のようにして算出した．1913-40

年は，ЦСУ СМ СССР（1964, стр. 32）より，1941-43 年は，1940 年の指数に，ГоскомстатСССР（1990, 

стр. 37）の指数を適用，1944-81 年は，1974 年版以降 1981 年版までのナルホーズに示された 1940 年を

100 とする指数系列，ただし 1951-54 年，1956-59 年，1961-64 年の指数は上記系列では得られないので，

1960 年の指数 521 に対して，1976 年版ナルホーズ（Нархоз за 60 лет, стр. 79）に示された各年の成長

率を適用した．1982-90 年は，1981 年の上記系列の指数 2178 に対して，1988 年版および 1990 年版ナル

ホーズにおける対前年成長率を適用した．S 指数（軍需品生産を含む）は，巻末付表 2 より計算．以下，S

指数の出所はいずれも巻末付表 2． 

 

図 6-2 公式指数と S 指数の対前年成長率（％） 
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出所：図 6-1 に同じ． 

 

 

表 6-1 公式指数と S 指数（1913 年指数=100） 

 公式指数 S 指数  公式指数 S 指数 

1928 132 111 1945 698 297 

1932 267 164 1950 1330 472 

1937 588 339 1955 2447 798 

1940 769 392 1960 4006 1129 

出所：図 6-1 に同じ． 

 

 

表 6-2 公式指数と S 指数の年平均成長率（1928-55 年，％） 

 公式 

指数 
S 指数 

乖離率
（％） 

差 

（％） 
 

公式 

指数 
S 指数 

乖離率
（％） 

差 

（％） 

1928-32 19.3 10.4 85.0 8.8 1946-50 13.6 9.7 39.6 3.9 

1933-37 17.1 15.8 8.3 1.3 1951-55 13.1 11.1 18.3 2.0 

1938-40 9.4 5.0 87.6 4.4 1955-60 10.4 7.2 44.2 3.2 

1941-45 -1.9 -5.4 182.3 3.5 1928-60 11.3 7.6 48.6 3.7 

注：成長率は，期間の最初の年と最後の年の指数より計算した．乖離率は，（公式指数成長率－S 指数成長

率）／S 指数の％表示．ただし 1940-45 年についてのみ，（S 指数－公式指数成長率）／S 指数成長率で計

算した．また差は，公式指数成長率－S 指数成長率． 

出所：図 6-1 に示した出所による数値より計算した． 

 

 

予想されたことだが，図および表からただちにわかるように，公式指数の値は S 指数に

くらべてはるかに大きい。表 6-1 によれば，1913 年を 100 とした 1960 年の公式指数は 4006

で，S 指数の数値（1129）の 3.5 倍を超えている。表 6-2 に示されているように，1928-1960

年における年平均生産増加率は，公式統計で 11.3％，S 指数で 7.5％と，公式統計が S 指数

を五割ほど（49.6％）上回っている。 

ベンチマーク年ごとの伸び率を比較すると，すべての期間で公式指数の成長率は S 指数

を上回っているが，期間によってその程度はかなり異なっていることがわかる。特に公式

統計による成長の過大評価が著しいと思われるのは，第 1 次五カ年計画期（1928-32 年），

第 3 次五カ年計画期（1938-40 年）である。第 2 次大戦期は，両指数の成長率の乖離が比

率でみてもっとも大きい時期であるが，軍事物資生産の点で S 指数による測定に多くの不

確実性があり，確定的なことを述べることができない。一方，両指数による成長率が接近

しているのは，第 2 次五カ年計画期（1933-37 年）および第 5 次五カ年計画期（1950-55

年）である。また 1934 年，48 年，49 年，51 年などは，S 指数による成長率が公式指数に

よる成長率をかなり上回っている。 

まず，公式統計によれば第 1 次五カ年計画期の成長率がもっとも高いとされているが，

第 1 章（特に 1-5-7）でみたようにこれには大いに疑問がある。第 1 次五カ年計画期は，計

画経済の形成期であって統計システムにもかなりの混乱があったことが知られているから

である。特に問題があったと思われるのは，実質生産を計算する際の基準価格，いわゆる
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「1926/27 年不変価格」の問題である。実質的にこの 1926/27 年価格が確定的なものとなっ

たのは 1936 年の価格改革の時であって，それまでは統一的な基準価格は存在していなかっ

た。つまり各企業は，それぞれ独自に定めた不変価格を用いていたという。このようなこ

とから特にこの時期の生産指数には信頼が置けないことは，われわれの指数推定結果から

も確認されるといえよう。 

これに対して第 2 次五カ年計画期における両指数の乖離は，前期にくらべればかなり小

さくなっている。これは，計画経済実施初期の混乱が次第に収束していったこと，また特

に 1936 年における価格改定および全国統一価格の確定などによって，生産指数測定に正確

さが増していったことによると考えられる。ノーヴは，1936 年の工業総生産増加率が公式

統計で「1 年で 30％もの夢のような上昇」（Nove, 1957, p. 120）となっている点をとらえ

て，1936 年価格改革失敗の表れとみなしている。すなわち統一的 1926/27 年不変価格が確

定されたが，その際に多くの生産物について高い現行の名目価格がそのまま 1926/27 年不

変価格とされて成長率が計算された結果このような「異常な」増加率となったというので

ある。もちろんそうした面があったかもしれないが，同年についてのわれわれの増加率も

19.5％とかなりの高さであり，物量面で生産の増大が大きかったこともまた事実であった。 

しかしながら第 3 次五カ年計画期には，再び公式指数と S 指数の乖離が大きくなってい

る。もしもそうであるとすると，ソ連経済のインフレーションによって上昇した価格がそ

のまま不変価格として使われるケースが増えたことが考えられる。あるいは，S 指数におい

て軍事生産の増加が十分に反映されていない，あるいは軍需品において特にインフレーシ

ョンが大きかった可能性もある。軍事生産については，第 2 次大戦中の工業生産ばかりで

なく第 4 次五カ年計画期（1946-50 年）の両指数の乖離にも関係しているのかもしれない。 

第 5 次五カ年計画期（1951-55 年）は，ソ連工業が特に急速に増大した時期であるととも

に，乖離がもっとも少ない時期の一つである。ソ連統計当局の説明によれば，この期間は

それまで長く使われてきた 1926/27年価格に代えて 1952年 1月 1日現在の企業卸売価格が

指数計算に使われた時期であり，それによって実態がより正しく公式指数に表現されるよ

うになったことが考えられる。もしも当局の説明が正しければ，1950-51 年については 1952

年が過去にさかのぼって適用されたことになり，したがって上方バイアスを生みがちであ

る「新製品」問題，さらにはガーシェンクロン・バイアスの発生も抑えられた可能性があ

る。しかし 1955 年に導入された新製品に関する暫定価格制度は，第 1 章 1-5-3 あるいは第

3 章 3-2-3 でみたように，企業による機会主義的な行動を生み出し，表面的な意匠の変更に

よる高価格の「新製品」による実質生産の水ぶくれが広がっていく原因となった。第 6 次

五カ年計画期（1955-60 年）における公式指数と S 指数との差の拡大は，おそらくこの現

象によって説明することができるだろう。 

以上工業全体の指数を公式指数と比較したが，次に工業生産部門別に生産指数をみてみ

よう。この前半期については，公式の部門別指数はごく一部しか公表されていない。1930

年代前半には，部門別の実質生産額が発表されていたが，それはいわゆる大規模工業170に

                                                   
170 大規模工業というのは，その経営形態等にかかわりなく，機械動力を備えた企業の場合には労働者数

16 人以上，そうでない企業の場合には労働者数 30 人以上の企業をいう。ただし多くの部門において，特

別な要件が決められている（ЦУНХУ, 1935a, стр.3）。この基準は，1918 年の工業センサスの際に導入さ

れ，｢1936-1944 年のいずれかの年まで｣引き継がれた。その後は，工業省に所属する｢基本｣企業は，すべ
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関するもので，特に消費財部門については，そこからもれた部分が大きかった。その後し

ばらく当局の沈黙が続いたのち，スターリン批判の直後から再び統計の公表が始まったが，

前述したようなナルホーズ 1974 年版からの指数の見直しなどで，現在考えている時期に関

する首尾一貫した部門別指数を得ることは非常に難しい。その 1974 年版ナルホーズでは，

1913 年を参照基準年とする部門別指数が掲載されているが，指数が示されている部門は限

定的であり，またその指数も 1940 年の次は 1965 年についてのもので，その間の指数は示

されていない。表 6-3 では，1973 年版ナルホーズ以前にぽつぽつと示された部門指数を，

見直し以後の数字とくらべながら適当な値に修正したうえで新たな数字と比例計算でつな

ぎ合わせて作成したものである。本書で用いられている部門分類でいうと，電力，非鉄金

属，木材製紙，建設資材の各部門については信頼できる数字が得られないために表から除

かれている。 

 

 

表 6-3 部門別生産指数―公式指数と S 指数（1913 年指数＝1） 

 1940 年 1945 年 1950 年 1955 年 1960 年 

 公式指
数 

S 指数 
公式指
数 

S 指数 
公式指
数 

S 指数 
公式指
数 

S 指数 
公式
指数 

S 指
数 

全工業 7.7 3.9 7.0 3.0 13.2 4.7 24.5 8.0 40.1 11.4 

燃料 6.5 5.3 4.9 4.2 9.4 7.5 15.2 11.4 22.8 17.0 

製鉄 5.8 4.0 5.2 2.5 10.3 5.9 18.2 9.9 27.7 14.1 

化学 17.5 14.3 16.1 7.0 34.3 30.0 76.3 44.9 134.8 71.8 

機械 29.7 26.9 38.3 46.1 63.9 27.1 138.4 52.5 268.5 70.4 

軽 4.7 2.0 2.9 0.7 5.3 2.1 9.4 3.4 13.2 4.6 

食品 3.8 1.5 1.9 0.6 3.7 1.7 5.9 2.6 9.1 3.7 

注：公式指数について，公式統計から指数が判明する部門のみを上に記載した．電力，非鉄金属，木材製

紙，建設資材の各部門については，妥当なデータを得ることが難しいように思われる．公式指数の 1940

年の値は，ナルホーズ（Нархоз в 1974 г., стр. 172）より得た．1945 年，1950 年，1955 年の値は，ナル

ホーズ各年版において示されている 1940 年を 1 とする系列を，比例計算によって 1913 年を 1 とする系列

に接続した数値である．1974 年版のナルホーズにおいて，過去の部門指数の数字について，かなり大幅な

見直しがあったが，ここに記載したのは，1940 年の指数を除けば，筆者が見直し以前の数字をもとにそれ

に妥当であると思われる若干の修正を加えて得たものである． 

 

 

さて表 6-3 によれば，公式指数と S 指数の乖離の程度は部門によってかなり異なってい

ることがわかる。1960 年における工業全体の生産についてみると，燃料部門における公式

指数（22.8）は S 指数（17.0）とそれほど大きな乖離がないのに対して，機械部門の公式

指数（268.5）は S 指数（70.4）のおよそ 3.8 倍の値を示している。また軽工業と食品工業

の生産増加率はそれほど大きなものではないが，両指数の比でみれば機械部門には及ばな

いがかなり大きい。公式指数の上方バイアスが機械部門で特に大きいことは予想されたこ

とであった。すなわち第 1 章で論じたように，バイアスの主たる原因はいわゆる「新製品」

にかかわる問題であるとすると，そのような新製品の特に多いのが機械部門であるからで

                                                                                                                                                     
て大規模企業に含まれることになった（Grossman, 1960, p. 35）。 
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ある。しかし表 6-3 には，両指数の比という観点からみると，軽工業および食品工業のよう

な消費財部門におけるバイアスもまたかなりのものであることが示されている。このこと

を考えてみるために，現在考察している時期を 1940 年で二つに割り，1913-40 年および

1940-60年の時期における両指数の年平均成長率およびその比を計算したのが表6-4である。 

 

表 6-4 公式指数と S 指数の期間年平均成長率（1913-60 年，％） 

 1913-40 年 1940-60 年 両指数成長率乖離率 

 公式指数 S 指数 公式指数 S 指数 1913-40 年 1940-60 年 

全工業 7.9     5.2     8.6     5.4     51       58     

燃料 7.2     6.4     6.5     6.0     13     7     

製鉄 6.7     5.2     8.1     6.6     29     24     

化学 11.2     10.4     10.7     8.4     8     28     

機械 13.4     13.0     11.6     4.9     3     136     

軽 5.9     2.6     5.3     4.3     125     24     

食品 5.1     1.5     4.5     4.6     229 -3     

注：表 6-3 より計算．両指数の年平均成長率の乖離率は，（公式指数の成長率－S 指数の成長率）÷S 指数

の成長率，で計算した． 

 

 

 表 6-4 から明らかなように，確かに 1913-40 年の期間において公式指数が示す軽工業と

食品工業における生産増加率は，S 指数が示す増加率のそれぞれ 2.30 倍および 3.29 倍であ

った。この時期に公式指数における機械工業生産に関する上方バイアスは，驚くことにほ

とんど見られない。それ対して 1940-55 年の期間においては，1913-40 年の期間において

著しかった消費財工業部門の上方バイアスはほとんど見られなくなる代わりに，機械部門

のそれが著しくなっている。 

 1913-40 年の期間においては，ソ連工業の発展段階からして軽工業および食品工業が工業

におけるもっとも重要な部門であった。たとえば 1929 年においては，ソ連工業総生産額

257 億 2500 万ルーブル（1926/27 年価格）のうち，軽工業の一部である繊維工業部門の生

産が 20.6％，食品工業部門の生産が 24.5％を占めていた171。これらの部門における生産の

過大評価が工業生産全体に与えた影響は大きかったことと思われる。やや意外に思われる

この事実を，別の統計からも確認しておこう。 

 

表 6-5 公式指数と S 指数の期間年平均成長率（1913-38 年，％） 

 1913-29 年 1929-33 年 1933-38 年 両指数成長率の比 

 公式 

指数 
S 指数 

公式 

指数 
S 指数 

公式 

指数 
S 指数 

1913-29

年 

1929-33

年 

1933-38

年 

全工業 2.9   1.2   15.5   7.5   18.3   16.8   2.4   2.1   1.1   

 電力 11.1   7.2   36.8   27.3   21.5   19.2   1.5   1.3   1.1   

 石炭 2.2   2.3a)  18.6   16.3a)  12.8   10.8 a) 0.9   1.1   1.2   

 製鉄 1.1   0.6   15.7   10.0   20.0   19.3   1.8   1.6   1.0   

 化学 2.2   5.2   37.4   17.1   24.2   29.5   0.4   2.2   0.8   

機械 5.4   4.7   35.5   35.6   24.4   27.9   1.1   1.0   0.9   

 繊維 2.6   0.8b)  3.3   -0.7b ) 13.2   10.3b)  3.3   －   1.3   

 食品 0.5   -1.9   11.6   1.9   15.2   14.0   －   6.0   1.1   

                                                   
171 ЦУНХУ（1939, стр. 36, 77）より計算した。 
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注：a) 石炭工業部門ではなく，燃料工業部門の指数．b) 繊維工業部門でなく，軽工業部門の指数．1913

年における生産は，1939 年までのソ連領土に基づく．指数や成長率のもととなる 1926/27 価格による各部

門生産額は，ЦУНХУ（1939, стр. 36, 77）よりとった． 

 

 

 表 6-5 は，1939 年版の統計年鑑『社会主義建設』からとった数字によって計算したもの

である。したがって基準となる 1913 年の生産は，のちの最終的なソ連領土における生産で

はなくて，1939 年までのソ連の版図に基づくものであるほか，燃料工業の代わりに石炭鉱

業，軽工業の代わりに繊維工業のデータが使われているなど不備なものであるが，それで

も表 6-3，6-4 では不明であった 1940 年にいたる期間における部門指数のおよその傾向を

知ることができると思われる。この表においても，1913-40 年の期間において繊維工業（軽

工業）および食品工業において公式指数と S 指数にかなりの乖離のあることがわかるし，

この傾向はすでに五カ年計画開始以前から始まっていたようにみえる。また機械部門につ

いては，他部門にくらべて格別バイアスが大きいとも思われない。軽工業部門および食品

工業部門に特に過大評価が大きかったとすると，その原因がいわゆる「新製品」問題にあ

ったと考えることは難しい。それよりも，軽工業および食品工業は，国営企業ばかりでな

く協同組合企業などが多く，それだけに 1926/27 不変価格による実質生産額の計算に対す

る当局の監督が行き届かなかったことが考えられる。当時は企業ごとに異なる 1926/27 年

価格が用いられていたとされるが（第 1 章 1-5-7 参照），このような混乱の特に著しかった

のがこうした消費財生産部門ではなかったかと思われるのである。 

 それに対して，1940 年以降は表 6-4 に見られるように，こうした軽工業および食品工業

にそれほど大きな S 指数との乖離はみられなくなる。実際公式指数における食品工業生産

の成長率は S 指数のそれを下回っている。その一方でこの時期から目につくのが，上述し

たとおり機械工業部門における両指数の乖離である。ただし 1950-55 年の時期においては

両指数の差はそれほどでもない。のちに見るように，機械部門における乖離が本当に顕著

になるのは，1955 年において「暫定価格制度」が導入されてからのちのことである。 

 以上，本節でみたソ連公式生産指数とわれわれの推計による指数との比較から確認でき

たことをまとめておこう。第一に，1928-60 年の年平均成長率は表 6-2 に示されているよう

に，公式指数が 11.3％であるのに対して S 指数によれば 7.6％と非常に大きく，公式指数に

大きな上方バイアスがあると思われる172。表 6-1 から簡単に計算できるように，1928 年指

数を 100 とすると，公式指数による 1960 年の生産指数は 3035 であるが，S 指数によるそ

れは 1033 と公式統計のおよそ三分の一である。第二に，若干の例外を除いて 1928-60 年の

ほとんどすべての年について公式指数の成長率が S 指数の成長率を上回っているが，両者

の乖離の程度には時期による違いがある。特に公式指数の上方バイアスが強く出ている時

期と考えられるのは第 1 次五カ年計画期（1928-32 年）および戦争によって中断された第 3

次五カ年計画期（1937-40 年）であり，逆に両指数が接近しているのは第 2 次五カ年計画期

（1932-37 年）および第 5 次五カ年計画期（1950-55 年）である。 

 第三に，部門別の生産指数をみてみると，戦前期においては軽工業および食品工業にお

                                                   
172 対数線形回帰に基づく年平均成長率は，公式統計が 9.4％であるのに対して S 指数は 6.3％である。 
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ける公式指数と S 指数の乖離が顕著であるのに対して，戦後期になると機械工業部門にお

ける二つの指数の差が特に大きくなる。したがって，戦前期における公式指数の上方バイ

アスの主因は，当時において生産額ウェイトが大きかった軽工業と食品工業部門において

特に当局の管理が行き届かず，企業による恣意的な価格づけが多く行なわれたいたことに

あると考えられる。これに対して戦後期，とりわけ第 6 次五カ年計画期以降の上方バイア

スは，暫定価格制度の導入による機械部門の生産過大評価が大きく関係していると想像さ

れる。しかし全体として，とりわけ戦前期においては信頼できる統計データ自体も少なく，

以上のようなわれわれの暫定的な結論も不確実な部分を多く含んでいるといわざるを得な

いだろう。 

 

6-3．独自推計との比較 

次に，S 指数を独自に作られた生産指数と比較してみよう。ここで取り上げる独自指数を，

表 6-6 としてまとめておいた。おそらくソ連工業の生産指数について初めて独自推計を行な

ったのは，ドイツのロルフ･ヴァーゲンフューア（Rolf Wagenführ）によるものであると思

われる。1940 年のことであった173。ジャスニー（Jasny, 1947, p.307; 1955, p.1; 1962, 

pp.67-68）はしばしばこの論文を引用しているし，ガーシェンクロン（Gerschenkron, 1951, 

p.9）やホッジマン（Hodgman, 1954, pp. 97-98）にも言及がある。残念ながらヴァーゲン

フューアはその指数の計算方法を詳しくは述べていないようだ。ガーシェンクロンによる

と，47 の生産物の物量生産データが，1933 年 1 月 1 日現在における工業各部門に投資され

た固定資本と，1932 年における各部門の労働力の大きさをウェイトとして加算されたとい

う。この指数は，ソ連工業の 60％をカヴァーするという。 

 

 

表 6-6 さまざまな指数（1913-1955 年：1928 年指数=100） 

 1913 1928 1932 1937 1940 1945 1950 1955 

公式指数 76   100   202   446   646   593   1119   2069   

ｳﾞｧｰｹﾞﾝﾌｭｰｱ  100    336       

クラーク 96   100   128   311   340      

ﾎｯｼﾞﾏﾝ  100   172   371   430   263   646    

ｼﾞｬｽﾆｰ(1)  100   165   287   350a)  245   424    

ｼﾞｬｽﾆｰ(2)  100    287   350a)   470    

S=L  100      274   294    434   715   

シートン  100   181   380   462   365b)  733   1210   

K=M  100   154   249   263   135   369   583   

ナター 98   100   141   279   312   259   385   608   

ナタ(民生) 98   100   140   261   268   120   388   564   

ハーニン     100      384       

S 90   100   148   306   353   268   425   720   

S(民生) 90   100   148   274   275   125   448   705   

注：1913 年の指数を推計していない指数も多いので，いずれの指数も比例計算を用いて参照基準年を 1928

年とした．1927/28 年と 1928 年の違いは無視し，a)は，1939-40 年にソ連が獲得した新領土を含めた数字

を意味する．ジャスニーによれば旧領土における指数は 330（なお，1940 年の指数については，公式統計

                                                   
173 Wochenbericht des Instituts fur Konjunkturschung, March, 30, 1940, に掲載されているという。筆

者（栖原）はまだ読んでいない。 
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を含めて上に掲げたすべての生産指数は，新領土を含めた指数と考えられる，本書第 1 章，1-5-5 を参照）．

b)は，1946 年の数字を意味する．出所は，公式指数：本書付表 3 より計算，ヴァーゲンフューア：Jasny (1955, 

pp. 29-30). 表の数字は，ジャスニーによる修正値．ヴァーゲンフューアの指数は 1929 年を 100 とするも

のであったようで，ジャスニーの注に，1928 年を参照基準年とするためにオリジナルの数字を 15％大き

くしたとある．ガーシェンクロン（Gerschenkron, 1951, p.45）には，1929 年を 100 とするオリジナルの

数値が記載されている．クラーク：クラーク（1954, 上巻, 172 ページ; Clark, 1951, p. 186）．ホッジマン：

Hodgman（1954, p. 89）．ジャスニー（1）：Jasny （1951a, p. 22）．ただし 1950 年の指数については，

Jasny（1952b, p. 163）に 1940 年を 100 として 1.20-1.22 とあるので，1.21 として筆者が計算した．ジャ

スニー（2）：Jasny（1955, p. 41) ．ジャスニーは戦後の指数について上方に修正した．S=L（シムキン=

リーディ）：Shimkin & Leedy（1958, p. 51）．シートン：Seton (1958, p. 18)のインデックス A．K=M（カ

プラン=ムーアスティン）：Kaplan & Moorsteen（1960a, p. 235）．ナター：Nutter（1962, p. 326）．ナタ

ー（民生品）：Nutter（1962, p. 113）．移動ウェイト指数．ハーニン：Ханин（1991, стр. 146）． 

 

 

表 6-7 各指数に基づく工業生産年平均成長率（％） 

 1928-32 1932-37 1937-40 1940-45 1945-50 1950-55 1928-40 1928-50 1928-55 

公式 

指数 
19.2   17.2   13.1   -1.7   13.5   13.1   16.8   11.6   11.9   

ｳ ﾞ ｧ ｰ

ｹﾞﾝ 

ﾌｭｰｱ 

      14.4     

クラ 

ーク 
6.3   19.4   3.0      10.7     

ﾎｯｼﾞ 

ﾏﾝ 
14.5   16.6   5.0   -9.4   19.7    12.9   8.9    

ｼﾞｬｽ 

ﾆｰ(1) 
13.3   11.7   

6.8   

(4.8)  
-5.8   11.6    10.5   6.8    

ｼﾞｬｽ 

ﾆｰ(2) 
  

6.8   

(4.8)  
      10.5   7.3    

シー 

トン 
16.0   16.0   6.7   -3.9a)  19.0b)  10.5  13.6   9.5   9.7   

S=L 

 
  2.4     10.5  9.4   6.9   7.6   

K=M 

 
11.3   10.1   1.8   -12.5   22.3   9.6   8.4   6.1   6.8   

ナタ 

ー 
8.8   14.8   3.7   -3.7   8.3   9.5   9.9   6.3   6.9   

ナタ 

(民生) 
8.8   13.2   0.8   -14.8   26.4   7.8   8.5   6.4   6.6   

ハー 

ニン 
      10.9c)      

S 

 
10.2   15.7   5.0   -5.4   9.7   11.1   11.1   6.8   7.6   

S 

(民生) 
10.2   13.2   0.1   -14.5   29.0   9.5   8.8   7.1   7.5   

注：a)は，1940-46 年，b)は，1946-50 年．c)は，1928-41 年．表 6-6 より計算した．成長率は期初年と期

末年の指数に基づく． 
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表 6-6 で見るように，S 指数は，いくつかの独立推計指数の中で，中位の推計値といえる

だろう。ただし，下で説明するように，本書と同様の手法による推計値(ホッジマン，シム

キン=リーディ，カプラン=ムーアスティン，ナターによる各指数)の中では，比較的高い成

長を示している。以下では，一つ一つの推計について，発表された順に簡単に論評を加え

よう。 

 

6-3-1．クラークの推計 

最初にとりあげるのは，コーリン・クラーク（1951）によるソ連工業生産指数である。

この指数は，クラークによる国際的な国民所得比較の一環としてソ連の国民所得を推計す

る過程で導出されたものである。したがってこの指数を，クラークが直接に工業生産指数

の推計を目指したものと考えるのは彼の本意に沿わないかもしれない。すなわち彼は，ソ

連の実質国民所得を，食料消費，輸出農産物，住居面積価値，国防支出，残余の実質国民

所得に分類し，最後の項目すなわち「残余の実質国民所得」の代理変数として工業生産指

数を求めているのである。クラークは，実際に指数推計に用いた以下に述べる 12 品目以外

にも工業生産物生産量データを得ていたと思われるが，彼によると，「若干の基礎原料およ

び燃料は除外した。これらを含めると，指数があまりに強く上方に偏向し，（残余の実質国

民所得の代理を求めるという）目的に沿わなくなるからである」（クラーク, 1954, 上巻 171

ページ,（ ）内は栖原挿入）。つまり彼のもっていたデータをすべて使うと，彼の得た生産

指数よりも高い成長率を示す指数系列が得られるということである。ここでは，われわれ

は彼がその著書に示した指数を工業生産指数についての彼の推計値として考え，それにつ

いて若干の検討を行なう。 

クラークの工業生産指数（1954, 上巻 172 ページ; Clark, 1951, p.186）は，12 種類の工

業生産物，すなわち綿織物，毛織物，トラック（motor trucks），自動車（cars），アルミニ

ウム，銅，鉛，紙，セメント，機関車，貨車174，金の，1913 年から 1940 年までの毎年の

物量単位生産量を基礎とする。これらの生産量データの出所は示されていないが，前後の

記述からして少なくとも一部のデータについては，USSR Handbook (1936, pp. 147-149) 

が出所であると思われる。ただしクラークの数字はこの文献とまったく同じではないし，

またこの文献には 1934 年までの生産データしか掲載されていないから，これ以外にもデー

タ・ソースがあることは間違いない。いずれにしても各品目の毎年の生産量が，クラーク

の計算した IU（international unit, 国際単位，すなわち 1925-34 年の米国における平均価

格）でウェイトづけされ，その合計額が各年の指数となる。 

表 6-6 に示したように，（1932 年を除いて）クラークの指数は軍事品を含む S 指数に近

い値を示している。しかし残念ながら，これは偶然にすぎないようだ。そう判断する理由

を以下に示そう。 

クラークの指数推定のプロセスは，表 6-8 にまとめられている。すなわちこの表には，上

述の 12 の品目の生産量に彼の計測した国際単位を掛けた評価額が示されている。この表で

                                                   
174 ここでは「貨車」と訳したが，翻訳では「貨物自動車」となっている。翻訳の誤りではないかと思わ

れる。原語は，Goods trucks (Clark, 1951, p.186)。本文で挙げた 12 品目のうちの毛織物の次も「貨物自

動車」と訳されているので，翻訳には「貨物自動車」が二つある。毛織物の次の貨物自動車は，トラック

の意か。 
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は 1913-40 年におけるベンチマーク年の評価額しか示されていないが，オリジナルの彼の

表には 1913 年に加えて 1921 年から 1940 年に至るすべての年についての評価額が記載さ

れている。ただし表 6-8 からも推測されるように，毎年の生産量についてかなりの部分の値

が得られず，クラークによって推定されている。たとえば 1940 年のように，選ばれた 12

品目中の 8 品目の生産量が推定値である場合もあり，金額でみてもやはりその三分の二以

上がクラーク自身による推定値である。 

 

 

表 6-8 クラークによる工業生産指数の推計（100 万 IU（国際単位）） 

 
注：IU は，国際単位．…は，データが得られず，指数計算の場合にはクラークによる推計値が用いられた

ことを意味する．なおクラーク（1954，上巻 172 ページ）の「機関車」の次の「貨物自動車」は，「貨車」

に改めた．この点については，本章脚注 174 を参照． 

出所：クラーク（1954, 上巻 172 ページ），Clark（1951, p. 186）． 

 

 

表 6-9 クラーク指数と S 指数の生産量データ比較 

 
注：クラークの 1928 年および 1937 年の生産量については，表 6-8 より計算．栖原の 1928 年および 1937

年については巻末付表 1 より． 

 

 

前述の通り，クラークが推定に用いた生産量の出所ははっきりしないが，表 6-8 の個別生

品目 綿布
毛織
物

貨物
自動
車

自動
車？

アルミ
ニュー
ム

銅 鉛 紙
セメン
ト

機関
車

貨
車？

金
合計
(IU)

指数，
1928=
100

IU 0.051 1.03 900 700 580 256 128 211 10 30000 1390 22
IU測定単
位

1m 1m 1台 1台 1ton 1ton 1ton 1ton 1ton 1台 1台
1オン
ス

1913 114 98 0 0 0 7 0 50 15 13 21 45 363 95.5
1928 140 101 1 1 0 7 0 63 19 14 15 19 380 100
1932 115 96 22 17 1 12 2 100 35 ・・・ ・・・ 40 486 127.9
1937 176 109 215 140 26 25 7 176 55 47 92 112 1180 310.5
1940 194 127 ・・・ ・・・ 42 40 ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ 1290 339.5

品目 単位 1928 1928 1937 1937 1928 1937 1937/28 1937/28

クラーク 栖原 クラーク 栖原
ｸﾗｰｸ/栖
原　比率

ｸﾗｰｸ/栖
原　比率

クラーク 栖原

綿布 100万m 2745 2678 3451 3448 1.03 1.00 1.26 1.29
毛織物 100万m 98.1 86.8 105.8 108.3 1.13 0.98 1.08 1.25
貨物自動車 1000台 1.11 0.74 239 180 1.50 1.32 215 244
自動車？ 1000台 1.43 0.05 200 18.3 28.57 10.96 140 365
アルミニウム 1000ton 0.00 45 －
銅 1000ton 27.3 30.0 97.7 97.5 0.91 1.00 3.57 3.25
鉛 1000ton 0.0 2.3 54.7 62.3 0.00 0.88 － 26.62
紙 1000ton 298.6 284.5 834.1 831.6 1.05 1.00 2.79 2.92
セメント 1000ton 1900 1850 5500 5454 1.03 1.01 2.89 2.95
機関車 1000台 467 479 1567 1172 0.97 1.34 3.36 2.45
貨車？ 1000台 10.79 7.87 66.19 29.80 1.37 2.22 6.13 3.79
金 100万ｵﾝｽ 0.86 5.09 5.89
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産物国際単位評価額を単位当たり国際単位で割ることによって生産量そのものを知ること

は可能である。そうして得た生産量を，S 指数の推計に用いられた 1928 年および 1937 年

の生産量と比較したのが表 6-9 である。クラークがサンプルとして選んだ 12 品目のうち，

S 指数では長期的な生産量データあるいは価格データが得られなかったために，アルミニウ

ムと金は使われていない。それ以外の 10 品目の中で，この表に示されているように綿布，

毛織物，銅，鉛，紙，セメントについては，両者が用いた 1928 年および 1937 年の生産量

にそれほど大きな違いはない。しかし，それ以外の 4 品目については両者の間にかなりの

開きがあり，クラークの用いた生産量データは筆者のそれにくらべると，（1928 年の「機関

車」を例外として）かなり大きい。そのうえ，機関車と貨車については，1928 年から 1937

年における増加率も，筆者の用いたデータより高くなっている（表 6-9 の右端 2 列を参照）。

増加率が筆者のデータよりも低い貨物自動車（トラック）と自動車についても，その増加

率は 12 品目全体の平均的増加率よりも高い。特に問題なのは，「自動車」（原文は，”Cars”）

である。 この「自動車」が何を意味するのかはっきりしないが，上に「貨物自動車」があ

るので，この自動車を「乗用車」の意味であると解すると，表 6-9 に示したように，実際に

は 1928 年には 50 台，1937 年には 18,300 台しか生産されておらず，クラークが用いた数

字とは大きな隔たりがある。また乗用車に「バス」および「トロリーバス」を加えてもそ

れほど大きな数字にはならない175。この「自動車」の 1 台当たり価格（国際単位）はかな

り大きく，したがってこの生産物の指数におけるウェイトも高い。いずれにしてもクラー

クは，個々の生産物について正しい生産量の情報を得ていなかったと考えられる。 

 

 

表 6-10 S 指数の生産量データによるクラーク指数の再構成 

 1928 1932 1937 1940 

(1) クラークによる IU を用いた場合 100 131.2 236.9 237.0 

(2) 栖原 1928 年価格を用いた場合 100 114.6 205.7 206.3 

(3) 栖原 1955 年価格を用いた場合 100 106.7 149.6 163.7 

(4) 栖原・移動ウェイトを用いた場合 100 114.6 181.8 190.5 

(5) 参考：クラーク・オリジナル指数 100 127.9 310.5 339.5 

注：(5) を除いて，いずれも S 指数の生産量データを用いて計算した．ただし，「アルミニウム」と「金」

を除く 10 品目の生産量に基づく．計算方法等については，本文参照．(5) の出所は，クラーク（1954, 上

巻 172 ページ）． 

 

 

表 6-10 は，クラークが用いた 12 品目のうちのアルミニウムと金を除いた 10 品目を，筆

者が用いた生産量データを用い，それに対して様々なウェイトを使って指数を計算してみ

た結果を示したものである。この表によれば，ウェイトとしてクラークによる IU（国際単

位）を用いた場合には，1928 年を 100 とした 1937 年の生産指数は 236.9 となって（表の

（1）行），クラークのオリジナル指数（表の（5）行）の値である 310.5 よりもずいぶんと

                                                   
175 バスの 1928 年における生産量は 51 台，1937 年は 1268 台，トロリーバスの 1928 年における生産量

はゼロ，1937 年は 192 台であり，表 6-9 における自動車（乗用車）の生産量にこれらを加えても，とても

クラークが示しているような大きな生産量にはならない。 
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小さくなる。また筆者が指数計算に用いた 1928 年価格ウェイトを使えば，1937 年の値は

205.7，1955 年価格ウェイトでは 149.6，さらに筆者による二つのウェイト基準年の移動ウ

ェイト（すなわち 1928-32年については 1928年価格ウェイト指数，1932-40年については，

二つの指数を 1：1 のウェイトで幾何平均する） によると 181.8 となる。 

以上を要するに，クラークによるソ連工業指数は，より正確と思われる生産量データを

用いれば相当に小さな値となり，たとえば 1937 年の指数がほぼ同じ値であるというような

両者の数値の近接性は，偶然によるものであろうということである。 

 

6-3-2．ガーシェンクロンの機械部門指数推計 

次に，ガーシェンクロン（Gerschenkron, 1951）のソ連機械工業部門生産指数の推計を

とりあげよう。これは，工業全体の生産指数ではなく機械部門のみを対象とした生産指数

推計であるが，クラークの推計とは違って，できるだけ多くのサンプル品目を用いて実際

に近い本格的な指数を作成しようとした最初の試みといってよいものである。対象期間は

1927/28 年から 1937 年までの 10 年間，生産指数作成に使われた生産物品目数は 128 に及

ぶ。生産物は基本的に物量単位の生産量で測られ，これらの生産物の各年の生産量に，そ

れらの生産物と実質的にほぼ等しいと考えられる米国の生産物の1939年価格が掛けられて，

毎年の実質生産量が求められることになる。実際には，上記 128 品目以外に 187 品目の生

産量データが集められたが（ibid., pp. 217-285），それらの生産物に対応する適切な価格が

得られなかったために指数計算には使われていない。計算に使われた生産物の生産量は，

主として統計年鑑『社会主義建設』 などのソ連公式統計からとられているが，そのほかに

ソ連研究者の論文に示された統計数字なども参考にしている。ただし，本書でもしばしば

指摘しているソ連の公式統計の公開性の歴史からすればやむをえないことであるが，推定

期間の後期については利用可能な生産量データは急激に減少している。すなわち 1932-34

年については 128 品目すべての生産量が利用されているが，1935 年の指数計算に使われた

生産品目数は 105，1936 年は 58，1937 年は 51 となっている（ibid., pp. 100-122）。また

期間後期の年について利用された生産量データのかなりの部分は，ソースからの直接の引

用でなく何らかの推定によって得られたものである。この意味で推定期間後期，特に

1936-37 年の指数の信頼性はそれ以前の時期よりもなかり劣るといえよう。 

さて，ソ連の工業生産指数を計算する場合に，なぜウェイトとしてソ連の価格を用いず

に米国のそれを用いるのだろうか。この点についてガーシェンクロンは，以下のように説

明する。米国価格を用いるのは，ソ連公式統計に用いられているといういわゆる「1926/27

年不変価格」が信頼できないからである。とりわけ問題であるのは，1926/27 年には存在し

なかった新製品に対する価格付けである。第 1 次・第 2 次五カ年計画期（1928-37 年）に

は急速な工業化が進展し，このような新製品が数多く誕生した176。これらの新製品には，

製品が生み出された時点における名目現行価格が，1926/27 年不変価格として与えられるの

が慣行となっていた。このことは，たとえば西側が偶然入手した文書である「1941 年計画」

                                                   
176 ガーシェンクロンは，M. カガノヴィチ論文を引用しながら，次のように述べている。「1930 年におい

て『新』製品は価値タームで全機械生産の 19.6％を占めていたが，1933 年にはその比率は 72.8％に上昇

した。これはもちろん，『新』製品に対する価格付けのやり方を反映したものであった」（Gerschenkron, 

1951, p. 11, fn. 19）。 
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（Государственный, 1941）によって確認することができる177。すなわち同書によって，

1941 年における 1926/27 年不変価格表示生産額と現行名目価格表示生産額を比較すると，

新製品が多いと考えられる機械部門の生産額については不変価格表示と名目価格表示に大

きな差がないのに対して，新製品が少ないと考えられる他部門の生産額では，名目価格表

示が不変価格表示を大きく上回っている。ガーシェンクロンはこのように述べて，ソ連の

価格をウェイトとして直接使用することの問題点を指摘している（Gerschenkron, 1951, 

pp.5-6, 10-12）。 

こうしてガーシェンクロンは，ソ連価格の直接の使用を避ける一方で，特に自身がウェ

イトとして使う米国における価格評価について周到な準備を行なっている。彼はこの点を，

次のように説明している。「問題となる商品の価格づけについては，ロシアの機械分野の商

品をよく知ることのできる立場にあった人々，あるいは少なくともこの分野における専門

的・商業的経験のある人々による専門的な判断を最大限活用した。これらの情報提供をす

る専門家には，ロシアのモデルのできるだけ正確かつ詳細な仕様が知らされた。ある場合

には，個別モデルの写真も提供された」（ibid., p. 17）。このようにして，もしも 1939 年に

当該ロシア機械が米国で生産されたと仮定したときの価格（貨車渡し工場卸売りドル価格）

が推定された。専門家からの情報に基づくこのような方法によって価格が決定されたのは，

128 品目中 73 品目に及び，そのような製品の生産額は 1934 年における生産額中の 63.5％

を占めた。他方，このような専門家による情報が得られない場合には，1939 年米国製造業

センサスから得られる対応生産物の単位価格がそのまま用いられた178。 

ガーシェンクロンによる機械部門生産指数推計結果および他の指数との比較は，表 6-11

に示されたとおりである。ガーシェンクロンによる機械部門の生産指数推計は，もちろん

公式統計と比べるとかなり低く，1927/28 年を 100 とした指数で見ると 1937 年には 525

と公式統計の三分の一近くの値である。他方 S 指数（民生機械指数）と比較すると，興味

深い結果が得られる。すなわち，1928 年価格をウェイトとした S 指数はガーシェンクロン

指数の値をかなり上回っているが，1955 年価格をウェイトとした S 指数はガーシェンクロ

ンの推計結果を若干下回る。つまりガーシェンクロンによる指数は，栖原による 1928 年価

格指数と 1955 年指数の中間にあって，しかもかなり 1955 年指数寄りにあるということで

ある。栖原の統合指数は，1928-32 年の期間については 1928 年価格をウェイトとした指数

をそのまま使用し，1932-37 年については 1928 年価格系列と 1955 年価格系列を 1：1 のウ

ェイトで幾何平均した値である。したがってこの統合指数は，公式統計よりはだいぶ低い

値であるが，ガーシェンクロン指数よりは大きな値となる。こうした結果がもたらされた

理由について考えてみよう。 

 

 

                                                   
177 この点については，ジャスニーも同様の指摘をしている。本章ジャスニーの項（6-3-4）参照。文書の

西側への流出経路については，第 1 章 1-2-2 に記した。 
178 なお，ガーシェンクロンはソ連機械工業の付加価値生産指数も推計しているが，これについては本書

では紹介を省略する。この指数推計は，機械部門を 22 の小部門に分類し，それぞれの小部門におけるドル

表示ソ連機械生産額に対して，1939 年の米国機械工業当該小部門における生産総額に対する付加価値額の

割合を適用することによって推計されたものである。 
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表 6-11 ガーシェンクロンによる機械工業生産指数および他の系列との比較 

  
ガーシェン 

クロン指数 

公式統計， 

大規模工業 

公式統計， 

全工業 

S 指数，1928

年価格 

S 指数，1955

年価格 

S 指数， 

統合 

1927/28 100   100   100   100   100   100   
1928/29 142   133      124   132   124   
1929/30 211   207   143   174   185   174   
1931 263   379     257   216   257   
1932 264   463    320   219   320   
1933 298   549   533   431   255   400   
1934 361   696    567   320   514   
1935 457   915    776   473   731   
1936 490   1262    870   476   777   
1937 525   1475   1415(*) 981   507   852   

注 ：空欄は不詳. S 指数は，1927/28 年，1928/29 年，1929/29 年ではなく，それぞれ 1928 年，1929 年，

1930 年の指数．また S 指数は，民生機械指数．上表では，出所に従って全工業に関する公式指数の 1937

年の値を 1415 としたが，ガーシェンクロンが示している方法によって正しく計算すれば 1395 になると思

われる（Gerschenkron, 1951, pp.341-342）．  

出所：Gerschenkron（1951, p. 20）． 

 

 

 すでに第 1 章で述べたとおり，ガーシェンクロン（Gerschenkron, 1951）は米国および

英国の機械生産についての経験からいわゆるガーシェンクロン効果の存在を明らかにした。

つまり工業化の進行する過程においては，前工業化段階における価格を用いたラスパイレ

ス指数は，ポスト工業化段階における価格を用いたラスパイレス指数よりも顕著に高い成

長率を示すということである。とすれば，先進的な米国経済の 1939 年価格をウェイトとし

て 19/2728-37 年のソ連機械生産に適用することは，1926/27 年価格に基づくとされる公式

生産指数よりも低い成長率をもたらすことになるだろう。この結論は，公式統計が，その

誤った作成方法によって上方バイアスを含むという事実とは独立のことである（ibid., pp. 

49-50）。ガーシェンクロンの指数が，1955 年価格による S 指数にかなり近接した数値を示

しているのももっともなことであるといえよう。 

 しかしガーシェンクロンは，いわゆるガーシェンクロン効果以外にも，自身の指数が成

長の過小評価となっている可能性を自ら指摘している。それは，サンプルとして選択され

た生産物の範囲がやや狭く，その代表性に問題があるという点である。ガーシェンクロン

によれば，その指数計算に使われた 128の品目は米国の機械生産において 1929 年には 35％，

1939 年には 31％をカヴァーしているだけであり，これらを基にして米国の生産指数を計算

すると包括的な指数よりもかなり小さな成長率を示す。つまり，後者の指数が 1923 年を

100 として 1929 年が 136，1939 年が 115 であるのに対して，前者は 1929 年が 124，1939

年が 92 であるにすぎない（ibid., pp. 37-38）。もちろんこれらの品目のソ連工業生産におけ

る代表性は不明であり，もしかするとこの点については米国よりも良好であるかもしれな

いが，米国よりもさらに悪い可能性も残されているといえよう。 

 ガーシェンクロンはこの点を検討するために，前述したような，適切な価格が得られな

かったために指数推計に利用されなかった生産物の生産データをもあわせて考察した。そ

の結果，以下のように論ずることができると述べている（ibid., pp. 38-44）。すなわち，た
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とえば発電設備についてはこれらの生産データを考慮しても推定される指数にほとんど差

がないのに対して，鉱業機械，圧延設備などのいくつかの小部門については，指数計算か

ら除外された生産物の生産の多くは，推計された指数よりも高い成長率で増大しており，

したがってカヴァレッジを拡大した生産データに基づいて指数が計算できるとすれば，そ

の成長率はもっと高くなることが想定される。この結論は，機械部門全体における粗鋼お

よび銑鉄（フェロアロイを含む）の消費の伸びと推計生産指数との比較からも裏付けられ

る。つまり，通常であれば「機械完成品生産はそれらを生産するために消費された金属の

生産よりも急速に増加すると予想されるにもかかわらず」，実際には「原材料の消費指数は

全体として機械完成品の生産指数をしのいでいる，あるいは少なくともそれと並行する動

きを示している」にすぎないからである（ibid., p. 42）。こうしてガーシェンクロンは，自

分が推計した機械生産指数がソ連機械生産の成長を過小評価している傾向があることを認

めているのであるが，その程度については確言を避けている。このようなことからすると，

ガーシェンクロンの推計結果は全体としてわれわれのそれと整合的であるように思われる。

すなわち，ガーシェンクロン自身が述べているように彼の指数に成長の過小評価があると

すれば，二つの推計結果はさらに近づくことになるからである。 

 次に，推計に用いられた生産品目のカヴァレッジをガーシェンクロン推計と栖原推計で

比較してみよう。数の上から比較すると，ガーシェンクロン推計は 128 品目を使っている

のに対して，1928 年価格に基づく機械部門の栖原推計は 50 品目，1955 年価格に基づく栖

原推計は 77 品目であり，数の上からはガーシェンクロンの推計のカヴァレッジが圧倒的に

大きいように見える。しかしこれは見かけ上のことであって，実質的なカヴァレッジには

それほど大きな違いがあるわけではない。つまり，たとえば栖原推計では一つと数えられ

ている「工作機械」が，ガーシェンクロンによる品目の数え方によれば「タレット旋盤」「フ

ライス盤」「研磨盤」など 10 品目に細分化されており，同じく栖原推計では一つと数えら

れている「鉄道用貨車」が，ガーシェンクロンでは「4 車軸有蓋貨車」「2 車軸有蓋貨車」「4

車軸無蓋貨車」「2 車軸無蓋貨車」など 9 品目に分けられている。このようなガーシェンク

ロンによる品目分類を栖原推計における品目分類で数えると，ガーシェンクロンの品目数

は 90 品目には及ばないように思われる。ただし，一般に生産物を細かく分類しているガー

シェンクロン推計のほうが，アソートメントの変化を正確に捉えているということはいえ

るだろう。なお，ガーシェンクロン推計に使われていて栖原推計に使われていない生産物

は，「遠心ポンプ」「回転ポンプ」「真空ポンプ」などポンプ類 5 品目，「粘度計」「硬度計」

「自記気圧計」など専門的・科学的機器 5 品目，「ガスメーター」「水道メーター」の計量

器 2 品目，「タイプライター」「計算機」の事務機器 2 品目，「手動電話」「自動電話」の通

信機器 2 品目などであり，そのほかにも建設用機器や農機具の中に栖原推計で使われてい

ない生産品目がある。 

 この項の最後に，ガーシェンクロンによるソ連と米国の機械生産の絶対的レベルの比較

についての議論を紹介しておこう。ガーシェンクロンは，比較可能な 107 品目の機械につ

いて 1939 年米国ドルを用いて，1934 年のソ連における生産額を 7 億 700 万ドル，1937

年の生産生産額を 10 億 3400 万ドル，また 1939 年の米国における生産額を 30 億 3100 万

ドルと推計した。すなわち，これらの生産物によれば 1934 年のソ連機械生産は 1939 年の

米国機械生産の 23.3％，1937 年のソ連機械生産は 1939 年の米国機械生産の 34.1％という
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ことになる。ただし同様の比較を，乗用車を除外して行なってみると，その数字はそれぞ

れ 56.5％と 83.0％となる。このことからわかるように，乗用車を除いて両国機械生産を比

較すれば，ソ連の機械生産は米国のそれにかなり接近しているということができる。また

ソ連と米国の機械生産はその構成内容において大きく異なっており，米国は前述のとおり

乗用車生産についてはソ連を圧倒しているのに対して，107 品目中のおよそ四分の一にあた

る 26 品目については，1937 年のソ連における生産が 1939 年の米国における生産を上回っ

ているという。それらは，トラクターなどの一部の農業機械，鉄道用車両，若干の道路建

設機械である（ibid., pp. 32-33）。 

 

6-3-3．ホッジマンの推計 

次に，ホッジマン（Hodgman, 1954）によるソ連工業生産指数の推計を検討しよう。ホ

ッジマンの推計は，本書における推計と同様，数多くの個別工業生産物の生産指数を，あ

る一定のウェイトを使用することによって集計し，工業全体の生産指数を求めるという方

法論に基づいて行なわれた，西側における最初の本格的推計といってよいものである。た

だし指数推計の時期的制約から，ソ連工業全体ではなく大規模工業についての生産指数と

されている。 

ホッジマンの師匠筋に当たるガーシェンクロンは，すでに 1951 年の著作でホッジマンの

推計について触れ，「ホッジマン氏はソ連工業の個別諸部門における付加価値生産の近似と

しての賃金を，それらの部門を代表する生産物の数量シリーズに適用することによって構

成される指数の作成を示唆した。彼が提唱する方法は，疑いもなくシンプルかつ独創的な

ものである。……ホッジマン氏はすでにその指数を作成し，ハーヴァードにおける Ph. D

論文として提出している。この研究が速やかに出版されることが望まれる」（Gerschenkron, 

1951, p. 10）と述べている。これからとりあげるホッジマン（Hodgman, 1954）の著作は，

したがって彼の博士論文（あるいはその改訂版）と想像される。ホッジマンの指数は，公

表されるや大きな反響を呼んだ。比較的信頼できるとされる生産量データに，彼自身が計

算したウェイトを適用して推計された生産指数は，抗いがたい正確性をもっていると考え

られたからである。以下で紹介するジャスニー，シートン，ナターらの研究には，いずれ

もホッジマンによる指数推計に対する論評が含まれている。以下では，ホッジマン推計の

概要を紹介したうえで，栖原推計との食い違いの原因を考えてみよう。 

ホッジマンの指数推計の基本となるのは，ソ連大規模工業で生産された 137 種類の工業

生産物である。これらの生産物の物量単位生産量シリーズに対してそれぞれのウェイトが

適用されて工業全体の指数が計算される。ホッジマンの著書の表題は，『ソ連工業生産

1928-1951 年』となっているが，実際に生産指数の推計が行なわれているのは，1927/28-37

年，1940-41 年，さらに 1945-51 年の各年である。それ以外の 1938-39 年および 1942-44

年について指数が推計されていないのは，推計当時においてそれらの年に関する工業生産

物生産量データが入手できなかったためである。また指数が作成されている年についても，

137 種類の品目すべての生産量から指数が得られたのは 1932-34 年の 3 年間だけで，それ

以外の年についてはもっと少ない品目の生産量データから指数が計算されている。たとえ

ば 1927/28 年については 120 品目が，また 1936 年および 1937 年は 96 品目が，指数計算

に使用されている。1940 年以降についてはさらに品目数が減少し，40 年代後半は 20-25 品
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目，1951 年についてはわずかに 18 品目から全工業の生産指数が計算されているにすぎな

い。したがってホッジマン自身も認めるように，これらの年の指数についての信頼性は，

1937 年までにくらべれば格段に低いといえる。 

もちろんこのような生産量データの乏しさは，統計年鑑の刊行中止などというソ連統計

当局による情報秘匿主義の高まりによるものであった。ホッジマンは，1945 年から 1951

年までの生産量データのほとんどすべてを，新聞『プラウダ』に掲載されたゴスプラン報

告記事に依拠している（Hodgman, 1954, pp. 137-149）。また 1940 年以前については，ソ

連統計当局が刊行した統計年鑑（Социалистическое строительство СССР）や五カ年計

画報告書（Третий пятилетний план развития народного хозяйства Союза ССР ）な

どからデータが得られているが，特に 1941 年については注記が必要である。それは，同年

の生産指数計算には，西側が入手した 1941 年生産計画に関するソ連政府の極秘文書

（Государственный, 1941）が利用されているということである（第 1 章 1-2-2 参照）。し

たがって同年の生産指数は，生産実績ではなく生産計画に基づくものということになる。 

 

 

表 6-12 ホッジマンによる部門分類とサンプル品目数 

1．石炭 2．原油 3．石油 

精製 

4．泥炭 5．電力 6．製鉄 7．非鉄 

金属 

8．鉱石 

採掘 

1 1 1 1 1 3 4 3 

9．化学 10．コーク
ス 

11．石鹸 12．ゴム 13．マッチ 14．木材 

加工 

15．製紙 16．セメン
ト 

7 1 1 1 1 2 1 1 

17．レンガ 18．ガラス 19．皮革な
めし 

20．繊維 21．製靴 22．食品 23．機械 合計 

1 1 2 9 1 16 77 (58) 137 (118) 

出所：Hodgman (1954, pp. 194-204)． 

注 ：機械部門のサンプル数（ ）内は，栖原推計による分類に従った場合の品目数． 

 

 

表 6-13 指数計算における品目数の比較 

部門分類 ホッジマン指数 
S 指数 

1928 年価格 

S 指数 

1955 年価格 

電力 1           1           1           

燃料 4           6           6           

製鉄 6           7           7           

非鉄金属 5           3           3           

化学 8           11           10           

機械 58           52           76           

木材加工 4           7           7           

建設資材 2           9           10           

軽工業 12           11           11           

食品 17           19           21           

その他 1           0           0           

合計 118           126           152           

注：ホッジマン指数については，表 6-12 のサンプル品目を再分類した．その他に分類されているのは，「ガ

ラス」である． 

 



267 

 

ホッジマンは，指数計算に使った 137 品目を，表 6-12 に示したように 23 部門に分類し

ている。これは，のちに示すウェイトの計算とマッチするように分類されたものである。

機械部門については，ホッジマンの分類に従えば 77 品目が所属することになっているが，

ガーシェンクロンの項で説明したと同じ理由で，栖原推計における分類に従えば 58 品目と

いうことになる。すなわち，たとえばホッジマンの指数では「タレット旋盤」など 9 種類

に分けられている機械類は，栖原推計ではこれらはすべて「工作機械」として 1 つの生産

物として取り扱われているからである。表 6-13 は，こうしてホッジマン指数における生産

物を栖原推計で用いられた分類方法で再分類した結果を示している。このように栖原指数

と同様に生産物を分類すると，ホッジマン指数における品目数は 118 品目となり，栖原推

計よりも若干カヴァレッジが小さくなる。 

第 1 章で述べたように，第 1 次および第 2 次五カ年計画期に公表されたソ連工業統計は，

いわゆる大規模工業に関するものが中心であった。これには，統計当局による小規模工業

についての統計調査が行き届かなかったという事情もあったし，政府が統計の見栄えをよ

くするために，成長率の高い第希望工業生産指数の公表を好んだということもあっただろ

う。それはともかく，生産指数作成にこの時期の資料を利用しているために，ホッジマン

は自身の指数を大規模工業生産指数と呼んだわけである。大規模工業の生産増加率という

ことであれば，ホッジマン指数が工業全体についての生産指数である S 指数よりも成長率

が高く出ているのは当然のことであるようにみえるが，この点については後に検討しよう。

また同様の資料上の制約により，1928 年から 1930 年についてのデータは，暦年ではなく

財政年度である。ただし，ホッジマン自身も注意しているように，「電力」など一部の生産

物については 1928-30 年についても暦年についてのデータが使われている179。 

基本的に，以上のような個別生産物の生産指数が加重算術平均されて工業生産指数が計

算されることになるが，ホッジマンは平均する際に，各部門の「付加価値ウェイト」を用

いている。ただし付加価値といっても，実際に彼が使用したのは，以下に述べるように 23

の工業生産部門に関する 1934 年の賃金（および社会保険料。ホッジマンは社会保険料を賃

金税（pay-roll taxes）と呼んでいる）シェアであり，これを「付加価値ウェイト」と称す

るのは，たとえばジャスニー（Jasny, 1955, p. 18）が批判するように，やや誇大表現であ

るように思われる。この点についてホッジマンは，次のように釈明している。「理論的には，

企業利潤，地代，利子，および『その他の貨幣支出』に含まれる賃金部分は，特定部門の

付加価値に含められることが望ましい。しかしこれらの項目は，ソ連経済システムが市場

経済とは異なる概念をもち，またそのデータが欠如しているために，部門ごとにそれらを

推計するのが不可能であるという理由で省略された。しかしながら，これらの理論的に望

ましい要素の省略は，様々な部門の相対ウェイトに対して有意な効果を及ぼすことはない

だろう。なぜならこれらの要素は，賃金および賃金税にくらべると相対的に小さいからで

ある」（Hodgman, 1954, p. 27）。 

実際に，いかにしてホッジマンが 1934 年の「付加価値ウェイト」，実質的には賃金ウェ

                                                   
179 ホッジマンば，1928-30 年に関する「電力」「泥炭」「鉱石採掘」「コークス」「石鹸」「マッチ」「材木」

「合板」「革靴」「バター」「タバコ」の生産量については，財政年度ではなく暦年ベースのデータであると

している（Hodgman, 1954, p.46）。しかし筆者が確認したところでは，「銑鉄」「圧延鉄材」「銅」「鉛」「亜

鉛」「硫酸」など，他の数多くの製品についても暦年に関するデータであると思われる。 
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イトを求めたかを見てみよう。ここで問題になるのが，1934 年当時におけるソ連統計当局

（ツンフー）内の二つのセクション，つまり工業部と労働部における労働力データの食い

違いという問題である180。当時この二つのセクションは，大規模工業について共通の定義

をもっていなかった。すなわち工業部は，大規模工業として，協同組合，林業，漁業を含

めるのに対して，労働部はこれらの部門を除外していた。さらに労働部が 1919 年センサス

におけるセンサス工業の定義をそのまま大規模工業の定義としていたのに対し，工業部で

はいくつかの部門に特別の定義を設けていた。さらに，労働部が他部門（建設，農業等）

に属する企業の一部が生産する工業生産物（あるいは修理などのサーヴィス）を除外して

いたのに対し，工業部はこれらも工業生産に加えていた。以上の結果，工業部による大規

模工業部門の「労働者」181数は，労働部の定義による大規模工業「労働者」数を大幅に上

回り，たとえば 1934 年において前者は後者より 48％も多くなるのである（Hodgman, 1954, 

pp.35-37）。そこでホッジマンは，賃金シェア計算に際して，まず労働部のデータを用いて

賃金を計算し，それに工業部による「労働者」数と労働部によるそれとの比を掛けること

によって，それぞれの工業製品生産部門についての賃金総額を推計している。 

表 6-12 に示したホッジマンの部門分類方法による 23 部門について，ウェイト計算の具

体的なプロセスを見てみよう。第一段階では，統計集『ソ連における労働』（ЦУНХУ, 1935b）

を利用し，23 部門ごとに 1934 年における賃金額を計算する。この『ソ連における労働』

は，上で述べた労働部の資料であるので，労働データについては工業部資料よりも詳細に

なっており，工業各部門における 5 つの労働要員カテゴリーすなわち「労働者」「見習い」

「MOP（下級サーヴィス要員）」「技術者」「職員」ごとの 1934 年における年平均生産要員

数（一部の部門については，1934 年 7 月 1 日現在の生産要員数）と，それぞれの月平均賃

金が示されている。この労働部データに従って部門別の月当たり平均賃金総額を計算する。

その際，非鉄金属，コークスの 2 部門については賃金データが得られないために，それぞ

れ製鉄，化学部門の平均賃金で代用される。また化学，ガラス，繊維，食品，機械部門の

賃金は，部門内の個別製品に関するデータを積み上げて計算される。 

続く第二段階は，労働部による大規模工業の定義から工業部による定義への変更を行な

うプロセスである。そのため，それぞれの部門ごとに，労働部による「労働者」数と工業

部による「労働者」数の比を求める。この比が，労働要員の他の 4 つのカテゴリーについ

ても同様であると仮定して，それぞれの部門の賃金総額をその比に応じて増加させる。工

業部による「労働者」数のデータは，英語版の統計年鑑 Socialist Construction in the USSR 

1936 年版からとられている。さらに第三段階として，各部門の賃金税を推計して，これま

で計算された月額賃金に加える。この調整は次のように行われる。すなわち統計年鑑『社

会主義建設』（ЦУНХУ, 1936a, стр. 32-34）に示されている 1934 年における工業諸部門の

全コストに占める賃金総額（залплата основная и дополинчельная）および賃金税

（начисления на залплату）のウェイトを使い，たとえば前者が 10％で後者が 2.5％であ

るとすると，賃金税は賃金の 25％であると考えて第二段階で求めた賃金総額に 125％を乗

ずる。このようにして，23 部門のそれぞれについて賃金税込みの賃金額が求められる。こ

                                                   
180 これは，筆者も遭遇した問題であった。この点については，第 4 章 4-3-3 を参照。 
181 ここでいう「労働者」とは，生産要員の中の一カテゴリーとしての狭義の労働者を意味する。本文の

次のパラグラフを参照。 



269 

 

の部門賃金額の合計賃金総額に対する比が，各部門の「付加価値ウェイト」ということに

なる。 

しかし，このように 23 部門ごとの「付加価値ウェイト」が求められたからといって，直

ちに工業全体の生産指数が計算できるわけではない。表 6-12 に示したように，23 部門のう

ち 14 部門は 1 品目から成り立っている部門であるから，その品目の生産指数にウェイトを

適用すればよいが，他の 9 部門は複数の品目から構成されている。したがってそれぞれの

品目ごとに部門「付加価値ウェイト」を割り振らなければならない。ホッジマンは，9 つの

部門ごとに様々な方法を用いてウェイトの分割を行なっている。たとえば「銑鉄」「粗鋼」

「圧延鉄材」の 3 品目からなっている製鉄部門の場合には，製鉄部門全体のウェイトの 3

品目への分配に，ソ連の経済学者ストルーミリンの著作（Черная металлургия в России 

и СССР, 1935）からとられた上記 3 品目に関するトン当たり賃金コストに基づいて分配比

率が決定されている。また非鉄金属の場合には，非鉄金属部門のウェイトが，英語版統計

年鑑 Socialist Construction in the USSR における労働者数の比率に応じて「銅」「アルミ

ニウム」「亜鉛」「鉛」に割り振られる182。 

以下同様に，複数の生産物からなる部門について，様々な方法によって所属する生産物

別の帰属「付加価値ウェイト」が決められるが，特に問題となったのは，77 品目からなる

機械部門であった。ホッジマン推計において，機械部門は全部で 12 のサブグループから構

成されているが，ホッジマンはこのうちの 6 つのサブグループ，すなわち農業機械，繊維

工業機械，建設・道路建設機械，巻上げ機械（クレーンなど），工作機械，雑多機械（ミシ

ン，タイプライター，バイク，自転車からなる）については，各サブグループ内の個別生

産物に対する適切なウェイトを見出すことができなかった。そこでこれらの生産物には，

米国の製造業センサスを利用し，対応する同一あるいは類似の生産物の価格を借用してそ

れぞれのウェイトとしている。特に米国経済が「正常」な時期の相対価格が望ましいとい

う観点から，1920 年代の米国製造業センサスから価格がとられているが，建設・道路建設

機械，巻上げ機械については，対応する生産物の価格が得られないとして，1947 年のセン

サス・データが使われている。 

米国製品の価格をウェイトとして用いるという方法には，本章で先に紹介したようにガ

ーシェンクロン（Gerschenkron, 1951）の先例があり，ホッジマンもそれを参考にしたこ

とと思われる。このように米国の価格をソ連の製品に適用する場合には，先進国価格を用

いることによるバイアス，すなわちガーシェンクロン効果の発生が懸念されが，ホッジマ

ンはこの点についての懸念を否定している。すなわち彼は，すでに 1920 年代末に工業化に

乗り出したソ連がいつまでも前工業化期の相対価格構造を保持することはない，したがっ

て，米国価格を用いたからといって必ずしも指数に下方バイアスが生ずるとは限らないと

しているのである183（Hodgman, 1954, pp. 159-170）。 

                                                   
182 したがってこのような製鉄部門や非鉄金属部門の生産物には，直接的なウェイトでなく帰属ウェイト

が与えられることになる。つまり，製鉄部門を代表する生産物である「銑鉄」「粗鋼」「圧延鉄材」には，

これら 3 生産物以外の製鉄部門生産物の「付加価値」も含めたウェイトが与えられるのである。これを帰

属ウェイトという。 
183 さらにホッジマンは，米国価格をウェイトとして用いたサブグループが機械部門全体に占めるウェイ

トは 27％，また工業全体で 5％に過ぎないから，生産指数計算の大勢に影響はないとして，米国価格の使

用を正当化している（Hodgman, 1954, p.169）。ホッジマンがいう 27％，5％は，筆者の計算では，それ
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ホッジマンは，なぜソ連の生産指数計算に米国の価格を使用してソ連の価格を使用しな

かったのだろうか。彼が，当時のソ連工業製品価格についての資料を持ち合わせなかった

ということはなさそうだ。たとえば彼は，工作機械と建設・道路建設機械の 2 つのサブグ

ループについて，それぞれのグループに属する生産物価格の米ソ比較を行なっているので

ある（ibid., p. 166）。この点については，おそらく彼もガーシェンクロンと同様に，ソ連の

価格体系が「新製品問題」あるいは取引税によって歪められており，ウェイトとしては使

い物にならないと判断したのだろうと思われる。 

以上のように，ホッジマンの指数は，物量単位の工業製品生産指数（1934 年が 100 とと

おかれている）を 1934 年賃金シェアで加重平均した指数であるが，この場合の平均方式と

しては算術平均が用いられている。ホッジマンは当然のこととして算術平均を用いている

ように思われるが，算術平均の場合には，参照基準年（指数の値を 1 あるいは 100 とおく

年）をどの年におるかで，集計された指数の値がかなり異なる場合がある。それを防ぐた

めには幾何平均を用いる以外に方法はないと考えられるが，ホッジマンがこの点について

検討した形跡はない。この問題は，のちのカプラン=ムーアスティン指数の項でもう少し詳

しく述べることとする。 

さてホッジマンは，こうして得られた指数にもう一つ重要な修正を加えている。それは，

ホッジマン指数のカヴァレッジに関係する。彼は，自身の生産指数のカヴァレッジについ

て，以下のように述べている。すなわち，その指数に含まれている 23 部門の総生産額の観

点からすると，指数のカヴァレッジは 1934 年で総大規模工業生産の 71％であり，また同

年の賃金総額の観点からすると，全大規模工業の 54％をカヴァーすることになり，さらに

23 部門の労働者数は，全大規模工業全体の労働者数の 56％である（ibid., pp. 54-55）。こ

のようなことからすると，指数の正確性に若干の疑念が生ずる。ホッジマンによると，彼

の指数から除外された部門の主なものは，林業，機械の一部，衣料などであるが，この中

でもっとも重要であるのは一部機械部門の除外である。そこで彼は，この除外された機械

部門の生産を考慮することによって，自身の生産指数を修正しているのである184（表 6-14

参照）。結果として指数は，上方に修正されることになる。その手順についても述べておこ

う。 

 

 

表 6-14 修正前指数と修正後指数 

 1928 1929 1930 1931 1932 1933 1934 13935 1936 1937 

修

正

前 

全工業 100 117.6 134.8 156.0 163.1 177.7 214.6 265.2 313.3 344.4 

機械 100 142.2 175.6 234.9 257.8 325.5 363.6 569.8 629.9 625.5 

その他 100 114.5 129.5 145.9 150.8 158.6 195.3 226.0 272.9 307.8 

修正後全工業 100 119.9 138.7 163.6 172.1 191.8 228.8 294.5 343.5 371.2 

出所：Hodgman (1954, pp. 72, 73)．ただし，原表（Tables 10, 11）は 1934 年の指数を 100 としているが，

                                                                                                                                                     
ぞれ 37％，７％であるように思われる。 
184 ここでわれわれが機械部門と呼んでいる部門は，当時のソ連の部門分類では金属加工

(металлообрабатывающая, metalworking)と呼ばれており，さらにこの部門は，機械，金属製品，鉄鋼

構造部品・溶接，修理の 4 つの小部門からなっていた。ホッジマンの著作は，基本的にこの分類法によっ

て記述されているが，この分類法に従えば，ホッジマンの指数に含まれた生産物はすべて小部門としての

機械部門の製品であった。ここではわれわれの分類法に従い，この 4 小部門全体を機械部門と呼んでいる。 
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比例計算によって上表のように改めた．全工業は，全大規模工業の意，また 1928-30 年については当時の

財政年度を意味する． 

 

 

最初に，これまでのホッジマン指数を，機械生産の指数と機械以外のその他 22 部門の工

業生産についての指数に分解する（表 6-14 参照）。ここで，二つの生産指数のうちの機械

生産指数は，指数計算から除外された機械生産の部分をも十分代表しており，またその他

部門の生産指数も，指数計算から除外されたその他部門の生産を十分代表していると仮定

する。次に，工業各部門における労働者数は，それぞれの部門の付加価値生産を代理して

いると考え，二つの指数のウェイトを計算する。基準年である 1934 年における大規模工業

の年平均労働者総数は 7,404,000 であり，このうち当初のホッジマンによる指数計算に含ま

れているのは 4,081,900 である。また指数計算から除外された機械生産にかかわる労働者数

は 1,277,000 であり，したがって計算から除外された機械以外の部門で雇用されていた労働

者数は 2,045,100 である。 

次に，二つに分解した指数のそれぞれを，付加価値生産（実質的に雇用労働者数）を考

慮して膨らませる。機械部門については，カヴァーされた労働者数は 611,500，除外された

労働者数は 1,277,000 であるから，当初のウェイトを 3.088 倍し，その他部門については，

カヴァーされた労働者数 3,470,400，除外された労働者数は 2,045,100 であるから，当初の

ウェイトを 1.589 倍する185。機械部門の当初ウェイトの実際の額（賃金総額）は，191,101

千ルーブル，その他部門のそれは 798,249 千ルーブルであるから，修正後の二つの部門の

賃金総額は，それぞれ 590,120 千ルーブル，1,268,418 千ルーブルとなる。このウェイトで

機械生産指数およびその他生産指数を加重算術平均（参照基準年 1934 年）すると，表 6-14

に示した修正後全大規模工業生産指数が得られる。この結果指数は上方にシフトし，1928

年を 100 とした 1937 年の指数で計算すると，7.8％の増加となっている。 

以上が最終的なホッジマン指数であるが，この指数の S 指数との差などについて若干の

コメントをしよう。前に述べたように，1937 年をすぎると，ホッジマン指数がカヴァーす

る品目は極端に減って 20 品目程度となる。したがって同指数の信頼性は大きく低下すると

思われるから，ここでのコメントは主として 1937 年までの生産指数に限ることとする。 

さて，前掲表 6-6 に示したように，1928 年を 100 としたときのホッジマン指数の 1932

年の値が 172，1937 年の値が 371 であるのに対して，S 指数の値はそれぞれ 148，306 で

あり，ホッジマン指数の値のほうが大きい。これを第 1 次五カ年計画期と第 2 次五カ年計

画期に分けてみると，両指数の違いは第 1 次五カ年計画期（1928-32 年）にやや大きく，第

2 次五カ年計画期（1933-37 年）には縮まっていることがわかる。すなわち第 1 次五カ年計

画期における年平均成長率がホッジマン指数では 14.5％であるのに対して S 指数は 10.2％

であった。これに対し，第 2 次五カ年計画期ではそれぞれ 16.6％，13.2％となっている。 

このような両指数の乖離に，指数計算の基礎となった個別生産物の生産量がどの程度関

係しているのだろうか。ホッジマンの指数は，いわゆる大規模工業の生産に関するもので

あり，この指数の成長率は，小規模工業も含めた全工業の成長率よりも高いことが予想さ

                                                   
185 (1,277+611.5)/611.5=3.088. (3,470.4+2,045.1)/3,470.4=1.589. 
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れる。すなわち，大規模企業による工業生産のウェイトは，1928 年以降に上昇し，同年の

ウェイトが 70％以下であったものが 1933 年には 90％を超え，その後はもっと急速に増大

したとされる。とすれば，ホッジマンによる大規模工業の生産指数の成長率が，全工業生

産指数の成長率を上回るのは当然のように思われる。このことが両指数の乖離の原因であ

るかどうかを確認するために，指数計算の基礎となった個別生産物の物量的生産量に戻っ

て，ホッジマンのデータと栖原のデータの成長率の比較を試みた。もちろん両者のデータ

の出所は，すべてソ連統計当局である。 

両者がそれぞれの指数計算において共通してカヴァーしたと思われる生産物の数は，ホ

ッジマンの 137 品目のうちの 90 品目（66％，たとえば，「石炭」「銑鉄」等々。ただし栖原

による品目分類では 75 品目）であった。これらの 90 品目のうち，69 品目（77％）につい

ては，両者が用いた生産量データはまったく同一，あるいはほぼ同一であり，したがって

それらの生産物生産の増加率も同一あるいはほぼ同一であった。電力，燃料，製鉄，非鉄，

化学，木材製紙，建設資材部門の大半の生産物がこの範疇に属する。おそらく，これらの

生産物はすべてが大規模工業において生産されていたということを意味するものだろう。

このことからすると，ホッジマン指数は実際には全工業生産指数にかなり近いものである

といえる。 

さて残余の 21 品目のうち，栖原の用いた生産量データのほうがより高い成長率を示して

いるものが 5 品目，ホッジマンの用いた生産量データのほうがより高い成長率を示してい

るものが 13 品目，不明が 2 品目であった。栖原のデータが高い成長率を示している 5 品目

のうち，「缶詰」を除く 4 品目，すなわち「馬用耕耘機」「トラクター用播種機」「マーガリ

ン」「蒸気ボイラー」は，1928 年生産量についてホッジマンと栖原のデータは同一の生産量

を示している。つまり，1928 年においてこれらの生産物はすべて大規模工業で生産されて

いたと思われる。上記 4 品目の中の前二者は，栖原のデータが 1930 年からホッジマンのデ

ータを上回り始めるのに対して，後二者の乖離が始まるのは第 2 次五カ年計画期である。「缶

詰」もやはり第 2 次五カ年計画期から乖離が始まる。この時期に小規模工業が大規模工業

へと統合されることはあっても，逆の動きはほとんどなかったと考えられるから，上述の

状況は，ソ連統計当局による生産量の見直しを示していると考えられる。つまり当局が一

度公表した生産量の修正を後年になって行ない，その結果ホッジマンと栖原の生産量デー

タに相違が出たと想定されるのである。 

ホッジマンにおける生産量がより高い成長率を示した 13 品目は，「レンガ」「木綿糸」「綿

織物」「革靴」「植物油」「ビール」「スターチ・シロップ」「馬用ハロウ」「馬用刈取り機」「脱

穀機」「幹線用貨車」「幹線用客車」「橋形電動クレーン」であった。このうち「レンガ」「革

靴」「スターチ・シロップ」「馬用ハロウ」「馬用刈取り機」は 1920 年代末あるいは 30 年代

初頭においてはホッジマンの生産量が栖原の生産量をかなり下回り，その後両者が接近す

る。これらの生産物は，当初は小規模工業においても生産の相当部分が担われてきたもの

の，社会主義的大規模工業への統合が進んでいくという動きを示しているものと思われる。

また「木綿糸」「綿織物」「植物油」「ビール」は，1928-37 年のすべての年で栖原の生産量

がホッジマンのそれを上回る。これらの生産物については，この期間においても小規模工

業による生産が行なわれたものと考えることができる。また「幹線用貨車」「幹線用客車」

では，逆に 1928-37 年のすべての年において栖原による生産の絶対量データがホッジマン
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のそれを下回っている。この 2 品目については，後年の統計当局による生産量の下方修正

の結果と思われる。また「橋形電動クレーン」は，1928-32 年において両者の生産量は一致

するが，それ以降は栖原の生産量がホッジマンのそれを下回る。これも，後年に統計当局

による生産の下方への見直しが行なわれたためだろう。 

以上を要約すると，次のようになる。すなわち二つの指数計算がカヴァーした生産物 137

品目のおよそ三分の二に当たる 90 品目についての調査によると，その 90 品目のうちの四

分の三を超える品目は，S 指数（全工業生産指数）のデータとまったく同一の産出データが

使われている。残りの四分の一弱（21 品目）の中で，おそらく純粋に大規模企業の産出デ

ータであるがゆえに第 1 次・第 2 次五カ年計画期において全工業の産出データよりも生産

増加率が高くなっていると思われるのは 10 品目であって，その他の多くは後年の統計当局

のデータ修正によって栖原による産出データとの差異が生じたと考えられるものである。

そして上記 10 品目の生産データの差が，両者の成長率の差の一つの原因となっているのは

間違いないと思われる。10 品目の多くは，1930 年前後に小規模企業による生産が大きな部

分を占めていたと思われる食品工業や軽工業の生産物である。 

これは，大筋でわれわれの予想に合致するものではあるが，10 品目というのは予想外に

少ない気もする。つまり，これらの生産物の生産動向だけでホッジマン指数と S 指数との

差がもたらされたと考えるのは少し無理があるように思われる。調査できなかった 47 品目

（137 マイナス 90）の傾向が，調査できた部分の傾向と異なっている可能性もあるし，ホ

ッジマンの集計ウェイトにその指数の増加率が高めに出た原因があるのかもしれない。 

 

 

表 6-15 ホッジマン指数と S 指数の部門別付加価値ウェイトの比較 

 ホッジマン指数（1934 年） 
S 指数 

（1933 年） 
 

未調整(1) 
帰属考慮係数 

(2) 

調整済み 

(1)×(2) 
基準化 

電力 2.7      1.589 4.2      2.2      3.5      

燃料 14.0      1.589 22.3      11.8      8.6      

製鉄 11.7      1.589 18.6     9.9      5.5      

非鉄 1.9      1.589 3.0      1.6      1.9      

化学 6.9      1.589 11.0      5.8      4.1      

機械 19.6      3.088 60.6      32.2      28.7      

木材製紙 5.3      1.589 8.4      4.5      15.0      

建設資材 2.9      1.589 4.6      2.5      4.2      

軽 19.5      1.589 30.9      16.4      18.4      

食品 15.5      1.589 24.6      13.0      10.1      

合計 100.0       188.3      100.0      100.0      

注；ホッジマン指数（未調整）の出所は，Hodgman (1954, pp. 215-221)．ただし，「ガラス」部門はウェ

イトから除き，合計が 100 となるよう調整した．S 指数において，「ガラス」が考慮されていないからであ

る．また，「燃料」部門のウェイトは，「石炭」「原油採掘」「石油精製」「泥炭」の合計．「製鉄」部門は，

「製鉄」「鉄鉱石」「マンガン鉱石」「コークス」の合計，「非鉄」部門は，「非鉄」「銅鉱石」の合計，「化学」

部門は，「化学」「ゴム」の合計，「木材製紙」部門は，「木材加工」「紙」「マッチ」の合計，「建設資材」部

門は，「セメント」「レンガ」の合計，「軽」部門は，「皮革なめし」「繊維」「革靴」の合計，「食品」部門は，

「グリース・獣脂・石鹸・香水」「食品」の合計．帰属考慮倍数の出所は，脚注 185． 
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そこで，ホッジマンと栖原のウェイトの差についても述べておこう。表 6-15 には，ホッ

ジマンの指数計算における各部門ウェイトを，S 指数のウェイトと比較できるような形にし

て示した。ホッジマンの推計でもっとも問題となるのは，ウェイトの帰属の問題ではない

かと思われる。ホッジマン指数においては，実質的に二つの段階で帰属が行なわれている。

すなわち，まずホッジマン指数における 23 部門の一部で，帰属計算が行なわれる。たとえ

ば製鉄工業部門全体のウェイトが，「銑鉄」「粗鋼」「圧延鉄材」の 3 つの生産物に振り分け

られている。さらに，いったん工業生産指数を得た上で，それまで考慮されなかった部分

を指数に含めるための帰属計算が行なわれた（表 6-15 参照）。すなわち，産出量データが

カヴァーしていないと考えられるすべての部分のウェイトが，計算された機械部門と機械

以外の部門の指数に振り分けられたのである。結果として，機械部門のウェイトが 64％大

きくなった代わりに，機械部門以外のウェイトが 16％だけ減少することとなった。 

帰属計算を行なうということは，産出量データによってカヴァーされていない生産物は，

ウェイトが帰属させられた生産物と同じ成長率を示すと仮定することを意味する。もしも

ウェイトが帰属させられる生産物がその部門の生産を十分に代表すると考えられる場合に

は，帰属は必要な，あるいは望ましい手続きと考えられる。しかし，ホッジマンによって

第二の段階で行なわれた帰属は，その代表性が確保されているとはいいがたいと判断され

よう。つまり，帰属計算における暗黙の仮定，すなわち機械部門の中の考慮されなかった

部分の成長率は，考慮された機械生産と同一の成長率をもつという仮定は，のちにナター

（Nutter, 1962, p.330）が批判したように現実に合わないと考えられるし186，機械以外の

すべての部門の中の考慮されなかった部分の成長率は，考慮された「機械以外の部門」の

平均的な成長率と同一の成長率をもつという仮定は，部門分類の観点からして大雑把にす

ぎると判断されよう。実際，表 6-15 が示すように「機械」以外のすべての部門のウェイト

が，一様に 1.589 倍された形で新たなウェイトを与えられるのである。この点からすると，

S 指数におけるウェイトは，各部門の付加価値生産を考慮した上でその大きさに応じて当初

の部門指数の膨らましが行なわれている。ホッジマンの帰属手続きが直ちに指数の上方バ

イアスをもたらすということはできないが，取り扱いがやや粗雑であると批判は免れない

ように思われる。 

本項の最後に，ホッジマン指数を S 指数と比較しつつ分析した結果をまとめてみよう。

ホッジマン指数は 1928 年から 1951 年までを対象とするが，その後半については明らかに

推計の信頼性が落ちるので，1937 年までの指数についてコメントしよう。ホッジマン指数

はわれわれの指数よりも若干成長率が高い結果となっている。1928 年を参照基準年とした

場合の 1937 年の指数はホッジマン指数が 371 であるのに対して，S 指数は 306（S 指数の

民生工業生産指数の場合は 274）である。このような違いが生じた理由の一つは，ホッジマ

ン指数が工業全体に関する指数でなく，特に増加が急速であったと考えられる大規模工業

についての生産指数である点に求められようが，必ずしもそれが主たる原因とはなってい

                                                   
186 ナターによれば，ホッジマンの機械部門を構成する「金属製品」小部門（脚注 184 参照）の成長率は，

機械部門全体の成長率よりもはるかに低い（Nutter 1962, pp. 330, 616）。ナターは，これがホッジマン指

数における成長過大評価の一因となっているという。なお，ナターの帰属に関するホッジマン批判の眼目

は，一般的にソ連工業の生産指数を推計する際に帰属計算を行なうことの不当性を指摘することにあった。

それは，ソ連当局が意図的に成長率の高い生産物のデータを選んで公表するからというのが，ナターの主

張である。後述の本章ナターの項（6-3-8）を参照のこと。 
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ないように思われる。むしろ問題は，ホッジマン指数におけるウェイトであった 1934 年に

おける工業部門別付加価値生産シェアの作成方法にあると考えられる。つまり，やや慎重

さを欠いた帰属計算によって，この時期に特に成長率の高かった機械部門のウェイトが過

大になったことが，ホッジマン指数の増大テンポがわれわれの指数のそれを上回った大き

な要因になったと想定することができるのである。 

 

6-3-4．ジャスニーの推計 

 

 

表 6-16 ジャスニー指数：S 指数・ホッジマン指数との比較 

 ジャスニー 

S 指数 
ホッジマ
ン指数 

ジャスニ
ー成長率
（％） 

S 

成長率 

（％） 

ホッジマ
ン成長率
（％） 

 工業生産
額(10 億 

ルーブ 

ル) 

指数（1） 指数（2） 

1928 21.8 100 100 100 100 17   

1929    112 120 16 12.2 19.9 

1930    128 139 14 14.1 15.8 

1931    148 164 10 15.9 18.0 

1932 36.0 165  149 172 4 0.1 5.2 

1933    152 192 5 2.4 11.4 

1934    186 229 16 21.9 19.3 

1935    231 295 22 24.6 28.7 

1936    277 344 17 19.8 16.6 

1937 62.5 287 287 309 371 6 11.7 8.1 

1938    330  4.5 6.7  

1939    353  4.5 7.0  

1940 72.0 330 330 358  4.5 1.4  

1940 

(新領土) 
76.3 350 350  430    

1941    355 482  -1.0 12.1 

1942    238   -32.9  

1943 45.8 210  253   6.4  

1944    283   11.9  

1945 53.4 245  271 263  -4.2  

1946 51.8 238 236 199 304 -8 -26.6 15.6 

1947 59.7 274  238 375 18 19.4 23.4 

1948 70.4 323  310 464 22 30.4 23.7 

1949 81.2 372  387 560 18 24.8 20.7 

1950  424 470 431 646 15 11.4 15.4 

1951    518  15 20.1  

1952    580  9 11.9  

1953    613  10 5.8  

1954    670  12 9.3  

注：ジャスニーの工業生産額は，彼の「真の 1926/27 年価格」表示．出所は，Jasny (1951a, p. 22)．指数

（1）は，この工業生産額から栖原が計算したもの．ただし 1950 年の指数は，Jasny (1952ｂ, p. 163)によ

って，1940 年の値（新領土）の 120-122％とされていることから，121％として栖原が計算したもの．指

数（2）の出所は，Jasny (1955, p. 41)．ジャスニー成長率の出所は，Jasny (1955, p. 49)．1946 年の成長

率は，原文では 8％とあるが，-8％に改めた．ジャスニーの指数（2）と成長率による計算とは，必ずしも

一致しない． 
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次にとりあげるのは，もっとも辛らつなソ連公式統計批判で知られたナウム・ジャスニ

ー（Jasny, 1955）による工業生産推計である。ただし，だからといってジャスニーの推計

値がもっとも低いというわけではない。ジャスニーの方法は，これまで見た研究者の推計

方法とは異なっている。すなわち代表的な個別工業生産物の生産量から生産指数を推計し

ようというのではなく，ソ連政府が公表してきたいわゆる 1926/27 年不変価格表示の工業

生産額を基礎に，その中に含まれているインフレ部分を推計し，その部分を公表生産額か

ら控除して実質生産額を求める，あるいは名目現行価格による総生産額と価格指数を推計

し，そこから実質生産額を求めるというものであった。彼は，こうして推計された生産額

を「真の 1926/27 年価格（real 1926/27 prices）」表示による実質工業生産額と呼んでいる。

ジャスニーは，1951 年の著作 The Soviet Economy during the Plan Era（Jasny, 1951a, p. 

22）で 1928-1949 年についての彼のいう「真の 1926/27 年価格」表示による実質工業生産

額を示し，その後 1955年の著作 Indices of Soviet Industrial Production: 1928-1954（Jasny, 

1955, pp. 40,41）では戦後部分の数字を修正した新たな数字を示している187（表 6-16 参照）。 

ところでジャスニーは，他の米国における研究者から，その推計方法について明確に示

していないとの批判をしばしば受けた。たとえばホッジマンは，次のように述べている。「込

み入った問題に対するジャスニーの巧みなアプローチにもかかわらず，彼が実際に行なっ

たと思われる統計的手続きは，いくつかの点で結果の妥当性について疑問を生じさせるよ

うなものである。彼は，推計結果の正確性にとって決定的に重要である数多くの統計的ス

テップを，公表された著作において明らかにしておらず，そのため彼のファインディング

を正しく評価することは困難である」（Hodgman, 1954, p. 100）。この点はジャスニー自身

も気にしていたようで，「ジャスニーは工業総生産の計算手続きを説明していないという不

満が繰り返し表明されるが，この批判は戦後期の指数についてのみ当てはまることである」

（Jasny, 1955, pp. 22-23）と，戦後期については批判を認めている。しかし実際のところ，

彼によればきちんと説明されているはずの戦前期についての指数推定方法さえも，それほ

ど明確に示されているわけではない。たとえばジャスニーは，Plan Era で「真の 1926/27

年価格」表示工業生産額の求め方について以下のように説明する。 

 

著者（ジャスニー）が『1926/27 年不変価格』表示から『真の 1926/27 年価格』表示へと公式

工業生産指数を再計算した長たらしいプロセスは今のところ公表されていない。『1941 年計画：

付録』という証拠に加えて，現行価格による 1937 年と 1940 年における工業総生産額は，工業

が支払った賃金のデータを賃金が総生産コストに占めるパーセンテージと組み合わせ，さらに利

潤と取引税についてのデータを考慮することによって計算された。現行価格による 1937 年工業

生産額はまた，ソ連工業が世界の工業生産に占めるシェアについてのソ連による公式計算からも

計算された。 

さまざまな手続きによって得られた取引税を除く現行価格ソ連工業生産額は，1937 年で約

1500 億ルーブル，1940 年で 2300 億ルーブルであった。…（ジャスニーによる）推計によると，

                                                   
187 すでに 1947 年の論文において，ジャスニーは 1937 年の「真の 1926/27 年価格」による 1937 年の工

業生産額を 637 億ルーブルと算定している（Jasny, 1948, p. 321）。この数字は，1951 年には 625 億ルー

ブルに改められている（Jasny, 1951a, p. 22）。 
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同様に税抜きの価格は 1926/27 年以降，1937 年には 150％，そして 1940 年には 230％だけ上

昇した。したがって，「真の 1926/27 年価格による工業生産は，1937 年ではおよそ 600 億ルー

ブル，1940 年では 700 億ルーブルとなる。しかるに「1926/27 年不変価格」ではそれぞれ 955

ルーブル，1375 億ルーブルであった（Jasny, 1951a, pp. 21-22）。 

 

この説明からすると，ジャスニーは「真の 1926/27 年価格表示」の工業総生産額を，第

一に『1941 年計画：付録』から，第二に賃金，利潤，取引税を合計することから，第三に

ソ連工業の世界工業生産シェアから，求めたように思われる。第一の『1941 年計画：付録』

というのは，本書でもすでにしばしば登場してきた，西側が入手したソ連の秘密文書

（Государственный, 1941）を意味する。これを利用した生産指数推計方法については，

上記引用パラグラフの 2，3ページ前にジャスニーが若干の解説をしている。それによると，

件の秘密文書には数多くの工業生産物に関する1941年生産目標額が1926/27年不変価格表

示のみならず現行価格表示でも示されている，それによると機械についての生産目標額は，

1926/27 年不変価格表示が現行価格表示をほんのわずかに下回る程度であるにすぎない，

1926/27年を 100とする価格指数が 1940年には 330程度に上昇したと想定されるインフレ

ーションがあったにもかかわらず 1926/27 年不変価格表示額が現行価格表示額とほとんど

同じということは，1926/27 年不変価格自体に相当大きなインフレーションがあると考えら

れる，ということなどが説明されている。それはその通りであるが，しかしだからといっ

て直ちに 1937 年あるいは 1940 年における現行価格表示そして「真の 1926/27 年価格」表

示の工業生産額が求められるわけではないだろう。しかし，指数推定方法についてのそれ

以上の説明はジャスニーから聞けない188。 

第二の方法は，確かに有望な方法のように思われる。ソ連の定義による総生産コストに

利潤と取引税を加えれば，それは工業部門の総生産額になるはずだからである。しかし，

1937 年および 1940 年における工業部門の賃金支払い，あるいは「賃金が総生産コストに

占めるパーセンテージ」がどれほどなのか，そして利潤や取引税の金額も明記されていな

いし，それらのデータをどのような資料から得たのかも示されていない。さらに彼自身の

推計という価格指数（1937 年で基準年である 1926/27 年から 150％上昇，1940 年で 230％

上昇）の推計方法にも，ホッジマンが指摘するように数多くの疑問がある（Hodgman, 1954, 

pp. 100-103）。また表 6-16 のジャスニー指数（1）に示されているように，1932 年および

第 2 次大戦後の生産指数も推計されているが，それがどのような方法で推計されたのか判

然としない。 

第三の方法であるソ連工業の世界工業生産シェアからソ連の実質生産を推計する方法に

ついても，ここ（Jasny, 1951a, p. 21）には一切述べられていない。ただしこの方法，ある

いはそれに近いと思われる方法については，過去に書かれた彼の論文（Jasny, 1947）に，

概略以下のような説明がある。ソ連の統計集『ソ連と資本主義諸国』（1934 年刊行）による

と，1928 年のソ連工業生産は，米国のそれの 10.5％に当たるという。また 1939 年に刊行

された同名の著作（Иоффе, 1939, стр. 8）によれば、1937 年のソ連工業生産は米国の 32.7％

                                                   
188 Plan Era の直後に刊行された著書 The Soviet Price System（Jasny, 1951b）の中でもジャスニーはこ

の秘密文書について解説しているが（ibid., pp. 98-108），そこでも具体的方法についての詳しい解説はな

い。 
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に相当するという。また同書には，1928 年にはその値が米国の 6.7％であったことが明記

されている。いずれも公式統計集的性格をもつ二つの著作において，なぜ 1928 年の工業生

産の対米比率が，1934 年版の統計集では 10.5％，1939 年版では 6.7％というように異なっ

ているのか。さらに 1934 年版においては，1937 年の生産目標は米国の工業生産の 55.4％

であると明記されている。そして，公式には，第 2 次五カ年計画は成功裏に終了し，計画

最終年である 1937 年における生産は，計画を 2.3％超過達成したことになっている。にも

かかわらず，1937 年の生産は米国の 55.4％以上になってはおらず，1939 年版にあるよう

に，わずかに 32.7％にとどまっているのはなぜか。 

ジャスニーによれば、その理由は次のとおりである。1926/27 年不変価格によるソ連工業

総生産額は，1928 年では 218 億ルーブル，1937 年では 955 億ルーブルであり，したがっ

て 1928-37 年において実質工業生産は 4.38 倍となったはずである。しかしよく知られてい

るように，1926/27 年不変価格はインフレーションを孕んでおり，実質生産成長は過大評価

されていた。1934 年版では、1928 年当時の国際価格（米国価格）を用いることによって工

業生産に関して妥当な数字（10.5％）を割り出したが，それに 1926/27 年不変価格による

公式生産指数と適用することは、時を経るにしたがって正当化できないものとなった。つ

まり，このような手続きを続けるならば，1937 年にはソ連工業生産は米国のそれの 40％を

はるかに超える数字になっていなければならないはずだからである。そこで 1939 年版が編

集されるときには、1937 年のソ連工業生産をその時の国際価格（米国価格）で評価すると

いう手続きがとられることになった。ただし 1937 年以前については，公式生産指数に固執

した。その結果、1928 年の対米比率が 6.7％ということになったのである。 

ここから，ジャスニーは次のように推理した。米国の 1937 年における工業生産は 657 億

ドルと推計されるが189，これが 1926/27 年不変価格では前述のとおり 955 億ルーブルと評

価されたのであるから，ここでは 1 ルーブル＝22.3 セントという為替レートが用いられた

ことになる。1928-37 年におけるドルの価格変化を考慮すると，1937 年の 22.3 セントは

1928 年におけるおよそ 25 セントに相当する。これを，1928 年のソ連工業生産が米国のそ

れの 10.5％から 6.7％へとおよそ 4 割低下したことと考え合わせると，1928 年における

1926/27 年不変価格による 1 ルーブルはおよそ 40 セントであったことになる。ただしこの

1 ルーブル 40 セントというレートは，1926/27 年における米国工業生産物の基準で計られ

たものである。そこでこれを 1926/27年におけるソ連工業生産物の基準で計るとすると， 相

対的に高価な生産物のシェアが増大したことから 1926/27 年ルーブルのインフレ率は 40％

から若干低下することになる。ジャスニーはそれを 33.3％と見積もり，1937 年の「真の

1926/27 年価格」による工業生産額を脚注 187 で述べたように 637 億ルーブルとしたので

ある190。 

これが，ジャスニーによる「真の 1926/27 年価格」表示による 1937 年のソ連工業生産額

の導出方法の説明である。以上の推定は，その根拠となっているソ連工業生産規模の対米

比較比率の計算方法がその通りであれば可能な議論であると思われるが，最後のところで

                                                   
189 ジャスニーは，米国の工業生産額について、製造業に鉱業、電力、漁業、林業を加えたソ連流の定義

によって計算している。ただし，修理サーヴィスについては考慮していない（Jasny, 1947, p. 309）。 
190 637 億ルーブルと公式統計による 955 億ルーブルとの比から 33.3％の値を得たが，ジャスニーの論文

には 33.5％とある（Jasny, 1947, p. 310）。 
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なぜ 40％から 33.3％という数字が出てきたのか説明されていない。またこの 1947 年の論

文において導出された 637 億ルーブルという額は，1951 の著書では表 6-16 に示したよう

に 625 億ルーブルに改められたが，その理由も明かされていない。さらに第 2 次大戦後の

実質生産額あるいは生産指数の推定方法が明かされていないことについては，先に引用し

た言葉が示すように，ジャスニー自身も認めるところである。 

このような説明であるから，ホッジマンらのジャスニーに対する批判も無理からぬとこ

ろであるように思われる。ただ筆者は，もちろんジャスニーが全く根拠なく「真の 1926/27

年価格」表示の工業生産額を推計しているとは考えない。おそらく彼は，例えば 1928 年，

1932 年，1937 年，1940 年といったベンチマーク年については，上で例にあげたような方

法で工業生産指数を求めた上で，あとは数多くの関連情報，たとえば貨物輸送量，鉱物資

源消費量，あるいは個別生産物の物量単位生産の推移を参考にしながら，個別的なケース

について，いわば鉛筆をなめながら専門家としての判断で各年の「真の 1926/27 年価格」

表示の生産額を決めていったように思われる。したがって，たとえばガーシェンクロンや

ホッジマンのように，統一的な方法による指数の推定方法を示せなかったのではなかろう

か。しかしながら，その結果は，大体においてトレンドをつかんでいたといえるように思

われる。表 6-16 が示すように，特に戦前期の生産指数の変動の姿は S 指数とそれほど大き

く異なるものではなかった。また彼は，他の研究者があまり検討を加えなかった問題，た

とえば1940年におけるソ連国境の変化に伴う実質工業生産の変化などについても注意を払

っている。実際，彼がソ連工業におけるインフレーションを明らかにするための基礎資料

として用いた生産物価格や取引税に関するデータ191は，当時の状況の中でよく集めること

ができたと思わせるものであるし，それはまた彼のソ連経済に対する該博な知識を示すも

のでもあった。ただし戦後期の工業生産については，ジャスニー自身もホッジマンの指数

に影響を受けて過去の指数を改定したように，戦前期の指数にくらべれば自分の推計に自

信をもっていなかったようである。この点は，資料の制約からいってもやむをえなかった

ことかもしれない。またかりに，ジャスニーが文字通りの「真の 1926/27 年価格」による

生産シリーズを得ていたとすれば，特に戦後の指数についてガーシェンクロン効果による

上方バイアスを考えなければならないことになろう。 

 

6-3-5．シムキン=リーディの推計 

1956 年 2 月のスターリン批判は，経済統計の公表にも大きな影響をあたえた。それまで

の統計情報秘匿の方針が改められ，徐々に統計データの公表が開始されるようになったの

である。同年のうちに統計当局（ツェエスウー）は統計集『ソ連国民経済（Народное 

хозяйство СССР: Статистический сборник）』を刊行し，翌年以降はこれを統計年鑑とし

て刊行するようになった。1956 年に刊行されたナルホーズは 262 ページだったが，1958

年版ナルホーズは 959 ページと大部になった。また 1956 年版ナルホーズの序文で予告され

たように部門別，ソ連構成共和国別の統計集も刊行されるようになった。たとえば 1957 年

には，工業に特化した統計集『ソ連工業（Промышленность СССР: Статистический 

сборник）』が刊行された。こうした状況は，西側におけるソ連工業生産指数の推計にも多

                                                   
191 たとえば，Jasny（1951b, Appendix Tables）や Jasny（1952a, Appedix Tables）を見よ。  
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大な影響をあたえた。それぞれの独自推計に利用できるデータが格段に増え，したがって

推計される指数の正確性も上がったものと思われる。そのようなポスト=スターリン批判期

にあたる推計の中で最初に紹介するのは，ドミトリー・シムキンとフレデリック・リーデ

ィ（Shimkin & Leedy, 1958）による工業生産指数推計である。 

 

 

表 6-17 シムキン=リーディ（S=L）指数 

 シムキン=リーディ ホッジマン S（総合） S=L 

指数 

S 

指数  指数 成長率 指数 成長率 指数 成長率 

1928 100  100  100  57.3 53.9 

1934 174.5 9.7 229 14.8 185.6 21.9 100   100   

1937 274.2 16.2 371 17.4 309.4 11.7 157.1 166.7 

1940 294.2 2.4 430 5.0 358.1 1.4 168.6 193.0 

1948 293.5 0.0 464 1.0 310.1 30.4 168.2 167.1 

1950 433.9 21.6 646 18.0 431.4 11.4 248.6 232.5 

1951 502.8 15.9 742 14.9 518.1 20.1 288.1 279.2 

1952 539.4 7.3   579.9 11.9 309.1 312.6 

1953 596.5 10.6   613.4 5.8 341.8 330.6 

1954 658.8 10.4   670.1 9.3 377.5 361.2 

1955 714.7 8.5   730.5 9.0 409.5 393.7 

1956 773.3 8.2   788.5 7.9 443.1 424.9 

注：シムキン=リーディ指数が得られるのは，上表の年についてのみ．成長率は，表に示されている前年か

ら当該年までの年間平均成長率として計算されている．S 指数は，軍需品生産を含む総合指数．シムキン=

リーディ指数も，軍需品生産を含んでいると思われる．右端の 2 列の指数は，その左のシムキン=リーディ

指数と S 指数を比例計算によって 1934 年生産=100 に改めたもの． 

出所：シムキン=リーディ（Shimkin & Leedy, 1958, p.51） 

 

 

残念ながら，本書で利用したシムキン=リーディ指数が掲載されている論文にはその詳し

い計算方法が示されていない。ただし彼らの指数の出所として，ホッジマンの著書

（Hodgman, 1954）が挙げられており，また指数の参照基準年（指数が 100 とおかれてい

る年）が 1934 年となっていることから，ホッジマンによる指数作成方法を参考に作られて

いるのは間違いないと思われる。おそらく，指数のウェイト基準年も1934年なのであろう。

ただし表 6-17 に示されているように，指数の具体的な数値はホッジマンの指数とはだいぶ

異なっている。これは，1956 年以降の統計数字の公表によって得られた生産量データを考

慮した結果と思われる。 

表に見られるように，1928 年を 100 とした指数によればシムキン=リーディ指数は全体

として S 指数よりも若干低い値となっている。ただしこれは 1928-34 年についての生産増

加の評価が S 指数よりも低いためであり，1934 年を 100 とした数値に直して二つの系列を

くらべると，特に第 2 次大戦後の期間について両指数の差はきわめて小さく，1928 年を基

準とした場合とは逆に，シムキン=リーディ指数の数値が S 指数をわずかに上回る結果とな

っている（表の右端 2 列の数値参照）。また 1930 年代後半における二つの数値の乖離は，

両者の軍事生産推計の違いによるところが大きいと思われる。すなわちこの違いは，S 指数

においてシムキン=リーディ指数よりも軍事生産の伸びを大きく見込んでいることによる
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ものであろう。 

生産指数の推計にもましてシムキン=リーディ論文において興味深いのは，そこに示され

た米ソの工業生産についての具体的な比較である。ここでは，著者たちが述べているいく

つかの比較を紹介しておこう。論文の最初の部分では，よく知られた事実ではあるが，ソ

連における工業化が消費財生産シェアの急激な減少を伴うものであったことが紹介されて

いる。すなわち 1928 年には工業生産の 60％近かった消費財および家庭消費向けエネルギ

ー生産が，1940年には 37％へと低下し，第 2次大戦後にはさらに減って 1928年には 26％，

1956 年でも 27％程度であることが指摘されている。米国におけるそのシェアは，1947 年

では 64％であった。消費を犠牲にするこのような工業化努力により，ソ連における工業固

定設備の生産は，1956 年には米国のおよそ三分の二に達した。ただしストックとしてのソ

連工業設備は，同時期の米国の 40％前後であった（Shimkin & Leedy, 1958, pp. 50-51）。 

またソ連における急速な工業拡大の主たる要因は，労働投入の増加であった。すなわち

ソ連工業労働力は，1928 年の 560 万人から 1940 年の 1,670 万人，1956 の 2,270 万人へと

著しく増加した。1956 年の米国におけるソ連概念の工業労働力192は 1,890 万人であるから，

同年におけるソ連の工業労働力は米国のそれを 20％しのいでいることになる（ibid,. pp. 52, 

59）。また現在（おそらく 1956 年）のソ連工業生産は，米国の 35-40％である（ibid., p. 58）

193。したがってソ連工業における生産をその労働力で割った労働生産性は，せいぜい米国

の三分の一程度，マン=アワー・ベースではおよそ 28％となる。部門別にみた労働生産性は，

高いところではエレクトロニクスや露天掘り石炭採掘で米国の約 50％，低いところでは伐

木運搬や採石で米国の約 10％である。1956 年のソ連工業労働生産性は 1928 年のそれより

128％高い（2.28 倍）が，マン=アワー・ベースでは 2 倍に達しない。1951 年以降労働生

産性は年率およそ 5％で上昇しているが，これは西ヨーロッパにおける上昇率とほぼ同様で

ある（ibid., p. 55）。 

著者のシムキンとリーディは，米国政府商務省センサス局に勤務する官僚であった。特

にシムキンは，ハーヴァード大学ロシア研究センターで 6 年間研究に従事したソ連経済の

専門家であるとともに，第 2 次大戦中は陸軍省参謀幕僚であり，また戦後は軍関係のいく

つかの大学（US National War College など）で講義したことのある軍事問題の専門家でも

あった。論文中では，ソ連の軍事力について以下のように述べている。「ソ連の軍事テクノ

ロジー上の成功は，スプートニクにずっと先んじている（スプートニク 1 号の打ち上げは，

1957 年 10 月 4 日―栖原注）。1936 年には世界で初めて空挺部隊による降下演習を成功さ

せ，1937-39 年には弾道推進技術を利用した近代的野戦砲を設計し，また第 2 次大戦中には

米国に次ぐ多くの軍需品を生産した。それらの中には，戦車，自走砲，120 ミリ迫撃砲，160

ミリ車輪つき迫撃砲，132 ミリ地対地ロケットなど最先端のものが含まれる。1945-50 年の

困難な回復期には，原子爆弾の生産およびジェット戦闘機や軽爆撃機の大量生産が行なわ

れた。1951 年以降軍需生産は加速され，水素爆弾，高性能ジェット戦闘機，潜水艦・巡洋

艦の大量生産，T-54 型戦車・高性能ヘリコプター・各種ミサイルなど最新兵器による陸軍

の再装備が進んだ」（ibid., pp. 52-54）。 

                                                   
192 ソ連概念の工業には，製造業のほかに，電力，鉱業，漁業，林業，鉄道修理サーヴィスなどが含まれ

る（第 2 章 2-3-1 参照）。 
193 先のジャスニーの項では，1937 年にはソ連の工業生産は米国のそれの 32.7％という数字が示された。 
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また，こうしたソ連の軍事生産を支えるものとして工作機械の生産を取り上げ，1956 年

には「ソ連は，米国生産のピークである第 2 次大戦中および朝鮮戦争中には及ばないもの

の，1956 年の米国生産に匹敵する工作機械を生産した」とし，「比較的安いコストの工作機

械の大量生産は，ソ連工業の非常に確かな成果である」（ibid., p. 54）と評価している。 

 

6-3-6．シートンの推計 

フランシス・シートン（Seton, 1958）の推計（推計期間 1928-1955 年）は，もともと

1957 年 1 月に Manchester Statistical Society という雑誌に発表され，それが 1958 年にオ

ックスフォード大学統計研究所の機関誌に転載されたもので，実際の推計は 1956 年に行な

われたものであると考えられる。シートンによる推計は，ここで引用されているほとんど

の推計と異なって，たくさんのサンプル品目に関する物量単位の生産量を何らかのウェイ

トで合計して指数を算出するという方法をとっていない。彼はこうした方法に基づく最良

の推計であるとされたガーシェンクロンの機械生産指数およびホッジマンの大規模工業生

産指数を念頭において，「一般にこれらの試みは，最大限の注意深さで，非常に豊富な資料

を駆使してなされているにもかかわらず，国際比較をする際に望まれている確実さの程度

で，これらの結果を承認できないと私は確信している」との見解を表明している。従来の

研究において具体的に問題となる点は，第一に，指数計算に用いられた生産物がどの程度

完全に網羅されているか，第二に，それらの作る時系列はどの程度の代表性をもっている

か，第三に，加重手続きが適当であるか，ということであった。 

このように，個別の生産物の生産量を何らかのウェイトで組み合わせて単一の指数に合

成するという方法を批判するシートンが採用した方法は，次のとおりである。従来，米国

の工業生産を推計する場合には，種々の鉱物資源の総消費，あるいはトン・キロで表現さ

れた鉄道貨物輸送量といった単一あるいは少数の代理経済指標に基づく推定が有効である

とされてきた。同様の考えから，モーリス・ドッブはソ連の工業生産の成長率を，石炭，

石油，銑鉄，粗鋼の 4 つの基礎的生産物の生産増大の単純算術平均で求めるべきことを提

案した。シートンの方法は，「このような従来のアイディアの単純な発展である」（Seton, 

1958, p. 9)。すなわち，（実質的に欧米諸経済についての）「若干の実験の結果，わずか 3 つ

という少数の『評価』変数を使うことによって製造業の成長についてのよい近似を得るこ

とができることがわかった」（ibid., p. 10）。それらの 3 つの変数とは，カロリー換算した燃

料および水力発電の総消費（U），粗鋼消費（V），電力消費（W）のそれぞれの成長率（u, v, 

w）である（U, V, W は現物表示）。これらを説明変数として製造業生産成長率（z）を推計

する。式で書けば以下のようになる。 

z=Au+Bv+Cw+D194 

この方程式の係数 A, B, C, D を回帰によって求め，それに基づいてソ連の同時期の工業

成長率を推定しようというのである。回帰の対象となる国は，欧米 14 カ国（オーストリア，

ベルギー･ルクセンブルク，デンマーク，フランス，ドイツ，ギリシア，アイルランド，イ

タリー，オランダ，ノルウェイ，スウェーデン，イギリス，カナダ，米国），また推定の対

                                                   
194 したがってここでは，次のようなコブ=ダグラス型の生産関数が想定されている。 

Z=kUAVBWCeDt 
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象となるのは，1929-1937 年（期間 I），1937-1950 年（期間 II），1950-1953 年（期間 III）

の 3 つの期間である。上記 14 の国々および 3 つの対象期間は，データのアヴェイラビリテ

ィから選ばれた。また計算に使われるのは，毎年の投入量（U, V, W）成長率と製造業生産

成長率でなく（換言すればパネル・データでなく），上記期間の開始年と終了年の両年にお

ける投入量から計算された期間内における平均年間成長率である。ただし端の年の投入量

については，前後の年を含む 3 年間の平均値が用いられている。また期間 I についての回帰

には上記 14 カ国のデータが用いられたが，期間 II については 10 カ国，また期間 III につ

いても 10 カ国のデータが使われただけである。これはもちろんデータの欠如によるもので

あった195。 

推定された 3 つの回帰方程式のそれぞれの説明変数に対応するソ連の値を代入すればソ

連の製造業生産成長率が与えられるが，その場合の問題点は，ソ連のデータが生産を示す

ものであってその投入を示すものではないということである。シートンはこの点を考慮し，

燃料に含まれる石炭と原油196，さらに粗鋼について，輸出および輸入を推計することによ

って生産量を消費量に変換している（ibid., pp. 25-26）。こうして得た三種類の投入につい

てのデータを各年について推定された回帰方程式に代入すると，ソ連製造業生産の成長率

の値を得ることができる。次にこの製造業に関する指数を，ソ連が定義する「工業」にま

で広げなければならない。そこで製造業生産の系列に，石炭，褐炭，原油，天然ガス，泥

炭の生産をカロリー換算した指数系列および電力生産指数系列を，観察期間のほぼ中央年

である 1940 年における労働者の賃金シェアをウェイトとして合計する。製造業，鉱業，電

力各部門の賃金シェアは，それぞれ 91.35％，7.65％，1.00％であったから（ibid., p. 26），

最終的に得られた全工業に関する生産指数は，製造業に関する生産指数とそれほど違いの

あるものではなかった。つまり，1928 年の生産を 100 としたときの 1955 年における製造

業生産指数が 1230 であるのに対して，全工業生産指数は 1210 であった。 

シートンの推計結果は，西側の独立推計の中では最も成長率が高くなっている。彼の推

計結果を 1928-40 年の年平均成長率であらわすと，前掲表 6-7 に示したように 13.6％，

1928-50 年では 9.5％となる。もしも，他の推計との比較からしてシートンの推計結果がソ

連工業の成長を過大評価しているとすると，それは何によってもたらされたのだろうか。

まず，シートンはなぜ上記 3 つの投入を説明変数として選んだのか。上で引用したように，

「若干の実験の結果」これらの 3 つの投入による説明力が高いことがわかったとしている

だけで詳しい説明がない。さらにいくつかの細かな疑問点，たとえば，推計の最後の段階

で鉱業と電力の成長率を考慮してソ連の定義による工業の成長率を得る段階で，工業と電

力のウェイトを 1940 年におけるこれらの部門の賃金シェアから得ているが，このウェイト

は 1929-1953 年という期間について不変でよいのか，あるいはソ連の定義による工業に含

まれる林業，水産業，工業的性格をもつサーヴィス（修理等）が考慮されていない，など

                                                   
195 シートンは，期間 I，期間 II，期間 III のそれぞれについて回帰を行なったほか，これら 3 つの期間お

よび 14 の国々についてのすべての回帰を最適にするようなもう一つの回帰方程式を計算している。彼によ

ると，この第 4 の回帰方程式によって示唆されるソ連の製造業生産の成長についての推定値は，当初の 3

つの方程式を順次適用した結果と大きな差はなかったという（Seton, 1958, p. 12）。 
196 シートンは，「原油および石油製品」としているが（Seton, 1958, p. 25），出典であるナルホーズ（Нархоз 

в 1955 г., стр. 69）にあるのは「原油」生産量だけである。 
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の疑問がわく。またこうした点は別としても，おそらくシートン推計の最大の欠点は，ソ

連とは発展段階をかなり異にするような欧米先進諸国のデータから回帰式を得ている点で

あろう。この方法がどの程度成長率の回帰に影響するかどうかを正確に述べることは難し

いが，一般的にいって急速な工業化過程にある途上国のケースを先進国の漸進的成長から

得られた成長方程式によって説明するのは問題であり，このことがシートン推計の説得力

を小さくしているのは間違いないように思われる。シートンの推計値が他の独立推計より

も高くなっている主要な原因は，おそらくこの点にあるのではなかろうか。もちろん，シ

ートンがいうように，ソ連と発展段階を同じくするような諸国の統計が得られなかったと

いう実際上の問題があることは理解できるが，これらの諸国から得られる回帰式のソ連経

済への適用可能性について，もう少し吟味が必要であるように思われる。 

 

6-3-7．カプラン=ムーアスティンの推計 

 1960 年には，やはりスターリン批判以降の統計公開の成果を十分に活用したカプランと

ムーアスティンの研究（Kaplan & Moorsteen, 1960a; 1960b）があらわれた。この研究は，

米国空軍がランド・コーポレーションに委託した研究で，カプランとムーアスティンは，

ともにランド・コーポレーションの研究者であった。著者の一人であるムーアスティンに

は，1960 年に公表された上記業績とは別に，ソ連機械部門の生産と価格についての詳細な

研究（Moorsteen, 1962）があり，その成果は 1960 年の著作にもほとんどそのまま取り入

れられている。ここでは，彼らの指数を 1960 年の彼らの著作に基づいて紹介し，特に機械

部門については必要に応じてムーアスティン単独の著作も参照しよう。 

 カプラン=ムーアスティン指数（以下，K=M 指数と略称）は，1927/28 年から 1958 年に

ついての推計である。ただし公表されている限りでは，戦前期については 1927/28 年，1932

年，1937 年，1940 年のベンチマーク年についてのみ指数が計算されており，また 1941-44

年の大戦中の指数も存在しない。また直接的に軍事目的の生産物は考慮されておらず，し

たがって K=M 指数は，民生工業生産に関する指数といえるものである。 

同指数の推計過程は，基本的に S 指数と同様に二段階からなる。第一段階では，個別工

業生産物の年々の物量単位生産量に，多くの場合 1950 年 1 月 1 日現在の卸売価格が掛けら

れて，部門別の生産指数が得られる。K=M 指数における基本的な部門分けは，機械，機械

以外の生産財，食品，食品以外の消費財（非食品）の 4 部門である。「機械以外の生産財」

部門は，製鉄，燃料，電力，化学，木材・製紙，建設資材の各グループからなる。また，S

指数では一つにまとめられていた機械は，K=M 指数では生産財と消費財の二つのグループ

に分割され，消費財グループは S 指数でいう軽工業部門と合わせて非食品部門とされてい

る。したがって K=M 指数における機械部門は，生産財としてのそれであって，「自転車」

「バイク」「時計」「テレビ」などは，繊維製品や靴などとともに非食品部門に分類される

（Kaplan & Moorsteen, 1960a, pp. 209-210）。推定された工業生産物の 1927/28-1955 年

における物量単位生産量の出所は，そのほとんどが 1957 年に刊行された工業に関する公式

統計集『ソ連工業』（ЦСУ СМ СССР, 1957）であった。他方 1956-58 年については，ソ連

の新聞等に掲載された計画達成実績報道による。指数推計に利用された生産物の数は，機

械が 210 品目，その他の生産財が 36 品目，消費財が 37 品目である。このように，機械部

門に関する品目数の多さが，K=M 指数の大きな特徴となっている。ただし機械部門の生産
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指数は，ムーアスティン（Moorsteen, 1962）の結果がそのまま使われており，ここでいう

機械の品目も，ムーアスティンによる推計で利用された品目数である。 

上述のとおり，第一段階ではウェイトとして 1950 年卸売価格が用いられるが，その出所

は，ソ連の公式価格統計集（たとえば，Справочник цен, 1956а）あるいはそれらを基に

した西側によるソ連価格推計である197。ただし，いくつかの場合については，別の方法が

とられた。たとえば，1950 年 1 月 1 日現在の卸売価格が得られず，別の年についての価格

が得られる場合には，適切な価格指数を利用した 1950 年価格の推定が行なわれた。また特

に原油生産量に対しては，ウェイトとして原油価格でなく石油精製品の平均価格が適用さ

れている。これは，石油精製品が指数計算に含まれていないために，それらを原油の生産

で代表させるための措置であって，この手続きが推計の第一段階における帰属計算の唯一

の例である。他方消費財については，ウェイトとして 1950 年 1 月 1 日現在の卸売価格でな

く，1950 年平均小売販売額が用いられた。小売販売額データの出所は，ЦСУ СМ СССР 

(1956b, стр. 48-51) である。また耐久消費財のように，小売販売額が得られない場合には，

1950年3月1日現在の小売価格と1950年の生産量の積で代用された（Kaplan & Moorsteen, 

1960, pp. 15-19）。小売価格には，ソ連への旅行者からの情報も含まれている（ibid., pp. 

213-215）。 

K=M 指数における集計の第二段階では，第一段階で得られた部門生産指数が，1950 年

における付加価値ウェイトによって，全工業についての生産指数にまとめられる。ただし

ここでいう付加価値ウェイトとは，ホッジマン指数の場合と同様，工業全体における各部

門の賃金支払いのシェアを意味する。通常の意味の付加価値に代えて賃金が用いられたの

は，もちろん資本による貢献について十分なデータが得られないためであり198，また集計

の第二段階でそれが用いられたのも，個別生産物に対する賃金ウェイトについてのデータ

が得られないためであった。なお，賃金額データはそれぞれの部門の労働者に関するもの

で（ibid., p. 23），もう一つの雇用カテゴリーである職員については，おそらくはデータの

欠如のために無視されている。この段階における重要な注意点は，機械部門の賃金の取り

扱いである。すなわち K=M 指数は民生品の生産に関する指数であり，直接的な軍需品は指

数計算から除外される。また軍事品はそのほとんどすべてが機械部門の生産物であると考

えられるから，機械部門における賃金として推計された額の 50％が，軍需品生産労働者の

シェアとして除外された。ただし，この機械部門における軍需品のシェアを，たとえば 25％

あるいは 75％としても，結果として算出される全工業生産指数にそれほど大きな違いがあ

るわけではないという。すなわち 1950 年を 100 とした時の指数は，軍需品生産部門の賃金

シェアが 50％とすると 1927/28 年では 27，1955 年では 158，1958 年では 202 となるが，

シェアを 25％とするとそれぞれ 25，156，201，また 75％とすると 29，160，204 となっ

                                                   
197 1950 年代には，主としてランド・コーポレーションから，バーグソンらによってソ連価格に関する数

多くの論文が発表された。これらの論文における価格推計の基礎となったのは，もちろんソ連統計当局が

刊行した価格統計集である。カプランとムーアスティン（Kaplan & Moorsteen, 1960a）によってしばし

ば利用され，また本書でも利用した文献として，Bergson, Bernaut, & Turgeon (1955), Kaplan & White 

(1955), Turgeon & Bergson (1957)などがある。 
198 ただしカプラン=ムーアスティンは，資本要素も考慮したテンタティヴな分析を試みている。資本要素

を考慮したウェイトによる指数は，そうでない指数を若干上回る成長を示した（Kaplan & Moorsteen, 

1960a, pp. 34-37, 55-56）。 
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たという（ibid., p. 28; Kaplan & Moorsteen, 1960b, p. 299）。 

燃料，製鉄，化学などの生産物グループについての生産指数を，それぞれの賃金シェア

でウェイト付けて集計するという第二段階の手続きは，当然のことながら，S 指数と同様そ

れぞれの集計グループにおいて帰属計算が行なわれるということを意味する。つまり，生

産物グループは必ずしも推計に使われる品目によってすべてカヴァーされているわけでは

ないが，それらの品目から構成されたグループ指数に，そのグループ全体についてのウェ

イト（賃金シェア）が与えられるからである。その上 K=M 指数では，一つの生産物グルー

プに対して他のグループのウェイトまで与えられている。すなわち，製鉄部門の指数に対

して，その製鉄部門の賃金シェアに加えて，非鉄金属部門のシェアも与えられているので

ある（K=M 指数において，非鉄金属部門に属する品目は計算に使われていない）。これは

つまり，非鉄金属部門においても製鉄部門と同一の成長率で生産が増加したと仮定してい

ることを意味する。カプランとムーアスティンは，少なくとも 1927/28-55 年において，製

鉄部門の生産成長率は工業全体よりも急速であり，また非鉄金属部門は製鉄部門よりも急

速に成長してきたことを示したうえで，自分たちの方法が，非鉄金属部門を計算から除外

し，したがって同部門が工業全体と同一の成長率で増大したとインプリシットに仮定する

よりも，実態により近いと主張している199（Kaplan & Moorsteen, 1960a, pp. 30-31）。 

前述したとおり，機械部門の指数はムーアスティン（Moorsteen, 1962）の成果がほぼそ

のまま用いられる。ムーアスティンの機械についての生産指数は，K=M 指数と同様に

1927/28-58 年についてのものだが，この時期の機械部門について西側で推定された指数と

しては，おそらくもっとも精緻な推計を行なっていると評価してよいのではないかと思わ

れる。それは何よりも，指数の基礎となる品目数の多さ（210 品目）からうかがい知ること

ができる。これらの 210 品目の機械製品は，24 のカテゴリーに分類され，これらのカテゴ

リーごとに 1937 年卸売価格で評価された生産指数が計算される。さらにこれらの 24 の生

産指数は，1937 年におけるそれぞれのカテゴリーの総生産額をウェイトとして集計され，

機械部門全体の生産指数となる。上述の 24 のカテゴリーとは，具体的には「建設・道路建

設機械」「鉄道車輌」「ディーゼル・エンジン」等々であるが，その中の「建設・道路建設

機械」を例にとると，このカテゴリーは 14 品目からなるが，エクスカヴェータだけでもそ

の能力（掘削できる体積）によって 4 種類の品目に区別されている（Moorsteen, 1962, p. 

202）。この指数のカヴァレッジは，ソ連の公式統計における「設備（оборудование）」に

対応しており，乗用車を唯一の例外としてすべての耐久消費財を除外している。指数に含

まれた諸カテゴリーは，合計してソ連機械生産の 55-70％におよぶと考えられる。なお，カ

テゴリー指数の集計の際のウェイトは，上述のとおり 1937 年における各カテゴリーについ

てのサンプル品目による生産額でなく，公式統計による各カテゴリーの総生産総額であり，

したがってここで帰属計算が行なわれていることになる。 

 

                                                   
199 カプランとムーアスティンがいうように，たとえば S 指数によれば，1928 年から 1955 年までの非鉄

金属部門の生産指数は製鉄部門のそれよりも高い成長率を示す。確かに非鉄金属部門の指数を工業全体の

指数に帰属させるよりも，製鉄部門の指数に帰属させるほうが誤りは少ないといえるが，実際に非鉄部門

の指数を測定した S 指数をもとにすると，そのような措置も生産指数の過小評価を生み出しているようだ

（表 6-18 参照）。 
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表 6-18 K=M 指数と S 指数の比較：全工業および各工業部門（1928 年指数=100） 

 1928 1932 1937 1940 1945 1950 1955 1958 

全工業 
K=M 

S 

100 

100 

154 

148 

249 

274 

263 

275 

135 

125 

369 

448 

583 

705 

746 

912 

電力 
K=M 

S 

100 

100 

269 

270 

722 

722 

964 

965 

864 

864 

1818 

1822 

3393 

3400 

4653 

4700 

燃料 
K=M 

S 

100 

100 

185 

191 

287 

336 

340 

424 

253 

335 

465 

601 

778 

920 

1126 

1233 

製鉄 
K=M 

S 

100 

100 

156 

147 

421 

407 

433 

418 

276 

268 

637 

621 

1069 

1044 

1291 

1265 

非鉄 
K=M 

S 
100 

100 

156 

203 

421 

581 

433 

805 

276 

591 

637 

1201 

1069 

2183 

1291 

―   

化学 
K=M 

S 

100 

100 

258 

207 

762 

753 

819 

836 

368 

406 

1449 

1748 

2396 

2615 

3106 

3568 

機械 
K=M 

S 

100 

100 

287 

320 

601 

852 

504 

642 

200 

232 

1471 

1653 

2003 

2537 

2721 

3374 

木材 

製紙 

K=M 

S 
100 

100 

198 

225 

254 

290 

274 

316 

148 

167 

348 

393 

485 

547 

564 

648 

建設 

資材 

K=M 

S 
100 

100 

200 

150 

385 

279 

335 

260 

138 

90 

532 

388 

1013 

800 

1386 

1065 

軽 
K=M 

S 

100 

100 

114 

110 

171 

172 

197 

197 

74 

72 

216 

202 

386 

319 

468 

403 

食品 
K=M 

S 

100 

100 

105 

108 

157 

171 

164 

185 

74 

73 

150 

207 

235 

326 

282 

404 

（参考）          

機械 Moorsteen 100 378 889 793 365 2243 3137 4260 

注：S 指数は，民生工業生産指数。K=M 指数は，民生工業指数であり，ウェイト価格基準年は 1950 年で

ある．K=M 指数は，実質的に製鉄部門の指数と非鉄部門の指数を同一であると仮定している（本文参照）．

機械部門の K=M 指数は，生産財のみの指数．軽工業部門の K=M 指数は，ソ連の定義による軽工業に加え

て，機械部門の生産物である耐久消費財も含む．参考として示した機械指数は，K=M 指数と同一の生産量

データによるが，ウェイト基準年を 1950 年価格でなく 1937 年価格とした場合のムーアスティンによる指

数． 

出所：K=M 指数は，Kaplan & Moorsteen (1960a, p. 235, Table 22). 参考の機械指数は，Moorsteen (1962, 

pp. 310-313)． 

 

 

上で説明したように，ムーアスティンの機械生産指数におけるウェイト基準年は 1937 年

であるのに対して，K=M 指数における他の部門のウェイト基準年は 1950 年であるから，

ムーアスティンの機械生産指数の基準年を他の部門に合わせて1950年に修正する必要があ

る。この修正手続きは以下のとおりである。ムーアスティンのオリジナルの指数は，ΣP37Qt

という形で推計されている。ここで P37は 1937 年の価格をあらわし，Qtは各年の機械製品

の生産量をあらわす。またΣは，各製品の生産額の合計を示す。そこで， 

                ΣP50Qt/ΣP37Qt 

という形の価格指数を推計し，それをオリジナルの生産指数に掛けると，所望のΣP50Qt が

得られることになる（Kaplan & Moorsteen, 1960a, pp. 51-51; Moorateen, 1962, pp. 

107-108）。ここで P50Qtは 1950 年の価格をあらわす。このようにして得られた機械生産に

ついての指数を，他の製品グループの指数と合わせて集計することによって，工業全体に
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ついての生産指数が得られることになる。表 6-19 に，K=M 指数における集計の際の実際

のウェイトおよび対応する S 指数のウェイトェイトを示した。表の注に記したように，K=M

指数においては，機械部門の半数が軍需品生産に従事しているとして差し引かれ，あらた

めて合計が 100％となるよう正規化された数字である。この場合の部門ごとの賃金は，「労

働者」カテゴリーに属するものだけの賃金であるので，もう一つのカテゴリーである「職

員」も含めたすべての雇用者について，K=M 指数と同様の仮定のもとに計算したのが，表

の PPP ウェイトである。他方 S 指数では，賃金のほかに資本貢献分が推計され，両者を合

わせた「付加価値」がウェイトとされている。賃金ウェイトとくらべると，資本集約部門，

すなわち電力，化学部門のウェイトが大きくなり，逆に労働集約部門，すなわち木材加工，

建設資材，軽，食品部門のウェイトが小さくなる。燃料部門と資本集約的部門と思われる

が，この部門は相対的に賃金が高いために，資本を考慮するとかえってウェイトが小さく

なっている。このような K=M 指数と S 指数のウェイトの違いも，両指数の大きさの差異に

影響している。一般に K=M 指数で相対的にウェイトの小さい資本集約部門の成長率は高く，

逆にウェイトの大きい労働集約部門の成長率は低いから，S 指数を基準とすると K=M 指数

には下方バイアスが生じていると考えられる。 

 

 

表 6-19 工業各部門の集計ウェイト：1950 年（％） 

 電力 燃料 製鉄 非鉄 化学 機械 木材 建設 軽 食品 合計 

K=M 1.5 14.4 9.5 3.3 19.4 19.9 6.1 15.8 10.0 100 

PPP 1.7 15.0 8.4 5.8 4.2 19.3 15.5 4.8 15.8 9.5 100 

S 3.6 13.7 7.6 5.1 4.0 31.5 11.2 4.0 10.9 8.3 100 

注：K=M 指数における集計ウェイトは，1950 年における各部門の「労働者」賃金に基づく．機械部門に

ついては，その賃金の 50％が軍需品生産従事者への賃金として差し引かれている．出所は，（Kaplan & 

Moorsteen, 1960a, p. 235）．PPP は，「労働者」だけでなく「職員」も含めた全雇用者の賃金によるウェ

イトで，筆者が計算したもの．栖原は，S 推計で実際に用いられた 1950 年付加価値ウェイト． 

 

 

さて，K=M 指数と S 指数を，実際にやや詳細に比較してみよう（表 6-18 参照）。K=M

指数は，民生工業製品の生産指数であるから，栖原の民生品生産指数と比較するのがよい

だろう。表から明らかなように，1928-58 年の期間における生産増加は，K=M 指数によれ

ば 7.46 倍，S 指数によれば 9.25 倍と，K=M 指数による生産増加は S 指数よりもかなり低

い値を示しているようにみえる。しかし，これまで説明してきた K=M 指数の作成方法から

して，これは予想できる結果であった。実際，K=M 指数がより低い値を示すと考えられる

いくつかの理由があるからである200。第一に，K=M 指数のウェイト基準年は 1950 年であ

るのに対して，S 指数は移動式のウェイト・システムを採用しているということである。念

のために，S 指数の算定方式を，1928-58 年の期間について簡単に説明しておこう。S 指数

                                                   
200 以下では，1927/28 年と 1928 年の違い，また K=M 指数における機械部門と S 指数における同部門の

違い（K=M 指数は耐久消費財を含まない），および K=M 指数における非食品部門と S 指数における軽工

業部門の違いを無視して議論を進めることとする。これらの違いは，いずれも結論に大きな影響を及ぼす

とは考えられない。 
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では，集計の第一段階（各工業部門指数の推計）においては 1928 年価格および 1955 年価

格が用いられた。1932 年までの各年については 1928 年価格による指数が，また 1945-58

年の期間については1955年価格による指数が，そのまま採用された。その中間の1932-1945

年の期間については，1928 年価格指数と 1955 年価格指数の幾何平均が各年の指数とされ

た。また集計の第二段階（工業全体の指数の推計）においては，第一段階で計算された部

門指数が，1932 年までは 1927 年の部門付加価値生産シェア，1932-40 年では 1933 年付加

価値シェア，1940-50 年では 1940 年シェア，1950-55 年では 1950 年シェア，そして 1955-58

年では 1955 年シェアをウェイトとして集計された。集計の方法は，幾何平均である。これ

に対して K=M 指数では，第一段階においては，機械を除く生産財では 1950 年 1 月 1 日現

在の卸売価格が，消費財では同じく 1950 年の小売販売シェアが集計のウェイトとなった。

また第二段階では，1950 年の各部門賃金シェアがウェイトとして利用され，算術平均によ

って集計される。すなわち，K=M 指数は 1950 年を基準年とする固定ウェイト指数である。

1950 年という基準年は，価格データがもっとも容易に得られる年として選択されたという

が（Kaplan & Moorsteen, 1960a, p. 15），推計期間（1928-58 年）に対して 1950 年はその

終端年に近く，同年の価格，小売販売額，付加価値生産をウェイトとした生産指数には，

当然のことながらガーシェンクロン効果の発現が予想される。もちろん，逆にウェイト基

準年を 1928 年あるいはその近傍年にとったとすれば，指数の値はかなり大きくなったと考

えられる。カプランとムーアスティンの部門指数にどの程度ガーシェンクロン効果があら

われているかを示す一つの例として，表 6-18 にムーアスティンによる 1937 年ウェイト機

械生産指数を掲げた。この指数を，表中の 1950 年ウェイト機械生産指数と比較することに

よって，この場合のガーシェンクロン効果の大きさを知ることができる。また実際，K=M

指数の 9 部門に関する 1928-55 年における生産増加率も，建設資材部門と軽工業部門を除

いて S 指数における 9 部門の増加率より低い（電力部門および製鉄部門は，ほぼ同じ）。さ

きに見たホッジマン指数の場合は 1934 年がウェイトの基準年として選ばれていたが，ホッ

ジマンの説明によればこの 1934 年という基準年は，経済状況が「ノーマル」な年であり，

また急速な工業化プロセスのほぼ中間的な年であるがゆえにウェイト年として望ましいと

いうように選択の理由が述べられていた（Hodgman, 1954, p. 35）。 

このほかにも，K=M 指数が S 指数よりも低い値を示すいくつかの理由が考えられる。特

に，部門指数を集計して工業全体の指数とする段階では，（1）平均の形式が算術平均であ

るか幾何平均であるか，（2）それぞれのウェイト方式，つまり賃金によるウェイト基準年

が単一年固定方式である場合と，付加価値シェアの複数年シフト方式である場合の違い，

さらには（3）非鉄金属部門を推計に算入するかどうかなどによって，指数の値が変わって

くる。いくつかの実験的計算を行ないながら，以上のそれぞれについて順に説明していこ

う。カプランとムーアスティンは，その指数推計の第一段階で得た電力以下の部門指数（表

6-18 参照）を集計する際に，他の多くの研究者と同様算術平均を使っているが，その時に

は各指数の参照基準年は 1950 年となり，同年の生産指数を 100 とした指数が使われる。も

ちろん価格等の部門指数ウェイトが 1950 年のものであるから，同年の値を 100 とおくこと

に何の問題もないように見えるが，実際には比例計算によってどの年の値でも 100 とおく

ことができるはずである。そして集計に算術平均を使う場合には，本書の別の場所で示し

たように（第 2 章 2-4-1），参照基準年をどの年におくかによって集計されてできる指数の
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成長率は大きく異なってくる。参照基準年においては，多くの 100 とおかれた部門指数を

どのようなウェイトで平均しようと，また算術平均しようと幾何平均しようと，その値は

100 となる。しかしそれ以外の年については，算術平均が幾何平均を必ず上回る。したがっ

て参照基準年よりも後の年であれば，算術平均された全工業指数の値は幾何平均された指

数の値よりも大きく，それゆえ前者のもたらす成長率は後者のもたらす成長率を必ず上回

る。逆に参照基準年よりも前の年であれば，幾何平均された全工業指数の値は算術平均さ

れた指数の値よりも小さくしたがって前者のもたらす成長率は後者のもたらす成長率を必

ず上回る。K=M 指数の参照基準年は，推計期間である 1928-58 年の後半に偏っており，し

たがって幾何平均を使っている S 指数よりも全体としての成長率が低いのである。表 6-20

に，同じカプランとムーアスティンによる部門指数とウェイトを用い，しかもそれらの部

門指数の参照基準年を（1）K=M 指数のように 1950 年とした場合，（2）かりに 1928 年と

した場合，（3）かりに 1958 年とした場合に，結果として計算される全工業指数がどのよう

な値となるかを示した。同一の部門指数を使っても，それらの参照基準年の置き方次第，

つまりたまたま選ばれたウェイト基準年の推計期間における位置次第で，加重算術平均に

よって計算される全工業生産指数の値はこのように大きく異なってしまう。他方幾何平均

を用いれば，部門指数の参照基準年をどの年にしようと結果は一定で，表の（4）に示した

結果となる。 

 

 

表 6-20 部門指数の集計：参照基準年の違い 

 1928 1932 1937 1940 1945 1950 1955 1958 

（1） 100 154 249 263 135 369 584  747   

（2） 100 190 351 353 184 641 978 1288   

（3） 100 155 248 261 133 367 572 726   

（4） 100 180 310 321 159 479 752 957   

注：（1）～（3）は，算術平均を用いた場合．（1）は，部門指数の参照基準年を 1950 年とした場合の全工

業生産指数（実際の，K=M 指数），（2）は，部門指数の参照基準年を 1928 年とした場合の全工業生産指

数，（3）は，部門指数の参照基準年を 1958 年とした場合の全工業生産指数．実際の K=M 指数（1）は，

この（3）の場合の指数に近い．（4）は，幾何平均を用いた場合．筆者による計算による． 

 

 

K=M 指数の場合には，集計の第一段階（部門指数の計算），集計の第二段階（全工業指

数の計算）のいずれもウェイト年が 1950 年であることから，カプランとムーアスティンは

おそらく大きな疑問を抱かずに 1950 年を参照基準年としたことと思われる。しかし，歴史

統計の場合には，第一段階と第二段階でウェイト基準年が異なることは頻繁に起こること

であり，その場合にはいずれの年を参照基準年とすべきか明確な基準は存在しないように

思われる。そしてそのような場合には，幾何平均を使うことが正当化されると考えられる。

S 指数が第二段階において幾何平均を用いたのは，そのような理由からだった。もしもカプ

ランとムーアスティンが幾何平均を用いていたとしたら，1928 年を 100 とした場合の 1958

年の指数は，当初の 747 でなく，957 となる。これは偶然であるが，同年の S 指数の値（950）

に非常に近い。 
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次に問題となるのは，第二段階におけるウェイトの違いである。ウェイトの問題には，

K=M指数の場合の各部門賃金シェアとS指数の付加価値シェアというウェイトの中身の問

題と，推計期間（1928-58 年）全体で，K=M 指数のように 1950 年に固定されているか，S

指数のように 1927 年，1933 年，1940 年，1950 年，1955 年と移動ウェイトとなっている

かというウェイト方式の違いの問題がある。ここでは，ウェイトの問題を全体として考え

るために，次のような試算を行なってみよう。つまり，カプランとムーアスティンによる

部門指数を用い，S 指数のウェイト・システムすなわち付加価値シェア移動ウェイトを用い

た幾何平均方式によって全工業生産指数を求め，それをオリジナルの K=M 指数と比較して

みよう。さらにまたそれを，表 6-20 で求めた指数，すなわちカプランとムーアスティンに

よる 1950 年賃金シェア固定ウェイトを用いた幾何平均方式の指数とも比較してみよう。す

なわち平均方式をそろえることによって，二つのウェイト・システムが指数の成長率に与

える影響だけをとりだして比較することができるだろう。その結果が表 6-21 に示されてい

る。表の第（1）行はオリジナルの K=M 指数である。また第（2）行はそれと同じ部門指数

を使い，それに S 指数のウェイト・システムを適用した幾何平均方式による全工業指数で

あり，第（3）行は，S 指数のウェイト・システムの代わりに K=M 指数のそれを用いた幾

何平均方式による全工業指数である。表によれば，S 指数のウェイト・システムは，K=M

指数のウェイト・システムにくらべると成長率が低く出るという結果となった。この結果

でみるかぎり，カプランとムーアスティンによる 1950 年賃金シェア固定ウェイトはむしろ

K＝M 指数を S 指数に近づける働きをしているといえそうである。 

 

 

表 6-21 ウェイトの影響 

 1928 1932 1937 1940 1945 1950 1955 1958 

（1） 100 154 249 263 135 369 584 747 

（2） 100 145 259 263 124 438 679 885 

（3） 100 180 310 321 159 479 752 957 

注：（1）オリジナルの K=M 指数．（2）K=M 指数における部門指数を，S 指数のウェイト方式で集計した

結果．筆者の計算による．（3）表 6-20 の第（4）行． 

 

 

表 6-22 非鉄金属部門の考慮 

 1928 1932 1937 1940 1945 1950 1955 

K=M 指数 100 154 249 263 135 369 583 

非鉄考慮 100 154 249 266 137 373 592 

注：非鉄考慮は，非鉄金属部門を考慮した K=M 指数．筆者の計算による．計算方法は，本文参照． 

 

 

 次に，非鉄金属部門の指数の影響を考えよう。前述したとおり，K=M 指数ではサンプル

として非鉄金属部門の生産物を利用しておらず，同部門の 1950 年賃金ウェイトを製鉄部門

に加え。暗黙のうちに非鉄金属生産増加を製鉄部門のそれと同一視した。しかし実際には，

非鉄金属部門の生産増加は，製鉄部門のそれをかなり上回っていたと考えられる。たとえ

ば S 指数によると，同部門の生産指数は 1928 年を 100 とすると，1955 年で 2183 であり，
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製鉄部門の同年の生産指数の 1044 をかなり上回っている。非鉄部門の工業付加価値生産に

占めるシェアはおよそ 5％を超えずそれほど大きなものではないが，それでも K=M 指数に

下方バイアスを与えているのは間違いない。表 6-22 に示した試算は，この S 指数の非鉄金

属部門生産指数を K=M 指数で計算に含めた場合の全工業生産指数の変化を示したもので

ある。1950 年におけるウェイトは，K=M 指数における製鉄部門のウェイトを S 指数にお

ける製鉄部門と非鉄部門の付加価値生産シェアの比（およそ 3：2）で両部門に割り振った。

表に見られるように，1955 年の指数で 1.4％程度の上昇がみられる。すなわち K=M 指数に

おける非鉄金属部門の取り扱い方も，S 指数との差を生み出す一要因となっていることがわ

かる。 

以上が，K=M 指数が S 指数を傾向として下回る考えられる主な理由であるが，両指数の

ベンチマーク年ごとのリンク・レラティヴ（ベンチマーク年ごとの増加率）をとってみる

と（表 6-23 参照），やや意外なことがわかる。ベンチマーク年ごとの各期間における全工

業生産増加率については，二つの指数はそれほど大きな差はみられない，例外は 1932-37

年と 1945-50 年の二つの期間で，前者では S 指数による生産増加が K=M 指数によるそれ

を 15％，後者では 31％程度上回っており，二つの指数の差は実質的にはこの期間で作られ

ているというのである。表には同時に，工業を構成する各部門のリンク・レタティヴの単

純算術平均を示した。部門平均増加率は，全工業生産増加率ほど差がみられず，特に 1945-50

年については，K=M 指数の場合には全工業の増加率が部門単純平均を下回っているのに対

して，S 指数の場合には前者が後者を上回っている。両指数のウェイト・システムの差が，

この期間に特に顕著にあらわれたということであろう。 

 

 

表 6-23 K=M 指数と S 指数の比較：リンク・レラティヴ 

 1928-32 1932-37 1937-40 1940-45 1945-50 1950-55 1955-58 

K=M 154 162 106 51 273 158 128 

K=M 平均 193 209 106 55 310 166 128 

S 148 186 100 46 358 157 129 

S 平均 193 227 111 56 319 165 129 

注：表示期間における生産の伸びを示した．たとえば K=M 指数の 1928-32 年の 154 という数字は，この

期間中の工業生産全体の伸びが期間当初における生産の 54％であったことを示す．K=M 平均は，K=M 指

数において工業を構成する 9 部門の単純平均リンク・レタティヴを意味する．S 平均も同様（栖原の 1928-55

年については 10 部門）．S 指数は，栖原の民生品生産指数． 

 

 

以上を要約すると次のようにいえよう。K=M 指数は全体として S 指数よりも低い成長率

を示すが，その一つの理由は，ウェイト基準年が指数推定期間の後ろに偏った位置にあり，

したがってガーシェンクロン効果による過小評価があらわれているということである。実

際，K=M 指数における部門成長率も概して S 指数より低い。また，部門指数を集計して全

工業生産指数を作る際の平均の形式に違いがある。カプランとムーアスティンは，ウェイ

ト基準年である 1950 年の指数を 100 とおいた部門指数を，同年の賃金ウェイトで集計して

いる。1950 年は推計期間の終わりに近く，これが部門指数を幾何平均する場合にくらべる
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と指数に大きな下方への圧力を生むことになる。おそらく，これが K=M 指数と S 指数の乖

離の最大の原因だろう。さらに別の問題として，非鉄金属部門を考慮していないことも，

K=M 指数が S 指数よりも低い数値となっている一因である。結論として，カプランとムー

アスティンの指数には下方バイアスが存在しているといってもよいだろう。彼らによる自

己評価も，いくつかの理由をあげて全体として過小評価の可能性があることを認めている

ように思われるが（Kaplan & Moorsteen, 1960a, pp. 73-75），ここで取り上げた諸点につ

いての著者たちによる言及はほとんどない。 

K=M 指数のもう一つの問題点として，取引税の処理についても若干触れておこう。K=M

指数では，価格ウェイトとして 1950 年卸売価格が使われているが，それが取引税を含んだ

価格なのかどうか明確な説明がないようだ。また，消費財部門においては個別生産物の小

売販売額がウェイトとして使われているが，その場合の価格には，ほぼ確実に取引税が含

まれていると考えられる。生産指数推計のウェイトとしては，いずれも取引税を控除した

金額が望ましい。カプランとムーアスティンの考慮から，取引税の問題が抜け落ちている

ように思われる。 

 

6-3-8．ナターの推計 

次に検討するのは，米国ヴァージニア大学のウォーレン・ナター（Nutter, 1962）による

生産指数である。このナターの著書は 700 ページを超える大部のものであり，西側で行な

われた数あるソ連工業生産指数推計の中でもとりわけ精緻を極めたものであると評価でき

る。そればかりでなく，彼の推計方法についての記述や引用文献の紹介などは極めて丁寧

であり，後続の研究者にとっても非常に有用な著作である。実際，筆者もナターの著作か

ら非常に多くのことを学んだ。この研究は，NBER（全米経済研究所）から資金援助を受け

たものであり，したがって推計された生産指数は著書の中では NBER 指数と呼ばれている。 

さてナターは，この著作の中でウェイト・システムや生産物のカヴァレッジの異なる三

種類の生産指数を作成している。その第一は，工業生産の中間段階についての生産指数で，

工業原材料生産指数（index of industrial materials）と呼ばれる。ただしこの指数は，中

間生産物（金属，燃料，木材製品，建設資材等々）ばかりでなく基礎的非耐久消費財（小

麦粉，バターその他食品，布地，靴）を含む。この指数のウェイトは，ウェイト基準年に

おける各生産物の「単位価値」である。この単位価値というのはナターの推計に特徴的な

用語で，ナター自身の説明によれば，「生産物を生産する際に消費された非工業原材料のコ

ストを控除するよう計算されており」，これによって単位価値は，「純粋な工業生産活動の

コストの近似と考えることができる」（ibid., p. 118）とされている。ただし，そうではあっ

ても若干の二重計算を含む可能性を排除できない。つまり指数に含まれている一部の生産

物が他の生産物の生産に用いられているかもしれないからである。この単位価値によって

ウェイトづけられた毎年の集計生産量が，そのままその年の生産指数となる。工業原材料

指数については，異なるウェイトが与える影響を調べるために，ウェイト基準年として 1913，

1928，1955 年という三つの年が選ばれている201。つまり，異なるウェイトをもつ三つの指

数が作成されるわけであるが，1913 年ウェイト指数によってカヴァーされる生産物品目数

                                                   
201 ここで 1928 年は，正しくは 1927/28 年であるが，以下では両者の違いを無視して 1928 年とする。 
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は 49 品目，1928 年ウェイト指数および 1955 年ウェイト指数の場合は 54 品目である（ibid., 

pp. 133, 574-578）。さらにこれらの三つの指数を合成した単一の移動ウェイト指数が作成

されるが，それは，1913-1928 年については 1913 年ウェイト指数と 1928 年ウェイト指数

の幾何平均，1928-1937 年については 1928 年ウェイト指数，1937-1940 年については 1928

年ウェイト指数と 1955 年ウェイト指数の幾何平均，1940-1955 年については 1955 年ウェ

イト指数を採用し，それらを接続した指数である（ibid., p. 119）。 

 第二の指数は，工業生産の最終段階についての指数であって，民生最終生産物指数（index 

of finished civilian products）と名づけられる。この指数は，いわば工業の最終生産物生産

を計測するものであって，輸送・農業設備，建設原材料，さらには耐久・非耐久消費財を

カヴァーする。ただし，軍事目的生産物や「雑多なタイプの機械」は含まない。最終生産

物とはいっても，この指数に含まれる一部の生産物は工業内部で消費される可能性もある。

この指数を作成する際に用いられるウェイトは，工業原材料指数の場合と同様に各生産物

の「単位価値」である。ウェイト基準年は 1928 年と 1955 年であり，また工業原材料指数

と同様の方法で移動ウェイト指数も作成されるが，1913-1928 年については，この場合は

1928 年ウェイト指数が用いられる。また，1928 年ウェイト指数がカヴァーする品目数は

73 品目，1955 年ウェイト指数の品目数は 87 品目である。 

 第三の指数は，工業生産のすべての段階についての指数であって，全民生品生産指数

(index of all civilian products)と名づけられる。この指数は，すべての種類の生産物を網羅

するような包括的カヴァレッジをもつような指数である。ただし，最終民生生産物指数と

同様，軍需品および雑多機械は含まない。全民生品生産指数についても，1928 年ウェイト

指数と 1955 年ウェイト指数の二種類の指数が作成されるが，作成方法は民生最終生産物指

数とは若干異なる。1928 年ウェイト指数については，通常の意味における付加価値生産の

指標となるよう最大限の努力が払われる。また 1955 年ウェイト指数は，個別生産物の付加

価値生産額を知ることができないので，その代用として同年の雇用が利用される。具体的

な作成方法については後述する。ウェイト基準年の異なる生産指数は，民生最終生産物指

数と同様の移動ウェイト指数に合成される。また実験的な試みとして，全民生生産物指数

を軍事品生産指数と結合させた全工業生産指数も作成されるが，この方法は，第 2 章で述

べたように，本書における生産指数推計において軍事品生産を考慮するときに参考にした

ものである。ナターが作成した以上の三種類の生産指数の中でも，われわれの主たる関心

は第三の指数すなわち全民生品生産指数にあるので，以下の記述ではこの指数に注意を集

中し，その他の指数については必要に応じて触れることとする。 

 まず，あらためてナターの全民生品生産指数の推計方法をやや詳しく述べよう。上述し

たとおり，1928 年と 1955 年という二つのウェイト基準年に応じて二系列の生産指数が推

計されるが，1928 年ウェイト指数がカヴァーするのは 101 品目，また 1955 年ウェイト指

数がカヴァーするのは 119 品目である。1928 年ウェイト指数の場合の基本となるウェイト

は，通常の意味における付加価値，ソ連統計の言葉でいえば「純生産」である。ただしこ

の場合には，依拠する資料の性格上ふつう「純生産」には含まれない減価償却コストを含

んでおり，本書第 2 章の言葉でいえば「粗・純生産」ということになる。すでにふれたよ

うに，1920 年代はいわばソ連経済統計の黄金時代であり，ツェエスウー，ヴェセンハとい

う二つの国家機関を中心に，多くの経済統計集が刊行された。ナターは，それらの統計集
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の中からそれまで西側の推計において利用されていなかった工業純生産統計を発掘し202，

自分の推計に利用した。つまりナターの 1928 年ウェイト指数は，たとえばホッジマン指数

などと違って通常の意味での付加価値生産指数といえるものであり，この点が本書で今ま

で見てきた西側推計とナター推計との主要な相違点の一つとなっている。 

 

 

表 6-24 ナターによる 1927/28 年における部門別付加価値生産推計 

工業部門 付加価値額（100 万ルーブル） 

電力 122.4   

燃料 759.9   

製鉄 

  鉱石採掘 

    鉄鉱石 

    マンガン鉱石 

  冶金 

321.2   

34.4   

27.6 

6.8 

286.8  

非鉄 52.2   

機械 874.2   

化学・建設・ガラス磁器産業用鉱物採掘 37.5   

化学 132.6   

建設資材 122.7   

ガラス磁器 112.2   

その他鉱物採掘 20.1   

ゴム 102.6   

木材（マッチを含む） 324.8   

伐木搬出 577.0   

パルプ・紙 88.4   

繊維 1532.6   

衣類 274.9   

皮革・毛皮・靴 435.8   

グリース・獣脂・石鹸・香水 73.5   

食品 1487.4   

漁業 194.2   

印刷・出版・文具 158.8   

その他 88.5   

以上合計 7893.5   

鉄道修理工場 88.2   

総合計 7981.7   

注：出所は，ナター（Nutter, 1962, pp. 509-517）．本書における部門分類とは異なる．また本文による説

明のために，製鉄部門についてのみ，そのサブ部門による付加価値生産を詳細に示した． 

 

 

ここで，製鉄部門を例にとって，ナターによる 1928 年ウェイト全民生品生産指数の作り

方を具体的に説明しよう（ibid., p. 568）。上述したとおり，この指数には 101 品目の工業

生産物が使われるが，製鉄部門に属するとされる代表生産物は，「鉄鉱石」「マンガン鉱石」

                                                   
202 ナターが部門別付加価値生産を推定するために利用した原資料は，Фабрично-заводская 

промышленность СССР, 1926/27, 1929; Статистический справочник СССР за 1927 год, 1927 (ЦСУ 

СССР, 1927); Статистический справочник СССР за 1929 год, 1929 (ЦСУ СССР, 1929); Мелкая 
промышленность СССР по данным всесоюзной переписи 1929 года, 1932-1933, である（Nutter, 

1962, p. 518）。以上 4 点の資料のうち，まん中の 2 点については著者も本書のために利用したが，残念な

がら他の 2 点については利用することができなかった。 
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「銑鉄」「粗鋼」「圧延鋼材」の 5 品目である。1928 年における生産量は，公式の統計資料

によってそれぞれ 613 万トン，70 万トン，328 万 2000 トン，425 万 1000 トン，343 万

3000 トンであるから（ibid., pp. 420, 431, 432），表 6-24 を参考にして鉄鉱石 1 トン当たり

の付加価値は 4.5 ルーブル（27.6/6.13），マンガン鉱石 1 トン当たりの付加価値は 9.7 ルー

ブル（6.8/0.70）となり，これらの単位当たり付加価値額が毎年の生産量に掛けられていく

ことによって，それぞれの年における鉄鉱石とマンガン鉱石の実質付加価値生産額（1928

年価値）が算定される。一方，冶金部門におけるサンプル生産物は「銑鉄」「粗鋼」「圧延

鋼材」であるが，同部門の生産物は，実際にはこれら三品目に限られず，たとえば鋼管な

ども考えられる。しかし指数計算に際しては，冶金部門の付加価値生産額 2 億 8680 万ルー

ブル（表 6-24 参照）が，それぞれの単位価値で評価した生産額にしたがって三つの代表生

産物に割り当てられる203。三つの生産物の単位価値は，それぞれ 52.5 ルーブル，70.9 ルー

ブル，47.7 ルーブルであるので（ibid., p. 530），それぞれの単位価値による生産額は 1 億

7230 万 5000 ルーブル，3 億 139 万 5900 ルーブル，1 億 6375 万 4100 ルーブルとなり，

この大きさをウェイトとして冶金部門の付加価値生産を三つの代表生産物に割り振ると，

それぞれの生産物の付加価値生産額は，7750 万ルーブル，1 億 3560 万ルーブル，7370 万

ルーブルとなる204。これを生産量で割ることにより，生産物 1 トン当たり付加価値額はそ

れぞれ，23.6 ルーブル，31.9 ルーブル，21.5 ルーブルとなる。さらにこれらの単位当たり

付加価値額が毎年の生産量に掛けられていくことによって，1928 年を基準年とする冶金部

門，したがって製鉄部門の付加価値生産額が計算される。同様の計算を工業各部門につい

て行ない，各部門の実質付加価値生産額とその合計額が算定される。 

次に，サンプル生産物の「単位価値」について説明しよう。ナターは「単位価値」につ

いて厳密な定義を与えてはいないが，多くの生産物について単位価値とは実質的にそれぞ

れの価格を意味する。ただし上述のとおり，ナターは，「生産物を生産する際に消費された

非工業原材料のコストを控除するよう計算されて」いると説明している（ibid., p. 118）。こ

の説明が該当するのは，主として繊維製品，食料品など，農産物を原材料とする工業生産

物である。実際ナターは，たとえば「綿布」「毛織物」「絹織物」「亜麻布」「堅い革製品」「柔

らかい革製品」「靴」「ゴム靴」「フェルト靴」「穀粉」「植物油」「砂糖」「スターチ・シロッ

プ」「ビール」「タバコ」「マホルカ」「キャンディ」「粗アルコール」の単位価値の計算につ

いては，直接的にそれぞれの生産物の「純生産」データを利用し，純生産を生産量で割る

などの方法によって単位価値を得ている（ibid., pp. 545-547）。しかし，「肉」「缶詰」につ

いては，それぞれの生産物の価格に，総コストに対する賃金の比を掛けて単位価値を求め

                                                   
203 この場合には，Nutter（1962, pp. 509-518, Table C-2）に示されている冶金部門の 1928 年付加価値

生産額がすべて三つの代表生産物に割り当てられ，したがって帰属計算が行なわれることになる。ナター

によれば，このような措置がとられるのは，この場合のように，三つの生産物による生産額（価格×生産

量で計算する）の合計と，Table C-2 に与えられている冶金部門の総生産額との差が 10％以内である場合

に限られる。10％を超える場合には，両者の比が部門の付加価値生産額に掛けられる（ibid., p. 573）。た

だし同所の説明文には，「表 B-2 による生産量と表 D-8 による単位価値とから計算される 1927/28 年の生

産額が，表 C-2 に与えられたその部門の生産額の 10％以内である場合には，付加価値の全額がウェイトと

して使用される」とあるが，この説明は，「二つの生産額の差が 10％以内である場合」の誤りではないか

と思われる。 
204 おそらくは丸め誤差のために，ナター自身はそれぞれ 7740 万ルーブル，1 億 3570 万ルーブル，7370

万ルーブルとしている（ibid., p. 300）。 
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ている。つまりこの場合には，結局のところ生産物単位当たりの賃金を付加価値の代用と

していることになる。また「マカロニ」「バター」「ウォッカ」の場合には，各生産物の価

格からそれぞれの主原料である「穀粉」「バター用ミルク」「粗アルコール」の価格を引い

て単位価値としている（ibid.）。このようなことからすると，ナターは統一的な定義に基づ

いてそれぞれの生産物についての付加価値生産額を求めているとは，言い難いように思わ

れる。 

さらにナターは，上記消費財のほかにも，「銑鉄」「粗鋼」「圧延鋼材」については，各生

産物の価格から主要原材料である「鉄鉱石」「銑鉄」「圧延用粗鋼（＝粗鋼）」の価格をそれ

ぞれ引くことによって単位価値を求めている。価格から控除したのがそれぞれの主要原材

料のみであり，他の原材料・燃料コストが控除されていない点で厳密な意味での「純価値」

とは異なると思われるが，後者についてのデータが得られないためのやむを得ざる措置と

いうことであろう。同一部門内（この場合は，製鉄工業部門内）の重複計算を避けるとい

う意味では妥当な方法であると思われるが，すでに記したようにその方法は厳密とはいえ

ず（第 2 章，2-2，参照），またなぜ製鉄部門についてだけこのようなことが行なわれたの

かの説明がない205。 

さて，次に全民生品生産指数のもう一つの系列，すなわち 1955 年ウェイト指数の作成方

法を説明しよう。この場合には，1928 年ウェイト指数の場合と異なり，資料の欠如のため

に付加価値ウェイトが利用できない。したがって，ここで利用されるのは，できるだけ細

かく部門分類された雇用（「労働者」数）によるウェイトである。ただし，「できるだけ細

かく部門分類された」といっても，具体的には「電力」「燃料」「製鉄・非鉄」「化学」「輸

送機械」「農業機械」「耐久消費財」「建設資材」「軽」「食品」の各部門までで，これらの部

門のさらにその内部についての雇用情報は，ナターには利用可能ではなかった206。そこで，

これらの各部門に属する生産物の生産量とそれぞれの生産物の「単位価値」とから部門ご

との生産指数を計算し，それを前述の雇用ウェイトで集計することによって全民生品指数

を構成している。 

1955 年における各生産物の「単位価値」は，1928 年の場合と同様に，基本的にはそれぞ

れの価格，あるいは価格から導出される「付加価値」である。価格データの多くは，公式

価格統計集（プレイスクラント）に掲載されている出荷価格，また消費財の場合には小売

価格から導出される卸売価格が利用される。ところで 1955 年の場合には，当時消費財をは

じめとする多くの工業製品に課せられていた取引税の控除が問題となる。つまり，生産指

数形成のウェイトとしてふさわしいのは，生産物の生産コストを正しく反映した単位価値

であると考えられるから，恣意的な税率で課せられていた取引税部分は除去しなければな

らない。しかるに，実際問題として 1955 年現在の取引税率あるいは取引税額は，ほとんど

の工業生産物について知られていない207。そこで，取引税部分を控除するための何らかの

                                                   
205 たとえば，「産業用木材」と「材木」とのあいだにも，明白な原材料=製品関係があると考えられるが，

両者の単位価値として，ともに価格が用いられている（Nutter, 1962, p. 541）。 
206 ナターの推計は，おおよそ 1950 年代末までに公表された統計資料を利用している。彼の著作公刊のの

ちには，たとえば ЦСУ СССР (1968) のような労働統計集が公刊された。この統計集には，もう一段階細

かい生産物グループ別の雇用統計も掲載されている。 
207 ナターが，取引税率をもとに価格から取引税部分を控除している生産物は，「塩」「石鹸」「ゴム靴」の

3 つの生産物だけである。これらの生産物については，ナターは価格から直接取引税を控除している
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工夫が必要となるわけであるが，ナターは以下に示すような簡便な方法で消費財価格から

取引税部分を除去している。 

すなわち，一般に取引税の除去が問題となる消費財は，同時にまた非工業生産物を原材

料として使用する製品であって，それぞれの「単位価値」を推計する際にはそれらの非工

業原材料コストを控除する必要がある。幸いなことに，公表されているソ連統計に，工業

各部門あるいは生産物グループについてのコスト構造に関するデータがある208。このデー

タを使って，価格から原材料部分を除去するとともに同時に取引税部分を取り去ることを

試みる（ibid., pp. 120-123）。このプロセスを具体的に説明すると，次のようになる。第 3

章で述べたように，プレイスクラントに記載されている工業生産物出荷価格の具体的な内

訳は，物的コスト（原材料，燃料，減価償却，その他），賃金，利潤，取引税である（図 3-1

参照）。他方，上述のコスト構造に関するデータは，ソ連統計でいう「総コスト」すなわち

賃金と物的コスト（原材料，燃料，減価償却，その他物的のコスト）の構成比であるので，

ここから，「総コスト」に占める物的コストの比を求めることができる。1955 年におけるこ

の比を，総コストではなく価格に掛けることによって，取引税（のかなりの部分）を除去

するのである。具体的な数字を使うと，以下のようになる。ある生産物について賃金が「総

コスト」のたとえば 20％を占めているとすると，当然のことながら 20％の分母は「総コス

ト」である。しかしナターが行なったのは，20％を総コストでなく価格に掛け，それを当

該生産物の「単位価値」とすることであった。したがって，単位価値から物的コストは確

かに除去されているが，同時に「利潤プラス取引税」部分の 80％が控除されるから，残余

の 20％は単位価値の中に残存していることになる。取引税を完全に除去することはできな

いが，利用可能なデータの中で取引税の大きな部分を除去できる実質的に唯一の方法がこ

れであったといってもよいかもしれない。脚注 207 に示した 3 つの生産物を除く 21 の消費

財については，この方法によって単位価値が計算され，したがって取引税が控除されてい

る。ただし，それらの 21 の消費財のうち，13 は 1955 年におけるコスト構造のデータが使

われているが，残りの 8 つの生産物はデータの欠如によって 1934 年という古い時点のコス

ト構造データが利用されている（ibid., pp. 120-121）209。 

なお，第 3 章で示したように，取引税は上述の消費財以外の工業製品にも広く課せられ

ていた。しかしナターは，軽工業と食品工業以外の生産物に対する取引税については無視

している。たしかに消費財以外に課せられた取引税の税率はごく小さく，実際上，それら

を無視しても生産指数に大きなゆがみは生じないと考えてもよいかもしれない。 

                                                                                                                                                     
（Nutter, 1962, p. 122, footnote 14）。ナターが利用したこれらの取引税率の出所は，Yugow（1942, p. 131）

であった。なお，筆者の推計においては，多くの生産物価格からこのような形で直接的に取引税が控除さ

れているが，その場合の取引税率の出所は，1975 年に出版されたアルヒーフ資料（История, 1973; 1975）

であった。しかしながら，Yugow (1942)，История (1973; 1975) ともに，それらに掲載されている取引税

率が確かに 1955 年現在の取引税率であるという確証はない。 
208 ソ連工業（あるいは各部門・生産物グループ）における「総コスト」の構造についての統計は，毎年

のナルホーズあるいはナターが利用した ЦСУ СМ СССР (1957)のような工業統計集に，«Структура 

затрат на производство продукции промышленности»などのタイトルで掲載されている。このデータ

は，後述のデサイの生産指数推計にも用いられている（第 7 章 7-2-2 参照）。 
209 1955 年のデータが利用されたのは，「綿織物」「亜麻織物」「毛織物」「絹レーヨン織物」「ニット製品」

「靴下」「革靴」「砂糖」「肉」「バター」「キャンディ」「ウォッカ」「マッチ」，1934 年のデータが利用され

たのは，「堅い革製品」「柔らかい革製品」「植物油」「缶詰」「穀粉」「ビール」「タバコ」「マホルカ」であ

る。 
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このような次第で，1928 年ウェイト指数にくらべれば，1955 年ウェイト指数はナターに

とっても不満足な点が多かったと推測されるが，作成当時の資料の公開状況にかんがみて

やむを得なかった面も多いと思われる。上で述べたように，ナターの最終的な全民生品生

産指数は，1928 年ウェイト指数と 1955 年ウェイト指数の合成指数つまり移動ウェイト指

数である。すなわち 1913-37 年については 1928 年ウェイト指数が，1937-1940 年について

は 1928 年ウェイト指数と 1955 年ウェイト指数の幾何平均が，1940-1958 年については

1955 年ウェイト指数が採用されている。この結果を S 指数とくらべてみると，前掲表 6-6

に示したように，全体として S 指数よりもかなり成長率が小さくなっている。すなわち同

表によれば，1928 年の指数を 100 とすると，ナターの全民生工業品指数は 561 であるのに

対して，栖原の民生品生産指数は 705 となっている。二つの指数の生産物カヴァレッジは

ほぼ同様であり，また個別生産物のウェイト基準年も同じ 1928 年および 1955 年が用いら

れている。にもかかわらず二つの指数の値がこのように乖離しているのは，いかなる理由

によるものであろうか。 

 

表 6-25 ナターによる部門分類とその修正 

ナターによる部門分類 修正 

電力・燃料 電力部門と燃料部門に分割する 

製鉄 修正なし 

非鉄 修正なし 

化学 

含まれている生産物の「紙」「ボール紙」を木材・
製紙部門に移動，「ゴム靴」を軽工業部門に移動す
る 

輸送用機器 
「農業機械」「雑多機械」「耐久消費財」とあわせて
機械部門とする 

農業機械 
「輸送用機器」「雑多機械」「耐久消費財」とあわせ
て機械部門とする 

雑多機械 
「輸送用機器」「農業機械」「耐久消費財」とあわせ
て機械部門とする 

建設資材 
含まれている生産物の「産業用搬出木材」「材木」「合
板」を木材・製紙部門に移動する 

 

「化学」部門に含まれている生産物の「紙」「ボー
ル紙」，「建設資材」部門に含まれている生産物の「産
業用搬出木材」「材木」「合板」，「食品・同関連製品」
部門に含まれている「マッチ」をあわせて木材・製
紙部門とする 

繊維・同関連製品 
「化学」部門に含まれている生産物の「ゴム靴」を
加えて，軽工業部門とする 

食品・同関連製品 
含まれている生産物の「マッチ」を除いて，食品部
門とする 

耐久消費財 
「農業機械」「雑多機械」「耐久消費財」をあわせて
機械部門とする 

注：ナターによる部門分割の詳細は，Nutter（1962, pp. 568-573）による． 

 

 

その理由を探るために，まず両者の部門別指数の比較から検討を始めよう。ただし，S 指

数は当初から部門別指数の算定が意図されていたが，ナター指数は必ずしもそうではない。

彼の念頭にあったのは，前述のとおり工業原材料，最終生産物，全生産物の指数作成であ

って，個別部門指数の作成が明確に意識されていたわけではなかった。実際，彼の著書か
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ら直接的に知ることのできるのは，表 6-25 の左側に示したような部門分類に基づく指数で

あり，これは，ソ連公式統計の分類方法をそのまま踏襲した S 指数における部門分類とは

異なっている。そこで，二つの指数の比較を容易にするために，ナターによる部門分割を S

指数に合わせて変更し，あらためてナターの方法で部門指数を算定してみることとした。

その際の部門分割についての修正方法が表 6-25 にまとめられている。 

 

6-26 ナターによる部門指数と栖原による部門指数の比較 

  

1913 1928 1932 1937 1940 1945 1950 1955 

対 S 

指数 

比(%) 

電力 

ナター修正

A 

39 100 270 722 964 863.5 1821 3397 99.9 

S 41 100 270 722 965 864 1822 3400  

燃料 

ナター修正

A 

78 100 191.5 327 406 321 583.5 895 97.2 

S 80 100 191 336 424 335 601 920  

製鉄 
ナター 114 100 153 416 428 268 610 1035 99.2 

S 106 100 147 407 418 268 621 1044  

非鉄 

ナター 103 100 203 584 871 639 1327 2475 113.4 

ナター修正

B 

103 100 203 584 809 580 1181 2146 98.3 

S 103 100 203 581 805 591 1201 2183  

化学 

ナター 92 100 185 391 389 146 675 975 37.3 

ナター修正

A 

57 100 235 781.5 867 430 1739 2664 101.9 

S 58 100 207 753 836 406 1748 2615  

機械（不 

含雑機 

械） 

ナター 70 100 299 1139 799 186 1849 2100 86.7 

ナター修正

A 

70 100 307 1205 837 189 1946.4 2421  

機械（含 

雑機械） 

ナター 67 100 364 1067 814 254.5 1941 2428 95.7 

ナター修正

A 

67 100 367.5 1121 843.5 257 2017 2672 105.3 

S 59 100 320 852 642 232 1653 2537  

木材・ 

製紙 

ナター修正

A 

111 100 160 209 210 99 290 407 74.4 

ナター修正

AB 

84 100 220 287 289 136 398 559 102.2 

S 97 100 225 290 316 167 393 547  

建設資材 

ナター 114 100 162 220 216 102 302 453 56.7 

ナター修正

A 

97 100 144 284 240 98 367 695 86.8 

S 115 100 150 279 260 90 388 800  

軽 

ナター 88.5 100 93 134 155 61 158 243 74.6 

ナター修正

A 

88 100 95.6 137 157 61 162.5 247 75.8 

ナタ -修正

AB 

104 100 110 169.5 193 74.6 200 305 93.4 

S 99 100 110 172 197 73 207 326  

食品 

ナター 119 100 113 181 1865 98 201 309 96.6 

ナター修正

A 

119.5 100 113 182 186 98 201 310 96.7 

ナタ -修正

AB 

122 100 116 187 192 101 207 318 99.6 

S 123 100 108 171 185 77 208 320  



301 

 

注：各部門において「ナター」とある指数は，ナターのオリジナル部門別指数．出所は，Nutter（1962, pp. 

525-528）．作成方法については本文参照． 「ナター修正 A」とあるのは，ナターのオリジナル部門別指数

に対し，品目を変更するなどして S 指数の部門編成に改めたうえで指数を再計算した場合の指数を意味す

る．「ナター修正 B」とは，ナターによる指数の部門生産物の生産量データの一部を，ナターの数字から栖

原の数字に改めて計算された指数を意味する．「ナター修正 AB」は，修正 A を行なったうえでさらに修正

B を加えた指数を意味する．修正方法の詳細は，本文を参照のこと．「対 S 指数比」は，分母に 1955 年の

S 指数を置いてそれを当該指数の 1955 年の値と比較したときに，当該指数が S 指数の何％であるかを示し

たもの． 

 

 

 表 6-25 にまとめられた部門分割方法に従い，さらにナターの指数計算方法を適用して得

られた指数，およびそれらに対応する S 指数が表 6-26 に比較されている。表 6-26 の指数

の導出方法について，簡単に説明しておこう。表で，ナターあるいはナター修正とある指

数はいずれも，ナター（Nutter, 1962, pp. 525-528, Tables D-3, D-4）から得られた 1928

年ウェイト指数および 1955 年ウェイト指数の両者を，全民生品生産指数についてのナター

の方法によって，すなわち 1937-40年については両指数の幾何平均，それ以外の期間は 1928

年ウェイト指数および1955年ウェイト指数を利用して合成された移動ウェイト指数である

（ナター自身は，部門指数については，このような方法で移動ウェイト指数を計算してい

ない）。この中で，表で「ナター」と書かれている指数は，ナターが全民生工業品指数を計

算する際に行なった部門分割（表 6-25，左側）に基づいて算出された指数である。また「ナ

ター修正 A」とある指数は，表 6-25 の右側に示した修正手続きを行なって，「ナター」指数

を S 指数の部門分割の方法に改めたうえで得られた 1928 年ウェイト指数と 1955 年ウェイ

ト指数を，上述の方法で合成したものである。さらに「ナター修正 B」とある指数は，「ナ

ター」指数あるいは「ナター修正 A」指数において，個別生産物の生産量データの一部を，

ナターが使用したデータから栖原が使用したデータに変更したものである。ナターも栖原

も，生産量データとしてはほとんどがソ連の統計当局の公表による生産量を使っているが，

公表の時期によって数字が改められているものがある。栖原は，そうした後年になった修

正された数字を使っているのに対して，当然のことながらナターの指数には古い数字が使

われている。このような基礎的な生産量データの変更による指数への影響を調べるために，

「ナター」指数あるいは「ナター修正 A」指数においてナターが利用した数値と筆者の数値

の異なっているものについて，ナターの数値を栖原のそれに改めた。それが「ナター修正 B

指数」あるいは「ナター修正 AB」指数である。前者は，「ナター」指数に対してこの修正

を施したことを意味するの対して，後者は「ナター修正 A」指数に対して同じ修正が施され

たことを意味する。最後に，表 6-26 右端の「対 S 指数比（％）」は，それぞれの指数が 1955

年において S 指数とどの程度の乖離があるかを調べるために，S 指数を分母とした当該指

数の大きさを％で示したものである。なお，S 指数としては，筆者による民生工業製品指数

がとられている。 

 両指数の比較を，個別部門のそれぞれについて行なってみよう。まず電力部門と燃料部

門である。ナターの場合には，この二つの部分が一括して電力燃料部門とされる。表 6-26

の電力部門についての「ナター修正 A」指数は，ナターの電力燃料部門から「電力」の一品
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目だけを取り出して指数を計算したもので，当然のことながら S 指数とほとんど一致して

いる。1955 年における若干の差異は，生産量データのわずかの違いによるものである。燃

料部門の「ナター修正 A」指数は，ナターの電力燃料部門指数から「電力」を除外して新た

に作った指数である。ナターと栖原の生産物カヴァレッジにわずかな違いがあるが，実質

的にほぼ両者は一致しているといえる。生産物カヴァレッジの主たる違いは，ナターが「無

煙炭」と「瀝青炭」を区別しているのに対して，S 指数では両者を一括して｢石炭｣として計

算していることである。二つの指数の乖離は，1955 年の数値で 3％を切るほどのわずかな

ものにすぎず，指数の値はほとんど一致しているといえるだろう。 

 製鉄部門についてのナターのオリジナルな指数も，S 指数とほとんど変わりがない。ナタ

ーの指数に含められておらず，筆者の指数に含まれている生産物は「鋼管」と「コークス」

であるが，この生産物カヴァレッジの違いは指数にはほとんど影響していない。これに対

して，非鉄金属部門のナターのオリジナル指数は，両者の生産物カヴァレッジが全く同じ

であるにもかかわらず，S 指数よりも若干高い成長率を示しており，1955 年での乖離幅は

13％となっている。しかしこの乖離は，実際のところ個別生産物生産量データの相違によ

るもので，S 指数における生産量データを利用した「ナター修正 B」指数は S 指数とほとん

ど一致することとなり，1955 年の乖離率は 2％を切っている。 

 ナターの化学工業部門には，表 6-25 に示したように木材製紙工業部門の生産物（「紙」「ボ

ール紙」）および軽工業部門の生産物（「ゴム靴」）が含まれており，これらの生産物の影響

によって，表 6-26 にみるようにナターのオリジナル指数の成長率は S 指数よりも大幅に低

い。しかしこれら 3 つの生産物を除外し，S 指数と同様の部門分類に修正したうえで計算さ

れた指数は S 指数に接近し，1955 年における乖離率も 2％を切るほどになる。 

 次に機械部門であるが，ここに一つ問題点がある。ナターは機械の生産指数を計算する

際に極度の慎重さを見せており，これが彼の推計の大きな特徴となっている。すなわちナ

ターは，次のように述べる。「生産指数を作成する際の最も重大な実際的困難の一つは，耐

久生産物，特に資本設備と軍事目的物資の場合に生ずる。…なぜなら，非常に多くのヴァ

ラエティにとんだ生産物がしばしば注文生産によって生産されるからであり，また基本的

なデザインが非常に急速かつ根本的に変更されるからである。…ここ（米国製造業センサ

スにおいて雑多な機械の生産を測定するという場合―引用者注）での第一の問題は，それ

ぞれの部門の境界を確定し，多くの年について比較可能な生産量データを集めることであ

る。…さらに第二の問題は，生産の指標を選択することである。機械の数量は十分に意味

のあるものではない。というのは，それぞれ理由のあるさまざまな定義づけによって，そ

の数量は 19 万から 240 万にまで大きく変わるからである」（Nutter, 1962, pp. 139, 141）。

このような理由で，ナターは彼のベーシックな指数計算から，彼のいう雑多機械を除外し

ている。つまり，彼の機械部門の生産を代表しているのは，「乗用車」「トラック・バス」

などの輸送機器と，「トラクター」「トラクター用プラウ」などの農業機械であり，それ以

外のたとえば「スティーム・ボイラー」「水力タービン」から「計算機」「タイプライター」

にいたる多種多様な生産物は，一まとめにして「雑多なタイプの機械」として計算から除

外されている210。表 6-26 の「機械（不含雑機械）」と表示された指数は，そのような指数

                                                   
210 ナターは，「自転車」「カメラ」などの工業製品を，機械部門とは別の「耐久消費財」部門としている。 
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である。ただし彼は，表 6-26 に示したベンチマーク年については，雑多機械の生産を含め

た指数も示している。それが表の「機械（含雑機械）」というシリーズである。 

 確かに機械の生産を正確に測定することは，ナターのあげているような理由から困難で

はあるが，それを全面的に除外することは生産指数に何らかのバイアスをもたらす可能性

が大きいと思われる。雑多機械の生産額は，1928 年において機械生産全体の 23.9％，1955

年で 38.6％と相当の大きさを占める（ibid., p. 526，より計算）。実際のところ，ナターの

指数による成長率が S 指数よりも低くなっている原因の一つに，ナター指数が雑多機械を

カヴァーしていないことが指摘できる。ナターもいっているとおり，「（ナターの）雑多機

械を含む移動ウェイト機械生産指数は，それを含まない指数よりも 1913-55 年においてお

よそ 20％速く成長する。全民生工業生産物指数は，およそ 7％速く成長する」（ibid,, p. 144）。

ナターの雑多機械を含む機械部門を S 指数との比較の対象にとると，ナターの定義による

機械部門（耐久消費財を除く）は 1955 年において S 指数よりも 4％強低い値を示すが，こ

れに耐久消費財生産を加えた S 指数定義の生産指数は，表 6-26 に示されているように 1955

年において，かえって S 指数を 5％強上回ることになる。 

 ナターの建設資材部門は，S 指数でいう木材・製紙部門の生産物（「産業用搬出木材」「材

木」「合板」）を含んでいる。これらの生産物に，ナターの分類によれば化学工業部門に属

している「紙」「ボール紙」，食品部門に属している「マッチ」を加えて木材・製紙部門と

たうえで，さらにナターの方法によって生産指数を計算したのが，表 6-26 木材・製紙部門

の「ナター修正 A」指数，さらに「産業用搬出木材」「材木」「合板」「紙」のソ連初期にお

ける生産量を，後年発表の S 指数による生産量データに改めたのが「ナター修正 AB」指数

である。「ナター修正 A」指数の 1955 年における S 指数との乖離率は 26％ほどで乖離幅が

大きいが，「ナター修正 AB」指数におけるそれは 2％程度にすぎなくなる。 

 表 6-26 の建設資材部門の「ナター修正 A」指数は，ナターの部門分類による「ナター指

数」から「産業用木材搬出」「材木」「合板」を除いて計算された指数であり，この修正に

よって 1955 年における対 S 指数比は，オリジナルの「ナター指数」の 57％から 87％とな

る。87％という乖離率でも相当に大きな食い違いのように思われるが，実は「ナター修正A」

指数には，S 指数では含まれていなかった「ガラス」の生産が含まれている。もしも「ナタ

ー修正 A」指数からこの「ガラス」の生産を除外した場合には，表には記載されていないが

1955 年における対 S 指数比は 99.2％となって，S 指数とほとんど一致する（ソ連統計当局

の分類では，「ガラス」は建設資材工業部門に含まれていないと判断されるので，S 指数の

建設資材部門からも除かれた）。 

 ナターによるオリジナルの軽工業部門に関する生産指数の1955年における生産指数の値

は，S 指数の 75％であり，これに「ゴム靴」（ナターの分類では化学工業部門に属する）の

生産を加えた「ナター修正 A」指数の同年の値も，S 指数の 76％であってほとんど変化し

ない。しかし，この指数に含まれる「堅い革」「柔らかい革」「靴」「ゴム靴」「綿織物」「絹

織物」「毛織物」の初期生産量（1930 年代までの生産量）について，S 指数で用いられた生

産量データを適用した「ナター修正 AB」指数の 1955 年における S 指数との乖離率は，6.6％

ほどで S 指数にかなり接近する。食品工業についても状況は同様で，オリジナルの「ナタ

ー」指数およびそこから「マッチ」の生産を除外した「ナター修正 A」指数の 1955 年にお

ける対 S 指数比はほぼ不変の 97％弱であるが，「肉」「植物油」「漁獲」「石鹸」「粗糖」「粗



304 

 

アルコール」「マホルカ」について S 指数生産量データを適用した「ナター修正 AB」指数

の乖離率は 99.6％であり，S 指数とほぼ一致することになる。 

 以上の部門指数についての考察を要約すると，以下のようになろう。すなわちナター指

数と S 指数における部門指数の相違の原因は，そのほとんどがナターによる「雑多機械」

の除外と，指数計算の基礎となる生産量データの不一致によると考えられるということで

ある。実際，ナターの生産数量に代えて栖原の生産数量を用い，また機械部門について雑

多機械を指数計算に含めると，1995 年における修正されたナター指数と S 指数の乖離率は

建設資材部門を除いて 5％以内となり，その建設資材部門でもナターの指数から「ガラス」

を除くと S 指数とほとんど一致する。もちろんこのような結論は，ある意味では当然のこ

とである。前にも述べたとおり，両者の生産物カヴァレッジは似通っており，生産物単位

価値の基準年も同様に 1928 年と 1955 年である。個別部門指数における両者の差は，上で

述べた二つの大きな要因を除けば，生産物カヴァレッジや生産物単位価値の差，部門分割

の方法によって生じるウェイトのわずかな差異，そして 1928 年ウェイト指数と 1955 年ウ

ェイト指数の合成方法の違いから生じることになる211。しかしこうした差異も，結局のと

ころ両者の部門指数にそれほど大きな違いをもたらすことはなかったといってよかろう。 

 

 

表 6-27 修正されたナター全民生工業生産指数および栖原による全民生工業生産指数 

 
1913 1928 1932 1937 1940 1945 1950 1955 

対 S 指 

数比％ 

ナター・オリジナ
ル指数 

98 100 140 261 268 120 388 564 79.9 

ナター修正指数
（1-1） 

97 100 140 261 263 117 396 570 80.8 

ナター修正指数
（1-2） 

97 100 143 265 271 124 412 605 85.8 

ナター修正指数
（2-1） 

100 100 151 284 287 126 431 621 88.0 

ナター修正指数
（2-2） 

99 100 155 289 295 134 448 658 93.2 

S 指数 90 100 148 274 275 125 448 705  

注：ナター・オリジナル指数：雑多機械を含まず．移動ウェイト指数．出所は Nutter（1962, p. 113）． 

ナター修正指数（1-1）：ナターの部門分類を栖原によるそれに代えた上で導かれた指数．雑多機械を含ま

ず． 

ナター修正指数（1-2）：ナターの部門分類を栖原によるそれに代えた上で導かれた指数．雑多機械を含む． 

ナター修正指数（2-1）：ナター修正指数（1-1）に，栖原の生産量データを一部適用して導かれた指数． 

ナター修正指数（2-2）：ナター修正指数（1-2）に，栖原の生産量データを一部適用して導かれた指数． 

S 指数：筆者による，民生工業品生産指数． 

対 S 指数比（％）：1955 年における S 指数の値に対する各指数の同年の値の比を％表示したもの． 

                                                   
211 栖原推計における部門指数の合成方法は，1913-32 年の期間については 1928 年ウェイト指数，1932-45

年については 1928 年ウェイト指数と 1955 年ウェイト指数の幾何平均，1945-55 年については 1955 年ウ

ェイト指数を採用してそれらを接続したものであった。本書第 2 章参照。このような S 指数の合成方法は，

ナター指数の合成方法に比較して 1928 年ウェイト指数の採用割合が小さく，したがって他の条件が同じで

あれば，より低い成長率を生成するように思われる。 
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そこで今度は，これらの部門指数を組み合わせてできる全工業生産指数の比較に移ろう。

表 6-27 に示されたのは，オリジナルのナターの全民生品生産指数およびそれを筆者が修正

した 4 種類の指数，それに S 指数の民生品生産指数である。あらためて導出方法を簡単に

述べておくと，「ナター・オリジナル指数」は，全民生品に関するナターの 1928 年ウェイ

ト指数と 1955 年ウェイト指数の合成指数である。また「ナター修正指数（1-1）」は，表 6-26

の各部門の「ナター修正 A 指数」を，オリジナルのナター指数と同様の方法で再集計した

指数である212。ただし機械部門については，ナターのいう「雑多機械」を含めていない。

したがってこの指数は，表 6-27 の「ナター・オリジナル指数」から単に部門分類を変えた

だけの指数であるが，部門変更の場合のわずかなウェイトの変化が指数の値の若干の変化

となってあらわれていると思われる。また表 6-27 の「ナター修正指数（1-2）」は，「ナター

修正指数（1-1）」の機械部門に雑多機械を含めた場合の指数である。表に見るように指数の

値が若干大きくなり，1955 年の指数の値が S 指数の 81％から 86％へと増加する。 

さらに表の「ナター修正指数（2-1）」は，「ナター修正指数（1-1）」の部門指数のうち，

非鉄金属部門の指数を表 6-26 の「ナター修正 B 指数」に，木材・製紙工業部門，軽工業部

門，食品工業部門の指数を表 6-26 の「ナター修正 AB 指数」に改めた指数である。つまり

この指数は，「ナター修正指数（1-1）」において，ナターの生産量データに代えて筆者のそ

れを用いた場合の指数である。また「ナター修正指数（2-2）」は，「ナター修正指数（2-1）」

において機械部門に雑多機械を含めた場合の指数である。この措置によって，修正された

ナターの指数はさらに S 指数に近づく。1930-40 年代には，すでに S 指数の値を上回る年

も出てくる。しかし 1955 年の指数の値は S 指数の値の 93％であって，依然としてナター

の指数の全期間に関する生産増加率は S 指数のそれを下回っている。 

以上のことから，ナターによる指数と筆者による指数の差は，部門指数を集計して全民

生品指数とするときの手続きからも生じていることがわかる。この点に関連して見逃せな

いのが，ナターの帰属ウェイトに関する議論である。すなわちナターは，代表生産物によ

って作り出される指数シリーズには，できるかぎりそれらの代表生産物のウェイトをその

まま用いるべきであり，たとえば同じ部門に属する他の生産物のウェイトを代表生産物に

よって作られるシリーズに帰属させることは避けるべきであると考えている。「この問題を，

具体的な例で考えてみよう。 

たとえば，「製鉄工業」に属する生産物群を考え，この生産物群が「鉄鉱石」「粗鋼」「圧

延鉄材」の 3 つの生産物で代表されているとしよう。……この場合に，これらの 3 つの生

産物をウェイトつきで集計してできる生産指数は，この部門に属するすべての生産物をウ

ェイトつきで集計して得られる指数とはかなり異なっているかもしれない。その場合に，

製鉄工業についての生産指数を，陽表的にカヴァーしている生産物のみに当てはまるもの

と考えるべきであろうか，それとも陽表的にはカヴァーされていないけれども一般的にこ

のカテゴリーに分類されると考えられるその他の雑多な生産物にも適用されるものと考え

るべきであろうか。……ウェイトは，直接的なものであるべきか，すなわち生産指数によ

って陽表的にカヴァーされている生産物に限定されるべきか。それとも帰属ウェイト，す

                                                   
212 製鉄部門と非鉄金属部門は，オリジナルのナター指数をそのまま使う。 
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なわち陽表的にはカヴァーされていなくても，インプリシットにカヴァーされていると考

えられる生産物群の全体にまで拡張されるべきであるのか。もちろん同じ問題は，生産物

群のレヴェルだけでなく，たとえば生産物レヴェルなど，いかなるレヴェルにおいても生

ずることになる」（ibid., p. 124）。 

ナターはこの問題について，可能であるならば直接ウェイトを用いるべきだと主張する。

実際ナターは，帰属ウェイトの使用を避け，表 6-28 に示した直接ウェイトを用いて 1928

年ウェイトの全民生品生産指数を計算している。またナターの他の二つの生産指数，すな

わち工業原材料生産指数も民生最終生産物指数も，ともにこの直接ウェイトで推計されて

いる。ナターが帰属ウェイトの使用を避ける理由は単純である。つまり，公表されている

生産量は，宣伝効果を重視するソ連公式統計の性格からして様々な生産物の中でも特に生

産増加の著しいものが多く，したがって公表されていない生産物の生産量増加はそれより

もかなり劣ると想定される。しかるに帰属ウェイトを利用するということは，ある生産グ

ループにおける代表生産物以外の生産物も代表生産物と同様に成長していることを仮定す

ることであるから，実態にあっていないというわけである。 

 

 

表 6-28 1928 年部門別付加価値：帰属ウェイトと直接ウェイト 

 帰属 

（100万ﾙｰﾌﾞﾙ） 

直接 

（100万ﾙｰﾌﾞﾙ） 

帰属 

（％） 

直接 

（％） 

電力 274.4 274.4 3.8 4.6 

燃料 744.8 651.9 10.3 11.0 

製鉄 314.8 321.2 4.3 5.4 

非鉄金属 51.2 18.2 0.7 0.3 

化学 317.2 168.5 4.4 2.8 

輸送機器 89.3 60.8 1.2 1.0 

農業機械 81.9 83.6 1.1 1.4 

耐久消費財 47.2 8.6 0.7 0.1 

雑多機械 248.1 45.4 3.4 0.8 

建設資材 1150.4 935.8 15.8 15.8 

繊維・同関連製品 2198.7 1774.9 30.3 30.0 

食品・同関連製品 1740.6 1580.7 24.0 26.7 

合計 7260.8 5924.0 100.0 99.9 

注：ナターは，オリジナルの資料から推定した電力を除くすべての部門の付加価値生産額に 0.9801 を掛け，

その部門における電力生産想定分を控除している．たとえば製鉄部門では，前述したとおり帰属ウェイト

と直接ウェイトが同一のはずであるのに，上表で帰属ウェイトが若干低いのはそのためである．直接付加

価値額は，脚注 203 に引用したルールによって，各部門代表生産物による生産額がソ連当局による公式生

産額の 0.9 以下である場合には，帰属付加価値額にその比の値を掛けることによって算定されている．直

接ウェイトの合計が 100％でないのは，丸め誤差による． 

出所：Nutter (1962, p. 314, Table A-6)． 

 

 

表 6-29 直接ウェイト指数と帰属ウェイト指数：1928 年ウェイト指数 

 1913 1928 1937 1940 1955 

直接ウェイトによる指数 100 (100) 102 (102) 268 (266) 289 (287) 697 (692) 

帰属ウェイトによる指数 100 103 284 298 754 
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注：ナターは，彼の指数計算でわずかな計算間違いをしており，直接ウェイト指数は正しくは（  ）内

の数字のようになる．すなわち 1913 年の中間工業生産物の 1928 年付加価値生産額は 2186.0 百万ルーブ

ルでなく 2226.0 百万ルーブル，1932 年の消費財の 1928 年付加価値生産額は 3467.4 百万ルーブルでなく

3467.0 百万ルーブル（Nutter, 1962, pp. 525, 526）．このように数字を修正すると，（  ）内の指数のよ

うになる． 

出所：（ibid., p. 125）． 

 

 

実際にナターは，表 6-28 に示した 1928 年の帰属ウェイトと直接ウェイトを同じ生産量

データに適用した結果を，表 6-29 のように示している。このように，直接ウェイトを用い

ると帰属ウェイトを用いた場合よりも生産増加テンポが小さくなるという。 

しかし，ナターの議論には疑問がある。つまり直接ウェイトを用いて生産指数を計算す

るということは，直接ウェイトでカヴァーされていない生産物の生産はすべて，このウェ

イトでカヴァーされている生産物と同じ割合で成長していることを仮定することであり，

この点では帰属ウェイトと変わりはない。すなわち，隠れている生産物の生産については，

直接ウェイトにしろ帰属ウェイトにしろ，何らかの形で推測せざるを得ないのである。ま

た表 6-29 のように帰属ウェイトによる指数が直接ウェイトによる指数よりも生産増加率が

高いのは偶然の結果であり，帰属ウェイトの値が少し変わればその指数は直接ウェイトよ

りも小さくなるだろう（ただしナターは，いつも直接ウェイトのほうが帰属ウェイトより

も指数の値が小さくなると言ってはいない）。 

他方で，ナターのように帰属計算を排除することについての明確なデメリットは，部門

指数を統合するときに，たまたま代表生産物の多い部門の生産増減率が過大評価され，逆

に代表生産物をもたない部門のそれが過小評価されることである。一般に，帰属計算を行

なわず直接ウェイトを用いるということは，すべてのカヴァーされていない生産物の生産

増加率が，計算された部分の生産と同じ成長率をもつと仮定することになる。これよりは，

部門ごとに計算されない部分をその部門の成長率と同じとみなすほうが，まだ推測の誤り

が減少することになるのではなかろうか（Kaplan & Moorsteen, 1960a, pp. 33-34）。 

 いずれにしても，ナターの 1928 年ウェイト指数は直接ウェイトが採用されており，結果

的に，表 6-29 に示されているように，帰属ウェイト指数よりも成長率が低い結果となった。

一方で，ナターの1955年ウェイト指数は，ウェイトとして用いられた雇用データの関係で，

帰属ウェイトの使用を余儀なくされている。つまりナター指数は，直接ウェイトの 1928 年

指数と帰属ウェイトの 1955 年ウェイト指数を合成した指数である。これに対して筆者の全

工業生産指数は，全体として帰属ウェイトが使われおり，この違いが二つの指数の乖離の

一つの原因となっていると思われる。 

 両者に乖離をもたらしたその他の要因として考えられるのは，部門指数集計の際に，ナ

ター指数では算術平均がとられているのに対して，S 指数では幾何平均がとられていること，

およびナター指数のウェイト（価格，および付加価値あるいは雇用量）基準年が 1928 年と

1955 年の 2 つであるのに対して，S 指数においては部門指数集計の際のウェイト基準年と

して多くのベンチマーク年がとられているということの二点であろう。まず第一の問題で

あるが，ナター自身が行なったように算術平均を使った場合と，それに代えて幾何平均を
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使った場合のどちらが大きな成長率をもたらすか判断するのは簡単でない。念のためにナ

ター指数の合成方法をもう一度示しておこう。1913-37 年については 1928 年生産量ウェイ

トによる部門指数を同年付加価値ウェイトによって算術平均した指数がそのまま全工業の

生産指数となる。1940-55 年については，1955 年生産量ウェイトによる部門指数を同年労

働力ウェイトによって算術平均した指数がそのまま全工業の生産指数となる。そして中間

の 1937-40 年は，1928 年全工業指数と 1955 年全工業指数のリンク・レラティヴの幾何平

均が全工業生産指数となる。この期間の前半については，部門指数の参照基準年が 1928 年

であるから，もちろん部門指数を算術平均した指数のほうが同じ部門指数を幾何平均した

指数よりも高い成長率を生み出すことになる。他方後半期については部門指数の参照基準

年が 1955 年であるから，逆に幾何平均指数のほうが算術平均指数よりも高い成長率を生み

出すことになる。この二つの逆方向の作用のどちらの絶対値が大きいのか。1928-37 年の生

産増大は，おそらく 1940-55 年の増大をしのぐと考えられるから，期間を全体としてみる

と算術平均指数のほうが高い成長率をもたらす可能性が大きいと思われる。表 6-30 に，実

際にナターのデータを用いた計算結果が示されている。表の第 1 行，第 2 行は，いずれも

雑多機械を含まない算術平均と幾何平均の比較，第 3 行と第 4 行は雑多機械を含んだ場合

の比較である。1955 年の指数をみると，雑多機械を含むと含まざるとにかかわらず算術平

均指数が幾何平均指数を上回っている。表には示されていないけれど，1928-37 年について

算術平均指数の生み出す成長率を計算すると，それは幾何平均指数のそれを上回っている。

逆に 1940-55 年については幾何平均指数の成長率のほうが高くなっている（たとえば

1928-37 年における「算術（1）」の年平均成長率は 11.3％，「幾何（1）」のそれは 9.2％，

1940-55 年の「算術（1）」は 5.1％，「幾何（1）」は 5.5％）。結局全体としてみると，算術

平均指数の成長率がやや高い。つまりわれわれの予想が裏づけられた形となっている。こ

の点からすると，算術平均を用いたナターの指数は，われわれのような幾何平均指数より

も高い成長率を生み出したはずであり，したがってナターが算術平均を用いたことによっ

て両指数の乖離はむしろ縮小したと考えることができる。 

 第二の問題はどうだろうか。推計の第二段階においても 2 つのウェイト基準年をもつナ

ター指数に対し，S 指数ではもっと細かくウェイト基準年をシフトさせている。ナターの指

数は，われわれの指数に比較すれば明らかに少ない統計情報しか含んでいないということ

はいえるだろうが，それが指数の成長率を高くするものであるのか逆であるのかにわかに

は判断しがたい。表 6-30 に下半分では，この問題を考えるためにわれわれの指数のデータ

にナターのウェイト・システムを適用してみた結果が示されている。すなわち表の「S 指数

（ナター方式 a）」は，S 指数の 1928 年生産量ウェイトの部門指数と 1955 年生産量ウェイ

トの部門指数を使い，それぞれ 1927 年付加価値ウェイトと 1955 年付加価値ウェイトで幾

何平均した 2 つの指数を，ナターの方式に従って接続した全工業生産指数である。また表

の「S 指数（ナター方式 b）」は，（1）S 指数の最終部門指数を用い，それらを 1928 年およ

び 1955 年を参照基準年としておいたセットを作る。（2）それぞれ 1928 年を参照基準年と

した最終部門指数を 1927 年付加価値ウェイトで加重幾何平均し，1955 年を参照基準年と

した最終部門指数を 1955 年付加価値ウェイトで加重幾何平均する。（3）その結果できる 2

つの指数をナターの方式に従って接続する，という手順によって合成した指数である（S 指

数については，いずれも民生工業生産指数を用いた）。表 6-30 から判断すると，いずれの
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方法によってもナターのウェイト・システムは S 推計のウェイトにくらべると出来上がっ

た指数の成長率を小さくする方向に作用するように思われる。 

 

 

表 6-30 平均形式およびウェイト・システムの違いによる指数の変化 

 

注：「ナター指数・算術（1）」は，ナターによるオリジナルの雑多機械を除く全民生品生産指数．「ナター

指数・幾何（1）」は，ナターのデータに基づき，部門指数の平均形式を算術平均から幾何平均に改めた場

合の生産指数．「ナター指数・算術（2）」は，雑多機械を含む全民生品生産指数．表 6-27「ナター修正指

数（1-2）とは部門分類の方法が異なるため，数値がやや変わっている．「ナター指数・幾何（2）」は，「ナ

ター指数・算術（2）」の部門指数の平均形式を算術平均から幾何平均に改めた場合の生産指数．「S 指数（ナ

ター方式 a）」および「S 指数（ナター方式 b）」は，S 指数においてナターによる移動ウェイト方式を用い

た場合の生産指数．a と b の違いについては本文参照．「S 指数オリジナル」は，われわれの民生工業生産

指数．第 1 行目の「ナター算術（1）」以外は，筆者による計算． 

 

 

以上述べてきたナター指数と S 指数の乖離の原因をまとめよう。S 指数による工業全体

の成長率は，ナター指数によるそれよりも大きいという結果が出ているが，その主たる原

因の一つは，筆者が用いた代表生産物生産量データは概してナターが用いたものよりも生

産量が大きいということである。これは，ソ連統計当局が正確を期すために行なった生産

量修正の結果と考えられる。したがって，この点では S 指数に優位性があるといえるだろ

う。またナターの指数は「雑多機械」を含んでいない。これを考慮すれば，ナターの指数

はもっと大きな値となったと思われる。またナターは部門指数の集計を 1928 年と 1955 年

の 2 回しか行っていないが，S 指数はより頻繁にウェイトの変更を行ない，部門ごとの付加

価値生産の変化を指数に反映させている。これも，S 指数がナター指数よりも大きくなった

ことの一因となっているのかもしれない。また，ナターがその 1928 年ウェイト指数で行な

った直接ウェイト方式の採用は，表 6-29 の結果からするとやはりナター指数の値を小さく

する方向に作用したと考えられる。他方，S 指数では部門指数の集計に幾何平均が用いられ

ており，これは上で述べた多くの措置と違って S 指数を小さくさせる効果をもっていると

考えられる。以上のような様々な要因の結果として，ナター指数の成長率は S 指数のそれ

よりも若干低くなった。前掲 6-6 表，6-7 表によれば，1928 年における指数を 100 とした

ときのナター民生指数の1955年の値は564であるのに対してS指数のそれは716，1928-55

年における年平均成長率でいえばナター指数の 6.7％に対して S 指数は 7.7％と，ちょうど

1％の差となっている。 

1913 1928 1932 1937 1940 1945 1950 1955
ナター指数・算術（1） 98 100 140 261 267 120 388 564
ナター指数・幾何（1） 96 100 132 222 225 88 339 501
ナター指数・算術（2） 97 100 144 266 272 124 412 603
ナター指数・幾何（2） 96 100 134 224 228 92 364 540
S指数（ナター方式a） 97 100 149 261 270 123 431 678
S指数（ナター方式b） 97 100 149 259 267 127 445 700
S指数（オリジナル） 91 100 149 277 278 127 455 716
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6-3-9．ハーニンの推計 

 ソ連崩壊前後にロシアの経済学者ギルシュ（グリゴリー）・ハーニンが公刊した『ソ連経

済発展の変動』（Ханин, 1991, стр. 146）による値である。前掲表 6-6 に示されているよう

に，われわれの指数よりも若干高い値であるが，多くの独自推計と同様の数字であるとい

えるだろう。推定方法などについては，第 7 章 7-2-4 で述べることとしよう。 

 

6-3-10 小括 

 本節では，第 2 次世界大戦終了から 1960 年頃までにあらわれた多くのソ連工業生産指数

独自推計を，われわれの指数と比較しながらみてきた。そのような独自推計は，すべて公

式統計における生産指数よりも成長率が小さいという共通点をもってはいるが，指数の値

自体はそれぞれにかなりの相違を示すものだった。われわれが推計した生産指数は，その

中では中位にあるといえるだろう。すなわち，明らかにわれわれよりも高い推計であると

いえるものがシートンおよびホッジマンによる推計であるのに対し，われわれよりも低い

といえるものがカプラン=ムーアスティンおよびナターによる推計であって，それ以外にわ

れわれがみてきたクラーク，ジャスニーの推計値は，ほぼわれわれの指数と同様といえる

範囲におさまっているからである。 

 本節では，特になぜ先行研究における指数の値がわれわれの指数の値と異なっているか

を明らかにしようと努めてきた。乖離の理由は様々であるが，われわれと同様の手法をと

って推計された指数については，基礎となる個別生産物の生産量データの質と量の問題，

それららを集計する際のウェイトの問題（価格，取引税，雇用量，付加価値などのデータ

の質と量，直接ウェイトか帰属ウェイトか，固定ウェイトか移動ウェイトか），基準年の問

題（ガーシェンクロン効果を回避できるか否か），平均の形式の問題（算術平均か幾何平均

か）といった論点が議論された。われわれの指数と他の推計との相違については，おおよ

そのところ納得のいく理由の存在が確認されたといってよいだろう。 
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第 7 章 比較：ソ連後半期 

 

7-1．公式指数との比較 

前章では，ソ連前半期の 1913-1955（1960）年という期間について，われわれの指数を

ソ連公式統計あるいはさまざまな独自生産指数推計と比較した。本章では，ソ連後半期す

なわち 1950-90 年について，われわれの指数を他の指数と比較することにしよう。1960 年

でなく 1950 年を起点とするのは，前章と同様多くの独自推計の起点が 1950 年であるとい

う便宜的な理由からである。本章でも，まずソ連当局が公表してきた公式指数との比較か

ら始めよう。 

前章 6-2 で指摘したように，ソ連統計当局はナルホーズの 1974 年版において公式生産指

数の見直しを行なっており，この見直しを踏まえた指数を用いることが望ましい。そこで

われわれはまず 1950-75 年については，ナルホーズ 1976 年版（Нархоз за 60 лет, стр. 79）

に記載された 1951-75 年の対前年比成長率を利用することとした。同様に，1976-80 年に

ついては 1981 年版ナルホーズ（Нархоз 1922-1982, стр. 65），1981-84 年については 1988

年版ナルホーズ（Нархоз в 1988 г, стр. 7），1985-90 年については 1990 年版ナルホーズ

（Нархоз в 1990 г, стр. 7）に記された成長率を利用して指数を作成することとした。これ

らの資料には，成長率が小数点以下 1 桁まで表示されているので都合がよい。 

 

 

図 7-1 公式指数と S 指数（全工業，1950-90 年，1950 年指数=100） 

 
注：公式統計による工業生産成長率から計算．成長率は，以下のナルホーズによる．1950-75 年：Нархоз 

за 60 лет, стр. 79; 1976-80 年：Нархоз 1922-1982, стр. 65; 1981-84 年：Нархоз в 1988 г., стр. 7; 1985-90
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年：Нархоз в 1990 г., стр. 6．S 指数の成長率は，巻末付表 2 より． 

 

 

表 7-1 公式指数と S 指数（1960 年指数=100） 

 公式指数 S 指数  公式指数 S 指数 

1950 33 42 1975 325 209 

1955 61 71 1980 404 230 

1960 100 100 1985 482 244 

1965 151 133 1990 546 246 

1970 227 170    

出所：公式指数については，図 7-1 に記した出所による成長率から計算した．S 指数の出所は，巻末付表 2．

以下の図表で S 指数の出所はいずれも巻末付表 2． 

 

 

図 7-2 公式指数と S 指数の年平均成長率（全工業，1950-90 年，％） 

 

出所：図 7-1 に同じ． 

 

 

表 7-2 公式指数と S 指数の年平均成長率（1950-90 年，％） 

 

注：成長率は，期間の最初の年と最後の年の指数より計算した．乖離率は，（公式指数成長率－S 指数成長

率）／S 指数の％表示．差は，公式指数成長率－S 指数成長率． 

公式指数 S指数 乖離率(%) 差(%) 公式指数 S指数 乖離率(%) 差(%)
1950-55 13.1 11.1 18.3 2.0 1975-80 4.5 1.9 139.6 2.6
1955-60 10.4 7.2 44.2 3.2 1980-85 3.6 1.2 203.3 2.4
1960-65 8.6 5.9 45.8 2.7 1985-90 2.5 0.2 1354.4 2.3
1965-70 8.5 5.1 68.0 3.4 1960-90 5.8 3.0 91.2 2.8
1970-75 7.4 4.2 76.1 3.2 1950-90 7.3 4.5 60.4 2.7
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このようにして作成された公式指数を S 指数（軍需品生産を含む）と比較した結果が，

表 7-1，7-2，図 7-1，7-2 に示されている。これらの図表，とりわけ図 7-2 をみて最初に気

付くのは，両指数がともに後半期におけるソ連工業生産の逓減傾向を明白に示している点

である。また前半期（1928-60 年）と比較すると，両指数の差が前半期ほど大きくないこと

にも気づく。ソ連前半期 32 年を通して計算された年平均成長率の差が 3.7％であったのに

対し（表 6-2 参照），後半期（1950-90 年）40 年における両者の年平均成長率の差は 2.7％

となっている（表 7-2 参照）。さらに，前半期にみられた五カ年計画期別の期間平均成長率

における公式指数と S 指数の大幅な乖離の時期はみられなくなっている。年々の成長率の

レヴェルでも，図 7-2 に示されているように二つの折れ線グラフの形状にそれほど大きな隔

たりはない。それでも，前半期と比較した後半期の成長率低下を反映して，乖離率という

指標からすると相変わらず両指数の乖離は相当に大きい。この結果，1960 年を参照基準年

とした指数によると，1990 年における公式指数は 546 であるのに対して S 指数は 246 と，

公式指数の半分以下の値となっている。 

次に，工業生産部門別の指数を比較してみよう。ここでも，すでに述べたような 1974 年

版ナルホーズにおける生産指数の見直しの問題がある。つまり，この見直しによって部門

別指数の値も修正されたのである。しかし毎年のナルホーズをみるかぎりでは，1964 年以

前の多くの年については修正後の生産指数が明らかにされていない213。そのため，1940，

1950，1960 年の各部門指数については，新旧の指数系列の数字を比較することによって新

系列による指数の数値を推定する以外に方法はない。それを，電力工業部門を例にとって

説明しよう。同部門については，1973 年版以前の旧系列では，1940 年を 100 とする指数

で 1950 年は 187，1960 年は 678，1965 年は 1205，1970 年は 1857，1973 年は 2315 と

されていた（たとえば，Нархоз в 1965 г., стр. 124; Нархоз в 1973 г., стр. 209）。しかし

1974年版以降の新系列では，1940年を100とする指数で 1965年は 1199，1970年は 1848，

1973 年は 2304 とされており（Нархоз в 1974 г., стр. 173），1950 年および 1960 年の値に

ついては 1975 年版以降のナルホーズには記載がない。すなわち下表のような状況である。 

 

 1940 1950 1960 1965 1970 1971 1972 1973 

旧系列 100 187 678 1205 1857 2014 2165 2315 

新系列 100 ？ ？ 1199 1848 2005 2155 2304 

 

新旧両系列の指数の値を比較可能な年についてみると，新系列は旧系列のおよそ 99.5％程

度である。しかし 1940 年には両者が一致しなければならないから，この 99.5％という数字

はやがて 1 にならなくてはならない。そこでまったく大雑把だが，新系列による 1950 年の

指数の数値を旧系列と同じ 187，1960 年の指数を旧系列の 99.5％として 675 とすることと

した。電力以外の各部門についても，同様の方法で 1950 年および 1960 年の指数を推定し

た。結果は下表のとおりである。 

 

                                                   
213 製鉄工業部門を除く生産部門については，1961-64 年，1966-69 年の各年の指数もナルホーズからは明

らかでない。また食品工業部門については，1971-74 年の各年の指数も明らかでない。巻末付表 3 参照。 
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 1940 年 1950 年 1960 年 1970 年 1980 年 1990 年 

電力 100     187     674     1848     3326     4490     

燃料 100     145     350     636     979     1068     

製鉄 100     177     478     926     1311     1564     

化学 100     196     770     2672     5817     8452     

機械 100     215     904     2829     7260     12076     

木材・製紙 100     137     290     480     670     902     

建設資材 100     217     1167     2666     4164     5535     

軽 100     112     280     475     701     825     

食品 100     97     240     470     650     842     

 

1970 年の指数の出所は，木材・製紙工業部門および食品工業部門を除いてナルホーズ 1974

年版（Нархоз в 1974 г., стр. 173），木材・製紙工業部門と食品工業部門は，1978 年版

（Нархоз в 1978 г., стр. 120），1980 年は，木材・製紙工業部門および食品工業部門を除

き，ナルホーズ各年版（たとえば Нархоз в 1984 г., стр. 135）に掲載されている 1970 年

を 100 とする指数を，1970 年の指数に適用して比例計算した。木材・製紙工業部門と食品

工業部門の出所は，ナルホーズ 1984 年版（Нархоз в 1984 г., стр. 134）である。1990 年

は，ナルホーズ各年版（たとえば Нархоз в 1988 г., стр. 337）に掲載されている 1980 年

を 100 とする指数，およびナルホーズ（Нархоз в 1990 г., стр. 355）に掲載されている 1985

年を 100とする指数を，1980年および 1985年の指数に適用して比例計算したものである。

これらの指数の参照基準年を 1960 年とすると，表 7-3 に示した部門別指数が得られる（ま

た巻末付表 3 を参照）。 

 

 

表 7-3 部門別生産指数：公式指数と S 指数（1950-1990 年） 

 1950 年 1960 年 1970 年 1980 年 1990 年 

 公式 

指数 
S 指数 

公式 

指数 
S 指数 

公式 

指数 
S 指数 

公式 

指数 
S 指数 

公式 

指数 
S 指数 

全工業 33 42 100 100 227 170 404 230 546 246 

電力 28 31 100 100 274 254 494 443 666 591 

燃料 41 44 100 100 182 172 280 261 305 290 

製鉄 37 42 100 100 194 178 274 229 327 243 

化学 25 42 100 100 347 247 755 442 1098 546 

機械 24 39 100 100 313 170 803 228 1336 215 

木材 47 57 100 100 166 124 231 124 311 127 

建設 19 29 100 100 228 154 357 187 474 212 

軽 40 46 100 100 170 146 251 164 295 181 

食品 40 46 100 100 196 171 271 214 351 272 

出所：公式統計全工業生産指数は，図 7-2 に同じ．工業各部門の公式生産指数の出所および推計方法につ

いては，本文参照． 

 

 

これを，10 年の期間ごとに区切ってそれぞれの指数の年平均成長率を出し，それを公式

指数と S 指数で比較したのが表 7-4 である。この表に示されている両指数の乖離率（（公式

指数成長率－S 指数成長率）÷S 指数成長率）と両指数の成長率の差とから，部門ごとの両

指数の相違の様子を知ることができる。前章 6-1．の議論では，第 2 次世界大戦前における

公式生産指数の上方バイアスは，主として軽工業および食品工業部門に対する成長の過大
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評価が，また 1940 年以降 1960 年までの時期における上方バイアスついては，主として機

械工業における過大評価が原因であるとされた。同様の考察をソ連後半期について行なう

ための表 7-4 から，この 40 年間のほとんどの時期について機械部門における公式指数と S

指数の乖離が最大であることがわかる。すなわちこの時期における公式指数の上方バイア

スのかなりの部分が，機械工業における過大評価に発していると考えられるのである。 

 

 

表 7-4 公式指数と S 指数の期間年平均成長率（1950-90 年，％） 

 1950-60 年 1960-70 年 

 公式 

指数 

S 

指数 
乖離率 差 

公式 

指数 

S 

指数 
乖離率 差 

全工業 11.1 9.1 28.7 2.6 8.5 5.5 58.3 3.1 

電力 13.7 12.3 10.8 1.3 10.6 9.7 8.9 0.9 

燃料 9.2 8.6 7.4 0.6 6.2 5.6 10.8 0.6 

製鉄 10.4 9.2 14.0 1.3 6.8 6.0 14.6 0.9 

化学 14.7 9.1 60.8 5.5 13.2 9.4 40.2 3.8 

機械 15.4 10.0 50.4 5.4 12.1 5.4 122.2 6.6 

木材 7.8 5.7 35.5 2.0 5.2 2.2 139.1 3.0 

建設 18.3 13.2 38.6 5.1 8.6 4.4 93.9 4.2 

軽 9.6 8.0 19.3 1.5 5.4 3.8 41.7 1.6 

食品 9.5 8.2 16.0 1.3 7.0 5.5 26.6 1.5 

 1970-80 年 1980-90 年 

 公式 

指数 

S 

指数 
乖離率 差 

公式 

指数 

S 

指数 
乖離率 差 

全工業 5.9 3.0 95.8 2.9 3.0 0.7 350.3 2.4 

電力 6.1 5.7 5.6 0.3 3.0 2.9 4.1 0.1 

燃料 4.4 4.3 3.5 0.1 0.9 1.1 -18.3 -0.2 

製鉄 3.5 2.5 41.0 1.0 1.8 0.6 193.8 1.2 

化学 8.1 6.0 34.5 2.1 3.8 2.1 79.0 1.7 

機械 9.9 3.0 232.5 6.9 5.2 -0.6 -1044.3 5.8 

木材 3.4 0.0 -97049.1 3.4 3.0 0.3 1087.8 2.8 

建設 4.6 1.9 134.6 2.6 2.9 1.2 132.4 1.6 

軽 4.0 1.2 229.6 2.8 1.6 1.0 71.3 0.7 

食品 3.3 2.3 44.5 1.0 2.6 2.4 8.6 0.2 

 1950-90 年 1960-90 年 

 公式 

指数 

S 

指数 
乖離率 差 

公式 

指数 

S 

指数 
乖離率 差 

全工業 7.3 4.5 60.5 2.7 5.8 3.0 91.4 2.8 

電力 8.3 7.6 8.4 0.6 6.5 6.1 7.0 0.4 

燃料 5.1 4.8 6.0 0.3 3.8 3.6 5.0 0.2 

製鉄 5.6 4.5 24.1 1.1 4.0 3.0 34.3 1.0 

化学 9.9 6.6 48.7 3.2 8.3 5.8 42.8 2.5 

機械 10.6 4.4 141.0 6.2 9.0 2.6 248.4 6.4 

木材 4.8 2.0 139.5 2.8 3.9 0.8 382.1 3.1 

建設 8.4 5.1 65.2 3.3 5.3 2.5 110.2 2.8 

軽 5.1 3.5 47.5 1.6 3.7 2.0 84.4 1.7 

食品 5.6 4.6 21.7 1.0 4.3 3.4 26.2 0.9 

出所：表 7-3 より計算した． 

 

 

これは，上方バイアスの原因をめぐる第 1 章での議論からも納得のいく結果である。す
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なわち第 1 章では，公式統計におけるバイアスの最大原因として，1955 年に始まった暫定

価格制度の濫用が指摘されていた。つまり，表面的に新たな意匠を施した名ばかりの「新

製品」に対して，基準価格との比較の面で割高な価格が適用され，それが生産指数に繰り

こまれて過大な指数を生みだすことになるのである。そしてもっとも容易にそのような「新

製品」を生みだすことのできる部門として，機械工業の名が指摘されていた。すなわち，

機械工業部門の生産物の特徴である多種多様性が，そのような擬似新製品を手間をかけず

に作り出すことできる源泉となるのである。他方，同様に表 7-4 から，生産物の種類が一定

であるかそれに近いと考えられる電力工業や燃料工業における両指数の乖離が他の部門に

比べて大幅に小さいことをみてとることができる。 

 表 7-5 は，S 指数によるベンチマーク年ごとの部門別成長率の順位を，対応する公式指数

による順位と比較し，期間ごとにスピアマンの順位相関係数を計算したものである。実は

米国中央情報局（CIA）が，自ら推計した指数を同様の方法で公式指数と比較している（JEC, 

1982, p. 199）。この CIA の研究については後述するが，このように部門別の成長率の順位

について比較することの意義を，CIA（のエコノミストであるレイ・コンヴァース）は次の

ように述べている。「公式指数は，成長を測る尺度としては信頼のおけないものであるけれ

ども，少なくともわれわれの指数と公式指数とは成長の輪郭において一致しておらねばな

らず，両指数は部門間の相対的成長について大まかに対応していなければならない」（JEC, 

1982, p. 198）。こうして CIA は，1950-80 年の期間を 5 年ごとに区分して，二つの指数の

部門別成長率の順位について相関係数をとり，それが 0.73 から 0.97 の間にあること，また

それらの相関係数の有意性検定を行なって，いずれの 5 年間についても 1％の有意水準で帰

無仮説を棄却できることを確かめている。つまり CIA が独自に推計した生産指数は，基本

的に（少なくとも部門の成長率順位の上からは）公式統計とほぼ類似した構造にあるとい

うことを確認したわけである。 

 

表 7-5 成長率の部門別順位比較 

  1955-60 1960-65 1965-70 1970-75 1975-80 1980-85 1985-90 

電力 
公式 

S 

3 

1 

3 

1 

3 

2 

4 

2 

3 

1 

3 

1 

5 

2 

燃料 
公式 

S 

6 

4 

7 

5 

7 

5 

5 

3 

5 

2 

9 

4 

9 

6 

製鉄 
公式 

S 

5 

5 

5 

3 

8 

3 

8 

6 

6 

5 

7 

7 

8 

7 

化学 
公式 

S 

4 

3 

1 

2 

1 

1 

2 

1 

2 

3 

2 

4 

4 

5 

機械 
公式 

S 

2 

8 

2 

6 

2 

7 

1 

7 

1 

4 

1 

9 

1 

9 

木材・ 

製紙 

公式 

S 

8 

9 

8 

9 

9 

9 

7 

8 

8 

9 

4 

6 

6 

8 

建設 

資材 

公式 

S 

1 

2 

4 

7 

5 

4 

3 

4 

7 

8 

5 

5 

2 

3 

軽 
公式 

S 

9 

7 

9 

8 

4 

6 

9 

9 

4 

6 

8 

8 

7 

4 

食品 
公式 

S 

7 

6 

6 

4 

6 

8 

6 

5 

9 

7 

6 

3 

3 

1 

相関係数 0.567 0.633 0.467 0.567 0.717* 0.117 0.150 

注：各期間について，成長率の高い順に 1 から 9 の数字を割り振った．公式指数については，本文参照．
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相関係数は筆者による計算．1975-80 年についての相関係数は 5％の有意水準で帰無仮説を棄却できるが，

その他の相関係数はいずれも 5％の有意水準で帰無仮説を棄却できない． 

 

 

 公式指数と代替推計において部門ごとの順位相関が高くなければいけないというこの

CIA の主張は正しいのだろうか。おそらくその主張が成り立つとしたら，公式指数による

成長についての過大評価の割合が各部門について同じである場合だろう。しかし実際には，

すでにわれわれがみてきたように過大評価の割合は部門ごとに大きく異なっている。とす

ればわれわれの指数と公式指数について順位の相関が高くなるはずはなかろう。実際表 7-5

に示したように，各 5 年期における公式指数と S 指数の順位相関係数は CIA の場合と異な

ってそれほど高いものではない。しかも，1975-80 年における相関係数を除いて，5％の水

準で帰無仮説を棄却できない。つまり，母相関係数がゼロでないとは必ずしもいえないと

いうことである。実際のところ，化学，木材・製紙，軽といった部門については公式指数

と S 指数とで順位の差は小さいが，逆にとりわけ機械部門の差は飛びぬけて大きい。特に

1980-85 年および 1985-1990 年の期間では，公式指数における機械部門の順位は第 1 位で

あるのに対して S 指数では最下位である。このことが影響して，この 2 つの期間における

順位相関係数は非常に小さくなっている。 

 

7-2．独自推計との比較 

 

 

表 7-6 さまざまな指数（1950-1990 年：1960 年指数=100） 

 公式 

指数 

グリーン 

スレード 

指数 

デサイ 

指数 

CIA 

指数 

ハーニン 

指数 

エイジェ
リマン 

指数 

ホロジリ
ン指数 

S 指数 

1950 33 38  41 44  38 42 

1955 61 66 63 67 67  68 71 

1960 100 100 100 100 100 100 100 100 

1965 151 140 144 138 140  133 131 

1970 227 195 203 187 175  170 169 

1975 325 261  249 217  216 208 

1980 404   294 251  225 228 

1985 482   325   238 243 

1990 546   340  274* 227 245 

注 ：指数はすべて比例計算によって 1960 年を参照基準年とした．エイジェリマンの 274 という指数は，

1988 年についてのもの． 

出所：Greenslade（1976, p. 273）， Desai（1978, pp. 64-65），Ханин（1991a, стр. 146），Эйдельман

（1992, стр. 26），Холодилин（1997, стр. 72）．CIA 指数は，表 7-12 より． 

 

 

7-2-1．グリーンスレードの推計 

最初にとりあげる独自推計は，米国中央情報局（CIA）経済調査部のエコノミストであっ

たラッシュ・V・グリーンスレード（Greenslade, 1972; 1976）による二種類の工業生産指
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数である。第一の指数は，ウラジーミル・トレムルとジョン・ハートという二人の編者に

よる『ソ連経済統計（Soviet Economic Statistics）』という著作214の一章としてグリーンス

レードが執筆した論文中の指数である（Greenslade, 1972, pp. 158-159）。ここではこれを，

グリーンスレードの 1972 年指数と呼ぼう。第二の指数は，1976 年に米国議会上下両院合

同経済委員会の要請で CIA が執筆し同委員会に提出された報告書『ソ連経済の新しい見方

（Soviet Economy in a New Perspective）』の中のグリーンスレード担当の一章中に示され

ているものであり，ここではこれをグリーンスレードの 1976 年指数と呼ぶこととする。た

だし，双方の指数はいずれも CIA によるソ連工業生産指数の推計作業を基礎としており，

CIA の指数ということも可能なようだ。すなわち，1972 年指数は，1962 年に公刊された

CIA による合同経済委員会への報告書『ソ連経済力の諸次元（Dimensions of Soveit 

Economic Power）』の中に示されたグリーンスレードとその同僚のフィリス・ウォリスに

よる生産指数の改訂アップデート版であり（Greenslade, 1972, p. 156），また 1976 年指数

のうちの民生工業品に関する生産指数は報告書公刊当時の CIA の見方をそのまま示すもの

であるという。しかし，この民生工業品指数に軍需品の生産指数を加えた全工業に関する

指数については，グリーンスレードが個人で責任を負うものであるという注が付されてい

る（Greenslade, 1976, p. 272）。表 7-7 には，これらの二種類の指数が示されている。 

グリーンスレードの 1972 年指数は，1950-68 年を対象とする民生工業品の物量単位生産

量に基づく生産指数である。この指数の作成方法は，われわれのそれによく似ている。ま

ず，工業部門別にサンプル生産物の生産量に 1955 年価格が掛けられて部門指数が計算され

る。ただしこの部門指数計算の際には，サンプル生産物として，できるかぎり部門につい

ての最終生産物が選択されている。つまり，部門内でさらに他の生産物の原材料となる生

産物の二重計算を回避し，計算される生産指数を付加価値生産指数とみなしうるようにす

る努力が行なわれるわけである（Greenslade, 1972, p. 157）。このようなサンプル生産物の

総数は，およそ 350 品目であるというから，われわれの指数よりもかなり多い215。計算さ

れた部門指数から，それぞれの部門の 1955 年付加価値額をウェイトとして全民生品の生産

指数が導出される。部門別付加価値額は，公式統計の賃金，減価償却および仮説的利子率

に基づいて計算されるという。おそらくは，われわれの指数と類似の方法によるものと思

われる。上述のとおり，ほとんどのサンプル生産物については物量単位の生産量が指数計

算の基礎となるが，唯一の例外とされているのは化学工業用設備（химическое 

оборудование）であって，これについては 1955 年まではトン単位で測られているが，同

年以降は公式統計にあるルーブル額表示生産額がそのまま指数計算に組み込まれる。さら

に機械については，他の生産物と同様に物量単位によってサンプル生産物の測定を行なっ

た指数（A 指数）と，それに加えてルーブル額表示の 3 生産物グループを追加した指数（B

                                                   
214 この著作は，1969 年 11 月に米国デューク大学で行なわれたソ連統計に関するシンポジウムに提出さ

れた論文を中心に編纂されたもので，著作の草稿は著名なソ連の統計家数名にも送られたが，彼らからの

返答はなかったという（Treml & Hardt, 1972, p. v）。 
215 われわれの指数の品目数は 184 である。われわれの指数の場合には，物量単位生産量が公式統計によ

って判明しても価格が不明であるためにサンプルから落とされた生産物がかなりあった。グリーンスレー

ドあるいは CIA は，価格についてその入手方法は分からないけれども，われわれよりもかなり多くの情報

をもっていたようだ。またこうした生産物以外にも，非鉄金属部門のように生産量が公開されていない生

産物について独自に生産量の推定を行なっているように思われる。 
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指数）の二つの指数が計算される。B 指数は，A 指数にくらべるとわずかに 3 品目が増え

ているにすぎないが，とりわけ推計期間の後半において A 指数よりも大きな値を示してお

り，工業全体の指数にかなりの影響力をもつことがわかる。 

 

 

表 7-7 グリーンスレード指数（1960 年指数=100） 

 グリーンスレ
ード 1972 年 

民生品 A 指数 

グリーンスレ
ード 1972 年 

民生品 B 指数 

グリーンスレ
ード 1976 年 

民生品指数 

グリーンスレ
ード 1976 年 

全工業指数 

S 指数 

1950  40.8 39.0 40.1 38.2 41.7 

1951 45.2 43.5 44.2 43.9 50.1 

1952 48.3 46.9 48.3 48.0 56.1 

1953 53.1 51.7 53.5 53.0 59.4 

1954 58.8 57.5 59.1 59.1 64.8 

1955 65.2 64.1 65.4 65.9 70.7 

1956 71.8 70.7 71.2 71.9 76.3 

1957 78.7 77.7 77.1 78.2 82.6 

1958 85.6 85.2 84.9 86.0 90.5 

1959 93.2 92.8 92.8 93.0 95.9 

1960 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

1961 107.5 108.0 107.1 107.6 105.7 

1962 115.5 116.4 115.1 116.2 112.4 

1963 121.3 123.0 121.6 124.0 119.0 

1964 128.7 130.6 129.2 131.6 126.1 

1965 137.8 140.1 137.5 140.4 133.1 

1966 146.3 149.7 146.1 149.7 140.1 

1967 155.4 159.8 156.7 161.6 148.8 

1968 163.7 169.4 166.2 172.1 155.8 

1969   174.2 182.1 162.0 

1970   185.9 194.9 170.4 

1971   197.2 206.6 177.9 

1972   207.2 217.9 185.6 

1973   220.1 231.8 194.2 

1974   233.8 246.0 201.2 

1975   247.8 261.4 209.6 

注：上記の指数は，いずれも比例計算によって 1960 年を参照基準年とするよう改めた． 

出所：グリーンスレード指数は（Greenslade, 1972, pp. 158-159; 1976, pp. 271, 273）． 

 

 

グリーンスレードによるもう一つの指数である 1976 年指数は，1972 年指数よりも推計

対象期間が少し伸びて 1950-75 年となっている。その作成方法について詳細な説明は行な

われていないが，おそらくは論文中で示唆されているように（Greenslade, 1976, p. 270），

指数のウェイト基準年が 1955 年から 1970 年となったことを除けば，基本的に 1972 年指

数と同様であろう。この指数のサンプル品目は，1972 年指数よりも減って 250 超であると

いう（Greenslade, 1976, p. 285）。品目数が減った理由は示されていない。これらのサンプ

ルの物量単位シリーズが，それぞれの部門内において 1967 年企業卸売価格によってウェイ

トづけされた上で合計され，部門別の生産指数が作成される。計算された部門指数は，1970

年における部門別付加価値額をウェイトとして合計され，工業全体の指数が計算される。
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この 1970 年における付加価値額は，CIA が相当なエネルギーをつぎ込んで推計したもので

あって，後述するようにのちの CIA によるソ連 GNP 推計にも活用されている。このよう

にして計算された指数は，前述のように 1970 年を基準年とする指数と呼ばれる。上でふれ

たように部門別指数推計の際には 1967 年企業卸売価格が使用されるが，公式の卸売価格指

数によれば 1970 年までに大幅な価格変動が生じていないので，1970 年を基準年と呼んで

大過ないという（Greenslade, 1976, p. 285）。 

1976 年指数における従来の CIA 指数216からの変更点として挙げられているのは，建設資

材部門と機械部門の指数計算方法である。建設資材部門については，1972 年ソ連産業連関

表から導出された建設資材部門内部の投入産出表を参照することによって，同部門内部で

の生産物使用を除外し，したがって二重計算を除去したことである。これによって，建設

資材部門の生産増加は以前の指数よりも緩やかになった。また機械部門における変更とし

ては，第一に，機械部門内部の諸セクターの分類を投入産出表のそれに近づけたこと，第

二に，自動車セクターにおいて部品の生産を考慮したこと，第三に機械部門内の諸セクタ

ーのウェイトを，総生産額ウェイトから付加価値ウェイトに代えたことの三点である。結

果として，全体としての機械部門指数は従来よりも成長が緩やかになったという。この指

数に，前述したとおりグリーンスレードが独自に計算した軍事品生産指数が加えられ，全

工業生産指数が計算されているというが，軍事品生産指数の値あるいはその推計方法など

については一切記述されていない。 

表 7-7 によって，グリーンスレードの 1976 年指数の 1968 年までの部分を 1972 年指数

と比較してみよう。1976 年民生品生産指数は 1972 年 A 指数に比較すれば全体として生産

増大のスピードが若干速く，その一方で 1972 年 B 指数よりも若干遅い。また軍需品生産を

考慮した 1976 年指数の成長率は 1976 年民生品生産指数よりも成長率が高い。また表にみ

られるとおり，全体としてグリーンスレード指数は S 指数よりも速く成長している。軍需

生産を考慮した 1976 年全工業指数でみると，1950-75 年における S 指数の年平均成長率が

6.7％であるのに対して，グリーンスレード指数の平均成長率は 8.0％と，後者が前者より

年率で 1.3％も高い。民生品生産指数でみても，平均成長率に 1.1％の違いがある。その結

果として，1975 年における指数の値は S 指数のそれよりもかなり大きい。作成方法がかな

り近いようにみえる二種類の指数でなぜこのような乖離が生じるのであろうか。その原因

を探るために，部門別生産指数の比較を試みた結果が表 7-8 に示されている。 

 

 

表 7-8 グリーンスレード指数と S 指数：部門別年平均成長率（1950-75 年，％） 

 
電力 燃料 製鉄 化学 

民生 

機械 

木材 

製紙 

建設 

資材 
軽 食品 

民生 

工業 

全 

工業 

Greenslade76 10.2 6.0 7.2 10.0 9.0 5.0 8.8 6.2 6.3 7.6 8.0 

S 指数 10.2 6.6 6.8 9.2 6.6 3.5 7.8 5.0 6.3 6.6 6.7 

注：グリーンスレード指数は，1970 年をウェイト基準年とする指数． 

出所：表 7-7 に同じ．グリーンスレード指数の燃料部門の平均成長率は，グリーンスレードによる石炭工

                                                   
216 ここでいう「従来の指数」とは，グリーンスレードの 1972 年指数ではなく，Rush Greenslade & Wade 

Robertson, “Industrial Producton in the USSR,” in Soviet Economic Prospects fot the Seventies, June 

27, 1973, という論文に示されている指数であるという。残念ながら，この指数は筆者には未見である。 



321 

 

業部門と石油・ガス工業部門の平均成長率を，基準年である 1970 年の付加価値生産額（それぞれ 53 億 7200

万ルーブル,  33 億 1000 万ルーブル）をウェイトとして幾何平均した．同様にグリーンスレード指数の木

材・製紙工業部門の平均成長率は，木材工業と製紙工業の平均成長率を，1970 年付加価値生産額（それぞ

れ 60 億 7100 万ルーブル，11 億 3800 万ルーブル）をウェイトとして幾何平均した．付加価値生産額の出

所は，Greenslade（1976, p. 284）． 

 

 

表によれば，比較可能な 9 部門の中で電力部門や食品部門のように成長率が全く同じも

のがある一方，製鉄，化学，民生機械，木材加工，建設資材，軽工業のようにグリーンス

レード指数の成長率が S 指数のそれを上回っている部門が目につく。他方，燃料部門につ

いては S 指数の成長率がグリーンスレード指数を上回っている。残念ながらグリーンスレ

ードがどのような生産物のどのような生産量データを指数計算に使ったかが示されていな

いためにこれ以上詳しいことはわからないが，ただ一つ間違いないと思われるのは，グリ

ーンスレード指数の中にソ連公式統計において金額で表示されている生産データが入って

おり，それがグリーンスレード指数を上方にシフトさせているという点である。さきに述

べたように，グリーンスレードの 1972 年指数においては「化学設備」が 1955 年からルー

ブル額表示の生産データがそのまま取り込まれている。また表 7-7 に示されているように，

機械部門のわずか 3 品目について金額データを使用した 1972 年 B 指数は，それを使用し

なかった A 指数をかなり上回っている。おそらく 1976 年指数においても，何らかの金額表

示生産データが使われているのではないかと想像される。従来西側で行なわれてきた独自

指数推計の試みは，データの信頼性が高いと思われる物量単位生産データを基礎としたも

のであったのに対し，グリーンスレード（あるいは CIA）の推計では初めて公式統計によ

る金額表示データが利用されている。その理由は，「基本的生産物についてのカヴァレッジ

を広げるためである」（Greenslade, 1972, p. 157）と説明されている。おそらくは，ソ連工

業において生じるはずの生産物における品質やアソートメントの向上を考慮する意図もあ

るものと思われる。しかしながら，公式統計における生産過大評価（上方バイアス）の主

要な原因が，第 1 章でみたように特に「新製品」（あるいは擬似新製品）に対する価格評価

にあるとするならば，このように生産額で表示されたデータをそのまま生産指数推計にと

りこみば，過大評価をもたらすことは避けられないと思われる。表 7-8 に示されているよう

に，「新製品」問題がもっとも深刻であった機械部門におけるグリーンスレード指数と S 指

数の成長率の差が飛びぬけて大きいことが，このことを暗示していると考えられる。 

このような公式統計における金額表示データの採用する傾向は，1972 年指数よりも 1976

年指数において強まったのではないかと想像される。表 7-9 は，比較の対象をグリーンスレ

ード1972年指数の推計対象年である1950-68年に絞って三つの生産指数の年平均生産増加

率を比較したものである。グリーンスレード 1972 年指数のウェイト基準年が 1955 年であ

るのに対してグリーンスレード 1976 年指数のそれは 1970 年である。ガーシェンクロン効

果を考慮すれば，一般に後者の成長率は前者のそれよりも低くなると考えられるが，表に

見るように民生工業全体の成長率でみると 1972 年指数の年平均成長率が 8.0％であるのに

対して，1976 年指数のそれは 8.2％とむしろ高くなっている。また部門別の成長率でも，
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民生機械部門と木材・製紙部門が 1.0％だけ上昇している217。もちろんサンプル生産物の入

れ替えによって成長率が上下することもあろう。しかしのちに紹介する 1982 年に公表され

た CIA 指数では，1972 年指数に始まったこの傾向が一層強まっているとみなしうる。おそ

らくその中間にあたる 1976 年指数の作成においても，金額表示データの採用は 1972 年指

数よりも増加しているのではないかと想像される。 

 

 

表 7-9 S 指数とグリーンスレード指数：部門別年平均増加率（1950-68 年，％） 

 
電力 燃料 製鉄 化学 

民生 

機械 

木材 

製紙 

建設 

資材 
軽 食品 

民生 

工業 

S 指数 11.4 7.3 7.9 9.5 7.0 4.1 9.2 6.1 7.2 7.6 

Greenslade72 11.3 6.1 8.9 10.5 8.3 4.4 12.9 6.7 7.3 8.0 

Greenslade76 11.3 6.9 8.4 10.5 9.3 5.4 10.2 7.1 7.3 8.2 

注：グリーンスレード 72 年指数の出所は Greenslade（1972, pp. 158-159）．同指数の民生機械は，Sample 

A（物量単位生産量データのみ）．同指数の燃料部門の平均成長率は，グリーンスレードによる石炭工業部

門と石油工業部門の平均成長率を，基準年である 1955 年の付加価値生産シェア（それぞれ 10.5％, 3.2％）

をウェイトとして幾何平均したもの．同様にグリーンスレード 1972 年指数の木材・製紙工業部門の平均成

長率は，木材工業と製紙工業の平均成長率を，1955 年付加価値生産シェア（それぞれ 12.6％, 0.9％）をウ

ェイトとして幾何平均したもの．付加価値生産シェアの出所は，Greenslade（1972, p.158）．S 指数は筆

者による計算．グリーンスレード 1976 年指数の出所は，Greenslade（1976, p. 271）．燃料部門と木材・

製紙部門の平均成長率については，グリーンスレード 1972 年指数と同様の手順で算出した．1970 年付加

価値生産シェアの出所は，Greenslade（1976, p. 284）． 

 

 

7-2-2．デサイの推計 

次に検討するのは，ハーヴァード大学のパドマ・デサイ（Desai, 1978）による推計であ

る。デサイの推計は，これまでわれわれがみてきたような西側における多くの独自推計と

違って，必ずしもソ連工業の正確な生産指数の推定を行なおうとしたものではない。むし

ろ，彼女の独自な理論的推論によればこのあたりの数字になるはずであるという意味での

推定を行なったものである。彼女の議論を追ってみよう。 

デサイもやはり，これまで述べてきたような理由から公式統計における上方バイアスを

当然のこととして認める。しかしその一方で，数多くの西側における多くの独自推計218が，

ソ連工業の生産増加を過小評価していると考える。その根拠は，以下のとおりである。す

なわち西側における多くの独自推計は，一定数の品目の物量単位生産量にそれらの生産物

の基準年における価格を掛けるという形で行なわれてきた。しかしながらこのような推計

における品目は限られた数であり，複雑な加工を加えられる生産物は指数計算から排除さ

れる傾向にある。それゆえ，そのような指数は実際の生産を過小評価するに違いない。こ

                                                   
217 表 7-9 において，建設資材部門の成長率が 1972 年指数の 12.9％から 1976 年指数の 10.2％へと下がっ

ている原因については，本文で前述したとおりの特殊事情があった。 
218 ここでデサイが念頭に置いているのは，Hodgman（1954），Kaplan & Moorsteen（1960a, 1960b），

Greenslade（1972; 1976）である。 
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こで，かつてのガーシェンクロン（Gerschenkron, 1947a）の議論が援用される。ガーシェ

ンクロンは，大略次のように述べていた。すなわち，戦間期の公式ソ連工業生産指数に過

大評価のあるのは間違いないが，それは時期によってかなり異なっている。たとえば，原

油，石炭，銑鉄，粗鋼といった基礎的工業生産物の生産量と工業全体の生産指数を比較す

ると，その伸び率には時期によって大きな差がある。すなわち第 1 次五カ年計画期には，

工業生産指数の成長率は基礎的工業生産物の生産増加率を大幅に上回っているのに対し，

第 2 次五カ年計画期には両者はほとんど同じレヴェルの成長を示す。そして第 3 次五カ年

計画期には，再び工業生産指数の伸びが基礎的生産物の伸びを大きく上回る。このような

指数の不一致は，工業生産指数における成長の水増しを裏付けているようではあるが，直

ちにそのように結論付けるのは性急である。それは，戦間期においてソ連工業の加工度

（degree of fabrication）が大幅に上昇したと考えられるからである。たとえば第 1 次五カ

年計画期には，生産された圧延鋼材のうち消費財生産に使われる部分が顕著に縮小し，逆

に機械生産に使われる部分が増加した。明らかに消費財よりも機械のほうが高価格である

から，圧延鋼材の伸びを機械生産の伸びが上回り，ひいては工業全体の指数の増加率も鋼

材のような基礎的生産物を上回ることは十分考えられることである。さらに 1930 年代に，

ソ連工業において原材料利用効率に改善がみられたことがソ連の統計年鑑からうかがわれ

る。これらのことからすると，基礎的工業生産物と工業生産指数の成長率の乖離を，すべ

て生産の水増しと決めつけるわけにはいかない。おそらく 1930 年代末においては，正確な

生産指数は，ソ連公式統計と基礎的工業原材料物量指数の中間のどこかに存在することに

なろう。以上がガーシェンクロン（Gerschenkron, 1947a, pp. 221-226）の議論であった。 

以上のようなガーシェンクロンの議論に言及しつつ，デサイは次のように述べる。「この

ように変化しつつあるプロダクト・ミックスの中でもとりわけ急速に生産の増加している

加工度の高い生産物（fabricated products）を除外し，限られた数のサンプルの物量単位生

産量から作れられた部門産出指数は，実際の産出を過小評価している可能性が高いと思わ

れる。ガーシェンクロンも強調しているように，このような加工度の高い生産物の相対的

シェアは，工業化の進展とともに増大するからである。さらに，加工度の高い生産物の価

格はそうでない生産物の価格にくらべると，時間の経過とともにその差が縮小する傾向に

あるとはいえ，一般的に高い。したがって，生産指数からそのような生産物を除外すれば，

実際の生産増加を過小評価するに違いない」（Desai, 1978, p. 60）。 

さらにデサイは議論を進め，「公式生産指数における過大評価の程度は，西側独自生産指

数における過小評価の程度よりも大きいと信ずべきもっともな理由がある」（ibid,, p. 61）

とする。それは，西側の指数においては一定の基準年価格が使われるのに対して公式統計

では新製品についてそれが導入された時のより高い価格が使われるという決定的な違いが

あるからである。そこで，(OD)t, (OS)t, (OG)t をそれぞれ t 期における「真の」指数（デサイ

の指数），公式指数（ソ連の指数），西側独自指数（それを前項でみたグリーンスレードの

指数で代表させる），また (eS)t, (eG)t をそれぞれ公式統計における過大評価バイアス，西側

独自指数における過小評価バイアスとすれば， 

(OD)t = (OS)t － (eS)t 

(OD)t = (OG)t ＋ (eG)t 

(eS)t ＞ (eG)t 
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と書ける219。ここで，次のような仮定を置く。 

         (eS/ OS)t ≒ (eG/ OG)t 

すなわち，公式指数におけるバイアスの絶対値はグリーンスレード指数におけるバイアス

の絶対値よりも大きいが，その相対的な大きさはほぼ等しいと考えると， 

         (OD)t ≒ 2(OS)t(OG)t / ((OS)t＋(OG)t) 

が導かれる。換言すれば，t 期における真の生産指数(OD)t は，公式指数(OS)t とグリーンス

レード指数(OG)tの調和平均となる220。このようにして公式指数とグリーンスレード指数を

もとに，その調和平均をとることによって計算されたのが表 7-6，および表 7-10 に示され

たデサイ指数である。これらの指数はソ連の全工業に関するものであるが，デサイはこの

ほかにも，工業各部門の生産指数を，まったく同様に公式指数とグリーンスレード指数か

ら計算している。 

 

 

表 7-10 デサイ指数と他の指数（1955-73 年，全工業，1955 年指数=100） 

 公式指数 グリーンスレード
指数 

デサイ指数 S 指数 

1955 年 100 100 100 100 

1960 年 164 154 159 142 

1965 年 248 212 229 188 

1970 年 372 285 323 241 

1973 年 461 337 384 275 

出所：公式指数およびデサイ指数は，Desai（1978, pp. 64-65）．グリーンスレード指数は，Greenslade（1972, 

pp. 162-163; 1976, p. 271）． 

 

 

表 7-10 に見られるように，デサイの指数は確かに公式指数とグリーンスレード指数の中

間のややグリーンスレード指数寄りに位置している。われわれの見方からすれば，このよ

うなデサイの指数を受け入れることはできない。それは，デサイの指数が，公式指数とグ

リーンスレード指数の調和平均であるという不確かな仮定に基づいているからという理由

だけではない。デサイは，ガーシェンクロンの議論を正確に理解していない，あるいは正

確に引用していないように思われる。確かにガーシェンクロンは，「正確な生産指数は，ソ

連公式統計と基礎的工業原材料物量指数の中間のどこかに存在する」だろうと述べたが，

デサイはこれを，正確な生産指数はソ連公式統計と物量単位の生産データに基づく生産指

数の中間のどこかと誤解した。グリーンスレードの指数は，物量単位生産データに基づく

指数ではあるが，基礎的工業原材料物量指数ではない。工業原材料のほかに，消費や投資

という最終用途に向けられる生産物をも含む指数である。したがって，「急速に生産の増加

している加工度の高い生産物」は，デサイがいうようにグリーンスレードの指数から「除

                                                   
219 デサイは，自身の指数推定期間を 1955-73年としている。この間公式統計は 1955-67年については 1955

年 7 月 1 日価格によるウェイトを，また 1967 年以降は 1967 年 7 月 1 日価格にウェイトを採用しているか

ら，グリーンスレード指数もそれにあわせて，1955-67 年についてはグリーンスレードの 1972 年指数を，

1967 年以降についてはグリーンスレードの 1976 年指数を用いることとしている。 
220 測定値を x1, x2, … xnとすると，それぞれの値の逆数の平均の逆数，すなわち，n / Σ(1/xi)を調和平均

という。 
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外」されているのではなく，そこに含まれているのである。したがって，公式指数とグリ

ーンスレードの指数の調和平均をとることに意味があるとは思われない。その上，前項で

指摘したように，正確にいえばグリーンスレードの指数には物量単位の生産データだけで

なく公式統計に示されたルーブル金額表示の生産データもすでに含まれているのである。 

 

7-2-3．CIA の推計 

 米国中央情報局（CIA）は，公式には 1947 年 9 月 18 日に創設されたが，その当初から

「ソ連経済の将来性と潜在力の評価が，新たに設立されたインテリジェンス組織の主要な

分析上の目的となったことは驚くべきことではなかった」（Firth & Noren, 1998, pp. 5-6）。

CIA は，1950 年代，60 年代には米国議会上下両院合同経済委員会（JEC）の要請に応じて

ソ連経済に関する報告書を作成していたが，次第にその分析能力を高め，特にソ連経済の

数量的分析の分野では，学問的にも優れた成果を示して独占的な地位を築くにいたった。

ロシアの経済学者ハーニンによれば，「1970 年代，80 年代において，西側におけるソ連 GNP

の動態に関する推計は，基本的に米国 CIA によって行なわれた。他の研究者は，実質的に

ソ連 GNP の研究を停止した。この点で，多くの研究者がこうした推計を行ない，そうした

独自推計間の相互比較が行なわれた少し前の時期から状況は一変したのである。…西側に

おいて西側経済の研究者の圧倒的多数が，ソ連経済の変動に関するもっとも信頼できるデ

ータとしてこの CIA の推計を利用していた」（Ханин, 1993, стр. 94）。というのも，CIA

によるソ連の長期経済推計は，方法論の明確さ，集められたデータの豊富さ，結論の体系

性のどれをとっても，これまで行なわれてきた個人による努力を凌駕する能力を示してい

るように見えたからであった。本章においてソ連後半期の独自指数としてすでに検討した

のは，いずれも CIA の推計作業に関連したグリーンスレードの指数およびデサイの指数で

あったという事実も，このような事情の反映といえよう。 

CIA ではグリーンスレードらの指導のもとに，上述のように 1950 年代からソ連の経済成

長の組織的な研究に取り組み始めたのであるが，しばらくの間は，折りにふれてそうした

研究がほのめかされることはあっても，まとまったものとしては公表されなかった。この

分野の初めての成果として，USSR：Gross National Products Accounts, 1970 が公刊され

たのは，1975 年 12 月のことであった。この文献は，CIA による 1970 年におけるソ連の

GNP の推計結果と推計方法の詳細な報告である。この研究に引き続き，多くの報告書が公

表されるようになった。中でもとりわけ重要なのは，1982 年に公表された 1970 年価格に

よる 1950-80 年に関するソ連経済の長期実質 GNP の推計報告（JEC, 1982）であろう221。

この推計結果は，ハーニンがいうとおりソ連の経済実態に関するもっとも信頼できる推計

として，西側の数多くの経済学者によって利用されることとなった。とりわけ 1982 年報告

書推計が便利であったのは，年々の実質 GNP が，最終需要の側面と付加価値発生部門（つ

まり生産部門）の側面の両面から明らかにされたことであろう。すなわちこの報告書では，

USSR：Gross National Products Accounts, 1970 によって明らかにされた 1970 年におけ

る付加価値の形成と利用を基礎に，それぞれ付加価値形成部門（工業，農業等）あるいは

                                                   
221 CIA による 1975 年報告書と 1982 年報告書（JEC, 1982）をあわせた解説論文として，栖原（1997）

がある。 
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最終需要項目（消費，投資等）の実質成長指数を 1970 年のウェイトで結合することによっ

て，年々の GNP 指数を示したのである。さきに引用した他の研究者に研究を断念させるほ

どの威力を示したとのハーニンの言及は，主としてこの推計についての彼の所感であろう。

さらにこの 1982 年推計の姉妹編として，1990 年には，1982 年価格による 1850-87 年に関

する実質 GNP 推計結果（JEC, 1990）が公表されている。 

 

 

表 7-11 CIA 指数におけるセクターとプロダクト数 

ブランチ セクター プロ 

ダク 

ト数 

ブランチ セクター プロ 

ダク 

ト数 

電力    自動車 68 

 電力 1  農業用機械設備 3 

燃料    その他機械 1 

 石炭 3  衛生工事製品 5 

 石油採掘 1  その他金属製品 1 

 石油精製 1  金属組立 1 

 天然ガス 2  機械修理 1 

 泥炭 1 木材・製紙   

 オイル・シェール 1  伐木 2 

製鉄    製材 2 

 鉄類鉱石 2  家具 1 

 鉄 15  パルプ・製紙 16 

 コークス製品 1  木材化学 1 

 耐火性製品 4 建設資材   

非鉄金属    セメント 17 

 非鉄金属 13  コンクリート 2 

化学    壁材 5 

 無機化学品 1  アスベスト 2 

 基礎化学品 7  屋根材 1 

 アニリン染料 1  建設用陶器 2 

 合成樹脂・プラスチック 1  その他建設資材 4 

 合成繊維 1  ガラス・ポーセレン 2 

 有機合成品 5 軽   

 塗料・ラッカー 7  綿織物 1 

 ゴム 1  絹織物 1 

 合成ゴム 1  毛織物 2 

機械    亜麻織物 1 

 エネルギー・動力機械 5  靴下・ニット製品 3 

 電力機械・設備 5  縫製品 1 

 工作機械 1  その他軽工業 3 

 鍛造・プレス機械 1 食品   

 精密機械 2  魚製品 2 

 冶金・鉱山機械設備 9  肉製品 5 

 ポンプ・コンプレッサー 2  乳製品 4 

 木材・製紙機械設備 1  砂糖 2 

 軽工業用機械設備 1  小麦粉・穀粉 3 

 食品工業用機械設備 1  パン 1 

 印刷工業用機械設備 1  菓子 1 

 クレーン設備 6  植物油 2 

 建設用機械設備 11  果物・野菜製品 6 

 輸送機械設備 30  その他食品 6 

注：JEC（1982, pp. 219-229）より作成．この表によるプロダクト数の合計は，本文にある 312 品目とは
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数が合わないが，出所にあげられているプロダクトをそのまま数えるとこの表の数になる． 

 

 

ここで CIA による工業生産指数としてとりあげるのも，基本的にこの 1982 年報告書に

示された工業生産指数である（JEC, 1982, Part II）。上述のとおり報告書では，この指数が

年々の GNP（付加価値生産の総額）に対する工業の貢献部分として実質 GNP 指数に組み

込まれるかたちになっている。それでは，CIA による 1970 年基準ソ連工業生産指数の作り

方を説明しよう222。CIA はまず，ソ連工業を下から上へと次の 5 つのレヴェルに区分する。

もっとも基本的な次元は，個別的な「プロダクト（product）」のレヴェルである。たとえ

ば製鉄工業部門でいえば「鉄鉱石（iron ore）」，「マンガン鉱石」などがプロダクトの例で

ある。その一つ上のレヴェル，すなわち共通する性質をもついくつかのプロダクトの集合

体は「セクター」と呼ばれる。たとえば「鉄鉱石」，「マンガン鉱石」を含む「鉄類鉱石（ferrous 

ores）」）がそれに当たる。セクターの分類方法は，トレムルらによって再構成された 1972

年ソ連産業連関表からとられている。第 3 の層つまりセクターの集合体は「ブランチ」の

レヴェルで，たとえば「製鉄（ferrous metals）」が該当する。これは，われわれの推計で

も部門と呼ばれてきたものである。CIA 指数では，製鉄工業ブランチは，「鉄類鉱石」のほ

かに，「鉄（ferrous metals）」，「コークス製品（coke products）」，「耐火性製品（refractory）」

の各セクターからなる。ブランチのさらに上のレヴェルは「グループ」で，たとえば「工

業原材料（industrial materials）」グループがそれであり，「工業原材料」のほかに「機械」，

「耐久消費財」の 3 グループがある。そしてさらにその上の最上位のレヴェルが「全工業

（total industry）」ということになる。この CIA の筆法に従えば，われわれの指数では工

業生産を，生産物－ブランチ（部門）－全工業という三層からなるものとしてみているこ

とになろう。このような指数作成方法の例外は機械工業で，これについては後述しよう。

表 7-11 は，CIA 指数における実際の部門およびセクターの名称と，各セクターにおけるプ

ロダクト数を示している。 

1982 年の CIA 指数では，サンプル「プロダクト」として「鉄鉱石」のような 312 品目が

採用されている。これらのプロダクトの生産は，物量単位，価値額，指数のいずれかで測

定される。これらのデータの主たる出所はソ連公式統計（ナルホーズ）であるが，そのほ

かにもコメコン統計集（通称，CMEA Handbook）やさまざまな雑誌からとられている。

また，たとえば非鉄金属部門の生産物などかなりの部分は，CIA が独自にその生産量を推

定したものである。312 というプロダクト数の多さは，CIA の組織的な調査力を示すもの

であるといえようが，そのうちの半数以上の品目には何らかの推定が含まれている点には

注意が必要である。またこれらのプロダクトの生産に関する具体的なタイムシリーズ・デ

ータは示されていない。 

さて 312 品目のうち，物量単位の生産データが使われるには 292 品目（94％）である。

これらの物量単位生産量に 1967 年企業卸売価格を掛けて固定価格シリーズを得る。ただし

一部のサンプル生産物については，品質向上を考慮するためにそれに品質改善をあらわす

                                                   
222 この第 II 部（An Index of Industrial Production in the USSR と題されている）の執筆者は，レイ・

コンヴァース（Ray Converse）である。 
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指数を掛けるという調整を行なう。312 品目の中の 4％の品目については，ソ連公式統計か

ら 1967 年卸売価格表示の生産額をそのまま利用する。生産額が 1955 年価格表示あるいは

1975 年価格表示のシリーズである場合には，適当な係数でそれを 1967 年価格表示に改め

る。さらに 312 品目中残余の 2％の品目については，公式統計によるある製品グループにつ

いての総生産額指数をそのまま採用する（この指数がどのようにして価値額に変換される

のか，詳細は明確に示されてはいない）。こうしてサンプル・プロダクトの 1967 年企業卸

売価格による生産額のシリーズが得られる。なお，以上の 312 品目のサンプル・プロダク

トの生産量（生産額，指数）データは，毎年得られるわけではない。データが欠如してい

る期間がある場合には，たとえばその期間について同一の生産増加率を仮定するなどして

データの空白が埋められる。こうして作成されたプロダクトごとの生産額シリーズは，セ

クターごとに集められて合計され，セクター別の生産指数に変換される。上述のとおりセ

クターの分類方法は 1972 年産業連関表（IO 表）に基づくもので，CIA はオリジナルの 81

セクターの一部を細分化して 84 セクターとしている。ただしサンプル・プロダクトがカヴ

ァーしているのは，84 セクター中の 72 セクターであり，カヴァーされていないセクターに

ついては工業全体の生産に帰属されることになる。計算されたセクター指数は，1972 年 IO

表に基づく付加価値ウェイトを与えられてブランチ指数となる。ブランチの分類方法はわ

れわれの指数と同様で，非鉄金属工業部門を含めて 10 部門である。ブランチ指数は，CIA

が推計した 1970 年における要素費用ベースの付加価値をウェイトとして 3 つのグループ，

すなわち工業原材料，機械総合，非耐久消費財の指数へと集約され，さらにこれらの 3 グ

ループ指数から，同じウェイトを用いて全工業指数が計算される。 

先にふれたとおり，機械部門（「ブランチ」でもあり「グループ」でもある）の取り扱い

は，以上の場合とは少し異なる（JEC, 1982, pp. 241-244）。まずすべての機械は民生用機

械と軍用機械に大別され，さらに民生用機械は耐久生産財と耐久消費財に分類される。民

生用機械に属する各セクターの指数は，通常のセクター指数の作成と同様に 1967 年企業卸

売価格を用いて行なわれる。これらのセクターは，基本的に IO 表における最終消費が公共

部門であるか民間部門であるかによって，それぞれ耐久生産財と耐久消費財に分類される。

両者をともに生産するセクターについては，そのセクターのサンプル・プロダクトが二つ

に分離され，したがってセクターについて二つの生産指数ができることになる。このよう

なセクターごとの生産指数を，それぞれのセクターの付加価値生産ウェイトに基づいて合

計することによって，耐久生産財および耐久消費財部門の生産指数を計算することができ

る。さらに耐久生産財部門と耐久消費財部門の生産指数は，1972 年における両者の付加価

値生産の比（415 億 9900 万ルーブル：56 億 5800 万ルーブル）で結合され，民生用機械生

産指数が導出される。この指数と軍用機械生産指数を結合することによって全機械指数が

計算されるが，軍用機械生産指数の値は示されておらず，また民生用機械と軍用機械を結

合する際のウェイトである基準年（1970 年）における両者の付加価値生産の比は，およそ

2：1 であるとしか述べられていない。 

JEC（1982）は，以上の方法で 1950 年から 1980 年までの生産指数を導いているが，そ

の後 CIA は，ウェイト基準年を 1982 年とした 1950-87 年に関する新しい指数を公表した

（JEC, 1990）。それによると，基準年が変更されただけで指数の計算方法は JEC（1982）
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と大きな変化はない223。結果として得られた工業の生産指数を 1970 年基準指数（JEC, 1982）

とくらべると，5 年間ごとの年平均成長率が，1970 年基準指数では 1960-65 年が 6.6％，

1965-70 年が 6.3％，1970-75 年が 5.9％，1975-80 年が 3.4％であったものが，1982 年基

準指数ではそれぞれ，6.5％，6.0％，5.6％，2.4％となっている。一般に，基準年が新しく

なればなるほど成長率は下がるのは当然であるのかもしれないが（ガーシェンクロン効果），

1975-80 年における平均成長率の低下はそれにしてもやや大きい。ここでは，1981 年から

1990 年までの生産指数についてはこの 1982 年基準の指数による成長率を用い，1980 年ま

での指数に接続して 1950-90 年の CIA 指数とした224。このような方法で得た CIA 指数を S

指数と比較したのが表 7-12，表 7-13，図 7-3，図 7-4 である。図 7-3 には，参考のために

公式生産指数も加え，三つの指数のおよその姿を比較した。 

 

 

表 7-12 CIA 指数と S 指数（全工業，1950-90 年，1960 年指数=100） 

 CIA

指数 
S指数 

 CIA

指数 
S 指数 

 CIA

指数 
S 指数 

 CIA

指数 
S 指数 

1950 41.4 41.7 1961 106.7 105.7 1971 197.9 177.9 1981 298.2 231.2 

1951 46.5 50.1 1962 114.6 112.4 1972 207.9 185.6 1982 302.1 232.9 

1952 50.4 56.1 1963 121.5 119.0 1973 220.0 194.2 1983 309.4 237.0 

1953 55.0 59.4 1964 129.3 126.0 1974 234.2 201.2 1984 318.0 239.9 

1954 60.5 64.8 1965 137.7 133.0 1975 248.6 209.6 1985 324.7 243.8 

1955 67.2 70.7 1966 145.4 140.1 1976 258.4 216.3 1986 332.5 250.6 

1956 72.7 76.3 1967 155.4 148.7 1977 268.6 222.2 1987 342.5 257.3 

1957 78.3 82.5 1968 165.6 155.7 1978 277.9 226.3 1988 351.7 258.7 

1958 85.3 90.5 1969 174.5 161.9 1979 286.2 227.0 1989 349.6 253.6 

1959 93.3 95.9 1970 186.6 170.3 1980 294.4 229.8 1990 339.8 245.9 

1960 100.0 100.0          

出所：CIA 指数は，1950-80 年：JEC（1982, pp. 191-192），1981-85 年：（JEC, 1990, p. 62），1986-90

年（JEC, 1993, p. 15）に記された成長率より計算した． 

 

 

表 7-13 CIA 指数と S 指数の年平均成長率とその差：全工業（％） 

 CIA 指数 S 指数 差  CIA 指数 S 指数 差 

1950-55 10.2 11.1 -0.9 1985-90 0.9 0.2 0.7 

1955-60 8.3 7.2 1.1 1950-60 9.2 9.1 0.1 

1960-65 6.6 5.9 0.7 1960-70 6.4 5.5 1.0 

1965-70 6.3 5.1 1.2 1970-80 4.7 3.0 1.6 

1970-75 5.9 4.2 1.7 1980-90 1.4 0.7 0.8 

1975-80 3.4 1.9 1.6 1960-90 4.2 3.0 1.1 

1980-85 2.0 1.2 0.8 1950-90 5.4 4.5 0.9 

                                                   
223 GNP 推計における基準年変更以外の主たる変化は，1982 年報告書では現行価格表示から要素費用表

示への変換の際に方程式体系の中の未知数として求められた全部門均一収益率が，1990 年報告書では先験

的に 12％とされたこと，工業およびその他若干の部門について成長指数の計算方法が，データのアヴェイ

ラビリティに基づいて若干変更されたこと等である。工業の成長指数計算では，木材・製紙工業および建

設資材部門におけるサンプル・プロダクト数が増加したことなどが主要な変化である（JEC, 1990, pp. 21, 

28）。 
224 1980-85 年については，JEC（1990, p. 62），1985-90 年については，JEC（1993, p. 15）より各年の

成長率を得た。JEC（1993）による成長率は，JEC（1990）と同様，1982 年基準の工業生産指数から導

かれたものである。 
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注：「差」は，CIA 指数年平均成長率－S 指数年平均成長率． 

出所：表 7-12． 

 

 

図 7-3 ソ連工業生産指数（全工業，公式・CIA・S 指数，1950-90 年，1950 年指数=100） 

 

出所：表 7-11，巻末付表 3． 

 

 

図 7-4 対前年生産増加率（CIA 指数と S 指数，％） 

 

出所：表 7-12． 
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表 7-14 CIA 指数と S 指数の年平均成長率とその差：部門別（％） 

 CIA 指数 S 指数 差  CIA 指数 S 指数 差 

電力    1970-80 6.6 3.0 3.7 

1950-60 12.3 12.3 -0.1 1980-90 1.4 -0.6 1.9 

1960-70 9.7 9.7 -0.1 1960-90 5.0 2.6 2.4 

1970-80 5.8 5.7 0.0 木材・製紙    

1980-90 2.7 2.9 -0.3 1950-60 6.6 5.7 0.8 

1960-90 6.0 6.1 -0.1 1960-70 2.7 2.2 0.6 

燃料    1970-80 1.2 0.0 1.3 

1950-60 9.2 8.6 0.6 1980-90 1.7 0.3 1.4 

1960-70 5.6 5.6 0.1 1960-90 1.9 0.8 1.1 

1970-80 4.1 4.3 -0.1 建設資材    

1980-90 0.6 1.1 -0.5 1950-60 15.2 13.2 2.0 

1960-90 3.4 3.6 -0.2 1960-70 5.5 4.4 1.1 

製鉄    1970-80 3.6 1.9 1.7 

1950-60 9.3 9.2 0.2 1980-90 1.7 1.2 0.5 

1960-70 6.1 6.0 0.2 1960-90 3.6 2.5 1.1 

1970-80 2.5 2.5 0.0 軽    

1980-90 0.4 0.6 -0.2 1950-60 8.4 8.0 0.3 

1960-90 3.0 3.0 0.0 1960-70 4.9 3.8 1.1 

化学    1970-80 2.7 1.2 1.4 

1950-60 11.0 9.1 1.9 1980-90 1.5 1.0 0.5 

1960-70 10.4 9.4 1.0 1960-90 3.0 2.0 1.0 

1970-80 6.2 6.0 0.2 食品    

1980-90 2.0 2.1 -0.1 1950-60 9.3 8.2 1.1 

1960-90 6.1 5.8 0.3 1960-70 6.3 5.5 0.8 

機械    1970-80 2.3 2.3 0.0 

1950-60 8.8 10.0 -1.2 1980-90 1.4 2.4 -1.0 

1960-70 7.2 5.4 1.7 1960-90 3.3 3.4 -0.1 

注：「差」は，CIA 指数年平均成長率－S 指数年平均成長率． 

出所：表 7-12 の出所に記した資料より計算した． 

 

 

とりわけ図 7-3 から明らかなように，CIA 指数の工業生産年平均成長率は 1950 年代にお

いては S 指数とかなり接近していたが，1960 年代に入ると S 指数よりも年率で 1％ほど高

くなり，1970 年代にはその差がさらに広がった。成長率自体が低くなったのであるから，

両者の差は 1960 年代よりも実質的にさらに大きく開いたといえよう。1980 年代には差が

縮小したが，これは成長率自体が小さくなったためで，S 指数の年平均成長率が CIA 指数

の半分ほどであることを考えると，両者の差が目に見えて縮小したとは言い難い。 

両指数の乖離をもう少し詳しく見るために，比較可能な 9 部門225について二つの指数の

成長率をくらべてみたのが表 7-14 である。この表によれば，二つの指数の乖離の状況は部

門によってかなり異なることがわかる。すなわち，電力，燃料，製鉄部門については，多

くの期間について両者の間にそれほどの差はない。また化学，食品部門については，期間

によって成長率に差のある時期もあるが，1950-90 年あるいは 1960-90 年の全体を通して

                                                   
225 S 指数では，1955 年以降非鉄金属部門については計測していない。それゆえ，非鉄金属部門を除く 9

部門について比較した。 
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みると大きな差はできていない。しかし，機械，木材・製紙，建設資材，軽工業の各部門

において成長率の差が大きく，とりわけ機械部門においては，CIA 指数が S 指数をかなり

の程度上回り，それが工業全体における両指数の成長率の差を作り出している最大の要因

となっているといえるだろう。何が部門による成長率の差を作り出しているのかを考える

ときに有用なのが，CIA 指数におけるサンプル・プロダクトの生産データのタイプであり，

表 7-15 はそれを示したものである。 

 

 

表7-15 CIA指数における生産統計別プロダクト・サンプル・シェア（1972年付加価値，％） 

 物量単位 金額表示公式統計 指数表示公式統計 代表生産物なし 

電力 100.0    

燃料 100.0    

製鉄 94.8   5.2 

非鉄金属 62.7   37.3 

化学 77.4  4.1 18.7 

機械 53.3 18.5 23.9 4.3 

木材・製紙 78.4 16.7  4.9 

建設資材 100.0    

軽 63.9 36.1   

食品 100.0    

全工業 73.3 10.7 8.0 8.0 

出所：JEC（1982, p. 184）． 

 

 

表の数字は CIA 生産指数について，たとえば電力工業部門あるいは燃料工業部門におけ

るサンプル・プロダクトは，すべて物量単位生産データによるものを使って指数計算を行

なったものであることを示している。同様に機械工業のサンプル・プロダクトは，金額（1972

年付加価値生産額）ベースで 53.3％が物量単位生産データ，18.5％が公式統計による金額

データ，23.9％が公式統計による総生産額指数データ，また 1972 年の付加価値生産の 4.3％

の部分はサンプル生産物がなかった（したがってこの部分の生産は工業全体の生産に帰属

させた）ことを意味する。工業全体としてみると，二割近い部分を金額あるいは指数デー

タが占める。先にふれたとおり，CIA 指数のサンプル・プロダクト 312 品目のうち，金額

表示生産データ利用品目は 4％，指数生産データ利用品目は 2％にすぎないことを述べたが，

こうした生産物のウェイトは，付加価値生産ベースではそれよりもはるかに大きなもので

あることがわかる。 

われわれの指数におけるサンプル・プロダクトはすべて物量単位生産データによるもの

であることからすれば当然のことであるが，電力，燃料，製鉄，食品工業部門のように，

CIA 指数においてもすべて物量単位生産データに基づく部門生産指数は，表 7-14 に見るよ

うに S 指数と非常に近接した指数となっている。これらの部門において両指数に差がある

とすれば，おそらく指数に組み込まれているサンプル・プロダクトの品目の違い，あるい

はウェイト・システムの違いによるものであろう。これに対して，両指数の差異が大きい

機械，木材・製紙，軽工業は，いずれも CIA 指数において，公式統計のルーブル金額表示

生産データあるいは指数表示生産データをそのまま指数計算に利用したサンプル・プロダ
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クトがかなりのウェイトを占める部門である。とりわけ機械部門は，表 7-15 に示されてい

るとおり物量単位生産データの利用が 53％しかない。この事実が，機械部門についての CIS

指数と S 指数の成長率の差を説明するのではないかと思われる。実際 CIA は，機械部門に

おいては工作機械やプレス機械，あるいは軽工業・食品工業・印刷工業などのさまざまな

工業部門あるいは農業部門のための機械や設備，あるいは修理作業など数多くのプロダク

トについて金額表示や指数表示の生産テータを利用している（JEC, 1982, pp. 220-224）。

また木材・製紙部門では，「家具」の生産に金額データが使われ（ibid., p. 225），軽工業部

門では，同様に「縫製品」の生産に金額データが使われている（ibid., p. 228）。その結果，

ハーニンが指摘しているように，「原料である用材の生産の絶対量は 1970 年代に減少して

いるのに，家具の生産はほとんど二倍になっており，また縫製品の生産は糸や布の生産よ

りもはるかに急速に増大している」（Ханин, 1993, стр. 101）ことになる。 

このような金額表示生産データあるいは指数表示生産データの利用は，先に示したよう

にグリーンスレード指数にもみられたものであり，おそらくは CIA における初期のソ連生

産推計作業を指導したグリーンスレードが始めたものと思われるが226，この CIA 報告書

（JEC, 1982）ではその部分がかなり拡大しているようにみえる。われわれの立場からすれ

ば，このようにソ連当局が発表したルーブル金額表示あるいは指数表示（つまりは公式統

計による総生産額表示）の生産データを指数推計に組み込むことは，かなり危険なことだ

と思われる。本書第 1 章の議論によれば，ソ連後半期あるいはポスト・スターリン期にお

ける生産指数のインフレーションの最大の原因は，社会主義経済に特有の「擬似新製品」

が割高な価格で生産指数に組み込まれたということであった。この傾向は，特に 1965 年改

革以後，企業が自己の収益あるいは利潤を重視するようになって一層強まったと考えられ

る。このようなことからすれば，公式の生産統計においてこうした割高な価格がかかわっ

ている可能性があるようなルーブル金額表示あるいはそう生産額シリーズを生産指数の推

計に加えることは，公式統計と同じ上方バイアスを生じる可能性を生むことになろう。CIA

がこのような生産データを採用した理由は，かつてグリーンスレードが述べていたとおり，

「基本的生産物についてのカヴァレッジを広げるため」（Greenslade, 1972, p. 157）とのこ

とである。たしかにそれによって，表 7-15 に見られるように 1972 年における工業全体の

付加価値生産において生産指数のサンプル・プロダクトによって代表されていない部分は

全体の 8.0％にすぎず，特に機械部門においてはわずかに 4.3％となっている。しかしなが

ら，このように推計の精度をあげようとして価値データを多用すればするほど，指数は上

方へのバイアスを含んでいくことになろう。CIA による価値データ採用のもう一つの理由

は，工業生産物における品質やアソートメントの向上を考慮するということであると思わ

                                                   
226 CIA は，JEC（1982, p. IX）の前書きで，特に次のように記してグリーンスレードの貢献を讃えてい

る。「本書の研究は，故ラッシュ・グリーンスレードの多大な業績に負うところが大きい。グリーンスレー

ド博士は 1950 年代初期に CIA に入り，1973 年に退職された。退職後 1978 年に亡くなるまで，CIA の顧

問および相談役であった。グリーンスレード博士の主要な貢献は，主としてソ連経済発展の数量分析の分

野にあった。彼は，1950 年代にソ連工業生産指数を開発し，工業のトレンドについて多くの論文を書いた。

彼はまたソ連 GNP 推計の分析上の枠組みを考案し，必要なデータの収集を組織することにも努力を傾け

た。1970 年代初期には，推計された GNP を 1970 年価格に変換し，この推計のための方法とデータのす

べてを検討し改善する作業を指導した。こうした努力は，CIA による 1970 年ソ連 GNP 推計と，1976 年

の JEC によるソ連経済についての報告書の中の一章『ソ連の実質 GNP，1950-75 年』となって結実した」

と記されている。 
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れる。しかし現実に製品の質がどの程度向上したかについては，疑問がある。第 1 章 1-4-2

でふれたように，かつてボレツキーが CIA の推計はソ連製品における品質の改良という点

を十分に考慮していないと批判したときに，ハーニンがそれを全面的に否定したことが思

い起こされる。すなわちハーニンは，次のように述べてボレツキーを批判している。「ボレ

ツキーの議論の主要な欠点は，当時のソ連において生じていた経済的・社会的プロセスを

十分に認識していないという点であり，このことは多くの西側のソ連研究者にも当てはま

る。…もしもボレツキーがこの（技術進歩と品質改善という―栖原注）問題についてソ連

の文献に基づいて研究し，実際に何回かソ連にいってソ連の工業製品を買ってみたら，間

違いなく彼は，CIA がソ連製品の品質を過小評価しているという批判を捨て去ったことだ

ろう。若干の改善はみられたかもしれないが，大部分の場合において量の追求は消費財に

ついても生産財についても品質の低下をもたらしたのである」（Ханин, 1993, стр. 116）。 

さらにもう一つの問題点は，物量単位の生産データと生産金額についてそれを併用する

ことによって指数の恣意性が増すことである。一例をあげよう。CIA 推計は，金属工作機

械あるいは鍛造・プレス機械について，物量単位生産データがナルホーズに掲載されてい

るにもかかわらずルーブル表示の生産データを用いている。たとえば 1960 年から 1970 年

において工作機の生産は 15 万 5900 台から 20 万 2200 台へと 30％増加し，鍛造・プレス

機械は 2 万 9900 台から 4 万 1300 台へと 38％増加した。他方生産額（1967 年 7 月 1 日企

業卸売価格表示）データによれば，工作機械は 4 億 1900 万ルーブルから 9 億 7800 万ルー

ブルへと 133％増加し，鍛造・プレス機械は 1 億 2900 万ルーブルから 2 億 4600 万ルーブ

ルへと 91％増加したという（Нархоз в 1972 г., стр. 226）。CIA が用いた総生産額表示の

増加割合が，物量単位表示のそれよりもはるかに高いのは明らかである。他方 CIA 推計は，

冶金・金属設備については，公式統計による総生産額指数が利用可能であるにもかかわら

ず，そのセクターに属する個別機械 9 品目の物量単位生産データを使って指数を計算して

いる（JEC, 1982, pp. 220-221）。どのような理由でこのような方法の使い分けをするのか

は示されていない。しかしながら，この使い分け一つで指数の値が大きく変わるのは明ら

かである。 

 最後に，CIA 指数の作成方法の説明における問題点をもう一つ指摘しておこう。たとえ

ば前章でみたナターやホッジマンの指数は，もっとも基本的なデータである生産物の年々

の生産量について，著作中に具体的な値を示していた。またウェイトとなる価格や付加価

値についても同様で，読者はこうして提出された一次データをもとに，説明された方法で

指数作成のプロセスをたどることができた。また後続の研究者のために，それらのデータ

の出所も明記されていた。しかし残念ながら CIA の著作の場合には，彼らが指数推定に利

用した生産量や価格に関する一次データも出所も示されていない。掲載されているのは推

計の第二のレヴェル，すなわちセクターごとの生産指数からであって，ここまでのプロセ

スはブラックボックスとなっている。したがって，そのプロセスが正当なものであるかど

うか読者は判断することができない。軍事品の生産指数にいたっては，具体的な方法や推

計結果などが一切示されていない。これは他の研究者にとって不便であること極まりない。

実際に CIA が何らかの意図をもって数字を操作したとは思われないけれども，ソ連統計当

局の恣意性を批判しつつ独自に推計を行なう立場にあるものとして，上述の態度はふさわ

しいものとはいえないだろう。 
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そのような例として，建設資材工業部門の生産指数の例をあげておこう。表 7-14 にみる

ように，この部門も CIA 推計と S 推計の指数の差が目立つ部門であるが，表 7-15 によれば

CIA は建設資材工業部門についはすべてのサンプル・プロダクトについて物量単位生産デ

ータを利用したという。それにもかかわらず CIA 指数によるこの部門の生産成長率は，S

指数のそれを 1960-90 年で平均年率にして 1％も上回っているのはなぜなのだろうか。表

7-16 に，1970-79 年におけるこの部門の指数推計を表にまとめた。部門全体で，1970 年の

指数を 100 とすると CIA 指数は 1979 年に 141.2 に対して S 指数は 120.8 である。どこか

らこのような差がつくのか，表を眺めても判然としない。セメント，コンクリート，壁材，

屋根材の各セクターではそれほどの差がつきそうにない。また「アスベスト」「建設用陶器」

の両セクターの増加率もそれほど大きいものではない。「ガラス」の増加率は確かに大きい

が，総生産額は「セメント」や「レンガ」の約四分の一でそれほど大きなウェイトを占め

ているわけではない227。「その他」セクターの品目の中に特に増加率の大きな生産物が潜ん

でいるのかもしれないが，残念ながら CIA 報告書に示されているデータからこの部門にお

ける二つの指数の乖離の原因を特定することはできない。もう少し，CIA からの情報提供

がほしいところである。 

 

 

表 7-16 建設資材部門：CIA 指数と S 指数の比較（1970-79 年，1970 年指数=100） 
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CIA 17  131.3 建設用 

陶器 

CIA 2  140.0 

S 1 セメント 129.2 S 0   
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その他 

CIA 4  158.7 

S 1 コンクリート 142.9 
S 3 

石灰 
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153.0 

壁材 

CIA 5  104.4 

S 3 

タイル 

レンガ 

スレート 

  6.9 

 98.2 

125.1 

ガラス a) 
CIA 2  166.8 

S 0   

部門全体 
CIA 35  141.2 

アスベ 

スト 

CIA 2  127.1 Sb) 9  120.8 

S 0        

屋根材 
CIA 1 屋根材 131.4      

S 1 屋根材 131.4      

注：a) CIA 指数では「ガラス」は建設資材部門の生産物となっているが，S 指数では，ソ連公式統計にな

らって「ガラス」を建設資材部門の生産物とはしていない．b) S 指数では建設資材部門の指数推計に 12

品目が使われているが，1970-79 年の期間については 9 品目しか使われていない． 

出所： CAI 指数については，JEC（1982, pp. 226-227, 237），S 指数については，筆者の計算による． 

 

                                                   
227 筆者の推計によれば，1955 年価格表示の 1970 年における「窓ガラス」の生産額は，25 億 4200 万ル

ーブルであるのに対して「セメント」の生産額は 108 億 9100 万ルーブル，「レンガ」の生産額は 100 億

9600 万ルーブルであった。 
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7-2-4．ハーニンの指数 

前項で説明したように，1970-80 年代は西側においてソ連マクロ経済指標の CIA による

独占的提供の時代であったが，1985 年にミハイル・ゴルバチョフがソ連共産党書記長とな

り，やがてペレストロイカとグラスノスチを推し進めると，ソ連国内の経済統計に新たな

潮流が生まれた。つまりそれまでソ連の人々の間で漠然と感じられていた経済は停滞して

いるという感覚，あるいは公式統計が示すような経済発展は現実を表していはいないとい

う感覚を理論的に裏付けるような論文があらわれ始めたのである。中でも1987年に雑誌『ノ

ーヴィ・ミール』に掲載されたヴァシリー・セリューニンとグリゴリー・ハーニンの共同

論文「狡猾な数字」は，大きな反響を引き起こした。実際，たとえば「われわれの方法で

計算すれば，1928 年から 1985 年までで国民所得は 6-7 倍になった。これはどこからみて

も立派な数字だが，実は，公式統計ではこの間の所得増加は 90 倍ということになっていた

のだ」（Селюнин, Ханин, 1987, стр. 192）というような表現は人々を驚かせ228，この主張

の根拠となったハーニンの推計は，学問的にも注目を集めることとなった。ハーニンの推

計は，ソ連公式統計の上方バイアスを明らかにしたばかりでなく，同時に，それまで正確

な推計と認められてきた CIA の推計にもチャレンジするものであった。 

 ハーニンは，ソ連経済の長期にわたる実績を示す指標として，上述の国民所得のほかに

も工業，建設，資本ストック，原材料集約度，卸売価格についての推計結果を示している。

ここでは，工業にしぼって彼の指数推計の方法論を検討しよう。ハーニンは，工業に関す

る独自推計の一部を初めて明らかにした 1981 年の論文で，推計の際の一般的原則を三項目

にまとめて示している（Ханин, 1981, стр. 64）。第一に，多くの経済指標について多様な

情報があることを考慮し，複数の代替的推計を行なうこと，第二に，そうして得られた複

数の推計の平均をとってそれを最終的な推計とすること，第三に，価値で表現された生産

活動指標は統計を歪める原因となるから，推計の際にはできるだけ現物表現指標に依拠し，

価値指標を使う場合にもできるだけ歪みの少ない指標を用いることである。このような原

則に基づき，ハーニンは 6 つの代替的方法を用いて工業生産指数の推計を行なっている。

しかし，おそらくこの 1981 年論文の発表には多くの制約があったものと思われる。という

のは，この論文では指数推計に関する方法論が概説されてはいるものの，肝心の推計結果

が示されていなかったからである。ようやくそれが明らかにされたのは，彼の学位論文を

まとめた著作『ソ連経済発展の変動（Динамика экономического развития СССР ）』

（Ханин, 1991a）においてであった。しかし，残念ながらここにおいてもハーニン自身に

よる説明は十分とは言い難く，それだけでは推計の細部を知ることは不可能である229。以

下では，筆者による推測を交えながら何とか彼の 6 つの方法を追ってみよう。以下の記述

でハーニンの第一論文というのは Ханин（1881）を指し，ディナミカというのは Ханин

                                                   
228 国民所得が 57 年間で 7 倍になるには平均年率で 3.5％の成長が必要であるのに対して，90 倍になるに

は年率 8.2％の成長が必要である。 
229 マーク・ハリソンによると，主著の『ディナミカ』（Ханин, 1991a）においてさえも，スペースの制

約があってハーニンの学位論文に示されたデータの 60％が収められているにすぎないという（Harrison, 

1993, pp. 154-155）。しかし，かりに残りの 40％が示されたとしても，ハーニンの推計プロセスを追うの

は難しいように思われる。 
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（1991a）を指すこととする。 

ハーニンの工業生産指数代替推計の第一の方法は，基本的にわれわれの指数作成方法と

同様である。つまりそれは，個別生産物の現物表示生産量を基準年ウェイトで平均したも

のであって，その基礎となるのはナルホーズからとられた 104 種類の民生工業品の物量単

位生産量である230。彼は各生産物の生産量データを，1955 年から 60 年，65 年というよう

に 5 年おきに 1975 年まで示している（Ханин, 1991a, стр. 245-248）。おそらく彼の生産

指数も，途中の年については省略し，これらのベンチマーク年についてのみ計算されてい

るものと思われる。彼の第一論文によれば，個別工業製品の生産量を平均するときのウェ

イトは，それぞれの生産物における基準年の標準労働集約度（нормативная трудемкость）

ということになっていたが，ディナミカでは 1972 年における卸売価格231で代用されたと述

べられている。ただし，実際の価格やその出所は示されていない。ハーニンの推計におけ

る工業部門分類は，おそらくわれわれの推計作業における部門分類と同様で，非鉄金属を

除く 9 部門分類であると思われるが，電力，燃料，製鉄工業については，上述の手続きに

よってこれらの部門に属する代表生産物の生産総額から部門指数が計算されたのではない

かと思われる。それ以外の化学，機械，木材・製紙，建設資材，軽，食品各工業部門の生

産物は，まずそれぞれの部門の下位分類である小部門にまとめられて小部門生産指数が作

成される。たとえば化学工業は，基礎化学品，プラスチック，化学繊維，ゴム・アスベス

トの 4 つの小部門からなっており，これらの小部門について上の方法で生産指数が作られ，

それが，おのおのの小部門における工業生産要員数232の部門内シェア（％）をウェイトと

して化学工業部門指数にまとめられる。同様に機械工業は 12 の小部門，木材・製紙工業は

3 つの小部門，建設資材工業は 4 つの小部門，軽工業は 3 つの小部門，食品工業は 6 つの小

部門から部門指数が計算される。以上のようにして算定された部門指数は，1955-65 年につ

いては1960年における部門別月間賃金の全部門合計賃金におけるシェアをウェイトとして，

また 1965-75 年については 1968 年の賃金シェアをウェイトとして，全工業の生産指数にま

とめられる。以上の説明でわかるとおり，ディナミカにおけるこの方法による生産指数推

計期間は，1955-75 年である。ハーニンの説明には不明瞭な点あるいは矛盾した点があって

わかりにくいが233，以上がハーニンの第一の方法の骨子である。さきに述べたとおり，こ

の第一の方法による生産指数はわれわれの指数と同型の通常のラスパイレス型生産指数で

                                                   
230 これらの 104 品目の生産量は，ほとんどの生産物についてわれわれが用いたデータと同一であるが，

わずかな品目の生産量について食い違いがある。「苛性ソーダ」については，第 2 章 2-3-4 において指摘し

たようにナルホーズには新旧二つの生産量データ系列があるが，ハーニンはこれらの二つの系列の生産量

をとり混ぜている。また「植物油」の 1955 年における生産量を 168 万トン（正しくは 116 万 8000 トン）

としている（Ханин, 1991a, стр. 245, 248）。 
231 工業卸売価格であるのか企業卸売価格であるのか，明記されていない。もしも工業ハーニンが参照し

たのが公式の価格表（プレイスクラント）であるなら，価格には取引税が含まれていると思われるが，こ

の点についての注釈もない。 
232 工業生産要員（PPP）とは，工業部門に雇用されている労働要員で，ソ連公式統計集では「労働者・

職員」などとも表現される。厳密な定義については，第 4 章 4-3-3 参照。 
233 たとえばハーニンは，「全工業生産要員および月間平均賃金フォンドに占める非鉄金属部門のシェアは，

製鉄工業省と非鉄金属工業省における被雇用者数の比に基づいておおよそ 2：1 と決定された」（Ханин, 

1991a, стр. 117）と述べて，あたかも非鉄金属工業部門の指数も考慮されているかのような書き方をして

いる。しかしながら，彼のこの方法による推計の基礎となるはずの 104 の代表品目の中に，非鉄金属部門

の生産物は含まれていない。 
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ある。 

ハーニンの第二の方法は，労働生産性の上昇率に労働力の増加率を掛けて生産指数を計

算するというものである。ただし，公式統計による生産性の上昇率はもちろん上方バイア

スがあるのでそのまま使うことはできない。その代わりに，以下のようにして独自に生産

性上昇率を推計している。いま IAを，指標 A に関する指数，つまり At /A0とする。ここで

添え字 t は当該年，添え字 0 は基準年を意味する。また，W を賃金総額，Y を生産総額，L

を労働者数とすれば， 

IW/Y = IW/L / IY/L                      (1) 

すなわち生産物 1 単位当たり賃金（W/Y）指数は，労働者 1 人当たり賃金（W/L）指数を

労働生産性（Y/L）指数で割ったものである。 

 また生産物 1 単位当たり賃金指数は，生産額に対する原価 C のシェアの指数と原価に占

める賃金のシェアの指数の積であるから234， 

IW/Y = IC/Y × IW/C                    (2) 

と書ける。（1）式と（2）式から， 

IY/L = IW/L / (IC/Y×IW/C)                 (3) 

となる。すなわち労働生産性指数は，労働者 1 人当たり賃金指数を，生産物 1 単位当たり

原価の指数と原価に占める賃金シェアの指数の積で割ったものになる。この（3）式におい

て，労働者 1 人当たり賃金と原価に占める賃金のシェアは公式統計から容易に入手できる

が，生産総額に占める総原価のシェアについての情報は入手が困難である。そこで，基準

年と当該年の原材料（M）集約度（換言すれば生産物 1 単位当たり原材料支出，また M + W 

= C とする）が不変である，すなわち，  

 M0 / Y0 = Mt / Yt                      (4) 

と仮定し，さらに原材料にはインフレーションがないと仮定する。つまり（4）式の Y を名

目生産額でなく実質生産額 Y*と考える。すなわち， 

M0 / Y*0 = Mt / Y*t                      (4)’ 

であるとすると 

IC/Y* = [1- (W0/C0)] / [1- (Wt/Ct)]             (5) 

となるから，C/Y*は容易にデータが入手できる 1－W/C によって代替が可能となる235。デ

ィナミカに詳しい説明はないが，おそらくハーニンはこのようにして生産指数を求めてい

るのではないかと思われる236。実際，クシニルスキー（Kushnirsky, 1988, p. 14）はその

ように解釈して生産指数を求めている。結局労働生産性指数は，（5）式を（3）式に代入し

て， 

IY*/L = { IW/L ×[1- (Wt/Ct)] / [1- (W0/C0)] } / IW/C      (6) 

となる。こうして実質生産性の指数を求めることができれば，これに労働力の増加指数を

                                                   
234 ソ連の公式統計で原価（себестоимость）という場合には，原材料，燃料，減価償却に賃金を加えたも

のを指す。 
235 ナルホーズの各号には，「工業生産のコスト構造（структура затрат на производство 

промышленной продукиции）」と題された統計が掲載されており，そこから原価に占める賃金コストの

割合が容易に得られる。 
236 ただしハーニンの独自推計を解説したハリソンは，IC/Yは，機械部門の生産物からハーニンによって独

自に推計されたと述べている（Harrison, 1993, p. 160）。 
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掛けることによって実質生産の指数を得ることができる。(6)式では，労働者 1 人当たり賃

金が高くなればなるほど，また原価に占める賃金のシェアが小さくなればなるほど，原材

料支出が増加し，それが生産性を引き上げるという関係になっている。 

ハーニンの説明によれば，この第二の方法を 1967-72 年の機械工業に適用して生産指数

を得，それをこの期間の工業全体の生産指数とみなしているようだ。すなわち彼は，次の

ように説明している。「機械生産は工業生産の大きな部分を構成しているが，この部門にお

けるフォンド装備率は工業全体とほぼ同様に推移しているために237，工業全体の労働生産

性の変化は，機械部門におけるそれと同様であろうと想定することが可能である」。以上か

ら，この方法による指数推定期間は 1967-72 年というごく短い期間ということになる。ハ

ーニンがこの方法の適用を上の期間に限ったのは，1967 年 1 月の工業製品価格の改定で原

料価格が引き上げられ，また続いて 1973 年に再び価格改定があって，上の(4)式の関係が維

持されなくなったためと説明されている。しかしもしもそうであるなら，卸売価格体系が

一定の期間，たとえば 1967 年の価格改定の前の価格改定，すなわち 1955 年から 1967 年

までの期間についてもこの方法の適用が可能であると思われるがどうだろうか。 

 ハーニンの第三の方法は，原材料支出に依拠して実質生産を測定するという点で第二の

方法と類似しているが，この方法は直接的に原材料支出指数を推定してそれを生産指数と

みなすという方法である。ハーニンは，その第一論文においてこの方法を説明するときに

は，具体的な原材料支出指数の算定方法を示さなかった。そのためクシニルスキーは，ナ

ルホーズに掲載されている「工業生産総額に占める物的支出シェア（удельный вес 

материальных затрат в общем объёме продукции промышленности）」指標をもとに，

このシェアと公式統計の工業生産指数とから原材料支出の指数を計算している

（Kushnirsky, 1988, pp. 14-15）。しかしながら，この指標がナルホーズに初めて示された

のは 1982年版ナルホーズであるので，この指標から実際にハーニンが示したような 1950，

60年代の原材料支出指数を計算することはできない。ハーニンはディナミカにおいて，1959

年，1966 年，1972 年の産業連関表のデータをもとに原材料支出指数を計算したと述べてい

るので（Ханин, 1991a, стр. 124），この 3 年における原材料支出を内挿あるいは外挿して

指数としたのではないかと思われる。 

 ハーニンは，結局のところ第二の方法および第三の方法において，いずれも原材料支出

指数をもとに実質生産指数を推計しており，これは前述したとおり原材料支出には大きな

価格上昇は存在しないと仮定していることになる。つまり第二の方法および第三の方法を

支えているのは(4)'式であるが，本当にこれは成立するのだろうか。ハーニンは，原材料支

出指数を計算するときに価格上昇があったと見込まれる生産物を除外するなどの措置を施

したとしているが，それが十分であるという保証はない。 

 ハーニンの第四の方法は，米国工業および機械工業部門における労働者一人当たりの電

力消費と労働生産性水準の変化の比を計算し，その値をソ連工業およびその機械工業部門

における労働者一人当たりの電力消費に適用して労働生産性の実質成長を計算し，さらに

労働者数の増加から実質生産の増加を求めるという方法である。ソ連工業における労働者

                                                   
237 ハーニンは，ナルホーズ（Нархоз 1922-72, стр. 152）から，1965-71 年において工業全体のフォンド

装備率が 44％増大したのに対して，機械部門では 38％増大したと述べている（Ханин, 1991a, стр. 122）。 
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数と一人当たりの電力消費の増加についてのデータは簡単に手に入るから238，米国におけ

る同様のデータおよび労働生産性の増加のデータを得れば，これは容易に計算できる。実

際ハーニンは，米国の工業センサス・データから，1947-54，1954-58，1958-62，1962-66

年のデータによって米国における比を計算し（Ханин, 1991a, стр. 242），これをソ連の

1955-75 年の期間の 4 つの五カ年計画期に当てはめて工業生産を推定している。もちろんハ

ーニン自身が述べているように，この方法の欠点は，「労働生産性の変化と労働者一人当た

りの電力消費の変化の比率の米ソ間における全体的同一性が保証されていないことである」

（Ханин, 1991a, стр. 125）が，そればかりでなく，たとえばなぜ上述の時期の米国の比率

が，異なる時期のソ連工業に適用可能であるのかという点についても明確な説明はない。 

 ハーニンの第五の方法は，1955-75 年におけるそれぞれの五カ年計画（七カ年計画）につ

いて，工業部門ごとの生産額増加目標に物量単位の部門別目標達成度（すなわち計画初年

度と最終年度における生産増加率）を掛けて，その期間における工業全体の生産増加率と

するという方法である。具体的には，最初に，81 品目の工業生産物（第一の方法による代

表生産物と重なる品目も多い）について，公表されているかぎりでの五カ年計画期ごとの

目標生産量と計画最終年における実際の生産量とから両者の比率を求める。これが，各品

目についての計画達成度である。次に，これらの比率を生産部門ごとにまとめて部門ごと

の計画達成比率を決める。その際には，部門内のすべての品目の比率が算術平均されたよ

うだ。さらに，これらの各部門の計画達成度が，部門の平均月間賃金フォンドのシェアを

ウェイトとして合計され，工業全体の計画達成度が算出される。こうして得られた個別部

門について，および工業全体についての計画達成度に生産額タームの目標増加率（もちろ

んこの増加率は，実質増加率で価格上昇は見込まれていない）を掛けることによって，部

門別および全工業の実質成長指数が確定する。 

 この方法は，本質的にはハーニンの第一の方法と同じものであるといえよう。つまり簡

略化すれば，第一の方法は， 
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という形で指数を求めるのに対し，この第五の方法は，ウェイトを w，生産目標を q＊とす

れば， 
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という形で指数を求めることになる。ここで，もしもウェイトが基準年の生産額であると

すると(8)式は， 
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238 年々のナルホーズには，ソ連工業における労働の電力装備率（электровооруженность труда в 

промышленности）の成長率に関するデータが掲載されている。 
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となって(7)式と同じになる。つまり，第一の方法と第五の方法における代表生産物がまっ

たく同じ品目であり，また加重平均の形や手順，そしてウェイトが同じであるなら，二つ

の方法によって同一の値が導出されることとなろうが，上で説明したようにそれらが異な

っているために求められた成長率も別の値となっている。 

 ハーニンの第六の方法は，第二の方法あるいは第三の方法の修正版といえるものである。

すなわちここでは，第二の方法などにおいて測定が困難であった生産物の品質向上などの

変化を考慮するために，輸出市場を考える。すなわち，生産物の品質変化の代理変数とし

て輸出品の対外価格を考え，この実際の対外価格の変化を輸出生産物の単位当たり原価の

変化とみなすこととするのである。それは，輸出市場では「激烈な競争と消費者の高い能

力があるから，もっとも客観的に生産物の消費品質の変化が測定される」（Ханин, 1991a, 

стр. 130）との考えによるものである。そこでハーニンが行なった計算においては，先にみ

た IC/Y*の代わりに Ipe（輸出品価格指数）を用いるほかはすべて上述の第二の方法によって

計算される。すなわち， 

*YCp
II e   

であり，労働生産性を求める式は， 

*

*

YpWp

LW

LY
ee II

I
I


                   (9) 

となる。(9)式は，上で述べた(3)式あるいは(6)式に代わるものである。また価格指数を計算

するための輸出生産物として自動車，工作機械，道路・建設機械，トラクターなど 13 種類

の機械部門の生産物が選ばれた。この方法で生産指数が測定された期間は，第二の方法と

同様に 1967-72 年という短い期間である。また，これもまた第二の方法と同様に，機械部

門の生産性上昇がそのまま工業全体にも拡大されたものと思われる。 

 以上のようなハーニンの六つの方法を総括すると以下のようになろう。すなわち第一の

方法と第五の方法は，いずれも代表生産物の現物単位の生産量と基準年の価格に依拠する

通常のラスパイレス型生産指数作成の方法を模したものである。ただし，二つの方法に使

われた代表生産物の構成は前述したとおり若干異なっており，たとえば第五の方法では第

一の方法で使われていなかった鉄製品（銑鉄，粗鋼，圧延鉄材，鋼管）の現物生産量，あ

るいは非鉄金属製品（アルミニウム，銅）の（生産重量でなくその増加比率で与えられた）

生産量が使われており，したがってこれらの二つの方法を併用することに意義を見出すこ

とができよう。 

 ハーニンの第二と第三の方法は，いずれも工業全体における原材料支出の推計に依拠す

る方法だという点に共通点がある。つまり，これら二つの方法の成否は，前述したとおり

原材料支出と実質生産は比例するとの仮定が成り立つかどうかにかかっている。そのため

には，原材料支出からインフレーションが見込まれる機械など最終生産物の影響をすべて

取り除かなければらなない。ハーニンはそのための努力を払っているように思われるが，

残念ながらその手続きが具体的に説明されていないので，彼の推計において上記仮定が成

り立っているかどうかについて云々することはできない。 

 第四の方法は，これまでの方法とは異なる独立したもので，米国における電力の生産的
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使用と労働生産性の増加の関係をソ連に適用しようとするものある。この方法は，前章で

みたフランシス・シートンの工業生産指数推計を思い起こさせる方法であるといえよう（第

6 章 6-3-6 参照）。すなわちシートンの場合には，欧米 14 カ国における燃料，粗鋼，電力の

消費増加と工業生産増大との関係をソ連に適用しようとしたものであった。ハーニンの場

合には，（労働者一人当たりのタームでみた）米国の生産部門における電力消費のみを基準

にしているから，より単純で簡便な方法といえるだろう。シートンの指数に対するコメン

トでも記したことであるが，この場合にも，ある時期の米国（欧米 14 カ国）のデータを別

の時期のソ連に適用することの妥当性について十分な説明があるとは思えない。 

 第六の方法は，第二の方法と同様に生産コストの変化を生産性の変化の代理変数として

とらえるという方法であるが，その場合の生産コストを生産物の輸出価格とすることによ

って，生産物における品質の変化をもとらえようとする点に特徴がある。つまり輸出市場

という競争の渦中にあっては，ソ連国内における見せかけの新機能や品質向上は通用しな

いと考えられるからである。この品質の変化を考慮するという点に，この方法の存在理由

を見出すことができるといえよう。ただしこの輸出価格が真の意味での生産コストを反映

した安定的な指標であるかどうかについては疑問がある。確かにハーニンがいうように，

この価格は生産側の事情を映すものであるとともに，需要側の事情，つまりその時々の世

界経済全体の景気の良しあしなどの事情によっても変化するだろう。困難なことであるが，

この点を考慮せずに輸出価格を生産コストの側面からばかり見るのは片手落ちであろう。 

さて，ハーニンが示す推定結果は，表 7-17 および表 7-18 に示されている。表 7-17 をみ

るかぎりでは，彼の成長率推計はよく知られているとおりすべての期間について公式統計

よりもかなり低いが，われわれの推計よりも成長率が若干高くなっている期間が多い。1950

年から 1980 年までの全期間を通した比較でも，前掲表 7-6 に示したように，ハーニンの指

数は S 指数よりもやや高くなっている。なお，1928-41 年における生産指数がどのように

推計されたかについては，説明がない。この時期について上に紹介した六つの方法を使え

るとは思えないから，この中のいくつか（あるいは一つ）の方法によって推計したもので

あるかもしれない。以上で解説したように，ハーニンによる 6 つの推計方法はそれぞれが

特色と問題点をもつものである。どのような方法によっても知ることの難しいソ連工業の

生産指数を，ある程度の確からしさと不確実性をあわせもつ複数の方法による結果の平均

値として決定することは，それなりに意味のあることであると思われる。 

表 7-17 は，ディナミカに示されたソ連工業の成長率であるが，ハーニンは彼の六つの方

法がそれぞれどのような値を示したのかについては記述していない。ただし機械部門につ

いては，ここで表 7-18 として掲げた推計結果を示している。この表を見るかぎりでは，六

つの方法のうちの一つが常に高い指数を，あるいは低い指数を示すというような顕著な傾

向はないようだ。前述のとおり，ハーニンの最終的な指数はこれらの方法による結果の平

均をとったものであるが，ある方法による結果が特異な値を示した場合には平均の計算か

ら除外されたという。実際，第五の方法による 1970-75 年の指数は，そのような理由です

でに表からとり除かれている（Ханин, 1991a, стр. 158）。われわれの生産指数は，ハーニ

ンの方法でいえば第一の方法に相当することになるが，この方法が示した結果は，各期に

ついて表に示された「最終的な推計値」とそれほど違わない値となっている。なお，「最終

的な推計値」は，確かにそれぞれの方法による結果の期間ごとの算術平均となっているが，
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1971-75 年の期間については算術平均の値が 133 であるのに対して，最終的な推計値は表

に示したとおりなぜか 131 となっている。 

 

 

表 7-17 ハーニンによる年平均成長率（％） 

 ハーニン 公式統計 CIA S 

1928-1941 10.9 17.0 ― 10.2 

1950-1955 8.7 13.1 10.2 11.1 

1955-1960 8.3 10.3 8.3 7.2 

1960-1965 7.0 8.6 6.6 5.9 

1965-1970 4.5 8.5 6.3 5.1 

1970-1975 4.4 7.4 5.9 4.2 

1975-1980 3.0 4.4 3.4 1.9 

出所：ハーニンの指数および公式指数の出所は Ханин（1991a, стр. 146）．CIA の指数の出所は，表 7-13． 

 

 

表 7-18 ハーニンによる機械部門生産指数の推計（リンク・レラティヴ） 

 1955-1960 1960-1965 1965-1970 1970-1975 

第一の方法 158 155 132 132 

第二の方法 ― ― 128 ― 

第三の方法 169 143 126 131 

第四の方法 147 142 140 135 

第五の方法 ― 160 140 ― 

第六の方法 ― ― 125 ― 

最終的な推計値 158 150 132 131 

六つの方法の算術平均 158 150 132 133 

出所：Ханин（1991a, стр. 159）．六つの方法の算術平均は筆者による． 

 

 

7-2-5．エイジェリマンの指数 

『統計通報』（現在の『統計の諸問題』誌の前身）の 1992 年第 4 号に掲載されたエイジ

ェリマンの論文（Эйдельман, 1992）は，ソ連統計当局（当時の名称でいえばソ連国家統

計委員会）内部における公式統計見直しとそれによる成果の一部に関する報告論文として

注目に値する。ペレストロイカの末期において，ソ連統計当局は内外からの公式統計批判

にこたえてソ連マクロ経済指標の見直しに着手した。エイジェリマンによれば，当局内で

「国民経済発展基本マクロ経済指標時系列変動再計算の方法」という文書が作成され，再

計算の全体的な原理と方法，また実際に再計算が行われるべき対象期間と基本的生産部門

が決められた。それによると，再計算は 1928-60 年および 1961-88 年の二つの時期につい

て，社会的総生産物，生産国民所得，利用国民所得，工業生産，農業生産，建設生産につ

いて行なわれるものとされた。さらにエイジェリマンによれば，その手始めとしてまず

1961-88 年についての修正推計作業が行なわれたとのことである。エイジェリマンの論文に

は，「暫定的（экспериментальные」」との但し書きがついているとはいえ，見直しの結果
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として修正された工業生産指数が提示されている。ここで表 7-19 として示した数字がそれ

である。 

エイジェリマン（ソ連統計当局）は，本書第 1 章で論じたような生産指数における上方

バイアスの原因についてよく理解しており，再計算に当たってはできるだけそのようなバ

イアスが生じないように注意が払われた様子がうかがえる。工業生産指数については，200

以上の生産部門と小部門に属する 2500 の代表生産物のデータが利用されている。「このよ

うな広い範囲の部門，小部門，個別的な種類やブランドの区別を含めた生産物を指数推計

に含めることによって，再計算の質をかなり向上させ，代表的商品による時系列変動の比

較可能性をさらに高めることができる」（Эйдельман, 1992, стр. 23）。まず代表生産物の適

切なバスケットを基準価格および当年価格で評価することによってそれぞれの価格指数を

作成し，この価格指数を使って対応する部門，小部門，生産物グループの総生産額を再評

価することによって行なわれた。とりわけ問題となるのは，機械工業部門の生産指数であ

る。つまり，他の部門にくらべるとはるかに急速に製品の構成とアソートメントに更新が

生ずる機械部門では，代表的生産物のセットを選び出すことが非常に困難な小部門も多い。

そこで，機械工業を二つのグループに分ける。第一のグループは， 適切な代表的な生産物

を見出すことのできる生産物グループや小部門であり，これについては通常の方法で指数

を計算する。第二のグループは，生産物の品質やアソートメントの変化によってこの代表

生産物法の利用が不可能な生産物のグループである。このグループは，一般的にいって第

一グループよりも成長率が高い。過去に公表された公式生産指数によれば，1988 年の機械

部門実質生産は 1960 年の 14.3 倍であったが，その場合に第一グループについては 8.9 倍

であったのに対して，第二グループは 16.6 倍で第一グループの 1.87 倍の増加率があった。

そこでこの第二グループの実質生産増加率を，見直された第一グループの増加率の 1.87 倍

と想定し，機械部門全体の増加率をそのように計算された二つのグループの増加率の，そ

れぞれの生産総額に占めるシェアをウェイトとする平均値とする。このようにして生産指

数を決定する方法は，1.87 倍という係数が「従来の統計に基づいて計算されるために成長

率を若干過大評価することになる。しかしながらこの方法は，単に第一グループの成長率

を残りの他のグループにも拡充する方法―これは，成長率をかなり過小評価することにな

る―よりもはるかに正確で優れた方法である」（там же, стр. 25）。その上で，この値に対

してさらに専門家の評価を加えて修正を行なう。以上のようなプロセスを経て機械部門の

増加率を決定したという。 

 

表 7-19 ソ連統計当局による工業生産指数の見直し：1988 年指数（1960 年指数=100） 

 再計算指数 

（1） 

公式統計指数
（2） 

（2）/ （1） 
S 指数 

（3） 
（3）/（1） 

全工業 273.9 546.4 1.99 258.5 0.94 

 電力 330.5 425.2 1.29 583.4 1.77 

 製鉄 260.7 330.5 1.27 254.6 0.98 

 化学 585.6 1090.0 1.86 574.8 0.98 

 機械 442.4 1430.0 3.23 234.0 0.53 

 木材・製紙 174.7 311.2 1.78 140.5 0.80 

 建設資材 305.3 470.8 1.54 218.0 0.71 

 軽 169.4 290.6 1.72 179.5 1.06 

 食品 244.1 325.0 1.33 266.3 1.09 
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出所：Эйдельман（1992, стр. 26）． 

 

 

表 7-19 に示されているように，ソ連統計当局による 1960-88 年の工業生産指数再計算結

果は従来の公式統計よりもかなり成長率が低く，ほぼ半分の成長率であり，またわれわれ

の生産指数とはかなり近い成長率をもつ。部門別生産指数についてみると，多くの部門で

ほぼ接近した指数となっているが，特に目につくのは電力部門における S 指数の相対的高

成長と機械部門における S 指数の相対的低成長である。電力部門でこのような乖離が生じ

たのは意外であるが，もしも再計算指数が正しいとすれば，電力部門における電力以外の

主要生産物「温熱供給」の低成長が原因かもしれない。「温熱供給」の生産データが公表さ

れたことはないと思われるので，そうであるとすると大多数の独自推計は電力部門の生産

を過大評価してきたことになる。機械部門における乖離は，上で述べた同部門の指数の作

り方からすれば予想されたことかもしれない。つまりエイジェリマンの筆法を借りれば，S

指数における機械部門の指数は「単に第一グループの成長率を残りの他のグループにも拡

充する方法」であって，「成長率をかなり過小評価する」ことになるからである。もしもこ

れが正しいとすれば，電力部門における過大評価と相殺されて二つの指数の値が近くなっ

たことになる。 

 

7-2-6．ホロジリンの指数 

 ロシアの経済統計の専門家であるホロジリンは，1994 年に論文を発表してソ連 GNP の

代理指標として彼が名づけたエディプ（経済動態統合指標）239の 1950-90 年における推計

方法を示した（Холодидин, 1997）。ここでエディプというのは，ソ連における工業，農業，

運輸・通信，サーヴィス（商業および社会的給食）の四つの生産活動指数を単一指標に統

合したもので，いわば経済における生産活動の指数である。すなわち，この 4 つの活動分

野から，それぞれ代表的な指標を選んで分野ごとに生産指数を作成し，それらを加重平均

することによって算出した簡便な統合指標である。ここでは，そのうちの工業の生産指数

の作り方を紹介しよう。 

 ホロジリンは，上記論文の中でソ連の国民所得あるいは GNP に関する国内外における代

替推計の歴史を簡単に振り返ったあとで，経済の総合的指標を作成しようとするものが必

ず遭遇する 5 つの問題を指摘する（Холодилин, 1997, стр. 68-70）。第一は，平均の形式で

ある。この点については，通常の場合，算定の容易さと慣例から算術平均が選択されるこ

とが多いが，算術平均と比較した幾何平均の長所は，個々の指標の極端な変動を抑えると

いう点にある。1920 年代のロシアでも総合指数の算出のためにウェイト付き幾何平均が選

ばれた240。ホロジリンも，彼のエディプ作成の際は幾何平均を選択している。第二の問題

はウェイトである。通常ウェイトの作成には価格を利用することが多い。しかしそのあら

ゆる長所にもかかわらず，価格には不安定性があり，また行政的指令システムにおける価

                                                   
239 エディプ（ЭДИП）とは，ロシア語の экономической динамики интегральный показатель の頭

文字をとってつけられた名前で，ホロジリンは「お体裁に（для красоты）」名付けてみたといっている。 
240 いわゆるコンドラティエフによる生産指数推定をさしている。これについては第 8 章 8-2-3 を参照の

こと。 
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格形成は当局の戦略的考慮によって影響される。ホロジリンはこのように価格ウェイトの

弱点を指摘して，暗に価格を重視した米国バーグソン学派や CIA による推計を批判する。

彼が強調するのは，労働力ウェイトである。すなわち，価格に比較すると，労働力は対応

する部門の社会的生産における相対的な役割を反映しており，また十分に安定的であるば

かりかデータの入手が容易である。このような理由で，彼はウェイトとして各部門の労働

力を用いる。 

第三に，指数作成の際に用いられる個別生産物の問題がある。できるだけ多くの個別生

産物に関する生産データを考慮することは望ましいことであるが，膨大な量の情報を収集

するコストは必ずしも成果に見合わないし，数の多さが必ずしも質の向上に結び付かない

場合も少なくない。重要なのはサンプルの代表性を確保することであり，エディプの算定

に当たっては，数は少なくても質のよいサンプルを選ぶ必要がある。第四の問題は，比較

基準の問題である。大多数の指数作成では，ラスパイレス型のような固定基準が用いられ

る。しかしホロジリンは，1920 年代に総合指数の作成を試みたペルヴーシンの立場を支持

して連鎖指数の使用がより適切であると主張する。つまり，時間的に長い間隔のある年を

比較するよりも隣り合った二つの年を比較するほうがはるかに正確であるし，もしもある

年において新しい生産物が現われ，また古い生産物が消失する場合も，前年を比較の基準

とすれば容易に処理することができる。第五の問題はデータの欠落である。このような場

合には，欠落のあるデータ系列を別の系列に取り換えるか，あるいは回帰による内挿・外

挿を行なうなどして処理する。 

以上のように指数推計の原則を定めたうえで，ホロジリンは次のようにして工業生産指

数を推計する。まず，工業の部門分割であるが，電力と燃料，製鉄と非鉄金属，化学と木

材・製紙部門をそれぞれ一つの部門と考え，それら以外の部門はわれわれの指数における

分類と同様に，機械，建設資材，軽，食品の各部門とする。これらの各部門からいくつか

ずつの代表生産物全 54 品目を選び，これらの生産物の物量表示の生産量を前年と比較する

ことによって各代表生産物の対前年比生産指数を計算する。ホロジリンの場合には，代表

生産物は工業全体で 54 品目であるから，われわれの指数の 184 品目にくらべるとだいぶ少

ない。しかし，代表性が十分に確保された生産物であればよいとするホロジリンの立場か

ら数の少なさには目をつぶったものであろう。これらの代表生産物の生産指数を部門ごと

に単純算術平均することによって部門指数を得る241。すなわち t 年における第 j 部門の対前

年比生産指数 Ij(t)は， 
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である。ここで qj,k(t)は，t 年（1951，1952，…1990）における第 j 部門の第 k 代表生産物

                                                   
241 ホロジリンの論文中には単純幾何平均とあるが，彼が示す式の形は単純算術平均に類似している。こ

こでは算術平均とした。ただしこの場合は，幾何平均としても算術平均としてもその値にほとんど変わり

はない。ここで重要なことは，物量単位生産量の対前年比のウェイトをつけない単純平均であるというこ

とである。 
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の物量表示生産量，j=1, 2, …n（部門数，具体的には 7），k=1, 2, …, m（各部門における

代表生産物品目数）である。さらに t 年における全工業対前年比生産指数 IND(t)は，部門

指数 Ij(t)を加重幾何平均することによって作られる。すなわち 
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である。t 年における第 j 部門のウェイト wj(t)は， 
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ここで，lj(tw)は，t 年における第 j 部門の工業生産要員（PPP）の人数である。このウェイ

トは，指数算定期間における 1950 年，1955 年といった 5 年間隔のベンチマーク年ごとに

更新され，1951-55 年，1956-60 年といった 5 年の期間内は一定のウェイトが用いられる。

繰り返すと，部門指数を求める時にはサンプル生産物生産量の対前年比指数の単純幾何平

均，工業全体の指数を求めるときは，各部門における工業生産要員の工業全体におけるシ

ェア（％）をウェイトとした加重幾何平均である。 

以上のようにして求めた工業全体についてのホロジリンの指数をわれわれの指数と比較

したのが，表 7-20，表 7-21 および図 7-5 である。 

 

 

図 7-5 ソ連工業生産指数（ホロジリン指数と S 指数） 

 

出所：Холодилин（1997, стр. 72）． 
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表 7-20 ホロジリン指数と S 指数（1950-90 年，1950 年指数=100） 

 
ﾎﾛｼﾞﾘﾝ 

指数 
S 指数  

ﾎﾛｼﾞﾘﾝ 

指数 
S 指数  

ﾎﾛｼﾞﾘﾝ 

指数 
S 指数 

1950 100 100 1964 331 302 1978 597 542 

1951 111 120 1965 348 319 1979 593 543 

1952 124 134 1966 367 335 1980 590 550 

1953 143 142 1967 391 356 1981 582 553 

1954 160 155 1968 407 373 1982 592 557 

1955 179 169 1969 421 388 1983 602 567 

1956 195 183 1970 445 408 1984 623 574 

1957 209 198 1971 473 426 1985 625 583 

1958 231 217 1972 495 444 1986 629 600 

1959 248 230 1973 519 465 1987 631 616 

1960 262 240 1974 545 481 1988 628 619 

1961 279 253 1975 566 502 1989 607 607 

1962 297 269 1976 578 518 1990 595 588 

1963 313 285 1977 590 532    

出所：図 7-3 に同じ． 

 

 

表 7-21 ホロジリン指数と S 指数の年平均成長率とその差：全工業（％） 

 ﾎﾛｼﾞﾘﾝ 

指数 
S 指数 差 

 ﾎﾛｼﾞﾘﾝ 

指数 
S 指数 差 

1950-55 12.4 11.1 1.3 1985-90 -1.0 0.2 -1.1 

1955-60 7.9 7.2 0.7 1950-60 10.1 9.1 1.0 

1960-65 5.8 5.9 0.0 1960-70 5.4 5.5 0.0 

1965-70 5.1 5.0 0.0 1970-80 2.8 3.0 -0.2 

1970-75 4.9 4.2 0.7 1980-90 0.1 0.7 -0.6 

1975-80 0.8 1.9 -1.0 1960-90 2.8 3.0 -0.3 

1980-85 1.2 1.2 0.0 1950-90 4.6 4.5 0.0 

出所：図 7-3 に同じ． 

 

 

これらの図表に示されているように，ホロジリン指数は当初，全体として S 指数よりも

値がやや高く，したがってより早くピークに達するが，それ以降は停滞状態が続いて S 指

数と合流し，最後は二つの指数がほぼ同じ値となる。すなわち，ホロジリン指数によれば，

ソ連工業は早くも 1978 年に 1990 年の水準に達するのに対して，S 指数によれば 1990 年

の水準に達するのは 1986 年である。とはいえ，1950 年の生産指数を 100 とした時の 1990

年における両者の値は，驚くほど近い数字であるといえるだろう。 

工業を構成する部門指数においても，両者は似通っているのだろうか。表 7-22 で，部門

ごとに両指数を比較してみた。ホロジリン指数の部門分類はわれわれの指数のそれと若干

異なるので，ホロジリン指数に合わせてわれわれの指数を調整した。すなわち，燃料・電

力部門については，S 指数のそれぞれの部門指数を，燃料・電力の各部門の付加価値生産シ

ェア（5 年ごとにシフトさせる）をウェイトとして統合した。化学・木材部門も同様に，5

年ごとにシフトする付加価値ウェイトで両部門の指数を統合した。製鉄・非鉄部門は，製

鉄工業の指数をそのまま転記した。非鉄金属製品の生産量は公表されていないから，おそ

らくホロジリンもそのようにしたことと思われる。 
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表 7-22 ホロジリン指数と S 指数の年平均成長率とその差：部門別（％） 

 ﾎﾛｼﾞﾘﾝ 

指数 
S 指数 差 

 ﾎﾛｼﾞﾘﾝ 

指数 
S 指数 差 

電力燃料     1970-80 3.8 3.0 0.8 

1950-60 11.6 9.3 2.2 1980-90 -1.3 -0.6 -0.7 

 1960-70  9.1 6.8 2.2  1950-90 4.2 4.4 -0.2 

 1970-80 5.2 5.0 0.2 建設資材    

1980-90 1.8 1.9 -0.1 1950-60 13.2 13.2 0.0 

 1950-90 6.9 5.7 1.1  1960-70  3.7 4.4 -0.8 

製鉄・非鉄     1970-80 -2.0 1.9 -3.9 

1950-60 9.2 9.2 0.0 1980-90 1.1 1.2 -0.1 

 1960-70  6.2 6.0 0.2  1950-90 3.8 5.1 -1.3 

 1970-80 2.4 2.5 -0.1 軽    

1980-90 0.5 0.6 -0.1 1950-60 10.3 8.0 2.3 

 1950-90 4.5 4.5 0.0  1960-70  3.7 3.8 -0.1 

化学・木材     1970-80 1.8 1.2 0.6 

1950-60 10.2 6.6 3.6 1980-90 1.0 1.0 0.0 

 1960-70  7.8 4.7 3.1  1950-90 4.1 3.5 0.7 

 1970-80 3.4 3.0 0.4 食品    

1980-90 1.3 1.3 0.1 1950-60 7.7 8.2 -0.5 

 1950-90 5.6 3.9 1.7  1960-70  4.7 5.5 -0.8 

機械     1970-80 2.2 2.3 -0.1 

1950-60 9.9 10.0 -0.1 1980-90 1.3 2.4 -1.1 

 1960-70  4.8 5.4 -0.6  1950-90 4.0 4.6 -0.6 

出所：図 7-3 に同じ． 

 

 

この表から，二つの指数は部門ごとにその成長率が時期によってはかなり異なっている

ことがわかる。つまり，工業全体についての指数ではかなり似通っていた両指数ではある

が，必ずしもすべての部門についても近い成長率をもっているわけではないといえよう。

全体として，両指数の成長率がほぼ同じあるいは接近している部門（製鉄・非鉄，機械），

S 指数の成長率がホロジリン指数を上回る部門（建設資材，食品），逆にホロジリン指数が

S 指数を上回る部門（燃料・電力，化学・木材，軽）に分類できる。特に 1950-70 年の期

間における燃料・電力部門，化学・木材部門についてのホロジリンの高成長が目立つ。燃

料・電力部門は，すべての工業部門の中で S 指数の成長率と過大評価が確実視される公式

統計の成長率の差がもっとも少なかった部門であり（表 7-4 参照），また CIA 指数ともそれ

ほど大きく乖離しなかった部門である（表 7-14 参照）。したがって，この部門についての S

指数とホロジリン指数の乖離はとりわけ不可解であり，その原因を考えてみる必要がある。 

ホロジリンが，かりに燃料・電力部門の指数を「電力」，「原油」，「天然ガス」，「石炭」，

「褐炭」の 5 品目の生産量から得たと想定してこの問題を考えたのが表 7-23 である。実際

にホロジリンがどのような代表生産物を用いたのかは不明であるが，54 という工業全体の

品目数から考えると燃料・電力部門の品目数はこの程度と思われるし，これらの 5 品目は

この部門における生産額のウェイトも大きく代表性も十分であると考えられる。そこで表

7-23 では，オリジナルのホロジリン指数と S 指数のほかに，ホロジリンの方法論に基づい

てこれら 5 種類の生産物の生産量から計算した生産指数と，同じ 5 種類の生産量およびそ
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れぞれの 1955 年価格から計算される 1955 年基準のラスパイレス型生産指数を示した。 

 

 

表 7-23 ホロジリン指数と S 指数：燃料・電力部門 

 
1950 年 1955 年 1960 年 1965 年 1970 年 

平均年間 

成長率(%) 

ホロジリン指数 100 173 299 519 712 10.3    

S 指数 100 159 244 353 473 8.1    

ホロジリン 5 品目指数 100 165 325 514 665 9.9    

S・5 品目指数 100 164 261 395 531 8.7    

注：「ホロジリン指数」の出所は，図 7-3 に同じ．「ホロジリン 5 品目指数」は，「電力」「原油」「天然ガス」

「石炭」「褐炭」の 5 品目を使い，ホロジリンの方法で計算した指数．「S・5 品目指数」は，ホロジリン 5

品目指数と同じ生産物の生産量および 1955 年価格による 1955 年基準ラスパイレス指数．「5 品目指数」

は，いずれも筆者の計算による． 

 

 

 表に掲げられたオリジナルのホロジリン指数は，ホロジリン 5 品目指数よりも成長率が

高いから，ホロジリンは上記 5 品目よりも全体として生産増加率の高い品目を代表生産物

として選んだものと思われる。しかし，これら二つの指数はそれほど大きく違わないし，

20 年間の年平均成長率の違いも 0.4％である。これに対し，同じ品目を使って 1955 年基準

ラスパイレス生産指数を作成すると，それはホロジリン 5 品目指数よりもだいぶ成長が遅

く，平均成長率は 8.7％で後者の成長率よりも 1.2％低くなる。同じ品目を使ってこのよう

に指数の成長に差が出るのは，主として 5 品目に与えるウェイトの違いによるものである。

つまりホロジリン指数は，前述したように各代表生産物の対前年比生産量に同じウェイト

を与えて平均（つまり単純平均）しているのに対して，S・5 品目指数は生産量に 1955 年

価格を掛けて平均（つまり加重平均）したラスパイレス型指数である。1955 年価格によれ

ば，5 種類の生産物の中でもっとも生産が伸びている「天然ガス」と「原油」の価格は相対

的に安く，また伸びの小さい「褐炭」と「石炭」の相対価格は高いために，この生産指数

の成長率はホロジリン 5品目指数の成長率よりも相対的に低いのである。さらに S指数は，

部門指数の算定に，「石炭」や「褐炭」よりもさらに伸びの小さい「泥炭」，あるいは「石

炭」よりも伸び率は大きいが「天然ガス」や「原油」などよりもずっと小さい「オイル・

シェール」を使っていることが主要な原因となって，ラスパイレス型 5 品目指数よりもさ

らに成長率が小さくなっている。1950-70 年における燃料・電力部門以外に両指数の間の成

長率の差が目立った同じ期間の化学・木材部門も，燃料・電力部門と同様の理由で乖離が

生じているものと思われる。 

 以上のことからわかるとおり，S 指数がその中にホロジリン指数にはない生産物価格の情

報，あるいはホロジリン指数よりも多くの生産物の生産についての情報を含んでいること

が，ホロジリン指数との差異を生みだした主たる原因である。もちろんそのほかにも，ホ

ロジリン指数が連鎖指数であるのに対して S 指数がラスパイレス型指数であること，S 指

数では工業全体の指数の場合の部門ウェイトとして，各部門の生産要員数ではなく付加価

値生産のシェアが利用されていることなどが二つの指数の乖離の原因としてあげられる。



351 

 

上述のとおり，確かに S 指数はホロジリン指数よりも多くの情報を含んでおり，その分だ

け正確性が高まっていると評価することができよう。しかし，結果としてホロジリン指数

はわれわれの指数によく似た値を示しているのは，基本的に両者が物量単位の生産量デー

タに依拠して指数を作成していることにも一因があろだろう。ホロジリン指数の意義は，S

指数に必要な情報を得るために必要な大きなコストを節約し，比較的簡便な方法によって

できるかぎり正確な指数を得るという点にあるといえるだろう。 

 本章の最後に，推計方法の点でホロジリンの先駆をなすといえるヴァリトゥフらの論文

にふれておこう。それは，ソ連末期の 1986 年にソ連科学アカデミー・シベリア支部の経済

雑誌『エコ』に掲載されたヴァリトゥフとラヴロフスキーという二人の著者による論文で

ある（Вальтух, Лавровский, 1986）。『エコ』は，著名な経済学者のアガンベギャンが編

集に携わったもので，当時の改革派の拠点の一つとなっていた雑誌であった。ヴァリトゥ

フらの論文は，必ずしも工業の生産指数の推計を目指したものではなく，全体としてゴル

バチョフ新書記長による機械生産重視の投資戦略（加速化戦略）を支持する内容のもので

あるが，その中でホロジリンと同様の方法による工業生産指数推計が行なわれている。す

なわち二人の著者は，機械の実質生産の動向を，価値タームで測定されている公式統計の

総生産で判断してはならないと警告し，電力，化学，機械という工業における「先進的」

三部門の生産指数を，ナルホーズに示されている実物タームの生産量データによって計算

しているのである。彼らによれば，化学工業については 10-15 の品目について，機械工業

については 80-100 の品目のデータが使われたという。さらに二人は，同様の方法で，

190-250 の品目から工業全体の指数も計算している。これ以上詳しい方法は示されていない

が，おそらくホロジリンと同様の方法が使われたと想像される。ただしその推計結果は表

7-24 に示したように，なぜかホロジリンやわれわれの指数よりも大きく，特に化学工業は

公式指数よりも大きくなっている。この点で，彼らの上述のような方法の記述が正しいも

のであるかどうかについては疑問が残るが，ゴルバチョフが書記長となって 1 年もたたな

いうちにこのような内容の論文の掲載が可能になっていたわけである。 

 

 

表 7-24 ヴァリトゥフらの生産指数 

 化学工業 機械工業 全工業 

 VL S 公式 VL Kh S 公式 VL Kh S 公式 

1960 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 

1965 269 169 194 166 126 134 179 160 143 133 151 

1970 468 247 347 221 160 170 313 222 170 170 227 

1975 730 374 572 278 222 203 543 278 216 209 325 

1980 862 442 755 295 233 228 803 297 225 230 404 

注：VL はヴァリトゥフ=ラヴロフスキー指数．出所は，ヴァリトゥフ=ラヴロフスキー（Вальтух, 

Лавровский, 1986, стр. 29）．Kh はホロジリン指数．化学工業についてのホロジリン指数は得ることがで

きない（ホロジリンの指数は，化学・木材複合体の生産についてのものであった）． 

 

 

7-2-7 小括 

本節では，ソ連後半期における工業生産についてのいくつかの独自推計をみてきた。こ
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の時期の西側における独自推計は，結局のところ米国 CIA の推計へと収束していったとい

えよう。それまでの時期と異なり，1970-80 年代において CIA 推計に挑戦しようとするよ

うな試みは西側において実質的に消滅した。しかし，われわれの生産指数はこの権威ある

CIA 推計による指数よりも値が小さい。われわれの見方からすれば，CIA の推計は，ソ連

公式統計による価格表示のデータをその推計の一部に取り込むことによって，生産増加の

過大評価という傾向をもつようになったと判断されよう。これに対してソ連崩壊期におい

て公表されたソ連・ロシアの研究者による生産指数推計は，いずれも CIA の推計よりも小

さな値を導出している。ハーニンやホロジリンは，われわれと同様に可能なかぎり現物表

示のデータに基づく推計を心掛けているし，統計当局内部にいたエイジェリマンによる推

計にも，価格の影響による指数の水ぶくれを防ごうと努力した形跡がみられる。すでにわ

れわれが本書第 1 章でみたようなソ連統計のバイアスの原因を考えれば，こうした努力は

当然払われるべき配慮であったといえるだろう。 
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第 8 章 帝政期 

 

8-1．はじめに 

前章までは，ソ連期における工業生産指数の推計を行なってきた。本章では時代を少し

さかのぼって，1860-1913 年における帝政ロシアの工業生産指数推計を試みよう。筆者が

本章で示す帝政期の推計は，基本的にこれまで本書で述べてきた指数推計の方法を使った

ものであるが，のちに示すように既存の研究に対して若干の新たな貢献があるように思わ

れるのでここに記すことにする。 

筆者の知るかぎりでは，過去におけるこの時期に関する工業生産指数推計の例は，それ

ほど多くない。主要な推計として挙げることのできるのは，その初期の試みの一つとして

著名ないわゆるコンドラチェフの指数を含めて，せいぜい 4 つほどであるように思われる。

表 8-1 に，それら 4 つの推計と本書における推計の特徴を掲げた（それぞれの指数の具体

的な数値は，後掲表 8-16 参照）。 

これらの推計のうち，オリジナルのコンドラチェフのシリーズは，作成時期が 1920 年代

中頃であるにもかかわらず，今日から見ても興味深い点を多く含む非常にすぐれた指数で

あるといえる。また，コンドラチェフの指数よりやや遅れて作成されたカフェンガウスの

指数は，コンドラチェフ指数にくらべると指数作成に用いられた生産物の種類が多く，ま

た 1920 年代末におけるソ連領土を算定の基礎としているという特徴がある。ただし，実際

にカフェンガウス指数の具体的な内容が一般に知られるようになったのは，その作成から

70 年近くたった 1994 年であった242。 

コンドラチェフおよびカフェンガウスの指数は，ともに対象となっている期間が，1885

年（1887 年）から 1913 年の各年であって，推計期間が比較的に短いという難点がある。

これに対してナターのシリーズは，1860 年から 1913 年をカバーしており，指数算定に用

いられた生産物の種類も 26品目と，コンドラチェフのそれを上回っている。しかしながら，

公表されているかぎりではその指数は 1860 年，1865 年，1870 年というように 5 年おきの

ものであり，ウェイト基準年が 1913 年と単一年であって，しかもそれは，50 年以上にわ

たる推定期間の最終年である。もちろんナターの研究は，ソ連工業の発展が主たるテーマ

であるので，ナター自身が，「革命前のロシアにおける工業発展に関するわれわれの議論を，

けっして決定的なものと考えてはならない。というのは，この期間に関して，われわれが

徹底的な研究を行なったわけではないからである」（Nutter, 1962, p. 343）と，控え目に語

るのも理解できることである。 

引用される頻度からして，現在のところ帝政ロシア期の工業生産指数に関する決定版と

なっているのが，ゴールドスミスの指数であるといえるだろう。この指数は，後述するよ

うに，コンドラチェフの指数を基礎としてそれにいくつかの重要な改変を加えた上に，推

計期間を 1860 年へと延長したものである。ただし，推計に用いられた品目数は 20 とあま

                                                   
242 スターリン体制による弾圧によって，著作の出版が見合わされたという（Грегории, 1999, стр. 490）。

残念ながら，カフェンガウスの著作（Кафенгауз, Л. Б., Эволюция промышленного производства 

России (последняя треть 19 в. – 30-е годы 20 в.)）は，筆者には未見である。本章におけるカフェンガウ

ス指数についての記述は，グレゴリーによる紹介論文（Грегории, 1999）によった。 
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り多くはない。また後述するように，この指数は，ロシア工業の成長についてわずかなが

ら過小評価の傾向をもっているのではないかと思われる。 

これからわれわれが行なう推計は，ゴールドスミス指数と同様に 1860 年から 1913 年ま

での各年の生産指数の推計をめざしたものであるが，指数計算に利用された工業製品や計

算方法がゴールドスミス指数とは異なっている。すなわちわれわれの指数は，ゴールドス

ミス指数に比べると推計に用いられた生産物の数が多いし，品目別指数に対するウェイト

や平均の方法にも相違がある。また明示的に二段階の推計が行なわれたために，非常に簡

単ながら工業の部門別生産指数の推計も可能となった。このような点で，本書における推

計にも，一定の意義を認めることができるのではないかと思われる。以下では，最初に，

コンドラチェフの指数を検討し，続いてゴールドスミスの指数を吟味したあと，われわれ

の推計（ときとして簡略化して S 推計と呼ぶ）を説明する。カフェンガウスおよびナター

の推計については，折りにふれて言及することとする。本章の最終部分において，各指数

を比較した上で，これからの研究の方向を示すこととしたい243。 

 

 

表 8-1 帝政ロシアに関する工業生産指数推計 

指数（発表年） 推計期間 地域 品目数 ウェイト ｳｪｲﾄ基準年 平均の形式 

コンドラチェフ 

（1926） 
1885 - 1913 帝政ロシア 21  付加価値 1900  幾何平均  

カフェンガウス 

（1929？,1994） 
1887 - 1913 

1920 年代末
のソ連 

29  
労働力 

生産総額 
1887  算術平均* 

ゴールドスミス 

（1961） 
1860 - 1913 帝政ロシア 20  付加価値 

1887, 1900, 

 1908 
算術平均  

ナター（1962） 
1860 - 1913 

（5 年おき） 
帝政ロシア 26  

工業部門内 

付加価値 
1913  算術平均  

栖原（本書） 1860 - 1913 帝政ロシア 31  
生産物価格 

労働力 

1887, 1890, 

1900, 1908, 

1912  

算術平均 

幾何平均  

注 ：「地域」とは，推計対象となった地域を意味する．「品目数」とは，生産指数推計に用いられた生産

物の品目数を示す．また「平均の形式」とは，品目別生産指数あるいは部門生産指数を加重平均する際の

形式を示す。カフェンガウス指数に関する上表のデータは，グレゴリー（Грегории, 1999,  стр. 478）の

記述に基づいているが，その「ウェイト基準年」については，ホロジリン（Холодилин, 1997, стр. 67）

による．またグレゴリーは，カフェンガウス指数の「平均の形式」を算術平均としているが（上表（*）），

ホロジリンによれば，平均の形式は明記されていないという． 

出所：コンドラチェフ指数，カフェンガウス指数，ゴールドスミス指数，ナター指数については，それぞ

れ Конъюнктурный институт（1926），Грегории（1999），Goldsmith（1961），Nutter（1962）によっ

た．われわれの指数については，本章の以下の記述を参照． 

 

                                                   
243 ホロジリンン（Холодилин, 1997, стр. 66-67）によれば，表 8-1 に掲げたコンドラチェフおよびカフ

ェンガウスの指数のほかに，帝政ロシア期の工業生産指数として 1920 年代に作成されたものには，ペルヴ

ーシン（С. А. Первушин）の作成した指数があるという。ペルヴーシンの指数は，ロシアの国民所得を，

工業，農業などの生産各部門から推計する過程で作成されたもののようだが，ウェイトについての記述が

あいまいである上，他の部門と同じく工業についても，指数作成に用いられた生産物の品目数もそれほど

多くはないという。 
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8-2．コンドラチェフの生産指数 

 帝政ロシア期の工業生産指数推計の研究として最初に挙げるべきは，1920 年代半ばに作

成された，一般にコンドラチェフ指数と呼ばれる生産指数である（Конъюнктурный 

институт, 1926, стр. 12-21）。景気循環の長期波動にその名を残すニコライ・コンドラチェ

フ（Н. Д. Кондратьев）が所長を務めていた財務人民委員部付属「景気変動研究所」は，

1885 年から 1913 年に関するロシア工業についての実質生産指数を作成し244，それを同研

究所の『経済通報』誌に発表した。以下に，いわゆるコンドラチェフ指数の計算方法を簡

単に説明しよう。 

 

8-2-1．生産物データ 

コンドラチェフ指数の基礎となるデータは，表 8-2 に示したとおり，鉱物燃料部門の石炭，

石油，採鉱部門の鉄鉱石，マンガン鉱石，非鉄金属部門の銅，亜鉛，採金工業部門の金，

製塩工業部門の沈殿塩，蒸発塩，岩塩，製鉄部門の銑鉄，鉄鋼（鉄железоおよび粗鋼 сталь），

綿紡績部門の綿糸，綿布，製糖部門の粗糖，精製砂糖，タバコ工業部門のタバコ，マホル

カ（低級タバコ），マッチ製造部門のマッチ，蒸留酒製造部門の蒸留酒（ウォッカ等），イ

ースト製造部門のイーストの，12 部門 21 品目に関する 1885-1913 年の各年の物量単位生

産量である。ただし，綿糸，綿布については 1885-89 年および 1913 年の，マッチについて

は1885-87年の，またイーストについては1885年の，それぞれ生産データが欠如している。

データの出所は，鉱業および金属製品については，『鉱山局報告（Отчеты Горного 

Департамента）（Сборник, 1890; 1893; 1903; 1908; 1910; 1918）』，粗糖，精製砂糖，タ

バコ，マホルカ，マッチ，蒸留酒，イースト製品については，財務省の『消費税課税生産

統計（Статистика производств, 1900; 1902; 1910; 1915; 1916）』，綿糸，綿布については，

財務省などの『1890-1900 年における綿紡績工業統計資料（Материалы для статистики 

хлопчато-бумажного производства за 1890-1900 г.）』，『1901-1910 年における綿紡績･

綿製品生産統計（ Статистика бумагопрядильного и ткацкого производства за 

1901-1910 г.）』，および『ヨーロッパ･ロシアの工場工業（ Фабрично-заводская 

промышленность Европейской России）』である。これらの 21 品目の生産に従事した労

働者は，1900 年で 126 万 9500 人にのぼり，同年の全工業労働力のおよそ 53％であったと

いう。指数計算にあたっては，これらの製品の各年における生産量が指数化（1900 年の生

産量=100）された。 

 

8-2-2．ウェイト 

コンドラチェフ指数のウェイトは，なかなか興味深い。すなわちそれは，指数推計期間

のほぼ中央にあたる1900年に関する機械原動機馬力と雇用労働者数から導出されたもので

あった。つまり，上述 21 品目のそれぞれについて，生産に際して使用された原動機の馬力

数がサンプル生産物全体の原動機総馬力数に占めるシェアと，その品目の生産における雇

用労働者数がサンプル全体の総労働者数に占めるシェアとの単純算術平均が，各品目のウ

                                                   
244 一般にコンドラチェフ指数と呼ばれている指数の計算方法の実際の開発者は，同研究所のゲルチュク

（Я. П. Герчук）であるという（Конъюнктурный институт, 1926, стр. 12）。もしもそうだとすれば，コ

ンドラチェフ指数と呼ぶよりは，ゲルチュク指数と呼ぶべきであろう。 
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ェイトとして用いられたのである。このウェイトは，各品目の付加価値生産額の代理指標

と考えることができよう。このような計算方法は，景気変動研究所が同時期に開発して 1921

年からのソ連工業生産指数の計算に利用した方法を，帝政期の生産指数にもそのまま適用

したものであったという。 

ただし実際のウェイト算定の際には，タバコ，マッチ，蒸留酒，イーストの各部門につ

いて，原動機馬力数に関するデータが得られなかったので，指数に採用された全製品にお

ける総労働者数に占める各部門の労働者のシェアが，そのまま各部門のウェイトとなって

いる。しかもタバコ部門については，タバコとマホルカの両生産物をあわせた労働者数し

か明らかでないので，タバコ部門の労働者シェアの半分が，それぞれの製品に割り当てら

れている。さらに綿紡績部門については，同部門に関する馬力数データはあっても，綿糸

および綿布というそれぞれの製品に関する馬力数のデータが欠如していた。そこで，綿紡

績部門のウェイトが，両製品に関する労働者数の比によってそれぞれの製品に振り分けら

れた。同様の事情にある製鉄部門の銑鉄と鉄鋼，および製糖部門の粗糖および精製砂糖に

ついても，綿紡績部門と同じ措置がとられたという。 

 

8-2-3．各年の生産指数 

 

 

表 8-2 コンドラチェフ指数におけるサンプル生産物とそのウェイト 

部門 鉱物燃料 採鉱 非鉄金属 

金 

製塩 

製品 石炭 石油 鉄鉱石 
マンガ 

ン鉱石 
銅 亜鉛 沈殿塩 蒸発塩 岩塩 

 7.7 6.6 2.4 0.2 0.5 0.1 3.6 0.7 0.2 0.1 

金属 綿紡績 製糖 タバコ 

マッチ 蒸留酒 
イース
ト 銑鉄 鉄鋼 綿糸 綿布 粗糖 

精製砂
糖 

タバコ 
マホル
カ 

8.6 23.1 12.0 18.2 7.5 1.2 1.55 1.55 1.4 2.6 0.2 

出所：Конъюнктурный институт（1926, стр. 19）． 

 

 

オリジナルのコンドラチェフ指数は，21 の代表生産物の生産量の指数化された相対値を，

表 8-2 に示したウェイトで幾何平均した数値である点に注意が必要である。したがって t

年の工業生産指数 PI（t）は，qj（t）を t 年におけるサンプル製品の生産指数，wjをその製

品のウェイトとすると次の式で与えられる（j = 1, 2, …,21）。 

 

        

j

ww

j
jjtqtPI

/
)()(  

ただしこの場合のウェイトは，合計が 1 となるよう正規化されている。 

コンドラチェフ指数が，算術平均でなくて幾何平均を用いた主たる理由は，「基準の自由

な交換が可能になる，すなわち基準年以外の二つの時点の比較が可能になる」（Goldsmith, 

1961, p. 456）という点であった。少しわかりにくいが，これはおそらく次のようなことを

意味するのだろう。実際にゴールドスミスがオリジナルの幾何平均を用いたコンドラチェ
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フ指数を算術平均指数に修正した例を使って考えてみる（後掲表 8-16 のコンドラチェフ幾

何平均指数と同算術平均指数を参照）。たとえば 1910 年において，21 品目のサンプル生産

物の生産量データを表 8-2 で与えられる各生産物のウェイトを使って幾何平均すると，表

8-16 に示されているように 137.4 となる。また 1900 年はウェイト基準年であると同時に参

照基準年でもあり，同年の指数は 100 である。それゆえ 1900-10 年の生産増加率は 37.4％

となる。他方同様に 1910 年の指数を算術平均によって計算すると 140.8 となり，したがっ

て 1900-10 年における生産増加率は 40.8％となる。これらの 2 つの生産増加率は，いずれ

も 21 の生産物の生産増加率のそれぞれ幾何平均と算術平均である。このようなわけで，算

術平均指数も幾何平均指数も基準年との比較という意味ではどの年においても比較が可能

となる。次にたとえば 1905 年と 1910 年といういずれも非基準年の生産増加率で考えてみ

ると，1905 年の幾何平均による指数は 101.5，算術平均による指数は 102.2 であるから，

1905-10 年の 5 年間における生産増加率はそれぞれ 35.4％，37.8％となる。この場合に，

幾何平均指数の増加率 35.4％は，21 の生産物の増加率の幾何平均であるが，算術平均指数

の増加率 37.8％は 21 の生産物の増加率の算術平均とは異なる数字である。したがって幾何

平均の場合には「基準年以外の二つの時点の比較が可能になる」が，算術平均の場合には

それができないことになる。算術平均の場合には，たとえ基準年との比較でも，たとえば

1895-1900 年の場合245のように参照基準年以外の年の数値が増加比率の分母にくる場合に

は 21 品目の増加率の算術平均と一致しない。このケースは，すでに第 2 章表 2-10 の数値

例で示したとおりである。コンドラチェフ指数の場合には，この点を算術平均の欠点とみ

なして幾何平均を用いたのであろうと思われる246。 

 

8-3．ゴールドスミスの生産指数 

カフェンガウスやペルヴーシンの指数のようなわずかな例外を除けば，帝政ロシア期に

おける工業生産の増大に関する数量的研究は，いずれもコンドラチェフ指数に基づいてい

た。たとえば，1945 年に出版された国際連盟の『工業化と外国貿易（Industrialization and 

Foreign Trade）』に示されたロシアの生産指数は，コンドラチェフ指数をわずかに修正し

たものに過ぎない（League of Nations, 1983, pp. 132-134）247。またガーシェンクロン

（Gerschenkron, 1947b, p. 146）は，よく知られたロシアの工業化に関する論文において，

参照基準年を 1900 年から 1913 年に移しただけで，コンドラチェフ指数をそのまま用いて

                                                   
245 表 8-16のコンドラチェフ算術平均はゴールドスミスがコンドラチェフ指数のデータをもとに再計算し

た数字であるが，計算間違いがあると思われる。筆者の再計算によると，1895-99 年のコンドラチェフ算

術平均指数は，66.5（67.3），70.0（70.8），75.7（76.5），82.8（83.6），91.8（92.8）である。（（ ）内は

ゴールドスミスが示している数値）。これ以外のゴールドスミスによる数値は，筆者の数値と同一か 0.1 の

相違にとどまっている。 
246 コンドラチェフ指数が幾何平均方式を採用したもう一つの理由は，幾何平均が極端な値の影響を削減

するということであった。なおゴールドスミス（Goldsmith, 1961, p. 455）によると，コンドラチェフ指

数計算のさらに詳しい方法は，ゲルチュク論文（Я. П. Герчук. in Вопросы конъюнктуры, vol. 2, 1926）

に与えられているとのことであるが，筆者はこの論文について未見である。 
247 国際連盟はロシアを含む世界 15 カ国の工業生産指数を与えているが，これらの諸国に関する 1913 年

以前のデータの出所として Jean Dessirier の 1928 年の論文および Rolf Wagenführ の 1933 年の論文を挙

げている（League of Nations, 1983, pp. 126-127）。なお国際連盟は，コンドラチェフらが計算していない

時期のロシア工業生産指数について，1913 年の指数を 100 とした場合の 1870 年の値を 13，1880 年の値

を 17 としている（1900 年を 100 とした場合には，1870 年の値は 22，1880 年の値は 29 となる）。 
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いる248。 

このような状況を変えたのは，1961 年に発表されたゴールドスミスの論文である249。ゴ

ールドスミスが指摘したコンドラチェフ指数の欠点は，以下のとおりである。 

①生産指数の対象となった期間が短い。 

②一般に，生産指数計算には算術平均が用いられるにもかかわらず，指数の平均の形式が，

幾何平均である（実際にゴールドスミスは，コンドラチェフ指数のデータに算術平均を

適用した場合の指数を計算している（表 8-4，8-16 参照））。 

③ウェイトの算出方法が恣意的である。コンドラチェフ指数においては，馬力と労働者数

のそれぞれのシェアを単純平均したものが，その製品のシェアである。しかしゴールド

スミスの考えによれば，推計対象となっている時代を考慮すれば生産にそれほど機械が

使われたとは考えられないから，機械（馬力）に与えたウェイトが大きすぎる。 

④生産において大きな構造変化が生じたと考えられる時期についての推定であるにもかか

わらず，1900 年という単一の基準年が採用されている。 

⑤金属部門における銑鉄と鉄鋼，および石油についてのみ，帰属計算が行なわれている。 

すなわち，表 8-2 における銑鉄と鉄鋼のウェイトは，これら二つの製品の生産における雇

用労働者数の比率に基づいて両製品に配分された全金属加工部門の馬力と雇用労働者の

合計を意味する。また石油（原油生産）に割り当てられたウェイトは，原油採掘ばかり

でなく，石油の精製に使われた馬力と雇用労働者数を含んでいる。つまり銑鉄と鉄鋼，

あるいは原油生産に，それらの生産物が所属する部門の全ウェイトがあたえられて指数

が計算されている。このような調整を帰属計算と呼ぶが（第 2 章 2-2 参照），こうした調

整が行なわれているのは以上の三つの品目だけである。 

ゴールドスミスは，以上のような問題点を指摘した上で，以下のように工業生産指数を

計算している。 

 

8-3-1．推計期間，品目，ウェイトおよび基準年 

 ゴールドスミスは，コンドラチェフの場合は 1885 年までであった生産指数の推計対象期

間を 1860 年まで延長し，1860-1913 年とした。サンプルとして採用された生産物は，コン

ドラチェフとほとんど同一であるようだが250，残念ながらゴールドスミスの論文には，こ

れらの生産物の 1860-1884 年に関する生産量をどのような資料から得たかについては明確

                                                   
248 ガーシェンクロンのコンドラチェフ指数に対するガーシェンクロンの評価は，非常に高い。彼は次の

ように述べている。「この指数は，いくつかの明白な欠点をもってはいるが，間違いなく，戦前のロシアの

工業生産に関する最良の統計シリーズである。この指数が，ロシアのもっともすぐれた経済学者あるいは

統計学者のうちの 1 人（であるコンドラチェフ）の指導のもとに行なわれたことを忘れてはならない」

（Gerschenkron, 1947b, pp. 145-146）。 
249 雑誌 Economic Development and Cultural Change に発表されたこの論文は，1956 年に執筆され，限

定的な範囲に配布されたオリジナル論文を，およそ 1/3 に圧縮したものであるという。またロシアの工業

生産指数（および農業生産指数）に関する基本作業は，当時 NBER のスタッフであったマレー･ヤノウィ

ッチ（Murrey Yanowitsch）とイスラエル･ボレンスタイン（Israel Borenstein）によってなされたとのこ

とである（Goldsmith, 1961, p. 441）。後述するように，筆者はゴールドスミス論文についていろいろな点

で疑問があるが，このオリジナル論文を読めばそのうちのいくつかは解決するかもしれない。 
250 唯一の重要な変更は，綿糸と綿布の生産に代えて，原綿消費を使用したことであるという（Goldsmith, 

1961, p. 458）。 
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な説明がない。筆者（栖原）は，全部の資料にあたったわけではないが，これらのデータ

をコンドラチェフ指数の生産量データの出所として 8-2-1 で紹介した資料で得ることは，困

難なように思われる251。 

コンドラチェフ指数のウェイトが恣意的であると考えたゴールドスミスは，ウェイトと

して各生産物の生産における「付加価値」を使用した。また平均の形式を算術平均とし，

指数計算の基準年を，コンドラチェフ指数が採用した 1900 年だけでなく，1887 年，1900

年，および 1908 年とし，これら三つの生産指数のシリーズをリンクさせて一つのシリーズ

としている。すなわち，1860-1887 年については，1887 年の付加価値をウェイトとしたシ

リーズが，1887-1900 年については，1900 年の付加価値をウェイトとしたシリーズが，ま

た 1900-1913 年については 1908 年の付加価値をウェイトとしたシリーズが採用された。

二つのシリーズが重なり合っている 1887 年および 1900 年については，その前後の年とあ

わせて二つのシリーズの平均がとられているようだ（詳しいことは後述）。なお，1900 年お

よび 1908 年は，革命前に二度行なわれた工業センサスの年であり，したがって推計の基礎

となるさまざまなデータの入手が可能である。 

ゴールドスミスの論文によると，1887 年の付加価値については，主として『ロシア工場

工業資料集成（Свод данных о фабрично-заводской промышленности России за 1897 

год）』（Свод, 1900），1900 年および 1908 年の付加価値については， グローマン，バサロ

フらソ連初期の高名なエコノミスト達 252の編著になる Динамика российской и 

советской промышленности в связи с развитием народного хозяйства за сорок лет 

（Базаров и др., 1929a; 1929b）に依拠しているという253。 

さらにゴールドスミスは，もとになった三つのシリーズのそれぞれについて，帰属ウェ

イト，すなわちサンプルとなった生産物のウェイトとしてその生産物が属する部門全体の

ウェイトを与えた帰属計算シリーズと，そうした調整を行なわない場合のシリーズの双方

を計算している。表 8-3 に，集計生産指数の計算において各部門に適用されたという帰属付

加価値および帰属未調整付加価値ウェイトを掲げた。表 8-4 および後掲表 8-16 には，そう

した計算の結果が示されている。 

表 8-3 の 1900 年に関する数字を，表 8-2 に示されたコンドラチェフ指数のウェイトと比

較すると，帰属未調整付加価値ウェイトでは，製鉄･非鉄金属および綿糸･綿布のウェイト

がかなり小さくなる一方，鉱業，消費財食品のウェイトが大きくなっている。帰属調整し

たウェイトも同様の傾向を示しているが，鉱物生産物に関するウェイトは，コンドラチェ

フ指数のウェイトとほぼ同様である。また，表 8-3 を見る限りでは，付加価値生産シェアの

                                                   
251 前に述べたゴールドスミス論文に対する筆者の疑問の一つは，代表生産物としてとりあげた生産物の

生産量データについての出所が正確に記載されていないことである。コンドラチェフ指数の場合には，す

べてのデータの出所は明確に記載されている。 
252 グローマンとバザロフについては，第 1 章 1-2-2 参照。また表 8-1 でふれたカフェンガウスも編著者の

一人に名を連ねている。 
253 ゴールドスミスは，彼が推計に用いた基準年の付加価値の出所についてこのように述べているが，特

に 1887 年における部門別の付加価値生産について，ここに書かれている資料だけに依拠して推計すること

は難しいように思われる。1900 年および 1908 年については，示されている資料に純生産のデータが記載

されているからそこから付加価値を導いたのかもしれないが，その際にもかなり大胆な仮定が必要である

ように思われる（後述，8-4-7 参照）。付加価値の導出過程について，もう少し詳細な記述が必要であろう。

この付加価値の算出方法も，筆者がゴールドスミス論文に対して感じる疑問の一つである。 
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時間的推移について，鉱業，金属部門のシェアの上昇とその後の下落，繊維･衣類部門の下

落とその後の上昇，食品部門の下落とその後の安定化などの傾向を見てとることができる。 

 

 

表 8-3 ゴールドスミス指数における各部門帰属調整付加価値・未調整付加価値ウェイト 

 1887 年 1900 年 1908 年 

 帰属 未調整 帰属 未調整 帰属 未調整 

鉱業 12.6 26.9 18.2 32.7 16.9 31.9 

製鉄・ 

非鉄金属 
19.6 15.7 28.0 19.4 22.3 11.3 

綿糸・綿布 36.7 28.8 26.0 22.7 31.3 31.1 

消費税食品 28.4 27.1 22.2 21.7 22.2 23.0 

マッチ・ 

石油精製 
2.7 1.5 5.6 3.5 7.3 2.7 

合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

出所：Goldsmith（1961, p. 461）． 

 

 

8-3-2．若干の考察 

 

表 8-4 ゴールドスミス指数による年平均成長率（％） 

 コンドラ 
チェフ 

ゴールドスミス 

1887 年ｳｪｲﾄ 1900 年ｳｪｲﾄ 1908 年ｳｪｲﾄ ﾘﾝｸ 

算術 

平均 

幾何 

平均 

帰属 

調整 

未 

調整 

帰属 

調整 

未 

調整 

帰属 

調整 

未 

調整 

帰属 

調整 

未 

調整 

1860-1875 3.2  5.1 3.1  3.0  3.0  3.2  3.1  3.2  3.1  3.0  

1875-1888 4.2  6.0 4.7  4.4  5.4  5.4  5.6  5.4  4.9  4.5  

1888-1900 7.5  8.6 7.9  7.3  7.3  6.9  7.5  7.0  7.6  7.1  

1900-1913 4.1  3.9 4.0  4.0  3.9  3.7  3.6  3.5  3.6  3.5  

1860-1888 3.7  5.5 3.8  3.6  4.1  4.2  4.3  4.2  4.0  3.7  

1888-1913 5.7  6.1 5.9  5.6  5.5  5.3  5.4  5.2  5.5  5.2  

1860-1913 4.6  5.8 4.8  4.5  4.8  4.7  4.8  4.7  4.7  4.4  

注：Goldsmith（1961, pp. 462-463）より計算．成長率は，期間の最初の年と最後の年の指数（それぞれ，

Y0, Yt）から，式 Yt=Y0（1+α）t によって計算した（t：期間，α：成長率）．本章における平均成長率の

多くは，この方法で計算されている．本章でこれ以外の方法によるときは，その旨注記した． 

 

 

ゴールドスミスは，オリジナルのコンドラチェフ指数のデータを用いてそれを 1860 年に

さかのぼる形で延長した算術平均指数および幾何平均指数を作成し，自分の 3 つの異なる

ウェイトをもつ指数およびそれらをリンクさせた指数（それぞれ帰属未調整ウェイトおよ

び帰属調整済みウェイトに基づく各指数）と比較している。表 8-4 には，それらの指数から

計算できる年平均成長率を示した。一般に，幾何平均の数値は，算術平均の数値よりも小

さい。したがって，指数が増大する場合，参照基準時点を現在において将来の指数値を平

均すると，算術平均の増大率が幾何平均のそれより大きくなり，逆に参照基準年より過去

にさかのぼって指数値を平均する場合には，幾何平均の増大率が算術平均のそれより大き

くなることが予想される（第 2 章表 2-10 の数値例参照）。実際表 8-4 に示されているよう
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に，コンドラチェフ指数は 1900 年をウェイト基準年かつ参照基準年としているから，幾何

平均のコンドラチェフ指数は算術平均のコンドラチェフ指数よりも，1900 年以前について

成長率が高く，1900 年以降において成長率が低く，また 1860-1913 年の全推計期間として

みると年平均で 1.2％も高くなっている。また全体としてゴールドスミス指数は，算術平均

が用いられているために，幾何平均が用いられたコンドラチェフ指数よりも成長率が低く

でている。しかし，算術平均のコンドラチェフ指数との違いはそれほど大きくはない。ま

たゴールドスミスの合計 8 つのシリーズの 1860 年から 1913 年までの平均成長率は，4.4％

から 4.8％までのあいだに分布しており，各指数の違いは，やはりそれほど大きなものでは

ない。 

本書でしばしば述べているように，一般に生産指数のウェイトに価格を用いた場合，基

準年が遠い過去である指数の成長率は，基準年がより近年のものである指数の成長率より

も高いと考えられる。とりわけ工業化が進行する段階においては，この影響は顕著にあら

われる場合が多い（ガーシェンクロン効果）。しかしゴールドスミスによる結果は，この点

について明確な形を示していない。たしかに 1888-1913 年についてみると，もっとも高い

成長率は，1887 年ウェイトをもつ指数によって示され（5.9％と 5.6％），もっとも低い成

長率は，1908 年ウェイトをもつ指数によって示されている（5.4％と 5.2％）。同様のこと

は，もっと期間を短く区切った場合の 1900-1913 年についてもあてはまる。しかしながら，

他の期間に関して，あるいは全期間に関する指数については，このパターンにあてはまら

ず，ゴールドスミスをやや困惑させているように見える。けだしこの結果は，ガーシェン

クロン効果は生産物価格をウェイトとして利用した場合にはっきりとあらわれるが，ゴー

ルドスミスのように「付加価値」をウェイトとしてとった場合には明白ではないというこ

とを示しているのかもしれない。実際，労働力のシェアをウェイトとしたわれわれの推計

でも，基準年が後年になるほど指数の成長率は高くなる傾向がみられる。 

さてゴールドスミスの論文には，1887 年ウェイト，1900 年ウェイト，1908 年ウェイト

の 3 系列の生産指数と，それを 1888 年前後および 1900 年でリンクした合成指数が，それ

ぞれ 1860 年から 1903 年までいずれも 1900 年を参照基準年として大きな表の形で記載さ

れている。したがってわれわれはその表から，彼がどのようにして 3 つのウェイト指数か

をリンク指数を作成したか跡づけることができる。ゴールドスミスによれば，前述のとお

り 1887 年ウェイト指数と 1900 年ウェイト指数を 1888 年前後で接続して新たな合成指数

を作るという。そのような場合，2 つの指数の接続にどのような方法が使われるか。通常は，

リンク・レラティヴを作って比例計算を行なう。実際われわれも前章までのソ連期につい

ての生産指数を算定する時にはそのような方法をとった。そのプロセスを具体的に示せば，

表 8-5 のようになる。この表には，接続年である 1888 年付近の年（に加えて 1860 年およ

び 1900 年）における 1887 年ウェイト指数と 1900 年ウェイト指数の 2 つの指数の値が示

されている。これらはゴールドスミスの論文からそのままとったもので，いずれも 1900 年

が参照基準年となっている。そこで通常行われる方法に従って，表にあるように 1887 年ウ

ェイト指数について 1860 年を 100 として 1887 年にいたる系列（リンク・レラティヴ）を

作り，また 1900 年ウェイト指数について 1887 年を 100 として 1900 年にいたる系列（リ

ンク・レラティヴ）を作って，1887 年でリンクすることとする。それが表に示した「リン

ク指数 1860=100」である。さらにこれを，比例計算で 1900 年が参照基準年となるよう改
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めたものが下の行の「リンク指数 1900=100」である。こうして表第 1 行，第 2 行に書かれ

た 2 つの指数系列が 1887 年で接続されたことになる。 

 

 

表 8-5 ゴールドスミスによる指数の接続：1888 年 

 1860 1883 1884 1885 1886 1887 1888 1889 1890 1891 1900 

1887 年 

ウェイト 

指数 

14.0 36.7 35.2 37.6 38.9 43.6 40.3 44.1 47.8 50.1 100.0 

1900 年 

ウェイト 

指数 

13.9 37.0 36.9 39.2 40.3 45.1 43.0 47.2 50.7 53.4 100.0 

リンク・ 

レラティヴ 

1887 

100.0 262.1 251.4 268.6 277.9 311.4      

リンク・ 

レラティヴ 

1900 

     100.0 95.3 104.7 112.4 118.4 221.7 

リンク指数 

1860=100 
100.0 262.1 251.4 268.6 277.9 311.4 296.9 325.9 350.1 368.7 690.5 

リンク指数 

1900=100 
14.5 38.0 36.4 38.9 40.2 45.1 43.0 47.2 50.7 53.4 100.0 

ゴールド 

スミス・ 

リンク指数 

14.0 36.7 35.2 37.6 38.9 44.0 41.6 46.4 50.7 53.4 100.0 

注：「1887 年ウェイト指数」，「1900 年ウェイト指数」は，Goldsmith（1961, pp. 462-463, Table 7）より

転記したいずれも帰属調整済みロシア工業生産指数．2 つのリンク・レラティヴは，上の 2 つの生産指数

から，それぞれ 1860 年，1887 年の値が 100 となるよう作成した．「リンク指数 1860=100」は，1860 年

を参照基準年とし，リンク・レラティヴを用いて 1887 年で 2 つの指数をリンクして作った指数．「リンク

指数 1900=100」は，リンク指数 1860=100 を 1900 年が参照基準年となるように改めた指数．「ゴールド

スミス・リンク指数」は，ゴールドスミス自身によるリンク指数．やはり Goldsmith（1961, pp. 462-463, 

Table 7）より転記した． 

 

 

 ところがゴールドスミスは，この方法をとっていない。ゴールドスミス自身が示してい

るのは，表の一番下の行に記された指数系列であるが，これは明らかに上述の通常の方法

によるリンク指数とは異なっている。ゴールドスミスがどのような方法で接続を行なった

か詳細は不明だが，少なくともみたところでは 1886 年までは 1887 年ウェイト指数の値（表

8-5 第 1 行）をそのまま使い，また 1890 年以降は 1900 年ウェイト指数の値（表 8-5 第 2
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行）をそのまま使っているようにみえる。1887-89 年については，2 つの指数の値を何らか

の形で平均したのであろうか254。いずれにしても不可解な合成指数である。そこでこのゴ

ールドスミスのオリジナルのリンク指数（表 8-5 の最終行に書かれた指数）を下から 2 行

目あるいは 3 行目に書かれた指数に改めた指数を作り，それを修正ゴールドスミス指数と

呼ぶことにしよう（表 8-16 参照）。なお 1900 年におけるリンクも 1887 年と同様の手続き

が必要であるが，この場合には 1900 年ウェイト指数と 1908 年ウェイト指数がいずれも

1900 年を基準参照年とした形で書かれており，二つの指数系列がリンク・レラティヴと同

様の形になっているから，ゴールドスミスが 1887 年の場合に行なったと想像されるような

やり方，つまり二つの指数のそれぞれの値をそのまま合成指数の値としても問題はない。 

 また表 8-5 に示されたゴールドスミスのリンク指数の作り方からすると，彼の 3 つのウ

ェイト指数の作り方にも若干の疑いが生ずる。つまり彼が 3 つのウェイト指数をつくると

きに，個別生産物の生産量はどのような形におかれていたのだろうか。それぞれの生産量

に直接付加価値ウェイトを掛ける形であれば，あるいは同じことだがウェイト基準年を 100

とするような個別生産量の生産量指数を用いたとすれば問題ないが，別の時点を参照基準

とした指数系列に付加価値ウェイトを掛けていく場合には問題が生ずる。つまりこのよう

な算術平均による指数の作成の場合には，個々の指数系列の参照基準年がどの年におかれ

るかによって，合成される指数の成長率に大きな違いが出るからである。さらに，たとえ

上述のようにこのプロセスに問題がなかったとしても，ウェイト基準年（つまり参照基準

年）が推計期間 1860-1913 年の後半に偏っているから，算術平均によれば幾何平均を用い

る場合よりも成長率が小さくなることは間違いないだろう。この問題は，上で表 8-4 によっ

て幾何平均を用いたコンドラチェフ指数と算術平均を用いた場合の差について述べたとお

りである。のち（8-5-2 の最後の部分）に算術平均を用いてわれわれの全工業指数を作成し

ようとするときにも，もう一度この点についてふれることにしよう。 

 

8-4．推計方法 

前述したとおり，現在のところ帝政ロシアの工業生産指数については，多くの場合ゴー

ルドスミスの指数が引用される。しかし，ゴールドスミスの指数は，算定基礎となってい

る生産物の数がそれほど多くはない上に，上で述べたような理由などから，ロシアの工業

生産の発展についてやや過小評価の傾向があるのではないかと思われる。次に筆者自身に

よる推計を示すが，この推計も，ゴールドスミスあるいはナターの指数と同様に 1860-1913

年について推計したものである。 

 

8-4-1．概要 

本章の推計は，基本的に筆者が前章までで行なったソ連工業に関する生産指数推計と同

様の方法によっている。つまり，コンドラチェフ，ナターらの指数推計がそうであったよ

うに，各サンプル生産物の生産量にそのウェイトを乗じ，それを合計して各年の指数とす

るというのではなく，まず推計の第一段階として，たとえば「燃料工業」，あるいは「製鉄

                                                   
254 1888 年の合成指数は，たとえば 1887 年ウェイト指数と 1900 年ウェイト指数を 1：1 のウェイトで，

また 1887 年はそれぞれ 3：1，1889 年は逆に 1：3 のウェイトで平均すればゴールドスミスの示した値に

なるようにみえる。 
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工業」といった部門別の生産指数を計算し，さらにそれらの部門指数にその部門のウェイ

トを乗じた上で合計して全工業の指数とするという，二段階の推計方法をとるのである。

ゴールドスミスの推計においては帰属の問題が考えられているから，基本的にわれわれの

推計と同様の方法がとられたということもできようが，彼は明確に部門の指数を計算して

いるわけではない。われわれの推計において工業の各部門という概念がより明確になった

のは，指数計算に用いられた生産物の数が増えたためでもあるが，これによってゴールド

スミスが指摘した「帰属」の問題，あるいはサンプル生産物の部門代表性の問題も，はっ

きりとした形で考えることが可能となるという利点が生じた。 

この帝政期ロシア工業の指数推計においても，工業各部門の生産指数を計算する第一段

階でサンプル生産物の生産量を合計する際には，前章までの推計と同様に各生産物の基準

年の価格が用いられる。したがってこの段階では，部門ごとに生産額の推移が計算される

ことになり，これが部門指数となる。つまりこれは，「総生産」に関する指標である。筆者

の推計において，価格ではなく，コンドラチェフ，あるいはより明確にはゴールドスミス

のように「付加価値」が用いられなかったのは，単純にその「付加価値」が得られなかっ

たためである。コンドラチェフの「付加価値」については，ゴールドスミスが指摘したよ

うな問題点があるだろうし255，ゴールドスミスが用いたという「付加価値」については，

前述のとおり導出方法が明らかにされていない。また，彼が用いたという資料から，今日

一般に使われている意味での「付加価値」を得るのは，かなり大胆な仮定をおかなければ

難しいように思われる。これについては，のちに 8-4-6 で改めて論じよう。 

次に推計の第二段階として，部門指数がウェイトつきで幾何平均されて全工業指数が計

算されるが，ここでのウェイトとしては，各部門における労働者数の全体におけるシェア

が用いられた。このようにして，工業全体に関する生産指数が得られる。本来ならば，こ

この最後の段階においては，ソ連工業の場合と同様にウェイトとして部門ごとの付加価値

の使用が望ましいと考えられるが，それを得ることが難しいために労働力で代用したもの

である。もっとも，工業化の初期段階の付加価値形成における固定資本の貢献は，のちの

時期にくらべるとずっと小さく，労働の貢献部分が大きいと考えられるから，付加価値生

産の代用として労働力の大きさを利用することによるバイアスも比較的小さいということ

ができるかもしれない。こうして，全工業に関する生産指数が得られる。 

 

8-4-2．生産物データと部門分類 

次に，指数計算のための，いわゆるサンプル生産物について述べる。そもそも帝政ロシ

アの工業統計は，統計の整備それ自体を目的としていたわけではない。工業統計は，実際

のところ工業監督と租税徴収のための副産物に過ぎなかった。したがって，生産量データ

の収集についても，体系的に行なわれたわけではなく，網羅的とはいえなかった256。した

                                                   
255 ソ連期の工業諸部門における付加価値生産を考察した第 4 章では，表 4-24 に示したような所得分配率

の推移を得た。ソ連初期の状況を知ることはできないが，この表から 1933年における労働分配率は 72.7％，

資本分配率は 27.3％であり，その後ソ連の工業化が進むにつれて資本分配率が 40％にまで上昇していった

ことがわかる。この点を考慮すると，確かに帝政ロシア期における資本分配率が 50％に達していたとは考

えにくい。 
256 このあたりの状況については，冨岡庄一（1998, 第 4 章，第 1 節および第 4 節）が参考になる。 
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がって，そうした第 1 次資料を用いた従来の工業生産指数推計においても，それほど多く

の生産物がカヴァーされているわけではない。すなわち，コンドラチェフの指数およびサ

ンプル品目についてほぼそれを踏襲したゴールドスミスの指数では，先に見たように 21 種

類の生産物，あるいは三つに分類された「塩」を一つと考えれば，19 の生産物が推計に用

いられた。それにくらべるとナターの指数では，26 の品目が指数計算に用いられている。

本稿の推計は，基本的にナターの生産データに依拠し，さらにそれにいくつかの生産物を

加えて，全部で 31 の品目を推計に用いることとした。これらのデータがカバーしているの

は，ポーランドとバルト海沿岸部を含みフィンランドを除く帝政ロシアの版図における鉱

業および工場工業であり，カフェンガウスが計算したような 1920 年代末のソ連の版図にお

ける生産量に基づいたものではない。またわれわれの推計は，手工業（レメスローおよび

クスターリ）は含んでいない。この事情は，コンドラチェフ指数，カフェンガウス指数，

ゴールドスミス指数，あるいはナター指数と同様である。本章末に表 8-19 として推計に用

いた生産量データを示したが，その表にみられるように生産量データにはかなりの欠損が

ある。 

表 8-6 に，われわれが用いた生産量データと，これまでに言及した各推計に用いられた生

産量データの比較を示した。まず，本稿の推計に用いられたサンプル生産物を，コンドラ

チェフ=ゴールドスミス推計のそれと比較してみよう。ゴールドスミスの 1860-1885 年に関

する推計には明らかでない点が多いので，推計期間の後半期，すなわち 1885-1913 年に限

定して比較してみよう。S 推計においては，コンドラチェフ指数あるいはゴールドスミス指

数の品目に，いわゆる化学工業部門および建設資材工業部門の生産物が推計に加えられた

といえる。コンドラチェフ=ゴールドスミス指数は，われわれの分類によれば化学工業部門

の生産物となる「マッチ」を含んでいたが，われわれの化学工業部門には，「マッチ」のほ

かに「リン肥料」，「硫酸」，「ソーダ灰」，「白鉛」，「亜鉛華」の 5 種類の生産物が追加され

た。また S 推計には，コンドラチェフ=ゴールドスミス指数にはなかった，「セメント」，「レ

ンガ」，「窓ガラス」という 3 種類の建設資材工業部門の生産物が利用されている。これら

の 8 種類の生産物は，「亜鉛華」を除いていずれもその生産成長率がコンドラチェフ=ゴー

ルドスミス指数のサンプル生産物の平均成長率を上回る生産物である。これだけからする

と，筆者の指数の値はコンドラチェフ=ゴールドスミス指数のそれを上回ることが予想され

るが，のちに見るように化学工業部門および建設資材工業部門に与えられたウェイトは，

他の部門にくらべれば小さなものであり，全体指数にそれほど大きな影響を与えるもので

はない。 

 

 

表 8-6 生産量データの比較 

 
栖原 

コンドラチェフ= 

ゴールドスミス 
ナター カフェンガウス 

成長率 品目数 成長率 品目数 成長率 品目数 成長率 品目数 

1860-1885 6.9 16   8.0 13   

1885-1913 6.3 31 5.0 21 6.9 26 7.5 29 

1860-1913 5.8 16   6.8 13   

注：「成長率」とは，各推計におけるサンプル生産物の生産量の年平均増加率を算出した上で，それらを同

じウェイトで平均した値を意味する．ゴールドスミスは，1885-1913 年については，コンドラチェフとほ
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とんど同一のデータを用いたと思われる．ゴールドスミスが 1860-1885 年について，どのような数字を用

いたかは不詳．ナターの指数では，一品目（スターチ･シロップ）のウェイトが示されていないが（Nutter, 

1962, p. 535），実際にはこの品目も彼の推計に含まれていると思われる。カフェンガウスに関するデータ

の初期年は，1885 年ではなく 1887 年．Конъюнктурный институт（1926），Nutter（1962），Грегори

（1999）に示されたデータから計算した． 

 

 

以上の 8 品目に加えて，さらに S 推計では，製鉄工業部門においてコンドラチェフ=ゴー

ルドスミス指数では生産量が合算されていた「鉄」と「粗鋼」が分離された上に，「レール」

が付け加えられた。また繊維部門の生産物として「毛糸」が，さらに食品工業部門に「植

物油」，「小麦粉」，「スターチ･シロップ」，「ビール」の 4 品目数が加えられた。逆に，ゴー

ルドスミス指数において三つの生産物に分かれていた「塩」が本稿では一つにまとめられ，

「鉄鉱石」，「マンガン鉱石」，「イースト」がサンプル生産物から落とされた。こうした変

化の結果，表 8-6 に見るように，1885-1913 年に関するサンプル生産物の年平均増加率の単

純平均は， コンドラチェフ=ゴールドスミス指数が 5.0％であるのに対して，われわれの推

計では 6.3％となった。 

ナター推計は，本稿の推計と同様に 1860-1913 年に関する推計であり，また推計に用い

られた生産物の生産量も全推計期間について明示されている。このナター推計と比較する

と，本稿では「銑鉄」，「鉄」，「金」，「マッチ」，「精製砂糖」という 5 つの重要品目が付け

加えられている。これらの品目の生産増加は相対的に緩やかであり，したがって表 8-6 に見

られるように，本稿推計のサンプル生産物の生産増加率は，ナター推計のそれよりもやや

小さい。後述するように，われわれの指数は，ナター推計よりも特に推計の前半期におい

て成長率がやや低いという特徴があるが（表 8-16，表 8-17 参照），おそらくその原因の一

つに，上記生産物が指数計算に加えられたことが挙げられよう。 

カフェンガウスの推計は，ソ連の版図における工業生産の増大を測定するためのもので

あって，帝政ロシアの版図よりも後進地域を多く含んでいる。この後進地域における工業

製品の増加は 19 世紀末から 20 世紀初頭にかけて，相対的に急速であった。表 8-6 に見ら

れるように，サンプル生産物の増加率も，本稿で検討されている指数の中で最も高い。グ

レゴリーも指摘するように，カフェンガウスの指数における成長率が考察されている指数

の中で最も高い最大の理由は，推計の基礎となる生産量データにあるといえるだろう

（Грегори, 1999, стр. 481- 483）。 

 

8-4-3．生産物価格 

上述したように，推計の第一段階において部門別生産指数を計算する際には，各サンプ

ル生産物の価格がウェイトとして使われるが，S 推計では，1890 年，1900 年，1908 年，

1912 年のそれぞれの年における価格が用いられた。つまり，これらの各年を基準年とする

部門ごとの生産指数のシリーズが，4 種類できることになる。基準年が，指数推計期間

（1860-1913 年）の後半に偏っているのは，この期間の前半について価格を体系的に収集

することが困難であるためのやむを得ざる結果である。それぞれの価格は，可能なかぎり

間接税（消費税）を控除した平均卸売価格，すなわち輸送コストを含まない工場出荷価格
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となるよう筆者によって推計されたものである。以下では，価格の具体的な推計方法を示

そう。求められた生産物価格は，後掲表 8-7 にまとめられている。 

 

[価格推計方法] 

Ⅰ. 1890 年価格 

（A）燃料工業部門 

（1.1.1） 原油（нефть）：1.83 ルーブル（以下，R と略する）/ton。『資料集成』（Свод данных, 

1900, стр. XVII-XVIII）によると，1890 年における原油の生産額は 7,303（1000 ルーブ

ル），生産量は 243,442（1000 プード）であるという。生産額を生産量で割ると，1 プー

ドあたり 3.00 カペイカという価格を得る。これを，1 プード＝16.38kg で換算して，上

記価格を得る。この資料における原油の生産量は，推計に用いられた生産量よりも大き

いが（表 8-19 参照），ここでは原資料の生産量をとった。以下でも，生産量データがく

いちがう場合は，価格を得た資料にある生産量を尊重した。また原油価格は，たとえば

『商品市場価格集成』（Свод товарных, 1896）から直接価格を得ることができるが，一

般に商品市場における価格は，輸送コスト等を含むために生産価格よりも高くなると考

えられるので，本推計では，商品市場価格を直接採用することはしないこととする。 

（1.1.2） 石炭（каменный уголь）：3.05 R/ton。生産額を生産量で割って算出。生産額と生産量

に関するデータの出所は，『資料集成』（Свод данных, 1900, стр. XVII-XVIII）。 

 

（B）製鉄工業部門 

（1.2.1） 銑鉄（чугун）：42.7 R/ton。生産額を生産量で割って算出。生産額と生産量に関するデ

ータの出所は，『資料集成』（Свод данных, 1900, стр. XVII-XVIII）。 

（1.2.2） 鉄（железо）：97.7 R/ton。生産額を生産量で割って算出。生産額と生産量に関するデ

ータの出所は，『資料集成』(Свод данных, 1900, стр. XVII-XVIII)。 

（1.2.3） 粗鋼（сталь）： 73.4 R/ton。1890 年における粗鋼価格が得られないので，1900 年に

おける粗鋼価格（2.2.3）とレール価格（2.2.4）の比を，後出 1890 年のレール価格（1.2.4）に適

用して算出。 

（1.2.4） レール（рельсы）：98.1 R/ton。生産額を生産量で割って算出。生産額と生産量に関す

るデータの出所は，『資料集成』（Свод данных, 1893, стр. 397）。 

 

（C）非鉄工業部門 

（1.3.1） 銅（медь）：739.2 R/ton。サンクトペテルブルクの商品市場における銅の一品種

（иностранная штыковая）の価格は，1890 年が 1 プードあたり 14.10 ルーブルである

のに対して，1900 年は 16.36 ルーブルであるという。この価格比を，後出 1900 年の銅

価格（2.3.1）に適用して，上記価格を得る。価格データの出所は，『商品市場価格集成』（Свод 

товарных, 1909, стр. V）。 

（1.3.2） 鉛（свинец）：145.5 R/ton。サンクトペテルブルクの商品市場における鉛の一品種（в 

слитках обыкновенный）の価格は，1890 年が 1 プードあたり 2.36 ルーブルであるの

に対して，1900 年は 2.93 ルーブルであるという。この価格比を，後出 1900 年の鉛価格

（2.3.2）に適用して，上記価格を得る。価格データの出所は，『商品市場価格集成』（Свод 
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товарных, 1909, стр. V）。 

（1.3.3） 亜鉛（цинк）：258.8 R/ton。サンクトペテルブルクの商品市場における亜鉛の一品種

（силезский）の価格は，1890 年が 1 プードあたり 4.84 ルーブルであるのに対して，1900

年は 4.17 ルーブルであるという。この価格比を，後出 1900 年の亜鉛価格（2.3.3）に適用

して，上記価格を得る。価格データの出所は，『商品市場価格集成』（Свод товарных, 1909, 

стр. V）。 

（1.3.4） 金（золото）：1160.0 R/kg。出所は，『資料集成』（Свод данных, 1900, стр. XVI）。 

 

（D）化学工業部門 

（1.4.1.1） リン肥料（фосфатные удобрения）：12.2 R/ton。リン肥料の価格が得られないため，

（1.4.1.2）リン肥粉（фосфоритная мука）の価格で代用した。生産額を生産量で割って算

出。生産額と生産量に関するデータの出所は，『資料集成』（Свод данных, 1893, стр. 378）。 

（1.4.2） 硫酸（серная кислота）：49.2 R/ton。生産量を生産額で割って算出。ここでいう生産

量は，後掲『資料集成』（Свод данынх, 1893）に記載されているロシアの硫酸生産県 15

県のデータを合計したものであるが，2 県については，生産額のみ記載されていて生産量

が不明であるので，それに対応する生産額は総生産額から除いて計算した。生産額と生

産量に関するデータの出所は，『資料集成』（Свод данных, 1893, стр. 376）。 

（1.4.3） ソーダ灰（кальцинированная сода）：55.0 R/ton。生産額を生産量で割って算出。生産

額と生産量に関するデータの出所は，『資料集成』（Свод данных, 1893, стр. 377）。 

（1.4.4） 白鉛（свинцовые белила）：216.4 R/ton。生産額を生産量で割って算出。ここでいう

生産量は，後掲『資料資料』（Свод данных, 1893）に記載されている白鉛生産県 8 県の

データを合計したものであるが，1 県については生産額のみ記載されていて生産量が不明

であるので，それに対応する生産額は総生産額から除いて計算した。生産額と生産量に

関するデータの出所は，『資料集成』（Свод данных, 1893, стр. 379）。 

（1.4.5） 亜鉛華（цинковые белила）：221.0 R/ton。生産額を生産量で割って算出。生産額と生

産量に関するデータの出所は，『資料集成』（Свод данных, 1893, стр. 379）。 

（1.4.6） マッチ（спички）：41.6 R/100 万本。生産額を，生産量で割って算出。生産額の出所は，

『資料集成』（Свод данных, 1893, стр. 381）。生産量については，表 8-19 参照。 

 

（E）建設資材工業部門 

（1.5.1） セメント（цемент）：23.2 R/ton。生産額を生産量で割って算出。ただし，後掲『資料集

成』（Свод данных, 1893）にプード単位で生産量が記載されている県に関する生産量と

その生産額による。参考のために詳述すると，1890 年にセメントを生産したロシアの 10

県のうち，生産量が判明している 9 県の生産量合計は，8,359.27（1000 プード）＋177.072

（1000 ボーチカ）＋71.7（1000 メショーク），また 10 県の生産額合計は 4,010.5（1000

ルーブル）である。それらの生産のうち，8,359.27（1000 プード）に対応する生産額は，

3,172（1000 ルーブル）であった。プードに関する価格と生産額から，1890 年における

セメントの生産量は，10,568.97（1000 プード），すなわち 173.12（1000 トン）と推定

される。生産額と生産量に関するデータの出所は，『資料集成』（Свод данных, 1893, стр. 

391）。 
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（1.5.2） レンガ（кирпич）：11.2 R/1000 個。生産額を生産量で割って算出。生産額と生産量に関

するデータの出所は，『資料集成』（Свод данных, 1893, стр. 391）。 

（1.5.3） 窓ガラス（оконное стекло）：0.80 R/m2。後掲『資料集成』（Свод данных, 1893）に

よると，1890 年に窓ガラスを生産したのは 38 県であったが，生産量の判明しているの

は 25 県である。ヤーシク（箱）単位で生産が量られている県の合計は，生産量が 79,958

（1000 ヤーシク），生産額が 1,235.45（1000 ルーブル）で，ここから上記価格を得た。

なおヤーシクとm2との換算には，1900年価格を計算するときに得た1ヤーシク=21.00m2

を用いた。また総生産額 2,448.99（1000 ルーブル）は 146.6（1000 ヤーシク）を意味す

るから，1890 年の窓ガラスの総生産量は，3.08（100 万 m2）と推定される。生産額と

生産量に関するデータの出所は，『資料集成』（Свод данных, 1893, стр. 394-395）。 

 

（F）繊維工業部門 

（1.6.1） 綿花消費（потребление хлопка-волокна）：512.7 R/ton。モスクワの商品市場におけ

る綿花の一品種（ферганский （средне-азиатский） из американских семян）の 1890

年における 1 プードあたりの価格が 10.45 ルーブルであるのに対し，1900 年の価格は

12.26 ルーブルであったという。この価格比を，後出の 1900 年における綿花価格（2.6.1）

に適用して，上記価格を得る。価格データの出所は，『商品市場価格集成』（Свод тварных, 

1909, стр. IV）。 

（1.6.2） 毛糸（шерстяная пряжа）：1862.3 R/ton。生産額を生産量で割って算出。生産額と生

産量に関するデータの出所は，『資料集成』（Свод данных, 1893, стр. 411）。 

 

（G）食品工業部門 

（1.7.1） 粗糖（сарах-песок）：153.8 R/ton。キエフの商品市場における粗糖の一品種（для 

местного потребления）の価格は，1890 年が 1 プードあたり 4.74 ルーブルに対し，1900

年は 4.39 ルーブルであるという。この価格比を，後出の 1900 年における粗糖価格（2.7.1）

に適用して，上記価格を得る。価格データの出所は，『商品市場価格集成』（Свод товарных, 

1909, стр. VII）。 

（1.7.2） 精製砂糖（сахар-рафинад）：256.4 R/ton。キエフの商品市場における精製砂糖の一

品種（головной местных заводов）の価格は，1890 年が 1 プードあたり 5.91 ルーブル

に対し，1900 年は 5.84 ルーブルであるという．この価格比を，後出の 1900 年における

精製砂糖価格（2.7.2）に適用して，上記価格を得る。価格データの出所は，『商品市場価格

集成』（Свод товарных, 1909, стр. VII）。 

（1.7.3） 植物油（растительное масло）：226.8 R/ton。4 種類の植物油（подсолнечное, 

льняное, коноплянное, кокосовое）の価格を，それぞれの生産量をウェイトとして平均

した価格。各品種の価格は，その生産額を生産量で割って算出。生産額と生産量に関す

るデータの出所は，『資料集成』（Свод данных, 1893, стр. 406-407）。 

（1.7.4） 穀粉（мука）：65.4 R/ton。生産額を生産量で割って算出。生産額と生産量に関するデ

ータの出所は，『資料集成』（Свод данных, 1893, стр. 404）。 

（1.7.5） スターチ･シロップ（крахмал и патока）：32.5 R/ton。トウモロコシ･スターチ，その他

のスターチ，およびシロップの価格に関する，生産量ウェイトによる平均価格。これら
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の価格は，それぞれの生産額を生産量で割って算出。生産額と生産量に関するデータの

出所は，『資料集成』（Свод данных, 1893, стр. 408-409）。 

（1.7.6） 原アルコール（спирт-сырец）：122.0 R/kiloliter。『資料集成』（Свод данных, 1900, стр. 

VIII） によると，1 ヴェドロ（アルコール分 40％）あたり，60 カペイカ。これを，1

キロリットルあたりおよび 100％原アルコールあたりに換算し，上記価格を得る。なお，

1 ヴェドロ=12.3 リットルで換算した。 

（1.7.8） 塩（соль）：6.91 R/ton。生産額を生産量で割って算出。生産額と生産量に関するデー

タの出所は，『資料集成』（Свод данных, 1893, стр. 411）。 

 

Ⅱ. 1900 年価格 

（A）燃料工業部門 

（2.1.1） 原油：9.58 R/ton。1900 年における石油採掘部門の総生産額を，生産量で割って算出。

生産額データの出所は，Динамика257（Базаров и др., 1929a, стр. 97）。生産量につい

ては，表 8-19 参照。 

（2.1.2） 石炭：3.94 R/ton。1900 年における石炭部門の総生産額を，生産量で割って算出。生

産額データの出所は，Динамика（Базаров и др., 1929a, стр. 96）。生産量については，

表 8-19 参照。 

 

（B）製鉄工業部門 

（2.2.1） 銑鉄：33.5 R/ton。『資料集』（Сборник, 1903, стр. 288-317）によると，1900 年に

おける全ロシアの銑鉄の生産量は 179,107,648 プード，また銑鉄を生産した工場数は 182

であった。これらの工場のうち，生産額の判明しているのは 92 工場であるので，それら

の工場の生産額合計 31,814,752.92 ルーブルと生産量合計 58,027,792 プードから，前者

を後者で割って上記価格を算出した。 

（2.2.2） 鉄：90.5 R/ton。『資料集』（Сборник, 1903, стр. 318-339）によると，1900 年にお

ける全ロシアの鉄の生産量は 29,857,712 プード，また鉄を生産した工場数は 139 であっ

た。これらの工場のうち，生産額の判明しているのは 72 工場であるので，それらの工場

の生産額合計 25,602,322 ルーブルと生産量合計 17,275,669 プードから，前者を後者で

割って上記価格を算出した。 

（2.2.3） 粗鋼：66.2 R/ton。『資料集』（Сборник, 1903, стр. 340-363）によると，1900 年に

おける全ロシアの粗鋼の生産量は 135,282,908 プード，また粗鋼を生産した工場数は 83

であった。これらの工場のうち，生産額の判明しているのは 41 工場であるので，それら

の工場の生産額合計 64,344,784 ルーブルと生産量合計 59,356,166 プードから，前者を

後者で割って上記価格を算出した。なお，参考までに地域別の 1 プードあたり粗鋼価格

を挙げると，全体の平均が 1.08 ルーブルであるのに対して，ウラル地域は，0.81 ルーブ

ルと比較的安価であり，また北西地域，南･南西地域は，それぞれ 1.12 ルーブル，1.10

ルーブルと相対的にやや高い。 

                                                   
257 バザロフ以下合計 9 人の編著者によるこの文献（Базаров и др., 1929a; 1929b, 1930）をここでは第 4

章 4-3-1 にならって Динамика と略称する。 
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（2.2.4） レール：88.5 R/ton。『資料集』（Сборник, 1903, стр. 340-363）には，ところどころ

に「現地における販売価格」としてレール価格の記載がある。価格は，1 プードあたり

129-145 カペイカである。これらの製作工場が，いずれも比較的安価なウラルの企業であ

ることを考慮し，レール価格を 1 プードあたり 145 カペイカと推定した。これをトンに

換算して，上記価格を得る。 

 

（C）非鉄工業部門 

（ 2.3.1 ）  銅 ： 857.7 R/ton 。サンクトペテルブルクの商品市場における銅の一品種

（иностранная штыковая）の価格は，1900 年が 1 プードあたり 16.36 ルーブルである

のに対して，1908 年は 15.23 ルーブルであるという。この価格比を，後出 1908 年の銅

価格（3.3.1）に適用して，上記価格を得る。価格データの出所は，『商品市場価格集成』（Свод 

товарных, 1909, стр. V）。 

（2.3.2） 鉛：177.6 R/ton。サンクトペテルブルクの商品市場における鉛の一品種（в слитках 

обыкновенный）の価格は，1900 年が 1 プードあたり 2.93 ルーブルであるのに対して，

1908 年は 3.06 ルーブルであるという。この価格比を，後出 1908 年の鉛価格（3.3.2）に適

用して，上記価格を得る。価格データの出所は，『商品市場価格集成』（Свод товарных, 

1909, стр. V）。 

（2.3.3）  亜鉛：222.9 R/ton。サンクトペテルブルクの商品市場における亜鉛の一品種

（силезский）の価格は，1900 年が 1 プードあたり 4.17 ルーブルであるのに対して，1908

年は 4.32 ルーブルであるという。この価格比を，後出 1908 年の亜鉛価格（3.3.3）に適用

して，上記価格を得る。価格データの出所は，『商品市場価格集成』（Свод товарных, 1909, 

стр. V）。 

（2.3.4） 金：1236.0 R/kg。1900 年における金･プラチナ採掘部門の総生産額を，金生産量で割

って算出。したがって，生産額の中に若干のプラチナ産出額を含むが，少額であると考

えて無視した。生産額データの出所は，Динамика（Базаров и др., 1929a, стр. 96）。

生産量については，表 8-19 参照。 

 

（D）化学工業部門 

（2.4.1.1） リン肥料：9.82 R/ton。リン肥料の価格が得られないため，（2.4.1.2）リン肥粉の価格で

代用した。生産額を生産量で割って算出。生産額と生産量に関するデータの出所は，

Динамика（Базаров и др., 1929a, стр. 194-195）。 

（2.4.2） 硫酸：36.0 R/ton。生産量を生産額で割って算出。生産額と生産量に関するデータの

出所は，Динамика（Базаров и др., 1929a, стр. 188-189）。 

（2.4.3） ソーダ灰：46.2 R/ton。生産額を生産量で割って算出。生産額と生産量に関するデータ

の出所は，Динамика（Базаров и др., 1929a, стр. 188-189）。 

（2.4.4） 白鉛：200.8 R/ton。生産額を生産量で割って算出。生産額と生産量に関するデータの

出所は，Динамика（Базаров и др., 1929a, стр. 188-189）。 

（2.4.5） 亜鉛華：244.8 R/ton。1900 年のサンクトペテルブルクおよびリガの商品市場におけ

る亜鉛華の平均価格が 1 プードあたり 4.93 ルーブルであったのに対し，同じ二つの商品

市場における白鉛の平均価格は 4.04 ルーブルであったという。この価格比を，前項の白
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鉛価格（2.4.4）に適用して，上記価格を得る。商品市場における価格データの出所は，『商

品市場価格集成』（Свод товарных, 1901, стр. 76）。 

（2.4.6） マッチ：40.7 R/100 万本。マッチ工業部門の生産額を，生産量で割って算出。生産額

の出所は，Динамика（Базаров и др., 1929a, стр. 97）。生産量については，表 8-19 参

照。 

 

（E）建設資材工業部門 

（2.5.1） セメント：17.2 R/ton。3種類のセメント（романский, портландский, другие сорта）

の価格を，それぞれの生産量をウェイトとして平均した価格。各種類の価格は，その生

産額と生産量とから算出。生産額と生産量に関するデータの出所は，Динамика（Базаров 

и др., 1929a, стр. 120-121）。 

（2.5.2） レンガ：11.7 R/1000 個。生産額を生産量で割って算出。生産額と生産量に関するデー

タの出所は，Динамика（Базаров и др., 1929a, стр. 120-121）。 

（2.5.3） 窓ガラス：0.42 R/m2。3 タイプの板ガラス（полубелое, белое и цветное, бемское）

の価格を，それぞれの生産量をウェイトとして平均した価格。各タイプの価格は，その

生産額と生産量から算出。生産額と生産量に関するデータの出所は，Динамика（Базаров 

и др., 1929a, стр. 118-119）。なお，この資料から得られる生産量は，4,029,900 プード

で，この生産量が面積表示では，表 8-19 にあるように 1,430 万 m2であると考えられる。

つまり換算率は，１プード=3.55 m2 である。また上記資料には，プード表示の他に，ヤ

ーシク表示も記載されている。そのデータから，平均して 1 ヤーシク=5.92 プード

=21.00m2であると想定される。 

 

（F）軽工業部門 

（2.6.1） 綿花消費：601.5 R/ton。7 品種の綿花（американский, египетский, остиндский, 

персидский, средне-азиатский, кавказский, другие）の価格を，それぞれの消費量を

ウェイトとして平均した価格。各品種の価格は，その消費額を消費量で割って算出。消

費額と消費量に関するデータの出所は，Динамика（Базаров и др., 1929a, стр. 

248-249）。 

（2.6.2） 毛糸：2292.7 R/ton。4 品種の毛糸（аппаратная, камвольная, бумажная, льняная 

и др.）の価格を，それぞれの生産量をウェイトとして平均した価格。各品種の価格は，

その生産額を生産量で割って算出。生産額と生産量に関するデータの出所は，Динамика

（Базаров и др., 1929a, стр. 270- 271）。 

 

（G）食品工業部門 

（2.7.1） 粗糖：142.4 R/ton。キエフ，モスクワ，サンクトペテルブルクの各商品市場における

粗糖価格を 1900 年と 1908 年について比較すると，1900 年の平均価格が 1 プードあたり

4.80 ルーブルであるのに対して，1908 年では 4.35 ルーブルである。この価格比を，後

出の 1908 年における粗糖価格（3.7.1）に適用して，上記価格を得る。価格データの出所は，

『商品市場価格集成』（Свод товарных, 1901, стр. 20） および『商品市場価格集成』（Свод 

тварных, 1909, стр. 28-30）。 
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（2.7.2） 精製砂糖：253.4 R/ton。キエフ，モスクワ，サンクトペテルブルクの各商品市場にお

ける精製砂糖価格を 1900 年と 1908 年について比較すると，1900 年の平均価格が 1 プー

ドあたり 5.96 ルーブルであるのに対して，1908 年では 5.24 ルーブルである。この価格

比を，後出の 1908 年における精製砂糖価格（3.7.2）に適用して，上記価格を得る。価格デ

ータの出所は，『商品市場価格集成』（Свод товарных, 1901, стр. 20）および『商品市場

価格集成』（Свод товарных, 1909, стр. 30-32）。 

（2.7.3） 植物油：296.0 R/ton。4 種類の植物油（подсолнечное, льняное, коноплянное, 

кокосовое）の価格を，それぞれの生産量をウェイトとして平均した価格。各品種の価格

は，その生産額を生産量で割って算出。生産額と生産量に関するデータの出所は，

Динамика（Базаров и др., 1929a, стр. 218-219）。 

（2.7.4） 穀粉：67.8 R/ton。小麦粉とライ麦粉の価格を，生産量をウェイトとして平均した価

格。2 種類の穀粉の価格は，それぞれ 1 プードあたり 1.22, 0.71 ルーブル。これらの価格

は，生産額と生産量とから算出。生産額と生産量に関するデータの出所は，Динамика

（Базаров и др., 1929a, стр. 214- 215）。 

（2.7.5）  スターチ･シロップ：108.2 R/ton。トウモロコシ･スターチ，5 種類のスターチ

（пшеничный, ржаной, рисовый, маисовый, картофельный）と 1 種類のシロップの

価格を，それぞれの生産量をウェイトとして平均した価格。各種類の価格は，その生産

額を生産量で割って算出。生産額と生産量に関するデータの出所は，Динамика（Базаров 

и др., 1929a, стр. 220-221）。 

（2.7.6） 原アルコール：112.2 R/kiloliter。ハリコフの商品市場における原アルコール（сырой 

хлебный, с посудой）の価格を 1890 年と 1900 年について比較すると，1890 年の価格

が 1 ヴェドロ（アルコール分 40％）あたり 68.5 カペイカであったのに対し，1900 年は

63.0 カペイカであった。この価格比を，1890 年における原アルコール価格（1.7.6）に適用

して，上記価格を得る。価格データの出所は，『商品市場価格集成』（Свод товарных, 1909, 

стр. III）。 

（2.7.7） ビール（пиво）：70.7 R/kiloliter。1900 年における消費税込みのビールの価格は，1 ヴ

ェドロあたり 1.073 ルーブル，この中に 20.4 カペイカの消費税が含まれているから，消

費税を控除した価格は 0.869 ルーブル。この値をキロリットルあたりに換算して，上記

価格を得る。価格と消費税に関するデータに関する出所は，『消費税課税対象生産統計』

（Статистика производств, 1902, стр. 184）。 

（2.7.8） 塩：4.12 R/ton。製塩産業の生産額と生産量とから算出。生産額の出所は，Динамика

（Базаров и др., 1929a, стр. 96）。生産量については，表 8-19 参照。 

 

Ⅲ. 1908 年価格 

（A）燃料工業部門 

（3.1.1） 原油：13.6 R/ton。1908 年における石油採掘部門の総生産額を，生産量で割って算出。

生産額データの出所は，Динамика（Базаров и др., 1929b, стр. 106）。生産量について

は，表 8-19 参照。 

（3.1.2） 石炭：4.73 R/ton。1908 年における石炭部門の総生産額を，生産量で割って算出。生

産額データの出所は，Динамика（Базаров и др., 1929b, стр.106）。生産量については，
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表 8-19 参照。 

 

（B）製鉄工業部門 

（3.2.1） 銑鉄：26.6 R/ton。生産額を生産量で割って算出。生産額と生産量に関するデータの

出所は，Динамика（Базаров и др., 1929b, стр. 142-143）。 

（3.2.2） 鉄：93.5 R/ton。『資料集』（Сборник, 1910, стр. 350-365）によると，1908 年にお

ける全ロシアの鉄の生産量は 8,667,990 プード，また鉄を生産した工場数は 56 であった。

これらの工場のうち，生産額の判明しているのは 34 工場であるので，それらの工場の生

産額合計 10,878,256 ルーブルと生産量合計 7,104,666 プードから，前者を後者で割って

上記価格を算出した。 

（3.2.3） 粗鋼：58.4 R/ton。5 タイプの粗鋼（пудлинговая, цементная, бессемеровская, 

мартеновская, тигельная）価格を，それぞれの生産量をウェイトとして平均した価格。

各タイプの価格は，その生産額を生産量で割って算出。生産額と生産量に関するデータ

の出所は，『資料集』（Сборник, 1910, стр. 142-143）。 

（3.2.4） レール：61.4 R/ton。生産額を生産量で割って算出。生産額と生産量に関するデータの

出所は，『資料集』（Сборник, 1910, стр. 144-145）。 

 

（C）非鉄工業部門 

（3.3.1） 銅：798.4 R/ton。生産額を生産量で割って算出。生産額と生産量に関するデータの出

所は，『資料集』（Сборник, 1910, стр. 142-143）。 

（3.3.2） 鉛：185.5 R/ton。生産額を生産量で割って算出。生産額と生産量に関するデータの出

所は，『資料集』（Сборник, 1910, стр. 142-143）。 

（3.3.3） 亜鉛：231.0 R/ton。生産額を生産量で割って算出。生産額と生産量に関するデータの

出所は，『資料集』（Сборник, 1910, стр. 142-143）。 

（3.3.4） 金：1460.2 R/kg。1908 年における金･プラチナ採掘部門の総生産額を，金生産量で割

って算出。したがって，生産額の中に若干のプラチナ産出額を含むが，少額であると考

えて無視した。生産額データの出所は，『資料集』（Сборник, 1910, стр. 107）。生産量に

ついては，表 8-19 参照。 

 

（D）化学工業部門 

（3.4.2） 硫酸：30.3 R/ton。2 タイプの硫酸（камерная серная кислота, купоросное масло）

の価格を，それぞれの生産量をウェイトとして平均した価格。各タイプの価格は，その

生産額を生産量で割って算出。生産額と生産量に関するデータの出所は，Динамика

（Базаров и др., 1929b, стр. 186-187）。 

（3.4.3） ソーダ灰：76.3 R/ton。生産額を生産量で割って算出。生産額と生産量に関するデータ

の出所は，Динамика（Базаров и др., 1929b, стр. 186-187）。 

（3.4.4） 白鉛：228.9 R/ton。Динамика（Базаров и др., 1929b, стр. 186-187）から，白鉛と

亜鉛華を合計した生産額と生産量が得られる。白鉛と亜鉛華の価格を得るため，両者の

生産量の比が 1910 年と同一であると仮定する（生産量については，表 8-19 参照）。する

と，1908 年における白鉛の生産量は 9030 トン，亜鉛華の生産量は 2120 トンということ
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になる（また，ナター（Nutter, 1962, p. 413）と同様に 1905 年の白鉛の生産量を，内挿

して 8.76（1000 トン）とする）。また，1908 年におけるサンクトペテルブルクとリガの

商品市場における両製品の平均価格は，1 プードあたり白鉛が 4.59 ルーブル，亜鉛華が

5.09 ルーブルである。この価格比と両者を合計した生産額とから，上記価格が得られる。

商品市場価格の出所は，『同集成』（Свод товарных, 1909, стр. 92）。 

（3.4.5） 亜鉛華：254.0 R/ton。前項白鉛価格（3.4.4）の導出方法と同じ。 

（3.4.6） マッチ：39.7 R/100 万本。マッチ工業部門の生産額を，生産量で割って算出。生産額

の出所は，Динамика（Базаров и др., 1929b, стр. 82 или 184）。生産量については，

表 8-19 参照。 

 

（E）建設資材工業部門 

（3.5.1） セメント：17.8 R/ton。3品種のセメント（романский, портландский, другие сорта）

の価格を，それぞれの生産量をウェイトとして平均した価格。各品種のセメントの価格

は，その生産額と生産量とから算出。生産額と生産量に関するデータの出所は，

Динамика（Базаров и др., 1929b, стр. 120- 121）。 

（3.5.2） レンガ：13.0 R/1000 個。生産額を生産量で割って算出。生産額と生産量に関するデー

タの出所は，Динамика（Базаров и др., 1929b, стр. 120-121）。 

（3.5.3） 窓ガラス：0.51 R/m2。3 タイプの板ガラス（полубелое, белое и цветное, бемское）

の価格を，それぞれの生産量をウェイトとして平均した価格。各タイプの板ガラスの価

格は，その生産額と生産量から算出。生産額と生産量に関するデータの出所は，

Динамика（Базаров и др., 1929b, стр. 118-119）。なお，この資料から得られる生産量

は，4,737,400 プードで，この生産量が面積表示では，表 8-19 にあるように 1,680 万 m2

であると考えられる。換算率は，1900 年と同様に１プード=3.55 m2 ということになる。 

 

（F）繊維工業部門 

（3.6.1） 綿花消費：786.3 R/ton。消費綿花価格を直接得ることはできないので，1900 年と

1908 年における綿製品の価格比を利用する。1900 年における 2 品種の綿織物（суровые, 

пестротканные）価格の，生産量をウェイトとした平均は，1 プードあたり 21.8 ルーブ

ルであるのに対し，1908年における同様の価格は1プードあたり28.5ルーブルであった。

この価格比を，1900 年の原綿価格（2.6.1）に適用して，上記価格を得る。1900 年における

綿織物の生産額と生産量に関するデータの出所は，Динамика（Базаров и др., 1929b,  

стр. 252-253），1908 年におけるそれらのデータの出所は，Динамика（Базаров и др., 

1929b, стр. 254-255）。 

（3.6.2）  毛糸：2579.8 R/ton。3 品種の毛糸（аппаратная, камвольная, бумажная и 

полушерстяная）の価格を，それぞれの生産量をウェイトとして平均した価格。各品種

の毛糸の価格は，その生産額を生産量で割って算出。生産額と生産量に関するデータの

出所は，Динамика（Базаров и др., 1929b, стр. 270- 271）。 

 

（G）食品工業部門 

（3.7.1） 粗糖：129.1 R/ton。2 品種（белый сахарный песок, желтый сахарный песок）の
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価格を，それぞれの生産量をウェイトとして平均した価格。各品種の粗糖の価格は，そ

の生産額を生産量で割って算出。生産額と生産量に関するデータの出所は，Динамика

（Базаров и др., 1929b, стр. 232-233）。 

（3.7.2） 精製砂糖：223.0 R/ton。生産額を生産量で割って算出。生産額と生産量に関するデー

タの出所は，Динамика（Базаров и др., 1929b, стр. 232-233）。 

（3.7.3） 植物油：263.4 R/ton。4 種類の植物油（подсолнечное, льняное, коноплянное, 

кокосовое）の価格を，それぞれの生産量をウェイトとして平均した価格。各品種の価格

は，その生産額を生産量で割って算出。生産額と生産量に関するデータの出所は，

Динамика（Базаров и др., 1929b, стр. 220-221）。 

（3.7.4） 穀粉：98.5 R/ton。小麦粉とライ麦粉の価格を，それぞれの生産量をウェイトとして

平均した価格。二種類の穀粉の価格は，その生産額と生産量とから算出。生産額と生産

量に関するデータの出所は，Динамика（Базаров и др., 1929b, стр. 212- 213）。 

（3.7.5）  スターチ･シロップ：118.4 R/ton。トウモロコシ･スターチ，5 種類のスターチ

（пшеничный, ржаной, рисовый, маисовый, картофельный）と 1 種類のシロップの

価格を，それぞれの生産量をウェイトとして平均した価格。各種類の製品の価格は，そ

の生産額を生産量で割って算出。生産額と生産量に関するデータの出所は，Динамика

（Базаров и др., 1929b, стр. 224-225）。 

（3.7.6） 原アルコール：106.8 R/kiloliter。ハリコフの商品市場における原アルコール（сырой 

хлебный, с посудой）の価格を 1900 年と 1908 年について比較すると，1900 年の価格

が 1 ヴェドロ（アルコール分 40％）あたり 63.0 カペイカであったのに対し，1908 年は

60.0 カペイカであった。この価格比を，1900 年における原アルコール価格（2.7.6）に適

用して，上記価格を得る。価格データの出所は，『商品市場価格集成』（Свод товарных, 

1909, стр. III）。 

（3.7.7） ビール：72.5 R/kiloliter。生産額を生産量で割って算出。生産額と生産量に関するデー

タの出所は，Динамика（Базаров и др., 1929b, стр. 232-233）。 

（3.7.8） 塩：5.24 R/ton。製塩産業の生産額を生産量で割って算出。生産額の出所は，

Динамика（Базаров и др., 1929b, стр. 107）。生産量については，表 8-19 参照。 

（3.7.9） タバコ（папиросы）：1.47 R/1000 本。生産額を生産量で割って算出。生産額と生産量

に関するデータの出所は，Динамика（Базаров и др., 1929b, стр. 236-237）。 

（3.7.10） マホルカ（махорка）： 1.22 R/20 kg 箱。1908 年のマホルカ価格が得られないため，

1912年におけるタバコ（4.7.9）とマホルカ（4.7.10）の価格比を，1908年のタバコ価格（3.7.9）

に適用して，上記価格を得る。 

 

Ⅳ. 1912 年価格 

（A）燃料工業部門 

（4.1.1） 原油：21.6 R/ton。1912 年における石油採掘部門の総生産額を，生産量で割って算出。

生産額データの出所は，Динамика（Базаров и др, 1930, стр. 10-11）。生産量について

は，表 8-19 参照。 

（4.1.2） 石炭：5.16 R/ton。1912 年における石炭部門の総生産額を，生産量で割って算出。生

産額データの出所は，Динамика（Базаров и др., 1930, стр. 10-11）。生産量については，
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表 8-19 参照。 

 

（B）製鉄工業部門 

（4.2.1） 銑鉄：38.2 R/ton。4 タイプの銑鉄（литейный, передельный, отливка из домен, 

зеркальный）の価格を，それぞれの生産量をウェイトとして平均した価格。各タイプの

銑鉄の価格は，その生産額を生産量で割って算出。生産額と生産量に関するデータの出

所は，Динамика（Базаров и др., 1930, стр. 40-41）。 

（4.2.2） 鉄：98.8 R/ton。『資料集』（Сборник, 1918, стр. XX）によると，1911 年における全

ロシアの鉄の生産量は 2,967,390 プードであった。また同じく『資料集』（Сборник, 1918, 

стр. 332-343）によると，鉄を生産した全ロシアの工場のうち，生産額の判明している

26 工場の生産額合計は 4,551,559 ルーブル，また生産量合計は 2,912,799 プードであっ

た。この生産額を生産量で割って，1911 年の価格を得る。さらにペテルブルクの商品市

場では，1911 年から 1912 年において鉄の二つの品種（конвел. сибир., фасонное 

（балки））の価格は，1 プードあたりそれぞれ 2.07 ルーブルから 2.15 ルーブルへ，1.52

ルーブルから 1.57 ルーブルへと上昇した。この価格比の平均値を 1911 年の鉄価格に適

用して，上記 1912 年鉄価格を得る。価格データの出所は，『商品市場価格集成』（Свод 

товарных, 1913, стр. V）。 

（4.2.3） 粗鋼：54.2 R/ton。4 タイプの粗鋼（бессемеровская, мартеновская, томасовская, 

электросталь）の価格を，それぞれの生産量をウェイトとして平均した価格。各タイプ

の粗鋼の価格は，その生産額を生産量で割って算出。生産額と生産量に関するデータの

出所は，Динамика（Базаров и др. 1930, стр. 40-41）。 

（4.2.4） レール：69.2 R/ton。3 タイプのレール（для гор. кон. и эл. жел. дорог, для пар. ж. 

дор., рудничные）の価格を，それぞれの生産量をウェイトとして平均した価格。各タイ

プのレールの価格は，その生産額を生産量で割って算出。生産額と生産量に関するデー

タの出所は，Динамика（Базаров и др., 1930, стр. 42-43）。 

 

（C）非鉄工業部門 

（4.3.1） 銅：877.9 R/ton。生産額を生産量で割って算出。生産額と生産量に関するデータの出

所は，Динамика（Базаров и др., 1930, стр. 44-45）。 

（4.3.2） 鉛：214.6 R/ton。生産額を生産量で割って算出。生産額と生産量に関するデータの出

所は，Динамика（Базаров и др., 1930, стр. 46-47）。 

（4.3.3） 亜鉛：284.7 R/ton。生産額を生産量で割って算出。生産額と生産量に関するデータの

出所は，Динамика（Базаров и др., 1930, стр. 46-47）。 

（4.3.4） 金：1625.9 R/kg。1912 年における金･プラチナ採掘部門の総生産額を，金生産量で割

って算出。したがって，生産額の中に若干のプラチナ産出額を含むが，少額であると考

えて無視した。生産額データの出所は，Динамика（Базаров и др., 1930, стр. 10-11）。

生産量については，表 8-19 参照。 

 

（D）化学工業部門 

（4.4.1.1） リン肥料：28.1 R/ton。リン肥料の価格が得られないため，（4.4.1.2）リン肥粉の価格で
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代用した。ただし，1912-1914 年の平均価格。出所は，価格委員会（Комитет Цен, 1923, 

стр. 6）。なお，ナターは，別資料に基づいて，1913 年におけるリン肥料（4.4.1.1）の価格

を 30.5 ルーブル/ton としている（Nutter, 1962, pp. 531, 538）。 

（4.4.2） 硫酸：41.9 R/ton。3 タイプの硫酸（камерная серная кислота, купоросное масло, 

серная кислота дымящаяся）の価格を，それぞれの生産量をウェイトとして平均した

価格。各タイプの硫酸の価格は，その生産額を生産量で割って算出。生産額と生産量に

関するデータの出所は，Динамика（Базаров и др., 1930, стр. 88-89）。 

（4.4.3） ソーダ灰：49.7 R/ton。生産額を生産量で割って算出。生産額と生産量に関するデータ

の出所は，Динамика（Базаров и др., 1930, стр. 88-89）。 

（4.4.4） 白鉛：272.7 R/ton。生産額を生産量で割って算出。生産額と生産量に関するデータの

出所は，Динамика（Базаров и др., 1930, стр. 102-103）。 

（4.4.5） 亜鉛華：304.0 R/ton。生産額を生産量で割って算出。生産額と生産量に関するデータ

の出所は，Динамика（Базаров и др., 1930, стр. 102-103）。 

（4.4.6） マッチ：34.0 R/100 万本。マッチ工業部門の生産額を，生産量で割って算出。生産額

の出所は，Динамика（Базаров и др., 1930, стр. 10-11 или 108-109）。生産量につい

ては，表 8-19 参照。 

 

（E）建設資材工業部門 

（4.5.1） セメント：19.8 R/ton。セメント工業部門の総生産額を，生産量で割って算出。生産額

の出所は，Динамика（Базаров и др., 1930, стр. 10-11 или 30-31）。生産量については，

表 8-19 参照。 

（4.5.2） レンガ：15.3 R/1000 個。4 タイプのレンガ（строительный, фасонный пустотелый 

неглазурованный, всякий глазурованный, строительный сырец）の価格を，それぞ

れの生産量をウェイトとして平均した価格。各タイプのレンガの価格は，その生産額と

生産量とから算出。生産額と生産量に関するデータの出所は，Динамика（Базаров и др., 

1930, стр. 30-31）。 

（4.5.3） 窓ガラス：0.40 R/m2。4 タイプの板ガラス（зеленое и полубелое, белое, бемское, 

цветное и молочн.）の価格を，それぞれの生産量をウェイトとして平均した価格。各品

種の価格は，生産額と生産量から算出。生産額と生産量に関するデータの出所は，

Динамика（Базаров и др., 1930, стр. 32-33）。 

 

（F）繊維工業部門 

（4.6.1） 綿花消費：762.8 R/ton。消費綿花価格を直接得ることはできないので，1900 年と

1912 年における綿製品の価格比を利用する。1900 年における 2 品種の綿織物（суровые, 

пестротканные）価格の，生産量をウェイトとした平均は，1 プードあたり 21.8 ルーブ

ルであるのに対し，1912 年における同様の価格は 1 プードあたり 27.6 ルーブルである。

この価格比を，1900 年の綿花消費価格（2.6.1）に適用して，上記価格を得る。1900 年にお

ける綿織物の生産額と生産量に関するデータの出所は，Динамика（Базаров и др., 1930, 

стр. 252-253），1912 年におけるそれらのデータの出所は，Динамика（Базаров и др., 

1930, стр. 132-133）。なお，1913 年における綿花消費価格について，『統計集』
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（Статистический, 1922, стр. 78）に記載されている 6 品種の価格を単純平均すると，

874.0 ルーブルとなるが，これは商品市場における価格である。 

（ 4.6.2 ）  毛 糸 ： 2728.0 R/ton 。 5 品種の毛糸（ аппаратная, камвольная до № 57, 

камвольная свыше № 57, крученая и фасонная, полушерстяная）の価格を，それぞ

れの生産量をウェイトとして平均した価格。各品種の価格は，その生産額を生産量で割

って算出。生産額と生産量に関するデータの出所は，Динамика（Базаров и др., 1930, 

стр. 138-139）。 

 

（G）食品工業部門 

（4.7.1） 粗糖：134.3 R/ton。2 品種の粗糖（белый сахарный песок, желтый сахарный 

песок）の価格を，それぞれの生産量をウェイトとして平均した価格。各品種の価格は，

その生産額を生産量で割って算出。生産額と生産量に関するデータの出所は，Динамика

（Базаров и др., 1930, стр. 112-113）。 

（4.7.2） 精製砂糖：189.2 R/ton。3 品種の精製砂糖（рафинад головной, рафинад сортовой, 

рафинадный брак）を，それぞれの生産量をウェイトとして平均した価格。各品種の価

格は，その生産額を生産量で割って算出。生産額と生産量に関するデータの出所は，

Динамика（Базаров и др., 1930, стр. 112-113）。 

（4.7.3） 植物油：300.9 R/ton。4 種類の植物油（подсолнечное, льняное, коноплянное, 

кокосовое）の価格を，それぞれの生産量をウェイトとして平均した価格。各品種の価格

は，その生産額を生産量で割って算出。生産額と生産量に関するデータの出所は，

Динамика（Базаров и др., 1930, стр. 112-115）。 

（4.7.4） 穀粉：94.2 R/ton。小麦粉とライ麦粉の価格を，それぞれの生産量をウェイトとして

平均した価格。各種類の穀粉の価格は，その生産額と生産量とから算出。生産額と生産

量に関するデータの出所は，Динамика（Базаров и др., 1930, стр. 110-111）。 

（4.7.5）  スターチ･シロップ： 90.1 R/ton。4 種類のスターチ（пшеничный, рисовый, 

картофельный, разный）と 1 種類のシロップの価格を，それぞれの生産量をウェイト

として平均した価格。各タイプの製品の価格は，その生産額と生産量とから算出。生産

額と生産量に関するデータの出所は，Динамика（Базаров и др., 1930, стр. 116-117）。 

（4.7.6） 原アルコール：103.6 R/kiloliter。ナター（Nutter, 1962, p. 539）によれば，1913 年に

おける 100％原アルコール価格は，1 キロリットルあたり 140 ルーブル。また，レヴェー

リの商品市場における原アルコール価格は，1912 年が 1 ヴェドロ（アルコール分 40％）

あたり 50 カペイカに対して 1913 年は 67.6 カペイカであった。この価格比を 1913 年価

格に適用して，上記価格を得る。価格データの出所は，『商品市場価格集成』（Свод 

товарных, 1916, стр. 28）。 

（4.7.7） ビール：73.1 R/kiloliter。生産額を生産量で割って算出。生産額と生産量に関するデー

タの出所は，Динамика（Базаров и др., 1930, стр. 116-117）。 

（4.7.8） 塩：5.48 R/ton。製塩産業の生産額を生産量で割って算出。生産額の出所は，

Динамика（Базаров и др., 1930, стр. 10）。生産量については，表 8-19 参照。 

（4.7.9） タバコ： 1.67 R/1000 本。生産額を生産量で割って算出。生産額と生産量に関するデ

ータの出所は，Динамика（Базаров и др., 1930, стр. 116-117）。また，価格委員会
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（Комитет Цен, 1923, стр. 91）から，6 品種のタバコの単純平均価格（消費税を含む）

として，3.9 ルーブルという値が得られる（ただし，1912-1913 年価格）。この消費税を

含む価格とそれを控除した上記価格との比を，マホルカの価格推定に用いる。 

（4.7.10） マホルカ： 1.39 R/20 kg 箱。価格委員会 （Комитет Цен, 1923, стр. 91）より，4

品種のマホルカの単純平均価格として，3.2 ルーブルが得られる（ただし，1912-1913 年

価格）。これは消費税込みの価格であるので，この価格に，前項タバコ価格（4.7.9）に記し

た税込価格と税抜き価格の比率を適用して，上記 1.39 ルーブルという値を得る。 

 

 

表 8-7 工業各部門の生産物価格（単位：ルーブル） 

   単位 1890 1900 1908 1912 

燃
料 

原油 Нефть ton  1.83 9.58 13.6 21.6 

石炭 Каменный уголь ton  3.05 3.94 4.73 5.16 

製
鉄 

銑鉄 Чугун ton  42.7 33.5 26.6 38.2 

鉄 Железо ton  97.7 90.5 93.5 98.8 

粗鋼 Сталь ton  73.4 66.2 58.4 54.2 

レール Рельсы ton  98.1 88.5 61.4 69.2 

非
鉄
金
属 

銅 Медь ton  739.2 857.7 798.4 877.9 

鉛 Свинец ton  145.5 177.6 185.5 214.6 

亜鉛 Цинк ton  258.8 222.9 231.0 284.7 

金 Золото kg 1160.0 1236.0 1460.2 1625.9 

化
学 

リン肥料 Фосфоорные удобрения ton  12.2 9.82 － 28.1 

硫酸 Серная кислота ton  49.2 36.0 30.3 41.9 

ソーダ灰 Кальцинированная сода ton  55.0 46.2 76.3 49.7 

白鉛 Свинцовые белила ton  216.4 200.8 228.9 272.7 

亜鉛華 Цинковые белила ton  221.0 244.8 254.0 304.0 

マッチ Спички 100 万本 41.6 40.7 39.7 34.0 

建
設
資
材 

セメント Цемент ton  23.2 17.2 17.8 19.8 

レンガ Кирпич 1000 個 11.2 11.7 13.0 15.3 

窓ガラス Оконное стекло m2 0.80 0.42 0.51 0.40 

繊
維 

綿花消費 Потребление хлопка-волокна ton  512.7 601.5 786.3 762.8 

毛糸 Шерстяная пряжа ton  1862.3 2292.7 2579.8 2728.0 

食
品 

粗糖消費 Сахар-песок, потребление  ton  153.8 142.4 129.1 134.3 

精製砂糖 Сахар-рафинад ton  256.4 253.4 223.0 189.2 

植物油 Растительное масло ton  226.8 296.0 263.4 300.9 

穀粉 Мука ton  65.4 67.8 98.5 94.2 

ｽﾀｰﾁ･ｼﾛｯﾌﾟ Крахмал и патока ton  32.5 108.2 118.4 90.1 

原ｱﾙｺｰﾙ（100％） Спирт-сырец kl 122.0 112.2 106.8 103.6 

ビール Пиво kl － 70.7 72.5 73.1 

塩 Соль ton  6.91 4.12 5.24 5.48 

タバコ Папиросы 1000 本 － － 1.47 1.67 

マホルカ Махорка 20kg 箱 － － 1.22 1.39 

注 ：－は不詳. 

出所：筆者の推計による. 

 

 

8-4-4．部門生産指数の導出 

本書の推計では，サンプルとしてとられた 31 の工業生産物は，表 8-7 に見るように，7

つの部門に分けられた。「燃料」，「製鉄」，「非鉄金属」，「化学」，「建設資材」，「繊維」，「食
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品」の 7 つの部門である。この部門分類の方法は，帝政時代の方法に従っているというよ

りは，むしろソ連時代のそれによっている。部門分類方法の詳細は表 8-10 の注に記したが，

本稿では，当時は金属工業部門として一括されたものの中から，製鉄部門および非鉄金属

部門を独立させたほか，それぞれの鉱石採掘については，ソ連時代の慣行に従って製鉄，

非鉄金属部門に加えられている。また帝政ロシアの統計において鉱山工業部門に分類され

ていた「塩」は，食品工業に編入された。またわれわれの推計で建設資材工業部門とされ

ているのは，ソ連時代の呼称によるもので，当時の言い方では，Керамическая （セラミ

クス部門），あるいは Силикатная（ケイ酸塩部門）と呼ばれた部門である。他方ソ連統計

で，それぞれ燃料部門，木材加工部門，建設資材部門に分類されている「石油精製」，「マ

ッチ」および「レール」は，本稿では，当時一般的であったように，前二者が化学工業部

門の，後者が製鉄工業部門の製品とされている。 

われわれの推計では，各部門指数は表 8-8 に示した方法によって導出された。すなわち，

表 8-8 の左半分に示したように，1860-1895 年については，1890 年価格を用いた部門ごと

の総生産額を指数化したシリーズが，1895-1905 年については同じく 1900 年価格シリーズ

が，1905-1910 年については 1908 年価格シリーズが，1910-1913 年については 1912 年価

格シリーズが利用された。このような期間区分は恣意的なものであるが，3 つの接続年の指

数には，他の年に比べると相対的にやや多くの生産物のデータが使われており，その意味

で指数値の信頼性が高いといえるだろう。こうしてできた 4 つの基準年総生産額ウェイト

のラスパイレス型生産指数を，3 つの接続年（1895 年，1905 年，1910 年）における比例

計算によってリンクする。接続の際には，各シリーズが接続年を 100 とする指数（リンク・

レラティヴ）に置き換えられた上でリンクされた。 

部門指数その年の部門指数の計算結果は，後掲表 8-13 に示されている。同表にみるよう

に，燃料，製鉄，非鉄金属，繊維，食品の各部門については 1860-1913 年のすべての年に

関して生産指数を計算することができるが，化学部門および建設資材部門の場合には生産

量データの欠如によって比較的に古い時期について生産指数の推計ができない。したがっ

て，たとえば 1860 年においては建設資材部門を除いた 6 つの部門指数しか存在しないし，

1861-64 年では 5 つの部門指数が存在するだけである。他方，1890 年以降のベンチマーク

年については 7 つの部門指数がそろっているが，ベンチマーク年に挟まれた中間年の多く

の年では 6 つの部門の指数しか計算できない結果となっている。 

 

 

表 8-8 指数の導出方法 

部門指数の算出 全工業指数の算出 

1860-1895 年 1890 年価格指数 1860-1890 年 1887 年労働力ウェイト幾何平均指数 

1895-1905 年 1900 年価格指数 1890-1900 年 1890 年労働力ウェイト幾何平均指数 

1905-1910 年 1908 年価格指数 1900-1905 年 1900 年労働力ウェイト幾何平均指数 

1910-1913 年 1912 年価格指数 1905-1910 年 1908 年労働力ウェイト幾何平均指数 

  1910-1913 年 1912 年労働力ウェイト幾何平均指数 

注 ：「全工業指数の算出」の，たとえば「1887 年労働力ウェイト幾何平均指数」とは，上表左半分の手

続きで導出した各部門指数を，各部門の 1887 年労働力シェアによるウェイトで幾何平均した指数の意．異

なるシリーズの指数のリンクは，いずれもリンク・レラティヴによる比例計算によった． 



382 

 

 

8-4-5．全工業生産指数と労働力シェア 

次に，推計の第二段階，すなわち第一段階で作成された工業各部門の生産指数を総合し

て，工業全体に関する指数を作成する段階となる。各部門の指数を合計する際のウェイト

としては，前述した通り，その部門の労働者数の全工業労働者数に占める割合を利用する。

この推計第二段階では，時間を通したウェイトの変化を考慮して，1887 年，1890 年，1900

年，1908 年，1912 年の 5 年を基準年とすることとした。価格基準年の 4 ヵ年に，さらに

1887 年が加えられたのは，できるだけ古い年の生産構造を指数に反映させるためである。

とはいえ，基準年が推計期間の後半に偏っているというゴールドスミス以来の状況にそれ

ほど大きな変化があるわけではない。実際，1887 年の労働力シェアを 1860 年にまでさか

のぼって用いるのは不本意であり，また不安でもあるが，労働力データが入手できないた

めのやむを得ざる措置である。このあたりは，1890 年の価格を 1860 年にも適用した部門

指数の場合と同様である。 

全工業生産指数の計算では，表 8-8 に示したように，1860-1890 年については，1887 年

の労働力ウェイトを使って幾何平均された各部門指数の合成指数を，1890-1900 年につい

ては 1890 年の労働力ウェイトによる合成指数を，1900-1905 年については 1900 年の労働

力ウェイト合成指数を，1905-1910 年については 1908 年労働力ウェイト合成指数を，

1910-1913 年については 1912 年ウェイト合成指数を利用する。ただし，年によっては部門

別生産指数が 7 部門ではなく，5 ないし 6 部門しか知られていない場合がある。たとえば

1860 年については，建設資材工業部門の指数が欠如している。もちろんこのような場合に

は，労働力ウェイトとして，欠落している部門を除いた各部門のシェアが用いられる。4 つ

の接続年（1890 年，1900 年，1905 年，1910 年）においては，5 つの合成指数が比例計算

によってリンクされて最終的な工業生産指数とされる。これらの 5 つの合成指数と最終的

な工業生産指数は，表 8-15 に示されている。 

前に述べたとおり，部門指数を集計する場合には，ゴールドスミスのような算術平均で

なく幾何平均を用いることとした。われわれの部門指数は，表 8-8 の左側に示したように 4

つの指数を接合させた合成指数であるのでいわばウェイト基準年を 4 つ持つような指数系

列であり，したがって特に一定の参照基準年にふさわしい年をもつような指数ではない。

ところが先にみたように，算術平均を使う場合には同じ指数列でも参照基準年をどの年に

するかで集計された指数の値が変わってきてしまう。たとえばわれわれの指数では，部門

指数として1860-90年という長い期間にわたって1890年価格ウェイト指数が用いることに

なるが，この指数を 1860 年の値を 100 とおいて集計する場合と 1890 年を 100 とおいて集

計する場合では合成される全工業成長率は大きく変わることになる。このような問題を避

けるためにわれわれの指数では幾何平均を用いることとしたわけである。以上が幾何平均

を用いる理由であるが，他の指数との比較のために表 8-8 の幾何平均を算術平均に代える形

でも計算したので，その結果ものちに示すことにしよう（後掲表 8-18 参照）。そこで示す

ように，算術平均を使う場合には部門指数の参照基準年のとり方次第で全工業生産指数の

成長率は大きく異なる。 

ところで，確かに一般的にはいくつかの指数系列を幾何平均すれば，指数系列の参照基

準年によらず一定の合成指数が生成されるはずであるが，われわれの指数の場合には必ず
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しもそのようにはならない。つまり，たとえば 7 つの部門指数系列を 1890 年を 100 とおい

て表 8-8 の右半分に示されたやり方で集計指数を求めた場合と，部門指数系列を 1913 年を

100 とおいて同様の方法で集計した場合とでは，それによって出来上がる合成指数に若干の

差が出る。それは，すべての年について 7 部門の指数がそろっているわけではないからで

ある。そのような場合の最終的な全工業生産指数の求め方を示しておこう。表 8-9 の第 1

行と第 2 行には，7 部門における 1900 年の労働力シェアをウェイトとして計算された全工

業生産指数の値と，建設資材部門を除く 6 部門における労働力シェアをウェイトとして計

算された全工業生産指数の値が，表 8-16 の該当部分からそのまま抜き出されている。この

ケースでは，7 部門指数がそろっているのは 1900 年と 1905 年だけである。1901 年から

1904 年までの年は，建設資材部門生産物の生産量データの欠如によって生産指数が計算で

きず，6 部門の生産指数から合成された指数の値しかもっていない。最終的な指数の値とし

ては 7 部門指数系列が優先されるべきであるから，まず 1900 年と 1905 年については 7 部

門ウェイト指数の値がそのままこれらの年の全工業生産指数の値となることについては問

題がないだろう。表に示されているように，それぞれ 100.0 と 104.9 である。1901-04 年に

ついてはどうだろうか。もちろん 6 部門指数の値をそのまま使うことはできない。そこで

これらの年については，6 部門指数の値を使って仮想 7 部門ウェイト指数を作ることを考え

る。すなわち，1900 年における 7 部門指数に，1900 年と 1901 年の 6 部門指数との比を掛

けることによって一つの値（104.1）が計算できる。また 1905 年における 7 部門指数に，

1901 年と 1905 年の 6 部門指数との比を掛けることによってもう一つの値（103.4）が計算

できる。そしてこの二つの値の幾何平均（103.7）を，1901 年における 7 部門集計生産指

数すなわち全工業生産指数とみなすこととするのである。部門指数に欠損のある場合には，

同様の方法でその欠損を埋めることによって全工業生産指数を計算した。実は，これはわ

れわれがソ連工業の生産指数の推計に当たって，生産量データがない場合に部門指数を求

めたやり方であり，それをここでも利用することとする。この方法によれば，部門指数の

表記方法によって集計指数の値が変わることはない。 

 

 

表 8-9 集計指数の求め方：1900-05 年の場合 

 1900 1901 1902 1903 1904 1905 

1900 年 7 部門
ウェイト指数 

100.0     104.9 

1900 年 6 部門
ウェイト指数 

100.0 104.1 107.5 110.0 114.1 105.6 

1900 年との比 

(1) 

 100.0× 

104.1/100.0 

=104.1 

100.0× 

107.5/100.0 

=107.5 

100.0× 

110.0/100.0 

=110.0 

100.0× 

114.0/100.0 

=114.0 

 

1905 年との比 

(2) 

 104.9× 

104.1/105.6 

=103.4 

104.9× 

107.5/105.6 

=106.7 

104.9× 

110.0/105.6 

=109.3 

104.9× 

104.1/105.6 

=113.3 

 

(1)と(2)の 

幾何平均 

 
103.7 107.1 109.7 113.7 

 

注：一番下の行の指数を，われわれの最終的な生産指数とした． 
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1860-89 年の期間は，最大でも，建設資材工業部門を除く 6 部門の指数しか計算できない。

半分近い年については，化学工業部門の指数も欠如しているために 5 部門の指数しかもた

ない。このような場合も表 8-9 に示した方法で仮想 6 部門指数を計算する。すなわち，ま

ず 6 部門の生産指数が存在する年についてそれらの部門指数を加重幾何平均することによ

って全工業生産指数を定め，それらの指数と 5 部門ウェイトによる指数の比例計算によっ

てそのような年の全工業生産指数を計算することとする。 

5 つの基準年における各部門の労働力ウェイトの具体的な数字は，表 8-10 に示されてい

る。これら 7 つの工業部門の合計労働力が全工業労働力に占めるシェアは，表に示したよ

うに 1887 年の 84.2％から 1912 年の 74.9％へと漸減している。われわれの部門に含まれて

いない主たる工業部門は機械製作部門と木材加工部門であるが，この点については後述し

よう（8-4-8 参照）。 

またこの表からわかるように，労働力から見た当時のロシアの主力工業部門は繊維工業，

続いて食品工業であったといえようが，当然のことながら各部門のウェイトは時代と共に

変化している。特に，1887 年および 1890 年における労働力シェアと，1900 年以降におけ

る労働力シェアはかなり異なっている。つまりロシア工業の労働力構造は，1890 年代にか

なり大きく変化したといえるだろう。すなわちこの間に，燃料工業部門の労働者のシェア

が大幅に増える一方，製鉄工業および非鉄金属工業のシェアがかなり減少している。また

食品工業のシェアも漸減している。このような労働力の変化が反映されて，1887 年あるい

は 1890 年ウェイトの指数よりも，1900 年，1908 年あるいは 1912 年ウェイトの指数のほ

うが，成長率がやや高い結果となっている。これに対して，最も重要な産業であった繊維

工業の労働力のウェイトは 1912 年までほとんど変化せず，また化学工業･建設資材工業の

ウェイトもそれほど増加していない。 

 

 

表 8-10 工業各部門の労働力（単位：1000 人） 

 1887 ％ 1890 ％ 1900 ％ 1908 ％ 1912 ％ 

燃料 36.9 2.8 46.6 3.3 183.3 9.0 263.9 10.9 276.1 10.5 

製鉄 223.5 17.0 234.0 16.4 200.3 9.8 180.7 7.5 201.2 7.7 

非鉄金属 99.4 7.5 105.1 7.4 108.4 5.3 96.8 4.0 109.2 4.2 

化学 29.0 2.2 36.1 2.5 60.7 3.0 71.3 3.0 68.1 2.6 

建設資材 67.3 5.1 72.4 5.1 130.7 6.4 134.0 5.6 175.9 6.7 

繊維 399.2 30.3 433.3 30.4 619.3 30.3 771.1 31.9 800.5 30.6 

食品 254.2 19.3 255.8 17.9 315.4 15.4 396.1 16.4 329.4 12.6 

以上合計 1109.5 84.2 1183.2 83.0 1618.1 79.2 1914.0 79.3 1960.3 74.9 

全工業 1318.0 100.0 1425.9 100.0 2042.9 100.0 2413.8 100.0 2618.6 100.0 

注 ：指数推計時には，推計 7 部門の合計労働力を 100％とする各部門のシェアがウェイトとして用いら

れた．データの出所および計算方法は，以下のとおり．1887 年および 1890 年：資料集成（Свод данных, 

1900, стр. II-XXI）. 「燃料」は，Ископаемый уголь（石炭）と Нефть（原油）の合計．「製鉄」は，Чугун

（銑鉄）, Железо（鉄）, Сталь（鋼鉄）,  Железная руда（鉄鉱石）, Марганцовая руда（マンガン

鉱）, Хромистый железняк（クロム鉱）, Серный колчедан（黄鉄鉱）の合計，「非鉄金属」は，Золото

（金）, Платина（プラチナ）, Серебро（銀）, Свинец（鉛）, Медь（銅）, Цинк（亜鉛）, Ртуть（水

銀）, Серебро-свинцовая руда（銀鉛鉱）, Медная руда（銅鉱）, Цинковая руда（亜鉛鉱）, Ртутная 
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руда（水銀鉱）の合計．「化学」は，Химические производства（化学生産）, Переработка нефти（石

油精製）, Резиновое производство（ゴム生産）の合計．「建設資材」は，Керамические производства

（セラミクス（陶器）生産）. 「繊維」は，Волокнистые вещества（繊維）. 「食品」は，Питательные 

продукты（食料品）, Поваренная соль（食塩）, Табачное производство（タバコ生産）の合計．1900

年, 1908 年および 1912 年：それぞれ，Динамика（Базаров и др., 1929a, стр. 96-97; 1929b, стр. 78-87; 

1930, стр. 10-13）. 「燃料」は，Каменноугольная промышленность（石炭）, Нефтедобывающая（原

油採掘）, Торфяная（泥炭）の合計．「製鉄」は，Металлургия черных металлов（製鉄）, Железная 

руда（鉄鉱石）, Марганцовая руда（マンガン鉱）, Хромистая руда（クロム鉱）, Серный колчедан

（黄鉄鉱）の合計．「非鉄金属」は，Выплавка цветных металлов（非鉄金属）, Золотоплатиновая 

промышленность（金プラチナ）の合計．「化学」は，Химическая промышленность（化学工業）. 「建

設資材」は，Силикатная промышленность （ケイ酸塩工業）. 「繊維」は，Обработка хлопка（木綿）, 

Обработка шерсти（羊毛）, Обработка шелка（絹）, Обработка льна и прочих волокнистых веществ

（亜麻その他繊維） , Обработка смешанных волокнистых веществ и изделий из текстильных 

материалов（混合繊維･製品）の合計．「食品」は，Пишевкусовая промышленность（食品）, Соляная 

промышленность（製塩）の合計．ただし，1912 年の Металлургия черных металлов（製鉄）および

Выплавка цветных металлов（非鉄金属）については，その合計人数しか記載がないので，それぞれの

部門の生産額に応じて労働者を割り振った．また 1890 年および 1912 年の労働者数の合計については，原

資料の合計数値に誤りがあると思われるので修正した． 

 

 

8-4-6．サンプル生産物の代表性 

推計結果を報告する前に，本稿推計の妥当性を明確にするためにいくつかの問題点を明

らかにしておこう。第一に，本稿でとりあげたサンプル生産物が各生産部門の生産をどれ

ほどカバーしているかという，代表性の問題を検討する。これを 1908 年についてみたのが

表 8-11 である。表の作成方法について，簡単に説明しよう。勿論サンプル品目の代表性は，

基本的には，サンプル生産物の推定価格と生産量の積である生産額を一つの部門内で合計

し，それを当時の資料（具体的には，1920 年代にバザロフなどによって作成された資料

Динамика（Базаров и др., 1929a; 1929b; 1930）による当該部門の総生産額と比較する

ことによって知ることができる。実際，表 8-11 の燃料，非鉄金属，建設資材の各部門につ

いては，代表性はそのようにして計算されている。しかしながら，他の 4 部門についてこ

の方法をとることはできない。というのは，その部門の生産物の一部について，おそらく

は同一工場で他の生産物の原料として転用される部分があり，それが一般に工業統計に記

載されている部門総生産額には加えられていないからである258。たとえば，Динамика

（Базаров, 1929b, стр. 142-143）によれば，1908 年の銑鉄生産 171,054,400 プードのう

ち，およそ 2/3 にあたる 115,467,700 プードは（おそらくは）粗鋼生産に使われた。この部

分は，銑鉄の部門総生産額に計上されていない。したがって，単純に銑鉄の生産量に価格

を掛け合わせると，その積は生産額を大きく上回ってしまうことになる。製鉄，化学，繊

                                                   
258 つまり，ここでは総生産を工場法で計測していることになる。第 2 章 2-3-2 参照。 
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維，食品の各部門の生産物には，このようなことが生じる生産物が多く含まれている259。

そこで，この 4 つの部門について，他の生産物の原料として転用される部分を除く作業を

行なった結果得られたのが，表 8-11 である。 

表に見られるように，本推計で採用された品目が部門生産をカヴァーする割合は，部門

によって大きく異なっている。非鉄金属，燃料，食品などの部門は，サンプル品目がその

部門の生産の 50％以上を占めているのに対し，特に化学工業部門は，それらが部門全体を

代表しているとはいい難い状況である。また，「綿花消費」と「毛糸」で代表させた繊維部

門の代表性も，芳しいものではない。これらの部門に属する他の生産物の生産量と価格に

関するデータを，さらに集める必要があるだろう。 

 

 

表 8-11 サンブル品目の代表性（％）：1908 年 

部門 燃料 製鉄 非鉄金属 化学 建設資材 繊維 食品 全工業 

サンプル 

品目 

原油，石
炭 

銑鉄，鉄，
粗鋼，レ 

ール 

銅，鉛，
亜鉛，金 

リン肥 

料，硫酸，
ソーダ 

灰，白鉛，
亜鉛華 

セメン 

ト，レン 

ガ，窓ガ
ラス 

綿花消 

費，毛糸 

粗糖，精
製砂糖，
植物油，
穀粉，ｽﾀ
ｰ ﾁ ･ ｼ ﾛ ｯ
ﾌﾟ，原ｱﾙ
ｺｰﾙ，ﾋﾞｰ
ﾙ，塩，ﾀ
ﾊﾞｺ，ﾏﾎﾙ
ｶ 

 

代 表 性

（%） 
88.8 25.9 95.1 6.1 43.7 23.5 59.7 35.1 

注 ：上表の作成方法については，本文参照．各部門に関するデータの出所は，以下の通り．燃料：各生

産物の価格と生産量は，表 8-7 および表 8-19．部門生産額は，Динамика（Базаров и др., 1929b, стр. 107）．

製鉄：部門生産額に計上された各生産物の生産額については，Динамика（Базаров и др., 1929b, стр. 

142-145）．部門生産額は，Динамика（Базаров и др., 1929b, стр. 78）．非鉄金属：各生産物の価格と生

産量は，表 8-7 および表 8-19．部門生産額は，Динамика（Базаров и др., 1929b, стр. 78, 107）．化学：

部門生産額に計上された各生産物の生産額については，Динамика（Базаров и др., 1929b, стр. 87, 

186-187）．部門生産額は，Динамика（Базаров и др., 1929b, стр. 78）．建設資材：各生産物の価格と生

産量は，表 8-7 および表 8-19．部門生産額は，Динамика（Базаров и др., 1929b, стр. 78）．繊維：綿花

消費に関する価格と消費量は，表 8-7 および表 8-19．毛糸に関する部門生産額計上分ついては，Динамика

（Базаров и др., 1929b, стр. 260-261）．部門生産額は，Динамика（Базаров и др., 1929b, стр. 82, 86]）．

食品：部門生産額に計上された各生産物の生産額については，Динамика（Базаров и др., 1929b, стр. 107, 

212-213, 220-221, 224-225, 228-229, 232-233, 236-237）．部門生産額は，Динамика（Базаров и др., 

1929b, стр. 82, 107）．全工業：総生産額は，Динамика（Базаров и др., 1929b, стр. 108）． 

 

 

8-4-7．労働力と付加価値 

ゴールドスミスは，その指数計算において，各生産物の付加価値をウェイトとして用い

                                                   
259 この問題は，ソ連期の生産指数推計の時にも生じた問題であった。第 2 章 2-6 参照。 
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たとしているが，前述した通り，彼が参照したといういくつかの資料から信頼できる付加

価値データを得るのは難しいように思われる。たしかに 1900 年および 1908 年の加工工業

（これ以外に鉱山採掘工業があり，双方を合わせて全工業となる）については，Динамика

（Базаров и др., 1929a, стр. 66-79; 1929b, стр. 78-89）に基づき，同資料における各部門

の「総生産額」から，「原材料費」および「燃料費」を差し引くことによって，「付加価値」

の計算が可能なように思われる。表 8-12 は，こうして得られた各部門の付加価値生産ウェ

イトを，同じ部門の労働力ウェイトと比較したものである。 

とはいえ，表 8-12 に示された付加価値の数字には，かなりの欠落がある。まず 1900 年

のデータについて述べると，全体としてシベリアおよびトゥルケスタンの生産データが含

まれていない。また化学工業部門には，マッチ生産および石油加工の生産データが含まれ

ていない。同様に食品工業部門には，砂糖生産，アルコール蒸留･イースト生産，ワイン生

産，ビール･蜜酒生産，タバコ生産の重要な各部門（これらは，消費税課税部門である）の

生産データが含まれていない。また加工工業全体の中に，製鉄部門およびほとんどの非鉄

金属部門の生産が含まれていない。最後に，燃料工業などの鉱山採掘部門の生産データが

含まれていない。こうしてみると，本稿の推計のような部門別のウェイトを用いるとして

も，あるいはゴールドスミスが行なったような品目別のウェイトを用いるとしても，付加

価値をウェイトとするのは難しいように思われる。他方，1908 年のデータについては，上

で挙げたほとんどの部門はカウントされているが，鉱山採掘部門については付加価値デー

タを得ることができない。さらに，1887 年，1890 年，あるいは 1912 年については，付加

価値計算の手がかりとなる生産コストのデータが入手できない。以上のような事情で，本

稿では労働力をウェイトとして用いた次第である。 

体系的なデータは得られないけれども，表 8-12 から，各部門の付加価値ウェイトと労働

力ウェイトは，かなり異なっていることがわかる。特に問題となるのは，ウェイトの大き

い繊維工業と食品工業であろう。全体として，繊維工業は労働力に比較して付加価値生産

額が小さいのに対し，食品工業では逆に，付加価値生産額が大きい。相対的に見て，小規

模工場のウェイトが高いと思われる二つの部門で，このように相反する現象が見られる理

由は不明であるが，表 8-14 に見られるように，食品工業部門の成長率は，繊維工業部門の

それにくらべると小さい。かりに付加価値をウェイトとして生産指数を計算すると，全体

として工業生産成長率は，表 8-15 に見られるわれわれの最終結果よりもやや小さくなるの

ではないかと思われる。 

 

表 8-12 1900 年および 1908 年における付加価値と労働力 

 1900 年 1908 年 

 付加価値 

生産額 

（1000 ﾙｰﾌﾞ
ﾙ） 

％ 
労働力 

（人） 
％ 

付加価値 

生産額 

（1000 ﾙｰﾌﾞ
ﾙ） 

％ 
労働力 

（人） 
％ 

製鉄 － － － － 88,847.1 5.5 147,038 7.3 

化学 31,287.8 5.3 36,485 2.9 98,037.1 6.1 71,278 3.5 

建設資材 46,253.2 7.8 127,970 10.0 62,024.3 3.9 134,011 6.6 

繊維 235,755.5 39.6 612,307 48.1 421,303.3 26.2 771,137 38.2 

食品 52,930.9 8.9 71,042 5.6 550,738.3 34.2 383,343 19.0 

全加工工業 594,630.9 100.0 1,274,072 100.0 1,610,686.3 100.0 2,017,235 100.0 
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注：Динамика（Базаров и др., 1929a, стр. 66-79; 1929b, стр. 78-89）のデータに基づいて計算した．－

は，不詳．燃料，非鉄金属両部門が上表にないのは，データが得られないため．付加価値の計算方法につ

いては，本文参照．この表に限り，製鉄工業には，鉱石採掘が含まれておらず，また食品工業には，製塩

業が含まれていない．また 1900 年の付加価値生産額については，全体としてシベリアおよびトゥルケスタ

ンのデータが含まれていない上に，化学工業部門および食品工業部門のデータに大きな欠損がある（本文

参照）．労働力データも，欠損部門は計算から除外した． 

 

 

8-4-8．考慮されなかった部門 

前掲表 8-10 で示したように，本稿でとりあげた 7 部門で，工業全体の労働力の 8 割前後

がカバーされるが，残された部門の中では，ソ連時代の分類法でいう「金属加工･機械製作」

および「木材加工･製紙」の二つを重要な部門として挙げることができるだろう。これらの

部門の労働力ウェイトは，1900 年でそれぞれ 11.3％，5.6％，1908 年で 10.5％，5.8％，

1912 年で 10.5％，5.5％であった。もちろん，二つの部門に属する生産物の生産量に関す

る長期的なデータが得られないために，これらの部門の指数を計算することができなかっ

た。つまりこの二つの部門は，全工業全体と同じ増加率で成長したと仮定せざるを得なか

ったわけである。 

しかし，カフェンガウスのデータによれば，「金属加工･機械製作」部門の代表的生産物

である「蒸気機関車･客車･貨車」の生産は，かなり急速に増加している（Грегори, 1999, стр. 

498）。すなわちその年平均生産増加率は，1887-1913 年については 6.7％，1887-1900 年に

限ると 15.2％に達する（生産指数の対数をとった上で最小 2 乗法を適用して得られる年平

均増加率は，それぞれ 5.7％，18.0％）。かりに「金属加工･機械製作」部門を加えれば，少

なくとも 1900 年までは全体として工業成長率をやや高めることが予想されよう。 

 

8-5．推計結果 

8-5-1．部門指数および全工業指数 

表 8-13 は，工業各部門に関する各年の生産指数の推計結果であり，表 8-14 は，それを

いくつかの区間に区切って年平均成長率の形で見たものである。表 8-13 において，化学部

門および建設資材部門のいくつかの年の指数が得られていないが，これはもちろんサンプ

ル生産物の生産量データの欠如によるものである。以下では表 8-14 によって，各部門の生

産増加の推移を簡単に見てみよう。表 8-14 によれば，推計期間である 1860 年から 1913

年の全期間における平均年間成長率が全部門平均の 4.7％（これについては，後に説明する）

を大きく上回っている部門が，化学，燃料，建設資材の 3 つの部門であり，製鉄，繊維の

両部門も 5％台の成長を確保している。これに対し，食品は平均をやや下回り，また非鉄金

属の伸びは年間 1％台にとどまっている。推計期間の半世紀を前半（1860-1888 年）と後半

（1888-1913 年）に区分すると，多くの部門が後半に成長率を加速させている。特にロシ

ア経済の急成長期として知られる 1890 年代は，筆者の推計でも全工業の年間平均成長率が

8.1％（1890-1900 年の成長率）となっているが，この時期にとりわけ目立つのが，製鉄工

業の伸びである。もちろんこれには，よく知られたセルゲイ・ウィッテの指導による鉄道

を中心とした工業化政策が大きく寄与している。しかしながら，ロシア経済全体における 
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表 8-13 帝政ロシア工業各部門生産指数：1860-1913 年（1900 年指数=100） 

 燃料 製鉄 非鉄金属 化学 建設資材 繊維 食品 

1860 1.4 9.4 62.1 2.0  13.6 29.3 

1861 1.8 8.7 60.7   12.7 29.3 

1862 1.7 7.5 60.7   4.1 29.6 

1863 1.7 8.5 60.8   5.2 27.8 

1864 1.9 8.7 58.4   7.8 30.9 

1865 1.8 8.5 64.5 2.6  7.6 28.4 

1866 2.1 8.6 68.0   14.1 25.7 

1867 2.1 8.3 67.2   15.8 36.5 

1868 2.2 10.1 69.7   12.3 33.3 

1869 2.9 11.0 81.0 3.5  15.4 33.4 

1870 3.3 11.6 87.2 3.6  13.4 35.6 

1871 4.0 11.7 94.5 2.1  20.0 34.3 

1872 5.2 12.3 98.0   17.3 36.2 

1873 5.7 11.7 80.0   16.9 39.4 

1874 6.3 13.3 79.9   22.4 38.5 

1875 8.3 13.9 79.2 6.2  25.0 38.4 

1876 9.1 13.9 81.8   22.6 37.6 

1877 9.1 13.2 98.1 6.4  21.3 40.2 

1878 12.7 14.8 100.1 6.2  34.4 39.6 

1879 14.8 20.0 101.6 4.6  30.9 46.7 

1880 16.4 23.6 102.1 11.8  27.6 46.2 

1881 18.2 23.7 88.2 8.9  43.5 44.8 

1882 20.0 21.7 86.7 10.9  37.2 53.9 

1883 21.4 20.9 84.7 13.3  42.9 53.9 

1884 22.6 21.3 89.4   35.4 56.3 

1885 25.4 21.1 81.6 20.9  36.3 59.6 

1886 26.8 22.6 82.1   40.2 69.0 

1887 27.9 22.7 85.7 30.0  54.0 63.4 

1888 32.8 22.5 85.9 31.5  40.1 63.6 

1889 38.3 26.5 90.4 46.5  50.0 67.6 

1890 38.8 33.0 96.7 47.9 32.5 39.9 64.2 

1891 41.9 35.2 95.5 47.4  44.2 65.0 

1892 45.8 39.4 104.3 49.1  47.8 64.8 

1893 51.2 43.6 108.7 54.9 29.8 54.3 67.0 

1894 54.9 47.4 104.5 61.7  58.6 85.9 

1895 61.6 51.9 101.1 66.3 77.2 65.8 87.1 

1896 62.6 59.7 92.9 70.5  79.1 99.6 

1897 69.8 67.6 96.7 76.7 118.1 79.2 106.4 

1898 78.7 80.1 98.4 79.6  82.3 98.4 

1899 86.4 91.3 99.3 83.7  93.2 102.5 

1900 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

1901 107.8 96.1 101.0 117.2  103.7 106.6 

1902 104.9 89.0 93.2 118.3  112.1 116.6 

1903 104.3 89.9 94.0 120.0  115.7 121.4 

1904 111.3 103.1 93.5 119.5  117.3 124.1 

1905 89.5 87.0 89.7 119.8 97.3 110.4 124.5 

1906 100.2 89.7 99.1 130.5  115.7 128.9 

1907 112.7 95.2 106.1 133.9  124.8 150.3 

1908 113.1 95.9 120.2 145.8 95.8 131.0 143.9 

1909 118.6 103.8 137.3 150.2  132.0 149.8 

1910 117.6 111.2 154.9 168.2 127.1 137.2 141.0 

1911 119.6 129.3 155.7 179.6 151.1 136.0 167.0 

1912 125.4 149.7 157.1 189.5 171.3 156.6 168.1 

1913 133.7 163.2 160.4 196.6 217.1 179.4 161.0 



390 

 

注 ：空欄は，不詳．作成方法については，本文参照． 

 

 

表 8-14 各部門の年平均成長率（％） 

 燃料 製鉄 非鉄金属 化学 建設資材 繊維 食品 

1860-1875 12.5  2.6  1.6  8.0  － 4.1  1.8  

1875-1888 11.1  3.8  0.6  13.3  － 3.7  4.0  

1888-1900 9.7  13.2  1.3  10.1  11.9* 7.9  3.8  

1900-1913 2.3  3.8  3.7  5.3  6.1  4.6  3.7  

1860-1888 11.9  3.1  1.2  10.4  － 3.9  2.8  

1888-1913 5.8  8.2  2.5  7.6  8.6* 6.2  3.8  

1860-1913 9.0  5.5  1.8  9.1  － 5.0  3.3  

注：－は，不詳．表 8-13 から計算．（*）印の建設資材部門の成長率は，1890-1900 年および 1890-1913

年． 

 

 

労働力のシェアで，それぞれ 30％，15％程度を占めていた繊維工業および食品工業も，後

半期において生産を着実に伸ばしていることにも注意しなければならないだろう。このよ

うな軽工業の成長率が減速するのは，ソ連時代に入ってからのことである260。 

前述したように，多数の部門が後半期に成長率を増加させているが，それは主として 1890

年代の成長の結果であり，20 世紀になるとむしろ生産の減速傾向が目立つようになる。特

に燃料部門の成長率の低下が顕著であるが，これはバクー油田における原油採掘量が減少

したことと関係している（表 8-19 参照）。 

 次に，工業全体についての生産指数の算定結果を，1900 年を参照基準年とした表 8-15

に示した。すこし見にくいけれども，表は次のように構成されている。表のもっとも左側

には，1887 年における各部門労働力シェアをウェイトとして部門指数を幾何平均した指数

系列が 2 列示されている。左側は 5 部門の指数から構成された集計指数であり，その右隣

は 6 部門から構成された集計指数である（この表のもととなった各部門生産指数も，1900

年を参照基準年とした指数として表記されている）。われわれの指数が 7 部門から構成され

るようになるのは 1890 年以降のことであるので，1860 年から 1890 年までの期間について

はこの 6 部門指数がもっとも信頼できるという意味で上位の指数列となり，したがってこ

                                                   
260 表 8-14は期間の最初の年と最後の年の指数から成長率が計算されているが，指数の対数をとった上で，

最小二乗法を使って直線の当てはめから成長率を計算すると下の表のようになる。表 8-14 は前半期

（1860-1888 年）から後半期（1888-1913 年）へと成長の加速傾向が明瞭であるのにくらべると，下表で

はそのような傾向が薄れている。なお，建設資材部門の成長率は，1888 年でなく 1890 を起点とした。 

 

 燃料 製鉄 非鉄金属 化学 建設資材 繊維 食品 

1860-1875 11.1 3.6 2.9 6.1  7.7 2.3 

1875-1888 10.5 4.1 -0.6 14.8  5.2 4.7 

1888-1900 8.7 11.9 0.7 7.8 14.4* 7.9 5.0 

1900-1913 1.9 3.6 4.8 4.8 5.6 3.6 3.7 

1860-1888 12.4 4.4 1.5 10.2  7.0 3.1 

1888-1913 5.4 6.5 1.8 6.6 6.4* 5.7 4.1 

1860-1913 9.4 6.0 1.3 8.5  5.8 3.6 
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表 8-15 帝政ロシア工業生産指数（全工業）：1860-1913 年（1900 年指数=100） 

1912年
ウェイト指
数

5部門指
数

6部門指
数

6部門指
数

7部門指
数

6部門指
数

7部門指
数

6部門指
数

7部門指
数

7部門指
数

1860 16.3 15.3 14.9
1861 15.6 14.4
1862 9.7 8.9
1863 10.8 10.0
1864 13.1 12.1
1865 12.7 12.2 11.8
1866 16.0 14.9
1867 18.1 16.9
1868 16.8 15.6
1869 19.2 18.3 17.8
1870 18.1 17.6
1871 22.3 20.9 20.3
1872 21.9 20.2
1873 21.6 19.9
1874 24.8 22.8
1875 26.3 25.3 24.6
1876 25.3 23.7
1877 25.3 24.4 23.7
1878 30.3 29.4
1879 32.2 31.3
1880 32.8 31.9
1881 38.2 37.1
1882 37.2 36.2
1883 40.4 39.2 38.1
1884 38.3 36.4
1885 39.0 38.3 37.2
1886 42.9 41.1
1887 47.4 46.8 45.6
1888 42.0 40.9
1889 49.1 47.8
1890 47.0 46.8 45.7 45.7
1891 49.5 48.0
1892 52.9 51.3
1893 58.0 55.7 55.7
1894 64.6 63.5
1895 69.3 69.8 69.8
1896 78.7 79.9
1897 83.0 84.8 84.8
1898 86.5 87.4
1899 94.8 95.8
1900 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
1901 104.1 103.7
1902 107.5 107.1
1903 110.0 109.7
1904 114.1 113.7
1905 105.6 104.9 106.5 105.8 104.9
1906 112.7 110.3
1907 123.9 121.3
1908 126.7 124.3 123.3
1909 131.3 128.8
1910 134.0 133.5 132.9 132.5
1911 141.2 140.8
1912 155.2 154.6
1913 169.8 169.2

1887年ウェイト指数 1890年ウェイト指数 1900年ウェイト指数 1908年ウェイト指数
全工業生
産指数



392 

 

注：作成方法については，本文参照．各指数の数値のうち，上表右端の全工業生産指数の計算に必要な部

分の数値のみを抜出した． 

 

 

の部分が表のもっとも右側の列である全工業生産指数に使われる。ただし表の全工業生産

指数の数字が 1887 年ウェイトの 6 部門指数と同じ数字になっていないのは，全工業生産指

数の 1890 年の指数値が 45.7 となるので（これについては後述），この 45.7 に 1887 年ウェ

イト 6 部門指数の 1890 年の値 47.0 が接続される。したがってこの指数系列のすべての値

に 45.7/47.0 を掛けた値が全工業部門の値となるからである。 

1860-90 年の期間で 6 部門指数のそろっていない年の全工業生産指数の推計には，1887

年ウェイト 5 部門指数が使われる。つまり，表 8-9 で示した方法で 5 部門指数と 6 部門指

数とを使った比例計算によって全工業生産指数が算定されることになる。1890-1900 年の

期間については，1890 年における各部門労働力シェアがウェイトとして用いられる（前掲

表 8-8 参照）。この期間においては，部門生産指数が 7 つそろっている年と，6 部門の生産

指数しかない年がある。7 部門指数のある年については 1890 年ウェイト指数の 7 部門指数

から全工業生産指数が計算される。表 8-15 では，1900 年の指数が 100 とおかれるから，

表の左から 2列目の 1890年ウェイト指数のうちの 7部門指数の値がそのまま全工業生産指

数の値となる（したがって，1890 年の指数値は 45.7 となる）。また 1890-1900 年で 6 部門

指数しかない年については，表 8-9 の方法で 6 部門指数の値と 7 部門指数の値とから全工

業生産指数が算定される。以下同様に，1900-05 年については，1900 年ウェイトの 7 部門

指数と 6 部門指数とから，1905-10 年については 1908 年ウェイトの 7 部門指数と 6 部門指

数とから，そして 1910-13 年については（すべての年について 7 部門指数がそろっている

ことから），1912 年ウェイト 7 部門指数の値によって全工業生産指数が計算される。こう

して得られた期間ごとの指数列を比例計算でリンクしていくことによって，表 8-15 最右端

列の全工業生産指数系列が得られることになる。 

 

8-5-2．他の指数との比較 

 筆者による推計結果を他の推計と比較したのが，表 8-16，表 8-17 である。表 8-16 には，

参照基準年を 1900 年としたいくつかの指数が示されている。すなわち，部門指数を幾何平

均した S 指数のほかに，S 指数の幾何平均を算術平均に代えた指数，ゴールドスミスによ

って1860年までさかのぼって延長されたコンドラチェフ幾何平均指数および算術平均指数，

ゴールドスミスによる帰属計算指数および帰属計算未調整指数（いずれも算術平均），さら

にこのゴールドスミスの二つの指数を，1887 年および 1900 年という 2 つの指数接続年に

おいてリンク・レラティヴを利用して接続した修正ゴールドスミス指数，さらにナターと

カフェンガウスの指数である。S 指数とコンドラチェフ幾何平均指数を除くと，いずれも算

術平均指数である。また表 8-17 は，表 8-16 に示された各指数について，いくつかの期間

における年平均成長率を計算したものである。 

1860-1913 年の推計期間全体についてカフェンガウス指数を除く複数の指数の成長率を

比較してみると，われわれの指数の平均成長率は 4.7％でゴールドスミス指数の成長率とほ

ぼ等しく，コンドラチェフ幾何平均指数やナター指数などにくらべると低めの成長率であ
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表 8-16 帝政ロシア工業生産指数（全工業）：1860-1913 年（1900 年指数=100） 

栖原幾何 栖原算術 Kondra kondra Goldsmith Goldsmith 修正GS 修正GS Nutter Kafengauz

幾何 算術 imputedunadjusted imputedunadjusted

1860 14.9 16.0 8.2 15.2 14.0 15.9 14.5 16.3 9.6
1861 14.4 15.3 7.9 14.4 13.5 15.5 14.0 15.8
1862 8.9 11.4 5.1 10.4 10.8 13.9 11.2 14.2
1863 10.0 11.9 6.0 11.4 11.6 14.0 12.0 14.3
1864 12.1 13.5 7.1 12.1 12.0 14.2 12.4 14.5
1865 11.8 13.2 6.5 11.9 11.9 14.5 12.3 14.8 7.2
1866 14.9 15.7 8.8 16.2 15.6 18.0 16.1 18.4
1867 16.9 18.1 9.5 16.7 15.9 18.3 16.4 18.7
1868 15.6 16.7 9.6 15.7 15.4 17.9 15.9 18.3
1869 17.8 18.7 10.8 18.5 17.4 20.4 18.0 20.9
1870 17.6 18.8 10.8 18.1 17.3 20.6 17.9 21.1 10.8
1871 20.3 21.6 12.1 21.2 19.7 23.0 20.4 23.5
1872 20.2 21.2 12.5 20.9 19.5 23.0 20.2 23.5
1873 19.9 20.6 13.3 20.2 18.9 22.0 19.6 22.5
1874 22.8 23.3 15.4 23.0 21.2 23.9 21.9 24.4
1875 24.6 24.6 17.3 24.5 22.2 24.7 23.0 25.2 16.7
1876 23.7 23.6 17.7 24.2 22.3 25.2 23.1 25.8
1877 23.7 24.0 17.1 23.8 22.3 25.9 23.1 26.5
1878 29.4 30.1 22.5 31.5 27.7 30.9 28.7 31.6
1879 31.3 31.4 24.6 32.0 28.9 32.3 29.9 33.0
1880 31.9 31.1 25.2 31.9 29.1 32.7 30.1 33.4 22.6
1881 37.1 37.0 31.4 39.1 34.6 36.6 35.8 37.4
1882 36.2 35.4 30.4 37.4 33.6 36.4 34.8 37.2
1883 38.1 37.6 32.7 40.5 36.7 38.9 38.0 39.8
1884 36.4 35.3 32.0 38.1 35.2 36.8 36.4 37.6
1885 37.2 36.0 33.7 39.0 37.6 40.0 38.9 40.9 32.3
1886 41.1 39.8 34.7 39.3 38.9 41.1 40.2 42.0
1887 45.6 45.0 39.7 46.4 44.0 45.4 45.1 46.2 33.2
1888 40.9 39.4 37.1 41.9 41.6 43.9 43.0 44.7 38.4 36.7
1889 47.8 46.1 43.8 48.3 46.4 48.3 47.2 48.7 40.3
1890 45.7 43.5 44.7 48.0 50.7 52.2 50.7 52.2 41.9 40.6
1891 48.0 45.8 48.0 50.6 53.4 55.0 53.4 55.0 43.5
1892 51.3 49.0 51.0 53.5 55.7 57.3 55.7 57.3 46.3
1893 55.7 53.4 57.8 60.8 63.3 64.9 63.3 64.9 51.8
1894 63.5 60.9 59.4 61.4 63.3 64.6 63.3 64.6 55.4
1895 69.8 67.5 64.5 67.3 70.4 71.9 70.4 71.9 65.8 59.5
1896 79.9 78.4 68.7 70.8 72.9 73.5 72.9 73.5 65.6
1897 84.8 83.6 75.1 76.5 77.8 78.6 77.8 78.6 71.8
1898 87.4 86.3 82.3 83.6 85.5 85.8 85.5 85.8 77.7
1899 95.8 95.6 91.4 92.8 95.4 95.5 95.3 95.4 90.1
1900 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
1901 103.7 103.8 100.1 101.0 103.2 103.3 103.2 103.2 100.4
1902 107.1 107.5 100.9 102.0 103.7 104.0 103.7 104.0 100.0
1903 109.7 110.2 104.5 105.4 105.7 106.2 105.7 106.2 104.4
1904 113.7 114.0 109.7 110.2 109.2 109.3 109.2 109.3 112.5
1905 104.9 105.8 101.5 102.2 97.2 98.4 97.2 98.4 101.9 108.8
1906 110.3 111.3 109.9 111.6 109.6 111.6 109.6 111.6 114.2
1907 121.3 122.5 116.1 117.7 114.9 118.0 114.9 118.0 124.4
1908 123.3 124.6 119.7 120.4 117.6 120.2 117.6 120.2 125.0
1909 128.8 130.2 122.3 124.0 121.2 124.5 121.2 124.5 128.9
1910 132.5 134.1 137.4 140.8 137.0 138.1 137.0 138.1 131.6 133.4
1911 140.8 143.0 146.2 150.2 144.4 144.5 144.4 144.5 148.8
1912 154.6 157.1 152.6 156.0 149.8 149.1 149.8 149.1 161.9
1913 169.2 172.8 163.8 168.2 158.5 157.2 158.5 157.2 168.4 177.6
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注：栖原幾何指数は，表 8-15 最右端列の全工業生産指数を転記したものである．栖原算術平均は，栖原幾

何指数において平均の形式を幾何平均から算術平均に変えて計算した指数．ただし 1890 年，1900 年，1905

年，1910 年の 4 つの指数接続年での部門集計指数の値を 100 とおいて算術平均を計算した．コンドラチェ

フ指数，ゴールドスミス指数は，Goldsmith（1961, pp. 462-463） より．前述のとおり，オリジナルのコ

ンドラチェフ指数（推計対象期間 1885-1913 年）は，ゴールドスミスによって 1860 年まで延長された．

ただし，ゴールドスミスが計算した算術平均コンドラチェフ指数については，脚注 245 に記したように，

その数字の正確性にやや疑念が残る．さらにゴールドスミス指数については，本章 8-3-2 で示したように，

1887 年と 1900 年である指数接続年でリンク・レラティヴを用いていないという問題点がある．この点を

修正し，接続される指数の成長率が維持されるようリンク・レラティヴを用いて筆者が 

再計算したのが修正ゴールドスミス指数である．ナター指数は，Nutter（1962, p. 345） より計算．カフ

ェンガウス指数は，Грегори（1999, стр. 493）より計算． 

 

 

表 8-17 生産指数の比較（年平均成長率，％） 

 
S： 

幾何  

平均  

  

ｺﾝﾄﾞﾗﾁ
ｪﾌ 

幾何 

平均 

ｺﾝﾄﾞﾗﾁ
ｪﾌ 

算術 

平均 

ｺﾞｰﾙﾄﾞ
ｽﾐｽ 

帰属 

調整 

ｺﾞｰﾙﾄﾞ
ｽﾐｽ 

帰属 

未調整 

修正 

ｺﾞｰﾙﾄﾞ
ｽﾐｽ 

帰属 

調整 

修正 

ｺﾞｰﾙﾄﾞ
ｽﾐｽ 

帰属 

未調整 

ナター 

カフェ
ンガウ
ス 

1860-1875 3.4 5.1 3.2 3.1 3.0 3.1 3.0 3.7  

1875-1888 4.0 6.0 4.2 4.9 4.5 4.9 4.5 6.6  

1888-1900 7.7 8.6 7.5 7.6 7.1 7.3 6.9 8.3 8.7 

1900-1913 4.1 3.9 4.1 3.6 3.5 3.6 3.5 4.1 4.5 

1860-1888 3.7 5.5 3.7 4.0 3.7 4.0 3.7 5.1  

1888-1913 5.8 6.1 5.7 5.5 5.2 5.4 5.2 6.1 6.5 

1860-1913 4.7 5.8 4.6 4.7 4.4 4.6 4.4 5.6  

出所：表 8-16 より計算． 

 

 

図 8-1 S 指数とゴールドスミス指数の比較（1900 年指数=100） 
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出所：表 8-16 より． 

 

 

る。またゴールドスミス指数の修正指数（ここで修正指数というのは，指数接続年（1887

年および 1900 年）において通常のリンク・レラティヴを用いてあらためてゴールドスミス

指数を接続しなおした指数を意味する）より若干高い。 

しかし，比較期間を推計期間前半（1860-88 年）および後半（1888-1913 年）と分けると，

若干異なる様相を呈するようになる。すなわち S 指数の後半期の年平均成長率は 5.9％で，

カフェンガウス（6.5％），ナター指数（6.1％）ほど高くはないが，ゴールドスミス指数（5.5％），

同修正指数（5.4％）にくらべるとよりは明らかに高くなっている。結局のところ，われわ

れの指数とゴールドスミス指数との差は主として後半期についての評価の違いであり（図

8-1 参照），他方ナター指数との差は主として前半期の評価に起因しているように思われる

261。 

われわれの指数とゴールドスミスの指数との異同の原因について，もう少し詳しく見て

みよう。思いがけず二つの指数はかなり接近したものとなっているが，それでもわずかな

がら S 指数の成長率が高い。二つの指数の作成上の相違点の第一に挙げられるのは，ゴー

ルドスミス指数が算術平均を使った指数であるのに対して，S 指数は部門指数の集計に幾何

平均を使った指数であるということである。ゴールドスミスのリンク指数は 1887 年をウェ

イト基準年とする指数，1900 年をウェイト基準年とする指数，そして 1908 年をウェイト

基準年とする指数の 3 つの指数をリンクさせたものであった。そこで，彼はこれらの 3 つ

の指数を作る際の個別生産物生産量データの参照基準年もそれぞれウェイト基準年と同じ

年において加重算術平均をとったと仮定すれば，その結果合成される指数は加重幾何平均

をとる場合にくらべて低い成長率をもつことになると予想される。なぜなら，3 つのウェイ

ト基準年はいずれも推計期間において後半の年であるからである。このことは，すでにゴ

ールドスミスによるコンドラチェフ指数の延長においても確認したところであった。とす

れば，この平均形式の違いから S 指数の成長率はゴールドスミス指数よりも高くなること

が想定される262。 

                                                   
261 参考までに，各指数について対数線形回帰によって期間精勤成長率を求めた結果を下に示す。基本的

な特徴は，表 8-17 と変わりないように思われる。 

 

 
栖原： 

幾何  

平均  

  

栖原 

算術 

平均 

ｺﾝﾄﾞﾗﾁ
ｪﾌ 

幾何 

平均 

ｺﾝﾄﾞﾗﾁ
ｪﾌ 

算術 

平均 

ｺﾞｰﾙﾄﾞ
ｽﾐｽ 

帰属 

調整 

ｺﾞｰﾙﾄﾞ
ｽﾐｽ 

帰属 

未調整 

修正 

ｺﾞｰﾙﾄﾞ
ｽﾐｽ 

帰属 

調整 

修正 

ｺﾞｰﾙﾄﾞ
ｽﾐｽ 

帰属 

未調整 

ナター 

カフェ
ンガウ
ス 

1860-1875 5.0 4.2 6.5 4.8 4.3 4.0 4.3 4.0 4.1  

1875-1888 4.7 4.4 6.6 4.8 5.4 4.6 5.3 4.6 6.5  

1888-1900 7.7 7.9 7.8 6.9 7.0 6.6 6.8 6.5 8.2 8.2 

1900-1913 3.6 3.7 3.8 4.0 3.5 3.5 3.5 3.5 4.0 4.2 

1860-1888 5.1 4.5 7.2 5.1 4.9 4.4 4.9 4.4 5.9  

1888-1913 5.2 5.5 5.4 5.2 4.8 4.7 4.8 4.7 5.7 6.1 

1860-1913 5.1 5.0 6.5 5.1 5.2 4.8 5.1 4.7 6.1  

 
262 この場合はウェイトに価格でなく付加価値が使われているから，いわゆるガーシェンクロン効果は必
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また第二に，サンプル生産物の違いから，S 指数の成長率が高くなることが予想される。

すでに述べたように，われわれの推計ではゴールドスミス推計で使われていなかった生産

物の生産量が指数計算に用いられたが，それらの大半の生産物の成長率は相対的に高く，

したがって S 指数の成長率がゴールドスミス指数のそれを上回ることが想定される。ただ

しわれわれの推計で使われた生産物の多くは化学工業あるいは建設資材工業に属する生産

物であったから，特に推計期間の後半にそうした生産物の影響があらわれると考えられる。

ただし，これらの部門の労働力ウェイトはそれほど大きなものではない。たとえば，1900

年における化学部門のウェイトは 3.0％（推計 7 部門では 3.8％，以下カッコ内は同様），建

設資材部門のウェイトは 6.4％（8.1％）である。この点からすると，最終的な結果として

の全工業指数の成長率には見かけほどの影響は与えないかもしれない。 

これに対して，逆に S 指数の成長率をゴールドスミス指数のそれよりも低くさせる要因

としては，ウェイト・システムの問題があると考えられる。前掲表 8-3 と表 8-10 を比較し

て目につくのは，「鉱業」部門（筆者の分類でいうと，ほぼ「燃料」部門に対応する）に関

する，両者のウェイトに関する相違である。たとえば，ゴールドスミスのウェイトで 1887

年における「鉱業」部門のウェイトは 12.6％となっているのに対して，筆者のウェイトで

「燃料」部門は 2.8％（推計 7 部門に占めるウェイトは 3.3％，以下カッコ内は同様），1900

年では，18.2％に対して 9.0％（11.3％）である。比較的に増大テンポの大きかった「原油」

や「石炭」の生産は，ゴールドスミスの指数においてより大きく評価されているように思

われる。他方，「金」の価格は，他の非鉄金属製品に比較してきわめて高く，またその生産

増加のテンポは比較的緩慢であった。そのため，表 8-13 に見られるように，非鉄金属部門

の成長率はきわめて低くなっている。さらに，金の採掘には相当の労働力が費やされてい

るので，筆者の推計では，非鉄金属部門のウェイトは表 8-10 に見られるようにかなり大き

い。他方ゴールドスミス推計では，表 8-3 を見る限り「金」のウェイトは筆者の推計ほど大

きくないようだ。 

第二に，われわれの推計で新たに加えられた生産物のうち，たとえば生産額が大きくし

かも成長の遅い「穀粉」が食品部門に加えられ，同部門の成長率を減速させていると想像

される。食品部門の労働力ウェイトは，われわれの推計でも 1887 年で 19.3％（22.9％），

1908 年で 16.4％（20.7％）とかなり大きい。実際のところ，こうしたことが，筆者の推計

値を引き下げている可能性がある。いずれにしても，このような諸要因がそれぞれ最終結

果にどの程度関与しているかについては，残念ながら明確に述べることができない。ゴー

ルドスミスの論文に，詳細な説明がないことが惜しまれる。 

かりに，われわれの推計が妥当であるとすると，特に 1880 年代後半以降のロシア工業の

成長率がゴールドスミス指数よりも若干引き上げられることになる。もしもそうだとすれ

ば，それは，ウッィテらによる 1890 年代以降の，国家の経済に対する関与の強化に対する

評価を上げることになるかもしれない。すなわち，ごくおおまかに，1880 年代までをロシ

ア資本主義の自然発生的な成長という要因が強い時期，1880 年代以降を経済に対する国家

の介入という要因が極度に強まった時期というふうに大別できるとすれば，本稿の推計結

                                                                                                                                                     
ずしも生じないと考えられる。 
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果は，相対的に後者に高い得点を与えていることになるからである263。 

ナターの指数は，どのように評価すべきだろうか。表 8-17 でみたように，ナターの推計

ではやや高めの数字が出ている。ナター指数のウェイトは，彼自身の推計による 1913 年の

価格（あるいは付加価値）ウェイトである264。そしてナターは，ガーシェンクロン効果を

念頭において，測定期間の最終年である 1913 年という基準年を用いたにもかかわらず成長

率が高くなっていることについて，成長率が高い部門の製品に対して高い保護関税がかけ

られたためであるという理由を示唆している（Nutter, 1962, pp. 344- 345）。もちろんそう

したこともあろうが，前述した通り，ナター指数の成長率が筆者のそれより高い最大の理

由は，そのサンプル生産物の選択にあると考えられる。つまり，筆者の指数と比較して成

長率の比較的に低い重要生産物のいくつかが，ナター推計には組み入れられていないとい

うことである。またカフェンガウスの指数がどの指数よりも高い成長率を記録しているの

は，グレゴリーも指摘するとおり，基礎データである個別生産物の生産量増加率が高いこ

とにあるといえるだろう。それは，彼のデータが 1920 年代末のソ連領土を基準としている

ためである。 

本項の最後に，われわれのデータに基づいて算術平均を用いながら全工業生産指数を求

めることを考えてみよう。これまで述べてきたように，この場合には部門指数の表記方法

が大きな問題となる。つまり部門指数の適切な表記方法（つまり，どの年を参照基準年と

するか）が一通りに定まらないために，それを合成してできる全工業生産指数も一つの指

数系列に決めることができない。7 部門の部門指数を，基準年における各部門の労働力シェ

アをウェイトとして算術平均する場合の二つの例を表 8-18 に掲げた。表の二つの指数のう

ちの「算術平均（a）」は，（1）部門指数の 1860-90 年についての参照基準年を 1860 年と

し，同年の指数を 100 とおいた部門指数を作成する，（2）それらの部門指数を 1887 年の労

働力シェアをウェイトとして算術平均することによってこの期間の各年の全工業生産指数

を求める，（3）同様に，1890-1900 年について 1890 年を参照基準年とした部門指数を作成

し，それらを 1890 年の労働力シェアをウェイトとして算術平均して各年の全工業生産指数

とする，（4）同様に，1900-1905 年について 1900 年を参照基準年とした部門指数を作成し，

それらを 1900 年の労働力シェアをウェイトとして算術平均する，……という形で 1913 年

までの指数を作成し，それらを接続年において比例計算によってリンクするという方法で

作成したものである。また「算術平均（b）」は，「算術平均（a）」の作成方法の中で 1860-90

年についての部門指数を，「算術平均（a）」とは逆に 1890 年を 100 とおいた形にしたうえ

で 1860-90 年の全工業生産指数を計算すること以外はすべて「算術平均（a）」と同様の方

法によって作成した指数である。したがって二つの指数の違いは 1890 年以前にのみあらわ

れている。「算術平均（b）」の方法はゴールドスミスが実際にとったと思われる方法に近く，

期間全体の年平均成長率もゴールドスミスのそれに近い。ただし「算術平均（b）」は，期

間前半の低成長，後半の高成長がやや強調される形となっている。いずれにしても「算術

                                                   
263 このような議論については，たとえばボヴィキン（Бовыкин, 2003） を参照のこと。 
264 ナターの推計では，原料から一貫して工業部門で生産された生産物については価格が，原料が農業部

門など他の部門で生産された生産物については，「付加価値」が，ウェイトとして用いられている。26 の

サンプル生産物のうち，後者に属するのは 10 品目である。ナター（Nutter, 1962, pp. 343-345）を参照の

こと。 
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平均（a）」も「算術平均（b）」もともに誤りとはいえない指数であるので，もしも帝政ロ

シア期前半の生産増加を強調したい場合は算術平均（a）を，逆の場合は（b）を使えばよ

いことになる。われわれが幾何平均を利用したのは，このような恣意的な推計を避けるた

めであった。 

 

 

表 8-18 算術平均による 2 つの S 指数（1900 年指数＝100） 

 算術平均（a） 算術平均（b）  算術平均（a） 算術平均（b） 

1860 10.3 16.0 1900 100.0 100.0 

1870 12.5 18.8 1910 134.1 134.1 

1880 25.2 31.1 1913 172.8 172.8 

1890 43.5 43.5 年平均成長率(%) 5.5 4.6 

注：指数の作り方は本文参照．ベンチマーク年の指数のみ掲げた．筆者の計算による． 

 

 

8-6．推計の問題点 

  われわれの推計には，いくつかの重要な問題点がある。最後にこれを指摘し，本章の結

びに代えよう。まず第一は，これまで見てきたすべての指数と共通する難点であるが，ウ

ェイトの基準年に関する問題である。推計期間が 1860-1913 年であるにもかかわらず，最

も古いウェイト基準年は，本稿の場合，価格で 1890 年，労働力で 1887 年である。もちろ

ん資料の入手可能性が制約されているためにこのような結果となったわけだが，できるだ

け古いウェイトも同時に用いるのが望ましいのはいうまでもない。今後はそうした資料の

発掘に努める必要がある。 

 第二に，われわれの推計は，コンドラチェフやゴールドスミスの推計と異なって，ウェ

イトが付加価値でなく価格であるという問題がある。表 8-12 に示したように，工業センサ

スが行なわれた 1900 年と 1908 年については，センサスの資料から付加価値を計算できる

可能性がある。ただしこのよう年以外の年，特に 19 世紀については，付加価値生産の推定

は難しいように思われる。ゴールドスミスがどのように部門ごとあるいは生産物ごとの付

加価値を推定したのか，ぜひ知りたいところである。 

 これに関連して，労働力ウェイトについては，部門間における労働生産性の差異の問題

がある。実際，大規模工業と中小規模工業では，労働生産性が相当異なると考えられる。

たとえば燃料，製鉄，非鉄，化学などの部門においてはほとんどが大規模生産であるのに

対して，軽工業部門においては相対的に中小規模の生産の割合が占める。おそらく前者の

労働生産性は，後者よりも高いだろう。労働生産性の高低と労働者一人あたりの付加価値

比率の大小が傾向として一致するとすれば，全労働者数をウェイトとして用いた筆者の指

数は，軽工業部門に不当に高いウェイトをおいた可能性がある。またそもそも労働力に関

する第 1 次データでは，特に問屋制度がとられていた部門について，事業所内労働者と事

業所外労働者の区別が明確でないという問題点がある。このことも，軽工業部門のウェイ

トを過大視する可能性を与える。前に見たように，軽工業部門の成長率は，相対的に小さ

いから，本稿の推計は全体として，工業生産の増加を過小評価している可能性をもってい
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ると考えられよう。 

 第三に，筆者の推計においては，1880 年代後半以降にくらべ，それ以前の指数の信頼性

が大きく落ちる。そもそもこの時期においては，第 1 次資料である工場統計自体の信頼性

も，それ以降の時期にくらべれば落ちると考えられるが265，その上に本稿における推計で

は，上で述べたウェイトの問題に加え，サンプル生産物の数が少なく，またそれらの生産

物についても，生産量データの欠落年が多いという事情がある。データの欠落を具体的な

数字で示せば，次のようになる。1887 年以降については，すべての年について 6 部門ある

いは 7 部門の生産指数に基づいて全体指数が推計されているのに対して，それ以前のかな

りの年の全体指数は，化学部門および建設資材部門を除く 5 部門の生産指数に基づいて計

算されている。しかも，部門指数が計算されている場合でも，サンプル品目の数が少ない。

前に表 8-6 で示したように，本章推計の後半期は 31 の生産物をカバーしているが，前半期

については 16 品目に過ぎない。 

 第四に，前述した通りわれわれの推計には，機械部門および木材加工･製紙部門の製品が

サンプル品目にない。とりわけ機械部門が指数から欠落していることは，成長率を低くし

ている可能性がある。よく知られているように，本稿の推定期間である 1860-1913 年のロ

シア経済をもっとも特徴づけるものの一つは，急速な鉄道の発達であり266，ロシアはとり

わけ，ヴィシネグラツキー蔵相による極度に保護主義的な 1891 年の関税法導入以降，それ

に関連した製品（たとえばレールや機関車）の国産化を進めた。表 8-13 あるいは表 8-14

が示している 1890 年代の製鉄部門の驚異的な伸びは，以上のような事情に基づく。また本

章 8-4-7 では，カフェンガウスによる蒸気機関車･客車･貨車の生産量データを紹介した。機

械部門の欠如は，少なくとも 19 世紀末において，われわれの指数に成長率の下方バイアス

をもたらしていると考えるのが妥当だろう267。 

 最後に，前にも若干ふれたもう一つの問題がある。それは，これまで見てきたすべての

指数は，鉱業および工場工業の生産に関するものであるということである。実際この他に，

帝政ロシア工業の重要部分として，都市手工業（レメスロー）および農村手工業（クスタ

ーリ）があった。このことについては，ゴールドスミスも注意しており，手工業の無視が，

推計された指数に上方へのバイアスをもたらしているとして，彼自身の推計工業成長率を，

若干（0.5-1％程度）低く修正している（Goldsmith, 1961, pp. 468-469）。その根拠となっ

ているのは，ストルーミリン（С. Г. Струмилин, Очерки советской экономики: ресурсы 

                                                   
265 冨岡庄一によれば，1890 年代半ばを，不十分ながらも第 1 次資料の信頼性向上における一つの画期と

認めてよいようだ（冨岡, 1998, 第 4 章第 1 節）。それまでは地方の行政･警察機関が工場報告書の回収･点

検にあたっていたが，この時期に，その業務に新たに工場監督官および県･州の機械技師が参加することに

なった。また調査項目の数が増やされ，報告内容が従来とくらべてはるかに明確かつ豊富になった。ただ

し冨岡は，こうした改革の限界も指摘している。 
266 たとえばグレゴリーは，次のように述べている。「1861 年から 1913 年（のロシア経済）におけるもっ

とも印象的な前進は，鉄道網の発展であった。ロシア帝国の広大な領土からすれば当然かもしれないが，

1913 年には，それはヨーロッパ大陸最大の規模となっており，また人口一人あたりで見ればイタリアやオ

ーストリア=ハンガリーのような諸国に匹敵するものであった」（Gregory, 1982, p. 159）。 
267 われわれの推計と同様に，サンプル品目に機械工業製品を含んでいないコンドラチェフ指数について，

ガーシェンクロンは次のように論評している。「この指数は，機械生産を含んでいないが，1914 年以前に

おけるこの部門の生産シェアが相対的に小さかったことを考慮すれば，それが含まれていないことが指数

にそれほど大きなゆがみをもたらしたとは考えられない」（Gerschenkron, 1947b, p. 145）。しかし，1900

年以降，すでに全工業労働力の 10％以上が機械生産に従事していたことは，前述したとおりである。 
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и перспективы, 1928）による 1887 年から 1913 年に関する小規模工業（レメスローとク

スターリ）の成長率（3.75％）と，小規模生産の工場生産に対する比率が，おおよそ 1/3 で

あった（古い時代のおよそ 1/2 から，やがておよそ 1/5 へと低下していった）という推定で

ある。筆者は，これに付け加えるべき情報をほとんどもたないが，ワインシュテイン（А. Л. 

Вайнштейн）の著書に以下のような数字が引用されていることを指摘しておこう。ワイン

シュテインによれば，ポクロフスキー（В. И. Покровский, К вопросу об устойчивости 

активного баланса русской внешней торговли, 1901）は，1894 年に関する小規模工業

部門「国民所得」（ただし，菜園栽培，園芸部門を含む）を 6 億ルーブル，それに鉱業およ

び加工業を加えた工業全体の「国民所得」を 18 億 5280 万ルーブルと計算しているという

（Вайнштейн, 1969, стр. 54）。さらにプロコポヴィチ（С. Н. Прокопович, Опыт 

исчисления народного дохода 50 Европейской России в 1900-1913 гг., 1918）は，1900

年のヨーロッパ･ロシアについて，レメスロー3 億 3790 万ルーブル，クスターリ 2 億 350

万ルーブル，工業全体 14 億 210 万ルーブル，1913 年について，レメスロー6 億 1160 万ル

ーブル，クスターリ 2 億 8990 万ルーブル，工業全体 25 億 6660 万ルーブルと推定してい

るという（Вайнштейн, 1969, стр. 62）。ポクロフスキーの数字によれば，小規模工業の規

模は工業全体の 32.4％，プロコポヴィチの数字によれば，38.6％，および 35.1％となり，

大体においてゴールドスミスの推定を確認する結果となる。いずれにしろ，小規模工業を

考慮すれば，筆者による推計値も下方に修正せざるを得ないことは明らかである。 

 以上に述べたように，本章で示したわれわれの推計は，数多くの問題点を含んでいる。

つまりこの推計も，多少の貢献はあるとはいえ，依然として正確な工業生産指数への第一

次近似に過ぎないということである。 
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表 8-19 生産物生産量（1860-1913 年） 

 

 

1.1 1.2 2.1 2.2 2.3 2.4 3.1 3.2 3.3 3.4
原油 石炭 銑鉄 鉄 粗鋼 レール 銅 鉛 亜鉛 金

単位 100万㌧ 100万㌧ 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧ トン

1860 0.004 0.30 335.3 210.4 1.6 10.7 5.20 1.09 1.84 24.4
1861 0.004 0.38 318.6 194.2 1.9 5.7 4.93 0.81 2.54 23.8
1862 0.004 0.35 250.1 172.5 2.0 4.75 0.88 2.58 23.9
1863 0.006 0.36 278.9 197.4 2.0 12.3 4.82 1.17 2.47 23.9
1864 0.009 0.40 299.8 182.0 3.5 22.6 4.51 1.35 2.94 22.9

1865 0.009 0.38 299.4 175.5 3.9 23.1 4.15 1.63 3.09 25.8
1866 0.013 0.45 304.1 185.7 4.3 14.2 4.42 1.71 3.14 27.2
1867 0.017 0.44 287.5 187.7 6.3 7.1 4.24 1.74 2.95 27.0
1868 0.029 0.45 324.4 222.7 9.6 23.6 4.39 1.64 3.25 28.0
1869 0.042 0.60 329.3 235.9 7.6 42.3 4.26 1.07 3.63 33.2

1870 0.033 0.69 359.5 248.5 8.8 40.7 5.05 1.65 3.78 35.4
1871 0.026 0.83 359.3 255.5 7.2 38.5 4.52 1.77 2.73 39.3
1872 0.027 1.09 399.3 268.1 9.2 30.5 3.72 1.22 3.03 41.4
1873 0.068 1.17 384.7 255.8 8.9 26.3 3.66 0.94 3.38 33.2
1874 0.086 1.29 380.2 299.3 8.6 48.9 3.27 1.34 4.13 33.2

1875 0.132 1.70 427.2 303.8 12.9 43.8 3.65 1.08 3.99 32.7
1876 0.191 1.82 441.6 292.7 17.9 43.9 3.87 1.17 4.62 33.6
1877 0.253 1.79 399.7 266.6 44.3 41.7 3.50 1.20 4.73 41.2
1878 0.334 2.52 417.3 273.5 64.2 72.4 3.52 1.40 4.65 42.1
1879 0.403 2.92 432.6 280.1 210.0 153.9 3.12 1.36 4.32 43.1

1880 0.352 3.29 448.2 292.1 307.3 202.6 3.20 1.15 4.39 43.3
1881 0.663 3.49 469.5 292.2 293.3 207.4 3.46 0.99 4.55 36.8
1882 0.827 3.78 462.5 297.3 247.7 162.6 3.59 0.57 4.47 36.1
1883 0.991 3.98 483.2 322.8 221.9 116.5 4.36 0.54 3.67 34.9
1884 1.479 3.93 509.5 362.2 207.0 92.0 6.22 0.63 4.32 35.7

1885 1.905 4.27 504.4 362.3 192.9 94.7 4.72 0.71 4.59 33.0
1886 1.896 4.58 516.1 363.0 241.8 112.9 4.57 0.78 4.20 33.4
1887 2.360 4.53 597.7 369.4 225.5 87.9 4.99 0.99 3.62 34.9
1888 3.013 5.19 647.3 364.5 222.3 64.3 4.60 0.80 3.87 35.2
1889 3.281 6.21 726.0 427.8 258.7 95.7 4.80 0.58 3.69 37.2

1890 3.778 6.01 915.5 433.2 378.4 173.0 5.73 0.84 3.77 39.4
1891 4.527 6.23 982.6 448.0 433.5 171.1 5.46 0.56 3.68 39.1
1892 4.690 6.95 1049.6 497.4 515.0 197.3 5.32 0.88 4.37 43.0
1893 5.530 7.61 1125.4 499.0 630.8 237.3 5.46 0.84 4.50 44.9
1894 4.916 8.76 1309.1 502.6 703.0 250.0 5.41 0.74 5.01 42.9

1895 6.745 9.10 1428.7 440.4 879.0 302.2 5.85 0.41 5.03 41.1
1896 6.795 9.38 1594.9 498.0 1022 366.6 5.83 0.26 6.26 37.2
1897 7.275 11.20 1848.5 512.2 1225 398.8 6.94 0.45 5.88 38.2
1898 8.331 12.31 2215.9 481.5 1619 468.4 7.29 0.24 5.66 38.8
1899 8.958 13.97 2682.4 519.7 1897 464.0 7.53 0.32 6.33 38.9

1900 10.378 16.16 2915.6 489.4 2216 496.1 8.26 0.22 5.96 38.8
1901 11.562 16.53 2836.9 382.3 2228 481.5 8.47 0.16 6.10 39.1
1902 11.080 16.47 2568.7 310.7 2184 419.5 8.82 0.23 8.27 34.9
1903 10.415 17.86 2463.7 279.0 2434 337.9 9.23 0.11 9.89 34.7
1904 10.888 19.61 2953.5 261.3 2766 420.1 9.84 0.09 10.61 33.9

1905 7.556 18.67 2717.4 160.3 2266 383.1 8.51 0.78 7.91 33.5
1906 8.171 21.73 2691.1 157.4 2496 299.5 9.35 1.01 10.09 36.8
1907 8.655 26.00 2822.3 155.5 2671 330.9 13.29 0.50 10.12 37.8
1908 8.739 25.91 2813.6 142.0 2698 361.2 16.23 0.52 9.96 42.4
1909 9.296 26.82 2871.9 117.9 2940 500.0 18.44 1.06 9.61 48.7

1910 9.626 25.43 3041.0 55.3 3314 505.2 22.69 1.31 10.84 53.9
1911 9.176 28.42 3595.0 44.2 3949 507.9 26.44 1.24 12.21 52.0
1912 9.292 31.13 4198.5 4503 623.9 32.66 1.62 20.32 47.8
1913 9.234 36.05 4635.9 4918 640.9 33.10 1.53 19.36 49.2

燃料工業 製鉄工業 非鉄金属工業
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4.1.1 4.2 4.3 4.4 4.5 4.6 5.1 5.2 5.3 6.1 6.2
リン肥料 硫酸 ソーダ灰 白鉛 亜鉛華 マッチ セメント レンガ 窓ガラス 綿花消費 毛糸

単位 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧ 10億本 1000㌧ 100万個 100万m2 1000㌧ 1000㌧

1860 0 5.1 0 0 0 46.5
1861 0 43.3
1862 0 13.9
1863 0 17.7
1864 0 26.8
1865 0 6.5 0.35 0 0 26.0
1866 48.3
1867 54.0
1868 41.9
1869 1.28 52.5
1870 0 7.9 1.32 0 0 45.9
1871 0.77 68.2
1872 59.0
1873 57.8
1874 76.4
1875 0 15.5 0.63 0 0 85.4
1876 77.1
1877 0.56 72.6
1878 0.54 117.6
1879 0.40 105.6
1880 0 23.0 0.89 94.1
1881 0.67 148.6
1882 0.81 127.0
1883 1.00 146.6
1884 120.8
1885 0 36.72 5.00 124.0
1886 137.4
1887 11.1 184.4
1888 0.86 43.54 18.0 3.10 1.01 59.3 136.9
1889 18.6 139.7 170.8
1890 1.36 40.0 20.1 3.05 0.90 142.9 173 833 3.08 136.4 13.4
1891 19.6 0.84 144.7 764 151.6
1892 1.07 36.5 27.7 3.01 0.23 146.6 744 163.7
1893 6.94 44.3 46.1 3.58 0.25 137.0 137 760 186.7 17.9
1894 45.9 157.5 190.3
1895 18.7 52.0 47.8 5.77 167.1 1617 201.4 28.5
1896 58.6 166.7 224.2
1897 59.8 61.1 7.95 0.29 182.3 2474 224.5
1898 183.2 233.3
1899 69.8 186.3 264.2
1900 48.1 105.7 86.2 8.32 208.8 803 1768 14.3 262.2 54.9
1901 231.6 264.1
1902 233.9 285.5
1903 237.3 294.8
1904 236.2 298.8
1905 80.5 177.7 86.9 8.76 224.1 865 1531 15.8 273.3 64.9
1906 245.4 296.1
1907 251.7 319.3
1908 109.1 9.03 2.12 275.5 902 1388 16.8 346.5 70.2
1909 273.8 348.5
1910 112.9 249.7 132.2 12.15 2.85 295.5 1210 1763 23.8 361.8 73.8
1911 123.3 275.3 148.2 11.25 3.74 306.2 1484 2114 25.3 350.5 75.4
1912 150.1 283.7 164.2 11.08 3.78 311.2 1757 2341 27.2 420.9 82.0
1913 115.0 292.2 160.0 18.00 322.5 2131 3090 424.2 110.2

化学工業 建設資材工業 繊維工業
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7.1 7.2 7.3 7.4 7.5 7.6 7.7 7.8 7.9 7.10
粗糖消費

*
精製砂糖

*
植物油 穀粉 スターチ・

シロップ
原アル
コール
(100%)*

ビール 塩 タバコ マホルカ

単位 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧ 1000kl 1000kl 1000㌧ 10億本
1000・
20kg箱

1860 57.3 350.7 429.7 0.34
1861 57.3 350.7 431.8 0.36
1862 47.5 350.7 749.2 0.41
1863 35.9 350.7 506.6 0.50
1864 53.0 384.8 363.0 0.52
1865 72.9 314.3 501.9 0.51
1866 55.2 286.1 646.6 0.66
1867 104.5 385.9 724.5 0.71
1868 122.7 320.6 602.8 0.81
1869 82.8 369.6 651.6 1.07
1870 105.4 385.1 475.3 1.14
1871 122.7 344.2 456.7 1.40
1872 89.6 404.3 650.5 1.57
1873 122.1 405.6 755.5 1.64
1874 128.3 386.4 725.5 1.86
1875 132.0 387.0 585.4 2.02
1876 155.7 339.8 683.7 1.84
1877 207.5 325.8 474.3 2.50
1878 173.7 342.2 781.7 2.02
1879 181.8 438.3 817.9 2.24
1880 205.5 402.4 779.3 2.24
1881 203.1 381.0 831.1 2.19 964.9
1882 261.1 400.7 1667 2.43 1305
1883 287.3 397.3 1138 2.66 2188
1884 308.9 413.4 1024 2.90 2237
1885 343.3 413.7 1133 3.13 2112
1886 475.7 386.5 1197 3.25 2182
1887 425.1 280.7 2.45 367.3 355.5 1157 3.34 2184
1888 389.0 279.7 60.3 2.43 88 434.9 1113 3.47 2135
1889 465.1 292.9 403.3 1394 3.69 2111
1890 403.1 302.1 44.6 2.47 106 386.8 396.2 1390 3.74 2093
1891 466.4 306.1 47.1 2.37 110 385.3 1351 3.82 2125
1892 485.7 311.4 54.6 2.33 131 336.4 1459 4.25 1878
1893 399.5 321.9 63.3 2.66 133 340.5 344.8 1351 4.58 2095
1894 578.5 359.0 379.3 1354 4.98 2062
1895 528.6 351.4 81.4 3.89 110 371.1 1540 5.70 2326
1896 679.5 367.3 4.45 393.1 536.4 1347 5.93 2277
1897 634.6 381.3 5.12 87.4 380.1 565.7 1562 6.09 2257
1898 654.4 429.1 365.5 537.4 1505 5.71 2304
1899 682.7 445.3 360.2 591.3 1681 7.70 2340
1900 794.1 471.0 126.7 3.71 89.4 413.0 587.2 1968 8.62 2484
1901 806.6 506.4 425.3 574.4 1706 9.67 2623
1902 959.4 562.6 385.3 570.6 1847 10.76 2372
1903 1053 556.6 360.9 668.2 1659 9.94 2956
1904 1041 574.2 404.9 667.4 1908 11.82 3089
1905 854 611.7 195.2 4.86 100 419.0 729.1 1844 11.77 2984
1906 872 641.1 452.6 879.6 1790 15.05 3225
1907 1279 676.7 485.5 930.0 1872 14.36 3098
1908 1257 672.8 236.5 5.25 106.6 522.6 876.0 1847 14.60 3537
1909 1129 709.7 5.55 560.1 925.3 2243 20.39 3626
1910 1033 811.5 226.6 4.86 130.6 523.7 1019.8 2051 16.73 3698
1911 1882 801.5 252.1 5.35 131.4 606.7 1099.0 2011 19.84 3699
1912 1848 852.1 262.3 5.39 130.7 547.4 1066.6 1858 22.53 4262
1913 1235 934.7 325.0 125 606.3 1161.2 1981 25.89 4390

食品工業

 



404 

 

注 ：空欄は，不詳．*印生産物（粗糖消費，精製砂糖，原アルコール）の生産量は，財政年度（前年 9 月

‐当年 8 月）における生産量を示す． 

出所：[原油] 1860-1862: ナルホーズ（Нархоз СССР в 1958 г., стр.208）; 1863-1913: Nutter（1962, p. 411）. 

[石炭] 1860-1913:（Nutter, p. 412）. [銑鉄] 1860-1875: Кеппен（1880, стр. 24）; 1876-1884: Кулибин

（1888, стр. Ⅷ）; 1885-1913: Хромов（1950, стр. 452-454）. [鉄] 1860-1877: Кеппен（1880, стр. 24）; 

1878-1886: 資料集（Сборник, 1890, стр. XXXXIII）; 1887-1890: 資料集（Сборник, 1893, стр. LIII）; 

1891-1900: 資料集（Сборник, 1903, стр. XXII）; 1901-1905: 資料集（Сборник, 1908, стр. XXI]）; 

1906-1911: （Сборник, 1918, стр. XXI）. [粗鋼] 1860-1913: Nutter（1962, p. 411）. [レール] 1860-1895: 

Кеппен（1899, стр. 121）; 1896-1913: Nutter（1962, p. 413）. [銅] 1860-1913: Nutter（1962, p. 411）. 

[鉛] 1860-1913: Nutter（1962, p. 411）. [亜鉛] 1860-1913: Nutter（1962, p. 411）. [金] 1860-1913: Хромов

（1950, стр. 455）. [リン肥料] 1860-1913: Nutter（1962, p. 412）. [硫酸] 1860-1913: Nutter（1962, p. 412）. 

[ソーダ灰] 1860-1913: Nutter（1962, p. 412）. [白鉛] 1860-1913: Nutter（1962, p. 413）; ただし 1905

年および 1908 年については, 栖原の推計. 本文 8-4-3 [推計方法]（3.4.4）参照. [亜鉛華] 1860-1913:Nutter

（1962, p. 412）; ただし 1908年については，栖原の推計. 本文 8-4-3 [推計方法]（3.4.4）参照. [マッチ] 1888: 

Конъюнктурный институт（1926, стр. 19）; 1889-1890: 消費税課税対象生産統計  （Статистика 

призводств, 1900, стр. 615）; 1891-1900: 消費財課税対象生産統計（Статистика призводств, 1902, стр. 

446）; 1901-1905: 消費税課税対象生産統計（Статистика призводств, 1910, стр. 274）; 1906-1913: 消

費税課税対象生産統計（Статистика призводств, 1916, часть 2, стр. 41）. [セメント] 1890: 栖原の推計, 

本文 8-4-3 [推計方法]（1.5.1）参照; 1893-1913: Nutter（1962, p. 413）. [レンガ] 1890-1913: Nutter（1962, 

p. 413）. [窓ガラス] 1890: 栖原の推計, 本文 8-3-4 [推計方法]（1.5.3）参照; 1900-1912, Nutter（1962, p. 

413）. [綿花消費] 1860-1913:Nutter（1962, p. 414）. [毛糸] 1890:資料集成（Свод данных, 1893, стр. 360）; 

1893-1913: Nutter（1962, p. 415）. [粗糖消費] 1860-1913: Nutter（1962, p. 415）. [精製砂糖] 1887-1898: 

消費税課税対象生産統計（Статистика призводств, 1900, стр. 356-357, 393）; 1899-1908: 消費税課税対

象生産統計（Статистика призводств, 1910, стр. 158, 163）; 1909-1913: 消費税課税対象生産統計

（Статистика призводств, 1915, стр. 20,24）. [植物油] 1888-1913: Nutter（1962, p. 414）. [穀粉] 1887, 

1896: 資料集成（Свод данных, 1893, стр. VI-VII）; 1908: Динамика（Базаров и др., 1929b, стр. 

212-213）; 1888-1912: Nutter（1962, p. 414）. [スターチ･シロップ] 1888-1913: Nutter（1962, p. 415）. 

[原アルコール]  1860-1913: Nutter（1962, p. 414）. [ビール] 1887, 1890, 1893: 資料集成（1900, стр. 

XIII-IX）; 1896-1913: Nutter（1962, p. 415）. [塩] 1860-1913: Nutter（1962, p. 414）. [タバコ] 1860-1913: 

Nutter（1962, p. 415）. [マホルカ] 1893-1913: Nutter（1962, p. 415）. 
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第 9 章 国際比較―――結びに代えて 

 

9-1．はじめに 

われわれは，これまでの 8 つの章において，ひたすらソ連（ロシア）の工業生産力を正

確に測定することに努力を傾けてきた。その結果としてどうやらわれわれは，前章までの

推計で，ソ連（ロシア）工業について 1860 年から 1990 年までを連続して語ることができ

るようになった。本書の最終章である本章では，これまでの推計作業の結果得られた生産

指数を国際的な比較の中におき，ソ連（ロシア）工業の生産増加の規模やそのスピードを

他の主要国の工業発展とくらべてみることによって，1 世紀半にわたる同国の工業発展の軌

跡をたどり，その歩みを総括することとしよう。 

 

9-2．米国との比較 

 最初に，ソ連工業の生産実績を米国工業のそれと比較してみよう。まず米国と比較する

のは，かつて二つの超大国として第二次大戦後の世界に君臨した両国の工業面における実

績を比較するという意味がないわけではないが，もっと重要な意味として，われわれがこ

れまで行なってきた推計作業の妥当性を確認するという目的がある。後述するように，第

一次世界大戦前の最後の平時の年であった 1913 年については，世界の主要国の工業生産に

ついての比較を試みたいくつかの研究が存在する。それらの研究をよりどころとしたうえ

で，ソ連工業についてのわれわれの生産指数および米国工業についてのそれを考慮したと

きに，それが現在の両国（すでにソ連は存在しなくなってはいるが）の工業生産の規模と

整合的であるのだろうか。もしもそうであるなら，それによってわれわれの指数推計作業

の妥当性も確認されたことになろう。 

 ただしここで前もって述べておかなければならないのは，1913 年のロシア（ソ連）にお

ける工業生産の大きさを決定することの難しさである。以下に示すように，ロシアの米国

工業生産に対する大きさの推定も研究者によってまちまちで，とても確定的な大きさを示

すことはできない。その上に，たとえば「工業」の定義はさまざまであり，統一的な定義

で生産の大きさを測定することは困難である。すでに第 2 章で述べたように，特にソ連の

工業の定義は他の諸国にくらべると広い範囲を包括する。つまりソ連工業は，製造業のほ

かに，いわゆる鉱業とユーティリティ（電力，温熱），さらには規模は小さいが林業，漁業

を含んでいる。世界各国についてソ連流の定義による工業についての生産指数を知ること

はできないし，ソ連工業の中から製造業だけを取り出して生産指数を確定する準備はでき

ていない。したがって，われわれの調査もどうしても大雑把なものとならざるを得ない。

このほかにも，いうまでもないことであるが国による指数の計算方法やウェイト・システ

ムの違いなど多くの点で単純な比較を許さない問題点がある。したがってわれわれは，概

算として妥当な結果が出ることで満足しなければならないだろう。こうした点を念頭に置

きながら，まず 1913 年における比較に取り掛かろう。 

1913 年における世界の工業生産の大きさあるいは米ソ（米ロ）のそれの比較については

いくつかの研究が存在する。代表的なものは，国際連盟（League of Nations, 1945, 1983）

による調査であろう。この研究は，必ずしも世界主要国の工業生産の比較が直接的な目的
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ではなかったが268，その中にわれわれの出発点となるデータが示されている。すなわち同

書によれば，世界の主要国におけるさまざまな年の製造業生産の世界シェアは表 9-1 のよう

であったという。表にみられるように，1913 年前後には戦争の影響で国境線に大きな変化

があったために，同年については二つの数字が示されている。ロシアは，戦争と革命でバ

ルト海沿岸部やポーランドを失ったから，工業生産もかなり減少した。この表に従えば，

帝政ロシアは 1913 年において米国の製造業生産の 15.4％（5.5/35.8）であったが，ソ連領

でみると米の 12.3％（4.4/35.8）であるという。 

 

 

表 9-1 国際連盟による主要国の製造業生産の世界シェア（％） 

 米国 イギリス ドイツ フランス 日本 ロシア/ソ連 

1870 23.3 31.8 13.2 10.3 － 3.7 

1913 35.8 14.0 15.7 6.4 1.2 5.5 

1913* 35.8 14.1 14.3 7.0 1.2 4.4 

1926/29 42.2 9.4 11.6 6.6 2.5 4.3 

注 ：1913*は，第一次世界大戦後の国境線に基づく生産シェアを示す．ロシア/ソ連の場合には，ソ連の

テリトリーにおける生産を示す． 

出所：国際連盟（League of Nations, 1945, 1983, p. 13）． 

 

 

ジャスニーによると，ほぼソ連政府の公式な立場を示すと思われるソ連邦ゴスプラン経

済研究所による統計集 USSR and the Capitalist World（1934）では，1928 年におけるソ

連工業生産の米国工業生産に対する比率が 10.5％とされ，ベルリンの経済研究所の数字（お

そらく第 6 章で登場したヴァーゲンフューアによると思われる）に基づいて計算された旨

の記述があるという（Jasny, 1947, p. 307）。表 9-1 によれば，1926/29 年におけるその比

率は 10.2％（4.3/42.2）であるから，このベルリンの研究所と国際連盟はほぼ同じ値を示し

ているといえる。ただしジャスニーは，前者による数字は，労働者数，設置されている原

動機の馬力数，そして生産額に基づいて計算されていると注記しているから，国際連盟と

まったく同一のデータに基づく計算ではないと思われる。 

しかしジャスニーが示唆していたように（第 1 章参照），ソ連政府は社会主義経済体制成

立以後の生産の増大を強調するために，出発点となる 1913 年の生産を小さく示そうとして

いたと考えられるから，可能なかぎり小さめの数字を選んだということがあるかもしれな

い269。また国際連盟の推計は製造業の大きさの比較であるのに対して，ソ連における工業

の定義はもう少し広いから，同年のソ連工業生産の大きさをもう少し大きく見積もってよ

いかもしれない。実際のところ，国際連盟の 12.3％という数字はその他の推計にくらべる

とやや低めで，たとえばウォーレン・ナターはそれを 14.0％と見積もっている（Nutter, 1962, 

                                                   
268 同書は，国際連盟が戦後プログラムの一環として行なった通商および通商政策に関する研究シリーズ

の中の一冊で，比較的経済発展の遅れた諸国の工業化が先進諸国の貿易の発展に与える影響を調査するこ

とがテーマであった（League of Nations, 1945, 1983, p. 5）。 
269 このことと関係があるかどうかは不明であるが，デイヴィスによれば，ソ連統計当局（ツェエスウー）

によって最終的に承認された 1913 年におけるセンサス工業の生産額（1913 年価格）は，当初（1926 年）

の評価額よりも 5％だけ小さいもの（62 億 3620 万ルーブル）であった（Davies, 1978, p. 20）。 



407 

 

p. 27）。ナターの推計は工業についてのソ連式定義に基づく推計で，1914 年の米国ドル価

格に基づく 1913 年のソ連工業付加価値生産額を 17 億ドル，同年における米国工業付加価

値生産額を 121 億 8100 万ドルと計算したうえでの数字である。ただしナターのソ連工業付

加価値生産額の推定プロセスを見ると，彼の結果には多くの不確実性のあることがわかる。

たとえば彼は，1913 年のソ連工業付加価値生産額を 37 億 7400 万ルーブルと見積もってい

るが，これはアダム・カウフマン（"Small-Scale Industry in the Soviet Union,” NBER）

の研究による 1913 年のソ連工業総生産額（92 億 4500 万ルーブル）に，1928/29 年の総生

産額に対する付加価値生産額比率（0.4082）を掛けたものである（Nutter, 1962, p. 238）。

カウフマンの数字も決して確定的なものでないし，総生産額に対する付加価値額の比率は

1913 年とはかなり離れた年の比率を借用していることになる270。 

 

 

表 9-2 バイロックによる主要国の製造業生産の世界シェア（％） 

 米国 イギリス ドイツ フランス 日本 ロシア/ソ連 

1800 0.8 4.3 3.5 ４.2 3.5 5.6 

1860 7.2 19.9 4.9 7.9 2.6 7.0 

1880 14.7 22.9 8.5 7.8 2.4 7.6 

1913 32.0 13.6 14.8 6.1 2.7 8.2 

1928 39.3 9.9 11.6 6.6 2.5 5.3 

注：出所は，Bairoch（1982, pp. 296, 304）．なお，1800 年の最大シェアは中国で 33.3％．また 1913 年

を除いて，前後 3 年の平均値． 

 

 

以上のような，1913 年の対米比率で 12-14％程度というロシア工業生産規模の推定に対

して，はるかに大きな数字を推定している研究者もいる。たとえば著名な歴史経済統計の

研究者であったポール・バイロックは，1913 年の帝政ロシアにおける製造業生産の対米比

率をおよそ四分の一（25％）であるとしている（表 9-2 参照）。表 9-2 を表 9-1 と比較する

と明らかなように，バイロックの数値は 1913 年以前について，その当時に発展途上であっ

た日本やロシアのシェアを相対的に大きく，逆に先進国であった英国やドイツ，米国のシ

ェアを小さく表現している。おそらくこれは，バイロックの方法論に関係しているのだろ

う。すなわち彼は国際連盟などと違って，各国の生産指数を利用してその国の工業生産を

計算するという方法をとらず271，物量単位の代表的生産物の生産を加重平均するという方

法で全体の生産を計算していったのであり，その際には「モダン製造業」だけでなく「そ

                                                   
270 ナターによれば，1913 年のソ連工業付加価値生産額の 17 億ドルは，ルーブル評価 37 億 7400 万ルー

ブルを，45 品目の基礎的工業製品についてのソ連生産量ウェイトによるルーブル・ドル・レート（1 ドル

=2.22 ルーブル）でドル換算した金額である。このドル金額を使えば，1913 年におけるソ連の対米工業生

産額比率は本文にあるように 14.0％となる。一方 1913 年の米国工業付加価値生産額 121 億 8100 万ドル

を，同じ基礎的工業製品 45 品目についての米国生産量ウェイトによるルーブル・ドル・レート（1 ドル=2.93

ルーブル）でルーブル換算すると 357 億 2000 万ルーブルとなり，この場合にはソ連の対米工業生産額比

率は 10.6％，また上述の 14.0％との幾何平均は 12.2％となる（Nutter, 1962, pp. 238, 362, 379）。しかし

ナターは，本文にある通り 14.0％という数字を強調している（ibid., p. 27）。 
271 国際連盟の推計は，帝政期ロシアの製造業生産指数についてはいわゆるコンドラチェフ指数に従って

いるが（League of Nations, 1945, 1983, p. 152），すでに第 8 章でみたように，コンドラチェフ指数は主

としていわゆる工場工業，すなわち本文後述の「モダン製造業」における生産に基づいている。 
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の他の製造業」も考慮した（Bairoch, 1982, p. 311-316）。ここで「モダン製造業」とは，

1800-60 年においては綿工業（その他の若干の繊維鉱業）と製鉄工業，さらに 1880 年以降

にはそれに化学工業が加わるという。また「その他の製造業」とは，モダン製造業以外の

繊維・衣料工業，食品，木材・家具工業その他伝統的工業部門であり，ロシアについては

第 8 章におけるわれわれの指数推計で直接的に考慮されていなかったクスターリなどによ

る伝統的な手工業も，おそらくこの部門に属することになるだろう。 

しかしそれにしても，1913 年におけるロシアの工業生産が米国の四分の一というのは，

これまでに見た推計と大きく異なっている。また表 9-2 にみるように，1928 年になるとソ

連の工業生産シェアは急激に小さくなっている。この年については，バイロックは前述の

国際連盟推計などを参照し，それに自らの計算を加えたとしているが（Bairoch, 1982, p. 

318），表 9-2 にみられる 1913 年から 1928 年にかけてのシェア減少（生産減少）は，実際

の規模とくらべると大きすぎるように思われる（実際われわれの推計では，1913 年の指数

（ソ連領域）を 100 とすると 1928 年は 111 である）。そこで 9-2 表における 1928 年の米

国とソ連のシェアにわれわれの推計指数および米国 FRB の指数を適用して 1913 年の比率

を計算すると，同年のソ連の生産は米国の 19.0%という数字となって 10％台にまでシェア

が落ちることになる。 

これまで引用してきた資料よりも大雑把に見えるが，ユルゲン・クチンスキー（1969, 44

ページ）は，1913 年において米国工業生産は世界の 36％，ロシアは 6％を占めていたと述

べている。この数字の根拠は示されておらずクチンスキー自身の推計によるものと思われ

るが，この主張によれば当時のロシアの工業生産は米国の六分の一（16.7％）ということに

なる。また，この数字の場合のロシアは帝政ロシアを意味していると思われるので，1913

年のソ連の領土における工業生産としてはもう少し小さくなると考えられる。以上に引用

したように，1913 年におけるロシアの工業生産規模の対米国比は，10％台の小さい値から

20％近い値まで，広く散らばっている。念のためにこれまでふれてきた研究の値をもう一

度繰り返すと，次のようになる。国際連盟の調査によると，ソ連製造業生産の対米比率は

13.2％で，1930 年代のソ連政府の公式見解もそれに近いようである。またナターの緻密な

計算によれば対米生産比率は 14.0％（あるいは 12.2％）である。これに対して伝統的工業

部門も考慮したというバイロックの数字は 19.0％前後，またクチンスキーによれば六分の

一（16.7％）を少し下回るほどであるという。残念ながらわれわれはどの数値が適切である

か判断するには準備不足であるので，ここではかりに，同年におけるソ連工業生産の米国

「総工業（総工業とは，製造業，鉱業，ユーティリティの合計）」生産に対する比率が 10％

台の半ば，たとえば 15％と考え，そうだとするとわれわれが推計した指数が妥当性をもっ

ているかどうかを調べてみることとしよう。ただしこれまでの議論から，15％を少し下回

る可能性が若干高いことも考えに入れておいたほうがよいかもしれない。 

さて，こうして 1913 年におけるソ連の工業生産規模が米国の 15％であり，さらに 1990

年におけるソ連工業が，われわれの推計に従って 1913 年の 27.74 倍になったと仮定する。

他方米国工業については，最も信頼性が高いと考えられる連邦準備制度理事会ウェブサイ

ト（Board of Federal Reserve System, FRB, 2012）による「総工業」生産指数を使おう272。 

                                                   
272 ただし，FRB のウェブサイトによれば，「総工業」生産指数が得られるのは 1919 年以降である。した
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表 9-3 1990 年以降の米国と CIS の工業生産指数（1990 年指数=100） 

 
注：CIS の工業の定義は，オコンハ（ソ連式産業分類）による．米国の工業は，「総工業」（製造業，鉱業，

ユーティリティ）．出所は，『CIS 統計年鑑』（СНГ в 1997 г., стр. 29; 10 лет СНГ. 1991-2000, стр. 18; СНГ 

в 2006 г., стр. 28）および FRB ウェブサイト（FRB, 2012）． 

 

 

この指標によると，1990 年の米国工業生産は 1913 年の 14.21 倍の大きさとなった。した

がって，1990 年におけるソ連工業の生産規模は，米国の 29.1％となっているはずである。

その後ソ連は 1991 年末に崩壊し，15 の国に分裂した。崩壊後の（想定される）ソ連工業

生産の推移については，旧ソ連のうちバルト三国を除く旧ソ連 12 カ国で組織された独立国

家共同体（CIS）の工業生産指数で代表させ，それを使って 1990 年の数字を 2005 年まで

伸ばしてみよう。第 2 章 2-3-5 で述べたように，現在のロシアはオコンハと呼ばれたソ連式

の産業分類からオクヴェードと呼ばれる標準的な産業分類へと移行しており，CIS 諸国も

それにならっていると思われるが，少なくとも 2005 年までの CIS に関するオコンハによっ

て定義された工業生産指数は容易に入手することができる（表 9-3 参照）。表に示したよう

に，1991 年のソ連解体から CIS の工業生産は大幅に低下し，1996 年および 1998 年には

1990 年の 46％近くにまで下落した。その後生産は次第に回復し，2005 年にいたるまで順

調に伸びた。しかし 1990 年代の深刻な生産低下の影響で，2005 年にいたるも生産は 1990

年の 76.1％にすぎない。なおロシアの工業生産も CIS 全体とほぼ同様に推移しており，公

式統計によれば 2005 年現在の生産水準は 1990 年の 73.8％である。一方米国は，2000 年

代に入って足踏み状態となったが，それまでの 1990 年代における順調な生産増加のおかげ

で 2005 年には 1990 年の 53％増しとなった。このような事情で，米国と仮想ソ連の工業生

産が表 9-3 のように推移したとすれば，2005 年には仮想ソ連の工業の生産規模は，図 9-1

に示したように米国の 14.6％となっているはずである。出発点であった 1913 年には 15％

の比率であったとしたから，100 年近く経過してたってほぼ出発点に比率にもどったことに

なる。 

 

 

 

 

 

                                                                                                                                                     
がって，1913-1919 年については製造業生産指数で代用した。 

米国 CIS 米国 CIS 米国 CIS
1991 98.5 92.0 1996 120.4 46.1 2001 143.1 58.1
1992 101.2 75.4 1997 129.1 47.5 2002 143.4 60.4
1993 104.6 66.4 1998 136.6 46.6 2003 145.2 66.5
1994 110.1 51.1 1999 142.5 49.8 2004 148.5 72.4
1995 115.3 48.1 2000 148.2 54.8 2005 153.3 76.1
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図 9-1 想定されるソ連工業生産の対米比率（1913-2005 年，％） 1913 年比率＝15％の

ケース（1913-2005 年，％） 

 

出所：筆者の計算による．本文参照． 

 

 

図 9-1 のグラフは，上で述べたような想定に基づいて計算されたソ連工業生産の対米比率

の推移を示したものである。すなわちソ連工業生産は，1913 年の対米比 15％から第 1 次世

界大戦と革命，内戦の混乱とネップ期の回復を経て 1928 年に 10.6％となったのち，五か年

計画の開始とともに急速にその比率を高め，大恐慌による米国の停滞をしり目に 1938 年に

はピークの 38.4％となった。ところで本書第 6 章では，ソ連工業生産の米国との比率をい

くつか引用した。6-3-4 のジャスニーの推計を紹介した項で引用されたソ連の経済学者ヨッ

フェの算定では，1937 年におけるソ連工業生産の対米比率は 32.7％とされた。われわれの

推定では，同年の比率は 28.5％とそれよりもやや低いが，翌 1938 年にはその数字が 38.4％

に跳ねあがっている。これは 1938 年にソ連の生産が 6.7％増加したのに対して米国の生産

が 20％以上低下したための数字であるが，このような事情も考えあわせればヨッフェの推

定値もそれほど突飛な数字とはいえないだろう。しかしソ連工業は第 2 次世界大戦によっ

て大きな打撃をこうむり，米国の 11-12％に低下することになる。そのボトムは 1946 年で

あったが，その後ソ連工業は急速に復興し，1958 年には再び 30％を突破するに至る。第 6

章 6-3-5 で引用したように，1958 年に公刊されたシムキン=リーディの論文では，ソ連の当

時の工業生産は米国の 35-40％と述べられている。われわれの推計によれば，1956 年には

26.5％，1957 年には 28.3％であったその比率は，1958 年には 33.2％となってその後しば

らくは 30％台が維持される。1975 年には 1938 年のピークに近い 38.1％が記録されるが，

上のシムキン=リーディの推定値はソ連工業生産をやや過大評価しているとはいえ，実態と

大きくかけ離れた値ではない。しかし対米生産比率は逓減傾向をたどり，ソ連崩壊直前の
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1990 年には前述のとおり 29.3％と 30％を切った。その後の 1990 年代における対米比率激

減，2000 年代における若干の回復は上に述べたとおりである。 

 

表 9-4 2005 年における工業生産の米ソ比較（単位：10 億米ドル） 

ｱｾﾞﾙﾊﾞｲｼﾞｬﾝ 9.8    モルドヴァ 1.6    エストニア 7.1    

アルメニア 1.4    ロシア 457.0    ラトヴィア 5.8    

ベラルーシ 29.0    タジキスタン 1.4    リトアニア 14.1    

グルジア 1.1    ﾄﾙｸﾒﾆｽﾀﾝ 8.6    旧ソ連合計 642.6    

カザフスタン 39.5    ｳｽﾞﾍﾞｷｽﾀﾝ 9.8    米国 4735.4    

キルギス 1.2    ウクライナ 75.2    対米国比（％） 13.6    

注：アゼルバイジャンからウクライナまで（CIS 諸国）は，ソ連式の工業の定義による総生産額．エスト

ニアからリトアニアまで（バルト三国）と米国は製造業総生産額．CIS 諸国のドル表示工業生産額の出所

は，CIS 統計年鑑（Межгосударственный статистический комитет СНГ, 2007, стр. 27），バルト三国

の製造業生産額は，自国通貨表示の生産額に 2005 年平均対米ドル為替レートを掛けて算出．製造業生産額

の出所は，UNIDO（2010, pp. 325, 459, 471）．為替レートの出所は，EBRD（2009, pp. 129, 153, 157）．

米国製造業生産額の出所は，UNIDO（2010, p. 711）． 

 

 

さて，次に 2005 年における仮想ソ連，すなわち旧ソ連諸国の工業生産を実際に計算し，

米国のそれと比較してみよう（表 9-4 参照）。同年において，バルト三国を除く旧ソ連諸国

で組織されている CIS（独立国家共同体）に加盟している諸国273の米国ドル表示の工業（ソ

連式定義）生産額は，『2006 年版 CIS 統計年鑑』によって容易に知ることができる。それ

によると，同年の工業生産額はロシアが 4370 億ドル，また CIS12 か国合計で 6156 億ドル

である。またバルト三国の自国通貨による製造業生産額は，UNIDO（国連工業開発機構）

の年鑑から知ることができるので，これをドル換算した金額を CIS 諸国の金額に加える。

もちろんこの金額はソ連式定義による工業生産額よりも小さいが，ここではそれをわずか

であると考えて無視しよう。すると合計額は 6426 億ドルとなる。一方米国におけるソ連式

定義の工業生産額を知ることは難しい。しかしその製造業生産額であれば UNIDO の年鑑

から直ちに得られるので，一応の目安としてそれを仮想ソ連工業生産額を比較することと

する。その金額は 4 兆 7354 億ドルであるから，2005 年における仮想ソ連の工業生産額は

米国製造業生産額の 13.6％ということになる（表 9-4 参照）。 

 前述したとおり，予想された 2005 年における仮想ソ連の対米工業生産比率は 14.6％であ

ったから，実際の比率はほぼ予想された範囲に収まっているといえるだろう。ただし以上

の推定は粗雑な計算であるし，ここで実際の比率といっている 13.6％は米国製造業生産額

との比率であるから，米国の総工業生産額との比較ではその比率はさらに小さくなること

が考えられる。その一方で通貨単位の換算に使われた為替レートは現行の国際的取引によ

るレートであるので，購買力平価など別の換算方式によれば旧ソ連の生産比率はもう少し

大きくなるかもしれない274。また予想された比率の 14.6％は，1913 年におけるソ連工業生

                                                   
273 知られているように，グルジアは 2009 年に CIS を脱退したが，『CIS 統計年鑑』依然としてグルジア

の経済統計が記載されている。 
274 理論的に望ましいとされる比較の手続きは，脚注 270 で示したナターがとった方法である。すなわち

ソ連におけるルーブル表示の工業生産物総額と，同じ生産物をソ連の生産ウェイトによってドルで評価し
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産が米国の 15％という想定に基づく数字であった。もしもそれを 16％であったと想定する

と 2005 年における予想比率は 15.5％となり，さらに 17％と想定すると 16.5％となる。逆

にやや可能性が高いのではないかとも思われた 15％よりも小さいケースではどうだろうか。

たとえば 14％であったとしてみよう。この場合には偶然であろうが，上で計算した仮想ソ

連の 2005 年における実際の対米生産比率と同じ 13.6％となる。またかりに 1913 年の比率

が 13％，12％であるとすると，2005 年における比率はそれぞれ 12.6％，11.6％というこ

とになる。1913 年における米国とロシアの真の工業生産比率，あるいは 2005 年における

米国と仮想ソ連の真の工業生産比率は，せいぜいのところこれらの数値の範囲内にあるの

ではなかろうか。 

 次に，ソ連の工業生産について，われわれの指数に代えてソ連公式統計の指数を用いる

とどのようになるかみてみよう。われわれの指数では，1990 年のソ連工業生産は 1913 年

の 27.96 倍であったが，ソ連公式統計では 218.64 倍となる（巻末付表 3 参照）。もちろん

このソ連公式生産指数の値は過大なものであるが，もしも 1913 年にソ連工業の対米生産比

率が 15％であり，また実際に公式統計どおりにソ連工業生産が伸びたものとすると，2005

年における仮想ソ連の工業生産は米国のそれの 113.8％となっているはずである。やはりこ

の数字は，大きすぎてまったく問題にならないといえる。 

さらに，米国 CIA による生産指数をとりあげて同様の推計を試みよう。CIA の推計は，

たとえば本書第 7 章表 7-12 にみられるように 1950-90 年についてのものである。そこでわ

れわれの指数の 1950-90 年の部分について CIA の指数による成長率を適用し，それ以外の

部分はわれわれの指数による成長率とまったく同じであると想定しよう。かりに 1913 年の

対米比率を 15％とすると，CIA による 2005 年における仮想ソ連の工業生産の対米比率は

20.3％となる。われわれの比率である 14.6％とくらべるとかなり大きく，仮想ソ連工業の

生産をやや過大に評価しているように思われる。したがって，CIA による 1950-90 年につ

いてのソ連工業の成長率推計もやや過大評価といえるのではなかろうか。 

 

9-3．国際比較の中のソ連工業生産 

 前節では，米国の工業生産と比較することによってわれわれの推計の妥当性を検討し，

その結果われわれにとってまず満足すべき結論が得られた。次に，そのようなソ連工業の

生産実績を国際比較の枠組みの中におくと，その実績をどのように評価できるのだろうか。

以下では，ロシアおよびソ連の工業生産指数を，米国のほかに英，独，仏のヨーロッパ主

要国および日本と比較することによってその実績を評価する。これらの生産指数の出所や

工業の定義について最初に述べておこう。生産指数の多くは，ミッチェルの『国際歴史統

計』からとられた（Mitchell, 2007a; 2007b; 2007c）。例外は，1919 年以降の米国の生産指

数およびロシアあるいはソ連についてのすべての生産指数で，前者は米国連邦制度準備理

事会（Board of Governors of the Federal Reserve System, FRB）のウェブ・サイトによる

ものである。また後者はすべて本書に示した筆者の推計による。Mitchell（2007a; 2007b, 

                                                                                                                                                     
た場合の総額のルーブル・ドル比率と，米国におけるドル表示の工業生産物総額と，同じ生産物を米国の

生産ウェイトによってルーブルで評価した総額のルーブル・ドル比率の二つの比率の幾何平均（フィッシ

ャー指数）を使って両国の工業生産物を比較するという方法である。しかし，残念ながら現在のわれわれ

にはこの方法を使う用意ができていない。 
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2007c）などからあらためてオリジナルの出所を示すと，米国の生産指数は，1919 年まで

は製造業に関する Edwin Frickey（1888 年まで）および John W. Kendrick（1888-1919

年）の指数，それ以降は総工業（製造業，鉱業，ユーティリティ）に関する FRB による指

数である。ヨーロッパ諸国および日本の生産指数の多くは各国政府による公式指数である

が，それ以外のものとして，イギリスの生産指数のうち 1860-1949 年は，C. H. Feinstein

の指数，ドイツの生産指数の 1860-1913 年は，W. G. Hoffman の指数，フランスの生産指

数の 1860-1913 年は，F. Crouzet の指数である。Mitchell（2007b）にはヨーロッパ諸国の

工業の定義について明確に述べられていないようにみえるが，他国の生産指数につけられ

ている注釈（「以前は電力・ガスは含まれていなかった」など）から判断すると，製造業だ

けでなく鉱業およびユーティリティも含まれているようである。また 1930 年までの日本の

生産指数は，大川一司らによる不変価格製造業生産指数，それ以降は政府による公式統計

である。 

まず，時代をおって帝政ロシア期の比較から始めよう。表 9-5 および表 9-6 は，1860-1913

年におけるロシアを含む主要国の工業生産指数を比較したものである。本章では，注意書

きがないかぎり成長率は期間の最初の年と最後の年の指数からでなく，対数線形による回

帰から計算されている。これらの表によると，帝政ロシア最後の半世紀における工業生産

は世界的にみて非常に優秀な成績を収めているようにみえる。ロシアの年平均成長率は，

1860-1913 年においてここに示されている国々の中で最高の成長率（5.2％）であるから，

この期間における世界でもっとも高い成長率をもつ国の一つといえるだろう。またこの実

績評価は，人口 1 人当たりの生産という指標についてみても妥当する。1860-1913 年の時

期にロシアは 1.6％ほどの高い増加率で人口を増加させたが，それでも年率 3.6％程度の成

長率を確保し，他の主要国の実績をしのいでいる（表 9-6 における工業生産成長率と 1 人

当たり工業生産成長率の差が人口増加率になる）。またすでに第 8 章でみたように，とりわ

け 19 世紀末のロシア工業の躍進は確かに目覚ましいものであった。表 9-6 には示されてい

ないが，1885-1900 年というより短い時期に限ってみると，この時期のロシア工業の年平

均成長率は 6.8％であって，フランスの 1.9％，イギリスの 2.8％はもとより，米国の 3.9％，

ドイツの 4.5％，日本の 5.6％を大きくしのぐ好成績をあげていた。 

 確かに表 9-5 および表 9-6 に示された生産指数からは上のようにいえるのだが，本当にそ

ういい切ってよいかどうか，実は難しい。少なくともロシアに関する限り，ゴールドスミ

スも注意しているようにクスターリ工業などと呼ばれる手工業が広汎に存在しており，そ

れらの生産動向が生産指数の中に十分反映されているとはいえないからである。実際第 8

章で説明したとおり，ゴールドスミス指数と同様われわれの生産指数も，その推計の根拠

となった生産物はいわゆる工場工業に偏っており，工場工業の生産物よりも成長率が低か

ったと考えられる手工業による生産物を十分に考慮しているとはいい難い指数であった。

さらにまた，手工業生産の成長率についても，あるいはその工業全体に占める割合につい

ても，正確な数字が知られているわけではない。全体としてゴールドスミスは，小規模工

業を考慮した工業の 1860-1913 年における平均成長率を，彼の工場工業についての成長率

よりもわずかに低い 5％前後としているが（Goldsmith, 1961, p. 469），そこにいたる彼の

記述からすると平均成長率はもう少し低くてもよいように思われる。 
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表 9-5 1860-1913 年における主要国の工業生産指数（1913 年指数＝100） 

米国 イギリス ドイツ フランス 日本 ロシア
1860 8 32 13 39 9
1861 8 32 13 39 9
1862 8 32 13 37 5
1863 9 33 15 38 6
1864 9 35 15 41 7
1865 9 37 16 40 7
1866 11 39 17 40 9
1867 11 36 17 40 10
1868 12 36 18 44 9
1869 13 36 19 44 11
1870 13 40 19 40 10
1871 13 44 21 41 12
1872 16 45 24 46 12
1873 15 45 26 44 12
1874 15 46 27 47 19 13
1875 14 47 27 47 20 15
1876 14 48 28 48 20 14
1877 15 47 27 47 21 14
1878 16 47 28 47 22 17
1879 18 46 27 46 24 19
1880 21 50 26 49 25 19
1881 23 54 27 54 24 22
1882 25 56 27 55 25 21
1883 26 57 29 55 25 23
1884 24 54 30 53 26 21
1885 24 52 31 52 24 22
1886 29 51 31 53 28 24
1887 31 55 33 54 31 27
1888 32 58 35 56 32 24
1889 34 62 39 58 36 28
1890 37 63 40 57 36 27
1891 37 64 41 60 39 28
1892 40 61 42 64 41 30
1893 36 60 43 62 44 33
1894 35 64 45 63 47 38
1895 41 67 49 60 49 41
1896 38 71 50 64 51 47
1897 41 73 53 67 53 50
1898 46 77 56 69 57 52
1899 51 80 58 71 57 57
1900 52 80 61 68 57 59
1901 57 80 59 68 59 61
1902 66 82 60 66 57 63
1903 66 80 65 71 58 65
1904 63 81 68 67 57 67
1905 72 86 70 75 59 62
1906 77 89 73 76 66 65
1907 78 91 79 79 72 72
1908 63 84 78 78 71 73
1909 81 84 81 83 74 76
1910 84 86 86 81 80 78
1911 79 92 91 89 84 83
1912 95 94 97 102 91 91
1913 100 100 100 100 100 100  

注：米国は，製造業．ロシア以外の生産指数の出所は Mitchell（2007a, p. 367; 2007b, p. 323; 2007c, pp. 

458-460），ロシアは筆者の推計．なお，Mitchell（2000c）におけるロシアの指数は，第 8 章で紹介したゴ
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ールドスミスによる数字． 

 

 

表 9-6 1860-1913 年における主要国工業生産の成長率（％） 

 米国 イギリス ドイツ フランス 日本 ロシア 

工業生産       

1860-1913 4.8 2.1 3.7 1.6 4.1* 5.2 

1860-1885 4.8 2.4 3.6 1.5 2.7* 5.4 

1885-1913 4.6 2.1 4.1 2.0 4.1 5.2 

人口 1人当たり工業生産       

1860-1913 2.7 1.0 2.6 1.5 3.1* 3.6 

1860-1885 2.5 1.1 2.8 1.5 1.8* 3.7 

1885-1913 2.7 1.1 2.7 1.8 3.0 3.7 

注：筆者による計算．工業生産成長率は，対数線形回帰によって算出．日本の成長率は，1874 年からの生

産指数によって算定されている．人口は，年央における推定値．また計算のもととなる工業生産の出所は

表 9-5，人口は Mitchell（2007a, p. 60; 2007b, pp. 59, 61; 2007c, pp. 82-88 ）． 

 

 

前節で紹介したバイロックの推計は，こうした伝統的工業を考慮したと考えられるが，

その推計からは，表 9-7 のような成長率を導出することができる。この表によれば，ロシア

の平均成長率は 3％前後に落ちて，米国やドイツの後塵を拝することになる。しかしそれで

も，この時期における帝政ロシアの工業生産が世界平均を上回る実績を残したことだけは

間違いないといえるだろう。 

 

 

表 9-7 バイロックによる 1860-1913 年における主要国工業生産成長率（％） 

 米国 イギリス ドイツ フランス 日本 ロシア 世界 

1860-1913 5.6 2.0 4.7 2.2 2.8 3.0 2.7 

1860-1880 5.5 2.5 4.6 1.7 1.4 2.2 1.8 

1880-1913 5.8 1.7 5.0 2.5 3.7 3.5 3.3 

注：Bairoch（1982, p. 296）より計算した． 

 

 

次に，1913 年以降のソ連期について考えてみよう。第 5 章の議論で明らかなように，ソ

連工業の実績はその前半期と後半期で大きく様相を異にする。そこで，最初にソ連が五ヵ

年計画を開始した 1928 年から 1960 年までの時期の工業生産実績を他の主要国と比較して

みよう。その結果が，表 9-8 および表 9-9 に示されている。二つの表から明らかなように，

ソ連前半期における工業生産の躍進ぶりに疑いをさしはさむ余地はない。ソ連が崩壊して

以降，ソ連あるいは社会主義経済の成果のすべてが否定される傾向があるが，それは明ら

かに誤りである。二つの表にみるように，1928 年から 60 年までの 32 年間において主要国

中もっとも工業生産が伸びたのは，第 2 次世界大戦による大きな被害にもかかわらずソ連

であった。この 32 年間における平均年成長率は，表 9-9 にみるようにソ連の 6.3％に対し，

米国 5.1％，イギリス 2.8％，ドイツ 4.0％，フランス 2.1％，日本 4.5％である。また人口

一人当たりの成長という視点で見ても，年平均成長率はそれぞれ，5.9％，3.9％，2.4％，



416 

 

5.0％，1.9％，3.2％でソ連が一番高い（ドイツは相対的にみて戦争による人口減少が大き

く，人口一人当たりの生産では成長率が高くなる）。ソ連の平均成長率はこの尺度でも依然

としてもっとも高い。 

 

 

表 9-8 1928-60 年における主要国の工業生産指数（1928 年指数=100） 

 

注：ドイツの 1948-1960 年は，西ドイツの指数．出所は，米国については，FRB ホームページ，ロシア以

外のその他の諸国の生産指数は，Mitchell（2007a, p. 367; 2007c, pp. 459-462），ソ連は筆者の推計． 

 

米国 イギリス ドイツ フランス 日本 ソ連
1928 100 100 100 100 100 100
1929 111 97 100 111 109 112

1930 92 102 87 111 109 128
1931 76 98 71 95 106 148

1932 60 92 59 82 113 149
1933 70 91 66 89 127 152
1934 77 97 84 83 146 186
1935 89 107 96 79 160 231

1936 104 115 107 86 178 277

1937 114 125 118 90 211 309
1938 90 133 126 83 229 330
1939 111 129 133 237 353

1940 128 128 240 358
1941 162 132 244 355
1942 186 133 50 237 238
1943 226 149 44 258 253

1944 243 147 32 287 283
1945 207 41 102 271
1946 180 132 68 62 199
1947 202 139 80 76 238
1948 211 151 74 93 109 310
1949 199 160 106 101 142 387

1950 230 170 132 106 171 431
1951 250 175 155 120 240 518

1952 260 172 170 120 258 580
1953 282 182 182 122 313 613
1954 266 192 204 134 342 670
1955 300 202 238 150 364 731

1956 313 202 257 162 448 788

1957 317 206 268 176 531 853
1958 296 204 276 181 520 935
1959 332 214 299 183 622 991

1960 340 231 333 199 779 1033
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表 9-9 1928-1960 年における主要国工業生産の成長率（％） 

 米国 イギリス ドイツ フランス 日本 ロシア 

工業生産       

1928-1960 5.1 2.8 4.0 2.1 4.5 6.3 

1928-1940 2.2 2.9 4.1 -2.6 8.4 11.5 

1945-1960 4.1 3.5 10.9 8.4 16.0 10.8 

人口 1人当たり工業生産       

1928-1960 3.9 2.4 5.0 1.9 3.2 5.9 

1928-1940 1.5 2.5 2.5 -2.8 7.2 10.4 

1945-1960 2.7 3.1 9.8 6.2 15.5 9.6 

注：筆者による計算．工業生産成長率は，対数線形回帰によって算出．人口は，年央における推定値．ま

た計算のもととなる工業生産の出所は表 9-8，人口は，Mitchell（2007a, p. 60; 2007b, p. 64; 2007c, pp. 

86-89）． 

 

特に第 2 次大戦前の 1928-40 年に限ってみると，ソ連の工業生産は 3.5 倍となり，年平

均増加率は 11.5％となって他国を圧している。表の 6 カ国中，平均年率でソ連に次ぐのは，

日本の 8.4％であり，米・英・独はいずれも 2％台，フランスは‐1.9％である。この時期は，

1930 年代の大恐慌期を含んでいるから，いっそうソ連の躍進ぶりが強調されてみえるが，

そのようなソ連の高度成長は決してまぼろしではなかった。ただし，公式統計によればこ

の時期にソ連の工業生産は 5.8 倍となり，年成長率は 15.8％であったとされるが，もちろ

んこのような数字は妥当ではない。 

第 2 次世界大戦が各国の工業生産に与えた影響はさまざまである。表 9-8 にみるように，

米国製造業はむしろ戦争によって急激に生産を拡大した。1938 年に 151 であった生産指数

は，1943 年には 443 と急伸している。その後戦争の終結とともに生産は低下し，1946 年

には生産がこの時期のボトムとなったが，朝鮮戦争前後から再び急速に増大した。その他

の国は，戦争による生産設備の喪失という直接的な影響を受け，いずれも大きく生産を減

少させている。表 9-8 では統計の欠落があるので確定的なことはいえないが，戦争によって

もっとも大きな割合で生産を減らしたのは日本であろう。英国を除くその他の欧州諸国も，

生産をほぼ半減させている。ソ連の生産指数も，1940 年の生産指数が 353 であるのに対し

て 1946 年には 197 まで落ちている。 

第 2 次大戦直後の 15 年間すなわち 1945-60 年についてみると，ソ連工業の圧倒的な成長

率という戦争直前 12 年間の様相に若干変化が現れる。この時期の各国の平均成長率を計算

すると，ソ連が 10.8％に対し，米国 4.1％，イギリス 3.5％，ドイツ 10.9％，フランス 8.4％，

日本 16.0％である。ソ連工業の成長率は確かに高いが，ドイツのそれとほぼ同様であり，

高度成長が始まる日本にはかなりの差をつけられている。とはいえ，この 15 年間における

ドイツとソ連の年率 10％程度の成長は，もちろん戦後復興という側面があるとはいえ立派

な実績である。 

以上を要約すると，次のようにいえるだろう。すなわち第 1 次五か年計画開始後 32 年間

のソ連工業の生産実績は，途中に第 2 次世界大戦による生産低下という困難な時期があっ

たにもかかわらず，平均して年率 6.3％という非常に高い生産増加を記録した。おそらくこ

れは，30 年という長期間という期間を区切った工業生産増加の記録としてはそれまでの各

国の実績との比較においてもっとも高い部類に属する成長率であったといえるだろう。特
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にその前半にあたる第 2 次世界大戦前の 12 年間では，年率 11％程度という当時としては驚

異的な成長率を記録した。またこの時期の成長は，帝政時代の高度成長期すなわち

1885-1900 年の成長率をはるかにしのぐものであった。さらに第 2 次大戦後の 15 年間も，

日本の記録からすると見劣りがするとはいえ，ドイツなどと並ぶ非常に高い成長を示した。

このソ連経済の前半期は，その黄金時代と呼ぶにふさわしい実績を残したといえるだろう。 

 

 

表 9-10 1960-90 年における主要国の工業生産指数（1960 年指数=100） 

 

注：ドイツの 1960-89 年は，西ドイツの指数．出所は，基本的に表 9-8 に同じ．ただし Mitchell は，（2007a, 

pp. 368-369, 2007c, pp. 461-462）．. 

 

 

米国 イギリス ドイツ フランス 日本 ソ連
1960 100 100 100 100 100 100

1961 101 101 106 106 120 106
1962 109 102 110 112 129 112
1963 116 105 114 118 142 119
1964 124 114 125 126 164 126
1965 136 118 132 128 171 133
1966 148 119 133 136 192 140

1967 151 120 130 140 231 149
1968 159 126 142 145 266 156

1969 167 129 160 160 308 162
1970 161 131 170 171 350 170
1971 164 132 174 182 360 178
1972 179 134 181 192 385 186

1973 194 145 193 206 444 194

1974 193 143 190 211 429 201
1975 176 136 180 196 381 210
1976 190 140 194 213 423 216

1977 204 147 195 215 444 222
1978 216 151 201 220 471 226
1979 222 157 210 229 508 227
1980 217 146 209 232 529 230
1981 220 142 203 227 534 231
1982 208 144 197 227 534 233
1983 214 151 198 227 550 237

1984 233 151 203 232 603 240
1985 236 159 210 234 624 244
1986 238 162 215 234 624 251
1987 251 167 216 239 646 257
1988 263 174 224 248 709 259
1989 266 180 244 260 751 254

1990 268 180 257 265 783 246
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表 9-11 1960-90 年における主要国工業生産の成長率（％） 

 米国 イギリス ドイツ フランス 日本 ロシア 

工業生産       

1960-1990 3.0 1.7 2.7 3.1 6.2 3.1 

1960-1975 4.5 2.5 4.6 5.1 10.3 4.9 

1975-1990 2.3 1.6 1.6 1.4 4.3 1.2 

人口 1人当たり工業生産       

1960-1990 2.0 1.5 2.1 2.3 5.2 2.1 

1960-1975 3.3 2.0 3.8 4.2 9.1 3.8 

1975-1990 1.4 1.5 0.6 0.8 3.6 0.4 

注：データの出所，計算方法などは表 9-9 と同じ．ただし工業生産データは表 9-10 による． 

 

 

しかし，ソ連経済の黄金時代は短かった。すなわち，1960 年から後の 30 年間に様相は

大きく変わった。表 9-11 に示されているように，この 30 年間のソ連工業生産の年平均成

長率は3.1％，人口1人当たり生産では2.1％にすぎず，ソ連前半期32年間のそれぞれ6.3％，

5.9％という実績からは大幅に低下したことになる。実際，表 9-10 の 1990 年の各国の指数

をみれば明らかなように，この期間におけるソ連工業の生産増大は他国との比較の上でも

決して良い成績とはいえない。ここに掲げた 6 カ国の中では，確かにイギリスを除く欧米 4

カ国とはほぼ同一の平均成長率であるが，この期間を 15 年ずつ前半と後半に区分すると，

ソ連工業の低迷が一層はっきりする。すなわち 1960-75 年の期間においては西側先進諸国

とほぼ同様の成長率を収めたソ連は，1975-90 年の時期になるとライヴァル諸国の中で最低

の成績となって，イギリスの実績をも下回るようになる。この時期は第 1 次石油ショック

（1973 年），第 2 次石油ショック（1979 年）を経て西側先進諸国がスタグフレーションに

苦しんだ時期であり，石油輸出国であったソ連にとって経済的に追い風が吹いた時期であ

ったと思われるが，実際には西側諸国にも及ばぬ成果しかあげることができなかった。す

ぐ下でマディソンの数字を引用して述べるように，1960 年前後の日本とソ連は一人当たり

GDP でほぼ同じ水準にあったと思われる。日本はその後成功裏に経済成長を遂げて米英独

仏などの欧米諸国と生産や所得で肩を並べる先進国となった。日本が先進国に追いついた

その時期に，ソ連は経済的に失速して先進国となることに失敗したわけである。われわれ

は現在のところこうした工業生産における急激な低下の原因を分析するための十分な準備

はできていないが，このような工業生産の低迷が 1991 年におけるソ連解体に大きな影響を

与えたことは間違いないところである。ただし工業生産の急降下ということであれば，ソ

連末期のそれよりはソ連解体後 10年におよぶ旧ソ連諸国の工業生産の低下の規模はソ連期

とは比較にならないくらい大きかった（図 9-1 参照）。その主たる原因は市場経済への転換

期における混乱であったといえようが，特に社会主義時代において人為的に構築された生

産構造があまりに実際の需要構造と乖離していたこともその重要な一因としてあげられる

だろう。 

 

9-4．おわりに 

 さて，われわれは現在まで 1 世紀半にわたるソ連（ロシア）の工業生産の歩みをたどっ

てきた。それは確かに一つの壮大な興隆と停滞の物語であった。そこでわれわれは，当然
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のことながらそのような興隆と停滞の原因を知りたいと思うのだが，残念ながら少なくと

も筆者にはまだその準備が十分に整ってはいない。確かにわれわれは，ソ連工業が生み出

してきた実質生産の推移を表す指数系列を手に入れた。しかし，このようなアウトプット

の大きな変化あるいはソ連工業の動態的効率性変化の原因を究明するために不可欠なデー

タ，たとえば生産の増大と低迷を生み出した生産環境や要素投入をめぐる数量データにつ

いては，きわめて不確実かつ不十分な情報しかもっていない。たとえば労働投入の問題を

考えてみよう。もちろんわれわれは，ソ連時代の公式統計から工業生産に従事した労働者

についてある程度の情報を得ることはできよう。しかしこれは，たとえばわれわれが本書

第 4 章で工業各部門の付加価値生産シェアを明らかにしようとしたときに経験したことだ

が，とりわけ第 2 次大戦前の労働についてはデータの欠如が著しかった。すでにみたとお

り，工業各部門別の労働者数という単純な問題さえも自信をもって示すことができなかっ

た。これは当時の統計がいわゆる社会主義的大規模工業に偏っており，小規模企業あるい

は協同組合企業や私営企業についての情報が乏しくある場合にはまったく欠けていたから

にほかならない。さらに賃金の大きさについても，少ない情報から確実性に欠ける推測を

交えて導き出さざるを得なかった。これらの問題は第 2 次大戦後になればだいぶ改善され

たといえるかもしれない。しかし，労働投入の効率性の測定のために不可欠なマン=アワー

で測定された労働投入の大きさについて，戦前はもとより戦後についても良質なデータの

入手はきわめて難しい。たとえば 1950 年代には労働時間短縮の動きがあったことは知られ

ているし（Weitzman, 1970, p. 687），1960 年代半ば以降に出版されたナルホーズには，そ

の年における工業などの経済諸部門における一週間の標準的労働時間の規定が示されてい

る。しかし，こうした数字がどの程度実際の労働投入を反映したものであるのかはよくわ

かっていない。 

 労働と並んで重要な生産要素である固定資本についても，われわれはいわゆる公式統計

で満足することはできない。われわれが本書で明らかにしたように，多くの工業生産に実

質と名目の乖離が生じていたことからすれば，固定資本統計にも当然のことながらインフ

レーションが隠されていることになる。つまりわれわれは，公式統計が示す水ぶくれした

固定資本の大きさをそのまま受け入れるわけにはいかないのである。実際のところ筆者は，

やはり第 4 章で付加価値生産の部門別シェアを推計するときに，固定資本についての公式

統計をそのまま利用した。その時には，自分が利用するのは固定資本量の絶対的な大きさ

についてのデータでなく部門ごとのシェアであるから，たとえインフレーションがあった

としてもこれを利用することが可能であろうというエクスキューズをひそかに用意しなが

ら作業を進めた。このように考えれば，ソ連工業の変動の原因究明のためにさらに多くの

準備作業が必要であると認識せざるを得ない。これは，筆者に与えられた次の大きな研究

課題である。 

 以上のように，ソ連経済についての定量的な分析をさらに進めようとすれば統計データ

の整備という重大な問題を解決しなければならない。しかし，本書においてこれまでソ連

工業を調査してきた筆者にとっていわば直感的に明らかであろうと思われることがある。

かつてガーシェンクロンは，帝政ロシアの数世紀にわたる経済発展を特徴づけて次のよう

に述べた。 
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……その結果，ロシアの経済発展は幾度かの重要な転機において，ある特有の一連の事

態の進行という形をとった。（1）基本は，軍事的利益によって動かされた政府がロシア

の経済進歩を推進する主たる機関の役割を引き受けたという事実であった。（2）かくし

て経済発展が軍事的緊張性の関数になったという事実は，経済発展の方向に独特な痙攣

的性格をもたらした。すなわち，軍事的必要性が切迫しているときにはいつでも発展が

急速に進行し，軍事的圧力が緩和したときにはそれが沈静化したのである。（3）この間

歇的な経済進歩という様式は，経済活動の顕著な高まりが必要とされたときにはいつで

も，きわめて膨大な負担が，たまたまその生涯を発展が強められた時期と同じくする世

代の肩にのしかかることを意味していた。……（ガーシェンクロン, 2005, 14 ページ; 

Gerschenkron, 1976, p. 17. 訳文をわずかに変更） 

 

これは上述のとおり帝政ロシアの経済についてのガーシェンクロンの一般化であるが，

筆者にはソ連期についてもあてはまるように思われる。たとえば第 2 次大戦前のソ連工業

の快進撃は，このパターンに従っていると解釈できるだろう。当時のソ連の急速な工業化

の背景には，来るべき独ソ戦への準備という側面があったからである。過酷なスターリン

体制を支えたものの一つに，そのような国民の危機意識があったと想像されるし，その意

識は大戦後 1960 年前後に至るソ連工業の発展にも関連していたのではないかと思われる。

他方その後の生産の停滞については，国民と政府における軍事的な危機意識の希薄化が関

係しているのは間違いないことであろう。ガーシェンクロンは上の引用に続けて，「まさし

く政府の多大な厳しい要求のために，おそらく急速な発展の時期は長きにわたる停滞へと

道を譲ることになった」と述べている。第 1 章 1-3-5 で述べたように，本来的に人間を生産

拡大に導く強力なインセンティヴを備えていないと考えられる社会主義経済において，軍

事的危機意識のような経済外的刺激要因の欠如は生産に対して大きなマイナス要因として

働くだろう。つまり社会主義体制となったことによって，ガーシェンクロンが指摘したロ

シアの特徴は一層強まったのではないかと思われるのである。 

ロシア（ソ連）の工業発展の歩みは，日本のそれと類似点が多い。両国の工業化が本格

化する 19 世紀後半においては，生産力の点でややロシアが勝っていたと思われるが，その

後の両国の発展の軌跡にそれほど大きな差はない。マディソンによれば，1870 年における

帝政ロシアの一人当たり GDP は 943 ドル（1990 年国際 Geary-Khamis ドル）であったの

に対して同年における日本のそれは 737 ドルであり，1913 年ではそれぞれ 1488 ドル，1387

ドルとなった。その後両国の一人当たり GDP は，互いの政治的・軍事的状況の混乱などに

よって抜きつ抜かれつを繰り返し，結局 1960 年にはソ連が 3945 ドル，日本が 3986 ドル

と，ほぼ等しくなる（Maddison, 2003, pp. 100-101, 180-184）。このような GDP の推移は，

われわれの工業生産指数の比較からもうかがえるところである。しかし，両国の経済発展

の軌跡が重なるのはまさにここまでであった。その後の日本工業の順調な発展とソ連工業

の停滞は，鮮やかな対照をなしている。特に 1970，80 年代は，ソ連体制の西側に対する遅

れがソ連国民の目にも次第に明らかになっていった時代であった。特に人権の尊重，市民

的自由の確保など，政治的・社会的側面におけるソ連体制の劣位からすると，体制の正統

性を維持するうえで経済の進歩は極めて大きな役割を担わなければならなかった。この点

を考えれば，経済の不振はソ連国民の自国の体制に対する不信の念を強める決定的な要因
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となっていったのであろう。国民の経済的要求にこたえられなくなったシステムは，国民

の支持を失った。本書が明らかにしたソ連（ロシア）工業の軌跡は，社会主義経済体制と

なっていっそう強まったロシア経済の歴史的特性をあらわしているように思われる。 
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付表 
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付表 1 ソ連工業生産物生産量 

 

以下の表の数値で，空欄は不詳，アンダーラインのある数値は，筆者による推計を意味

する。推計方法は表末に示した。 

 

 

 

電力生産 燃料工業主要品目生産 製鉄工業主要品目生産
A.1 B.1 B.2 B.3 B.4 B.5 B.6 C.1 C.2 C.3

電力 原油(ｶﾞｽｺ
ﾝﾃﾞﾝｾｰﾄを

含む)

天然ガス
(随伴ガス
を含む)

　石炭   褐炭 オイル・
シェール

オイル・
シェール

(基準燃料
換算)

泥炭 銑鉄 粗鋼 圧延鋼材

単位 100万kwh 1000㌧ 10億m3 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧ 100万㌧ 100万㌧ 1000㌧ 100万㌧ 100万㌧

1913 2039 10281 0 27987 1166 0 1.7 4216 4.310 3.509
1914 9176 30750 1150 1.9 4137 4.466 3.648
1915 9442 30040 1400 1.7 3764 4.120 3.266
1916 2575 9970 32480 1990 1.6 3804 4.276 3.377
1917 8800 28960 2350 1.4 2964 3.080 2.446
1918 4146 11550 1550 1.1 596.9 0.402 0.357
1919 4448 7740 1710 4.5 1.2 116.5 0.199 0.179
1920 500 3851 6730 2020 29.8 1.4 115.8 0.194 0.147
1921 520 3781 7500 2020 19.0 2.0 117.3 0.220 0.165
1922 775 4658 0.022 9318 2006 17.3 2.2 179.9 0.318 0.259
1923 1146 5277 0.025 10524 2176 29.8 2.4 313.8 0.615 0.474
1924 1562 6064 0.028 14584 1744 11.7 2.9 669.6 0.993 0.690
1925 2925 7061 0.140 14903 1617 1.1 2.7 1390 1.868 1.390
1926 3508 8318 0.228 23353 2417 1.9 3.6 2203 2.911 2.259
1927 4205 10285 0.271 29452 2823 9.4 4.9 2961 3.592 2.762

1928 5007 11625 0.304 32453 3057 0.6 5.3 3282 4.251 3.433
1929 6224 13684 0.331 36589 3478 9.4 6.9 4021 4.854 3.930
1930 8368 18451 0.520 43289 4491 27.2 8.1 4964 5.761 4.561
1931 10686 22392 0.847 50741 6011 150 12.4 4871 5.620 4.287

1932 13540 21414 1.049 57471 6889 318 13.5 6161 5.927 4.428
1933 16357 21489 1.066 67467 8866 174 13.9 7110 6.889 5.065
1934 21011 24218 1.533 82777 11383 206 18.3 10428 9.693 7.034
1935 26288 25218 1.791 95336 14298 417 18.5 12489 12.588 9.446
1936 32837 27427 2.053 109257 17569 468 22.5 14400 16.400 12.454

1937 36173 28501 2.179 109878 18090 515 24.0 14487 17.730 12.967
1938 39366 30186 2.200 114728 18535 562 26.5 14652 18.057 13.258
1939 43203 30259 2.200 124957 21251 29.9 14520 17.564 12.729

1940 48309 31121 3.219 139974 25949 1683 0.6 33.2 14902 18.317 13.113
1941 46698 33038 3.555 124418 27010 2183 0.7 27.4 13816 17.898 12.588
1942 29068 21988 2.071 48951 26585 437 0.14 14.7 4779 8.070 5.415
1943 32288 17984 1.847 54767 38374 468 0.15 21.3 5591 8.475 5.675
1944 39214 18261 2.422 76283 45187 530 0.17 23.0 7296 10.887 7.278

1945 43257 19436 3.278 99428 49905 1387 0.4 22.4 8803 12.252 8.485
1946 48571 21746 3.902 114295 49768 2427 0.7 27.3 9862 13.346 9.578
1947 56491 26022 4.590 132249 51000 30.6 11223 14.534 11.057
1948 66341 29249 5.070 150012 58230 34.4 13742 18.639 14.219
1949 78257 33444 5.240 169100 66407 36.0 16389 23.291 18.002

1950 91226 37878 5.761 185225 75864 4716 1.3 36.0 19175 27.329 20.888
1951 104022 42253 6.222 202464 79464 5233 1.6 39.8 21909 31.350 24.029
1952 119116 47311 6.346 215009 85866 5887 1.8 37.2 25071 34.492 26.808
1953 134325 52777 6.780 224315 96107 6868 2.1 38.6 27415 38.128 29.393
1954 150695 59281 7.484 243681 103428 7849 2.4 45.0 29972 41.434 32.066
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電力生産 燃料工業主要品目生産 製鉄工業主要品目生産
A.1 B.1 B.2 B.3 B.4 B.5 B.6 C.1 C.2 C.3

電力 原油(ｶﾞｽｺ
ﾝﾃﾞﾝｾｰﾄを

含む)

天然ガス
(随伴ガス
を含む)

　石炭   褐炭 オイル・
シェール

オイル・
シェール

(基準燃料
換算)

泥炭 銑鉄 粗鋼 圧延鋼材

単位 100万kwh 1000㌧ 10億m3 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧ 100万㌧ 100万㌧ 1000㌧ 100万㌧ 100万㌧

1955 170225 70793 8.981 276615 114644 10793 3.3 50.8 33310 45.271 35.339
1956 191653 83806 12.070 304002 125172 11600 3.5 44.3 35754 48.698 37.833
1957 209688 98346 18.580 328502 134968 12400 3.7 54.9 37040 51.176 40.211
1958 235350 113216 28.080 353030 143082 13200 4.5 52.8 39600 54.871 43.117
1959 265112 129557 37.230 365220 141386 13700 4.6 60.5 42972 59.971 47.050

1960 292274 147859 45.303 374925 138261 14296 4.8 53.6 46757 65.293 50.957
1961 327611 166068 58.981 377019 133516 15487 5.2 51.6 50893 70.755 55.285
1962 369275 186244 73.525 386432 130976 17274 5.8 34.7 55265 76.307 59.349
1963 412418 206069 89.832 395132 136590 19359 6.5 58.5 58691 80.231 62.500
1964 458902 223603 108.566 408870 145127 21146 7.1 59.5 62377 85.038 66.700

1965 506672 242888 127.666 427881 149850 21259 7.4 45.8 66184 91.021 70.914
1966 544566 265125 142.666 439195 146434 21546 7.5 65.4 70264 96.907 76.700
1967 587699 288068 157.455 451422 143815 21546 7.5 60.2 74812 102.224 81.700
1968 638661 309150 169.101 455881 138299 21834 7.6 49.1 78788 106.537 85.300
1969 689050 328373 181.121 467316 140486 22983 8.0 44.8 81634 110.330 87.500

1970 740926 353039 197.945 476406 147708 24319 8.8 57.4 85933 115.889 92.501
1971 800360 377075 212.398 487539 153342 26253 9.5 54.3 89256 120.660 95.900
1972 857435 400440 221.386 499469 155719 27359 9.9 61.2 92327 125.589 99.500
1973 914653 429037 236.326 510621 156960 29293 10.6 58.5 95933 131.481 104.200
1974 975754 458948 260.553 523867 160641 31228 11.3 39.8 99868 136.230 109.000

1975 1038607 490801 289.268 537654 163633 34500 10.8 53.8 102968 141.344 115.048
1976 1111420 519677 320.953 548018 163504 35139 11.0 32.7 105374 144.825 118.198
1977 1150074 545799 346.003 555100 167025 36417 11.4 41.2 107368 146.678 118.308
1978 1201896 571531 372.194 557140 166484 37056 11.6 27.4 110702 151.453 121.768
1979 1238196 585571 406.597 553960 164704 37694 11.8 39.9 108998 149.099 119.145

1980 1293878 603207 435.217 552954 163417 37389 11.9 21.6 107283 147.941 118.285
1981 1326031 608820 465.262 544213 159831 36761 11.7 37.2 107766 148.445 118.160
1982 1367100 612600 500.7 555400 162700 35190 11.2 24.8 106723 147.165 117.143
1983 1418100 616300 535.7 557800 158300 32990 10.5 25.7 110453 152.514 121.857
1984 1492075 612700 587.4 556500 155800 32990 10.5 17.5 110893 154.238 122.883

1985 1544000 595000 643 569000 157000 32076 10.2 16.0 110000 154.668 128.366
1986 1599000 615000 686 588000 163000 30099 9.6 19.5 114000 160.550 133.501
1987 1665000 624000 727 595000 165000 30081 9.6 11.4 114000 161.887 134.399
1988 1705000 624000 770 599000 172000 27888 8.9 17.5 115000 163.037 135.594
1989 1722000 607000 796 577000 164000 27888 8.9 16.8 114000 160.096 133.369

1990 1726000 571000 815 543000 160000 26948 8.6 11.2 110000 154.436 128.322
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非鉄金属工業主要品目生産 化学工業主要品目生産
C.3.1 C.4 C.5 C.6 C.7 D.1 D.2 D.3 E.1+2+3 E.1

　圧延鋼
材：完成

品

鋼管 鉄鉱石 マンガン
鉱石

コークス 銅 鉛 亜鉛 鉱物肥料 窒素肥料 窒素肥料
(100%栄養
物質換算)

単位 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧

1913 3372 77.7 9214 1245 4443 31.1 1.52 2.95 89.0 13.8
1914 87.3 7660 910 4600 1.08 2.41
1915 68.2 5940 540 4200 0.85 2.04
1916 77.8 7250 470 4400 1.46 2.02
1917 2289 56.3 5330 390 6400 0.11
1918 8.2 590 130 0.09
1919 4.1 90 70 0.19
1920 170 130 0.35 0.05
1921 154 140 10 0.39 0.20
1922 10.5 190 60 200 1.08 0.34 0.19
1923 27.8 410 220 300 2.62 0.31 0.19
1924 49.1 940 430 600 5.09 0.69 0.52
1925 75.3 2220 680 1400 14.3 1.02 1.49
1926 113 3430 1030 2800 20.4 1.34 1.89
1927 132 4810 840 3400 27.0 1.52 2.27

1928 3213 171 6133 702 4176 30.0 2.34 2.25 135.4 11.2
1929 189 7997 1409 4992 35.5 5.49 3.01 208.2 16.6
1930 233 10663 1385 6205 44.5 8.63 4.33 503.6 19.4
1931 284 10591 884 6756 44.3 15.5 8.95 701.0 27.5

1932 4060 310 12086 832 8421 45.0 18.7 13.7 920.8 55.6
1933 348 14455 1021 10225 44.3 13.7 16.6 1033.7 110.9
1934 470 21509 1821 14222 53.3 27.2 27.2 1398.2 226.0
1935 639 26845 2385 16749 76.0 36.4 46.5 2322.8 374.5
1936 589 27834 3000 19874 100.8 48.7 63.3 2839.0 552.8

1937 11108 923 27770 2752 20028 97.5 62.3 76.5 3240.0 761.6
1938 909 26585 2273 19625 103.2 77.8 83.1 3413.3 828.2
1939 917 26921 2252 20159 123 85.1 91 3562.2 958.9

1940 11380 966 29866 2557 21102 138.5 91.9 92.3 3237.7 971.8 199
1941 10915 780 24687 2306 18483 185.4 100.3 100.1 2674.4
1942 4780 281 9763 767 6903 117.9 77.0 53.5 364.4
1943 5044 370 9320 901 8220 129.8 48.5 37.6 539.3
1944 6391 482 11663 1005 11495 139.9 44.9 51 775.6

1945 7359 571 15864 1470 13649 136 43.3 48.5 1121.2 746.8
1946 8263 796 29327 1730 15396 143 51.5 52.4 1711.4 896.4
1947 950 23340 2039 17535 156 64.9 60.8 2357.8 1126.3
1948 1324 27985 2261 20894 187 66.2 82.6 3471.0 1356.2
1949 1728 32570 2896 24339 224 83.4 102.5 4589.3 1689.7

1950 17973 2001 39651 3377 27728 247 103.5 119.9 5492.4 1913.0 392
1951 2286 44926 4118 30692 282 129.3 137.9 5930.8 2084.7
1952 2616 52583 4403 33733 324 151.3 171.0 6401.3 2243.0
1953 3026 59650 4641 36908 321 184.6 193.2 6977.4 2365.2
1954 3339 64346 4589 40320 337 208.6 206.7 8080.2 2668.9
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非鉄金属工業主要品目生産 化学工業主要品目生産
C.3.1 C.4 C.5 C.6 C.7 D.1 D.2 D.3 E.1+2+3 E.1

　圧延鋼
材：完成

品

鋼管 鉄鉱石 マンガン
鉱石

コークス 銅 鉛 亜鉛 鉱物肥料 窒素肥料 窒素肥料
(100%栄養
物質換算)

単位 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧

1955 30556 3549 71862 4743 43593 377 238.0 239.8 9665.7 3009.7 697.5
1956 3851 78079 4938 46600 3455.7
1957 4198 84339 5148 48634 3769.7
1958 36573 4623 88816 5366 50894 4124.2 845
1959 39984 5216 94015 5516 53400 4408.3

1960 43679 5805 105857 5872 56233 4892.3 1003
1961 47441 6357 117633 5972 5664.2 1209
1962 51402 6878 128111 6402 60900 6904.7 1415
1963 54135 7521 137502 6663 63900 8574.6 1759
1964 57437 8124 145856 7096 66300 10222 2099

1965 61650 9014 153432 7576 67462 13217 2712
1966 66139 9905 160271 7706 68493 15534 3188
1967 70621 10582 168246 7175 69897 18305 3753
1968 74073 11215 176616 6564 71505 20375 4177
1969 76272 11551 186134 6551 21979 4509

1970 80645 12434 197135 6841 75400 26442 5423
1971 84124 13356 203008 7318 78300 29530 6055
1972 87470 13829 208127 7819 79800 31945 6551
1973 91462 14369 216104 8245 81400 35310 7241
1974 94295 14961 224831 8155 82600 38308 7856

1975 98686 15967 234698 8459 41628 8535
1976 101442 16806 241108 8636 41970 8609
1977 102141 17021 241891 8595 44450 9114
1978 105433 17553 246251 9057 45356 9299
1979 103245 18185 241738 10244 44634 9151

1980 102909 18169 244713 9750 49944 10241
1981 102969 18268 242417 9150 52213 10705
1982 102306 17944 244411 9821 56544 11593
1983 106443 18732 245200 9876 63475 13014
1984 107299 18883 247104 10089 65007 13328

1985 108274 19400 248000 9900 69372 14223
1986 111996 19800 250000 9300 74137 15200
1987 114081 20300 251000 9400 76576 15700
1988 115958 20800 250000 9100 77064 15800
1989 115550 20600 241000 9100 70235 14400

1990 111826 19500 236000 8500 64382 13200
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E.2 E.2.1 E.2.2 E.3 E.4 E.5 E.6
リン肥料
(リン肥粉
を含む)

リン肥料
(リン肥粉
を含む)

(100%栄養
物質換算)

リン肥料 リン肥料
(100%栄養
物質換算)

リン肥粉 リン肥粉
(100%栄養
物質換算)

カリ肥料 カリ肥料
(100%栄養
物質換算)

硫酸 ソーダ灰
(炭酸ナト
リウム)

　ソータ灰
（Nutter,
1962, p.

423)

苛性ソー
ダ

　苛性ソー
ダ（Nutter,
1962, p.

423)

単位 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧

1913 75.2 67.3 7.9 0 145 160 160 55.1 55.1
1914 156.8
1915 127
1916 136 50.2
1917 102 40.7
1918 18.9 7.9
1919 17 4 1.7
1920 7.8
1921 11 9.9 3.2
1922 30.7 15
1923 4.9 45 54.8 20.1
1924 4.2 89 78.1 26.2
1925 6.1 100 98.1 35.7
1926 6.5 145 120.6 43.6
1927 9.3 176 164.6 51.4

1928 124.2 111.5 12.7 0 211 206 217.3 53.9 58.6
1929 191.6 145.1 46.5 0 265 226 238.7 60 65.4
1930 484.2 302.9 181.3 0 396 249 263.1 66 71.5
1931 673.5 361.4 312.1 0 464 262 275.8 72 78

1932 863.3 478.7 384.6 1.9 552 273 287.8 74 80.8
1933 877.0 545.0 332.0 45.8 627 313 329.7 93 101.4
1934 976.2 691.9 284.3 196.0 782 378 398 96 104.3
1935 1656.7 1125.8 530.9 291.6 994 401 422.1 116 125.9
1936 1879.6 1256.6 623.0 406.6 1197 478 503.4 118 128.2

1937 2122.6 1472.7 649.9 355.8 1369 502 528.2 151 163.7
1938 2227.2 1595.7 631.5 357.9 1544 516 542.7 163 176.6
1939 2220.1 1637.9 582.2 383.2 1625 536 564.7 163 177.5

1940 1733.6 326 1351.9 253 381.7 73 532.3 221 1587 509 536.1 175 190.4
1941 1465 440 188
1942 188.5 80 100.3 116 646 59 80
1943 766 100 100
1944 893 150 116

1945 243.7 233.6 10.1 130.7 781 224 235.3 118 128.2
1946 611.5 560.9 50.6 203.5 725 244 257 129 139.7
1947 874.4 798.8 75.6 357.1 996 322 338.6 164 178.2
1948 1649.1 1411.1 238.0 465.7 1479 466 489.4 206 223.5
1949 2305.5 1930.2 375.3 594.1 1845 612 643.2 261 283.3

1950 2833.7 532 2350.5 440 483.2 92 750.4 312 2125 711 748.6 299 324.8
1951 3025.7 2472.1 553.6 820.4 2372 773 823.7 324 351.9
1952 3253.6 2654.8 598.8 904.7 2662 937 999.1 359 390.4
1953 3563.8 2918.7 645.1 1048.4 2919 1120 1194 412 448.1
1954 4116.7 3350.3 766.4 1294.6 3292 1231 1312 458 498.1
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E.2 E.2.1 E.2.2 E.3 E.4 E.5 E.6
リン肥料
(リン肥粉
を含む)

リン肥料
(リン肥粉
を含む)

(100%栄養
物質換算)

リン肥料 リン肥料
(100%栄養
物質換算)

リン肥粉 リン肥粉
(100%栄養
物質換算)

カリ肥料 カリ肥料
(100%栄養
物質換算)

硫酸 ソーダ灰
(炭酸ナト
リウム)

　ソータ灰
（Nutter,
1962, p.

423)

苛性ソー
ダ

　苛性ソー
ダ（Nutter,
1962, p.

423)

単位 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧

1955 4757.7 862 3833.7 924.0 1898.3 698 3798 1365 1437 518 563.4
1956 5386.6 4435.2 951.4 2094.2 4323 1450 1545 580 631
1957 5692.5 4573.4 1119.1 2309.8 4569 1518 1618 609 662.6
1958 5878.4 1103 4650.6 870 1227.8 233 2412.6 1004 4803 1588 652 709
1959 6025.8 4722.7 1303.1 2474.4 5081 1622 696 757

1960 6350.6 1192 4878.1 912 1472.5 280 2605.9 1084 5398 1776 704 765
1961 6805.6 1256.5 5047.0 1758.6 2753.1 1207 5728 1981 825
1962 7035.2 1321 5161.0 965 1874.2 356 3198.1 1330 6132 2184 884
1963 7857.8 1475 5860.4 1096 1997.4 379 3364.8 1400 6885 2384 965
1964 10677 2006 7522 1407 3155 599 4553 1894 7647 2566 1061

1965 12240 2300 8550 1599 3690 701 5691 2368 8518 2689 1199
1966 13916 2615 9499 1776 4417 839 6311 2626 9367 2775 1282
1967 14760 2774 9984 1867 4776 907 6894 2868 9737 2968 1402
1968 15512 2916 10343 1934 5169 982 7508 3123 10159 3084 1526
1969 16157 3036 11081 2072 5076 964 7651 3183 10665 3242 1668

1970 19079 3585 13370 2500 5709 1085 9824 4087 12059 3418 1783
1971 20246 3802 14826 2772 5420 1030 11556 4807 12775 3549 1866
1972 20982 3940 15663 2929 5319 1011 13061 5433 13685 3765 1899
1973 22700 4261 17305 3236 5395 1025 14224 5918 14855 4058 2020
1974 26305 4902 20863 3868 5442 1034 15832 6586 16663 4385 2174

1975 29389 5511 23816 4452 5573 1059 19097 7944 18645 4589 2395
1976 30216 5664 25844 4833 4372 831 19977 8310 20015 4735 2604
1977 32142 6024 27822 5203 4320 821 20063 8347 21104 4768 2658
1978 32836 6153 28596 5347 4240 806 19694 8193 22411 4751 2763
1979 33859 6344 29399 5497 4460 847 15949 6635 22364 4677 2680

1980 34450 6455 30066 5622 4384 833 19385 8064 23033 4661 2755
1981 36491 6836 32400 6059 4091 777 20308 8449 24095 4746 2757
1982 37673 7057 33598 6283 4075 774 19419 8079 23801 4651 2783
1983 39598 7417 35528 6644 4070 773 22339 9294 24714 4979 2853
1984 41085 7695 37052 6929 4033 766 23498 9776 25338 4996 2972

1985 45903 8596 41844 7825 4059 771 24918 10367 26037 4916 3056
1986 49550 9279 45168 4382 24517 10200 27847 5032 3229
1987 51761 9693 47184 4577 26199 10900 28531 5051 3288
1988 53400 10000 48678 4722 27161 11300 29372 4989 3323
1989 51798 9700 47218 4581 24517 10200 28276 4809 3185

1990 50730 9500 46244 4486 21632 9000 27267 4359 2974
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機械工業主要品目生産
E.7 E.7.1 E.7.2 E.7.3 E.8 E.9 E.10 E.11 E.12 E.13 E.14 FA.1

自動車用
タイヤ

　自動車タ
イヤ：トラッ

ク用

自動車タ
イヤ：乗用

車用

自動車タ
イヤ：農業

車輌用

合成染料 鉛丹 亜鉛華 　人造繊
維・糸

　合成繊
維・糸

合成樹脂･
プラスチッ

ク

合成洗剤 スティー
ム・ボイ

ラー

単位 1000unit 100万unit 100万unit 100万unit 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧ 1000m2

1913 19.2 4.29 2.4 0 19.1
1914 31.5
1915 56.0
1916 120.5 0.20
1917 120.4 0.17
1918
1919
1920 0.17
1921
1922 0.56
1923
1924 1.80
1925
1926 8.29 32.8
1927 7.37 4.0 5.6 71.4

1928 85 10.25 5.4 7.1 0.2 0 87.9
1929 148 13.30 10 11.0 126.4
1930 368 16.79 166.1
1931 573 16.26 125.3

1932 553 13.54 4.0 6.75 2.8 0 163.3
1933 679 16.00 2.75 6.25 200.3
1934 1547 24.02 4.74 8.06 226.0
1935 2084 25.34 6.93 12.1 197.3
1936 2209 30.30 10 10.0 265.4

1937 2698 30.96 15 23.6 8.6 0 268.2
1938 3595 35.30 240.0
1939 4221

1940 3007 34.267 11.9 21.6 11.1 0 10.9 0 276.3
1941 3389 31.3 8.1 140.6
1942 1417 6.5 0 18.2
1943 949 9.9 0.0 45.7
1944 1243 13.1 0.1 57.4

1945 1370 15.3 9.9 13.0 1.1 0 21.3 90.3
1946 1988 19.53 3.2 0 26.3 95.0
1947 2954 28.12 135.1
1948 4072 37.97 179.4
1949 5680 42.52 247.5

1950 7401 47.015 10.2 35.7 22.9 1.3 67.1 0 358.7
1951 7519 53.46 9.5 34.6 0 423.5
1952 7599 0.91984 58.60 11.5 43.1 0 572.6
1953 8114 59.47 14.8 50.8 0 709.7
1954 9281 63.34 17.3 61.9 0 745.4
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機械工業主要品目生産
E.7 E.7.1 E.7.2 E.7.3 E.8 E.9 E.10 E.11 E.12 E.13 E.14 FA.1

自動車用
タイヤ

　自動車タ
イヤ：トラッ

ク用

自動車タ
イヤ：乗用

車用

自動車タ
イヤ：農業

車輌用

合成染料 鉛丹 亜鉛華 　人造繊
維・糸

　合成繊
維・糸

合成樹脂･
プラスチッ

ク

合成洗剤 スティー
ム・ボイ

ラー

単位 1000unit 100万unit 100万unit 100万unit 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧ 1000m2

1955 10190 73.67 19.2 65.1 101.6 8.9 160.3 0 928.4
1956 11334 77.00 20.5 72.1 0 908.0
1957 12786 21.0 81.4 0 874.2
1958 14395 80.207 21.5 94.6 153.3 12.7 237.0 5 903.5
1959 15481 21.4 106.8 165.5 14.0 56 941.9

1960 17225 12.0 2.2 1.5 84.099 22.0 119.5 196.2 15.0 311.6 22.9 1136.2
1961 18996 22.5 130.2 226.8 23.6 1305.6
1962 20846 22.6 141.9 243.4 33.9 473.1 1499.8
1963 22563 87.124 23.1 153.3 265.8 42.6 589.4 1603.7
1964 24361 86.113 23.6 167.0 304.2 56.9 698.7 1773.1

1965 26434 16.0 3.8 3.6 82.532 25.2 182.4 329.8 77.5 802.9 144 1854.5
1966 27700 16.2 4.0 4.1 88.784 25.5 179.3 362.0 96.3 971.2 189 2069.0
1967 29600 16.4 4.3 4.4 87.978 25.7 199.0 394.8 115.81 1113.6 248 2152.6
1968 31800 16.5 4.4 4.9 87.770 25.7 219.3 424.0 129.7 1291.6 346 2102.9
1969 32600 16.3 4.5 5.5 92.291 228.8 441.0 142.5 1452.6 417 2010.3

1970 34600 17.2 5.2 6.0 94.765 249.2 456.4 166.5 1672.6 471 1727.7
1971 36200 17.9 6.2 6.8 95.365 267.3 473.3 203.1 1864.0 497 1581.1
1972 38800 18.5 7.5 7.6 89.622 292.1 507.5 238.6 2041.8 535 1659.8
1973 42300 19.5 9.2 8.2 87.173 286.5 543.1 286.9 2320.3 613 1713.4
1974 47100 20.6 11.5 9.0 87.108 288.0 569 318 2493 659 1838.6

1975 51500 21.3 13.9 9.7 88.603 276 590 365 2842 769 1988.9
1976 54500 22.5 14.9 10.3 612 408 3058 828 1903.0
1977 57400 23.8 15.6 11.0 629 459 3309 824 1867.2
1978 59000 24.5 16.0 11.3 634 497 3516 877 1996.0
1979 60000 24.9 16.3 11.5 571 529 3478 859 1963.8

1980 60100 24.8 16.1 11.6 81.033 218 606 570 3637 1012 1824.3
1981 60500 25.0 16.2 11.7 604 609 4089 1076 1899.4
1982 61700 25.5 16.5 11.9 580 655 4058 1076 1541.7
1983 62000 25.6 16.6 12.0 645 708 4419 1107 1817.2
1984 63700 26.3 17.1 12.3 657 744 4819 1096 1663.3

1985 65200 26.1 19.7 12.0 73.355 225 605 789 5019 1150 1563.2
1986 66000 26.4 21.1 11.9 82.299 235 624 856 5345 1193 1849.4
1987 67800 26.9 22.3 12.1 78.716 249 613 904 5488 1244 1441.6
1988 69100 27.4 22.7 12.3 601 954 5675 1301 1541.7
1989 69700 27.7 22.9 12.4 584 973 5763 1424 1445.1

1990 68200 27.1 22.4 12.2 522 955 5536 1503 1563.2
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機械工業主要品目生産
FA.2 FA.2.1 FA.2.2 FA.3.1 FA.4 FA.4.1 FA.4.2

スティー
ム・ボイ
ラー(ﾄﾝ

para/chas
)

スティー
ム・ボイ
ラー生産
能力0.1-

10ﾄﾝ
para/chas

(ﾄﾝ
para/chas

スティー
ム・ボイ
ラー10ﾄﾝ
para/chas
以上の生
産能力
(m2)

　同 (ﾄﾝ
para/chas

)

タービン
(kW)

タービン
(台)

スティー
ム･ガス・
タービン

(kW)

スティー
ム･ガス・
タービン

(台)

水力ター
ビン（kW）

ディーゼル
（馬力）

タービン用
発電機

(kW) (右2
項目の合

計)

　水力発
電機(kW)

　スティー
ム・タービ
ン用発電
機(kW)

単位 1000㌧p/c 1000㌧p/c 1000m2 1000㌧p/c 1000kw unit kw 1000kw 1000馬力 1000kw 1000kw 1000kw

1913 5.9 6.3 5.9 0 35.1 0 0 0
1914
1915
1916
1917
1918
1919
1920
1921
1922
1923
1924 2.0 8.4
1925 16.3 18.0 10.3
1926 20.0 28.2 16.3
1927 34.0 38.4 51.8

1928 44.1 47 35.7 17 8.4 38.9 75.0 0 75.0
1929 82.0 11.6 69.2 136.5 0 136.5
1930 24.1 28.5 103.4 186.0 0 186.0
1931 207.7 42.8 157.8 536.0 18 518.0

1932 298.5 57 239.0 59.5 95.8 1085.0 259 826.0
1933 634.5 52.9 92.4 587.0 202 385.0
1934 363.8 72.9 131.4 466.0 131 335.0
1935 473.9 52.9 258.0 472.5 47 425.5
1936 622.9 74.1 212.2 47

1937 1156.1 112 1068.0 88.3 259.7 561.1 47.1 514.0
1938 1187.6 132 1135.1 52.5 261.8 374.0
1939 1521.6 133 1376.8 144.8

1940 64.0 1179.5 146 971.8 207.7 248.7 468.1 154.6 313.5
1941 1045.9 953.0 92.9 171.9 290.8 128.3 162.5
1942 31.0 31.0 0 3.1 0 0 0
1943 69.8 66.0 3.8 9.45 101.7 9.2 92.5
1944 184.4 108.9 75.5 8.1 285.5 80.0 205.5

1945 229.9 422 189.3 40.6 18.7 265.1 79.6 185.5
1946 441.9 1795 245.2 196.7
1947 941.5 1717 617.6 323.9
1948 1059.9 1414 723.6 336.3
1949 1581.9 1393 1242.0 339.9

1950 99.4 7.3 2704.0 1622 2389.1 314.9 3400 934.3 257.8 676.5
1951 3149.6 1065 2671.4 478.2 3575.4 1923 497.9 1425
1952 3452.5 649 2881.0 571.5 3996.6 2510 686.0 1824
1953 4759.4 986 4040.5 718.9 4351.2 3467 790.4 2677
1954 33.0 313.8 23.1 5468.5 1005 4206.8 1261.7 4585.2 3816 1280.4 2536
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機械工業主要品目生産
FA.2 FA.2.1 FA.2.2 FA.3.1 FA.4 FA.4.1 FA.4.2

スティー
ム・ボイ
ラー(ﾄﾝ

para/chas
)

スティー
ム・ボイ
ラー生産
能力0.1-

10ﾄﾝ
para/chas

(ﾄﾝ
para/chas

スティー
ム・ボイ
ラー10ﾄﾝ
para/chas
以上の生
産能力
(m2)

　同 (ﾄﾝ
para/chas

)

タービン
(kW)

タービン
(台)

スティー
ム･ガス・
タービン

(kW)

スティー
ム･ガス・
タービン

(台)

水力ター
ビン（kW）

ディーゼル
（馬力）

タービン用
発電機

(kW) (右2
項目の合

計)

　水力発
電機(kW)

　スティー
ム・タービ
ン用発電
機(kW)

単位 1000㌧p/c 1000㌧p/c 1000m2 1000㌧p/c 1000kw unit kw 1000kw 1000馬力 1000kw 1000kw 1000kw

1955 41.1 23.1 5571.2 556 4079.3 1491.9 4005.0 4525.7 1412.7 3113
1956 40.2 5862.2 461 4281.6 1580.6 4403 5184 1377 3807
1957 38.7 5382.1 457 4073.7 1308.4 5558 1500 4100
1958 40.0 6646.6 474 7200 5186
1959 41.7 7594.1 504 6512

1960 50.3 34.0 9199.9 487 6958.5 2241.4 9600 7915
1961 57.8 37.8 10732.2 373 9450
1962 66.4 41.7 11900 324 11022
1963 71.0 45.5 11881 350 12300 11838
1964 78.5 49.4 13257 351 12800 12791

1965 82.1 22.9 53.2 14625 342 13600 14390 2700 11700
1966 91.6 54.0 15172 332 14100 13447
1967 95.3 54.7 14684 321 14300 14575
1968 93.1 55.5 15746 327 14800 14529
1969 89.0 56.2 15004 306 15600 12677

1970 27.5 48.3 16191 326 16500 10578 1500 9100
1971 44.2 16800 343 17100
1972 46.4 14642 318 17900
1973 47.9 15143 345 17800
1974 51.4 17271 384 18200

1975 27.5 55.6 18900 378 18600 17100 3000 14100
1976 53.2 19600 500 19000
1977 52.2 19000 500 18900
1978 55.8 18300 500 19200
1979 54.9 20000 500 18600

1980 28.5 51.0 19600 481 19000 16100 3100 13000
1981 53.1 14600 500 18700
1982 43.1 17300 500 18600
1983 50.8 15500 500 16300
1984 46.5 21300 500 16100

1985 25.0 43.7 21600 523 16600 12300 1800 10500
1986 26.5 51.7 20900 514 17000 14900 1200 13700
1987 24.1 40.3 22200 491 15900 12600 1600 11000
1988 43.1 21100 500 15900
1989 40.4 16400 389 14900

1990 43.7 18300 434 13900
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FA.5 FA.5 FA.6 FB.1 FB.2 FB.3 FB.4 FB.5 FB.6
回転軸の
高さ63-

450mm交
流モータ
(kW)(右2
項目の合

計)

同(台) 出力
100kW以
上交流
モーター

（台）

同(kW) 出力
100kW以
下交流
モーター

（台）

同(kW) 変圧器 鉱山用荷
積み機

石炭用コ
ンバイン

コール・
カッター

鉱山用電
気機関車

ターボドリ
ル

大規模電
動機

単位 1000kw 100万unit 1000unit 1000kw 1000unit 1000kw 100万kva unit unit unit unit unit 1000unit

1913 0 0 0 0 0 0 0.0963 0 0 0
1914
1915
1916
1917
1918
1919
1920
1921
1922
1923
1924 104.4 0.0765
1925 0.1960
1926 0.1274
1927 0.2917

1928 258.6 0.03 0.4 55 32.8 204 0.4032 0 0 0
1929 321.7 0.04 0.7911 59 0
1930 632.6 0.08 1.525 124 0
1931 1101 0.14 3.182 291 0

1932 1658 0.20 1.3 300 202.2 1358 3.426 0 298 87
1933 1385 0.17 3.330 2 372 245
1934 1485 0.18 2.874 2 488 161
1935 1451 0.18 3.461 10 524 220
1936 1653 0.20 3.203 421 169

1937 1833 0.28 3.4 612 275.5 1221 2.743 0 572 301
1938 1100
1939

1940 1855 0.3 3.1 527 259.5 1328 3.506 22 1256 511 90 0.3
1941 3.004 3 927 423 0
1942 0.960 0 121 39 57
1943 1.086 0 366 300 171
1944 1.559 0 935 408 195

1945 1240 0.1 3.2 681 111.0 559 1.848 5 1833 651 244
1946
1947
1948
1949

1950 6780 0.8 15.8 2536 791.7 4244 10.2 344 900 2305 978 1.4
1951 7355 0.9 15.6 2673 991.1 4682 11.7 353 771 2083 1370
1952 7089 1.1 12.7 2305 1069.0 4784 14.0 320 666 2033 2296
1953 7747 1.2 13.3 2474 1214.3 5273 15.7 403 751 1809 2724
1954 8207 1.4 11.8 2092 1389.0 6115 15.6 483 376 2031 2895
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FA.5 FA.5 FA.6 FB.1 FB.2 FB.3 FB.4 FB.5 FB.6
回転軸の
高さ63-

450mm交
流モータ
(kW)(右2
項目の合

計)

同(台) 出力
100kW以
上交流
モーター

（台）

同(kW) 出力
100kW以
下交流
モーター

（台）

同(kW) 変圧器 鉱山用荷
積み機

石炭用コ
ンバイン

コール・
カッター

鉱山用電
気機関車

ターボドリ
ル

大規模電
動機

単位 1000kw 100万unit 1000unit 1000kw 1000unit 1000kw 100万kva unit unit unit unit unit 1000unit

1955 8819 1.5 12.5 2241 1533.1 6578 19.7 731 405 1816 2589
1956 9782 1.7 12.8 2452 1725.2 7330 23.7 793 463 2147 2772
1957 11700 2.0 14.3 2898 2008.2 8802 26.9 910 875 2744 3489
1958 13691 2.2 16.3 3328 2208 10363 30.5 1123 973 3421 4213 5.8
1959 16084 2.6 18.1 3735 2538 12349 40.5 1106 741 3729 4898

1960 17597 2.8 19.5 4104 2820 13493 49.4 881 350 3921 6222 8.0
1961 20060 3.3 22.9 4435 3298 15625 64.1 742 40 3453 6752
1962 22606 3.8 26.0 5232 3729 17374 75.7 834 120 2956 7656
1963 24756 4.2 28.3 5843 4143 18913 83.9 967 115 2755 8038 12.8
1964 26032 4.5 26.7 5560 4463 20472 88.9 971 130 2215 8280 14.3

1965 26890 4.7 25.2 5295 4688 21595 95.3 2802 998 202 2411 8439 15.3
1966 28174 4.9 25.2 5511 4908 22663 94.7 1043 218 2548 8487 16.0
1967 29772 5.2 27.3 5812 5123 23960 100.9 1135 165 2721 8322 15.9
1968 30734 5.3 27.2 5429 5289 25305 105.1 1195 153 2701 6728 15.6
1969 31147 5.5 26.4 5167 5472 25980 107.4 1165 150 2569 6315 16.3

1970 33319 5.9 28.0 5486 5837 27833 105.9 2459 1130 115 2548 6562 17.0
1971 35221 6.4 28.9 5647 6361 29574 108.1 2553 1217 110 2492 7384 17.6
1972 36473 6.9 30.7 5993 6866 30480 116.3 2433 1117 110 2585 7694 18.9
1973 37769 7.2 31.6 6031 7209 31738 120.9 2674 1052 85 2621 8103 20.4
1974 39980 7.6 33.5 6522 7578 33458 127 2811 1148 90 2554 9328 22.2

1975 41689 8.1 35.5 6970 8026 34719 137 2807 1119 90 2605 9780 24.0
1976 42900 8.6 37.8 7500 8513 35400 144 3064 1197 61 2671 9354 25.9
1977 43500 8.9 38.5 7500 8864 36000 146 3118 1162 75 2694 9700 26.7
1978 45300 9.2 39.3 7700 9131 37600 150 3113 1209 61 2674 9016 27.9
1979 45700 9.3 37.1 7500 9215 38200 155 3152 1189 63 2471 8976 29.6

1980 47600 9.4 38.0 7700 9412 39900 159 3032 1288 60 2477 9270 33.4
1981 48300 9.7 38.1 7700 9617 40600 161 3301 2562 9459 35.1
1982 48400 9.6 38.0 7700 9571 40700 161 3268 2771 9291 36.0
1983 48000 9.7 36.9 7600 9637 40400 155 3461 2817 12486 37.8
1984 48600 9.3 39.1 8000 9265 40600 156 3344 2878 14500 39.9

1985 49400 9.3 39.9 8200 9279 41200 161 3335 1059 60 2875 16000 42.2
1986 50300 9.5 168 3233 976 50 2902 16400 45.5
1987 49700 9.4 164 2694 816 31 2607 16100 48.1
1988 50228.7 9.5 164 2721 2494 16800 47.3
1989 48113.8 9.1 161 2762 2163 16200 48.6

1990 45998.9 8.7 135 2371 1892 16800 46.3
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FB.7 FB.8 FB.9 FB.10 FB.11 FB.12 FB.13 FB.14 FB.15 FB.16 FB.17 FB.18 FB.19
金属工作

機械
電気炉 紡績機 糸巻き機 織機 梳綿機 靴下製作

機
皮革なめ

し機
皮革加工

機
植字機 平版印刷

機
工業用ミ

シン
鍛冶プレ

ス機

単位 1000unit unit unit unit 1000unit unit unit unit unit unit unit 1000unit 1000unit

1913 1.8 0 0 0 4.6 0 0 0 0 0 0
1914
1915
1916
1917
1918
1919
1920
1921
1922
1923
1924
1925
1926
1927

1928 1.978 2 66 0 3.7 0 0 0 0 0 0 1.648
1929 4.3 0 0 0
1930 8.0 0 0 0
1931 18.2 0 0 2.5

1932 19.7 370 39 89 0.3 0 1324 0 0 2 0 8.8 1.125
1933 21.0 330 1.928 29 80 16.1
1934 25.4 488 2.118 79 66 16.6
1935 33.9 646 3.254 17.6
1936 44.4 690 4.461

1937 48.5 465 884 50 4.095 1210 1039 108 56 300 300 23.6 3.125
1938 55.3 4.183
1939 55.0 4.989

1940 58.437 237 1109 27 1.823 1312 1243 0 0 145 258 20.3 4.668
1941 44.510 713 0.905 3.119
1942 22.935 0 0 2.210
1943 23.281 0 0 2.423
1944 34.049 0 0 2.691

1945 38.419 1345 11 0 0.018 2 0 0 0 50 42 3.3 2.871
1946 40.3 3.386
1947 50.4 2.24 4.622
1948 64.5 3.99 6.880
1949 64.9 6.9 5.917

1950 70.6 1924 1958 169 8.7 2228 1072 200 78 355 821 35.9 7.684
1951 71.2 2006 1614 207 7.2 2664 310 106 376 885 9.270
1952 74.6 2325 1771 284 10.0 2119 958 0 75 227 971 38.4 9.603
1953 91.8 2707 1729 261 10.2 2167 1100 10 61 216 1140 48.5 11.200
1954 102.4 2612 1889 253 17.3 2436 100 86 328 923 13.544
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FB.7 FB.8 FB.9 FB.10 FB.11 FB.12 FB.13 FB.14 FB.15 FB.16 FB.17 FB.18 FB.19
金属工作

機械
電気炉 紡績機 糸巻き機 織機 梳綿機 靴下製作

機
皮革なめ

し機
皮革加工

機
植字機 平版印刷

機
工業用ミ

シン
鍛冶プレ

ス機

単位 1000unit unit unit unit 1000unit unit unit unit unit unit unit 1000unit 1000unit

1955 117.087 2719 2040 235 16.0 1800 918 222 98 457 767 49.4 17.117
1956 124.0 3261 1666 258 14.0 1400 1430 160 162 579 1009 58.3 19.620
1957 131.0 1877 218 14.5 1165 1612 200 197 681 1092 72.9 22.950
1958 138.290 1065 176 14.4 1126 1025 181 47 858 1114 89.2 26.163
1959 147.574 2147 245 16.0 1744 1366 143 128 1001 1145 96.7 29.276

1960 155.900 2679 244 16.5 1894 1290 156 118 1201 1175 103.5 29.933
1961 165.772 3341 275 18.9 2094 1890 306 324 1110 984 110.7 30.715
1962 176.927 3260 310 22.9 2519 2552 300 553 967 1028 112.6 33.400
1963 182.7 3297 383 24.1 3225 2491 350 226 1319 113.1 34.221
1964 183.8 3718 500 24.6 3508 2300 150 213 1425 99.8 34.407

1965 186.1 3227 566 24.3 3796 3249 135 176 1314 766 105.1 34.637
1966 192.2 3928 588 23.9 4078 4289 240 273 1227 120.4 38.412
1967 197.6 3923 541 21.3 4564 4707 207 290 1306 125.8 41.126
1968 200.8 3799 344 17.6 4407 3516 100 154 1422 130.4 42.128
1969 205.3 4056 396 17.3 4656 3828 171 191 1586 138.2 42.658

1970 202.2 4027 352 19.8 5177 3135 230 1626 1154 128.6 41.268
1971 207.2 3855 354 18.6 5902 2654 1683 157.0 42.296
1972 211.3 4442 560 19.5 4153 2679 1841 165.4 44.011
1973 213.8 4761 570 25.0 3637 2836 1814 180.3 46.533
1974 226 5149 518 28.8 3300 2800 1493 170 48.9

1975 231 5359 617 31.3 2500 2900 396 1019 973 148 50.5
1976 233 5000 680 30.9 2300 3200 1094 154 51.9
1977 238 5200 700 25.4 2000 3800 1023 157 54.4
1978 238 5000 722 21.2 1700 3500 1108 158 55.5
1979 230 4900 727 22.2 2000 3600 1042 157 56.3

1980 216 4372 659 21.8 2200 3300 499 1005 613 154 57.2
1981 205 4800 650 22.6 2600 3400 1050 157 57.1
1982 195 4300 680 22.2 2800 3500 1056 156 57.3
1983 190 3300 650 21.4 3100 3500 886 155 57.4
1984 188 3900 652 21.7 3100 3700 937 153 55.3

1985 182 3911 654 21.3 3200 4000 336 905 928 151 52.7
1986 164 4108 680 21.0 2700 4000 957 928 146 51.6
1987 156 3013 748 19.3 1500 4100 921 855 124 46.2
1988 148 2900 631 18.4 1200 4000 383 782 130 43.7
1989 143 3200 591 18.1 700 3400 590 140 42.2

1990 134 3300 382 18.3 900 3000 707 141 42.2
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FC.1+2 FC.1 FC.2 FC.3 FC.4 FC.5 FC.6+FC.7 FC.6 FC.7 FC.8 FC.9 FC.10 FC.11
幹線用電
気･ディー
ゼル機関

車

幹線用電
気機関車

幹線用
ディーゼル

機関車

幹線用蒸
気機関車

幹線用貨
車

幹線用客
車

路面電車･
地下鉄車

輌

路面電車
車輌

地下鉄車
輌

トロリーバ
ス

トラック バス トラック用
トレーラー

単位 unit unit unit unit 1000unit unit unit unit unit unit 1000unit 1000unit 1000unit

1913 0 0 0 477 9.7 1065 270 270 0 0 0 0 0
1914 762
1915 883
1916 616
1917 409
1918 200
1919 74
1920 90
1921 78 0.78 39
1922 115
1923 96
1924 169 0.57 144
1925 148 0.54 114
1926 302 298
1927 359 7.95 726

1928 0 0 0 479 7.871 387 414 414 0 0 0.740 0.051 0
1929 0 0 0 575 11.3 414 1.47 0.09
1930 0 0 0 625 13.9 817 4.02 0.05
1931 2 0 2 810 14.4 1295 3.92 0.09

1932 4 3 1 827 15.230 1141 1076 1076 0 0 23.748 0.097 0.01
1933 18 17 1 930 13.0 1274 39.10 0.35
1934 27 19 8 1165 20.7 1495 54.57 0.76
1935 38 34 4 1518 69.6 887 76.85 0.90
1936 59 46 13 1153 27.5 725 131.55 1.26

1937 36 32 4 1172 29.799 912 376 302 74 192 180.339 1.268 14.1
1938 36 32 4 1216 1167 182.37 1.76
1939 23 17 6 1011 178.77 3.27

1940 14 9 5(*2) 914 30.880 1051 258 252 6 74 135.958 3.921 40.5
1941 7 6 1 708 33.096 552 151 151 0 114.677 4.027
1942 0 0 0 9 0.147 0 0 0 0 30.947 1.462
1943 0 0 0 43 0.108 0 0 0 0 45.545 1.175
1944 0 0 0 32 0.013 0 0 0 0 53.467 1.700

1945 0 0 0 8 0.819 5 0 0 0 0 68.548 1.114 9.3
1946 1 1 0 243 17.298 94.572 1.310
1947 41 16 25 674 23.800 121.25 2.10
1948 107 38 69 1032 30.474 173.91 2.97
1949 210 82 128 1187 43.557 226.90 3.43

1950 227 102 125 985 50.795 912 436 375 61 171 294.402 3.939 44.0
1951 189 113 76 665 28.371 1327 369 313 56 229.78 5.26
1952 185 110 75 254 24.433 1229 409 349 60 243.47 4.80
1953 248 147 101 668 25.086 1483 421 357 64 270.68 6.12
1954 278 158 120 758 23.882 1751 502 432 70 300.93 8.21
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FC.1+2 FC.1 FC.2 FC.3 FC.4 FC.5 FC.6+FC.7 FC.6 FC.7 FC.8 FC.9 FC.10 FC.11
幹線用電
気･ディー
ゼル機関

車

幹線用電
気機関車

幹線用
ディーゼル

機関車

幹線用蒸
気機関車

幹線用貨
車

幹線用客
車

路面電車･
地下鉄車

輌

路面電車
車輌

地下鉄車
輌

トロリーバ
ス

トラック バス トラック用
トレーラー

単位 unit unit unit unit 1000unit unit unit unit unit unit 1000unit 1000unit 1000unit

1955 328 194 134 654 34.405 1772 425 366 59 360 328.047 9.415 80.8
1956 377 216 161 490 40.2 1799 760 690 70 357.6 9.24
1957 670 270 400 製造中止 38.3 1856 911 840 71 369.5 12.32
1958 1056 344 712 40.3 1782 944 874 70 374.9 13.983 68.4
1959 1437 435 1002 38.6 1790 984 904 80 351.373 19.102 67.0

1960 1699 396 1303 36.4 1656 997 907 90 610 362.008 22.761 64.5
1961 2012 557 1455 35.0 1748 756 656 100 381.617 24.799 70.8
1962 2100 617 1483 35.7 1727 1133 1013 120 382.355 29.180 70.7
1963 2162 643 1519 37.2 1986 1192 1072 120 382.220 31.670 82.6
1964 2122 638 1484 39.5 2018 1270 1141 129 385.006 32.919 87.2

1965 641 1485 39.6 1991 1385 1245 140 1540 379.630 35.507 92.9
1966 2129 600 1529 40.2 1981 1488 1333 155 1316 407.633 37.327 103
1967 1885 388 1497 43.8 1928 1445 1311 134 1500 437.350 39.960 108
1968 1805 305 1500 48.1 1712 1531 1369 162 1770 478.147 42.357 116
1969 1760 296 1464 50.2 1754 1292 1087 205 1994 504.529 46.099 121

1970 323 1485 58.3 1791 1033 783 250 2238 524.507 47.363 124
1971 1826 341 1485 63.7 1871 1040 775 265 2270 564.250 49.316 131
1972 1839 351 1488 68.9 2001 1099 818 281 1971 596.797 51.926 136
1973 1769 354 1415 71.8 2001 1168 873 295 1836 629.481 56.023 142
1974 1792 358 1434 72.4 2051 1320 1030 290 1726 666.3 60.6 148

1975 395 1375 69.9 2090 1365 1065 300 1900 696 67.0 158
1976 1865 410 1455 71.9 2078 1421 1113 308 1993 716 70.1 158
1977 1767 423 1344 71.2 2110 1343 1057 286 1960 734 74.6 164
1978 1830 438 1392 68.3 2124 1397 1100 297 2256 762 77.4 167
1979 1748 413 1335 64.6 2060 1314 1006 308 2008 780 79.2 171

1980 429 1378 63.0 1990 1314 1005 309 2015 787 85.3 178
1981 1787 430 1357 61.0 1915 1326 1014 312 2219 787 86.9 177
1982 1749 451 1298 58.6 1939 1383 1057 326 2080 85.7
1983 1828 453 1375 58.4 1916 1435 1070 365 2180 85.1
1984 2350

1985 2467 823 90.8
1986
1987 823
1988 2545 862 94.3
1989 2445 804 92.1

1990 2393 774 86.9
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FC.12 FD.1 FD.2 FD.3 FD.4 FD.5 FD.6 FD.7 FD.8 FD.9 FD.10 FD.11
トラクター
用トレー

ラー

トラクター トラクター
用プラウ

トラクター
用粗耕機

馬用プラウ トラクター
用ハロウ

馬用ハロ
ウ

トラクター
用耕運機

馬用耕運
機

トラクター
用播種機

トラクター
用播種機
(鉱物肥料
用を除く)

馬用播種
機

トラクター
用ジャガイ
モ植付け

機

単位 1000unit 1000unit 1000unit 1000unit 1000unit 1000unit 1000unit 1000unit 1000unit 1000unit 1000unit 1000unit 1000unit

1913 0 0 0 671.1 0 97.4 0 0 67.8 0
1914
1915
1916 133.4 25.4 13.7
1917 49.9 6.5
1918 12.8 0.1
1919 23.0 1.0
1920 89.3 2.6 9.9
1921 100.5 6.2 5.0
1922 159.3 15.4 8.5
1923 0.002 206.5 26.8 10.7
1924 0.011 173.5 125.8 9.7
1925 0.6 582.8 174.5 30.0
1926 0.9 945.0 310.2 62.0
1927 0.9 1037 355.4 58.1

1928 1.3 0.51 0.39 1173 0 590.0 0 50.2 0.6 57.2 0
1929 3.3 3.6 2.10 1746 0 672.3 1.6 45.5 99.0 0
1930 9.1 19.8 5.19 2222 25.52 813.7 0 79.0 149.4 0
1931 37.9 82.1 12.0 389.7 44.14 226.2 19.7 33.2 43.1 0

1932 48.9 61.1 6.71 56.2 15.90 58.4 21.3 8.0 28.4 19.8 0.24
1933 73.7 67.2 2.18 110.9 10.70 29.6 19.5 13.6 19.2 0.17
1934 94.0 74.6 5.08 126.3 4.95 58.9 10.2 38.0 27.1 0
1935 112.6 83.0 7.53 104.3 3.97 61.7 14.4 57.0 33.5 0
1936 112.9 82.3 50.2

1937 51.0 96.4 35.8 104 8.5 62 68.1 57.0 62.9 34 4.1
1938 49.2 72.8 64.8
1939 48.1

1940 31.6 38.4 12.8 0 3.8 0 32.3 0 21.4 21.4 0 3.6
1941 23.8 18.5 2.9 3.3 11.6 13.2 1.2
1942 3.5 1.3 0 0 2.3 0 0
1943 1.1 3.1 0 0 1.0 0 0.00
1944 3.2 3.4 0 0 0.1 0.5 0.01

1945 7.7 8.5 0 0 0 0 0.9 0 1.6 1.6 0 0
1946 13.3 14.8 0 0 15.9 0 6.7 0
1947 27.8 23.9 0 0 31.8 0 19.4 0
1948 56.9 53.5 0 0 41.7 0 41.0 0
1949 88.2 82.9 0 0 59.2 0 64.0 0

1950 108.8(*) 121.9 76.4 0 10.1 0 98.9 0 118.4 117.7 0 2.5
1951 91.8 107.7 74.0 0 8.0 0 116.1 0 136.5 0 6.0
1952 98.7 94.5 31.5 0 7.7 0 94.3 0 130.1 128.1 0 7.3
1953 111.3 95.2 23.7 0 7.1 0 87.5 0 95.3 0 4.8
1954 135.4 101.0 29.9 0 7.6 0 93.8 0 95.3 0 23.7
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FC.12 FD.1 FD.2 FD.3 FD.4 FD.5 FD.6 FD.7 FD.8 FD.9 FD.10 FD.11
トラクター
用トレー

ラー

トラクター トラクター
用プラウ

トラクター
用粗耕機

馬用プラウ トラクター
用ハロウ

馬用ハロ
ウ

トラクター
用耕運機

馬用耕運
機

トラクター
用播種機

トラクター
用播種機
(鉱物肥料
用を除く)

馬用播種
機

トラクター
用ジャガイ
モ植付け

機

単位 1000unit 1000unit 1000unit 1000unit 1000unit 1000unit 1000unit 1000unit 1000unit 1000unit 1000unit 1000unit 1000unit

1955 163.4 103.2 29.0 0 9.7 0 112.6 0 123.3 105.1 0 24.2
1956 183.5 123.5 16.5 0 10.1 0 149.6 0 199.4 0 6.6
1957 203.8 127.8 18.5 0 11.4 0 208.1 0 278.1 0 9.3
1958 219.7 164.0 26.9 0 14.0 0 177.2 0 218.3 186.1 0 5.0
1959 213.5 154.9 20.9 0 19.4 0 121.5 0 136.7 121.5 0 1.4

1960 56.7 238.5 149.1 32.7 0 21.5 0 84.8 0 123.0 111.9 0 6.0
1961 96.3 263.6 138.2 45.3 17.5 91.8 154.5 140.6 5.7
1962 122.0 287.0 140.6 45.8 22.0 122.1 178.6 162.5 8.7
1963 117.3 325.3 178.5 43.1 23.0 155.4 220.2 200.3 8.4
1964 120.9 329.0 178.4 34.1 19.7 193.2 258.4 235.1 11.2

1965 132 354.5 165.7 44.0 18.4 206.3 287.7 261.7 16.1
1966 155 382.5 177.5 39.0 21.3 208.7 241.3 219.5 18.1
1967 169 405.1 195.4 43.8 18.5 203.5 191.5 174.2 20.8
1968 177 423.4 196.7 49.4 21.5 207.1 190.8 173.6 21.0
1969 202 441.7 204.1 46.8 21.5 208.2 184.2 167.6 22.0

1970 296 458.5 211.7 38.3 22.8 219.2 179.7 163.5 18.0
1971 339 472.0 220.1 25.1 26.4 184.1 154.5 140.6 13.0
1972 319 477.8 223.1 28.2 26.6 177.9 158.8 144.5 6.9
1973 277 499.6 226.5 26.4 28.7 194.6 175.7 159.8 2.3
1974 283 531 218 31.2 30.1 178 195.7 178 7.2

1975 290 550 205 32.6 32.1 188 197.9 180 9.1
1976 299 562 202 30.5 32.1 190 209.9 191 10.5
1977 299 569 185 33.3 33.3 187 216.5 197 11.0
1978 305 576 216 31.8 29.6 193 218.7 199 11.5
1979 309 557 211 26.4 31.6 202 222.0 202 12.9

1980 312 555 202 25.4 31.9 204 220.9 201 13.1
1981 321 559 203 27.0 35.6 218 234.1 213 13.4
1982 315 555 208 24.8 36.5 218 225.3 205 13.5
1983 317 564 202 28.7 41.1 223 229.7 209 13.5
1984 323 571 207 29.3 44.0 251 236.3 215 17.2

1985 346 585 207 29.9 45.2 267 252.8 230 16.9
1986 354 595 220 279 251.7 229 9.2
1987 346 567 208 249 222.0 202 11.0
1988 330 559 191 209 174.8 159
1989 302 532 185 173 142.9 130

1990 294 495 181 151 128.6 117
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FD.12 FD.13 FD.14 FD.15 FD.16 FD.17 FD.18 FD.19 FD.20 FD.21 FD.22 FD.23 FD.24
苗植付け

機
穀物収穫
用コンバイ

ン

その他の
コンバイン

列状刈取
り機

馬用刈取
り機

綿花摘み
取り機

トラクター
用草刈機

馬用草刈
機

トラクター
用レーキ
(熊手)

馬用レー
キ

トラクター
用脱穀機

馬用脱穀
機

穀物篩い
分け機

単位 unit 1000unit 1000unit 1000unit 1000unit 1000unit 1000unit 1000unit 1000unit 1000unit 1000unit 1000unit 1000unit

1913 0 0 0 0 98.7 0 0 12.20 0 0 35.1 0
1914
1915
1916 22.2
1917 7.6 15.2
1918 0.6 0.1
1919 1.0 0.1
1920 2.3 1.2
1921 5.5 4.07 1.7
1922 5.5 5.00 19.7
1923 11.7 25.9
1924 13.4 13.6
1925 55.8 35.6
1926 106.6 18.78 56.5
1927 132.2 40.7 66.8

1928 0 0 0 0 190.4 0 0 57.1 0 0 4.46 86.7 0
1929 0 0 0 0 78.4 1.08 5.43 96.7 0
1930 0.3 0 0 0 134.7 19.18 12.39 0
1931 3.5 0.95 0.94 14.21 80.1 55.63 19.74 0

1932 520 10.0 0 2.374 25.4 2.196 15.58 39.4 0 24.36 18.90 0 0.01
1933 8.6 1.84 43.1 1.12 2.53 60.3 45.64 13.61 0.02 0.03
1934 8.2 2.04 78.2 0.43 2.03 62.2 45.30 13.72 4.20
1935 20.2 0.50 87.4 0.08 5.95 70.0 51.57 12.86 6.50 0.02
1936 42.6 9.6 0.50

1937 396 43.9 0 0 87 0 1.30 70 0 52 6.6 6.50 1.0
1938 22.9 3.8
1939 14.8

1940 150 12.8 0 0 0 0.005 3.3 0 0.9 0 2.2 0 4.3
1941 283 5.8 1.6 0.7 0.2 1.4
1942 0 0 0 0 0 0
1943 0 0 0 0 0 0
1944 0 0.2 0 0 0.113 0

1945 1 0.3 0 0 0 0 0 0 0 0 0.799 0 0
1946 1.5 0 0 0 0
1947 2.8 0 0 0 0
1948 14.5 0 0 0 0
1949 29.2 0 0 0 0

1950 535 46.3 2.96 0.479 0 4.741 41.2 0 5.8 0 15.5 0 6.4
1951 551 53.3 2.84 1.331 0 9.840 87.3 0 13.8 0 7.1 0 6.3
1952 1000 42.2 2.92 0.707 0 3.996 104.5 0 17.4 0 4.1 0 6.6
1953 1277 43.1 4.49 0.700 0 3.599 57.7 0 21.3 0 3.7 0 6.7
1954 7254 38.6 25.64 0.713 0 3.386 22.0 0 25.1 0 5.3 0 8.2
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FD.12 FD.13 FD.14 FD.15 FD.16 FD.17 FD.18 FD.19 FD.20 FD.21 FD.22 FD.23 FD.24
苗植付け

機
穀物収穫
用コンバイ

ン

その他の
コンバイン

列状刈取
り機

馬用刈取
り機

綿花摘み
取り機

トラクター
用草刈機

馬用草刈
機

トラクター
用レーキ
(熊手)

馬用レー
キ

トラクター
用脱穀機

馬用脱穀
機

穀物篩い
分け機

単位 unit 1000unit 1000unit 1000unit 1000unit 1000unit 1000unit 1000unit 1000unit 1000unit 1000unit 1000unit 1000unit

1955 5930 48.0 33.28 2.425 0 0.555 22.6 0 25.6 0 3.8 0 10.1
1956 81.8 53.42 81.2 0 0.885 27.2 0 11.0 0 3.4 0 10.0
1957 131.5 94.2 144.6 0 46.4 0 3.1 0 6.5 0 10.0
1958 65.0 51.4 96.3 0 76.5 0 11.1 0 10.2 0 12.1
1959 54.7 55.3 0 83.8 0 14.5 0 6.3 0 15.6

1960 59.0 56.9 0 3.2 87.5 0 24.2 0 2.1 0 17.0
1961 76.3 56.2 92.1 43.7 0.4 10.4
1962 79.8 73.9 97.6 47.2 0.8 11.1
1963 82.9 89.7 103.5 31.3 1.4 14.2
1964 83.6 83.9 108.1 26.3 2.4 24.2

1965 85.8 97.8 7.7 121.7 39.9 24.1
1966 92.0 88.6 130.0 49.1 24.5
1967 101.2 63.3 135.9 53.1 25.4
1968 101.3 41.2 137.1 58.1 22.0
1969 94.5 41.3 5.7 140.3 56.3 21.5

1970 99.2 47.7 5.9 143.8 61.7 22.0
1971 102.0 51.8 6.7 150.3 49.6 20.6
1972 95.7 60.4 6.8 154.8 48.0 19.1
1973 84.8 63.7 6.7 131.1 59.1 19.0
1974 88.4 83.5 7.4 93.0 53.0 10.5

1975 97.5 92.1 7.6 83.9 46.1
1976 102 93.6 8.0 89.4 42.5
1977 106 92.7 8.7 97.2 46.7
1978 113 95.9 8.8 109.0 48.3
1979 115 106 9.1 102.0 50.9

1980 117 98.1 9.1 86.2 53.1
1981 106 99.7 9.6 84.2 48.9
1982 112 105 9.9 87.7 56.1
1983 118 106 10.1 90.2 59.3
1984 118 99.4 10.1 99.7 65.1

1985 112 85.7 9.4 79.1 69.9
1986 112 76.4 9.0 82.5
1987 96.2 68.4 7.7 76.5
1988 71.3 8.1 82.4
1989 62.2 6.0 71.1

1990 65.7 5.3 49.8
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FD.25 FD.26 FD.27 FD.28 FD.29 FE.1 FE.2 FE.3 FE.4 FE.5 FE.6 FE.7 FE.8
 馬用唐箕 馬用伝動

装置
わら･マグ
サ・カッ

ター

農業用汎
用積み下

ろし機

搾乳装置 掘削機(エ
クスカ

ヴェータ)

自走式地
ならし機

コンクリー
ト・ミキ
サー

トラクター
用スク
レーパ

ブルドーザ 鉄道ク
レーン

橋形電気
クレーン

塔状ク
レーン

単位 1000unit 1000unit 1000unit 1000unit 1000unit unit unit unit unit unit unit unit unit

1913 45.0 36.30 0 0 0 0 0 0 0
1914
1915
1916 9.8
1917 3.2
1918 0.5
1919 0.8
1920 3.3
1921 2.0 0.48
1922 9.8 2.15
1923 11.6 14.2
1924 23.8 14.0
1925 58.8 30.3
1926 98.2 44.3
1927 140.9 55.0

1928 168.6 61.0 14.7 0 0 25 0 0 0 46 0
1929 0 372 1
1930 0 720 0
1931 2 1633 12

1932 0 50 15.9 85 0 1104 0 0 122 460 0
1933 116 492 151
1934 290 433 83
1935 458 112
1936 573

1937 0 50 1.9 522 0 1244 2480 136 418 340 3
1938 492
1939 310

1940 0 0 1.6 274 0 1584 2104 118 258 302 57
1941 1.0 235 887 882 49 240 21
1942 0 10 30 117 0 0 1
1943 0 7 5 268 0 26 0
1944 0 7 30 210 0 62 0

1945 0 0 0.5 10 0 466 34 1 37 194 3
1946 0 0 76
1947 0 0 630
1948 0 0 1832
1949 0 0 2754

1950 0 0 20.4 3540 33 4373 2089 3788 478 1060 1199
1951 0 0 26.3 3755 40 5194 3392 3516 603 1962
1952 0 0 20.0 3701 83 5220 3386 4475 635 1351 2407
1953 0 0 14.0 4156 219 5623 4144 5794 696 2747
1954 0 0 25.0 4865 607 6485 3067 6669 715 3119
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FD.25 FD.26 FD.27 FD.28 FD.29 FE.1 FE.2 FE.3 FE.4 FE.5 FE.6 FE.7 FE.8
 馬用唐箕 馬用伝動

装置
わら･マグ
サ・カッ

ター

農業用汎
用積み下

ろし機

搾乳装置 掘削機(エ
クスカ

ヴェータ)

自走式地
ならし機

コンクリー
ト・ミキ
サー

トラクター
用スク
レーパ

ブルドーザ 鉄道ク
レーン

橋形電気
クレーン

塔状ク
レーン

単位 1000unit 1000unit 1000unit 1000unit 1000unit unit unit unit unit unit unit unit unit

1955 0 0 47.0 7.8 5242 1014 7503 2025 7511 641 2316 3329
1956 0 0 33.6 6784 1646 1991 9520 344 2845
1957 0 0 33.8 9535 2064 2500 10429 321 3470
1958 0 0 31.7 0.7 10.3 10145 2663 2660 11260 400 2902 4241
1959 0 0 22.5 7.6 10538 2835 2398 11983 405 2990 2529

1960 0 0 22.5 24.9 17.7 12589 3135 3094 12850 444 3276 2826
1961 52.4 16010 3500 3982 16364 455 4180 3247
1962 59.4 17112 3493 5028 17257 463 5209 3980
1963 49.6 17867 4039 5469 18476 474 5715 4092
1964 20129 4110 6767 20020 476 6613 3742

1965 68.7 6.7 21565 4178 16700 7267 20103 463 6764 3455
1966 61.8 23454 4397 7374 22235 467 6738 3506
1967 67.7 25815 3809 7856 26802 487 6572 3720
1968 71.6 26953 4020 8836 29831 486 6118 3653
1969 75.8 29338 4373 9704 33194 503 5929 3798

1970 78.2 39.2 30844 4590 28300 9834 33499 493 5740 3925
1971 82.0 56.1 33164 5625 10774 37972 496 5772 4161
1972 87.4 57.1 34875 6000 11650 40174 509 5750 4356
1973 85.8 55.3 35831 5901 12553 45676 482 5928 4667
1974 85.9 54.0 37059 6300 13500 47100 474 6359 4589

1975 90.1 53.3 38965 6500 30800 14500 51100 499 6523 4641
1976 94.7 53.1 40400 6800 14100 49100 515 6865 4659
1977 96.2 54.9 41500 6900 12900 52300 514 6659 4117
1978 93.2 53.4 41100 6600 11800 45300 520 6670 4235
1979 93.4 57.7 41700 5800 12000 44900 530 6389 3918

1980 95.5 56.7 42000 6200 29600 11400 45500 525 6248 3419
1981 95.8 62.6 42300 6000 11300 46100 500 6093 3014
1982 93.5 68.6 42700 6300 9900 43000 495 6208 2961
1983 95.6 67.9 41800 6100 11200 42600 505 6167 3041
1984 91.4 67.6 41900 5100 11200 41600 523 6307 2950

1985 98.3 68.4 42600 5000 21900 10200 41300 508 6622 3110
1986 96.3 71.6 42900 5300 22600 8800 43500 470 6752 3314
1987 81.7 61.1 41500 4200 18400 6100 44900 385 6651 3198
1988 81.3 67.0 41700 4300 6800 44200 367 6337 3600
1989 50.9 58.6 36400 4600 6100 41800 356 5777 3987

1990 53.8 52.5 37700 4800 6000 37100 335 5854 3834
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FE.9 FE.10 FF.1 FF.2 FF.2.1 FF.3 FF.3.1 FF.4 FF.5 FF.6 FF.7 FF.8
自動車ク
レーン

エレヴェー
タ

乗用車 オートバ
イ・スクー

ター

オートバイ 自転車･
モーター自

転車

自転車 電球 蓄音機 ラジオ 家庭用洗
濯機

洗濯機 家庭用冷
蔵庫

単位 unit unit 1000unit 1000unit 1000unit 1000unit 1000unit 100万unit 1000unit 1000unit 1000unit 1000unit 1000unit

1913 0 0 0.1 0.1 4.9 4.9 2.85 0 0 0
1914 2.56
1915
1916 4.58
1917 　
1918
1919
1920 0.26
1921 1.11
1922 2.02
1923 0.8 3.82
1924 1.5 6.51
1925 10.7
1926 14.4
1927 6.9 14.4

1928 0 155 0.050 0 0 10.8 10.8 13.7 0 0 0 0
1929 166 0.156 0 0 21.0 19.1
1930 219 0.160 0 0 35.4 33.2
1931 245 0 0.02 0.02 80.9 44.0

1932 0 389 0.034 0.11 0.11 125.6 125.6 54.7 57.7 29.0 0 0
1933 373 10.259 0.12 0.12 132.4 69.5 22.2
1934 256 17.110 0.37 0.37 274.5 83.6 48.0
1935 252 18.969 1.20 1.20 324.2 101.0 128.1
1936 3.679 6.7 6.7 557.5 113.2 334.1

1937 137 722 18.250 13.1 13.1 540.7 540.7 116.6 675.1 200.0 0 0
1938 26.986 385.6 134.0 202.4
1939 19.647

1940 139 513 5.511 6.7 6.7 279.0 279.0 139.8 313.7 160.5 0 3.5
1941 89 268 5.472 100.9 1.1
1942 0 12 2.567 0 0
1943 0 11 2.546 0 0
1944 0 9 5.382 0 0

1945 17 44 4.995 4.7 4.7 23.8 23.8 52.9 0.6 13.9 0 0.3
1946 6.289
1947 9.622
1948 20.175 344.0 532
1949 45.661 91.9 496.0 167.0 878

1950 4152 466 64.554 123.1 118.3 649.3 649.3 212.9 366.8 1072 0.3 0.3 1.2
1951 3555 859 53.646 125.1 1157 256.0 454.6 1233 1.9 15.0
1952 3321 932 59.663 104.4 1650 278.6 558.4 1296 4.3 31.1
1953 4808 1411 77.380 143.3 1902.7 297.6 702.5 1640 3.5 3.5 49.2
1954 4926 1613 94.728 205.9 2384 2383.5 318.7 920.2 2894 45.7 45.7 94.0
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FE.9 FE.10 FF.1 FF.2 FF.2.1 FF.3 FF.3.1 FF.4 FF.5 FF.6 FF.7 FF.8
自動車ク
レーン

エレヴェー
タ

乗用車 オートバ
イ・スクー

ター

オートバイ 自転車･
モーター自

転車

自転車 電球 蓄音機 ラジオ 家庭用洗
濯機

洗濯機 家庭用冷
蔵庫

単位 unit unit 1000unit 1000unit 1000unit 1000unit 1000unit 100万unit 1000unit 1000unit 1000unit 1000unit 1000unit

1955 5505 1957 107.806 244.5 235 2883.8 2883.8 356.8 847.5 3549 74.9 87.0 151.4
1956 5590 2829 97.792 297.0 3119.9 3119.8 409.5 388.1 3772 195.4 224.0
1957 6270 3340 113.588 336.5 3317.8 467.6 191.1 3550 377.4 308.9
1958 6944 4155 122.191 400.1 3651.0 531.4 213.3 3902 463.7 538.4 359.6
1959 2899 124.519 499.7 3275 585.3 251.3 4035 647.8 724.0 426.1

1960 6695 3365 138.822 552.7 533 2783 2581 638.1 141.6 4165 895.5 953.1 529.5
1961 7891 3473 148.914 588.3 567 2859 676.8 4228 1285.6 686.5
1962 9018 3394 165.945 621.2 599 3147 728 4251 1797.0 837.8
1963 9902 5000 173.122 647.4 624 3353 812 4802 2282.4 910.9
1964 9941 6757 185.159 687.2 663 3623 902 4766 2860.6 1134

1965 11141 8639 201.175 721 711 3873 983 5160 3430 1675
1966 12810 10229 230.251 753 736 4048 1053 5842 3869 2205
1967 13474 11883 251.441 784 763 4199 1165 6416 4324 2697
1968 13904 13712 280.332 802 780 4303 1269 6978 4700 3155
1969 14062 15779 293.558 827 808 4372 1432 7266 5153 3701

1970 15397 18107 344.248 853 833 4443 3851 1627 7815 5243 4140
1971 16231 20746 529.041 893 872 4547 1820 8794 4052 4557
1972 16369 22804 730.105 919 898 4631 1957 8842 3001 5030
1973 17186 24259 916.7 954 932 4779 1997 8615 2987 5423
1974 18989 25323 1119.4 983 960 4831 1985 8753 3075 5426

1975 19681 25218 1201 1053 1029 5007 4292 2050 8376 3286 5579
1976 20162 27353 1239 1085 1060 5072 2032 8456 3510 5827
1977 21160 28859 1280 1116 1090 5229 2080 8652 3647 5798
1978 21402 30946 1312 1125 1099 5414 2097 8728 3697 6069
1979 21883 33358 1314 1103 1078 5362 2095 8452 3661 5953

1980 21685 33788 1327 1116 1090 5452 4736 2172 8478 3826 5925
1981 21100 34300 1324 1121 1095 5500 4837 2223 8704 3928 5933
1982 20800 33400 1307 1136 1110 5605 4978 2269 8906 3995 5800
1983 19900 30500 1315 1154 1127 5697 5060 2410 9298 4250 5684
1984 18000 30600 1327 1178 1151 5946 5281 2462 9391 4534 5516

1985 31200 1332 1175 1148 6037 5362 2470 8849 5068 5704
1986 33700 1326 1157 1130 6183 5491 2490 8924 5383 5752
1987 36800 1332 1072 1047 6249 5550 2413 8143 5779 5787
1988 35500 1262 1093 1068 6358 5647 2381 8025 6104 6026
1989 37800 1217 1101 1076 6311 5605 2315 8561 6698 6252

1990 38000 1259 1119 1093 6604 5865 2279 9168 7818 6285
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木材･製紙工業主要品目生産
FF.9 FF.10 FF.11 FF.12 FF.13 G.1+2 G.1 G.2 G.3 G.4 G.5

冷蔵庫・
冷凍庫

電気アイ
ロン

テレビ カメラ 時計 家庭用ミ
シン

木材搬出 産業用木
材

薪材 材木 ファイバー
ボード

合板

単位 1000unit 1000unit 1000unit 1000unit 100万unit 1000unit 100万m3 100万m3 100万m3 100万m3 100万m2 1000m3

1913 0 0 0.7 271.8 66.990 30.5 36.5 14.2 203.5
1914
1915
1916
1917
1918
1919
1920
1921
1922
1923
1924
1925
1926
1927 202.1

1928 0 0 0.9 285.6 61.7 36.0 25.7 13.6 185.4
1929 0 425.2 95.5 60.0 35.5 16.6 246.9
1930 3.0 538.5 147.2 96.7 50.5 21.9 338.7
1931 23.0 2.990 500.8 159.8 104.1 55.7 23.8 384.6

1932 0 29.6 3.557 318.8 164.7 99.4 65.3 24.4 423.6
1933 115.3 4.093 265.8 173.3 98.0 75.3 27.3 425.0
1934 168.6 4.371 260.8 181.3 99.7 81.6 30.6 500.0
1935 150.7 4.497 402.8 210.1 117.0 93.1 34.0 554.3
1936 268.0 490.0 221.9 128.1 93.8 39.8 673.9

1937 0 353.2 4.028 510.1 209.0 114.2 94.8 33.8 678.9
1938 207.5 502.5 223.1 114.7 108.4 34.5 666.0
1939 264.1 126.1 138.0 34.4 671.9

1940 420.0 0.3 355.2 2.796 175.2 246.1 117.9 128.2 34.8 4.1 731.9
1941 1.838 200.1 229.3 115.1 114.2 29.7 429.7
1942 0 0.061 0 132.7 48.2 84.5 15.1 154.9
1943 0 0.417 0 153.4 43.4 110.0 13.1 133.9
1944 0 0.355 0 160.6 52.4 108.2 13.2 125.1

1945 28.7 0 0.01 0.336 0 168.4 61.6 106.8 14.7 192.2
1946 185.5 80.3 105.2 16.2 251.6
1947 201.9 99.0 102.9 19.4 309.4
1948 157.4 3.070 307.0 249.7 132.4 117.3 30.1 434.7
1949 166.9 5.960 411.0 269.0 151.3 117.7 42.8 573.4

1950 507.7 11.9 260.3 7.566 501.7 266.0 161.028 105.0 49.502 6.2 657.5
1951 771.3 25.3 357.2 9.645 668.0 296.7 184.5 112.2 56.0 766.6
1952 1166.8 37.4 459.0 10.486 804.5 291.456 184.6 106.8 60.5 8.8 883.1
1953 1712.7 84.1 499.1 12.838 993.2 292.117 179.938 112.2 66.426 12.9 945.5
1954 3778.2 254.3 767.9 16.400 1280.0 328.900 205.8 123.1 69.0 1023.5
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木材･製紙工業主要品目生産
FF.9 FF.10 FF.11 FF.12 FF.13 G.1+2 G.1 G.2 G.3 G.4 G.5

冷蔵庫・
冷凍庫

電気アイ
ロン

テレビ カメラ 時計 家庭用ミ
シン

木材搬出 産業用木
材

薪材 材木 ファイバー
ボード

合板

単位 1000unit 1000unit 1000unit 1000unit 100万unit 1000unit 100万m3 100万m3 100万m3 100万m3 100万m2 1000m3

1955 5290.5 494.7 1022.5 19.705 1610.9 333.879 212.072 121.8 75.603 16.5 1049.0
1956 596.2 1194.6 22.585 1913.5 342.251 222.092 120.2 76.583 21.3 1121.0
1957 707.8 1322.0 23.508 2266.9 361.448 237.806 123.5 81.643 29.2 1156.0
1958 979.3 1472.3 24.771 2685.8 374.991 250.943 124.1 93.777 34.9 1227.9
1959 1277 1616 26.187 2941 397.984 270.250 127.7 104.015 52.1 1296.1

1960 529 5006 1726 1764 26.038 3096 369.550 261.513 108.0 105.556 67.6 1353.5
1961 7124 1949 1398 26.018 3292 351.046 253.289 97.7 104.308 83.5 1427.7
1962 8445 2168 1339 26.093 3341 352.703 255.668 97.0 104.555 93.6 1486.4
1963 8654 2473 1431 27.090 2604 369.603 267.321 102.3 106.370 1548.7
1964 6905 2927 1166 28.682 1564 385.292 276.874 108.4 110.899 1658.6

1965 3649 3655 1053 30.570 800 378.113 273.596 104.5 110.812 138 1756.1
1966 4691 4415 1420 32.383 1025 373.464 271.727 101.8 106.658 1830.1
1967 5252 4955 1588 34.402 1198 383.030 286.883 96.1 108.991 1878.3
1968 5974 5742 1841 36.260 1300 380.404 289.894 90.5 110.002 1899.2
1969 7219 6595 1961 38.0 1324 374.159 286.253 87.9 112.341 1945.9

1970 4140 8646 6682 2045 40.2 1400 385.089 298.548 86.5 116.391 208 2045.1
1971 10056 5814 2216 42.1 1408 384.689 298.320 86.4 118.842 2083.4
1972 10786 5980 2384 44.1 1439 382.957 297.602 85.4 118.709 2110.1
1973 12200 6271 2573 47.5 1400 387.792 304.325 83.5 116.193 2142.0
1974 13500 6569 2600 50.6 1366 388.468 303.650 82.3 114.748 2160

1975 5579 14506 6960 3031 55.1 1360 395.054 312.902 81.7 116.169 409 2196
1976 7063 3245 57.9 1358 384.531 302.929 79.4 112.580 434 2174
1977 7073 3567 60.8 1360 376.660 295.952 79.4 109.459 459 2178
1978 7165 3852 63.3 1355 361.436 283.571 77.9 106.275 462 2122
1979 7271 4055 64.9 1317 353.965 273.036 78.1 99.580 470 1988

1980 5932 12561 7528 4255 66.7 1323 356.640 277.670 76.9 98.199 487 2022
1981 5944 12993 8190 4376 68.6 1353 358.244 277.340 77.4 98.108 497 2035
1982 5816 13334 8345 4058 69.1 1363 355.917 272.584 79.8 97.510 484 2015
1983 5700 14080 8578 2986 69.1 1392 355.702 275.434 76.8 97.006 518 2103
1984 5667 14743 8998 2212 67.1 1420 367.855 282.840 81.5 97.322 543 2132

1985 5860 15442 9371 2085 67.2 1504 367.961 281.189 79.9 98.248 575 2187
1986 5948 15867 9436 2172 69.9 1530 377.112 296.411 78.4 102.083 625 2320
1987 5984 15006 9081 2415 70.6 1483 389.209 302.902 83.0 102.455 634 2304
1988 6231 15424 9637 2722 73.5 1550 386.406 305.328 77.6 104.841 650 2340
1989 6465 15500 9938 2856 74.7 1553 369.501 294.953 71.0 101.109 647 2303

1990 6499 16000 10540 3079 77.4 1754 332.143 264.587 64.1 91.528 623 2061
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建設資材工業主要品目生産
G.6 G.7 G.8 G.9 G.10 G.11 H.1 H.2 H.3 H.4 H.5 H.6

合成樹脂
パーティク
ルボード

マッチ 紙 厚紙 テーブル 椅子･肘掛
け椅子

セメント 組立式鉄
筋コンク
リート建
造・部品

建設用石
灰

建設用石
膏

建設用レ
ンガ

屋根下張
り用素材

単位 1000m3 100万unit 1000㌧ 1000㌧ 1000unit 1000unit 1000㌧ 100万m3 1000㌧ 1000㌧ 100万unit 100万m2

1913 3.757 269.2 20.0 1777 510 520 3357 8.775
1914
1915
1916
1917 2.279 154.6 963 674
1918 1.019
1919 1.008
1920 0.632 36
1921 0.782 64
1922 0.976 31.7 2.5 142
1923 1.425 61.0 10.4 271
1924 1.640 107.8 18.5 392
1925 3.276 211.0 23.5 872
1926 3.950 254.0 33.0 1403 123
1927 4.170 268.0 44.5 1574 183 19.3

1928 5.532 284.5 47.1 1850 526 235 2790 19.240
1929 6.844 384.9 62.5 2232 698 342 3755 25.4
1930 9.157 495.3 77.0 3006 4750 39.8
1931 7.675 505.2 62.0 3336 1814 4680 55.3

1932 5.642 471.2 73.0 3478 2107 475 4900 66.045
1933 6.876 506.1 79.0 2709 1394 446 3822 89.4
1934 9.080 565.8 91.5 3536 2077 688 4972 95.4
1935 10.730 640.8 107.8 4488 2280 856 5959 122.2
1936 8.194 763.5 133.2 5872 2906 1195 8345 152.2

1937 7.163 831.6 144.2 5454 3750 1212 8666 161.365
1938 9.516 832.8 149.2 5688 3285 1087 7586 148.6
1939 10.240 799.8 159.0 5197 3247 1132 7594 149.4

1940 10.000 812.4 150.8 2226 10267 5675 3006 892 7455 127.148
1941 8.0 729.8 133.8 5514 746 5575 108.806
1942 1.7 165.7 25.2 1133 143 1572 19.945
1943 2.1 204.9 35.4 980 484 159 1317 21.855
1944 1.9 193.0 39.5 1490 860 239 1558 33.320

1945 1.864 321.1 55.9 1845 1172 357 2026 71.232
1946 2.4 513.7 100.5 3373 1824 596 3239 125.8
1947 3.3 642.1 140.7 4718 2149 684 4059 166.3
1948 5.3 772.1 180.5 6455 2721 1048 6105 199.7
1949 8.0 987.1 232.1 8147 3412 1460 8137 237.7

1950 10.2 1180.3 304.8 2198 12395 10194 1.2 4154 1721 10179 285.542
1951 10.8 1329.1 333.9 2606 14819 12070 4660 1958 12801 316.854
1952 9.1 1447.5 383.7 2753 15000 13910 1.9 4923 2211 14854 360.008
1953 8.9 1596.5 442.5 2781 14543 15961 5314 2390 16788 405.419
1954 11.3 1732.8 499.3 3083 15243 18992 5810 2539 18764 445.909
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建設資材工業主要品目生産
G.6 G.7 G.8 G.9 G.10 G.11 H.1 H.2 H.3 H.4 H.5 H.6

合成樹脂
パーティク
ルボード

マッチ 紙 厚紙 テーブル 椅子･肘掛
け椅子

セメント 組立式鉄
筋コンク
リート建
造・部品

建設用石
灰

建設用石
膏

建設用レ
ンガ

屋根下張
り用素材

単位 1000m3 100万unit 1000㌧ 1000㌧ 1000unit 1000unit 1000㌧ 100万m3 1000㌧ 1000㌧ 100万unit 100万m2

1955 13.3 1847.8 559.8 3265 16143 22484 5.0 6205 2870 20825 503.677
1956 13.5 1974.8 587.7 3400 16805 24858 6388 3000 21566 535.959
1957 13.6 2084.7 656.6 3771 18362 28896 7208 3504 24671 580.959
1958 12.9 2167.6 787.8 4491 22300 33308 18.038 8385 4005 28689 648.131
1959 13.5 2247.2 843.5 5411 26000 38781 23.900 9258 4421 33025 689.845

1960 161 14.2 2333.7 893.1 6472 29000 45520 30.169 9562 4622 35513 750.129
1961 14.7 2494.1 951.4 7376 32000 50864 36.200 9361 4456 36694 794.4
1962 15.2 2664.8 1003.3 8199 33000 57328 41.937 8886 4376 36048 849.7
1963 15.2 2760.2 1092.9 8829 34000 61018 45.467 8329 4239 35164 912.2
1964 2899.6 1220.4 9649 35000 64934 50.015 7824 4203 35939 994.8

1965 798 3230.7 1449.0 10400 35000 72388 56.106 8134 4344 36574 1082.5
1966 3568.1 1662.1 11000 35000 80013 63.852 8449 4495 37757 1156.7
1967 3800.7 1875.8 11500 36000 84809 70.094 8746 4692 39940 1206.9
1968 3954.9 2015.0 11700 37000 87512 73.597 8682 4697 40491 1181.9
1969 4046.2 2238.0 11800 38000 89740 76.645 8534 4565 40576 1260.8

1970 1991 4185.3 2516.0 12100 40000 95248 84.561 9104 4746 43153 1333.7
1971 4406.7 2679.0 12400 41000 100331 90.763 44561 1369.0
1972 4613.1 2811.4 13000 43000 104299 96.067 45650 1416.9
1973 4907.7 2982.1 14700 46000 109521 102.949 46774 1557.2
1974 5040 3158 15500 50000 115145 108.540 46727 1684

1975 3994 5215 3368 16300 50000 122057 114.161 9700 4864 47212 1760
1976 4222 5389 3527 124246 118.702 46447 1885
1977 4590 5459 3605 127056 121.174 45431 1838
1978 4777 5548 3688 126956 123.196 44678 1868
1979 4695 5249 3480 123019 120.803 42376 1753

1980 5454 5288 3445 16600 45212 125049 122.223 8627 4295 41783 1723
1981 5811 5399 3555 127169 124.478 41794 1710
1982 6019 5439 3539 123681 123.570 41556 1704
1983 6198 5667 3889 128156 128.284 42502 1839
1984 6673 5862 3965 129866 132.425 41761 1883

1985 6899 5986 4034 19300 42698 130772 136 9412 4223 41200 1928
1986 7244 6156 4239 19800 42294 135119 142 9798 4599 42600 2002
1987 7689 6191 4375 20100 41649 137404 149 9789 4781 43400 1983
1988 8141 6322 4499 20700 41807 139499 153 45100 2010
1989 8342 6315 4335 21000 40483 140436 152 46100 1962

1990 8158 6154 4234 20400 37997 137322 144 45800 1846
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軽工業主要品目生産
H.7 H.8 H.9 H.10 H.11 H.12 I.1 I.2 I.3 I.4

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ
金属粉

ルーフィン
グ・アイア

ン

ルーフィン
グ・タイル

ルーフィン
グ・タイル

スレート レール リノリウム 窓ガラス 木綿糸 綿織物 亜麻糸 亜麻織物

単位 1000㌧ 1000㌧ 100万unit 100万m2100万piece 1000㌧ 100万m2 100万m2 1000㌧ 100万m 1000㌧ 100万m

1913 21.0 406.2 30.4 9.0 636.4 23.7 271 2671.5 53.3 121.4
1914 391.3 703.8
1915 297.8 557.6
1916 167.4 2.5 407.4
1917 105.7 171.3 9.7 210.7 52.0 97.0
1918 71.9 17.7 4.4 117.6 27.9
1919 48.3 0.82 35.4 2.3 19.3 15.2
1920 18.0 0.49 1.6 15.1 10.3
1921 26.4 2.71 2.5 21.8 8.38
1922 34.8 2.17 5.8 71.5
1923 4.9 75.2 2.75 10.8 87.4 34.4
1924 8.1 111.6 3.92 14.9 116.2 45.2
1925 20.0 178.0 11.9 16.3 196.9 47.6
1926 27.7 283.5 16.6 22.9 252.1 67.8
1927 29.4 334.3 21.6 29.4 283.6 67.4

1928 34.8 369.3 38.5 390.4 34.2 324 2678.0 61.6 174.4
1929 48.6 396.1 51.3 383.1 40.3 353.8 2996 70.4 176.8
1930 69 315.3 65.9 461.8 43.1 287.4 2351 78.2 196.3
1931 157.3 105.0 515.1 33.4 313.8 2242 57.0 141.5

1932 72 98.4 59.0 111.8 495.1 29.5 355.1 2694.0 54.5 133.6
1933 86 102.9 47.9 61.4 593.9 29.8 367.3 2732 57.6 140.5
1934 101 124.8 60.3 100.2 860.1 50.1 387.7 2733 66.8 162.1
1935 123 142.2 101.7 169.4 952.9 69.8 384.0 2640 83.0 215.6
1936 153 178.8 137.9 209.7 1260 87.9 480.0 3270 295.2

1937 186 179.0 142.1 187.0 1180 79.3 532.9 3447.6 97.5 285.2
1938 151.5 159.1 170.3 1098 59.6 528.9 3460 269.8
1939 162.6 200.8 51.3 561.5 3763 257.7

1940 208 103.4 173.3 205.6 1360 44.7 649.9 3953.8 109.0 285.5
1941 94.3 144.8 874 38.5 3824 245.7
1942 21.7 16.8 112 6.3 1644 74.2
1943 9.7 38.3 115 7.2 1635 84.4
1944 21.6 67.0 129 13.5 1779 91.1

1945 196 0 29.6 83.6 530 23.3 303 1616.5 40.2 106.5
1946 63.1 169.5 650 39.9 1901 112.6
1947 90.9 243.0 880 47.8 2541 141.4
1948 135.6 329.0 1580 59.0 3150 184.1
1949 168.6 450.5 1751 71.5 3601 225.5

1950 313 0 222.5 13.1 546.4 1300 76.9 662.5 3898.6 99.0 282.2
1951 403 268.1 15.7 695.4 67.7 4768 313.5
1952 450 319.1 18.9 878.4 62.0 5044 256.5
1953 511 376.6 22.5 1074.2 76.0 899 5285 95.6 288.9
1954 572 428.8 25.7 1261.6 2300 86.4 5590 287.4
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軽工業主要品目生産
H.7 H.8 H.9 H.10 H.11 H.12 I.1 I.2 I.3 I.4

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ
金属粉

ルーフィン
グ・アイア

ン

ルーフィン
グ・タイル

ルーフィン
グ・タイル

スレート レール リノリウム 窓ガラス 木綿糸 綿織物 亜麻糸 亜麻織物

単位 1000㌧ 1000㌧ 100万unit 100万m2100万piece 1000㌧ 100万m2 100万m2 1000㌧ 100万m 1000㌧ 100万m

1955 667 0 472.1 28.3 1488.0 2882 5.0 99.8 1038 5905.2 105.4 305.5
1956 757 0 498.4 30.1 1809.4 2408 112.2 977 5457 137.0 383.2
1957 934 0 557.4 33.7 2152.9 2247 120.9 1016 5588 147.2 424.3
1958 913 0 662.5 41.4 2406.7 2419 133.1 1063 5790 169.3 480.8
1959 952 0 763.3 47.7 2603.4 139.8 1124 6150 188.9 527.0

1960 1062 0 817.7 51.1 2991.4 13.3 147.2 1169 6387 200.6 559.2
1961 1102 0 824.1 51.6 3396.8 15.4 153.1 1165 6425 191.0 530.7
1962 1172 0 782.5 48.9 3720.7 16.3 165.6 1192 6453 187.0 515.7
1963 1218 0 638.5 39.9 3845.1 21.6 169.1 1220 6619 198.2 541.0
1964 1220 0 460.9 28.8 4019.7 25.5 186.3 1274 6976 208.2 580.2

1965 1265 0 324.8 20.3 4161.8 31.2 190.3 1292 7076.9 209.3 587.3
1966 1362 0 313.6 19.6 4512.1 33.4 200.7 1323 7238 227 620.7
1967 1320 0 291.2 18.2 4864.0 38.8 204.9 1373 7414 242 668.9
1968 1352 0 260.8 16.3 5145.5 45.4 213.5 1421 7562 250 698.9
1969 1246 0 192.0 12.0 5222.0 51.3 217.3 1438 7606 239 695.3

1970 1344 0 139.2 8.7 5839.7 57.4 231.4 1435 7481.9 252 725.3
1971 1319 0 89.6 5.6 6199.6 59.8 237.1 1495 7716 264 772.5
1972 1298 0 78.4 4.9 6571.3 60.1 247.5 1504 7680 264 776.0
1973 1332 0 64.0 4.0 6978.2 61.4 254.2 1535 7839 267 794.6
1974 1385 0 46.4 2.9 7367 64.2 258 1557 7857 267 797

1975 0 30.4 1.9 7840 71.9 269 1573 7809.9 260 768.4
1976 0 19.2 1.2 8114 78.7 267 1583 7899 268 781
1977 0 12.8 0.8 7340 80.0 269 1597 7902 269 787
1978 0 12.8 0.8 7262 85.2 266 1627 8049 268 796
1979 0 11.2 0.7 7261 87.8 255 1623 8027 245 729

1980 0 9.6 0.6 7308 92.6 245 1636 8063.1 214 653.8
1981 0 9.6 0.6 7452 95.1 245 1645 8140 202 624
1982 0 9.6 0.6 7565 96.2 243 1634 8067 196 636
1983 0 11.2 0.7 7873 99.9 247 1659 8209 208 687
1984 0 11.2 0.7 8094 106 247 1688 8463 212 734

1985 0 9.6 0.6 8270 115 243 1742 8641.5 214 750.6
1986 0 11.2 0.7 8577 117.4 256 1747 8741.9 217 780.3
1987 0 14.4 0.9 8777 124.5 252 8890.4 802.4
1988 0 11.2 0.7 8897 139 250 9034.6
1989 0 9.6 0.6 9029 148 243 8967.7

1990 0 9.6 0.6 9034 158 213 8695.1
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I.5 I.6 I.7 I.8 I.8.1 I.8.2 I.9 I.10 I.11 I.12 I.12.1 I.12.2
毛糸 毛織物 絹織物・

レーヨン
ニット(メリ
ヤス)製品
(右2項目
の合計)

下着･シー
ツ用ニット

製品

上着用
ニット製品

靴下類 コートﾄ,半
コート(大

人用)

堅い革製
品(トン)

同(平方デ
シメー
ター)

柔らかい
革製品(平
方デシメー
ター，右2
項目の合

計)

クロム革
製品

ロシア革
製品

単位 1000㌧ 100万m 100万m 100万unit 100万unit 100万unit 100万pair 1000piece 1000㌧ 100万dcm2 1000dcm2 1000dcm2 1000dcm2

1913 46.5 107.7 42.6 23.0 630 1150
1914
1915
1916
1917
1918 24.9
1919 9.9
1920 7.6
1921 6.8
1922 13.7
1923 15.7
1924 20.5
1925 29.3
1926 35.8
1927 43.8

1928 49.5 86.8 9.6 8.3 6.9 1.4 67.7 89.0 2437 3050
1929 57.3 100.6 13.0
1930 71.0 114.5 17.8
1931 73.0 107.9 19.5

1932 71.0 88.7 21.5 39.0 27.3 11.7 208.0 52.9 1448 3414
1933 67.5 86.1 26.0 53.3 36.1 17.2 250.9 39.7 1087 2486
1934 61.0 77.9 31.4 76.1 53.7 22.4 322.9 32.9 901 2485
1935 65.5 84.0 38.2 89.2 63.2 26.0 340.7 31.2 854 2733
1936 73.0 101.5 51.7 121.8 85.9 35.9 358.7 42.0 1150 3374

1937 76.6 108.3 58.9 156.6 111.5 45.1 408.6 59.8 1637 4583 3034 1549
1938 113.2 58.8 168.9 114.9 53.7 451.1 60.6 1659 4230
1939 122.4 70.4 170.7 117.0 58.6 457.4 65.1 1783 4647

1940 82.6 119.7 77.3 183.0 124.4 58.6 485.4 70.3 1924 4924.7 3251 1674
1941 93.8 66.1 165.1 115.1 50.0 405.1
1942 45.0 30.1 54.0 35.2 18.8 89.6
1943 48.9 36.0 49.3 27.7 21.6 87.8
1944 52.4 38.4 47.0 24.0 23.0 90.5

1945 39.9 53.6 36.4 50.0 26.6 23.4 91.0 21.8 597 1809.7
1946 70.9 48.7 76.4 46.0 30.4 133.9 29.0 794 2264
1947 95.0 65.4 100.2 61.3 38.9 196.7 38.0 1041 2846
1948 123.7 81.7 127.2 84.3 42.9 282.0 41.0 1123 3037
1949 148.6 105.0 163.7 118.6 45.1 375.1 49.3 1350 3384

1950 101.6 155.2 129.7 197.5 150.4 47.1 472.7 60.2 1648 4120.2
1951 175.6 174.3 257.2 198.3 58.9 597.8 73.2 2004 4939
1952 190.5 224.6 298.4 234.9 63.5 584.9 77.7 2128 5243
1953 137.2 208.7 400.4 313.7 247.7 66.0 611.9 80.7 2211 5600
1954 243.2 517.0 402.6 327.1 75.5 674.8 82.0 2245 5640
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I.5 I.6 I.7 I.8 I.8.1 I.8.2 I.9 I.10 I.11 I.12 I.12.1 I.12.2
毛糸 毛織物 絹織物・

レーヨン
ニット(メリ
ヤス)製品
(右2項目
の合計)

下着･シー
ツ用ニット

製品

上着用
ニット製品

靴下類 コートﾄ,半
コート(大

人用)

堅い革製
品(トン)

同(平方デ
シメー
ター)

柔らかい
革製品(平
方デシメー
ター，右2
項目の合

計)

クロム革
製品

ロシア革
製品

単位 1000㌧ 100万m 100万m 100万unit 100万unit 100万unit 100万pair 1000piece 1000㌧ 100万dcm2 1000dcm2 1000dcm2 1000dcm2

1955 167.5 252.3 525.8 431.7 346.5 85.2 772.2 84.8 2322 5676.2
1956 179.5 268.5 752.0 433.9 348.5 85.4 803.2 91.1 2494 6147
1957 187.9 283.7 804.9 464.9 374.7 90.2 844.7 102.4 2804 6869
1958 201.4 303.0 844.5 496.5 399.3 97.2 887.7 114.0 3120 7375
1959 212.6 327.6 799.7 542.6 438.7 103.9 926.1 124.3 3404 7873

1960 221.3 341.8 809.7 583.9 472.3 111.6 964.1 357 133.3 3650 8431 6574 1857
1961 231.7 354.5 816.8 605.5 487.7 117.8 1000.5 139.8 9070 7132 1938
1962 241.1 366.2 946.9 644.3 519.4 124.9 1032.8 131.4 8649 7063 1586
1963 242.5 369.8 958.0 686.4 553.9 132.5 1121.6 136.8 8862 7279 1583
1964 238.7 372.3 978.4 793.2 639.8 153.4 1236.0

1965 235.8 365.0 934.5 902.7 714.8 187.9 1350 739
1966 258.1 397.9 1012 1444 913
1967 281.5 427.4 1080 1486 1057
1968 302 455.1 1076 1466 1138
1969 322 478.5 1129 1396 1400

1970 350 495.7 1241.2 1229.6 814.4 415.2 1338 1483 160.7 4400 10879 9100 1779
1971 371 515.5 1272 1274 829 445 1309 1315
1972 377 518.0 1348 1294 843 451 1337 1478
1973 393 529.9 1401 1360 900 460 1411 1460
1974 408 541 1447 1389 920 469 1469 1400

1975 417 551.6 1517.0 1420.7 955.1 465.6 1495 1826
1976 429 567 1588 1462 990 472 1540 2316
1977 437 574 1609 1512 1038 474 1564 2602
1978 447 579 1619 1554 1080 474 1596 2910
1979 450 572 1615 1589 1111 478 1636 3900

1980 456 563.8 1632.0 1622.8 1143.9 478.9 1669 5888 130.0 3561 11531 10200 1331
1981 453 567 1651 1646 1169 477 1726 7586
1982 449 550 1654 1612 1152 460 1781 8064
1983 447 521 1704 1645 1171 474 1823 8112
1984 433 502 1710 1681 1189 492 1869 8000

1985 421 490.6 1718.0 1731.0 1224.0 507.0 1909 7456 121.4 3323 11361 10000 1361
1986 421 491.4 1724.5 1774.7 1250.9 523.8 1968 6481 118.4 3243 11325 10000 1325
1987 503.8 1789.0 1831.1 1278.9 552.2 2044
1988 516.7 1835.0 1890 2107
1989 521.5 1852.1 1934 2110

1990 509.2 1786.6 1931 2155
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食品工業主要品目生産
I.13 I.14 I.15 J.1 J.2 J.3 J.3.1 J.3.2 J.3.3 J.4 J.5 J.5.1
革靴 フェルト靴 ゴム靴 粗糖 精製砂糖 肉(コル

ホーズに
よる生産
を除く)

牛肉 豚肉 :鳥肉 ソーセー
ジ・ハム

漁獲量･海
獣・鯨捕

獲量

　内：漁獲
量

単位 100万pair 100万pair 100万pair 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧

1913 60.0 16 38.9 1358 828 1042 1050.6 1048
1914 1705 937
1915 1504 859
1916 1186 841
1917 912 251 893
1918 342 61
1919 95 18
1920 89 17
1921 51 8
1922 210 50
1923 378 130
1924 457 302
1925 1064 449
1926 873 412
1927 1333 575

1928 58.0 15.6 36.3 1283 656 678 840.2 839
1929 77.0 16.6 42.1 823 523 956 954
1930 75.4 42.4 1507 216 609 1283 1279
1931 86.7 53.9 1486 241 794 1441 1431

1932 86.9 9.4 64.7 828 438 596.5 389.3 40.5 14.4 1333.0 1324
1933 90.3 7.6 62.2 995 349 527 1303 1291
1934 85.4 7.9 65.0 1404 487 649 1547 1527
1935 103.6 9.1 76.4 2032 719 787 1520 1494
1936 143.2 11.2 82.0 1998 1060 995 1631 1606

1937 182.9 13.4 84.6 2421 1032 1002.0 571.0 238.8 31.7 368.6 1608.9 1583
1938 192.9 85.5 2520 1137 1447 1542 1523
1939 205.7 80.3 1826 935 1639 1566 1545

1940 211.0 17.9 69.7 2165.3 628 1501.2 834.8 350.1 51.0 391.3 1403.9 1385
1941 157.7 16.2 44.2 523.4 638 1172.1 1281
1942 52.7 10.3 0.7 113.7 14 723.2 962
1943 55.8 12.5 2.5 116.7 28 613.8 1208
1944 67.4 13.3 8.0 244.8 25 543.3 1235

1945 63.1 13.3 15.1 464.9 54 662.9 140 1125.2 1109
1946 81.2 30.8 466 100 793 1208 1188
1947 112.8 51.3 981 169 815 1534 1472
1948 134.0 71.1 1666 293 1016 1575 1485
1949 163.6 91.8 2042 481 1149 1953 1827

1950 203.0 22.4 110.8 2523 701 1555.8 949.9 295.3 34.5 491.7 1755.0 1627
1951 239.2 123.1 2979 859 1715 2142 1977
1952 237.0 21.5 124.0 3067 1017 1964.6 1166.0 402.7 54.7 55 2107 1888
1953 238.1 23.8 113.1 3434 1252 2212.4 1198.0 484.3 86.2 2195 1983
1954 255.2 27.2 118.5 2611 1275 2459.0 2505 2258
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食品工業主要品目生産
I.13 I.14 I.15 J.1 J.2 J.3 J.3.1 J.3.2 J.3.3 J.4 J.5 J.5.1
革靴 フェルト靴 ゴム靴 粗糖 精製砂糖 肉(コル

ホーズに
よる生産
を除く)

牛肉 豚肉 :鳥肉 ソーセー
ジ・ハム

漁獲量･海
獣・鯨捕

獲量

　内：漁獲
量

単位 100万pair 100万pair 100万pair 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧

1955 271.2 24.5 134.6 3419 1285 2524.4 1164.2 612.6 113.7 770.2 2740 2495
1956 287.0 24.2 145.0 4354 1591 2670.8 1202.3 760.2 105.5 2849 2617

1957 317.3 26.4 150.7 4491 1538 3115.2 1298.8 1118.7 113.6 2761
1958 356.4 28.6 159.2 5433 1766 3372.0 1495.4 1150.5 96.4 1049 2936.4
1959 389.9 31.1 167.4 6011 1821 4227.8 1922.3 1353.5 158.7 1218 3075.1

1960 419.3 31.5 166.2 6363 1915 4406.4 2000.4 1360.5 175.9 1351 3541.2 3228
1961 443.2 33.4 163.6 8376 2006 4251.2 1680.1 1506.4 212.6 1321 3724
1962 456.3 33.8 157.2 7800 1934 4808.3 2026.9 1665.3 223.4 1369 4168
1963 462.7 34.3 159.6 6219 1952 5439 2371 1945 204 1492 4681
1964 474.6 34.3 164.7 8209 2235 4148 2160 1039 133 1490 5171

1965 486.0 33.3 160.7 11037 2197 5245 2412 1783 167 1606 5774
1966 522.2 32.6 164.2 9740 1960 5774 2751 1992 171 1774 6093
1967 561.3 32.2 168.2 9939 1976 6463 3228 2075 190 1987 6538
1968 597.6 32.4 168.6 10767 1781 6625 3536 1895 201 2150 6784
1969 635.8 31.8 167.8 10347 1766 6483 3477 1819 249 2140 7091

1970 675.7 31.8 173.4 10221 2005 7144 3463 2249 357 2286 7887
1971 679.2 31.5 178.7 9025 2027 8191 3667 2925 441 2439 7845
1972 646.9 30.9 179.6 8903 1934 8723 3889 3179 480 2572 8209
1973 666.2 30.8 194.3 10714 2265 8346 3912 2751 521 2657 9005
1974 684 30.5 205 9446 2330 9367 4365 3114 625 2812 9622

1975 698 30.1 205 10382 2478 9862 4511 3335 705 2953 10357
1976 724 29.2 203 9249 2525 8368 4434 2108 695 2950 10478
1977 736 28.6 197 12036 2593 9118 4595 2465 898 3013 9651
1978 740 27.8 195 12207 2692 9581 4711 2653 1034 3079 9230
1979 740 26.3 194 10647 2656 9582 4654 2637 1139 3104 9359

1980 743 26.5 193 10127 2607 9140 4392 2446 1224 3074 9526
1981 738 26.2 192 9491 2664 9283 4381 2468 1350 3056 9600
1982 734 25.2 192 12070 2791 9269 4344 2402 1460 3078 10000
1983 745 25.5 199 12394 2819 10106 4654 2728 1573 3193 9900
1984 764 25.2 208 12464 2894 10656 4865 2922 1667 3299 10600

1985 788 25.7 218 11799 2900 10807 4957 2894 1743 3414 10700

1986 801 26.3 230 12729 3112 11670 5390 3049 1872 3555 11400

1987 809 26.5 233 13680 3207 12243 5631 3233 2006 3713 11300

1988 819 26.6 237 12056 3219 12826 5846 3419 2137 3853 11500

1989 827 26.2 230 13341 3402 13164 6012 3542 2188 3938 11300

1990 843 25.2 203 12461 3344 12954 6018 3473 2166 3966 10500



458 

 

 

 

 

 

 

 

J.6 J.7 J.8 J.9 J.10 J.11 J.11.1 J.11.2 J.12 J.12.1 J.13 J.14 J.15 J.16
バター 牛乳換算

乳製品
チーズﾞ,羊
乳チーズ

植物油 マーガリ
ン･混合脂

肪

缶詰 :魚類缶詰 :野菜缶詰 菓子類 キャンディ マカロニ･
パスタ類

穀粉 スターチ･
シロップ

ソフト・ドリ
ンク

単位 1000㌧ 100万㌧ 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧ 100万can 100万can 100万can 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧ 100万㌧ 1000㌧ 100万dkl

1913 104 471 0 116 9.6 17.9 109 72.6 30 28 145
1914 136.6
1915 128.7
1916 73.7
1917 56.6
1918 28.0
1919 11.5
1920 21.0
1921 18.2
1922 25.2
1923 29.5
1924 39.6
1925 49.6
1926 56.7
1927 58.9 64.2

1928 82 448 0 125.0 42.4 99 103 47 24 96
1929 78 509 240 136 142 50 93
1930 41 445 320 271 174.0 99 104
1931 83 448 420 518 333.5 160 106

1932 72 23 490 39 692.2 161.2 77.2 510.5 296.6 185 20 107
1933 124 321 619 429 222.5 149 151
1934 138 422 722 522 334.1 181 194
1935 159 492 808 586 363 185 249
1936 189 503 1002 764 458 262 292

1937 185 539 74 982.0 123.3 77.4 878.4 508.5 264 28 247
1938 199 643 1104 994 537 306 306
1939 191 693 1148 999 500 388 233

1940 226 1.3 53 798 121 1112.8 120.3 109.4 789.6 366.0 324 29 247
1941 205 685 926.1 643 292 24 180
1942 111 253 484.6 190 237 16 38
1943 101 215 546.1 163 238 13 17
1944 106 238 556.6 134 207 13 32

1945 117 0.6 35 292 28 558.1 212 98.0 243 15 36
1946 186 326 583 321 157 270 57
1947 218 403 669 394 203 238 71
1948 292 549 868 615 333 311 128
1949 317 722 1162 784 445 364 214

1950 336 1.139 73 819 192 1534.6 200.2 163.7 993.5 590 440 22 242
1951 355 1.636 919 1848 1158 651 496 236
1952 371 1.723 999 277 2064.1 359.6 278.3 1286.0 682 617 26 223
1953 382 1.893 1160 338 2358.4 408.4 320.5 1409.8 702 740 27 240
1954 389 2.147 1280 2741.0 1457.0 679 850 191
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J.6 J.7 J.8 J.9 J.10 J.11 J.11.1 J.11.2 J.12 J.12.1 J.13 J.14 J.15 J.16
バター 牛乳換算

乳製品
チーズﾞ,羊
乳チーズ

植物油 マーガリ
ン･混合脂

肪

缶詰 :魚類缶詰 :野菜缶詰 菓子類 キャンディ マカロニ･
パスタ類

穀粉 スターチ･
シロップ

ソフト・ドリ
ンク

単位 1000㌧ 100万㌧ 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧ 100万can 100万can 100万can 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧ 100万㌧ 1000㌧ 100万dkl

1955 463 2.619 130 1168 399 3217.2 604.6 521.3 1389.1 602 958 32 233
1956 557 4.064 1525 437 3601.4 689.0 525.1 1582.3 739 862 32 254

1957 635 5.199 1685 449 3795.2 636.4 511.6 1574.7 718 957 33 263
1958 659 6.049 169 1465 396 4072.7 632.6 677.7 1675.9 760 950 35 243
1959 721 7.202 1885 542 4363.0 680.9 760.4 1786.6 820 962 36

1960 737 8.304 194 1586 431 4864.3 726.0 1055.0 1744.5 1007 34.5 268 141
1961 781 9.056 204 1815 474 5550.0 762.9 1258.3 1806 999 36
1962 830 9.3 227 2114 516 5914.0 781.3 1262.4 1950 1054 36
1963 777 9.6 238 2195 566 6470.1 831.4 1348.6 2061 1134 36
1964 846 10.5 275 2249 606 7451.7 991.8 1851.6 2306 1264 34

1965 1072 11.7 305 2770 670 7078.5 977.8 1484.5 2315 1251 37
1966 1042 12.9 345 2732 599 7540.6 1027.6 1678.6 2238 1098 39
1967 1060 14.3 357 3034 624 8908.4 1097.9 2019.6 2374 1154 39
1968 1044 16.4 382 3145 652 9547.9 1125.3 2046.2 2551 1063 39
1969 954 18.3 422 2979 691 9659.9 1293.2 2256.3 2765 1172 39

1970 963 19.7 466 2784 762 10676.2 1391.3 2611.3 2896 1184 42 260
1971 1022 19.7 451 2923 850 11301.8 1500.3 2721.8 2890 1191 43
1972 1081 19.9 470 2827 850 12057.4 1660.4 2894.2 2961 1328 44
1973 1239 21.2 522 2677 883 13038 1735.1 3288.1 3144 1342 43
1974 1260 23.0 550 3411 997 14155 1936 3372 3267 1224 42

1975 1231 23.6 547 3344 999 14565 2207 3016 3247 1337 42 328
1976 1263 23.4 591 2775 1040 14520 2377 2960 3387 1476 42
1977 1408 24.3 632 2943 1168 15039 2467 3191 3531 1491 43
1978 1381 24.8 666 2967 1225 14998 2669 3393 3697 1454 42
1979 1325 25.0 676 2819 1273 16148 2913 3336 3769 1499 43

1980 1278 25.5 648 2650 1263 15270 2830 3370 3861 1554 351
1981 1210 25.7 656 2606 1361 15876 2927 3233 3951 1619 375
1982 1290 26.4 699 2629 1432 16605 2853 3233 4019 1634 348
1983 1455 27.8 744 2782 1483 17102 2918 2916 4096 1598 357
1984 1497 28.6 780 2676 1427 17157 2918 3054 4154 1607 357

1985 1517 29.8 814 2545 1411 17993 3123 3011 4285 1654 383

1986 1612 31.3 837 2882 1455 19968 2950 2702 4447 1681 495

1987 1672 32.5 863 2950 1535 20548 2946 3320 4631 1739 531

1988 1724 33.5 894 3142 1494 21109 2989 3393 4859 1781 606

1989 1734 34.6 899 3249 1503 21020 3130 3328 5101 1802 623

1990 1739 34.6 887 3264 1403 20557 3230 3066 5244 1842 583
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J.17 J.18 J.19 J.20 J.21 J.22 J.23 E.14+J.24 J.24 E.14
原アル
コール

ウォッカ･
ウォッカ類

ビール ワイン 塩 吸い口付
き巻タバ
コ･両切り
巻タバコ

マホルカ 石鹸・合
成洗剤

石鹸 洗濯･化粧
石鹸

合成洗剤

単位 100万dkl 100万dkl 100万dkl 100万dkl 100万㌧ 10億本 100万20kg 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧
crates

1913 55.2 118.9 80.6 2.0 22.1 3.9 168 168
1914 1.860
1915 1.738
1916 2.610
1917 1.283 22.0
1918 1.040 12.7
1919 0.5861 10.2
1920 0.6637 4.85
1921 1.103 5.15
1922 0.8554 12.6
1923 1.066 10.8
1924 22.76 1.175 13.0
1925 0.7 25.13 1.442 26.3
1926 24.3 40.84 1.625 37.3
1927 39.6 41.41 2.144 40.7

1928 23.3 55.5 39.1 2.336 49.5 3.2 311 311
1929 21.0 52.7 34.00 2.670 57.7
1930 27.9 61.3 37.00 3.158 61.7
1931 38.9 74.7 39.20 3.182 64.8

1932 36.5 72.0 42.1 2.636 57.9 3.3 357 357
1933 38.8 43.15 2.734 62.7 262
1934 47.2 45.68 3.545 67.8 426
1935 60.7 51.86 4.350 78.6 479
1936 69.5 74.36 4.166 85.9 557

1937 76.7 89.7 89.6 3.2 89.2 5.3 495 495
1938 93.2 10.31 3.5 95.9 606
1939 94.5 10.74 3.8 97.6 676

1940 89.9 92.5 121.3 19.695 4.4 100.4 4.6 700 700 0
1941 66.4 64.8 97.3 3.3 74.3 3.9 591
1942 24.0 22.3 29.8 1.4 3.5 1.4 243
1943 20.1 18.2 31.0 2.6 6.2 1.2 195
1944 17.7 28.1 32.9 3.2 7.4 1.2 250

1945 26.5 44.3 40.5 2.9 25.0 0.7 229 229
1946 33.6 56.9 3.1 50.8 233
1947 36.5 68.4 3.9 74.3 298
1948 54.9 70.8 4.7 92 432
1949 68.7 98.4 4.6 108 735

1950 73.0 62.8 130.8 23.845 4.5 125.1 3.8 816 816 0
1951 81.0 151.7 4.1 141 779 0
1952 89.1 81.1 161.8 31.5 4.4 158.1 785 785 0
1953 105.7 95.4 183.3 41.2 4.5 183.2 3.5 878 878 0
1954 114.5 188.9 4.8 207 1067 1067 0
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[注] 

 上記生産量データは，『ソ連版ナルホーズ』（Нархоз СССР в 19хх г.），『大祖国戦争期のナルホーズ：

1941-1945 年』（Госкомстат СССР, 1990），および工業部門についての統計集『ソ連の工業』1957 年版，

1964 年版，1988 年版（ЦСУ СМ СССР, 1957; 1964; Госкомстат, 1988b）のソ連公式統計のほか，1959

年以前のデータに関して，同じ系列の生産量データであると判断できる場合についてはウォーレン・ナタ

ー（Nutter, 1962, pp. 420-459）から，1940-45 年に関する非鉄金属部門生産物生産データは，ハリソン

J.17 J.18 J.19 J.20 J.21 J.22 J.23 E.14+J.24 J.24 E.14
原アル
コール

ウォッカ･
ウォッカ類

ビール ワイン 塩 吸い口付
き巻タバ
コ･両切り
巻タバコ

マホルカ 石鹸・合
成洗剤

石鹸 洗濯･化粧
石鹸

合成洗剤

単位 100万dkl 100万dkl 100万dkl 100万dkl 100万㌧ 10億本 100万20kg 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧ 1000㌧
crates

1955 127.7 116.9 184.7 47.376 5.7 198.2 2.7 1075 1075 0
1956 128.8 122.9 180.7 50.9 6.0 203.3 3.2 1266 1266 0

1957 157.2 140.2 196.5 55.2 6.1 215.2 3.9 1341 1341 0
1958 163.8 145.4 199.1 61.8 6.2 231.9 3.8 1365 1360 5
1959 168.9 137.3 231.9 66.9 6.5 243.4 1456 1400 56

1960 170.6 138.1 249.8 77.7 6.7 244.8 3.8 1473 1450 22.9
1961 184.0 145.7 266.7 84.8 7.5 247.8 1513
1962 203.7 162.0 281.8 100.8 8.5 229.7 1665
1963 196.5 280.9 118.6 9.6 257.7 1792
1964 213.1 283.0 127.1 10.1 280.3 1872

1965 236.0 316.9 133.9 9.5 304.4 1925 1782 144
1966 243.0 343.7 158.6 9.3 303 1855 1666 189
1967 262.6 361.3 180.0 10.6 287 1899 1651 248
1968 267.0 383.0 191 11.0 289 2020 1674 346
1969 273 397 240 12.1 308 2025 1608 417

1970 243 419 268 12.4 323 1907 1436 861 471
1971 441 280 12.0 1750 1253 497
1972 469 293 12.2 1742 1207 535
1973 508 207 12.9 1792 1179 613
1974 540 267 13.4 2140 1481 659

1975 260 571 297 14.3 364 2336 1567 769
1976 592 315 14.2 2370 1542 828
1977 619 307 14.3 2234 1410 824
1978 641 247 14.5 2297 1420 877
1979 633 294 14.3 2265 1406 859

1980 295 613 323 14.6 364 2579 1567 951 1012
1981 292 630 344 15.2 365 2670 1594 1076
1982 277 647 349 15.8 359 2713 1637 1076
1983 277 661 351 16.2 369 2753 1646 1107
1984 281 654 340 16.5 374 2632 1536 1096

1985 238 657 265 16.1 381 2615 1465 886 1150

1986 147 489 141 15.3 384 2659 1466 882 1193

1987 123 507 147 15.4 378 1483 892 1244

1988 142 558 179 14.8 358 1567 943 1301

1989 182 602 193 15.0 343 1724 1037 1424

1990 212 625 162 14.7 313 1699 1022 1503
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（Harrison, 1996, p. 195）から，また 1957 年および 1987 年の FC.9 トラック；1938 年および 1949 年の

G.3 材木；1988-89 年の I.2 綿織物，I.6 毛織物および I.7 絹・レーヨン織物；1988-90 年の I.8 ニット（メ

リヤス）製品は，岩崎（2012）より生産量データを得た． 

 本文第 2 章 2-3-5 で述べたように，非鉄金属部門の D.1 銅，D.2 鉛，D.3 亜鉛の 1922-30 年における生

産量は，1921/22-1929/30 年の生産量で代用した． 

空欄は，不詳．下線を付した生産量は，何らかの推計作業を行なって得た生産量を意味する．以下では，

下線を付した生産量の推計手続きを記す． 

 

B.2 天然ガス：1959 年の生産量については，現物生産量および基準燃料換算生産量の両者が判明している

1958 年および 1960 年についての両者の比の平均値を，同年の基準燃料換算生産量に掛けて算出． 

B.5 オイル・シェール：下線を付したすべての年の生産量について，現物生産量および基準燃料換算生産

量の両者が判明している直近の年の両者の比を，その年の基準燃料換算生産量に掛けて算出． 

C.3.1 圧延鋼材完成品：下線を付したすべての年の生産量について，C.3.1 圧延鋼材完成品および C.3 圧延

鋼材の両者が判明している直近の年の両者の比を，その年の C.3 圧延鋼材生産量に掛けて算出． 

D.1 銅：1939 年の生産量は，1940 年の生産量にナター（Nutter, 1962, p. 460 ）の 1939-40 年における生

産増加率を適用して算出．1946-55 年については，1945 年の生産量にナター（ibid., pp. 460-461）の生

産増加率を適用して算出． 

D.2 鉛：下線を付したすべての年の生産量について，1945 年の生産量にナター（ibid., pp. 460-461）の生

産増加率を適用して算出． 

D.3 亜鉛：下線を付したすべての年の生産量について，1945 年の生産量にナター（ibid., p. 462）の生産増

加率を適用して算出． 

E.1 窒素肥料：1982-90 年の生産量は，1981 年の現物生産量と 100％栄養物質換算量との比を，その年の

100％栄養物質換算量に掛けて算出． 

E.2 リン肥料（リン肥粉を含む）：1982-85 年の生産量は，推定された E.2.1 リン肥料と E.2.2 リン肥粉の

合計，1986-1900 年の生産量は，1985 年の E.2 リン肥料（リン肥粉を含む）の現物生産量と 100％栄養

換算量との比を，その年の 100％栄養物質換算量に掛けて算出． 

E.2.1 リン肥料：1982-85 年の生産量は，1981 年の現物生産量と 100％栄養物質換算量との比を，その年

の 100％栄養物質換算量に掛けて算出．1986-1990 年の生産量は，E.2 リン肥料（リン肥粉を含む）と

同一の増加率で生産量が増加したと仮定して算出． 

E.2.2 リン肥粉：1982-85 年の生産量は，1981 年の現物生産量と 100％栄養物質換算量との比を，その年

の 100％栄養物質換算量に掛けて算出．1986-90 年の生産量は，E.2 リン肥料（リン肥粉を含む）と同一

の増加率で生産量が増加したと仮定して算出． 

E.3 カリ肥料：1982-90 年の生産量は，1982-90 年の生産量は，1981 年の現物生産量と 100％栄養物質換

算量との比を，その年の 100％栄養物質換算量に掛けて算出． 

E.5 ソーダ灰（炭酸ナトリウム）：1941-44 年を除く 1957 年以前の非ベンチマーク年の生産量は，ナター

（1962, p. 423）の値をもとに，直近ベンチマーク年におけるナルホーズ 1971 年版以降の生産量と 1970

年版以前の生産量との比を，その年の 1970 年版以前の生産量に掛けて算出。このような手続きをとった

理由については，本文第 2 章 2-3-4 を参照．1941-44 年の生産量は，Госкомстат СССР（1990, стр. 61）

における生産量を，同様の手続きによってナルホーズ 1971 年版以降の基準に変換した．1958-59 年につ

いても同様．1961 年以降の非ベンチマーク年の生産量については，ナルホーズ 1986 年版以降の修正を
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反映させるために，1985 年版以前のナルホーズによる直近のベンチマーク年における，ナルホーズ 1986

年版以降の生産量と 1985 年版以前の生産量との比を，その年の 1985 年版以前の生産量に掛けて算出し

た． 

E.6 苛性ソーダ：苛性ソーダも，ソーダ灰と同様ナルホーズ 1971 年版以降数値が変更されている．変更後

の数値が明らかでない非ベンチマーク年については，変更後の生産量が判明している直近のベンチマー

ク年の生産量とその変更前の生産量との比を，その年の変更前の生産量に掛けて算出した．ナルホーズ

に生産量の記載のない 1957 年以前の多くの年は，Nutter（1962, p. 423）の生産量を参考にした． 

E.7.1 自動車タイヤ（トラック用）：1978-79 年，1981-84 年，1988-90 年は，E7 タイヤ総量と同一の生産

増加率と仮定して算出． 

E.7.2 自動車タイヤ（乗用車用）：E7.1 自動車タイヤ（トラック用）と同様． 

E.7.3 自動車タイヤ（農業車両用）：E7.1 自動車タイヤ（トラック用）と同様． 

E.14 合成洗剤：1952-54 年，1956-59 年は，E14+J24 合成洗剤＋石鹸の生産量（食品部門参照）から J24

石鹸の生産量を差し引いて算出．1951 年と 1955 年は，筆者による推定．その前後の年の生産量がいず

れもゼロであることにより，これら二つの年の生産量もゼロとした． 

FA.1 スティーム・ボイラー：1955-69 年は，1954 年における 1000m2 単位の生産量とトン（пара/час）

単位の生産量の比を，各年のトン単位生産量に掛けることによって算出．1970-90 年は，1969 年におけ

る 1000m2 単位の生産量と生産能力 10 トン以上のボイラーのトン単位生産量との比を，各年の生産能

力 10 トン以上のボイラーのトン単位生産量に掛けることによって算出． 

FA.2タービン：1989-90年の台数単位生産量は，1988年における台数単位生産量とkw単位生産量の比を，

各年の kw 単位生産量に掛けて算出． 

FA.2.1 スティーム・ガス・タービン：1950-57 年は，FA.2 タービンの生産量から FA2.2 水力タービンの

生産量を引いて算出．1960 年は，同年の FA.2 タービン生産量を，1957 年の生産比率に従って FA2.1

スティーム・ガス・タービンと FA2.2 水力タービンに割り振った． 

FA2.2 水力タービン：1960 年は，FA2.1 スティーム・ガス・タービンと同様． 

FA.5 交流モーター：1913 年の生産量ゼロは，筆者の推定による．それ以外の推定生産量については，出

力 100kw 以上の生産台数と出力 100kw 以下の生産台数がわかっている年は両者の合計．そうでない年

は，台数単位生産量と kw 単位生産量の両者がわかっている直近の年における両者の比を kw 単位生産量

に掛けて算出．1988-90 年の kw 単位生産量については，1987 年の kw 単位生産量と台数単位生産量と

の比を，各年の台数単位生産量に掛けて算出． 

FB.5 金属工作機械：1990 年に生産量については，ナルホーズ別系列による 1989-90 年の生産台数減少率

を 1989 年の生産量に掛けて算定． 

FB.12 梳綿機：1913 年の生産量ゼロは，筆者の推定による． 

FB.19 鍛冶プレス機：1928 年の生産量は，1932 年における FB.19 鍛冶プレス機の生産量とプレス機の生

産量との比を，1928 年のプレス機の生産量に掛けて算出． 

FC.8 トロリーバス：1913 年の生産量ゼロは，筆者の推定による． 

FD.4：馬用プラウ：1960 年の生産量ゼロは，筆者の推定による． 

FD.6：馬用ハロウ：1960 年の生産量ゼロは，筆者の推定による． 

FD.8：馬用耕運機：1960 年の生産量ゼロは，筆者の推定による． 

FD.9 トラクター用播種機：1961-90 年の生産量は，1960 年における FD.9 トラクター用播種機の生産量と

トラクター用播種機（鉱物肥料用を除く）の生産量との比を，各年のトラクター用播種機（鉱物肥料用
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を除く）の生産量に掛けて算出． 

FD.10 馬用播種機：1960 年の生産量ゼロは，筆者の推定による． 

FD.16 馬用刈取り機：1960 年の生産量ゼロは，筆者の推定による． 

FD19 馬用草刈機：1960 年の生産量ゼロは，筆者の推定による． 

FD.21 馬用レーキ：1960 年の生産量ゼロは，筆者の推定による． 

FD.23 馬用脱穀機：1960 年の生産量ゼロは，筆者の推定による． 

FD.25 馬用唐箕：1960 年の生産量ゼロは，筆者の推定による． 

FD.26 馬用伝動装置：1960 年の生産量ゼロは，筆者の推定による． 

FD.27 わら・まぐさカッター：1960 年の生産量は，筆者の推定による． 

FF.2 オートバイ・スクーター：1970-90 年の生産量は，1969 年の FF.2 オートバイ・スクーターの生産量

と FF2.1 オートバイの生産量との比を，各年のオートバイ生産量に掛けて算出． 

FF.2.1 オートバイ：1913 年，1931-37 年，1940 年，1945 年の生産量は，FF.2 オートバイ・スクーター

の生産量と同一と仮定．筆者の推定による．1950 年の生産量は，1955 年の FF.2.1 オートバイの生産量

と，FF.2 オートバイ・スクーターの生産量との比を，1950 年のオートバイ・スクーターの生産量に掛

けて算出．1961-64 年の生産量は，1960 年の FF.2.1 オートバイの生産量と，FF.2 オートバイ・スクー

ターの生産量との比を，各年のオートバイ・スクーターの生産量に掛けて算出． 

FF.3 自転車・モーター自転車：1983-90 年の生産量は，1982 年における FF.3 自転車・モーター自転車の

生産量と FF.3.1 自転車の生産量との比を，各年の自転車の生産量に掛けて算出． 

FF.7 家庭用洗濯機：1928，1932，1937 年の生産量ゼロは，筆者の推定による．1955 年の生産量は，1958

年における洗濯機（стиральные машины）の生産量と FF.7 家庭用洗濯機（стиральные машины 

бытовые）の生産量との比を，1955 年における洗濯機の生産量に掛けて算出． 

FF.8 家庭用冷蔵庫：1983 年の生産量は，1982 年の FF.8 家庭用冷蔵庫の生産量と冷蔵庫・冷凍庫の生産

量との比を，1983 年の冷蔵庫・冷凍庫の生産量に掛けて算出．1984 年の生産量は，1985 年の FF.8 家

庭用冷蔵庫の生産量と冷蔵庫・冷凍庫の生産量との比を，1984 年の冷蔵庫・冷凍庫の生産量に掛けて算

出．1987-90 年の生産量は，1986 年の FF.8 家庭用冷蔵庫の生産量と冷蔵庫・冷凍庫の生産量との比を，

各年の冷蔵庫・冷凍庫の生産量に掛けて算出． 

G.2 薪材：1981-84 年および 1987-90 年の生産量は，G.0 木材搬出から G.1 産業用木材を差し引いた生産

量からさらに 3.5（100 万 m2）を差し引いた値とした．3.5 は，直近の年の G.0 マイナス G.1 の値の平

均値． 

G.4 ファイバーボード：ナルホーズ 1986 年版以降に，生産量データの修正があった．この修正で 1980 年

の生産量は 469（100 万 m2）から 487 へ，また 1985 年の生産量は 561 から 575 に変更された。すなわ

ちこの修正の結果，平均すると 3.2％だけ生産量が増加した。それゆえ，1981-84 年の値については旧系

列の生産量を 3.2％だけ大きくした．なお 1979 年以前の生産量については，旧系列をそのまま採用して

いる．  

G.6 合成樹脂パーティクル・ボード：G.4 ファイバーボードと全く同様に，ナルホーズ 1986 年版以降に修

正があったので，1981-84 年の生産量について旧系列の生産量を 7.8％だけ大きくした． 

G.8 紙：Ⅰ946-60 年の生産量について，ナルホーズ 1964 年版から，それまで公表されていた生産量を若

干少なめに修正した新系列の生産量が公表されるようになった。新旧両系列の数字が判明している 1946

年，1950 年，1955 年，1958 年における新旧生産量の比をもとに，1947-49 年については，1946 年お

よび 1950 年の比の平均値を，1951-54 年については 1950 年および 1955 年の比の平均値を，1956-57
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年については 1955 年および 1958 年の比の平均値を，それぞれ旧系列の生産量に書けることによって新

系列の生産量を推定した． 

G.9 厚紙：1913 年の生産量は，1939 年 9 月 17 日より前のソ連国境内における生産量． 

H.8 ルーフィング・アイアン：1960-90 年の生産量ゼロは，筆者の推定による． 

H.9 ルーフィング・タイル：1960-90 年の 100 万個単位の生産量は，1958 年における個数単位の生産量と

m2単位の生産量との比を，各年の m2単位の生産量に掛けることによって算出． 

H.12 リノリウム：ナルホーズ 1990 年版において，数値の修正があり，1985 年および 1988 年の生産量が

それぞれ 112（100 万 m2）から 115 へ，137 から 139 へと変更されたが（平均 2.7％の生産増），1986

年および 1987 年についての修正値はあきらかでない．そこでこれら両年については，旧系列の生産量

（115,122）を 2.7％だけ大きくした． 

I.2 綿織物：1990 年の生産量は，1989 年における m 単位の生産量と m2単位の生産量の比を，1990 年の

ｍ2単位の生産量に掛けて算出． 

I.6 毛織物：1990 年の生産量は，I.2 綿織物と同様に，1989 年における m 単位の生産量と m2単位の生産

量の比を，1990 年のｍ2単位の生産量に掛けて算出． 

I.7 絹織物・レーヨン：1990 年の生産量は，I.2 綿織物と同様の方法で求めた． 

I.11 堅い革製品：いずれの推計年も，トン単位の生産量とﾃﾞｼ m2単位の生産量が判明している 1960 年の

両者の比をもとに，判明している単位に基づく生産量からもう一つの単位に基づく生産量を推計． 

J.5.1 漁獲量：1960 年の生産量は，1950-56 年における J.5 漁獲量・海獣・クジラ捕獲量に占める J.5.1 漁

獲量の大きさの平均値（91.14％）を 1960 年の J.5 生産量に掛けて算出． 

J.8 チーズ・羊乳チーズ：1961-63 年の生産量は，この期間について判明しているチーズのみの生産量に

10（1000 トン）を加えて J.8 チーズ・羊乳チーズの生産量とした．1960 年についての J.8 チーズ・羊

乳チーズとチーズのみの差が 10（1000 トン）であることによる．またナルホーズ 1981 年版から 1965

年にさかのぼってベンチマーク年についての生産量データの修正があった．1961-64 年，1966-69 年，

1971-74 年，1976-79 年の生産量は，それぞれの区間の両端のベンチマーク年における修正比率の平均

値を旧系列の生産量に適用して算出した． 

J.15 スターチ・シロップ：1960 年の生産量は，1958 年における J.15 スターチ・シロップの生産量に，1958

年から 1960 年へのシロップのみの生産増加率を適用して算出． 

J.23 マホルカ：1960 年の生産量は，1958 年と同一と仮定． 

J.24 石鹸：1987-90 年の生産量は，1986 年の J.24 石鹸と洗濯・化粧石鹸の生産量の比を，各年の洗濯・

化粧石鹸の生産量に掛けて算出． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



466 

 

付表 2 ソ連工業部門別・全工業生産指数推計結果（筆者の推定による．1960 年指数=100，

非鉄金属工業部門のみ 1928 年指数=100） 

 

 

 

電力 燃料 製鉄 非鉄金属 化学 機械 民生機械 木材製紙 建設資材 軽 食品 全工業 民生工業

1913 0.7 5.9 7.1 103.1 1.4 1.4 1.6 14.1 8.6 21.6 26.9 8.8 8.7

1928 1.7 7.3 6.7 100.0 2.4 2.4 2.7 14.5 7.4 21.0 21.9 9.7 9.6

1929 2.1 8.5 7.8 124.6 3.1 3.0 3.3 21.2 9.0 24.5 19.8 10.9 10.8

1930 2.9 10.7 9.3 161.0 4.4 4.2 4.7 31.0 11.1 22.2 22.1 12.4 12.3

1931 3.7 13.2 9.0 184.2 5.1 6.2 6.9 33.1 10.9 21.9 28.6 14.4 14.3

1932 4.6 13.9 9.8 203.0 5.0 7.7 8.6 32.7 11.1 23.7 23.8 14.4 14.3

1933 5.6 15.5 11.4 192.8 5.9 10.0 10.8 34.3 9.6 23.8 21.4 14.7 14.6

1934 7.2 18.8 16.1 273.3 10.0 13.3 13.9 36.7 12.7 24.2 26.2 18.0 17.6

1935 9.0 21.1 20.7 396.9 13.2 19.6 19.7 42.2 15.3 26.2 30.3 22.4 21.7

1936 11.2 24.1 25.8 530.4 15.0 23.3 21.0 46.6 20.5 33.2 36.3 26.8 25.2

1937 12.4 24.6 27.3 580.5 18.0 30.8 23.0 42.2 20.8 37.9 37.5 29.9 26.6

1938 13.5 25.8 27.6 649.8 21.6 34.2 23.1 44.0 19.2 38.9 41.3 31.9 27.6

1939 14.8 27.7 27.0 738.6 24.3 37.6 22.0 47.8 19.2 41.7 41.2 34.2 28.4

1940 16.5 31.0 28.0 804.8 20.0 38.2 17.3 46.0 19.4 43.4 40.6 34.6 26.7

1941 16.0 29.1 26.4 975.3 21.2 46.1 13.9 41.8 15.2 37.0 32.4 34.3 23.2

1942 9.9 15.1 11.0 637.4 8.2 72.6 3.0 19.9 3.3 14.5 16.0 23.0 8.1

1943 11.0 16.6 11.9 567.6 7.1 86.6 3.8 20.3 3.0 15.2 14.4 24.5 8.9

1944 13.4 20.5 15.4 610.6 9.0 93.1 5.0 21.7 4.1 16.8 14.4 27.4 10.6

1945 14.8 24.5 17.9 590.7 9.7 65.5 6.3 24.3 6.7 16.1 17.0 26.2 12.2

1946 16.6 27.6 20.4 643.1 12.8 17.1 10.4 28.8 10.5 20.1 20.7 19.3 16.4

1947 19.3 31.4 22.8 735.9 18.2 19.2 15.7 33.5 13.6 27.1 25.3 23.0 21.5

1948 22.7 35.5 28.9 857.5 25.0 26.4 25.3 44.4 20.3 33.6 34.4 30.0 29.5

1949 26.8 39.9 35.7 1045.9 33.9 35.0 36.2 53.1 25.5 40.3 43.1 37.5 37.8

1950 31.2 43.9 41.6 1201.5 41.8 38.5 44.6 57.2 28.9 46.0 45.6 41.7 43.7

1951 35.6 47.8 47.6 1410.5 43.2 52.1 46.0 64.5 35.1 54.9 52.4 50.1 48.2

1952 40.8 50.8 53.1 1647.8 45.1 63.5 46.7 66.4 40.4 57.0 56.7 56.1 50.9

1953 46.0 54.0 58.5 1782.5 48.9 63.7 53.2 68.9 45.8 62.4 62.6 59.4 56.1

1954 51.6 59.0 63.7 1926.4 55.9 68.5 61.2 75.7 51.9 69.5 67.3 64.8 62.5

1955 58.2 67.3 69.9 2182.8 62.5 74.5 68.4 79.6 59.6 72.9 70.1 70.7 68.8

1956 65.6 74.1 75.0 69.8 79.9 76.5 82.2 61.5 78.2 79.0 76.3 75.3

1957 71.7 82.3 79.1 77.2 86.0 89.8 87.3 69.2 83.7 84.9 82.6 83.7

1958 80.5 90.2 84.7 85.3 96.2 91.0 94.3 79.3 90.0 88.6 90.5 88.9

1959 90.7 95.9 92.1 91.1 96.8 93.1 101.7 90.5 95.3 98.9 95.9 94.7

1960 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

1961 112.1 104.3 108.3 110.4 106.8 108.7 98.6 106.0 102.8 106.0 105.7 106.2

1962 126.3 109.3 116.4 122.1 115.0 116.0 100.0 109.9 106.5 114.3 112.4 112.7

1963 141.1 118.1 122.9 134.7 122.4 122.4 103.7 110.7 109.1 119.3 119.0 119.0

1964 157.0 126.7 130.6 149.9 129.3 125.3 108.4 114.1 113.5 123.9 126.1 124.9

1965 173.4 134.8 138.9 168.5 134.3 130.3 110.0 120.4 115.3 138.5 133.1 131.9

1966 186.3 143.2 148.2 182.2 140.8 138.1 110.6 129.8 123.2 140.9 140.1 139.3

1967 201.1 150.6 156.9 197.7 149.3 144.6 115.4 138.1 130.4 151.3 148.8 147.4

1968 218.5 155.8 164.1 213.0 157.0 151.0 117.1 141.6 135.6 158.1 155.8 154.0

1969 235.8 162.5 169.2 222.8 164.9 156.0 118.5 144.2 140.3 161.0 162.0 159.3

1970 253.5 171.7 178.5 246.7 169.8 163.7 123.8 154.4 146.5 170.7 170.4 168.5

1971 273.8 179.9 185.9 264.1 176.6 175.9 126.6 161.7 149.4 176.9 177.9 177.8

1972 293.4 187.5 192.7 283.6 186.5 186.2 127.9 167.9 148.5 183.4 185.6 185.6

1973 312.9 196.2 200.8 309.3 195.0 196.1 130.2 176.0 153.0 190.3 194.2 194.7

1974 333.8 206.3 208.4 341.1 196.8 209.4 131.0 182.3 156.2 203.6 201.2 205.4

1975 355.4 219.0 217.8 373.7 203.3 218.9 134.9 189.0 158.5 208.4 209.6 214.8

1976 380.3 229.4 224.1 392.8 212.2 224.7 133.4 192.1 162.9 202.0 216.3 220.4

1977 393.5 239.3 226.2 413.5 218.5 229.1 131.9 192.5 165.0 212.2 222.2 225.6

1978 411.2 247.5 233.2 425.7 222.3 232.9 129.3 192.7 166.9 214.6 226.3 229.7

1979 423.6 254.4 230.2 423.9 225.2 231.6 123.0 186.5 166.3 216.3 227.0 228.9

1980 442.7 260.6 228.7 442.3 227.6 232.5 123.8 187.2 165.7 213.9 229.8 231.2

1981 453.7 264.5 229.0 455.9 226.6 231.2 124.8 189.5 165.8 215.9 231.2 232.5

1982 467.7 270.6 227.1 467.4 227.1 229.7 124.0 187.2 164.5 222.5 232.9 233.5

1983 485.2 275.5 235.6 491.7 226.0 228.9 126.6 193.8 166.4 232.4 237.0 237.6

1984 510.5 280.2 237.4 507.0 224.9 230.1 129.5 196.4 169.1 237.9 239.9 241.5

1985 528.3 284.4 240.5 524.1 227.8 233.9 130.5 198.5 171.9 240.2 243.8 245.7

1986 547.1 295.8 248.5 545.2 232.0 235.9 136.0 206.2 174.1 248.7 250.6 251.7

1987 569.7 302.5 251.4 562.0 238.4 227.9 138.1 212.5 177.8 257.4 257.3 252.2

1988 583.4 307.0 254.6 574.8 234.0 223.9 140.5 218.0 181.2 266.3 258.7 253.7

1989 589.2 301.9 252.0 567.7 223.1 212.8 136.9 218.8 182.7 274.1 253.6 248.3

1990 590.5 289.8 242.9 546.0 215.4 208.0 127.0 211.8 182.5 271.5 245.9 241.9



467 

 

付表 3 公式ソ連工業生産指数 

 

電力 燃料 製鉄 化学 機械 木材 建設資材 軽 食品 全工業
1913 4.4 3.6 0.7 0.4 7.6 11.0 2.5
1928 3.3
1929 3.9
1930 4.8
1931 5.8
1932 6.7
1933 7.0
1934 8.4
1935 10
1936 13
1937 15
1938 16
1939 19
1940 15 29 21 13 11 34 9 36 42 19
1941 19
1942 15
1943 17
1944 20
1945 14 22 17
1946 15
1947 18
1948 22
1949 27
1950 28 41 37 25 24 47 19 40 40 33
1951 38
1952 48 43
1953 48
1954 54
1955 54 67 65 57 52 43 71 65 61
1956 68
1957 74
1958 82 82
1959 90 91
1960 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100
1961 108 109
1962 118 120
1963 127 129
1964 137 139
1965 178 137 147 194 179 128 153 113 146 151
1966 158 164
1967 169 180
1968 178 195
1969 184 209
1970 274 182 194 347 313 166 228 170 196 227
1971 297 192 204 383 348 175 248 181 245
1972 320 203 213 418 388 184 266 186 261
1973 342 215 224 465 435 192 285 194 280
1974 364 227 235 516 486 202 304 201 302
1975 387 242 249 572 543 214 325 212 254 325
1976 417 251 261 617 593 221 336 220 250 341
1977 430 262 265 658 646 228 345 229 258 360
1978 452 271 272 693 703 231 355 237 267 377
1979 469 274 272 717 756 228 352 242 271 390
1980 494 280 274 755 803 231 357 251 271 404
1981 504 285 274 797 850 238 364 257 418
1982 521 289 278 821 891 248 371 257 430
1983 535 294 290 870 947 255 389 261 448
1984 568 298 298 915 1013 266 400 264 467
1985 589 298 306 963 1086 276 412 269 309 483
1986 606 309 318 1019 1164 290 435 274 314 504
1987 637 315 324 1064 1228 297 449 279 328 523
1988 648 320 336 1117 1292 308 470 289 339 543
1989 654 317 336 1127 1325 314 478 295 351 553
1990 666 305 327 1098 1336 311 474 295 351 546
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注：空欄は不詳．全工業についての指数作成方法については，第 6 章図 6-1 の注および第 7 章図 7-1 の注

を参照．部門指数の作成方法については，第 6 章表 6-3 の注および第 7 章 7-1 を参照．なお 1913 年の部門

指数については，ナルホーズ（Нархоз в 1974 г., стр. 172）を参考にした． 
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あとがき 

 

ソ連が解体しつつあった 1991 年の秋，私は勤務している日本大学経済学部から在外研究

の機会を与えられ，英国のバーミンガムで研究生活を送っていた。同年夏のクーデタの失

敗後，メディアを通して当時はソ連の一部であったロシアのエリツィン大統領が次々とソ

連政府機関をロシアのものとして接収していくのを知り，さすがに私もソ連の解体が近い

ことを悟らざるを得なかった。その時の不思議な気持ちを，今でも忘れることができない。

当時ソ連経済を研究対象としていた私は，つまりアクチュアルな現実に向き合ってその実

態解明に努めているつもりであったのだが，いつの間にかそれが歴史研究に代わっていき

つつあるという，軽い虚脱感にとらわれたのである。ソ連が解体し，東欧も含めた社会主

義体制の全面的崩壊後，私もその展開のめまぐるしさに目を奪われ，またそれに大いに関

心を抱いて現状分析に向かった。しかしその一方で，すでに歴史の中にひっそりと姿を消

しつつあるソ連経済に対して，解明が終わらないうちに新しい研究対象に移ってよいのか

と自問する気持ちもくすぶっていた。そのようなときに一橋大学経済研究所の久保庭真彰

氏から，COE 形成プログラム「アジア長期経済統計プロジェクト」のロシア班への参加を

依頼された。私はむしろ喜んで，すでに歴史統計となってしまったソ連工業の統計的な分

析にとりかかることになったのである。 

 その時から本書の完成まで，本当に多くの方々のお世話になった。 

何よりも本書は，一橋大学の COE プロジェクトをきっかけに作られた「ロシア歴史統計

研究会」による集団的な研究の派生物といえるものである。同研究会のリーダーである久

保庭真彰氏（一橋大学）をはじめとして研究会に参加しておられる研究者諸氏に心から感

謝申し上げたい。お名前を北から南へ順に挙げれば，田畑伸一郎・朋子（北海道大学），久

保庭真彰（一橋大学），雲和弘（一橋大学），中村靖（横浜国立大学），大津定美（神戸大学），

石川健（島根大学），上垣彰（西南学院大学）の方々である。また同研究会の顧問として研

究会においていつも貴重なコメントをくださる尾高煋之助，斎藤修両先生にもお礼を申し

述べたい。 

さらに，筆者が所属する比較経済体制学会の大先輩である佐藤経明，岡田裕之，中山弘

正の三人の先生には，本当に長い間にわたって筆者を暖かく見守っていただいた。本書は

お世話になった先生方に対するささやかな返礼である。 

また筆者の勤務先である日本大学経済学部，そして職場を共にする同僚諸氏にも厚く感

謝したい。本書は，日本大学経済学部から供与された研究休暇によってもたらされた遅れ

ばせの成果であり，学部からは出版助成という形でさらなる支援をいただいた。記して感

謝の意を表したい。 

 最後になったが，出版に当たって大いにお世話になった御茶の水書房の橋本盛作氏およ

び小堺章夫氏に対して心からお礼を申し上げる。 

 

2013 年春 

栖原 学 
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人名索引 

 

 

【ア行】
アガンベギャン
アスルンド
岩崎
ヴァーゲンフューア
ヴァインシュテイン
ヴァリトゥフ
ヴィシネグラツキー
ウィッテ
ヴィドレヴィチ
ヴィノクロフ
ヴォーリン
ヴォズネセンスキー
ウォリス
エイジェリマン
エジョフ
エリツ
エリツィン

【カ行】
カー
ガーシェンクロン
カウフマン
カガノヴィチ
カフェンガウス
カプラン
キャンベル
クヴァシャ
グサロフ
クシニルスキー
クチンスキー
クドロフ
グフマン
クラーク
クラスノロボフ
クラソフスキー
グリーンスレード
グレゴリー
グローマン
グロスマン
ゲルチュク
ゴールドスミス
コナル
コミン
ゴルバチョフ
ゴレリク
コンドラチェフ

【サ行】
シートン
ジェミルチョグリャン
シトニン
シムキン
ジャスニー
ジュコフスキー
シュリツ
シュワルツ
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ストリャロフ
ストルーミリン
栖原
スミルガ
セリューニン

【タ行】
タージョン
チャップマン
デイヴィス
デサイ
トゥレツキー
ドッブ
冨岡
トレムル
トロツキー

【ナ行】
ナター
ニフォントフ
ノーヴ
ノーレン

【ハ行】
ハーヴィン
バーグソン
ハーディ
ハーニン
バーノート
バーリナー
バイロック
バザロフ
ハバード
ハフディング
バラン
ハリソン
パルチェロヴィチ
ピツァー
ファース
ファリツマン
ファルカス
ブィストロヴァ
フェシュバック
ブズラエヴァ
フルシチョフ
プロコポーヴィチ
プロトニコフ
プロプスト
ベッカー
ペルヴーシン
ボヴィキン
ボーンステイン
ポクロフスキー
ホッジマン
ホルツマン
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ボレツキー
ボレンスタイン
ホロジリン
ホワイト

【マ行】
マディソン
マトシック
マラフェーエフ
マレンコフ
ミッチェル
ミトロファノヴァ
ムーアスティン
モトフ

【ヤ行】
ヤノウィッチ
山口
ユーゴウ
ヨッフェ

【ラ行】
ライス
ラヴィーニュ
ラヴロフスキー
リー
リーディ
リヴォワ
ローズフィールド
ロトシュテイン
ロリマー

【ワ】
ワイツマン
ワイラー
ワインステイン
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事項索引 

 

【数字・英字】
1913年の工業生産
1918年工業センサス
1926/27年不変価格
1936年価格改革
「1941年計画」
1947年通貨改革
1949年価格改定
1955年卸売価格
1967年価格改定
1970年付加価値生産
1974年修正
CIA（米国中央情報局）
CIA推計（ナルホーズの）
CIS（独立国家共同体）
FRB（連邦準備制度理事会）

【あ行】
アメと鞭のシステム
イギリス工業
インセンティヴ・システム
インフレーション
ウェイト基準年
ヴェセンハ
ヴェドロ
売り手市場
営業余剰
黄金時代
オクヴェード
オコンハ
卸売価格指数

【か行】
ガーシェンクロン効果
開発コスト
価格ウェイト
下級サーヴィス要員
加工工業
過小報告
過大報告
間接税
管理職
機械工業
機会主義的行動
幾何平均
企業卸売価格
企業統合
疑似新製品
技術革新
技術者
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技術進歩
基準価格
帰属
旧系列
協同組合企業
漁業
クスターリ
クスタールニチェストヴォ
グローバル指数
クロコジール
軍需生産
軍需調達
軍用機械
計画達成度
景気変動研究所
軽工業
経済改革（1965年）
経済的刺激
警備員
月間平均賃金
原価
原材料集約度
原子力発電所
建設資材部門
工業（ソ連の定義）
工業卸売価格
工業純生産
工業生産要員
工業製品価格（帝政ロシア）
工業センサス(1900年，1908年)
工業センサス（1918年）
工業センサス（1934年）
工業総生産
工業総取扱
工業部門分類
工業法
鉱工業生産指数（日本）
公式指数
恒常価格
工場工業
工場法
合同経済委員会
ゴエルロ
ゴールドスミス指数
国際単位（IU）
国際連盟
極秘資料
ゴスプラン
国家価格委員会
固定資本減耗
コブ＝ダグラス型
雇用・賃金シェア



492 

 

 雇用者所得
コルホーズ市場
コンドラチェフ指数

【さ行】
採掘工業
最終全工業生産指数
最終部門生産指数
作業場
雑多機械
産業協同組合
残差法
算術平均
参照基準年
暫定価格
サンプル生産物
シェーレ
自己消費
自己秤量
市場価格表示国民所得
指数の接続
持続的インフレ
『社会主義建設』
社会的総生産
社会保険支払
出荷価格
順位相関係数
純生産
小規模工業
小規模工業センサス
消費ブーム
商品市場
商品生産
職員
食品工業
ショップ
所得分配率
新系列
新製品
真の1926/27年価格
人民委員部
新領土
数字上の歪曲
スターリンの左旋回
スターリン批判
スプートニク
生産額ウェイト
生産国民所得
生産的分野
生産的労働
生産法
生産量の推定
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生物学的収量
潜在的インフレ
センサス工業
全連邦統一価格
租・純生産
総生産
総生産コスト
総取扱
ソ連GNP推計
ソ連崩壊

【た行】
第1次五カ年計画
第20回党大会
第2次五カ年計画
第3次五カ年計画
第5次五カ年計画
第6次五カ年計画
大規模工業
大修理
体制転換インフレ
代表性
代表生産物
チェルヴォーネッツ
超音速機
調整要素費用
調和平均
賃金税
ツェエスウー
ツンフー
ツンフー工業部
ツンフー労働部
データの欠落
鉄道建設
鉄のカーテン
デノミネーション（1961年）
電力装備率
ドイツ工業
特別注文
トラスト法
取引税
問屋制度

【な行】
ナター=ハリソン=ＣＩＡ指数
ナルホーズ
ナルホーズと領土の変更
二重計算
二重帳簿説
ニヒリステック・ポジション
日本工業
年平均労働力
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【は行】
バイアス
配給
バクー油田
発生論者
バルト三国
半製品
比較価格
非対称情報
非鉄金属部門
ビルディング・ブロック法
品質改善
品質低下
プード
付加価値
付加価値ウェイト
不生産的分野
不生産的労働
物量単位生産データ
部門法
ブラーク
フランス工業
プレイスクラント
プロムフィンプラン
分配法
文脈上の歪曲
米国工業
米国中央情報局
米ソ比較
ヘドニック指数
ベンチマーク年
亡命者
ボーチカ
補助金
ポスト・スターリン期
ホズラスチョート

【ま行】
未完成品
水増し
見習い
メショーク
目的論者

【や行】
ヤーシク
輸出品価格指数
要素費用表示国民所得

【ら行】
ラーゲリ
ラスパイレス・バイアス
ラスパイレス指数
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ランド・コーポレーション
利潤
利用国民所得
領土の変更
林業
リンク・レラティヴ
暦年と財政年度
レメースレンニク
レメスロー
連鎖指数
連続鋳造
労働者
労働生産性
労働力ウェイト
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栖原学（すはら まなぶ） 

1947 年生。1971 年，東京大学経済学部卒。東京大学大学院経済学研究科を経て，現在，日

本大学経済学部教授。主な著書に『現代ロシア経済論』（中山弘正氏などと共著，岩波書店），

主な訳書に『移行の経済学』（マリー・ラヴィーニュ著，日本評論社），『大転換』（カール・

ポラニー著，野口建彦氏と共訳，東洋経済新報社）がある。 

 

 


